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１．東日本大震災教訓活用研究 

 

図１ 「3.11 からの学びデータベース」「震災教訓文献データベース」「動画でふり

かえる 3.11」のアクセス件数の時系列変化 

 

 

2014 年 2 月 28 日 

 

2016 年 2 月 28 日 

 

2020 年 1 月 5 日 

（設置場所変更） 

陸前高田 

 

2014 年 8 月 19 日 

 

2016 年 8 月 23 日 

(8 月 19 日観測データ欠測) 

 

2020 年 1 月 5 日 

（設置場所変更） 

大槌 

 

2015 年 4 月 3 日 

 

2017 年 4 月 3 日 

 

2020 年 1 月 5 日 

石巻 

図２ 復興の進捗にともなうまちの変化 
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２．地震・津波被害予測研究 

  

図３ 想定南海トラフ地震に対する     図４ 災害対応支援物資の集積と 

対象建物の地震応答解析          配布経路＋電力復旧ルート 

 
図５  広域リスク評価に基づく災害シナリオの作成例（南海地域で M8.7 の地震が 

  発生し（左図）、その 2 年後に東海地域で M8.3 の地震が発生（右図））  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６  疎開期における世帯増減率    
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３．防災・減災対策研究 

   

第 13 回東海地域研究会     第 14 回東海地域研究会 

 

   

第 13 回関西地域研究会     第 14 回関西地域研究会 

 

   

第９回四国地域研究会        徳島分科会 

 

   

第９回九州地域研究会     宮崎県延岡市の津波避難施設見学 

 

写真１  地域研究会などの様子 



iv 
 

４．災害対応・復旧復興研究 

 

図７ ワークショップを通して得られた碧南市の発災後の時系列での対応状況を地図上に

示す。（時系列別災害対応情報地図） 

 

 

図８ 碧南市における災害対応タイムライン 
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５．防災・災害情報発信研究 

 

 

図９ 災害情報プラットフォーム (URL https://nankai-bosai.jp/v2.0/) 

 

 

巨大地震発生域調査観測研究、東日本大震災教訓活用研究、地震・津波被害予測研究、

およびそのほかハザード・リスク情報との成果運用に関する連携技術・手法と、DONET

を介したリアルタイムデータの伝送や地震計ネットワークの情報との連動に対応する

ための機能を、災害情報プラットフォームに実装した。 

1-e で開発、整備してきたデータ、システム、及び教材と、リスクコミュニケーショ

ン（RC）・人材育成手法の調査結果を反映し、「南海トラフ広域地震災害情報プラットフ

ォーム」（Ver.2.0）を一般公開した。 

同時に、地域の防災計画で利用されるために、災害情報プラットフォームを利活用し

た社会実験を行政と関連組織で実施し、情報・コンテンツの一気通貫利用を行い、シス

テム活用の地域展開（大阪府）も実施した。 

災害情報プラットフォームを利用し、平常時から最新研究コンテンツを使って地域

の要配慮者への対応計画を考えた。その事前取り組みが、実際の災害にて災害時要支援

者（要配慮者含む）への支援活動の調整と、広域支援体制に役立てられ、これまでより

も円滑な活動が行われたことを振り返り会議にて確認した。 

 

 

  

最新研究成果をマップ選択し閲覧  

プロジェクト成果報告書  

PJ 報告書の研究位置マップ表示機能  

被災想定地域の行政公開情報を収集しデー

タベース構築、検索機能開発、マップ表示 

集約情報データベース 

現状を知ることができる  

シミュレーション結果  DONET リアル

タイム情報  

地域評価情報  

防災に使えるコンテンツを集めたページ 

事前復興の考え方  

災害教訓  

計画・対応に役立てる  

最新研究成果や既存情報 

南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム 

一般向

研究向 行政向

登録 
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６．プレート・断層構造研究 

 

図 10 本プロジェクトで構築した南海トラフから南西諸島海溝域までのプレート形状モデル 

 

 

図 11 防災科研 Hi-net 等の既存の観測点（白丸）と本プロジェクトによる臨時観測点（黄

菱形）で観測された遠地地震波形記録の解析から求めた、四国東部下のフィリピン海プレ

ート上面深さの暫定モデル（赤線，単位：km）。従来のフィリピン海プレート上面モデル（黒

細線；Nakanishi et al., 2018）と比べると、南部で２km 程度、瀬戸内海付近で６～８km

程度浅くなった他、燧灘や香川県東部下に緩い尾根状の変化があることが判明した。また、

燧灘方面の尾根線は、深部低周波微動（青点；防災科学技術研究所, 2020）が低調な場所

を通過していること、四国東部の主な微動の活動域は、香川県の活動を含め、プレート上

面深度が 26～30km の範囲に含まれていることが分かった。  
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７．海陸津波履歴研究 

 

 

写真２ 和歌山県那智勝浦町八尺鏡野湿地での津波堆積物調査 

a：八尺鏡野湿地の空撮画像，b：打ち込み式簡易掘削作業の様子，c：コア試料中に観察

されるイベント砂層 

 

 

 

図12 日向灘から採取された海底堆積物コアの柱状図、年代とコア写真 

柱状図の灰色と写真の黄色矢印がタービダイトの挟在層準。コア下部では300〜400年の間

隔でタービダイトが堆積している。 

 

 

a b c 
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８．広帯域地震活動研究 

 

図 13 エンベロープ相関法によって求められた南西諸島海溝最北部における浅部低周波

微動の震央分布（赤丸）。灰色は 2017 年～2018 年（前年度）の観測網で観測された浅部

微動、青四角は解析に使用した海底地震観測点の位置を表している。 

 

図 14 ブイシステムを利用した海底水圧計により得られた気象・海象データと相関をも

たないエベント。（上）2-4 分のバンドパスフィルターを適用した 1 か月分の記録。

（下）拡大図。長周期のバンドパスフィルターを適用した波形も示す。このようなイベン

トはタービダイトに関係している可能性がある。 
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９．データ活用予測研究 

 

図 15 (a)-(c)の青の実線は各地震シナリオのアスペリティー分布。プレート境界面上の

色は各地震シナリオのアスペリティー分布から推定したバックスリップ分布。青色の波線

で囲まれた領域は測地データから推定されたバックスリップ分布に対してバックスリップ

量が不足している場所。緑色の波線で囲まれた領域はバックスリップ量が過大な場所。

(a)SMGA モデル（中央防災会議,2012）。（b）強震断層最大想定モデル（中央防災会議,2012）。

（c）東海・東南海・南海モデル（中央防災会議,2001）。（d）Kimura et al. (2019)で測地

データから推定されたプレート間固着分布。 

 

図 16 円形パッチ中心におけるすべり速度 Vcenter の観測値、解析値および予報値の

推移。すべり速度の観測値（橙）、解析値（青）、L-SSE 発生初期（時点Ⅰ）と最盛期（時

点Ⅱ）におけるパラメータ解析値によるそれ以降の予報値（緑）を表す。時点Ⅰにおけ

る解析値による予測値は観測値とずれているが、時点Ⅱにおける解析値による予報値

は観測値と概ね一致しており、L-SSE イベントの終息時期（時点Ⅲ）の予測といった数

か月程度の短期的な予測が可能であることを示している。 

 



x 

１０．震源モデル構築・シナリオ研究 

図 17 史料調査による地殻変動分布 

（a）1944 年東南海地震後 （b）1946 年南海地震後

図 18 史料の地殻変動量分布と津波痕跡高分布から推定された 

1854 年安政東海地震の断層のすべり分布 
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まえがき 

南海トラフを震源域とする東海・東南海・南海地震は、過去の地震等記録から、連動し

て発生する可能性が高いと考えられ、連動発生した場合に推定される被害の甚大さや、将

来の発生確率の高さからも、きわめて切迫度の高い地震とされている。 

このため、平成 20～24 年度の５年間で実施された文部科学省の科学技術試験研究委託

事業「東海・東南海・南海地震の連動性評価のための調査観測・研究」（以下、「連動性評

価研究」という。）において、多数の機関の参加のもと、東海・東南海・南海地震の想定震

源域等における稠密な海底地震・津波・地殻変動観測、大規模数値シミュレーション研究、

強震動予測、津波予測、被害想定研究等が総合的に進められてきた。これにより、東海・

東南海・南海地震の時間的及び空間的な連動性評価に資する知見の獲得や、連動に対応し

た災害対策等の検討に必要な情報提供が実現した。その一方で、さらに広い範囲での連動

性評価研究や、災害対策を行う防災機関との連携の強化、減災教育や地域の人材育成を通

じた地域対応力の向上などが課題として残っていた。 

 また、平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震を踏まえ、南海トラフ地震

の長期評価手法の見直しが進められており、南海トラフの想定震源域は従来の評価より拡

大された。政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会の平成 25 年５月の発表によれば、

見直し後の評価では、南海トラフでは最大クラスの地震として M9.1 の巨大地震が起きる

可能性があることが示され、M8～M9 クラス地震の今後 30 年以内の発生確率は 70～80%程

度となっている。 

本プロジェクトは、「連動性評価研究」の成果と新たに明らかになった課題及び南海トラ

フの想定震源域の拡大を踏まえ、将来発生が危惧される南海トラフ巨大地震へ備える研究

を理学・工学・社会学の連携で実施するものである。具体的には、長期評価の見直しによ

り拡大された震源域や、南西諸島海域までの連動発生を考慮に入れ、津波履歴や地震の広

帯域観測からプレート境界のすべり特性の時空間分布を明らかにする。さらに、これらを

用いて３次元不均質を含んだ高精度構造モデルから地震発生予測を行い、南西諸島海域ま

で含んだ震源モデルを構築、地震動と津波のハザードを評価し、防災・減災対策へ活かす。

また、地震・津波のあらゆる被害予測とその対策、発災後の現実的な復旧・復興対策を検

討するとともに、地域研究会を通じて行政等と連携し、これにより、科学的知見の獲得か

ら成果の社会実装までを総合的に推進するものである。  
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1. プロジェクト概要 

将来発生する南海トラフ巨大地震へ備える研究を理学・工学・社会科学の連携で実施す

る。地震・津波の被害予測とその対策、発災後の現実的な復旧・復興対策を検討する。地

域研究会を通じて行政等と連携、成果の社会実装を目指す。東日本大震災の状況も含め情

報をデータベース化し、社会実装のための情報発信システムを構築し市民を広く啓発する。

これらの背景となる地下構造モデル、特に内閣府による最大級の地震断層モデルを念頭に、

南西諸島海域までの連動発生を考慮に入れて地下構造モデルを求め、津波履歴や地震の広

帯域観測からプレート境界のすべり特性の時空間分布を明らかにする。これらを用いて３

次元不均質を含んだ高精度構造モデルから地震発生予測を行い、南西諸島海域まで含んだ

震源モデルを構築、地震動と津波のハザードを評価、防災・減災対策へ活かす。 

 

(1) 地域連携減災研究（防災分野） 

2011 年東日本大震災の各種要素をデータベース化し、南海トラフ沿いの地域と比較し

て、被害、事前対策、復興状況など、将来の南海トラフ巨大地震への備えの要素をあぶり

だす。同時に、巨大地震の発生時期や発生の多様性を考慮した広域の地震・津波リスク評

価と地域防災・減災を念頭に高分解能な地域リスク評価も合わせて実施する。復旧・復興

対策にこれらのデータや予測を取り込み、地域研究会を活用して社会実装を目指す。社会

実装には情報発信が欠かせない。これまでの成果を取り込んだ Web サービス「南海トラ

フ広域地震災害情報プラットフォーム」を構築し、市民を巻き込んだ防災・減災の啓発活

動を実施、人材育成にも努める。 

 

(a)東日本大震災教訓活用研究 

前半の４年間では、既存のアーカイブ活動と連携をしながら、東日本大震災での広

域で複合的な災害及びその対応、復旧・復興に関するアーカイブを作成・拡張し、課

題や教訓を整理する。さらに、プロジェクト指向型アーカイブを構築することにより、

東日本大震災の被災地と南海トラフ地震との被害発生の類似パターンを抽出し、南海

トラフ地震・津波における人的被害軽減戦略プログラムを策定する。東日本大震災の

基礎自治体の復興計画及びその策定に関するデータ収集の基礎的検討を行う。後半の

３年間では公表されたコンテンツを新たに収集・連携し、アーカイブシステムの β 版

を構築する。同アーカイブを用いて防災・減災・復興に資する生きる力を解明し、災

害時の生きる力醸成プログラムを作成する。さらに、東日本大震災の基礎自治体復興

計画の現状に対してアクションリサーチ手法を用いつつ課題の分析・抽出を行う。 

 

(b) 地震・津波被害予測研究 

将来人口推計して得た人口モデルや建物滅失率等を考慮した建物モデルを構築し、

地震の発生時期や発生の多様性等を考慮した広域の地震・津波ハザード・リスク評価

を行う。地域にとって影響の大きい建物や施設に対しては、地盤の非線形性を考慮し

た地盤モデルの高度化等を行い、高分解能なリスク評価を行う。ハザード・リスク評

価結果の中から類型化手法により特徴的な災害パターンを抽出し、災害シナリオを作

成し、防災・災害情報発信研究(1-e)と連携し情報提供できるようにする。 
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(c) 防災・減災対策研究 

「東海・東南海・南海地震の連動性評価研究プロジェクト」では、地域の防災・

減災にとってどのような災害シナリオを考えるべきなのか、地域研究会を開催して

議論を進められてきた。この地域研究会を発展させ、前半４年間は、地方自治体や

ライフライン事業者から課題を聞きつつ、プロジェクト関係者からの残された課題

を含め、最新の成果を地域の防災減災対策へインプットすることに重点を置き、後

半３年間では、具体的な社会実装に向けた提案・対策案をまとめる。また、地方自

治体だけではなく、内閣府をはじめとする府省への働きかけを強化し、国レベル、

地方自治体レベルの両面から防災・減災対策の推進を図る。前半４年では、サブテ

ーマ 1 で期待される成果である被害予測やデータベース構築などを逐次、地方行政

のシステムに実装にすることを検討する。後半３年では、地域行政の防災対策に向

けた実装を進めると共に、社会的な活用を目指して、市民参加の防災・減災カフェ

や地元メディアとも連携した防災・減災の啓発活動を推進する。 

 

(d) 災害対応・復旧復興研究 

将来の地域特性シミュレーション、詳細被害シミュレーション結果にもとづき、南

海トラフ巨大地震の各地域の影響についての「納得」プロセスの開発、さらには各地

域で想定される影響にもとづき事前の復旧・復興計画策定、災害対応計画の策定を行

う。得られた成果は防災・減災対策研究（1-c）、防災・災害情報発信研究（1-e）と共

有するとともに、被害想定、復旧・復興計画については東日本大震災教訓活用研究（1-

a）、地震・津波被害予測研究（1-b）の知見を利用する。 

 

(e) 防災・災害情報発信研究 

南海トラフ広域地震に関する情報が集約され、リアルタイムかつ統合的に発信さ

れる Web サービスとして「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」を構築

する。プラットフォーム上では、各種地理空間情報や歴史資料、強震計・水圧計デ

ータ等のリアルタイムデータ、他の研究課題の調査結果、研究成果、ハザード評

価、リスク評価などの情報を統合して発信できるものとする。このプラットフォー

ムを基盤とした、あるいは連携した、防災・減災対策や復旧・復興等に資する各種

利活用システム、防災人材育成、教育教材、啓発ツールを開発し、防災・減災対策

研究や復旧・復興対策研究等に活用する。これらを効果的に進めるためのリスクコ

ミュニケーション手法を開発し、人材育成を図る。 

 

(2) 巨大地震発生域調査観測研究 

2-1 調査観測分野： 

サブテーマ１の防災・減災対策の実効性を検証するためには、地震発生の連動の範囲

や地震や津波の時空間的な広がりを見積もる必要がある。内閣府が最大級の南海トラフ

地震を評価したが、改めて広がった地震発生域の地下構造の特性を明らかにする。また、

ほとんど知見のない九州から南西諸島海域にかけての沈み込み帯の構造を明らかにし、
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地震発生の構造的な背景を明らかにする。海陸両方で津波履歴を調査し、地震発生間隔

の知見を新たに加える。また広帯域観測からプレート境界のすべり特性を解明する。こ

れらの知見はサブテーマ２－２のシミュレーション分野へ受け渡す。 

 

(a) プレート・断層構造研究 

稠密な地下構造調査と稠密地震観測を実施することにより、地震発生帯のプレー

ト形状及び物性の詳細、陸側プレートとの相対的な位置関係等を把握する。また、

南西諸島域では大規模構造探査によりこれまで明らかになっていない地震発生帯プ

レート形状を明らかにする。得られた成果は海陸津波履歴研究（2-1-b）や広帯域地

震活動研究（2-1-c）の研究成果との整合性を確認し、シミュレーション研究（2-2-

d、2-2-e）の項目に提供する。 

 

(b) 海陸津波履歴研究 

海域及び陸域の地層の中から過去の地震・津波の痕跡を検出する。陸域では掘削調

査などから津波浸水や地殻変動の履歴を、海域では海底調査から地震・津波の発生履

歴を解明し、その年代や拡がりから南海トラフ沿いにおける津波の履歴を解明する。

判明した津波履歴は適宜、シミュレーション研究（2-2-d、2-2-e）の項目に提供する。

また、防災分野における地域との連携の中で、津波履歴に関する資料があれば提供を

受ける。 

 

(c) 広帯域地震活動研究 

南海トラフから南西諸島海溝にかけて、広帯域海底地震観測により、トラフ付近の

低周波イベントの解明と地震活動の詳細な把握を行う。プレート境界のすべり特性の

解明、さらには巨大地震発生域の高精度推定に寄与する。得られた成果はシミュレー

ション研究（2-2-d、2-2-e）の項目に提供する。 

 

2-2 シミュレーション分野： 

南海トラフ地震の広域地震・津波対策の高度化に向け、観測データを用いた地震発生

の予測を行うとともに、南海トラフ～南西諸島海溝で発生する巨大地震の震源モデルを

構築して、全国の地震動と津波のシミュレーションを行う。本研究の成果は、地震・津波

被害予測研究（1-b）の入力データとして用い、また、防災・減災・復旧・復興研究の検

討の条件として活用を図る。リスク評価や防災・災害情報発信として求められる解像度

のハザード情報を、その不確実性を含めて適切に提供するために、サブテーマ間の連携

を強く意識した研究を進める。 

 

(d) データ活用予測研究 

① 地殻変動観測データのコンパイルと解析、データベース化 

HPCI 戦略プログラムにおいて京コンピュータで計算される多数の地震シナリオと

その前後のゆっくりすべりのシミュレーション結果のデータベースと、GEONET・DONET・

水準測量や三辺・三角測量等の地殻変動データや相似地震のデータをコンパイルした
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観測データベースを構築する。 

② プレート境界すべりの推移予測の妥当性検証と予測の試行 

過去の地震やゆっくりすべりの観測データを逐次入力し、シミュレーションデータ

ベースと比較する同化の模擬テストを行なう。また、次の豊後水道のゆっくりすべり

や東北地方太平洋沖地震後の余効すべり等に対して予測の試行実験を行う。これらを

通して同化手法や予測の問題点を洗い出し、改善に必要な知見を得る。 

③ 逐次データ同化手法の改良 

精度の異なる複数データを用いる場合の尤度評価やリアルタイムでデータを取り

込みながらモデルパラメタや初期値を更新できるように同化手法を改善するとともに、

地殻変動以外の観測データ（特に地震活動データ）の同化手法を開発する。 

 

(e) 震源モデル構築・シナリオ研究 

粘弾性を考慮した日本列島広域構造モデルを開発し、構造探査結果を随時取り入れ

て３次元不均質構造モデルの改良を図る。本モデルを用いて、沈み込み帯の応力・強

度分布の推定とそれにもとづく地震発生予測を行う。誤差を考慮した予測結果を受け

て、幅のある想定地震発生モデルに対して強震動と津波を評価する災害予測システム

を開発する。更に、巨大地震発生前後の内陸地震の活発化や、巨大地震の発生後の余

震や誘発・連動地震の推移の評価手法を開発する。 

① 巨大地震の震源モデルの構築 

南海トラフの過去地震の震源再解析に加え、国内外を含む他の地震発生帯での巨大

地震の震源解析、並びに地震発生シミュレーションの結果等を参考にして、南海トラ

フで発生する巨大地震の震源特性と連動様式の一般化（レシピ）を図るとともに、地

震発生サイクルの計算結果に基づき、発生しうる破壊伝播シナリオの検討を行う。ま

た、津波堆積物や津波石の移動を考慮した津波シミュレーション法を開発し、周辺諸

国を含めて古文書等の記録を集めることによりデータが少ない過去地震の震源過程を

評価する。 

② 地震ハザードの高精度評価 

強震動・津波シミュレーション法の大規模並列化を進め、高分解能・広帯域化する

とともに、プレート詳細形状・物性モデルと高分解能地殻・堆積層モデルを結合した

高分解能地下構造モデルを構築して、巨大地震シナリオの高度なハザード評価を行う。

震源や地下構造モデルの不確定性と地震シナリオの不確実性（多様性）に伴う短周期

強震動と長周期地震動の予測のバラツキを適切に評価し、防災に資することのできる

実用的なハザード評価を行う。南海トラフ地震と南西諸島海溝地震の連動可能性や、

相模トラフの地震や日本海溝の地震との最大連動の可能性、こうした地震津波による

広域津波について評価も行う。 
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2. 業務の実施体制 

このプロジェクトは、海洋研究開発機構、東北大学、防災科学技術研究所、名古屋大学、

京都大学、東京大学、東京大学地震研究所、産業技術総合研究所が体制を構築し、関係す

る研究機関・研究者の参加・協力を得て実施する。本プロジェクトの代表機関は海洋研究

開発機構（プロジェクト代表者：金田義行）とする。 

 また、研究を効果的に実施するために、関係する研究機関・研究者等により構成する「南

海トラフ広域地震防災研究プロジェクト運営委員会」（事務局は海洋研究開発機構）を設置

する。 

 

調査観測項目 担当機関 

担当者 

（◎は各項目

代表者） 

プロジェクト代表者 国立研究開発法人海洋研究開発機構 金田義行 

地域連携減災研究（サブテーマ 1）

代表者 

国立大学法人名古屋大学 福和伸夫 

地域連携減災研究（サブテーマ 1） 

(a) 東日本大震災教訓活用研究 

国立大学法人東北大学 

 

◎今村文彦 

佐藤翔輔 

蝦名裕一 

保田真理 

森實香純 

姥浦道生 

国立大学法人京都大学 牧紀男 

国立大学法人名古屋大学 福和伸夫 

野田利弘 

護雅史 

田代喬 

都築充雄 

菅沼淳 

北川夏樹 

飛田潤 

中井健太郎 

国立大学法人東京大学地震研究所 古村孝志 

地域連携減災研究（サブテーマ 1） 

(b) 地震・津波被害予測研究 

 

名古屋大学減災連携研究センター 福和伸夫 

◎野田利弘 

田代喬 

長江拓也 

平山修久 

新井伸夫 



6 
 

武村雅之 

護雅史 

利藤房男 

菅沼淳 

都築充雄 

山﨑雅人 

北川夏樹 

宮腰淳一 

石原宏 

名古屋大学災害対策室 飛田潤 

名古屋大学工学研究科 中井健太郎 

名古屋大学環境学研究科 平井敬 

名古屋大学地震火山研究センター 山中佳子 

東京大学工学系研究科 廣井悠 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 今井健太郎 

徳島大学大学院 馬場俊孝 

東北大学災害科学国際研究所 今村文彦 

国立研究開発法人防災科学技術研究

所 

 

藤原広行 

平田賢治 

河合伸一 

中村洋光 

森川信之 

前田宜浩 

佐伯琢磨 

先名重樹 

大角恒雄 

東宏樹 

内山庄一郎 

国立大学法人東京大学地震研究所 古村孝志 

原田智也 

地域連携減災研究（サブテーマ 1） 

(c) 防災・減災対策研究 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

 

金田義行 

◎高橋成実 

堀高峰 

今井健太郎 

兵藤守 

中田令子 

楠本聡 

大林涼子 
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国立大学法人名古屋大学 福和伸夫 

野田利弘 

田代喬 

西川智 

長江拓也 

平山修久 

新井伸夫 

武村雅之 

護雅史 

利藤房男 

荒木裕子 

倉田和己 

菅沼淳 

都築充雄 

山﨑雅人 

北川夏樹 

宮腰淳一 

石原宏 

橋冨彰吾 

富田孝史 

平井敬 

飛田潤 

山中佳子 

国立大学法人京都大学 牧紀男 

国立研究開発法人防災科学技術研究

所 

藤原広行 

青井真 

中村洋光 

前田宜浩 

田口仁 

李泰榮 

大角恒雄 

東宏樹 

崔青林 

水井良暢 

国立大学法人東北大学 今村文彦 

佐藤翔輔 

保田真理 

国立大学法人東京大学地震研究所 古村孝志 

原田智也 
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国立大学法人徳島大学大学院 馬場俊孝 

地域連携減災研究（サブテーマ 1） 

(d) 災害対応・復旧復興研究 

国立大学法人京都大学 防災研究所 牧紀男 

国立大学法人東京大学 生産技術研

究所 

加藤孝明 

キム・ジェホ 

国立大学法人東京大学大学院 工学

系研究科都市工学専攻 

村山顕人 

地域連携減災研究（サブテーマ 1） 

(e) 防災・災害情報発信研究 

 

国立研究開発法人防災科学技術研究

所 

◎藤原広行 

高橋成実 

臼田裕一郎 

田口仁 

李泰榮 

東宏樹 

崔青林 

水井良暢 

池田真幸 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 金田義行 

高橋成実 

中野優 

今井健太郎 

国立大学法人名古屋大学 福和伸夫 

護雅史 

山中佳子 

武村雅之 

倉田和己 

国立大学法人東京大学 田中淳 

関谷直也 

国立大学法人東北大学 定池祐季 

人と防災未来センター 宇田川真之 

国立大学法人香川大学 磯打千雅子 

公立大学法人高知工科大学 三船恒裕 

巨大地震発生域調査観測研究（調

査観測分野）（サブテーマ 2-1）

代表者 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 金田義行 

巨大地震発生域調査観測研究（調

査観測分野）（サブテーマ 2-1） 

(a) プレート・断層構造研究 

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

地震津波海域観測研究開発センター 

 

 

金田義行 

◎小平秀一 

三浦誠一 

仲西理子 

新井隆太 

山下幹也 
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石原靖 

高橋努 

山本揚二朗 

国立研究開発法人防災科学技術研究

所 地震津波防災研究部門 

 

 

汐見勝彦 

上野友岳 

武田哲也 

松澤孝紀 

浅野陽一 

木村武志 

木村尚紀 

田中佐千子 

松原誠 

巨大地震発生域調査観測研究（調

査観測分野）（サブテーマ 2-1） 

(b) 海陸津波履歴研究 

 

国立研究開発法人産業技術総合研究

所 地質情報研究部門 

 

◎池原研 

片山肇 

板木拓也 

杉崎彩子 

宇佐見和子 

国立研究開発法人産業技術総合研究

所 活断層・火山研究部門 

 

宍倉正展  

澤井祐紀 

行谷佑一 

松本弾 

谷川晃一朗 

伊尾木圭衣 

藤原治 

国立研究開発法人海洋研究開発機 

地震津波海域観測研究開発センター 

金松敏也 

国立大学法人高知大学 教育研究部 岩井雅夫 

法政大学 文学部 前杢英明 

国立大学法人東京大学大学院理学系

研究科 

安藤亮輔 

一般財団法人地域地盤環境研究所 越後智雄 

国立大学法人筑波大学 生命環境系 藤野滋弘 

巨大地震発生域調査観測研究（調

査観測分野）（サブテーマ 2-1） 

(c) 広帯域地震活動研究 

国立大学法人東京大学地震研究所 

 

◎篠原雅尚 

小原一成 

塩原肇 

酒井慎一 

望月公廣 

一瀬建日 
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山田知朗 

八木健夫 

阿部英二 

西本太郎 

池澤賢志 

大塚宏徳 

国立大学法人京都大学防災研究所 伊藤喜宏 

国立大学法人東京海洋大学 中東和夫 

国立大学法人九州大学 松島健 

国立大学法人京都大学防災研究所 山下裕亮 

国立大学法人東北大学災害科学国際

研究所 

木戸元之 

 

国立大学法人東北大学大学院理学研

究科 

 

日野亮太 

太田雄策 

鈴木秀市 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 末次大輔 

高橋成実 

高橋努 

伊藤亜妃 

今井健太郎 

利根川貴志 

中島倫也 

巨大地震発生域調査観測研究（シ

ミュレーション分野）（サブテーマ

2-2）代表者 

国立大学法人東京大学地震研究所 古村孝志 

巨大地震発生域調査観測研究（シ

ミュレーション分野）（サブテーマ

2-2） 

(d) データ活用予測研究 

国立大学法人東北大学大学院理学研

究科 

日野亮太 

太田雄策 

内田直希 

国立大学法人京都大学大学院理学研

究科 

宮崎真一 

国立大学法人京都大学防災研究所 

 

西村卓也 

伊藤喜宏 

国立大学法人名古屋大学 

減災連携研究センター 

鷺谷威 

国立大学法人名古屋大学大学院 

環境学研究科附属地震火山研究セン

ター 

伊藤武男 

国立研究開発法人産業技術総合研究

所 活断層・火山研究部門 

行谷佑一 
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国立大学法人東京大学大学院理学研

究科 

安藤亮輔 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

地震津波海域観測研究開発センター 

 

◎堀高峰 

中田令子 

兵藤守 

有吉慶介 

国立研究開発法人理化学研究所 平原和朗 

巨大地震発生域調査観測研究（シ

ミュレーション分野）（サブテーマ

2-2） 

(e) 震源モデル構築・シナリオ研

究 

東京大学地震研究所 

災害科学系研究部門 

◎古村孝志 

原田智也 

東京大学地震研究所 

巨大地震津波災害予測研究センター 

市村強 

国立研究開発法人理化学研究所 平原和朗 

名古屋大学大学院環境学研究科 橋本千尋 

京都大学大学院工学研究科 福山英一 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 堀高峰 

今井健太郎 

東京大学大学院理学系研究科 安藤亮輔 

京都大学防災研究所 岩田知孝 

関口春子 

浅野公之 

東北大学災害科学国際研究所 今村文彦 

蝦名佑一 

東京大学地震研究所数理系研究部門 大谷真紀子 
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3. 研究成果報告 

3.1 東日本大震災教訓活用研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「東日本大震災教訓活用研究」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人東北大学 

災害科学国際研究所 

 

 

 

大学院工学研究科 

教授 

准教授 

准教授 

プロジェクト講師 

技術支援員 

准教授 

今村文彦 

佐藤翔輔 

蝦名裕一 

保田真理 

森實香純 

姥浦道生 

国立大学法人京都大学 

防災研究所 

教授 

 

牧紀男 

 

国立大学法人名古屋大学 

減災連携研究センター 

 

 

 

 

 

災害対策室 

大学院工学研究科 

教授 

教授 

特任教授 

特任教授 

寄付研究部門准教授 

特任准教授 

特任助教 

教授 

准教授 

福和伸夫 

野田利弘 

護雅史 

田代喬 

都築充雄 

菅沼淳 

北川夏樹 

飛田潤 

中井健太郎 

国立大学法人東京大学 

地震研究所 

教授 古村孝志 

 

(c) 業務の目的 

前半の４年間では、既存のアーカイブ活動と連携をしながら、東日本大震災での広域で

複合的な災害及びその対応、復旧・復興に関するアーカイブを作成・拡張し、課題や教訓

を整理する。さらに、プロジェクト指向型アーカイブを構築することにより、東日本大震

災の被災地と南海トラフ地震との被害発生の類似パターンを抽出し、南海トラフ地震・津

波における人的被害軽減戦略プログラムを策定する。東日本大震災の基礎自治体の復興計

画及びその策定に関するデータ収集の基礎的検討を行う。後半の３年間では公表されたコ

ンテンツを新たに収集・連携し、アーカイブシステムのβ版を構築する。同アーカイブを

用いて防災・減災・復興に資する生きる力を解明し、災害時の生きる力醸成プログラムを

作成する。さらに、東日本大震災の基礎自治体復興計画の現状に対してアクションリサー

チ手法を用いつつ課題の分析・抽出を行う。 
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(d) ７か年の年次実施業務の要約 

平成 25 年度： 

プロジェクト指向型アーカイブの基本設計と震災の教訓に関する学術論文・調査

報告書の文献調査を行った。また東日本大震災の基礎自治体の復興計画及びその策

定に関するデータ収集の基礎的検討を行った。 

平成 26 年度： 

アーカイブコンテンツの収集・連携を行うとともに、アーカイブシステムのα版

を構築した。また、東日本大震災の基礎自治体の復興計画及びその策定に関するデ

ータ収集を行った。 

平成 27 年度：  

震災教訓文献データベースのシステム利用評価、東日本大震災の津波の来襲状況

や被害について撮影・公開されている動画検索システムの試験実装、東日本大震災

の基礎自治体の復興計画及びその策定に関するデータ収集（宮城県）、東北沖海域に

発達する断層のうち海溝軸外海側の構造データの収集、復興していく市街地の様子

を定点で観測する「復興モニタリングシステム」の管理・改良・運用、東日本（静

岡県以北）の 自治体の東北地方における 地震波形データに関する関係機関と調

整・手続き、東日本大震災における液状化被害・河川堤防被害・造成地被害の発生

状況の整理、東北地方太平洋沖地震と M7 級地震の長周期地震動と比較を行った。 

平成 28 年度： 

実装したプロジェクト指向型アーカイブ（プロトタイプ）の改良およびユーザー

利用評価を行った。また、東日本大震災の基礎自治体の復興計画及びその策定に関

する課題の分析・抽出を行った。復興していく市街地の様子を定点で観測する「復

興モニタリングシステム」について観測の継続を行うと共にシステムの移設を行っ

た。平成 27 年度に引き続き、東日本（静岡県以北）の 自治体の東北地方における 

地震波形データに関する関係機関と調整・手続きを行った。仙台市の上水道の被害

状況・復旧状況の分析と今後の対策の提言、免震住宅の被害と建物の強震観測の状

況に関する分析と課題の提示、ならびに、地盤や河川堤防の液状化・耐震効果に関

する検証事例整理と課題の提示を行った。東北地方太平洋沖地震における関東平野

の長周期地震動の生成要因を地震波形解析と波動伝播シミュレーションにより評

価し、震源域直上での表面波の励起と平野への伝播増幅特性が大きく寄与している

ことを確認した。また、KiK-net 築館で観測された震度７の強震記録を熊本地震に

おける KiK-net 益城における強震波形記録と比較し、揺れの継続時間と周期成分の

違いから、海溝型巨大地震の強震動の特性と被害に与える影響を検討した。 

平成 29 年度： 

これまでに開発してきたデータベースにおいて、その後発表された研究成果を追

加更新するとともに、そのユーザー利用評価調査を行った。また、東日本大震災の

基礎自治体復興計画の実現に関するデータ収集の基礎的検討を行った。復興してい

く市街地の様子を定点で観測する「復興モニタリングシステム」について観測の継

続を行うと共にシステムの移設を行った。1）ライフライン、2）建築構造物および

3）地盤・土構造物について、平成 25～28 年度に実施した構造物被害調査結果を主
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として 1-b）に情報提供するとともに、ひきつづき当課題において当該情報の有効

性などを精査した。2011 年東北地方太平洋沖地震の観測波形解析から得られた強震

動・長周期地震動の特性に関する知見に基づき、不均質地下構造モデルを用いた地

震波伝播シミュレーションにより、関東平野における長周期地震動の伝播・増幅と、

震源の方位による都心部での長周期地震動レベルの変動（バラツキ）要因を評価し

た。 

平成 30 年度： 

初年度以降に公表されたコンテンツを新たに収集・連携し、アーカイブシステム

の充実化を図るとともに、その利用頻度を可視化した。加えて、災害時の８つの「生

きる力」を向上させる人材育成プログラムの検証も行った。各自治体の復興計画の

実施状況とその課題に関して、特に被災者の意向変化の実態に着目して、データの

収集及び分析を行った。構造物等の被害については次の通りである。1)ライフライ

ン(上水道)については、碧南市との議論や東日本大震災での事例検証を行う中で、

昨年度 1-a)で取りまとめた上水道システムの減災対策に加え、新たに複数の対策を

提案した。2)建築構造物については、地震観測記録に基づき重要施設の機能継続に

つながる構造モニタリングを検討した。3)地盤・土構造物については、現行のレベ

ル２地震動に対する河川堤防の耐震点検フローの三次点検に必要とされる代表的な

いくつかの解析手法について特徴を比較・整理した。南海トラフ巨大地震による、

大規模平野での長周期地震動の予測の実現に向け、2011 年東北地方太平洋沖地震で

発生した長周期地震動の観測波形データに基づき、強震観測データ同化と地震波伝

播シミュレーションによる、即時予測の数値実験を行なった。 

平成 31 年度（令和元年度）： 

利用プログラムの充実と共に、東日本大震災で被災した地域において実施されて

いる研修・教育プログラム（自治体、学校）の事例把握・検証を行った。また、こ

れまで開発してきた教訓等に関するアーカイブシステムについて、その後、新たに

得られた知見や災害の事例をもとに、コンテンツの充実化を継続した。東日本大震

災の基礎自治体復興計画の実現に関するデータ収集を行うと共に、特にそのための

事業としての土地区画整理事業に着目し、効果と課題を抽出すると共に、その原因

を明らかにした。構造物被害調査結果を利用した他の研究課題との連携研究および

総括した。また、平成 25 年度から実施している東日本大震災の復興プロセスのモニ

タリング手法のとりまとめを行うとともに、今後のモニタリングの継続についての

検討を行った。７カ年の取組みについて、可能な限り、研究論文等にまとめるとも

に、社会への周知・発信を行った。また、東日本大震災の基礎自治体復興計画の実

現に関するデータ収集を行った。構造物被害調査結果を利用した他の研究課題との

連携研究および総括を行った。 

 

(e) 平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

これまで開発してきた教訓等に関するアーカイブシステムについて、その後、新たに

得られた知見や災害の事例をもとに、コンテンツの充実化を図り、アーカイブされたコ

ンテンツの全容および利用頻度（アクセス数）を可視化する。東日本大震災の教訓につ
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いて、その理解度・浸透状況を調査し、実態の把握・検証を行う。また、東日本大震災

の基礎自治体復興計画の実現に関するデータ収集を行うと共に、その実現に関する課題

の分析・抽出を行う。特に実現のための事業として土地区画整理事業に着目し、効果と

課題を抽出すると共に、その原因を明らかにする。構造物被害調査結果を利用した他の

研究課題との連携研究および総括を行う。また、平成 25 年度から実施している東日本

大震災の復興プロセスのモニタリング手法のとりまとめを行うとともに、今後のモニタ

リングの継続についての検討を行う。 

 

(2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① アーカイブシステムの構築・利活用 

(a) 業務の要約 

初年度以降に公表されたコンテンツを新たに収集・連携し、アーカイブシステムの充

実化を図るとともに、その利用頻度を可視化した。加えて、東日本大震災の教訓の全国

的な浸透状況についても調査した。東日本大震災の基礎自治体復興計画の実現に関す

るデータ収集を行うと共に、特にそのための事業としての土地区画整理事業に着目し、

効果と課題を抽出すると共に、その原因を明らかにする。東日本大震災の基礎自治体復

興計画の実現に関するデータ収集を行うと共に、特にそのための事業としての土地区

画整理事業に着目し、効果と課題を抽出すると共に、その原因を明らかにした。 

 

(b) 業務の実施方法 

1）「東日本大震災教訓活用型アーカイブシステム」の基本設計 

平成 25 年度に、東日本大震災の教訓を活用することに特化した「東日本大震災教訓

活用型アーカイブシステム」の基本設計を行った。基本設計においては、南海トラフ

広域地震津波災害の想定被災地における自治体の防災担当職員へのインタビュー調査

を実施した。その結果、主に次の３つのニーズがあることが明らかになった。以下、

平成 25 年度成果報告書（文部科学省研究開発局・独立行政法人海洋研究開発機構、 

2014）からの再掲となるが説明する。 

a）東日本大震災で明らかになった、いわゆる「教訓」を簡便に詳細に検索・閲覧

したい。  

b）東日本大震災における津波に関する動画（津波の来襲映像、津波のシミュレー

ション動画）を検索・閲覧したい。  

c）東日本大震災の被災自治体において、被災経験を踏まえて策定された各種計画、

設計・実施された訓練等の事例を参照したい。 

a）のような回答をした地域では、すでに南海トラフ広域地震津波について活発な対

策活動が行われていた。このような組織・自治体においては、すでに一定の対策を講

じているために、より即効性が高い対策を講じようと、直近で発生した「東日本大震

災の教訓」、言い換えれば、東日本大震災の経験を踏まえて、津波災害への対応として

効果的な対策・対処方法、次の大津波被災地でも起こる可能性が高い問題やその解決

策に対して、高い関心が寄せられる傾向があった。具体的な例としては、三重県防災

対策部（2014）では、東日本大震災において「誰が何に困ったのかリスト」を作成し
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ている。防災・減災の実務者にとっては、「東日本大震災の教訓」を災害が起きる前に

すべき備えや、発災時の効果的な対応として調べたいというニーズが高いことが分か

った。 

b）のような回答をした地域は、南海トラフ広域地震津波の対策を徐々に始めている

ような地域であった。そのような地域では、過去に津波の経験があまりなく、地域住

民の意識があまり高くない傾向にあった。行政担当者としては、まず、動画というリ

アリティのある映像を地域住民に見てもらうことで、津波に対する危機意識をもって

もらいたい、という回答が得られた。実際に、住民からそのようなニーズが寄せられ

ることもあるという。 最初のステップとして、危険意識がそれほど高くない地域住民

に対して、津波の危険性を視覚的に訴えることで、津波防災・減災への対策・行動に

関心をもってもらいたいというニーズが存在することが分かった。 

c）は、事前の防災・減災施策の具体例として、東日本大震災で大津波を経験した被

災自治体が現在、何をどのように準備しているのかを直接把握したいという実務に携

わる上での直接的なニーズであった。  

以上は、行政や住民が求めるアーカイブの要件である。これに加えて、研究者は各

種の分析・解析のために、基本的には生データ（いわゆるローデータ）の利用を希望

することが想像される。 

以上のインタビュー調査や考察を踏まえて、平成 25 年度に図３－１－（２）－①－

１のような東日本大震災教訓活用型アーカイブシステムの基本設計（概念図）を作成

した。  

 

 

 

図３－１－（２）－①－１ 東日本大震災教訓活用型アーカイブシステムの基本設計  

（概念図：３層アーカイブモデル）  
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東日本大震災の教訓を活用する上で、利用者の業種や専門性によって必要になるア

ーカイブコンテンツの概念レベルを大きく３種類に分類した（３層アーカイブモデル）。

災害の経験をもとにして生成される情報は、（1）生データとしての災害履歴（災害履

歴データベース）、（2）学術論文や報告書などで報告された知見としての結論・理論（理

論データベース）、（3）災害の経験や一般化された理論をもとに設計された各種計画・

訓練事例（事例データベース）に分けることができる。これらは、利用者の業種・立

場（住民、行政、研究者）やコンテンツを扱うリテラシーや専門性によって、アクセ

スの範囲が異なる。東日本大震災に関して収集したコンテンツを同一のインタフェー

スで閲覧するのではなく、具体的な利用ケースに応じたインタフェースを用意するこ

とで「東日本大震災の教訓」をより効果的・効率的に活用することが可能と考えた。

インタビュー調査から分類された３通りのニーズを３層アーカイブモデルに照らし合

わせると、行政担当者は「東日本大震災の教訓」を情報として検索するために中層の

理論データベースを参照する（上記 a））。災害履歴データベースにおいて、研究者が主

にローデータを活用する。津波に関する映像の検索・閲覧は下層の災害履歴データベ

ースから、行政・住民が行う（上記 b））。さらに避難訓練等の設計において上層の事例

データベースを参照する（上記 c））といった例が考えられる。  

令和元年度は、これまでにひきつづいて、以下の検討を行った。  

・「震災教訓文献データベース」のコンテンツ追加  

・「3.11 からの学びデータベース」「震災教訓文献データベース」「動画でふりかえる

3.11」の利用頻度調査  

 

2）「震災教訓文献データベース」のコンテンツ追加 

本プロジェクトにおいて平成 26 年度に、「東日本大震災の教訓」を集約した理論デ

ータベース（教訓検索システム）を公開するウェブシステムとして「震災教訓文献デ

ータベース－論文・報告書がしめす震災教訓の検索システム－」を公開した。同シス

テムは、平成 25 年度に実施した東日本大震災、その他の地震災害に関する学術論文と

報告書の文献調査を行った「東日本大震災ほか災害に関する文献調査」（文部科学省研

究開発局・独立行政法人海洋研究開発機構、2014）の結果をシステムにインポートし

たものである。図３－１－（２）－①－２に教訓検索システム「震災教訓文献データ

ベース－論文・報告書がしめす震災教訓の検索システム－」のトップ画面を示す。こ

こでいう「教訓」とは、学術論文・報告書から結語部分をもとに情報を整理した文章

でフリーワード（自然語）入力による検索ほか、タグ（統制語）で、トップ画面中央

下部に表示されているタグクラウドからキーワードを選択して検索することができる。

タグクラウドは、登録件数が多いものからフォントサイズを大きくして上位に表示し

ている。  
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図３－１－（２）－①－２「震災教訓文献データベース」のトップ画面  

（上から、メニュー、フリーワード検索ボックス、タグクラウド） 

 

図３－１－（２）－①－３に検索結果の例を示す。タグクラウドに表示されたキー

ワード（タグ）から検索ができる。図３－１－（２）－①－３はある著者名を選択し

て検索した例である。検索結果一覧には、雑誌名、学会名、災害名、対象なども表示

され、それらをキーにして欲しい情報の絞り込みが可能である。  
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図３－１－（２）－①－３ 「震災教訓文献データベース」の検索結果の例  
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図３－１－（２）－①－４「教訓」の表示例  

 

図３－１－（２）－①－３の検索結果一覧の中から、一つの行（ID の割り振られた

文献名）を選択して表示した画面例を図３－１－（２）－①－４に示す。ページのト

ップに論文中で結語として記述されていた文章を、その下部にタグ付けした結果や書

誌情報を表示している。なお、文献がウェブ上にあるものについては、文献（URL）

へのリンクも示している。  

令和元年度は、平成 27 年度から継続して同システムに登録する文献（教訓）を追加

した。同システムリリース以降にも、震災に関連する論文は多数発行されているため、

開発時点までに発行されている文献を対象に新たに登録作業を行った。  

図３－１－（２）－①－５に、「震災教訓文献データベース」に登録した文献のうち、

論文とその結語（教訓）の数を、各論文が発行された年で時系列変化として示した。令

和元年度は、新たに 167 編の論文と 402 件の教訓（結語）を登録し、全体では 1,812 編、

教訓（結語）は 4,999 件となった（令和元年度の登録件数の占める割合、論文：9.2％、

教訓：8.0％）。なお、平成 29 年度より追加対象となった熊本地震は、論文で 228 編、

教訓（結語）で 400 件となった。熊本地震に関する論文は 2017 年から 2018 年にかけて

5 分の 1 程度（166 編から 34 編）に大幅に減少しているのに対して、東日本大震災に関

する論文は約半分（85 編から 40 編）に減少が留まっていることから、今後も東日本大
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震災を事例とする論文の発行が継続する可能性が伺える。  

 

 

図３－１－（２）－①－５ 「震災教訓文献データベース」に登録した  

文献・教訓（結語）の数  （上段：教訓（結語）数、下段：文献数） 

 

3）「3.11 からの学びデータベース」「震災教訓文献データベース」「動画でふりかえる

3.11」の利用頻度調査 

本プロジェクトにおいては、理論データベースとして、「3.11 からの学びデータベ

ース－IRIDeS から発信する東日本大震災の教訓空間－」、前述の「震災教訓文献デー

タベース－論文・報告書がしめす震災教訓の検索システム－」、災害履歴データベース

として「動画でふりかえる 3.11－東日本大震災公開動画ファインダー－」といった３

つのデータベースを公開している（図３－１－（２）－①－６）。「3.11 からの学びデ

ータベース」は、東北大学災害科学国際研究所の教員が、学術論文などの出典ととも

に、なるべく平易にわかりやすく解説を行った「教訓」として掲載したもの、「震災教

訓文献データベース」は文献中の結語から教訓として見なして掲載したもの、「動画で

ふりかえる 3.11」は既に公開されている震災映像を地図上にリンクしたものである。

ユーザーによる利用評価は、平成 28 年度、平成 29 年度の業務および、佐藤ら（2018）

と Sato et al.（2018）で実施し、それぞれのシステムの有用性を既に示している。こ

こでは、公開後から 2020 年３月までの、それぞれのアクセス件数について述べる。  
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3.11 からの学び 

データベース 

 

震災文献データベース 

 

動画でふりかえる 3.11 

図３－１－（２）－①－６ 3 つのデータベースのトップページ画面  

 

図３－１－（２）－①－７に、３つのデータベースのアクセス件数の時系列変化（月

別）を示した。「3.11 からの学びデータベース」と「震災教訓文献データベース」は 2015

年２月に、「動画でふりかえる 3.11」は 2017 年２月に公開を開始している。「動画でふ

りかえる 3.11」の公開月と翌月は、公開期間において著しくアクセス件数が多いため

（それぞれ、約 10 万件、約 32 万件）、図の表示範囲から除外している。「3.11 からの

学びデータベース」は、2020 年 2 月までに累計 590,813 件・月平均 9,685 件、「震災教

訓文献データベース」は累計 852,632 件・月平均 13,978 件、「動画でふりかる 3.11」は

累計 1,648,769 件・月平均 44,561 件、いずれのデータベースも高頻度のアクセスがみ

られる。それぞれを Y=aX+b の直線で回帰したところ、「3.11 からの学びデータベー

ス」と「動画でふりかえる 3.11」は正の傾き、「震災教訓文献データベース」は横ばい

と継続的に利用されていることが分かる。  
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図３－１－（２）－①－７ 「3.11 からの学びデータベース」「震災教訓文献データ

ベース」「動画でふりかえる 3.11」のアクセス件数の時系列変化 

 

4）東日本大震災の教訓の浸透度合いの評価の試み 

 東日本大震災の教訓は様々な主体により発信されているものの、これまで被災経験 

のない人を含め、教訓がどの程度浸透しているかは明らかになっていない。本業務で

は東日本大震災の教訓の浸透状況を明らかにするために、どのような教訓が理解され

ているのかを明らかにすることを目的とする。 

 本研究では、東北大学 MOOC「東日本大震災の教訓を活かした実践的防災学へのアプ

ローチ―災害科学の役割」の受講者を対象にウェブ調査を実施した。この講座は、東

日本大震災における調査研究、復興事業への取り組みから得られる知見などを紹介す

ることを目的として、2019 年９ 月 25 日から 11 月 26 日まで開講していたオンライ

ン講座である。本研究では、教訓理解度や防災行動に影響を及ぼす要因を顕在化させ

ることを狙いとしているため、防災に関心があると予想される同講座の受講者を対象

にした。2019 年 11 月 26 日時点で、172 名から回答を得た。男性の回答者がやや多

く、被災経験がない回答者が 52.3%、被災経験がある回答者が 47.7%であった。 

本研究では、東日本大震災の教訓を東日本大震災で明らかになった知見、または東日

本大震災以前も既知であったが、東日本大震災発生以降さらに謳われるようになった

知見と定義した。東日本大震災の教訓は多岐にわたっており、東日本大震災の教訓を整

理し選定するのは困難であると考えられる。本研究では、調査対象が一般市民であるこ

とを考慮して岩手県釜石市が住民向けに制作した「東日本大震災教訓集 未来の命を

守るために」、および東北大学が発信している教訓をまとめた「3.11 からの学びデータ

ベース」から教訓を選定した。その後、予備調査を実施し、10 個の教訓を採用した。  

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

 2
0

1
5/

 2
 2

0
1

5/
 3

 2
0

1
5/

 4
 2

0
1

5/
 5

 2
0

1
5/

 6
 2

0
1

5/
 7

 2
0

1
5/

 8
 2

0
1

5/
 9

 2
0

1
5

/1
0

 2
0

1
5

/1
1

 2
0

1
5

/1
2

 2
0

1
6/

 1
 2

0
1

6/
 2

 2
0

1
6/

 3
 2

0
1

6/
 4

 2
0

1
6/

 5
 2

0
1

6/
 6

 2
0

1
6/

 7
 2

0
1

6/
 8

 2
0

1
6/

 9
 2

0
1

6
/1

0
 2

0
1

6
/1

1
 2

0
1

6
/1

2
 2

0
1

7/
 1

 2
0

1
7/

 2
 2

0
1

7/
 3

 2
0

1
7/

 4
 2

0
1

7/
 5

 2
0

1
7/

 6
 2

0
1

7/
 7

 2
0

1
7/

 8
 2

0
1

7/
 9

 2
0

1
7

/1
0

 2
0

1
7

/1
1

 2
0

1
7

/1
2

 2
0

1
8/

 1
 2

0
1

8/
 2

 2
0

1
8/

 3
 2

0
1

8/
 4

 2
0

1
8/

 5
 2

0
1

8/
 6

 2
0

1
8/

 7
 2

0
1

8/
 8

 2
0

1
8/

 9
 2

0
1

8
/1

0
 2

0
1

8
/1

1
 2

0
1

8
/1

2
 2

0
1

9/
 1

 2
0

1
9/

 2
 2

0
1

9/
 3

 2
0

1
9/

 4
 2

0
1

9/
 5

 2
0

1
9/

 6
 2

0
1

9/
 7

 2
0

1
9/

 8
 2

0
1

9/
 9

 2
0

1
9

/ 1
0

 2
0

1
9

/ 1
1

 2
0

1
9

/ 1
2

 2
0

2
0

/1
 2

0
2

0
/2

ア
ク
セ
ス
件
数
（
月
別
）

3.11からの学びデータベース

震災文献データベース

動画でふりかえる3.11

2017年2月：約10万件
2017年3月：約32万件



24 

 

採用した教訓を表３－１－（２）－①－１のように設問化し、各設問文に対して回答

者の考えを「そう思う」、「そう思わない」、「分からない」の３択で尋ね、東日本大震

災の教訓に沿った回答を正答とした。例えば、問１では「津波てんでんこで行動する」

という教訓に対し、津波てんでんこという言葉を知っているかどうかを測定するため

に、「津波てんでんことは三陸地方に昔から伝わる津波伝承のための伝統舞踊のことで

ある。」という設問文を作成した。なお、今回は問 10 を除くすべての回答において「そ

う思わない」を正答とした。これは、「そう思う」が正答の場合、教訓を理解していな

くても回答者が熟慮せずに「そう思う」を選択する可能性が考えられたためである。 

 

表３－１－（２）－①－１ 採用した東日本大震災に関する教訓と設問・正答 

 

 

図３－１－（２）－①－８に、正答率の高い順に設問番号、教訓の設問文、正答の

割合、誤答の割合、「わからない」の割合を示す。最も正答率が高かったのは問７「知

識・経験・想定にとらわれ過ぎない」で 87.2%、最も低かったのは問３「避難所運営は

みんなの手で」で 18.6%であり、教訓毎に理解度は大きく異なることが明らかになっ

た。  

設問
番号

教訓 設問文 正答

問1 「津波てんでんこ」で行動する
「津波てんでんこ」とは三陸地方に昔から
伝わる津波伝承のための伝統舞踊のことであ
る．

そう思
わない

問2 50cmの津波でも恐ろしい

津波の高さが50cm程度の浸水であれば，成人
男性のほとんどは流されず立っていることが
できるが，1m以上になると成人男性のほとん
どが流されてしまう．

そう思
わない

問3 避難所運営は住民主体で行う

避難所には，高齢者や障がい者など色々な
人々がいる．したがって，高齢者などの様々
な視点を加えた避難所運営を行政がすべきで
ある．

そう思
わない

問4 「遠く」より「高く」に避難する
海や川の近くにいる場合は，地震の揺れを感
じたら，高いところよりも，とにかく海や川
から遠く離れた場所へいくべきである．

そう思
わない

問5 子供を学校へ迎えにいかない
津波発生時には，子供が沿岸部の学校にいる
場合には，避難をスムーズにするために，子
供を学校に迎えにいったほうがよい．

そう思
わない

問6 避難したら絶対戻らない

大きな地震のあと，あなたは高台に避難した
とする。まだ津波は来ていないとしたら．あ
なたは自分で避難するのが困難な高齢者など
を助けに行く．

そう思
わない

問7 想定にとらわれない

我が国では，東日本大震災の教訓を受けて，
ハザードマップを改訂している．震災後に改
訂されたハザードマップならば，浸水想定域
外に津波は来ることはない．

そう思
わない

問8 逃げるときは「声かけ」しながら
津波避難時には，周りの人の避難を促す声掛
けをするよりも，一目散に逃げるのがよい．

そう思
わない

問9 避難は「徒歩」が原則
津波の陸上での速度は時速25kmを超えること
があり，車での避難が望ましい．

そう思
わない

問10 木造家屋は2mを超えると流出

一般的な木造の家が津波によって流されやす
くなるのは，津波が何メートルを超えるとき
か？（この設問のみ，2m/5m/8m/10m/15mの選
択式．）

2m
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図３－１－（２）－①－８ 東日本大震災の教訓に関する設問の回答結果 

 

図３－１－（２）－①－８を見ると、東日本大震災の教訓は教訓毎に理解度は大き

く異なっており、よく理解されている教訓とそうではない教訓があることがわかる。

理解の程度が低い教訓（誤答が多い設問）は、津波外力の危険性、避難所運営の主体

性、津波避難後に戻らないことであった。これらの教訓について、さらに周知してい

く必要がある。 

「想定にとらわれない」という東日本大震災発災以降の津波想定の考え方は日本全

国を対象とした調査において最も良く理解されていたことが明らかになった。これは、

東日本大震災発生以降、行政やメディアなどの様々な伝承活動を通し、この教訓が人々

に届き、理解されている可能性があることを示唆している（問７）。  

津波避難に関しては、理解されている教訓とされていない教訓に分かれた。「沿岸部

の学校に迎えに行かないこと」や「原則徒歩避難」、「周りに声掛けをしながら避難す

ること」などの教訓は理解されているもの、「遠いところより高いところに避難するこ

と」、「避難後は戻らないこと」などはあまり理解されていない（問４、問５、問６、

問８、問９）。  

「津波てんでんこ」は防災関心層を対象とする本研究においても理解度が低い。一方

で、「津波てんでんこ」の内容を踏まえた教訓（問５、問８）の理解度が高かったこと

から、「津波てんでんこ」という用語自体は理解していなくても、「津波てんでんこ」

が意味する内容に関しては理解している人が多いと考えられる（問１、問５、問８）。 

家屋や人間に対する津波外力の危険性に関する教訓の理解はあまり理解が進んでいな

い。過去の研究や調査報告においても津波外力を過小評価することにより避難行動が

妨げられていることが示されている。津波避難を促進する上で、津波外力の危険性に

ついてさらに伝えていく必要があると考えられる（問２、問 10）。  
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78.5%
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77.3%
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正答 誤答 わからない

避難所には，高齢者や障がい者など色々な人々がいる．したがって，
高齢者などの様々な視点を加えた避難所運営を行政がすべきである．

津波の高さが50cm程度の浸水であれば，成人男性のほとんどは流され
ず立っていることができるが，1m以上になると成人男性のほとんどが
流されてしまう

「津波てんでんこ」とは，三陸地方に昔から伝わる津波伝承のための
伝統舞踊のことである．

大きな地震のあと，あなたは高台に避難したとする。まだ津波は来て
いないとしたら．あなたは自分で避難するのが困難な高齢者などを助
けに行く．

一般的な木造の家が津波によって流されやすくなるのは，津波が何
メートルを超えるときか？

海や川の近くにいる場合は，地震の揺れを感じたら，高いところより
も，とにかく海や川から遠く離れた場所へいくべきである．

津波避難時には，周りの人の避難を促す声掛けをするよりも，一目散
に逃げるのがよい．

津波の陸上での速度は時速25kmを超えることがあり，車での避難が
望ましい．

津波発生時には，子供が沿岸部の学校にいる場合には，避難をスムー
ズにするために，子供を学校に迎えにいったほうがよい．

我が国では，東日本大震災の教訓を受けて，ハザードマップを改訂し
ている．震災後に改訂されたハザードマップならば，浸水想定域外に
津波は来ることはない．

問7
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問9
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問2

問3

N=172



26 

 

避難所運営に関する教訓の理解度は最も低く、避難所運営は行政が行うものである

と考える住民が多い。このことは、災害発生時の津波避難に比べて、災害発生後の被

災生活に関する教訓はあまり理解されていない可能性を示している（問３）。  

 

5）東日本大震災における土地区画整理事業の効果と課題に関する分析 

 まず基礎自治体復興計画の実現について、ハード整備については、2019 年時点でほ

ぼ終了していることが明らかになった。具体的には、災害公営住宅整備進捗率につい

ても、また防災集団移転促進事業や土地区画整理事業などの民間住宅等用宅地造成工

事完了の進捗率についても、ともにいずれの県においてもほぼ 100％となっている（図

３－１－（２）－①－９、図３－１－（２）－①－１０）。民間住宅等用宅地造成に関

して、整備後にさらに住宅等の建設に時間がかかることを勘案しても、2018 年度末の

段階でほぼ 100％に近い数字になっていることから、住宅等の復興が 2019 年度末には

一通り終了していることが分かる。 

 

 

図３－１－（２）－①－９ 災害公営住宅整備完了進捗率  

（出典：復興庁（2019）） 

 

 

図３－１－（２）－①－１０ 民間住宅等用宅地造成工事 

（出典：復興庁（2019）） 
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一方で、課題として浮上してきているのが、土地区画整理事業における「空き地」

問題である。具体的には、土地区画整理事業によって嵩上げをし、L2 にも対応した市

街地を造成し、地権者に引き渡されたにもかかわらず、その利用率が非常に低く空き

地だらけになっている、ということである（図３－１－（２）－①－１１）。そこで、

大槌町町方地区を事例として、区画整理事業の前後の土地所有の状況や意向調査との

関係性について調査・分析を行った。 

 

 

図３－１－（２）－①－１１ 大槌町町方地区の区画整理後の状況 

（2020 年３月筆者撮影） 

 

 

 
図３－１－（２）－①－１２ 震災前の町方地区の土地利用状況  
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図３－１－（２）－①－１３ 事業後の町方地区の土地利用状況 

 

震災前と事業後の土地利用を比較すると（図３－１－（２）－①－１２、図３－１

－（２）－①－１３）、震災前は地区面積 30.0ha の５割を越えていた住宅、集合住宅、

店舗兼住宅、店舗等の民間土地利用が、震災後は２割にも満たなくなった一方で、震

災前は 2.5ha と１割にも満たなかった空き家・空き地は、空き地 7.9ha と３倍以上に

なったことが分かる。ただし、災害公営住宅用地と防災集団移転促進事業の移転団地

用地が合計 4.3ha と、民間土地利用とほぼ同程度の 15％程度を占めており、これが嵩

上げ地の有効利用に寄与していることが分かる。また、道路・鉄道・公園用地といっ

たインフラ用地は、震災前の 7.2ha（24％）から事業後には 10.4ha（35％）にまで増

加し、インフラ整備が進行した状況が読み取れる。 

これをそれぞれの土地利用ごとに見てみると（図３－１－（２）－①－１４）、震

災前に住宅であった土地の２割程度が住宅として再建したものの、３割は売却して公

共公益施設用地に、また３割以上が空地のままとなっていることが分かる。この傾向

は、店舗兼住宅や店舗のような他の民間土地利用についてもほぼ同様である。さらに

は、震災前空き家や空き地でも再建率 2 割程度とほぼ同様の傾向が見られ、それらの

再建率が顕著に低いわけではない。 
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図３－１－（２）－①－１４ 震災前土地利用別の事業後土地利用 

 

また、震災直後の 2012 年に行われた意向調査と震災後の土地利用との関係を見てみ

ると（図３－１－（２）－①－１５）、2012 年意向調査では区域内での再建を積極的に

希望していたのは４割強である一方、実際に再建したのは４割弱であることから、町

方地区においては、震災直後の意向調査に基づく積極的利用意向を有する世帯の所有

地を基準として区画整理事業を行っていれば、大量の空地が発生することはなかった

といえる。積極的に売却する意向を基準ではなく、積極的に利用する意向を基準とす

ることの優位性が示唆される。 

 

 

図３－１－（２）－①－１５ 2012 年意向調査結果と震災後の個人宅地土地利用状況 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

本業務では、これまで開発・公開してきているアーカイブシステムが高頻度で利用さ

れていることを確認した。また、本業務の焦点である「東日本大震災の教訓」の全国的

な理解度を評価・検証する試みを行い、その実態を把握した。 
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被災地における復興計画の実現手法として、嵩上げ型の区画整理事業を用いた地区

においては、震災前に利用されていた土地の再建率が低く、低未利用地・空き地が大量

に発生していること、それを防止するためには事業区域を慎重に設定する必要があっ

たこと、その際には積極的売却意向ではなく積極的利用意向が一つの基準となる可能

性があることを明らかにした。 
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② 復興 

(a) 業務の要約 

大規模災害により被災した市街地の復興を、「復興モニタリンスシステム」を通じて、

定点観測システムによる観測、アーカイブ化を引き続き行っている。 

 

(b) 業務の実施方法 

システムの維持管理作業を以下の通り、実施した。2018 年 11 月 10 日―11 日大槌町・

石巻（図３－１－（２）－②－１）。また、プロジェクト終了後も継続的に観測を可能

にするために地元協力者をホームページ上に明記し(図３－１－（２）－②－２)、今後

も継続して観測が可能な仕組みの構築を行った。 
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図３－１－（２）－②－１ システムメンテナンスの状況 

（左：大槌町役場、右：石巻市） 

 

 

図３－１－（２）－②－２ 地元協力組織のバナーの追加 

 

(c) 業務の成果 

カメラの維持管理を行うことで東日本大震災の連続観測を継続的(図３－１－（２）

－②－３)に実施し、復興事業の進捗にともなう、まちの連続的変化の記録を行うこと

ができた。また地元組織との協力により本プロジェクト終了後も継続して観測を行う

ための枠組みの構築を行った。 
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大槌（2020 年 1 月 5 日） 

 

陸前高田(2020 年 1 月 5 日) 

 

石巻（2020 年 1 月 5 日） 

図３－１－（２）－②－３ 観測画像  

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

被災地の復興状況について６年間継続的に実施してきた。地元組織との協力体制を

構築し、本プロジェクトの終了後も継続的に観測システムを維持するための枠組みが

構築できた。実際に観測を継続していく取り組みが重要である。 

 

(e) 引用文献 

なし 

 

③ 被害 

(a) 業務の要約 

平成 25～30 年度に実施した本プロジェクト成果を利活用・補遺するとともに、1-b）

とも連携しながら、構造物被害調査結果を利用した他の研究課題との連携研究を実施

した。具体的には次の通りである。 

1）ライフライン（上水道）については、昨年度までの取り組みとして、碧南市水道

課との協議を通じて被害軽減・復旧早期化に資する施策についてとりまとめ、別途 1-

b）で構築したツールを用いて給水復旧のシミュレーションを実施してきた。一方、同

市の一部の地域は津波による浸水が想定される。東日本大震災では、津波浸水地域の堪

水解消や瓦礫の除去、交通インフラの復旧等を要し、即座に上水道の修繕を行うことが

困難な事例があった。過年度の復旧シミュレーションではこうした要素を考慮せず、一

様に修繕を行う前提となっていたが、既往の災害事例を鑑みると浸水地域の復旧が大

幅に遅くなることも想像しうる。上記を踏まえ、今年度業務では津波浸水のない市域に

限定した復旧シミュレーションを実施した。そして、市内における「発災後当面」の給

水環境について概観した。 

2)建築構造物については、実際の市庁舎に関する観測結果をもとに、1-b)における３

次元モデルを用いた地震応答解析、1-e)の VR による室内体験などと連携して地震時の

構造モニタリングや安全確保の高度化について考察した。また、建物地震時の機能確保

に関して、エレベーターの停止・閉じ込め事例に関する文献調査を行った。 

3) 地盤・土構造物については、地震動による斜面災害対し降雨が及ぼす影響の観点

から、先行降雨が地震時の斜面災害発生あるいは被害拡大に寄与した事例などに関す

る文献調査を行った。 
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(b) 業務の実施方法 

1)ライフライン（上水道）については、(c)業務の成果に含まれるため省略する。 

2)建築構造物については、対象とする市庁舎建物に関して、地震観測結果に基づく変

形特性推定のモニタリングの検討を行うとともに、同建物に関して 1-b)、1-e)で行わ

れている成果との連携を考察する。エレベーターの停止・閉じ込めに関しては、業界団

体及び国土交通省等の資料を中心に文献調査を行う。 

3)地盤・土構造物については、降雨の影響が斜面における地震災害に及ぼす影響に関

する事項を中心に文献調査を行う。 

 

(c) 業務の成果 

1）ライフライン（上水道）  

碧南市の津波ハザードマップ（碧南市、1985）を参照し、津波浸水が予想される地域

（「浸水深 1cm 以上」と「浸水深 1m 以上」の２通りを想定した）の上水道管路を除い

た状態で従来の被害予測・復旧シミュレーションを行った。その結果を表３－１－（２）

－③－１に示す。  

過年度 1-b)での試算では、碧南市全域が津波浸水地域も含め一様に復旧可能であると

仮定した場合、上水道システムの完全復旧に要する日数は 124 日であった。これに対

し、津波浸水深１m 以上もしくは１cm 以上のエリアを除く地域に限定した場合、復旧

所要日数はそれぞれ 84 日、66 日と算出された。 

 

表３－１－（２）－③－１：各エリアを対象とした被害予測、復旧シミュレーション

の結果 

対象エリア 管路被害件数 復旧所要日数 

1:碧南市全域 2,146 件 124 日 

2:「津波浸水深 1m 以上」を除く地域 1,383 件（▲763 件） 84 日（▲40 日） 

3:「津波浸水深 1cm 以上」を除く地域 1,011 件（▲1,135 件） 66 日（▲58 日） 

 

2) 建築構造物 

a) 重要構造物の対策を想定したモニタリングシステム 

2016 年熊本地震では、自治体庁舎等の被災による機能喪失が課題となった。新耐震

設計法に従っていても、靭性能に期待した構造物では変形が大きくなり、震度 6 強～7

レベルの地震動に対して、ある程度の構造損傷は避けられない。南海トラフ地震におけ

る広域大災害ではきわめて多数の建物が被災するため、被災後の対応は困難である。災

害時の重要機能継続のためには、耐力を確保した耐震性の高い構造物を指向するとと

もに、被災後の建物が使用可能か否か（健全度）の判断材料が重要になる。 

近年は自治体庁舎や病院の新築の際には免震建物で計画されることが増えたが、保

有水平耐力で設計された中層庁舎建物も多い。ここでは実在する市庁舎建築（SRC 造 10

階建、新耐震、重要度係数 1.5）を対象に、比較的簡易な観測体制を設置し、小地震に

おける変形性状の把握を試みて、靭性の大きい構造物であれば十分に変形をとらえら
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れることを示した（30 年度報告書）。 

1-b)では同建物に関する高密度常時微動観測を実施し、３次元動的モデルを構築し

て、地震観測記録の再現によるチューニングを試みている。変形の比較的大きい構造物

について、中小の地震を繰り返し観測することでモデルの精度向上を進め、将来の大地

震の応答解析と損傷評価を行うことは可能である。これを用いることで、モニタリング

による層間変形の推定と合わせて、構造物の健全性（余力）の評価が可能となる。 

一方、1-e)ではこれらの応答解析結果を VR で視覚化することにより、建物使用者に

よる室内安全や非常対応体制整備などの事前対策を促進することを目指している。そ

の際に、モニタリングシステムの出力も併せて視覚化し、被災建物を想定したトレーニ

ング等を行うことが可能になる。 

b) 地震災害時のエレベーターの運転停止と閉じ込め 

東日本大震災では多数の建物でエレベーターが緊急停止している。都内の高層ビル

34 棟で行われた気象庁の調査によれば、全建物ですべてのエレベーターが停止し、う

ち閉じ込めは１件、30 分以内にメンテナンス会社により救出されたとされる。さらに

重大なロープの絡まりも４件あった。平成 26 年度本研究報告に記された別の例では、

関東地域の 11 棟について、震度５強のエリアで全て停止６棟、一部停止４棟、震度５

弱で停止なしが１棟となっている。復旧に要した日数は１日以内も多いが、１週間以上

を要した例も２棟ある。震源から離れた大阪でも、咲洲庁舎が 52 階で片振幅 137cm の

応答を記録し、26 基のエレベーターがすべて停止、うち４基で５人が閉じ込め、大阪

市消防局救急隊員により５時間余りで救出された。大阪ではこの地震の被害はほとん

どなく、救急隊員が活動できたと推察される。平成 29 年度本研究報告から、高層建物

において観測された応答は、宮城県では最下層で 200～300gal、最上階で S 造は 300～

450gal、RC 造は 450～600gal、首都圏では最下層で 50～150gal、最上階で 100～400gal、

関西の最上階で 20～120gal 程度となっている。 

地震に対するエレベーターの設備は、S 波を検知する装置に加えて、2009 年９月の建

築基準法施行令改正により戸開走行保護装置（2006 年の戸開走行による死亡事故に対

応）、P 波センサ、予備電源が義務付けられている。2018 年のエレベーター保守台数は

約 76 万台、うち地震時管制運転が備わるものは約 57 万台で約 75%。乗用エレベーター

は約 8 割の約 62 万台、うち約 46 万台が地震時管制運転を備える（一般社団法人日本

エレベーター協会、2019）。このうち現行の地震時管制運転を備えるものが約３割の 20

万台とされる（国土交通省、2019）。ここ数年の新規設置＋リニューアル件数はおおむ

ね 2.2 万台（平均的な運用期間約 30 年）であるので、現行基準不適合の台数はあまり

減らないことが予想される。 

現行基準のエレベーターの地震時管制運転の代表例を図３－１－（２）－③－１に示

す。この際の基準加速度を表３－１－（２）－③－２にまとめた（谷口、2010）。P 波検

知があるものは、初期微動から管制運転に入ることが分かる。また S 波低加速度の基準

を検知した場合は、自動復旧機能があれば自動で点検し運転再開する。S 波高加速度の

基準を検知すると運転停止し、保守会社の点検を経て再開する。このとき、人が乗って

いて最寄階への着床ができなければ閉じ込めとなる。表３－１－（２）－③－２から建

物底部の加速度80～120galで停止することになり、おおむね震度5弱程度に相当する。 
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図３－１－（２）－③－１ 地震時管制運転のフロー 

 

表３－１－（２）－③－２ 地震時管制運転の基準となる加速度（gal） 

 
P 波 

S 波 

特低 低 高 

P 波センサなし 

（2009 年以前） 

 80（頂部） 

30（底部） 

150（頂部） 

60（底部） 

200（頂部） 

100（底部） 

P 波センサあり 

（2009 年以降） 
2.5～10 

 200（頂部） 

80（底部） 

300（頂部） 

120（底部） 

 

2018 年６月 18 日の大阪府北部の地震では、近畿地方の２府９県で 63,338 台のエレ

ベーターが停止し、346 台で閉じ込めが発生した（国土交通省、2019）。府県ごとの運

転停止発生台数を表３－１－（２）－③－３に示す。停止の割合は、大阪府で６割弱、

京都府と奈良県で約５割、兵庫県で 4.5 割である。観測された最大震度は大阪府で震度

６弱、京都府で５強、奈良県、兵庫県、滋賀県で５弱であり、表３－１－（２）－③－

２の基準加速度とおおむね調和的である。台数が多いこともあり、復旧には数日を要し

ている。府県ごとの閉じ込め発生台数を表３－１－（２）－③－４に示す。管制運転の

有無による発生台数の内訳は調査で示されているが、母数は保守台数総数しか資料が

ないため、先に述べた比率を乗じて概算した。これより、現行基準の管制では必ずしも

発生割合は低くなく、管制運転なしのケースの方が低い結果となった。閉じ込め発生の

原因を表３－１－（２）－③－５に示す。最も多いのは、大きな加速度の検知と並んで、

地震管制ではない戸開走行保護装置が揺れにより誤作動したものである。次に多い停

電は予備電源がないかあるいは不備によるものと思われる。 

地震発生

P波又は
S波(特低加速度)検知 平常運転

最寄階へ着床開始

最寄階に到着

平常運転
最寄階へ着床開始

最寄階に到着

運転停止

運転停止

閉じ込め

Yes

No

S波(低加速度)検知

No

S波(高加速度)検知

最大約6秒

No

Yes

人が乗っていた場合

Yes

自動復旧機能のある
ものは復旧可能

自動復旧機能のある
ものも点検が必要
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表３－１－（２）－③－３ 大阪府北部の地震の運転停止台数 

府県 運転停止台数 保守台数* 停止割合(%) 

大阪府 37,831 64,633 58.5 

京都府 7,440 14,623 50.9 

奈良県 2,434 4,800 50.7 

兵庫県 13,824 31,198 44.3 

滋賀県 1,388 4,876 28.5 

三重県 146 5,335 2.7 

岐阜県 97 5,809 1.7 

福井県 15 2,713 0.6 

愛知県 152 40,843 0.4 

和歌山県 7 3,361 0.2 

香川県 4 3,750 0.1 

計 63,338 181,941 34.8 

 

 

表３－１－（２）－③－４ 閉じ込め発生台数 

府県 
現行基準適合 既存不適格 地震時管制運転なし 

発生台数 保守台数 割合 発生台数 保守台数 割合(% 発生台数 保守台数 割合(%) 

大阪府 121 21,300 0.57 144 27,800 0.52 13 15,500 0.08 

京都府 13 4,800 0.27 11 6,300 0.17 0 3,500 0.00 
奈良県 1 1,600 0.06 4 2,100 0.19 0 1,200 0.00 
兵庫県 4 10,300 0.04 33 13,400 0.25 1 7,500 0.01 
滋賀県 0 1,600 0.00 1 2,100 0.05 0 1,200 0.00 

計 139 39,600 0.35 193 51,700 0.37 14 28,900 0.05 

 

 

表３－１－（２）－③－５ 閉じ込め発生の原因 

原因 件数 

乗場戸スイッチまたはかご戸スイッチの一時的な開路 211 

大きな加速度の検知 195 

停電 54 

調速機の過速スイッチの作動 17 

乗場戸スイッチまたはかご戸スイッチの開路（一時的なものを除く） 12 

非常停止装置の作動 7 

その他の安全装置の作動 2 

乗場戸の施錠装置の係合外れ 1 

 

図３－１－（２）－③－２に地震波形の代表例を示す。震源に最も近い地点は高槻な

どだが、ここでは K-NET 大阪（OSK005、最大加速度 294gal、震度５弱）を図３－１－

（２）－③－２(a)に示した。P 波検知から S 波高加速度検知まで 3.27 秒、特低加速度

検知から高加速度検知まで 2.71 秒となり、初期微動から水平動も大きいため P 波セン

サは 0.5 秒程度早いにすぎず、十分な効果を上げていない。一方、図３－１－（２）－

③－２(b)の堺市では全体に振動レベルが下がり、P 波検知から S 波高加速度検知まで

5.30 秒、特低加速度検知から高加速度検知まで 0.24 秒で、P 波センサが約５秒早くな

っている。このように内陸直下地震では、P 波を検知してから S 波までの時間が十分に
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確保できず、急速な運転停止が発生する可能性がある。また大加速度による戸開走行防

止装置の誤作動も影響が大きい。逆に地震時管制運転がない場合は、エレベーターの機

能に支障がなければそのまま走行して、結果として停止や閉じ込めが少なかったと考

えられる。これは揺れがあまり大きくない地震ゆえであり、広域大地震では異なる傾向

となろう。 

 

(a)K-NET 大阪（OSK005） 

 

(b)K-NET 堺（OSK006） 

図３－１－（２）－③－２ 大阪府北部の地震の観測波形と地震時管制運転のタイミング 

 

他の例として、2005 年７月 23 日の千葉県北西部の地震について、運転停止・閉じ込

めの台数を表３－１－（２）－③－６に示す（社会資本整備審議会建築分科会、2008）。

東京、千葉、埼玉、神奈川の都県で約 64,000 台が地震時管制運転で停止し、復旧に約

１日を要した。閉じ込めは 78 台で、そのうち 73 台が地震時管制ありとなっている。こ

の地震は 2009 年の施行令改正のきっかけとなったもので、地震時管制はそれ以前の基

準であることに注意を要する。首都圏の地震動記録を検討すると、S 波低レベルと高レ

ベルの時間差は１秒弱しかないが、もし P 波センサがあったとすれば数秒程度は時間

があり、最寄階停止の可能性は高まると考えられる。 
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表３－１－（２）－③－６ 千葉県北西部の地震におけるエレベーターの停止・ 

閉じ込め台数 

 

 

3) 地盤・土構造物 

日本は山地が多く（国土の約６割）平地がせまいため、山の斜面や谷の出口、盛土

造成斜面など、土砂災害の起こりやすい場所にもたくさんの人が住んでおり、斜面災

害・土砂災害で大きな被害が出る原因となっている。地震時における斜面の被害は、

沢部や谷部などの集水地形に建設された盛土や排水性の悪い材料による盛土斜面に被

害が集中する傾向にあり、排水溝等の整備状況や維持管理状況によって耐震性が左右

される可能性が高いと言われている。すなわち、排水条件によっては、降雨や融雪等

による浸透によって地盤物性が変化し、斜面の耐震性が低下する可能性がある。降雨

が斜面の耐震性に及ぼす影響に関しては、1968 年十勝沖地震、1975 年大分県中部地震、

1984 年長野県西部地震、1999 年台湾集集地震、2003 年宮城県北部地震、2004 年新潟

県中越沖地震などの被害について、地震前の先行降雨の影響が指摘されているが、降

雨・融雪による浸潤面変化によって地盤物性が変化することについては十分に考慮さ

れていない（内田ら、2004 など）。 

実際に先行降雨が地震時の斜面災害発生あるいは被害拡大に寄与したと考えられる

事例を以下に示す。 

  a)十勝沖地震（1968） 

   十勝沖地震では、青森県八戸市西方の丘陵地で多数の斜面崩壊（青森県など）が発

生した。青森県では地震発生直前の３日間で 100mm～200mm の降雨があり、地震直前の

降雨が盛土の被害を拡大したと言われている。また、この地震直前の降雨は長雨とい

うよりむしろ、短時間に集中的に多量の雨が降る豪雨であった（時間雨量 24.5mm）と

いう記録も残っている（防災科学技術研究所、1968）。中村・栗山（1997）は、東北線

八戸貨物・陸中市川間の盛土を対象に、十勝沖地震と三陸はるか沖地震（1994）の被

害を比較することで、地下水位と地震被害の関係性を調べている。なお、前述の通り、

十勝沖地震では直前の降雨によって盛土内の浸潤面はかなり上昇していたと考えられ

るが、三陸はるか沖地震では地震前の降水量は 15mm 程度の積雪のみであった。当該地

点で観測された揺れの大きさは、十勝沖地震で 325gal に対して、三陸はるか沖地震で

は 678gal と倍の大きさであったにも関わらず、十勝沖地震では大きな崩壊を示す一

方で、三陸はるか沖地震では変状がほとんど発生していない。地震発生時期が異なる

とは言え、十勝沖地震では多くの降水量があったことを踏まえると、地震規模の小さ

な十勝沖地震でも盛土が崩壊に至った一因として、降雨に伴う地下水位の上昇の影響

台数

227,000

144,000 B/A 63.44%

64,000 C/B 44.44%

78 D/A 0.03%

73 E/B 0.05%

44 F/A 0.02%

割合

うち地震時管制運転あり (B)

うち装置が作動し停止 (C)

閉じ込め台数 (D)

保守台数 (A)

うち地震時管制運転あり (E)

部品の故障・損傷等台数 (F)
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が十分に考えられる。なお、十勝沖地震での盛土の被災形態は盛土の表層崩壊であり、

地震直前の降雨によって盛土の飽和度が高まり、表層でのせん断強度がかなり低下し

た状態で地震動を受けたと考えられる。 

  b)新潟県中越地震（2004） 

   新潟県中越地震では、河岸段丘沿いの盛土や、山間部の盛土に多くの被害が発生し

た（新潟県、2005）。土砂災害が頻発した原因として、震源域が中山間地域であったこ

とに加えて、図３－１－（２）－③－３に示すように、地震発生３日前の台風 23 号の

通過による先行降雨によって、盛土が多くの水分を含み、地下水位が高い状態にあっ

たことが挙げられている。震源に近い地域においては、小千谷市で最大加速度

1,314gal の非常に強い地震動が観測されている。一般に地震に起因して生じる斜面崩

壊の機構は、豪雨によって引き起こされる斜面崩壊の機構と異なると言われているが、

新潟県中越地震では土層内の含水比が高かった状態で大きな地震動が加わったため、

斜面内の土層が著しく乱され、土層の強度低下が大きかったと考えられている。 

 

 

図３－１－（２）－③－３ 2004 年台風 23 号による長岡の連続雨量 

    

   なお、秦ら（2018）は、先行降雨量が多く地盤が比較的湿潤な状態で斜面崩壊が発

生した新潟県中越地震（2004）と、先行降雨量が少なく地盤が比較的乾燥した状態で

斜面崩壊が発生した岩手・宮城内陸地震（2008）との２地震を対象として、地震発生

時の土壌水分に影響を及ぼしうる因子（先行降雨量、集水面積）と実績崩壊面積率の

関係を整理・分析している。その結果、新潟県中越地震（湿潤状態）は最大加速度が

1,300gal 程度であり、岩手・宮城内陸地震（乾燥状態）の最大加速度 4,500gal より

かなり地震動が小さいにもかかわらず、同一集水面積の実績崩壊面積率が高い傾向が

確認された。これより、新潟県中越地震では先行降雨及びそれに起因する土壌水分量
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が多かったため、岩手・宮城内陸地震より実績崩壊面積率が高くなっている可能性を

指摘している。 

  c)北海道胆振東部地震（2018） 

   北海道胆振東部地震では、内陸の深さ 37 ㎞という比較的深いところで発生した地

震にも関わらず、北海道厚真町では震度７という強い揺れに見舞われ、大きな地震被

害が発生した。震源に近い厚真町を 中心に広い範囲で斜面崩壊が発生した。国土交通

省によると、崩壊面積は推定約 13.4km2、崩壊土砂量は約 30 百万 m3 とされ、明治以降

の主要な地震による土砂崩壊の中で最も大きい。斜面崩壊は、比較的勾配の緩い地形

で発生した崩壊多かったことが指摘されているが、新潟県中越地震に伴う斜面崩壊な

ど、火山灰が厚く堆積した地域の地震に起因した斜面崩壊では、斜面勾配が 30 度以下

の比較的緩い斜面で崩壊した例が知られており、本地震もその事例の一つとされてい

る。王ら（2019）は、斜面崩壊の誘因として、強い地震動以外に地震前の降雨量を指

摘している。図３－１－（２）－③－４は AMeDAS 厚真の降雨量データである。厚真町

周辺では、地震前日の９月５日の降雨量は 10 数ミリ程度であり、斜面崩壊に直接的に

大きな影響を与えたとは考え難い。しかしながら、７月上旬および８月中旬には、日

雨量 50mm を超える降雨量が発生している。これらの先行降雨が今回の群発した斜面

崩壊の発生・運動にどのような影響を与えたかは、今後より詳細な調査が必要となる。 

 

 

 

図３－１－（２）－③－４ AMeDAS 厚真の降雨量データ 

   

  以上のように、先行降雨が地震時の斜面災害発生あるいは被害拡大に寄与した例は数

多く報告されている。このような中、Murao and Nakai（2017）は、浸潤面位置を変えた

不飽和模型斜面の 1G 場振動台実験を実施し、浸潤面位置が盛土造成斜面の安定性に及

ぼす影響を実験的に調べている。その結果、浸潤面位置の低い不飽和地盤に比べて、浸

潤面位置の高い飽和地盤の方が耐震性能は低いこと、不飽和地盤は浸潤面付近を先端と

する後退的なすべりが発生するのに対し、飽和地盤は表層の流動的な滑りが次第に深部
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へと進展し、崩壊モードが異なることを実験的に示している（図３－１－（２）－③－

５）。つまり、斜面災害に及ぼす先行降雨の影響把握のためには、浸潤面位置を適切に評

価することが重要であることを示唆している。 

 

 

図３－１－（２）－③－５ CaseI(不飽和)と CaseII(飽和)の実加振後の側面状況 

 

   ここまで、地震被害に及ぼす先行降雨の影響について述べてきたが、地震後の降雨

によって発生する崩壊もまた、地震の影響を受けていると考えられている。地震加速

度によって、尾根や山腹勾配の変化する凸部において多くのクラックが発生するが、

地震発生時に崩壊にまで至るのはその一部分であり、その後の降雨によって崩壊に至

る例も数多く報告されている。例えば、地震時及び地震後に発生した崩壊に関して多

くの調査・研究が実施された兵庫県南部地震（1995）において、六甲山地では、700 ヶ

所以上で山腹が崩れる等の土砂災害が発生したが、さらに、地震後の雨によって崩壊

地の数は 2000 ヶ所以上に増加している。特に、図３－１－（２）－③－６のように、

神戸市灘区の鶴甲地区では、六甲山の南斜面標高 250～400m 付近で地震直後に崩壊が

発生し、その後の降雨のたびに、約８か月にわたって崩壊が拡大した（国土交通省水

管理・国土保全局砂防部）。このように、大地震の後に大規模な崩壊や土石流等の土砂

災害が発生した事例は過去に全国で数多く報告されている。  

   以上から、地震による斜面の不安定化を定量的に把握するには、地震前後の降雨実

績をもとに、斜面崩壊の引き金となった浸潤面位置を分析するのが有効であると考え

られる。 
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図３－１－（２）－③－６ 神戸市灘区の鶴甲地区の斜面崩壊  

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

1）ライフライン（上水道）については、本年度検討において、津波浸水地域におけ

る早期の復旧着手が困難である状況を想定し、非浸水地域に限定した上水道システム

の復旧シミュレーションを行った。その結果、津波被害に伴う瓦礫の撤去等、上水道シ

ステムの復旧の妨げとなる要因の一部を取り除いた形でのシミュレーションが可能と

なり、早期に復旧が可能な地域の給水再開までのプロセスが明らかとなった。 

上記の算出結果に加えて、津波浸水地域から非浸水地域へ避難する人口について推

計することができれば、非浸水地域での復旧で給水を受けられる実際の人口が明らか

になる。そうすれば、浸水地域に留まって依然として給水を受けられない人口に対する

（給水運搬車の派遣等の）応急給水の必要量についても試算することができ、当該状況

下で上水道事業者の取るべき対応がより明確なものとなると考えられる。 

2) 建築構造物については、地震時の構造健全性判定や事前の準備等に用い得るモニ

タリングとして、1-b)で検討した３次元モデル化による応答解析や、1-e)の VR による

被災状況の視覚化との関係を考察した。広域大災害における多数の建物の被災を想定

すれば、多様な用途と複合したモニタリングシステムの重要性は高まるものと考えら

れる。 

エレベーターの地震時管制運転と停止・閉じ込めの発生状況について、文献調査から

検討した。P-S 時間の短い直下地震では現行基準の P 波センサが有効に機能しないこ

と、強い揺れによる戸開走行保護装置の誤動作がみられることなどを示した。高層建物

では特に、エレベーターの運転継続や早期復旧が機能継続のために重要であり、建物応

答特性やエレベーター被災なども含めた知見の蓄積と活用が必要と考えられる。 

3）地盤・土構造物については、地震動による斜面災害に対する降雨の影響を調査した。

その結果、先行降雨が地震時の斜面災害発生あるいは被害拡大に寄与した事例および
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地震発生時は崩壊にまで至らなくてもその後の降雨によって崩壊に至る事例を抽出し、

斜面内の浸潤面位置の把握が重要であることを確認した。 
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④ 強震動と津波の特性、生成メカニズムに関する評価 

(a) 業務の要約 

南海トラフ巨大地震による、大規模平野での長周期地震動発生リスクの評価を目的

として、2011 年東北地方太平洋沖地震において西南日本の広域で観測された、周期 15

秒及び周期 70 秒前後の長周期 Love 波の生成と伝播メカニズムを調べた。まず、１次元
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地下構造モデルを用いた Love 波の理論分散曲線を計算し、周期 10〜20 秒及び 40〜500

秒の二つの周期帯で Love 波の基本モードの群速度が一定値を持つことで、パルス状の

Love 波が生成することを確認した。次に、３次元不均質地下構造を用いた地震波伝播

シミュレーションから、東北地方太平洋沖地震で観測された長周期 Love 波パルスの生

成・伝播を再現した。この地震の際に、箱根火山の直下での地震活動の活発化や、東北

〜九州にかけての内陸地震の活性化、そしてプレート境界深部の低周波数微動の誘発

が報告されている。これら地震活動の活性化は地震波の到来直後に起きており、また、

震源からの Love 波放射パターンが強い方位に位置していることから、長周期 Love 波

パルスの影響が考えられる。南海トラフ巨大地震においても同様の現象が起きる可能

性が考えられ、Love 波が強く放射される方位での誘発地震やプレート境界の状態変化

に注意が必要である。 

 

(b) 業務の成果 

2011 年東北地方太平洋沖では、震源域から数百キロ以上離れた中部日本〜九州の広

い範囲にわたって１cm を越える大きな地動が観測され、その方位は Love 波の放射パタ

ーンと対応することがわかった (図３－１－（２）－④－１)。Love 波の放射パターン

が強い東北〜九州にかけての F-net 広帯域強震記録を調べたところ、Transverse 成分

に長周期（15〜70 秒）のパルス状の Love 波の伝播が認められ、その振幅は Radial 成

分や Vertical 成分に見られる Rayleigh 波の数倍以上の大きさを持つことがわかった。 

長周期 Love 波パルスの一例として、九州の TMCF 観測点（熊本県下益城郡美里町）の

F-net３成分変位記録と、Transverse 成分の周波数―時間プロットを図３－１－（２）

－④－２に示す。西南日本に大きな地動を作り出した揺れは、S 波に後続する周期 70

秒と 15 秒の２つの Love 波パルスであったことが確認できる。２つの長周期 Love 波パ

ルスは分散性が弱く、震源から九州まで 1500 km 以上を伝播してもパルス形状を保持

している。同様に Love 波放射強度の強い東北〜北海道の方位でも震源域近傍では長周

期 Love 波の生成が認められるが、日本海溝から内陸（石狩低地帯）にかけての厚い堆

積層を伝播すると強い分散を起こして減衰する様子がわかる。 

長周期 Love 波パルスが観測された西南日本の平均的な１次元地下構造モデルを

JIVSM モデル（Koketsu et al., 2012）から作成し、Love 波の理論分散曲線を計算した

（図３－１－（２）－④－３(a)）。これを見ると、周期 10〜20 秒で Love 波の群速度が

一定（約 3.2 km/s）となるために、Love 波が分散を起こすことなくパルス形状を保っ

て伝播することが分かった。同様に、周期 40〜500 秒の周期帯においても Love 波の群

速度が一定（約 4.2 km/s）となり、これが観測に見られたもう一つの Love 波パルスの

成因と考えられる。なお、この超長周期の Love 波は G 波と名付けられており、大地震

の際に遠地記録に明瞭に認められる。周波数―時間プロット（図３－１－（２）－④－

２）から読み取った、２つの Love 波パルスの群速度は Love 波基本モードの理論分散曲

線にとおおよそ一致した。 

これに対し、Rayleigh 波には群速度が一定となる周期帯が存在せず、周期 18 秒と

200 秒前後に群速度の停留点（Airy 相）が存在するのみである（図３－１－（２）－④

－３b）。したがって、Rayleigh 波は Love 波のように長周期パルス波は存在できず、伝
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播とともに分散により減衰することが分かる。 

2011 年東北地方太平洋沖地震で観測された、２つの長周期 Love 波パルスの生成・伝

播と、西南日本での大きな地動を再現するために、３次元不均質地下構造モデル（JIVSM）

を用いて地震波伝播シミュレーションを行った。震源域から西南日本にかけての 640×

1536×200 km3 の範囲を 0.25 km の格子間隔で離散化し、３次元差分法により波動伝播

を評価した。この地震の震源は、GCMT 解（走行：203°、傾斜：20°、伏角：88°、深

さ 20 km）に基づく点震源モデルで近似し、震源時間関数には周期 50 秒の trnaigular

関数を用いた。図３－１－（２）－④－４に震源から九州（TMCF 観測点）を横切る方位

の地下断面での波動伝播のスナップショット（地震発生から 30、 120、・・・、390 秒）

と、その直上の F-net 観測点における計算波形（黒線）と観測記録（青線）の比較を示

す。波動伝播のスナップショットは、震源から西南日本に向けて周期 70 秒と 15 秒前後

の長周期 Love 波パルスが分散を起こさずに大きな振幅を保ったまま伝播する様子が確

認できる。計算波形と観測波形は良い一致を示し、巨大地震の長周期地震動計算におけ

る JIVSM モデルの有効性が確認できた。 

ところで、東北地方太平洋沖地震の直後から箱根火山下の地震活動が活発化し

（Yukutake et al., 2013）、また東北〜九州にかけて内陸地震が発生した。同時に深部

低周波数地震（微動）が活発化したことが報告されている（Miyazawa, 2011）。これら

の地震活動の変化は、東北地方太平洋沖地震の表面波の到来時刻と良く対応すること

から、大振幅の揺れによる誘発が疑われる。また、深部低周波数微動の誘発は、台湾や

米国西海岸、ニュージーランドなど、太平洋を渡った対岸でも報告され、表面波（Love

波、Rayleigh 波）による誘発が議論されている（Chao et al. , 2013）。 

図３－１－（２）－④－５に、上記の研究で報告された誘発地震・微動が発生した地

域を示す。これらの地域は、東北地方太平洋沖地震の震源からの Love 波放射パターン

が強い方位と概ね対応することから、図３－１－（２）－④－１、図３－１－（２）－

④－２で確認された長周期 Love 波パルスの伝播が影響している可能性が考えられる。

なお、超長周期（約 100 秒）の Love 波パルス（G 波）は、地殻の薄い海洋経路を良く

伝播する特徴があり（Furumura and Kennett, 2000）、また波長が長く地下深部にまで

大きな振幅を持つことから、太平洋を渡った対岸の地殻やプレート境界での地震活動

に影響を与えた可能性が考えられる。 

 南海トラフ巨大地震は、東北地方太平洋沖地震など日本海溝で起きる地震に比べ

てプレート境界が浅いため、強い表面波を生み出す可能性がある。従って、長周期 Love

波パルスが観測された西南日本では、Love 波の放射パターンの強い方位での内陸地震

の活性化や、プレート境界の固着状態の変化に注意が必要である。 
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図３－１－（２）－④－１ (a) 2011 年東北地方太平洋沖地震の長周期地震動により

生じた最大地動分布（PGD; cm）と、(b) 震源〜九州にかけての F-net 広帯域強震観測

記録 Transverse 成分、(c) Radial 成分（側線 a-a’と b-b’上の観測点の位置は図３

－１－（２）－④－１(a)に青四角で示す）。Love 波及び Rayleigh 波の放射パターンを、

それぞれ緑色の実線と点線で示す。 

 

 

図３－１－（２）－④－２ (a)九州の TMCF 観測点（位置は図３－１－（２）－④－

１(a)を参照のこと）での３成分（Z:上下動、R: Radial、T:Transverse）変位記録。(b) 

T 成分の周波数―時間プロット。黒丸は、読み取った各周波数毎の最大振幅の到達時間

（群速度）を表す。 
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図３－１－（２）－④－３ (a) 西南日本の１次元 S 波速度構造から計算された Love

波の理論分散曲線（実線：群速度、波線：位相速度）、基本モード（黒）、および１次（赤）、

２次（緑）高次モード。黄色マーカーは、群速度が一定となる範囲を示す。○は、図３

－１－（２）－④－２の観測波形から読み取られた Love 波の群速度。(b) Rayleigh 波

の理論分散曲線。青丸は、群速度の停留点（Airy 相）を表す。 

 

 

図３－１－（２）－④－４ 2011 年東北地方太平洋沖地震の地震波伝播シミュレーシ

ョン。地震発生から 30、 120、 … 390 秒後の波動場のスナップショット（震源〜九州

にかけての断面）と F-net 観測点での計算波形（黒線）と観測記録（青線）との比較。 
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図３－１－（２）－④－５ 2011 年東北地方太平洋沖地震において(a) 日本周辺で報

告された誘発地震（赤丸、赤星印）と誘発微動（黄色四角）の分布。Love 波と Rayleigh

波の放射パターンをそれぞれ緑色の実線と破線で示す。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

2011 年東北地方太平洋沖地震では、西南日本の広い範囲で１cm を越える地動が観測

され、また、内陸地震の誘発や深部低周波数微動の活性化が起きた。広帯域強震観測記

録から、その原因が長周期 Love 波パルスの伝播によるものであることが分かった。堆

積層が薄い地殻構造では、周期 10〜20 秒と 40〜500 秒の範囲で Love 波の基本モード

の群速度が一定となり、分散性を持たない Love 波パルスが生成・伝播することを理論

分散曲線から示し、また３次元不均質地下構造を用いた地震波伝播シミュレーション

から検証した。同様の Love 波パルスが南海トラフ巨大地震でも発生する可能性があり、

その伝播による内陸地震の誘発やプレート境界の固着状態の変化に注意が必要である。 
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(3) 平成 25～平成 31 年度（令和元年度）の成果 

(a) 業務の要約 

①東日本大震災アーカイブシステムの構築・試行と教訓活用：本業務では、これまで

開発・公開してきている東日本大震災に関するアーカイブシステムが高頻度で利用さ

れていることを確認した。また、東日本大震災の経験から得られた危機回避・困難克服

に有利な個人の性格・考え方・習慣に関する災害を「生きる力」を向上させる人材育成

プログラムを開発した。最後に、本業務の焦点である「東日本大震災の教訓」の全国的

な理解度を評価・検証する試みを行い、その実態を把握した。 

②復興モニタリンスシステムの構築・試行：大規模災害により被災した市街地の復興

を、「復興モニタリンスシステム」を通じて、定点観測システムによる観測、アーカイ

ブ化を６年間計測して実施した。 

③被害：平成 25～令和元年度に実施した構造物被害調査の成果等をまとめた。具体

的には次の通りである。 

 1) ライフライン（上水道）については、本業務において、東日本大震災で多大な

被害に見舞われたライフライン（電力、都市ガス、上水道）に着目し、同震災における

各ライフライン施設の詳細な被災状況や復旧過程、今後の防災減災上の課題について

取りまとめた。その後、東日本大震災における上記の知見を活かしながら、上水道事業

体が実際に講じうる減災対策について整理を行うとともに、水道被害予測手法の高度

化を目的とするサブテーマ 1-b)にてその効果について検証した。 

 2) 建築構造物については、東日本大震災とその他の地震災害に関する被災状況の

資料収集と分析、関連する地震観測や構造実験、さらには構造被災度・構造健全性モニ

タリングなどの開発成果を通して建築物の安全確保と機能維持に関する考察を行い、

1-b)、1-e)の成果と合わせて将来の南海トラフ地震などの災害に向けた方策を明らか

にした。 

 3) 地盤・土構造物については、既往の地震被害予測手法の妥当性を確認しつつも、

軟弱粘性土が厚く堆積している、上部構造物によって下部地盤が偏荷重を受けている

場合、地震発生前の豪雨のように浸潤面位置が上昇しているときには、現行地震被害予

測手法は被害を過小評価している危険性を指摘した。 

④強震動と津波の特性、生成メカニズムに関する評価：関東平野では大地震による長
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周期地震動が強く生成するが、東北地方太平洋沖地震における長周期地震動の生成強

度は、その地震の規模（Mw9.0）に比べて小さく、過去の M8 級の地震と同程度以下であ

った。関東周辺の M7 級の地震による長周期地震動の生成強度を比較したところ、平野

の北東方向で起きた地震では、いつも長周期地震動の生成強度が弱くなることが分か

った。地震波伝播シミュレーションから、関東平野の北東方向の基盤深度の変化が緩や

かな場所では表面波の増幅が弱く、さらに表面波が都心に向けて広がる（デフォーカス）

ために、都心での長周期地震動が弱くなることがわかった。一方、南海トラフ沿いの地

震では、基盤深度が急激に変化する方位で表面波の強い増幅が発生し、そして都心に向

けてフォーカシングを起こすように表面波が集まるために、大振幅かつ長い継続時間

を持つ長周期地震動が生成することが確認できた。箇のため、南海トラフ沿いで東北地

方太平洋沖地震と同規模の地震が発生した場合には、その２倍以上の強度の長周期地

震動が発生する可能性が地震波伝播シミュレーションより示された。 

 

(b) 業務の実施方法 

①東日本大震災アーカイブシステムの構築・試行と教訓活用：南海トラフ地震想定エ

リアでのインタビュー調査を通して、「東日本大震災教訓活用型アーカイブシステム」

への要件を明らかにし、その基本設計を行った。この基本設計をもとに、「3。11 から

の学びデータベース－IRIDeS から発信する東日本大震災の教訓空間－」、「震災教訓文

献データベース－論文・報告書がしめす震災教訓の検索システム－」、「動画でふりかえ

る 3。11－東日本大震災公開動画ファインダー－」といった３つのデータベースを開発・

公開を実施し、その利用頻度（アクセス状況）を評価した（平成 27 年度～令和元年度）。 

 東日本大震災の被災者を対象にして実施された質問紙調査から、危機回避・困難克

服に有利な個人の性格・考え方・習慣に関する災害を「生きる力」８因子が明らかにさ

れている。本業務では、大学での災害・防災・復興を題材にした半期講義プログラムお

いて、この「生きる力」８因子を向上させる人材育成プログラムを設計・実装し、その

効果を検証した。実装・評価においては、報告者の一人が担当する石巻専修大学の「復

興の社会学」と、尚絅学院大学の「災害社会学」にて、 2016 年度（平成 28 年度）前

期と 2018 年度（平成 30 年度）前期で実施した（平成 28 年度～平成 30 年度）。 

東北大学 MOOC「東日本大震災の教訓を活かした実践的防災学へのアプローチ―災害

科学の役割」というオンライン講座の受講者を対象にしたウェブ調査によって、東日本

大震災の教訓理解度を評価した。評価にあたっては、刊行資料やデータベースから東日

本大震災の教訓に関する記述・内容を抽出し、これを設問化し、その点数によって教訓

の全国的な浸透状況を評価した。同オンライン講座受講者（防災関心層）のうち、2019 

年 9 月 25 日～11 月 26 日までのウェブ調査に参加した 172 名の回答結果について分析

を行った（令和元年度）。 

②復興モニタリンスシステムの構築・試行：東日本大震災で大きな被害を受けた大槌

町、陸前高田市、石巻市に復興プロセスを連続的にモニタリングするためのカメラを設

置し、毎年メンテナンス作業をおこない復興の進捗状況についての連続観測を実施し

た。復興事業の進捗にともない設置場所の変更を余儀なくされた箇所については、設置

場所の変更を行い観測の継続を行った。 
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本業務のモニタリングカメラの設置場所の現状と概要を表３－１－（３）－１に示す。 

 

表３－１－（３）－１ モニタリングカメラの設置場所の現状と概要 

設置都市  設置先  設置台

数 

概要  

大槌町  UR 都市機

構大槌復興

支援事務所  

１ 毎週火曜日：4 時～16 時 毎時撮影  

その他：10～15 時 毎時撮影  

大槌町  大槌町役場

カメラ  

1 毎週火曜日：0 時～23 時 毎時撮影  

その他：10、14、20 時の 2 つの時間に撮影  

陸前高田市  みんなの家  １ 土地のかさ上げ工事に伴い、2016 年 8 月 16

日にみんなの家の解体が決まり、  

2016 年 7 月 23 日にカメラを移設  

現在は、毎週火曜日：0 時～23 時 毎時撮影  

その他：10～20 時 毎時撮影  

 

石巻  

松川横町  

（東向き）  

１ 民家に設置  

毎週火曜日：0 時～23 時 毎時撮影  

その他：10、15、20 時の 2 つの時間に撮影  

松川横町  

（西向き）  

１ 民家に設置  

毎週火曜日：0 時～23 時 毎時撮影  

その他：10、15、20 時の 2 つの時間に撮影  

アイトピア  

商店街  

１ 今後再開発するアイトピア商店街のにぎわい

を街燈から定点観測  

毎週火曜日：0 時～23 時 毎時撮影  

その他：10、15、20 時 毎時撮影  

 

③被害：1)ライフライン（上水道）については、(c)業務の成果に含まれるため省略

する。 

2)建築構造物については、地震による被災状況の文献調査、複数の地震災害の状況か

ら安全確保と機能維持に必要な要素の考察、そしてその基礎となる地盤と構造物の地

震観測や振動実験の結果の収集・考察、さらには将来の地震災害に備えた構造モニタリ

ングに関するデータ収集を行った。 

3)地盤・土構造物については、東日本大震災における被害調査報告やその後の被害分

析結果をもとに再整理するとともに、1-b) 地震津波被害予測研究との連携を通して、

地震応答解析や 1G 場振動台実験結果から得られた知見も考慮した。 

④強震動と津波の特性、生成メカニズムに関する評価：東北地方太平洋沖地震におい

て全国で観測された強震動と長周期地震動の特性を、K-NET、KiK-net、F-net 強震記録

の解析により評価し、近年の内陸地震（1995 年兵庫県南部地震、2004 年新潟県中越地

震、2016 年熊本地震など）との比較から M9 巨大地震の強震動特性の一般化とこの地震
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の特異性を明確化した。また、関東平野における長周期地震動のレベルを 1944 年東南

海地震の強震動記録の応答スペクトルを比較し、日本海溝沿いの巨大地震と南海トラ

フ域の地震による長周期地震動の生成過程と伝播経路および平野での増幅特性を検討

した。 

 

(c) 業務の成果 

①東日本大震災アーカイブシステムの構築・試行と教訓活用：2020 年２月までのア

クセス解析の結果、「3.11 からの学びデータベース－IRIDeS から発信する東日本大震

災の教訓空間－」は 2015 年２月の公開から約 59 万件、「震災教訓文献データベース－

論文・報告書がしめす震災教訓の検索システム－」は 2015 年２月の公開から約 85 万

件、「動画でふりかえる 3.11－東日本大震災公開動画ファインダー－」は 2017 年２月

の公開から約 165 万件のアクセスがあった、それぞれの月平均では、約 9 千件、約 1.4

万件、約 4.5 万件で、かつ時系列で見ても、ほぼ横ばいのアクセス頻度である。南海ト

ラフ地震想定エリアでのインタビュー調査をもとに設計・開発した結果、高い頻度で利

用される東日本大震災の教訓に関するデータベースが構築された。 

２つの大学の講義での実践を行ったところ、「F1 人をまとめる力」、「F2 問題に対応

する力」、「F3 人を思いやる力」、「F4 信念を貫く力」、「F5 きちんと生活する力」、「F6 

気持ちを整える力」、「F7 人生を意味付ける力」、「F8 生活を充実させる力」といったい

ずれの「生きる力」因子とも有意に向上することが明らかになった。東日本大震災の教

訓をもとに抽出された災害を「生きる力」を向上させる人材育成プログラムのいち方法

を構築することができた。  

防災に関心があるであろう一般住民を対象に、東日本大震災の教訓の理解度の評価

したところ、理解されている・されていない教訓には特徴があることが明らかになった。

津波避難に関しては、理解されている教訓とされていない教訓に分かれた。「沿岸部の

学校に迎えに行かないこと」や「原則徒歩避難」、「周りに声掛けをしながら避難するこ

と」などの教訓は理解されているもの、「遠いところより高いところに避難すること」、

「避難後は戻らないこと」「津波外力の危険性」「避難所運営の主体性」はあまり理解さ

れておらず、東日本大震災の教訓を全国的な普及においての課題が明らかになった。 

 

②復興モニタリンスシステムの構築・試行：カメラの維持管理を行うことで東日本大

震災の復興状況の連続観測を継続的に実施し、復興事業の進捗にともなう、まちの連続

的変化の記録を行うことができた。陸前高田においては造成事業の進捗状況（2014 年-

2016 年）、復興事業完了後も住宅が建設されていない状況（2020 年）が観測画像から読

み取ることができる。大槌町についても造成事業の進捗状況（2014-2016 年）、復興事

業完了後、空き地は見られるものの多くの住宅が建設されている姿を観測画像から読

み取ることができる。石巻市については川沿いに商業施設が建設されていく姿（2014－

2020 年）を観測画像から読み取ることができた。 
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2014 年 2 月 28 日 

 

2016 年 2 月 28 日 

 

2020 年 1 月 5 日 

（設置場所変更） 

陸前高田 

 

2014 年 8 月 19 日 

 

2016 年 8 月 23 日 

(8 月 19 日観測データ欠測) 

 

2020 年 1 月 5 日 

（設置場所変更） 

大槌 

 

2015 年 4 月 3 日 

 

2017 年 4 月 3 日 

 

2020 年 1 月 5 日 

石巻 

図３－１－（３）－１ 復興の進捗にともなうまちの変化 

 

③被害：1)ライフライン（上水道） 

 平成 25 年度は、東日本大震災におけるライフラインの被害状況について、特に電力

分野と都市ガス分野における震災の教訓に関する学術論文や調査報告書などの文献調

査を行った。電力については、広域かつ大規模な停電が発生した中、阪神・淡路大震災

の経験で得られた教訓を活かしながら各電力会社や他電力会社の応援等による復旧が

進められた。一方で、津波被害地域での復旧は瓦礫の撤去や排水作業、ガソリンなどの

物資不足で困難を極めた。来る南海トラフ巨大地震に関しても当該地域の復旧困難性

について十分認識すべきであることを確認し、平成 31・令和元年度業務の着想につな

げている。都市ガスについては、ガス導管の被害率は低かった。これは、設備対策とし

てポリエチレン管や溶接鋼管等、耐震性の高い導管への取り替えを促進してきた効果

が大きく寄与したものと考えられる。 

 平成 28 年度は、仙台市水道局へのヒアリングを通じ、同市の上水道システムの被害

状況・復旧過程について整理した。特に、硬質塩化ビニル管（VP）における管路被害が

被害全体の７割弱を占めること、口径 75mm 以下の小口径管路における被害が大半であ

ることが明らかとなった。これを教訓として、平成 29 年度、30 年度の碧南市における

検討では「経年劣化した小口径塩化ビニル管の更新（耐震化）」を減災対策の一つとし

て作案している。 
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 平成 29 年度は、これまでの業務で得られた知見を実際のライフライン防災に活用す

るため、愛知県碧南市と協働して同市の上水道システムを対象とした減災対策を検討

した。同市の水道施設や管路の諸元、他自治体との連絡管の有無などを確認した上で、

過年度業務で得られた知見を踏まえつつ、「経年塩化ビニル管の更新（耐震化）」を含む

9 種の減災対策案を考案した。 

 平成 30 年度は、碧南市との協議を重ね、前年度に考案した減災対策案に新たな対策

を加え 11 種類の減災対策案とした（表３－１－（３）－２）。特筆すべき対策として、

東日本大震災における水道復旧事例にも見られた「仮設配管の敷設による給水再開の

早期化」を、管路被害が甚大な地域で実施することが効果的であると判断し、減災対策

の一つとしている。また、別途サブテーマ 1-b)で構築した水道システムの復旧シミュ

レーションモデルのうち、運搬給水車および管路修繕班の稼働可能数の精緻化を試み

た。 

 

表３－１－（３）－２ 上水道事業者の取りうる減災対策メニュー（11 種） 

 

 令和元年度（平成 31 年度）：平成 28 年度業務において、津波浸水エリアにおける復

旧の長期化事例を確認したことを踏まえ、サブテーマ 1-b)で試みた碧南市における上

水道復旧シミュレーションを、（先立って復旧が行われる）非浸水エリアに限定した形

で実施した。その結果、津波により発生した瓦礫の除去や交通インフラの復旧等、上水

道の復旧をコントロールできなくなる要因を除いた形での、現実的な復旧予測が可能

となった。 

 

2) 建築構造物 

a)建築構造物の被害 

東日本大震災における建築構造物の被害状況と得られる教訓について、その他の地

震災害の情報も併せて文献調査等により整理・考察した。重要な点は以下の通り。 

対策の種別 対策内容 碧南市での適用イメージ

配水拠点の耐震化
主力で運用していない配水場に耐震化を施す。

※主力の配水場は既に耐震化済み。
配水拠点の能力増強 主力で運用していない配水場の貯水量を増強する。

小口径管路の耐震化
小口径管路延⾧の大半を占める、経年塩化ビニル管の耐

震化を実施する。
中～大口径管路の耐震化 口径150mm以上の管路の耐震化を実施する。

管路のブロック化
管路網を細分化した区域（ブロック）ごとでの給水開始

や遮断を可能とする。

周辺事業者との連携
都道府県や近隣市町村

との連携

愛知県水道との支援連絡管や、近隣市町村との緊急時連

絡管、応急給水支援設備を有効活用する。

需要家による自助 市民による水の備蓄
上水道需要家一人あたり3L/日×3日の飲料水を備蓄す

る。（そのための啓発活動や備蓄水の配布を行う。）

仮設管路による仮復旧
液状化被害の甚大な地域において、修繕に替えて仮設管

路を敷設し、給水を再開する。
応急給水栓 市内の応急給水栓を現状の計画より早期に設置する。

耐震性貯水槽 指定避難所の近隣に耐震性貯水槽を配備する。

対策の複合的な実施

水道施設・管路の耐震化、

新規整備

応急復旧の充実

上記の対策を複合的に実施する。
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東日本大震災は広域で大震度が観測されたが、兵庫県南部地震などに比して構造物

の震動被害は必ずしも多くない。これは地震動の周期特性の相違や、活断層地震におけ

るキラーパルスのような波形特性が見られないことも影響している。2016 年熊本地震

では、活断層のずれに伴う大きな地動変位を観測し、免震や木造への影響が意識された。 

鉄筋コンクリート造は旧耐震基準の被害が顕著であり、層崩壊も見られた。非構造壁

の被害は集合住宅などで多く、継続使用が困難になる点が重要である。2016 年熊本地

震では RC 庁舎が使用不能となり、靭性能の大きい建物の応答変形が機能継続に関わる

ことが意識された。耐震補強済みの建物の被害、津波による構造被害など、防災対応に

おいて重要な知見が得られている。 

鉄骨造は兵庫県南部地震で見られた接合部等の顕著な構造被害は必ずしも多くない。

体育館などのブレース等の構造被害に加えて、広い面積の天井の落下などの被害が注

目され、特定天井の対策や避難施設の対策につながっている。 

木造住宅は、広域の被害状況から被害率曲線が推定されており、従来に比べ被害率が

低い傾向がある。地震動特性の影響に加えて、東北地方の住宅は耐震性が高いこと、ま

た強い地震の発生回数から弱い建物が減った可能性もある。地盤に関連して、造成地の

盛土被害や液状化の影響がみられ、あらためて地盤状況の把握の重要性が示された。 

超高層建物は首都圏で大きな応答となったが、構造躯体に大きな損傷を生じるほど

ではなく、非構造部材の損傷やエレベーターの停止、室内の什器等の被災が重要である。

震源から離れた大阪で超高層建物が大きく応答した例があり、長周期地震動の影響を

考慮した設計用入力地震動や高層建物の減衰性能の重要性が明らかになった。 

免震建物は期待される挙動を示したが、塑性ダンパーの劣化やエクスパンション部

分の損傷の例がある。熊本地震など活断層の地震で大変位地動が生じる場合には、免震

建物の応答変位が過大となる可能性も指摘されている。 

b)建築構造物と地盤の地震観測、構造モニタリング 

地盤の強震観測は 1995 年兵庫県南部地震以降に拡充され、気象庁、防災科研、自治

体計測震度網などにより全国約 5000 カ所で観測が行われている。東日本大震災では最

大震度７、東北から北関東の広域で震度６弱以上が観測された。 

建築構造物における地震観測は、全国統一の観測体制は今のところ整備されておら

ず、公的研究機関や民間がそれぞれの目的で観測を行っている。東日本大震災では広域

で多数の建物の強震記録が得られ、公表される例が多くなっている。高層建物、免制振

建物、宮城県の全壊建物（耐震補強済み）、大阪の超高層建物などの記録は、それぞれ

今後の耐震安全や機能維持の向上に影響を与えた。特に長周期地震動特性と高層建物

の応答は、設計におけるいわゆる基整促波につながった。 

建物の構造モニタリングは、東日本大震災時に首都圏で実施例があり、建物の継続使

用に有用だったことから注目を集め、実用化が進んでいる。靭性能に期待する構造物は

変形が大きくなり、震度６強以上の地震動ではある程度の構造損傷も起こりうること

から、機能継続を判断するシステムは重要である。広域大規模災害では技術者が不足す

るため、被災後の対応を迅速にするシステムの普及は必要性が高い。本研究では、1-b)

と合わせて実在する市庁舎建築（SRC 造 10 階建、新耐震、重要度係数 1.5）を対象に、

比較的簡易な観測体制を設置し、小地震における変形性状の把握を試みた。結果として
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構造解析結果とも整合し、モニタリングの有効性を確かめている（図３－１－（３）－

２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１－（３）－２ モニタリングに基づく構造解析（加速度と曲げモーメント） 

 

  3) 地盤・土構造物については、業務の全体構成を図３－１－（３）－３に示す。 

 

図３－１－（３）－３ 本業務（地盤・土構造物）の構成と実施方法 

 

平成 27 年度は、東日本大震災における土構造物を含む地盤災害の被害状況と教訓

について、文献調査を中心として整理した。地盤災害といっても、液状化被害、河川

堤防・道路盛土・鉄道盛土、造成地、ため池・アースフィルダムなどの土構造物被害、

自然斜面被害、災害廃棄物・津波堆積物などの地盤環境問題など、極めて多岐にわた

るため、液状化被害、河川堤防被害、造成地被害に絞って整理した。 

平成 28 年度以降は、液状化、河川堤防、斜面・盛土造成地に対して、現状の耐震診

断手法を整理しながら妥当性を確認し、現行法では考慮されていないことの影響評価

や問題点を抽出した。  

平成 28 年度は、地盤の液状化に対する対策効果や、河川堤防の浸透対策が地震時に

も有効であったかを調査した。液状化対策は東日本大震災においても有効であったが、
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安価かつ狭隘地でも施工できる工法の開発が望まれている。また、鋼管矢板による浸

透対策は、川面あるいは川裏どちらか一方にしか根入れされていない場合、根入れの

反対側で変位が大きくなり、対策が逆効果となる危険性があること、大きな補強効果

を得るためには、両岸ともに根入れを洪積層まで行うことが重要であることを示した。 

平成 29 年度は、河川堤防を対象として従来用いられる液状化判定法 FL 法の妥当性

を確認するとともに、FL 法の課題を指摘した。液状化ハザードマップをはじめとする

既往の地震被害予測は、鉛直一次元モデルに基づいているが、実際の地層は傾斜して

いる。特に地層不整形性が大きく、上部構造物による偏心荷重の影響を受けている地

盤では、一次元モデルに比べて地震時被害が閣外する危険性を指摘した。  

平成 30 年度は、河川堤防の耐震点検フローと地震時地盤変状予測解析手法の比較

を行った。現行のレベル２地震動に対する河川堤防の耐震点検フローにおける三次点

検においては、「地震時地盤変形解析」に基づく性能照査を実施することとなっている。

現状用いられている解析コードはそれぞれに長所・短所が存在するが、すべての解析

コードが砂質地盤の液状化を対象としており、粘性土の地震被害は考慮されていない

こと、レベル２地震動のような大きな揺れの場合、砂質土だけでなく N 値が小さい軟

弱な粘性土の地震被害も危惧されることを指摘した。解析コードごとに適用性・予測

精度・適用限界があることを理解した上で、目的と条件に応じて、技術者の判断で適

切に利用することが望まれる。  

令和元年度（平成 31 年度）は、降雨の影響が斜面における地震災害に及ぼす影響に

関する文献調査を実施した。先行降雨によって、地震時の斜面災害が発生した、ある

いは被害拡大に寄与した事例は数多く存在する。また地震時は被災しなくても地震中

に地盤が損傷を受け、その後の降雨によって崩壊に至る例も数多く報告されている。

自然斜面や盛土造成斜面の地震時安定性評価のためには、降雨等の影響を考慮した浸

潤面位置の特定が重要であることを指摘した。 

 

④ 強震動と津波の特性、生成メカニズムに関する評価：1)東北地方太平洋沖地震と

南海トラフ地震の長周期地震動レベル  

東北地方太平洋沖地震では、新宿の超高層ビルが十数分間以上にわたって大きく長

く揺れ、天井や配管などの被害やエレベーター閉じ込めが発生するなど、防災上の大き

な問題となった。  

この地震による長周期地震動の特性を K-NET 新宿（TKY007）地点の強震記録から

調べたところ、固有周期６～10 秒の速度応答スペクトルの強度は 30～40cm/s 程度（水

平動、減衰 5%）であり、震央距離がほぼ等しい 1944 年東南海地震（M7.9）の際に東京

（大手町、本郷）地点で観測された長周期地震動のレベルと同規模であった。また、こ

の地震において東北地方で観測された周期６〜10 秒の速度応答スペクトルは、2003 年

十勝沖地震（Mw8.0）において釧路、帯広、苫小牧で観測されたレベル（最大 100 cm/s

程度）と同程度であった（古村 , 2014）。このことから、Mw9.0 の地震規模に対し、観測

された長周期地震動のレベルは過去の M8 級の地震と同程度であったと見なすことが

できる。  

東北地方太平洋沖地震において長周期地震動の生成強度が過去の M8 級地震と比べ
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て想定的に弱かった原因を調べるために、近年、関東平野の周辺で発生した M７級の

震源の浅い（＜40 km）地震について、新宿地点での長周期地震動の生成強度を比較し

た。その結果、平野の北東方向（福島、宮城県沖、岩手県沖など）で起きた地震では、

他の方位（岩手、新潟、能登半島、和歌山県沖など）の地震に比べて長周期地震動の生

成強度（周期７〜８秒での速度応答スペクトル値）が 1/3 程度以下にしかならないこと

が分かった（Furumura, 2014）。  

この原因を３次元地下構造モデル（JIVSM; Koketsu et al. , 2008）を用いた地震波

伝播シミュレーションに基づき調査したところ、関東平野の北東方向では基盤深度の

変化が緩やかであり、かつ都心部に向けて尾根状に高まった基盤構造を持つために、表

面波がデフォーカスして振幅が弱まることが確認された。これに対し、南海トラフの方

位から関東平野に表面波が入射する場合には、平野端部での基盤深度の急激な変化に

より表面波が強く増幅され、そして基盤深度が深い都心に向けて、表面波がフォーカシ

ングすることで振幅が強まることが分かった（向井・他, 2018）。  

南海トラフ沿いで M9 級の超巨大地震が起きた場合の長周期地震動の生成を評価す

るために、東北地方太平洋沖地震の震源モデルを南海トラフ沿いに置いた地震動シミ

ュレーションを行った。その結果、関東平野の中心部（新宿地点）では、東北地方太平

洋沖地震の２倍以上の強い震幅を持つ長周期地震動の発生可能性が確認された。この

原因として、南海トラフ地震の震源が浅いこと、関東平野の３次元基盤構造の影響、こ

れは、伝播経路に存在する付加体での表面波が増幅と関東平野への表面波の誘導が起

きるためである。また、大阪平野では東北地方太平洋沖地震に比べて震源距離が小さく、

長周期地震動のレベルは東北地方太平洋沖地震の５倍以上となる可能性が示された（図

３－１－（３）－５）。 

 

 

図３－１－（３）－４ (a) 東北地方太平洋沖地震における、全国の長周期地震動分

布（固有周期 6 秒の速度応答スペクトル、減衰定数＝5%）と、2003 年十勝沖地震の速
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度応答スペクトルの比較（Furumura, 2014 による）。(b)十勝沖地震における苫小牧観

測点（HDK129）の地震動、東北地方太平洋沖地震での新宿観測点（TKY007）での地

震動、及び 1944 年東南海地震での東京大手町の地震動の比較。(c)３つの地震の速度応

答スペクトルの比較（H25 年成果報告書の図の再掲）。 

 

 

図３－１－（３）－５ 東北地方太平洋沖地震の震源モデル（Lee et al., 2011）を

用いた同地震による長周期地震動の再現（緑色）と、同震源モデルを南海トラフのフィ

リピン海プレート上面に置いた場合の長周期地震動シミュレーション結果（茶色）の比

較。東京地点（K-NET、TKY007 観測点地点）と大阪地点（OSK003 地点）の地震波形は地

動速度、東西成分を示す。地震波伝播のスナップショットは地震発生から 270 秒後の地

動の強さを現す（H26 年成果報告書の図の再掲）。 

 

2) 東北地方太平洋沖地震と熊本地震の震度７強震動特性の比較 

東北地方太平洋沖地震では、宮城県栗原市築館にて震度７の激しい揺れが観測され

た。その強度は、K-NET 築館観測点（MYG004)で最大 2,933cm/s/s(３成分合成値)になり、

100 cm/s/s 以上の揺れが 150 秒間以上長く続いた。これに対して、同様に震度７を観

測した M7 級の内陸地震（2016 年熊本地震、1955 年兵庫県南部地震、2004 年新潟県中

越地震）での震源近傍の強震動は、継続時間がせいぜい十数秒と短かく、M9 級の超巨

大地震と M7 地震による強震動の違いは明瞭である（図３－１－（３）－６）。 

また、震度７を示した４つの内陸地震の強震動を比べても、そこに含まる揺れの周期

成分が大きく異なっていることが分かった。たとえば、兵庫県南部地震と熊本地震の強

震動は、木造家屋を倒壊させる力を持つ、やや長周期（１〜２秒）の成分が強く（380

〜490 cm/s）含まれていたのに対し、新潟県中越地震の強震動ではその半分の 200 cm/s

程度であり、これが木造家屋の全壊・半壊率に関係した可能性が高い。一方、新潟県中

越地震では、ごく短周期地震動成分（周期 0.7 秒前後）が強く（470 cm/s 程度）、液状
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化や崖崩れなど地盤災害に大きな影響を与えた可能性がある。 

東北地方太平洋沖地震の強震動（築館）を見ると、周期１〜２秒の速度応答は 100 

cm/s 程度と小さい一方で、周期 0.2 秒前後のごく短周期地震動の速度応答レベルが大

きかった（最大 270 cm/s 程度）（図３－１－（３）－６）。これが、新潟県中越地震と

同様に、土砂崩れや液状化などの地盤災害と、木造家屋の倒壊率に結びついたと考えら

れ、同じ震度７の強震動でも被害の様相は地震毎に大きく異なると言える。 

東北地方太平洋沖地震における強震動の特徴は、太平洋プレート深部の強震動生成

域（SMGA）からの短周期地震動の強い放射と、岩盤上に薄い砂層が覆った東北地方北上

山地などの特徴的な地盤構造による高周波成分の強い増幅現象の効果が考えられる。

従って、南海トラフ巨大地震の強震動は、東北地方太平洋沖地震とは異なる可能性が高

く、木造家屋に大きく影響する周期１〜２秒の周期帯の強震動の生成には注意が必要

である。 

 

 

図３－１－（３）－６ 震度７の強震波形記録（加速度、南北成分）と、速度応答

スペクトル（水平動、減衰定数５％）の比較。2016 年熊本地震（益城町）、1995 年兵

庫県南部地震（葺合）、2004 年新潟県中越地震（小千谷）、2011 年東北地方太平洋沖

地震（築館）。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

①東日本大震災の教訓に関する３つのデータベース「3.11 からの学びデータベース」、

「震災教訓文献データベース」、「動画でふりかえる 3.11」を開発・実装し、高頻度で

利用されていることを確認した。これらのデータベースを継続的に更新・維持すること

や、個人や地域の防災計画に役立てるワークショップ等の開発が重要となってくる。 

災害を「生きる力」を向上させる人材育成プログラムとして、大学での半期の講義形

態のものを開発・実装し、その効果を確認した。大学講義以外での「生きる力」向上さ

せるプログラムを開発することが重要となる。 

防災関心層を対象にした東日本大震災の教訓の理解度を評価し、その内容について

理解度に差があることを確認した。防災の非関心層を含めた理解度の調査を行うとと

もに、教訓の理解がもたらす防災行動への影響についても慎重に検討を進めることが

必要である。 
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②(e) 日本大震災で大きな被害を受けた地域にカメラを設置し、連続的に復興プロ

セスを観測することで復興プロセスを連続的に観測することが可能となり、また復興

の進捗状況を画像データから読み取ることが可能になった。また連続観測画像を動画

化し、事前復興計画策定時の資料として利用することが可能になった。現在も復興途上

にある地域もあり、本プロジェクト終了後も確実に観測を継続していくことを検討す

べきである。 

③1）ライフライン（上水道）については、南海トラフ巨大地震がいつ襲来してもお

かしくない中、より効果の高い防災減災対策を的確に選定し、講じていくことが肝要で

あり、これはライフラインの「備え」や「応急対応」においても例外ではない。本業務

では東日本大震災で発生したライフライン被害と、その復旧の推移を教訓としながら、

今後の上水道インフラの強靭化や被害の低減を図る上で有用な対策について体系的に

網羅した。  

上記の成果と、別途サブテーマ 1-b)地震津波被害予測研究で構築した復旧シミュレ

ーションモデルを活用することで、上水道事業者毎に各対策の減災効果について定量

把握することが可能となった。この成果は、当該事業者による上水道の強靭化計画の策

定に際し有効に活用できると考えられる。 

 2) 建築構造物については、東日本大震災およびその他の地震災害の被災状況から、

人命にかかわる構造損傷を防ぐだけでなく天井等の非構造や室内被害の対策が重要で

あること、災害対応に重要な施設や住宅などでは被災後の機能維持が必須であること

などの知見が得られた。構造物の被災状況を迅速かつ的確に判断しうる構造モニタリ

ングは、大規模地震災害におけるきわめて多数の建物の同時被災において、重要な役割

を果たす。さらなる発展のためには、センサによる個々の建物の状況把握をすることが

重要となる。 

 3) 地盤・土構造物については、東日本大震災における被害調査報告やその後の被害

分析結果をもとに再整理するとともに、1-b)との連携を通して、地震応答解析や 1G 場

振動台実験結果から得られた知見も考慮した。 

④東北地方太平洋沖地震は、Mw9.0 の超巨大地震であったが、強い揺れによる被害は

液状化や斜面崩壊など地盤災害が顕著であった一方で、住宅倒壊の被害は地震の規模

から考えると 1995 年兵庫県南部地震、2004 年新潟県中越地震、2016 年熊本地震等の

M7 級の内陸地震と比べて相対的に小さかった。この原因は、強震動には極短周期（0.2

〜0.3 秒前後）の成分が強く含まれ、また継続時間が長い特色があったが、木造家屋を

倒壊させる周期１〜２秒の成分が弱かったためである。こうした特徴は、東北地方太平

洋沖地震の特異性と考え、南海トラフ巨大地震には当てはまらない可能性が高く、強い

揺れへの注意が必要である。 
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3.2 地震・津波被害予測研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「地震・津波被害予測研究」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

名古屋大学減災連携研究センター センター長・教授 

副センター長・教授 

副センター長・特任教授 

准教授 

准教授 

特任教授 

特任教授 

特任教授 

特任教授 

特任准教授 

特任准教授 

特任准教授 

特任助教 

客員准教授 

研究員 

福和伸夫 

野田利弘 

田代喬 

長江拓也 

平山修久 

新井伸夫 

武村雅之 

護雅史 

利藤房男 

菅沼淳 

都築充雄 

山﨑雅人 

北川夏樹 

宮腰淳一 

石原宏 

名古屋大学災害対策室 教授 飛田潤   

名古屋大学工学研究科 准教授 中井健太郎  

名古屋大学環境学研究科 助教 平井敬   

名古屋大学地震火山研究センター 准教授 山中佳子 

東京大学工学系研究科 准教授 廣井悠 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 技術研究員 今井健太郎 

徳島大学大学院 教授 馬場俊孝 

東北大学災害科学国際研究所 教授 今村文彦 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

 

部門長 

総括主任研究員 

主任研究員 

副部門長・主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

研究員 

主幹研究員 

主幹研究員 

契約研究員 

藤原広行 

平田賢治 

河合伸一 

中村洋光 

森川信之 

前田宜浩 

佐伯琢磨 

先名重樹 

大角恒雄 

東宏樹 
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契約研究員 内山庄一郎 

東京大学地震研究所 教授 

特任助教 

古村孝志 

原田智也 

 

(c) 業務の目的 

広域リスク評価については、災害パターンの類型化手法を高度化して広域的に評

価を行うとともに、類型毎に災害シナリオを作成した。その際、地域の類型化の結

果から、各シナリオで地域類型毎に被害・復旧状況について整理する 。 

最終的に、本プロジェクトで実施した南海トラフの地震・津波を対象とする現在

～将来の確率論的リスク評価や、評価に基づく災害シナリオ等の研究成果をとりま

とめ、1-e)と連携し、地域リスク評価とともに、「南海トラフ広域地震災害情報プラ

ットフォー ム」を介して外部に提供可能にする。 

地域リスク評価については、自治体のアクションプランへの反映、地域の減災戦

略構築、地域企業の BCP/DCP 検討等への展開を目標に、対象地点に対する地震動、

地盤応答と堤防沈下予測、市街地津波氾濫水予測、発災後対応を視野に入れた庁舎

建物の構造・室内被害評価、対策計画等の実効性の向上に資する重要道路の抽出、

上水道の設備投資方針決定判断材料の提供を行う。また、地域の経済被害について

は、広域リスク評価での経済被害の評価手法と同様の応用一般均衡モデルを用いて

いるため、広域と地域の経済的連関にも着目しつつ、詳細な産業連関表に基づく地

域の経済被害を推計する。さらに、中長期的な視点から、廃棄物処理に対する災害

時空間的減災戦略の構築や災害対応リソースに関する優先順位検討や地域スケール

での復興計画策定に資する情報提供を行う。また、1-e)と連携し、南海トラフ広域

地震災害情報プラットフォー ム」を介して外部に提供可能にする。 

最終的に、広域リスク評価として、本プロジェクトで実施した南海トラフの地震・

津波を対象とする現在～将来の確率論的リスク評価や、評価に基づく災害シナリオ

等の研究成果をとりまとめ、地域リスク評価として、予測技術の確立によりこれま

でに検討した地域リスクの総合的評価に基づき、地域の自治体等の防災計画等への

基礎的資料としての活用に資するべく、地域の状況に応じた重要リスクの抽出と評

価について整理する。さらには、2016 年熊本地震や 2018 年に発生した一連の自然

災害などを踏まえ、本プロジェクトで評価の俎上に載ることのなかった重要リスク

の抽出と課題整理を行う。 

 

(d) ７か年の年次実施業務の要約 

平成 25 年度： 

広域リスク評価に必要な人口や建物等のモデルの整備を行った。人口モデルは将

来人口推計を適用し、建物モデルは建物滅失率を考慮した。津波は既往被害事例を

網羅的に整理した。地域リスク評価に必要なハザード予測・構造物応答予測手法の

開発を行った。 

平成 26 年度： 

暫定的な広域リスク評価を実施した。地震発生の時期や規模等の各種要因のばら
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つきがリスク評価に与える影響度を把握した。津波被害を地形特性等の観点から分

類し、地域リスク評価に必要な火災、ライフライン被害、経済被害の予測モデルの

構築を行った。 

平成 27 年度： 

直線海岸を有する地域の木造建物被害関数の構築、高精度地震動予測手法の開発

とそれによる地震動のデータベース化、防波堤の地震時変形挙動と地盤・建物の動

的相互作用を考慮した建物応答予測に関する検討、発災後の電力需給ギャップの想

定と電力供給設備対策の現状抽出、開発被害予測手法による巨大地震時の上水道設

備の被害と復旧の予測、現在から将来における地震・津波の確率論的ハザード情報

を利用した建物被害と人的被害の広域リスク評価、帰宅困難者の移動が地域の避難

行動に及ぼす影響の量的把握、および全国 47 都道府県間動的応用一般均衡モデル

による巨大地震時の製油所被災の経済被害の推計を実施した。 

平成 28 年度： 

徳島市を対象とした長期湛水のモデリング、中京地域の地震動を予測する WEB シ

ステムの開発、盛土造成斜面の地震時変状メカニズムの解明、熊本地震で被災した

建物における地盤・建物の相互作用の影響の検討、基礎滑りを許すことによる建物

の耐震性向上に向けた要素実験とその分析、南海トラフ巨大地震時に想定される電

力需給ギャップ解消のための需要抑制の可能性の検討、長期断水が経済に及ぼす影

響の検討、道路閉塞と帰宅困難者の渋滞、消防運用を考慮した大都市における避難

シミュレーションの開発、全国 207 生活圏単位での南海トラフ地震による経済被害

予測を実施した。また、対策の有無による広域リスク評価結果を比較することで、

対策の効果を定量的に評価した。 

平成 29 年度： 

地域リスク評価については、特定地域として具体的に碧南市を対象にし、平成 28

年度に構築した長周期地震動作成システムの拡張と地震動短周期成分の付加および

建物応答の映像化、河口付近の地盤と盛土の弾塑性モデル化と地震応答評価、高解

像度な津波氾濫過程解析に向けた環境整備と津波被害軽減に資する基礎的な対策手

法についての検討、市庁舎の常時微動計測による建物振動特性分析、災害廃棄物の

収集運搬と仮置場の確保を考慮した災害廃棄物処理フローモデルの構築、水道事業

の被害予測と設備の耐震化による被害軽減効果の定量的評価を行うとともに、碧南

市を含む圏域について、工業統計調査等に基づく市区町村単位の産業連関の可視化

を用いた評価、災害後の避難・移住行動を記述する数理モデルの構築、電力関連種

施設の位置情報を用いた重要道路の優先順位検討ツールの開発と評価の試行などを

実施した。広域リスク評価については、発災後の災害シナリオの高度化のため、直

接被害を受けない地域の間接被害の試算が可能な応用一般均衡モデルを利用し、間

接被害の算出方法について検討した。 

平成 30 年度：  

広域リスク評価は間接被害の算出手法を高度化し、評価を行った。また、特徴的

な災害パターンを類型化するための手法の検討を行い、広域での評価に向け一部地

域で類型化を試行した。具体的には、経済活動別ＧＤＰの構成比等を参考に、サー
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ビス業を「卸売・小売」「金融・保険」「不動産」「運輸・通信」「サービス」に細分

化し、応用一般均衡モデル（ＣＧＥモデル）を改訂した。次に、次年度に災害シナ

リオを作成することを念頭に、その際のシナリオ地震を６シナリオ設定し、改良し

たＣＧＥモデルを利用して、南海トラフで発生する間接被害の試算を実施した。試

算の結果、間接被害額（ＧＤＰ減少額）は 60～140 兆円と推定される結果となった。

また、各地域で、特徴的な災害パターンを類型化するため、過去の被害地震の被災

地の災害事象別（揺れ・津波等）の建物被害率や人口動態等の統計値を利用し、市

区町村単位で地域別の災害パターンを類型化する手法検討するとともに、設定した

シナリオ地震が発生した場合の類型化を試行し、シナリオ地震の被災地を、被害の

様相として７類型に、社会・経済的特長として５類型に分類した。 

地域リスク評価は、具体的なモデル地域とした碧南市等を対象に、地域活動の枢

要地域を中心とした減災戦略立案に向けた以下に示す検討や予備解析・試算などを

実施した。地震動の影響などを考慮した複合被害シナリオにおける津波氾濫解析と

長期湛水解析を実施し、より実像に近い津波被害予測を検討した。ここでは、想定

南海トラフ巨大地震に対する河川堤防の沈下量を水～土骨格連成有限変形解析に

より評価した結果を津波氾濫解析に組み込み、堤体基礎などの脆弱性が浸水域に与

える影響を調べた。また、発災時対応の中心となる碧南市役所建物のモニタリング

及び被害予測に向けた予備解析の実施、碧南市上水道システムの被害軽減シミュレ

ーションや災害廃棄物処理フローモデルを用いた対応策の提示、電力復旧のための

道路の優先順位付けツールの開発と試算、碧南市を含む周辺市町村間の経済的関係

の産業間取引レベルでの分析、ならびに国土復興シミュレーションツールの開発と

試算を行った。 

平成 31 年度（令和元年度）： 

広域リスク評価は災害パターンの類型化手法を高度化して広域的に評価を行う

とともに、地域類型を反映した災害シナリオを作成した。これに加えて、ハザード・

リスク評価や災害シナリオ、および対策前後のリスク評価によるリスク低減効果の

評価結果を総括し、南海トラフ沿いに発生しうる巨大地震に対して戦略的に備える

ための基盤情報として本プロジェクト 1-e 等と連携し、1-e による「南海トラフ広

域地震災害情報プラットフォーム」（Ver.２）を介して提供可能となるよう、WebGIS

でのマップ情報等の汎用的な形で、研究成果を整理した。 

地域リスク評価については、自治体のアクションプランへの反映、地域の減災戦

略構築、地域企業の BCP/DCP 検討等への展開を目標に、対象地点に対する地震動、

地盤応答と堤防沈下予測、市街地津波氾濫水予測、発災後対応を視野に入れた庁舎

建物の構造・室内被害評価、対策計画等の実効性の向上に資する重要道路の抽出、

上水道の設備投資方針決定判断材料の提供を行った。また、地域の経済被害につい

ては、広域リスク評価での経済被害の評価手法と同様の応用一般均衡モデルを用い

ているため、広域と地域の経済的連関にも着目しつつ、詳細な産業連関表に基づく

地域の経済被害を推計した。さらに、中長期的な視点から、廃棄物処理に対する災

害時空間的減災戦略の構築や災害対応リソースに関する優先順位検討や地域スケ

ールでの復興計画策定に資する情報提供を行った。また、1-e)と連携し、「南海トラ
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フ広域地震災害情報プラットフォー ム」を介して外部に提供可能とした。 

最後に、７年間の成果のまとめとして、広域リスク評価として実施した南海トラ

フの地震・津波を対象とする現在～将来の確率論的リスク評価や、評価に基づく災

害シナリオ等の研究成果をとりまとめ、地域リスク評価として検討した地域リスク

の総合的評価に基づき、地域の自治体等の防災計画等への基礎的資料としての活用

に資するべく、地域の状況に応じた重要リスクの抽出と評価について整理した。さ

らには、2016 年熊本地震や 2018 年に発生した一連の自然災害などを踏まえ、本プ

ロジェクトで評価の俎上に載ることのなかった重要リスクの抽出と課題整理を行っ

た。 

 

(e) 平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

広域リスク評価は災害パターンの類型化手法を高度化して広域的に評価を行う

とともに、地域類型を反映した災害シナリオを作成する。これに加えて、ハザード・

リスク評価や災害シナリオ、および対策前後のリスク評価によるリスク低減効果の

評価結果を総括し、南海トラフ沿いに発生しうる巨大地震に対して戦略的に備える

ための基盤情報として 1-e)等と連携し、1-e)による「南海トラフ広域地震災害情報

プラットフォーム」（Ver.2）を介して提供可能となるよう、WebGIS でのマップ情報

等の汎用的な形で、研究成果を整理する。 

地域リスク評価については、自治体のアクションプランへの反映、地域の減災戦

略構築、地域企業の BCP/DCP 検討等への展開を目標に、対象地点に対する地震動、

地盤応答と堤防沈下予測、市街地津波氾濫水予測、発災後対応を視野に入れた庁舎

建物の構造・室内被害評価、対策計画等の実効性の向上に資する重要道路の抽出、

上水道の設備投資方針決定判断材料の提供を行う。また、地域の経済被害について

は、広域リスク評価での経済被害の評価手法と同様の応用一般均衡モデルを用いて

いるため、広域と地域の経済的連関にも着目しつつ、詳細な産業連関表に基づく地

域の経済被害を推計する。さらに、中長期的な視点から、廃棄物処理に対する災害

時空間的減災戦略の構築や災害対応リソースに関する優先順位検討や地域スケール

での復興計画策定に資する情報提供を行う。また、1-e)と連携し、「南海トラフ広域

地震災害情報プラットフォー ム」を介して外部に提供可能とする。 

最後に、７年間の成果のまとめとして、広域リスク評価として実施した南海トラ

フの地震・津波を対象とする現在～将来の確率論的リスク評価や、評価に基づく災

害シナリオ等の研究成果をとりまとめ、地域リスク評価として検討した地域リスク

の総合的評価に基づき、地域の自治体等の防災計画等への基礎的資料としての活用

に資するべく、地域の状況に応じた重要リスクの抽出と評価について整理する。さ

らには、2016 年熊本地震や 2018 年に発生した一連の自然災害などを踏まえ、本プ

ロジェクトで評価の俎上に載ることのなかった重要リスクの抽出と課題整理を行う。 

 

 (2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 津波被害予測 

(a) 業務の要約 
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本業務では、愛知県の巨大産業を支えるサプライチェーンを擁する地域のひとつ

である碧南市を対象として、南海トラフ巨大地震による地震動に対する堤体基礎の

沈下量を考慮して、津波氾濫解析とそれに伴ったプレジャーボートを対象とした漂

流物解析を行い、堤体基礎の脆弱性が氾濫過程と漂流物拡散に与える影響について

検討を行った。堤体基礎の沈下や直立堤の崩壊、樋門開閉を考慮することにより津波

浸水域と漂流物の拡散過程や集積分布は大きく変化し、漂流物の拡散経路も変化す

ることが明らかになった。 

 

(b) 業務の成果 

1) 堤体基礎の地震動脆弱性を考慮した津波氾濫解析  

a) 背景  

本業務では矢作川河口域において高度な土地利用展開されてきた愛知県碧南市を

モデル地区として、南海トラフ巨大地震による地震動に対する堤体基礎の沈下量を

水～土骨格連成有限変形解析によって評価した。この解析結果を津波氾濫解析に組

み込む。氾濫解析は建物を地形と底面摩擦として取り扱う合成地形モデル 1)を用い、

それを入力条件とした漂流物の拡散解析を行う。当該年度では海岸・河岸構造物の

被害状況、潮位、建物の影響による漂流物の拡散過程、影響範囲と集積状況を明ら

かにすることを目的とする。  

   b) 解析対象領域  

    本研究の対象領域である愛知県碧南市は、三河湾北部沿岸に位置し、周囲を水域

で囲まれている碧海台地と矢作川沖積地からなる平坦地であり、愛知県の巨大産業

を支えるサプライチェーンを擁する地域のひとつである。図３－２－（２）－①－

１に愛知県碧南市の位置と津波数値解析領域、図３－２－（２）－①－２に碧南市

市街地に注ぐ蜆川と樋門位置を示す。本検討では平成30年度の成果に基づき、堤体

基礎部の地震動応答解析を行い、堤体の沈下量を津波氾濫解析に反映させた。詳細

は今井・他2)を参照されたい。  
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図３－２－（２）－①－１ 愛知県碧南市の位置と津波数値解析の対象領域。空間格子間
隔は R1 : 810 m、R2 : 270 m、R3 : 90 m、R4 : 30 m、R5 : 10 m、R6 : 10/3 m である。 

 

 

図３－２－（２）－①－２ 碧南市市街地に注ぐ蜆川と樋門位置  

  

c) 漂流物拡散解析 

対象とする漂流物は、平成 29 年度に実施された「南海トラフ巨大地震津波による

津波漂流物拡散解析業務」の中で実施した現地調査より、蜆川両岸に係留されてい

た船舶を想定した。写真３－２－（２）－①－１に現地調査における船舶状況を示

す。  

漂流物である船舶は、小型漁船程度を想定として表３－２－（２）－①－１に示

す漂流物諸元を設定した。以下のその条件を示す．  

①漂流物の喫水については、船底までの 0.5m を想定  

②漂流物（船舶）の初期位置である係留位置は、Google Earth による 2017 年
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5 月 30 日撮影（全 308 隻）の空中写真から判読した。  

③漂流物（船舶）の漂流開始の条件として、漂流開始は、係留なしとした。現

地調査より、蜆川両岸に係留されている船舶は、写真３－２－（２）－①－

４に示すように、護岸に設置された簡易的な金具等に係留ロープが結ばれて

いる状態である。よって、地震動や広域地盤沈下あるいは堤体の液状化に伴

う沈下等による係留金具の破損により、係留は十分に機能しないもと推測さ

れる。  

④漂流物（船舶）の諸元で設定した喫水 0.5m（浸水深 0.5m）を下回る浸水深の

場合に停止するとした。 

漂流物の拡散解析は、後藤 3)による漂流物拡散モデルを利用した。漂流物の水平

方向の運動は、慣性、水流の圧力勾配、付加質量、流水抵抗と拡散により記述でき

る。解析は、拡散を除く 4 種類の力の釣り合いを決定論的に扱い、拡散は、決定論

的に定まる漂流物の位置のずれと考えて確率論的に扱った。拡散解析にあたっては、

以下の項目に留意した。 

①対象とする漂流物は、蜆川両岸に係留されている船舶を対象に実施した。 

②漂流物の物理特性（慣性質量、投影面積および漂流開始水深等）の設定内容

については、一般的な漁船を対象として検討を行った。 

③計算モデルの制限として、漂流物から津波への反作用や漂流物同士の衝突や

建物からの反作用は考慮しない。 

    時刻 t=0 に座標 X0 に存在していた漂流物が、t 時間後に座標 X に移動したものと

する。決定論的な力の釣り合いは、ut、u をそれぞれ漂流物の速度および水粒子速度

とすると、次の式で表される。  

 

(1) 

 

   ここで、ρt、ρはそれぞれ漂流物および水の密度、V は漂流物の体積、A は漂流物

の接水投影面積である。また、CM、CD はそれぞれ漂流物の付加質量係数および抵抗

係数である。 

漂流物の拡散によるずれは、拡散係数κを満たす散らばりとなるように（0、1）

間の一様乱数ξを用いて定める。これより、漂流物の位置は、次の式で計算するこ

とができる。 

 

(2) 

 

ここで、t=nΔt、Δt：時間発展間隔、n：計算ステップ数、κ：拡散係数、ξk：

一様乱数である。 

 

(3) 
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(4) 

 

(5) 

 

ここで、Re：レイノルズ数、Fr：フルード数である。 

 なお、漂流物衝突による構造物の損壊は考慮していない。 

 

  

写真３－２－（２）－①－１ 蜆川両岸に係留された船舶状況  

 

表３－２－（２）－①－１ 漂流物諸元  

漂流物 形状 底辺 高さ 密度 喫水 

小型漁船 円柱形 6.4 m 1.2 m 108.5 kg/m3 0.5 m 

 

  25.022/1 1.05.3291.0 reD FRC  

78.1MC
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写真３－２－（２）－①－２ 蜆川両岸された船舶位置 

 

 
写真３－２－（２）－①－３ 蜆川両岸に係留された漂流物（船舶）の初期配置分布図

【全 308 隻】。漂流物の初期位置は図中の青色丸で示している。 
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写真３－２－（２）－①－４ 蜆川両岸の係留金具の例 

 

d) 解析結果 

津波氾濫解析は、今井・他3)と同様であるため結果のみ示す。図３－２－（２）－

①－３に堤体基礎の沈下量に応じた各被害ケースに応じた地震発生から６時間後ま

での最大津波浸水深分布を示す。当該沿岸に到達する津波高は２m程度であるため、

Case１においては、衣浦港では若干の浸水が認められるが、蜆川流域において、津

波は直立堤を越流することがないため、市街地に津波は溢れないことがわかる。 

Case１において、伏見屋樋門より下流では蜆川における河岸堤体基礎天端の沈下

により、右岸側で津波の浸水が生じる。これは、右岸側基礎堤体の方が、沈下量が

大きいためである。Case２は伏見屋樋門が開門している条件である。この樋門より

上流では堤体基礎や直立堤が整備されていないため、この地点より上流から氾濫し

た津波は左岸南部の低平地に流れ込むことになる。 

Case３では直立堤崩壊により、さらなる浸水域の拡大が生じていることがわかる。 

Case３と４の比較から、直立堤が崩壊する場合、伏見屋樋門開閉の影響は僅かであ

ることがわかる。これは、護岸機能の消失により蜆川沿岸から津波が越流すること

により、伏見屋樋門周辺の津波流入量が減少したためと考えられる。 

これらの津波氾濫解析において、各ケースで得られた浸水深と流速分布の時系列

を入力条件として、式(1)から(4)に従って漂流解析を行った。 

各ケースに対する漂流物の拡散過程を図３－２－（２）－①－４に示す。図３－

２－（２）－①－４(a)の Case１において、相対的に右岸の沈下量が多いことから、

右岸側で浸水が始まるため、それに伴って漂流物も右岸側の市街地に流れ込む様子

がわかる。ただし、その量をそれほど多くない。また、伏見樋門が閉まっているた

め、樋門より上流には漂流していない。  

図３－２－（２）－①－４(b)の Case２においては、樋門より下流は Case１と同

様であるが、樋門が開いているため、漂流物は樋門より上流まで漂流するようにな

る。樋門より上流部の河岸には堤体部やパラペットが存在しないため、比高の低い

左岸から漂流物は市街地に流れ込む様子が確認できる。 

堤体上部のパラペットも堤体沈下とともに破損する Case３の図３－２－（２）－

①－４(c)においては、樋門下流部の両岸から漂流物が市街地にながれ込む様子が
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確認できる。また、津波とともに樋門まで押し流された後に、樋門によって津波が

せき上げられることによって、樋門近傍の比高の低い左岸から漂流物が流れ込んで

いる様子がわかる。さらに、市街地への流れ込む津波浸水の拡大とともに、左岸南

部まで漂流物が到達していることが確認できる。 

樋門が開いている条件の Case４の図３－２－（２）－①－４(d)では、Case２と

Case３の漂流拡散の傾向を合わせたように、漂流物の拡散が確認できる。 

図３－２－（２）－①－５に各ケースにおける 6 時間後の漂流物の軌跡および集

積位置を示す。漂流物は道路沿って漂流していることがわかる。これは構成地形モ

デルにより建物構造物による遮蔽効果の影響により津波氾濫の流束が道路に沿って

いるためである。このように、合成地形モデル上で漂流物拡散解析を行うことによ

り、より現実的な漂流予測が可能となる。 

 

 

図３－２－（２）－①－３  堤体基礎の沈下量に応じた各被害ケースに応じた地震発生
から６時間後までの最大津波浸水深分布  

 

 



75 

 

 

(a) Case１ 

図３－２－（２）－①－４ 漂流物漂流過程  
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(b) Case２ 

図３－２－（２）－①－４ 漂流物漂流過程  
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(c) Case３ 

図３－２－（２）－①－４ 漂流物漂流過程  
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(d) Case４ 

図３－２－（２）－①－４ 漂流物漂流過程  

 



79 

 

 

(a) Case１ 

図３－２－（２）－①－５ ６時間後の漂流物の軌跡および集積位置。青丸は初期位置、

赤丸は最終集積位置、黒実線は漂流軌跡を示す。  
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(b) Case２ 

図３－２－（２）－①－５ ６時間後の漂流物の軌跡および集積位置。青丸は初期位置、

赤丸は最終集積位置、黒実線は漂流軌跡を示す。  
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(c) Case３ 

図３－２－（２）－①－５ ６時間後の漂流物の軌跡および集積位置。青丸は初期位置，

赤丸は最終集積位置、黒実線は漂流軌跡を示す。  
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(d) Case４ 

図３－２－（２）－①－５ ６時間後の漂流物の軌跡および集積位置。青丸は初期位置，

赤丸は最終集積位置、黒実線は漂流軌跡を示す。  
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(c) 結論ならびに今後の課題 

愛知県碧南市をモデル地区として、想定南海トラフ巨大地震による地震動に対す

る堤体基礎の沈下量を水～土骨格連成有限変形解析によって評価し、この解析結果

を津波氾濫解析に組み込むことで、堤体基礎の脆弱性が浸水域や漂流物拡散に与え

る影響について検討を行った。  

津波氾濫解析において、蜆川流域の堤体基礎が沈下するが河岸構造物は機能する

場合は右岸堤体基礎の沈下量が大きいために蜆川北部に浸水が集中し、蜆川中流域

の樋門の開閉の影響により蜆川南部にも浸水域が拡大する。浸水域の拡大や堤体基

礎の被害状況に応じて、漂流物の拡散過程や集積状況も大きく変化することが明ら

かになった。中小河川や一部の港湾施設を擁する地域においては、これら構造物の耐

震化の重要性を示していることはもちろんのこと、強震動による海岸・河岸構造物や

堤体基礎部の脆弱性が津波ハザード評価に与える影響を無視できないことを示して

いる。 
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② 地震動 

(a) 業務の要約 

地盤震動の研究としては、平成 30 年度に構築した３次元有限差分法によるグリー

ン関数の補間を利用した強震動評価法を利用して、震源モデルの構成による予測地震

動の違いを評価した。 

 

(b) 業務の実施方法 

本業務の実施方法について説明する。平成 30 年度に検討を行ったグリーン関数の補

間を利用した強震動評価法では、震源域のうち、震度への影響が小さい背景領域は考

慮せず、強震動生成域（以下、SMGA と表記する）のみの強震断層モデルで評価する。

厳密に地震動を計算する場合は、SMGA を構成するすべての要素断層について、全地表

面に対するグリーン関数をあらかじめ計算しておき、震源過程に応じて適切に合成す

ることで地震動を評価する。一方、グリーン関数の補間を利用する場合は、一部の要

素断層によるグリーン関数のみ３次元有限差分法 1) により計算する。図３－２－（２）

－②－１に計算方法の概念図を示す。(a)は評価地点近傍の SMGA である。これは評価

地点の地震動に大きな影響を与えるため、すべての要素断層についてグリーン関数を

理論的に計算する。(b)は評価地点からある程度離れた SMGA である。この場合、各要
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素断層からの地震波の伝播経路は近接しており、要素断層ごとのグリーン関数の波形

の差は小さいと考えられる。そのため、SMGA の四隅の要素断層によるグリーン関数を

理論的に計算しておき、残りの要素断層によるグリーン関数はそれらの補間により求

める。これを補間によるグリーン関数と呼ぶ。(c)は評価地点から非常に遠い SMGA で

ある。この場合、要素断層ごとのグリーン関数の波形の差はほぼ無いものと考えられ

る。そのため、SMGA を代表する要素断層ひとつによるグリーン関数のみを理論的に計

算しておき、他の要素断層に対してもこれを代用する。その際、地震動の評価地点と

要素断層間の距離による補正、走時の補正等を行わず、破壊時刻の分だけ時間シフト

させ合成する。平成 30 年度の検討により、南海トラフ地震の東海域の SMGA に対して

は、(b)の補間を利用する地震動評価法が有効であることがわかっている。令和元年度

は、グリーン関数の補間を利用した地震動評価法により、震源断層のモデル化の違い

が地震動予測結果に及ぼす影響について検討を行った。 

図３－２－（２）－②－２に、内閣府の南海トラフの巨大地震モデル検討会による

震源モデル 2) を示す。あわせて、３次元有限差分法の計算に用いた地下構造を地震基

盤面の深さ分布として示した。このうち、本業務では番号１、２、３、４の SMGA によ

る地震動を評価対象とした。表３－２－（２）－②－1 に各 SMGA の諸元を示す。これ

らのSMGAを２×２、３×３、４×４、５×５に再分割した震源モデルを図３－２－（２）

－②－３のように作成し、これによる予測地震動の変化を検討した。まず、図３－２

－（２）－②－２中の要素断層 A, B, C, D について、愛知県碧南市域を中心とする地

域の地震動を表すグリーン関数を３次元有限差分法により計算し、これを uA(t), 

uB(t), uC(t), uD(t)とする。このとき、震源時間関数としては表３－２－（２）－②

－１に示すライズタイムを有する Smoothed Ramp Function を時間微分した関数を採

用した。これらのフーリエスペクトルを ( )( ) ( ) ji

j jU e     として、フーリエ振幅 ( )j 

と群遅延時間
gr ( ) ( )j jt d d    に対して空間補間を施すことにより、異なる位置の要素

断層による地震動を表すグリーン関数を推定した。ここで、群遅延時間の算出には、

佐藤・他の計算法 3) を用いた。空間補間は、補間対象の量 V の値を緯度φと経度λの

１次関数として V = aφ + bλ + c とモデル化し、図３－２－（２）－②－２の要素

断層 A、B、C、D に対する値を標本として最小二乗法的に係数 a、b、c を決定すること

で行った。また、再分割後の要素断層の破壊時刻も同様の空間補間によって設定し、

波形合成により東海域の震源による地震動を計算した。 

なお、３次元有限差分法による計算は防災科学技術研究所による地震動計算ソフト

ウェア GMS 4) を用いて行い、工学的基盤面（VS =500 m/s）での地震動とした。空間格

子の大きさは 250m、時間刻みは 0.0125s、計算結果の有効周期範囲は 2.5s 以上であ

る。 

なお、論文中の一部の図の作成に Generic Mapping Tools (GMT)5) を使用した。 

 

(c) 業務の成果 

図３－２－（２）－②－４に、図３－２－（２）－②－２に示した要素断層 A、B、

C、D の破壊による地震動を表すグリーン関数を示す。地震動予測対象地点は碧南市中

心部付近の１地点とした。いずれも、周期３s 弱の成分が卓越している。また、陸域に
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近い要素断層 C、D のグリーン関数が比較的振幅が大きいことがわかる。 

図３－２－（２）－②－５に、図３－２－（２）－②－３に示した再分割後の要素

断層 a、b、c、d による地震動を表すグリーン関数を示す。これらは、グリーン関数の

補間を利用する方法によって計算されたものである。再分割後の要素断層 a、b、c、d

はそれぞれ元の要素断層 D、C、A、B に近い位置にあり、これに対応してグリーン関数

の振幅の大小の傾向が似通ったものになっていることがわかる。しかし、通常のグリ

ーン関数とは異なり、負の時刻の領域にも値が現れている。すなわち、時間関数とし

ての因果性が崩れている。これは、グリーン関数の補間の際、フーリエ振幅と群遅延

時間を分離して推定していることにより、フーリエスペクトルの実部と虚部の間にヒ

ルベルト変換対の関係が成り立たなくなっているためである。これについては、改善

の余地が認められる。 

図３－２－（２）－②－６に、再分割した断層モデル全体による地震動を示す。２

×２分割のモデルによる地震動は特に振幅が大きいが、３×３、４×４、５×５分割

のモデルによる地震動はあまり違いがない。特に、３×３分割のモデルは元の震源モ

デルに近いものであり、地震動のレベルに関しては元の震源モデルでほぼ表現が可能

であることがわかる。 

図３－２－（２）－②－７に、地震動予測対象地域の工学的基盤面での地震動速度

の最大値の分布を示す。いずれの震源モデルを使用した場合でも、領域の南西部で大

きな値が出現している。また２×２分割のモデルは全体的に値が大きいこともわかる。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

平成 30 年度に構築したグリーン関数の補間を利用する地震動評価法のひとつの応

用として、震源モデルの要素分割の違いによる予測地震動の違いについて検討を行っ

た。補間により作成されたグリーン関数は、地震動のレベルとしては適切と考えられ

るが、時間関数としての因果性が崩れることがあった。これについては、改善対策も

含め慎重に対応する必要がある。 

 

 

図３－２－（２）－②－１ グリーン関数の補間による地震動評価法の概要  
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図３－２－（２）－②－２ 地震動の予測に用いた震源モデル（最大クラス）と地下構造 

 

 

表３－２－（２）－②－１ 震源モデルの諸元 

断層番号  面積 / km2 地震モーメント / N m 応力降下量 / MPa ライズタイム / s 

1 

2 

3 

4 

914 

913 

1240 

927 

3.39×1020 

3.39×1020 

5.35×1020 

3.47×1020 

30 

30 

30 

30 

5.59 

5.60 

5.59 

5.63 
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図３－２－（２）－②－３ 再分割した強震動生成域１～４の断層モデル 

 

 

図３－２－（２）－②－４ 基準とする要素断層による地震動のグリーン関数 
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図３－２－（２）－②－５ 補間によって作成されたグリーン関数 

 

 

図３－２－（２）－②－６ 再分割した震源モデルによる地震動 

 

 

図３－２－（２）－②－７ 地震動最大速度の分布 
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③ 地盤災害 

(a) 業務の要約 

本年度は、液状化被害が危惧される碧南市を対象に地震応答解析を実施し、液状化

危険度について従来判定法（FL 法）と比較するとともに、地震中～地震後に発生する

地盤変状を算出した。対象とした地点の表層付近はいずれも、砂質土が支配的であり、

地震応答解析結果は現行 FL 法とよく似た液状化危険度を示した。地震後の変状に着目

すると、干拓地・埋立地上にある地点では特に L2 地震動で大きな変状が生じた。一方、

市中央の自然地盤上にある地点では比較的小さな被害に収まった。干拓地や埋立地の

臨海部では、深部で粘性土が厚く堆積しているため、特に地震動の長周期成分が共振

によって増幅され、地表面での大きな揺れ（水平変位）につながることがわかった。  

 

(b) 業務の実施方法 

使用した解析コードは、土の骨格構造とその働きの差異によって砂から粘土、両者

が混在した中間土を同じ理論的枠組みの中で記述する土骨格の弾塑性構成式 SYS カム

クレイモデル 1) を搭載した水～土骨格連成有限変形解析コード GEOASIA2) で、静的も

動的も区別なく扱うことができる。液状化被害が危惧される碧南市を対象に地震応答

解析を実施した。液状化の危険性について、従来判定法（FL 法）と比較するとともに、

地震中～地震後に発生する地盤変状を算出した。 

 

(c) 業務の成果 

碧南市は、北は油ケ淵、東は矢作川、西および南には衣浦港と、周囲を水に囲まれ

ている。図３－２－（２）－③－１に碧南市の干拓と埋立の歴史を示す。もともと矢

作川の流入によってできた土地であったが、さらに 1600 年代以降の干拓と埋立によっ

てできた地形が広がっている。内陸部においても、矢作川の流路の切り替えや油が淵

からの新規排水路開設（新川・蜆川）などによって土地改変が近代まで行われてきて
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いる。そのため、市全体として標高が低く、堆積年代の若い軟弱地盤が広がっており、

地震時の液状化被害が危惧される。実際、図３－２－（２）－③－２で示される液状

化ハザードマップを見ると、市全域で液状化危険度は高く、特に南部ではほぼ全域で

「極めて高い」と判定されている。本業務では、碧南市の協力のもとで 400 地点強の

ボーリングデータを入手し、市内において災害時に重要拠点となる病院や避難所など

12 地点を抽出して地震応答解析を実施した。解析対象地点を図３－２－（２）－③－

３に示す。市内において災害時に重要拠点となる病院や避難所など 12 地点を抽出し

た。  

使用した解析コードは、土の骨格構造とその働きの差異によって砂から粘土、両者

が混在した中間土を同じ理論的枠組みの中で記述する土骨格の弾塑性構成式 SYS カム

クレイモデル 1) を搭載した水～土骨格連成有限変形解析コード GEOASIA2) であり、静

的も動的も区別なく扱うことができる。 

 

 

図３－２－（２）－③－１ 碧南市の干拓と埋立の歴史（碧南市）3) 
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図３－２－（２）－③－２ 現行 FL 法を用いた液状化危険度マップ（愛知県）4) 

 



92 

 

 

図３－２－（２）－③－３ 解析対象地点 

 

選出した 12 地点に対し、以下の手順で地震応答解析を実施した。  

① 全地点のボーリングデータおよび土質区分から、碧南市の地層を、埋め土 B 層、

中砂と粗粒分が多い砂 As1 層、細粒分が多い砂 As2 層、シルト質層 Ac1 層、粘土

層 Ac3 層の５つに分類した。 

②  選出地点にボーリングデータがある場合は生のデータを、ない場合は近隣数か所

のボーリングデータの平均値（層厚および N 値の分布）を地層構成として用いた。

なお、層厚が 0.5m 未満の薄層はモデル化せず除外した。 

③ 地震応答解析断面では、層内で状態量は均一と仮定するので、地層ごとにボーリ

ングデータから得られている N 値分布の平均値を層の代表値とした。モデル化の

例として、⑦地点における地層構成作成結果を図３－２－（２）－③－４に示す。 

④ 新たに作成した地層構成で FL 法による液状化判定を行った。液状化判定は道路橋

示方書に従って判定し、地震動特性はレベル１地震動とレベル２タイプ I 地震動

の２種類を用いた。加えて、液状化との変状予測のために、建築構造設計指針に

記載の Dcy 法で地震後の沈下量を算出した。 

⑤ 新たに作成した地層構成をもとに、当該地点の弾塑性性状を推定し、地震応答解

析を実施した。入力地震動には海溝型の L1 地震動と L2 地震動を用いた。  
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図３－２－（２）－③－４ ⑦地点におけるボーリングデータと解析用地層構成の作成 

 

解析メッシュは一次元の棒モデルとし、0.1m×500 要素の 50m とした。側面に周期

境界を設定し、水平成層地盤を仮定した。すべての地点で共通のメッシュを利用し、

軟弱層／沖積層より下部はすべての地点で共通の洪積層とした。また、下端にはせん

断波速度 Vs=400m/s の粘性境界を設けた。深度 50m 地点の地盤硬さ（せん断波速度）

は、洪積層の厚さも異なるので、地点によって異なると考えられるが、PS 検層の情報

も得ることができなかったため、簡単のため等しいとしている。地震動はメッシュ最

下端の水平方向に入力し、地震動入力終了後は、地震中に蓄積した過剰間隙水圧が完

全に消散するまでそのまま圧密放置し、地震中～地震後までを一貫して解いている。

入力地震動を図３－２－（２）－③－５および図３－２－（２）－③－６に示す。L1

地震動としては、国土交通省国土技術政策総合研究所で公開されている地方港湾の常

滑港における L1 地震動（国土交通省国土技術政策総合研究所）5) を用いた。L2 地震

動としては、内閣府が公開の当該地点周辺における南海トラフ地震に長周期成分を新

たに含めた想定地震動である 6) 。設計用地震動や公開想定地震波などは、一般的に工

学的基盤面（せん断波速度 Vs=700m/s）での入力地震動となっているため、本研究モデ

ルの最下端（せん断波速度 Vs=400m/s）との地震波補正が必要である。そこで、以下の

翠川の補正式 7)を用いて、加速度振幅を調整した。下式を用いると、Vs=700m/s と

Vs=400m/s 間での増幅度比率は 1.39 となる。  
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図３－２－（２）－③－５ 入力地震動（L1 地震）  

 

 

図３－２－（２）－③－６ 入力地震動（L2 地震）  

 

地点⑥の結果を示す。地点⑥は、災害時には市民の避難先となる重要施設である。

地層的な特徴として、自然地盤上にあり沖積層が薄く、粘性土層が薄いことが挙げら

れる。図３－２－（２）－③－７と表３－２－（２）－③－１に L1 地震動に対する結

果をまとめて示す。左端のグラフは解析用に作成した地層構成を用いて実施した FL 判

定結果、中央と右端の図は地震応答解析結果である。中央の図は地震動入力終了直後

の平均有効応力、右端の図は圧密放置後のせん断ひずみのコンター図である。表には

地震による圧密終了後の沈下量および残留水平変位を示している。まず、FL 判定結果

を見ると、表層の B、As1、As2 層で FL が 1.0 以下となっており、液状化の危険性があ

る。平均有効応力を見ると、FL 判定で液状化と判定された層と同じ B、As1、As2 層で

青色（平均有効応力が 10kPa 以下）となっており、著しく拘束圧を失っている様子が

うかがえる。せん断ひずみを見てみると、有効応力の低下した表層でせん断ひずみが

発生している。地震後の沈下量を見ると、L1 地震動による沈下量は５cm 程度と小さ

く、地盤変状被害は小さい。 
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図３－２－（２）－③－７ L1 地震動に対する地点②の液状化判定結果  

 

表３－２－（２）－③－１ 地点②の L1 地震による地盤変状  

 FL 法(Dcy で算出) 地震応答解析 

地震後沈下量 1.4 cm 5.4 cm 

地震後残留水平変位 － 3.6 cm 

 

続いて、図３－２－（２）－③－８と表３－２－（２）－③－２に地点⑥に対する

L2 地震動の結果をまとめて示す。FL 判定結果を見ると、地震動が大きくなったことで

B、As1、As2 層の FL 値がほぼ０まで減少しており、液状化の危険性が非常に高いと判

定されている。平均有効応力を見ると、FL 判定で液状化と判定された層と同じ B、As1、

As2 層で青色（平均有効応力が 10kPa 以下）となっている。せん断ひずみを見てみる

と、有効応力が大きく低下した B および As1 層で大きなせん断ひずみが発生し、残留

水平変位も大きい。地震後の沈下量を見ると L1 地震動のときよりも大きくなってい

る。やや地震応答解析の方が大きいが、大きな乖離はない。 
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図３－２－（２）－③－８ L2 地震動に対する地点⑥の液状化判定結果  

 

表３－２－（２）－③－２ 地点⑥の L2 地震による地盤変状  

 FL 法(Dcy で算出) 地震応答解析 

地震後沈下量  6.8 cm 7.5 cm 

地震後残留水平変位  － 14.0 cm 

 

地点⑥の被害をまとめると、表層の B および As1 層は軟弱な状態にあり、地震動発

生時は液状化の危険性が高いと言える。しかしながら、L1 地震動の場合は液状化の程

度は小さく、沈下量や残留変位は小さい。一方、L2 地震動の場合は特に表層の液状化

程度が大きく、7.5cm の沈下と 14cm の残留水平変位が危惧される。また、FL 法で液状

化すると判定された土層で平均有効応力の著しい低下とせん断ひずみの発生が確認で

きたことから、FL 法の液状化判定結果と地震応答解析による結果の整合性は高いとい

える。沈下量の程度もおおむね一致している。 

 地点②は、災害時の救護・救急の拠点となる重要施設である。地層的な特徴として、

干拓地上に存在し沖積層が厚く、粘性土層が厚いことが挙げられる。図３－２－（２）

－③－９と表３－２－（２）－③－３に L1 地震動に対する結果をまとめて示す。まず、

FL 判定結果を見ると、表層の B 層と As1 層で FL が 1.0 以下となっており、液状化の危

険性がある。Ac1 層は判定対象外となるが、10m 付近の As2 層も FL 値が 1.0 以下とな
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っている。平均有効応力を見ると、FL 判定で液状化と判定された B と As1 層で青色（平

均有効応力が 10kPa 以下）となっており、著しく拘束圧を失っている様子がうかがえ

る。せん断ひずみを見てみると、有効応力の低下した表層でせん断ひずみが発生して

いる。地震後の沈下量を見ると、L1 地震動による沈下量は５cm 程度と小さく、地盤変

状被害は小さいことがわかる。  

 

 

図３－２－（２）－③－９ L1 地震動に対する地点②の液状化判定結果  

 

表３－２－（２）－③－３ 地点②の L1 地震による地盤変状  

 FL 法(Dcy で算出) 地震応答解析 

地震後沈下量  6.7 cm 5.5 cm 

地震後残留水平変位  － 6.9 cm 

 

続いて、図３－２－（２）－③－10 と表３－２－（２）－③－４に地点②に対する

L2 地震動の結果をまとめて示す。FL 判定結果を見ると、B、As1、As2 層の FL 値がほぼ

０まで減少しており、液状化の危険性が非常に高いと判定されている。平均有効応力

を見ると、FL 判定で液状化と判定された B および As1 層で青色（平均有効応力が 10kPa
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以下）となっている。せん断ひずみを見てみると、有効応力が大きく低下した B 層で

非常に大きなせん断ひずみが発生し、残留水平変位も大きい。地震後の沈下量を見る

と、やや地震応答解析の方が大きい。平均有効応力を見ると、FL 法では判定対象外と

なる 20m 以下にある As1 層（砂層）でも有効応力低下がみられる（平均有効応力は

30kPa 程度で、表層のように液状化に達するまではいかない)。L2 地震動のように加速

度が大きく、長時間継続する場合は、地盤深部にまで被害が及ぶ危険性があることを

示唆している。 

 

 

図３－２－（２）－③－10 L2 地震動に対する地点②の液状化判定結果  

 

表３－２－（２）－③－４ 地点②の L2 地震による地盤変状  

 FL 法(Dcy で算出) 地震応答解析 

地震後沈下量  12.8 cm 17.1 cm 

地震後残留水平変位  － 50.9 cm 

 

地点②の被害をまとめると、表層の B および As1 層は軟弱な状態にあり、地震動発

生時は液状化の危険性が高いと言える。しかしながら、L1 地震動の場合は液状化の程

度は小さく、沈下量や残留変位は小さい。一方、L2 地震動の場合は特に表層の液状化
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程度が大きく、20cm 弱の沈下と 50cm 程度の残留水平変位が危惧される。FL 法による

液状化判定結果と地震応答解析の結果は一致しているが、地盤変状を見ると地震応答

解析のほうが被害の程度が大きい。20cm の段差が発生すると、救急車等の緊急車両の

交通に支障をきたすことが危惧される。また、大きな水平変位が予想されており、地

中の埋設管の損傷や構造物内の激しい揺れが心配される。   

   ここまでは FL 法による判定結果と地震応答解析結果との比較のために、両者の結果

がよく整合していた地点⑥と、深部砂層の有効応力低下や大きな水平変位がみられた

地点②について細かに説明した。他地点の結果の詳細は省略するが、他地点の地層構

成はほとんど地点⑥に類似しており、深部地層こそ異なっても、表層付近は液状化の

危険性の高い埋め土や砂質土が支配的であった。このような地盤においてはいずれも、

FL 法と地震応答解析はよく似た液状化判定および地震後の変状結果（やや地震応答解

析の方が大きい傾向にあった）となっていた。しかしながら、地点②では L2 地震動を

入力した際に 20cm 弱の沈下に加えて、50cm 程度の大きな残留水平変位が発生した。   

図３－２－（２）－③－11 と図３－２－（２）－③－12 は、今回入力した L2 地震動

と、その時の地表面応答である。これらを見てみると、入力された地震動は同じでも、

異なる地層を通過することで地表面では異なる応答が観測されていることがわかる。

地点⑥と地点②両者の加速度の大きさはほぼ変わらないものの、地点⑥では周期１秒

後半～２秒の成分が卓越しているのに対し、地点②では周期２秒～３秒の成分が卓越

している。これは地点②では粘性土が厚く堆積していることが関係しており、この増

幅された長周期成分が地表面での大きな揺れ（水平変位）につながった。 

 

図３－２－（２）－③－11 地点⑥における入力した地震動と地表面応答波 

 

 

図３－２－（２）－③－12 地点②における入力した地震動と地表面応答波   
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   最後に、対象とした 12 地点の地盤変状のまとめを表３－２－（２）－③－５に、地

形分類を図３－２－（２）－③－13 に示す。干拓地・埋立地上にある地点②、⑪、⑫

では L2 地震動で大きな変状が生じている。市中央の自然地盤上にある地点⑥と⑩は

比較的小さな被害に収まっている。これらの違いは、堆積している軟弱粘性土層が厚

いか薄いかの違いによると推測される。  

 

表３－２－（２）－③－５ 地震応答解析による地盤変状のまとめ 

 

 

 

図３－２－（２）－③－13 12 地点の地形分類 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

本業務の結論と今後の課題を以下に述べる。 

1）  碧南市を対象に地震応答解析を実施し、液状化危険度について従来判定法（FL 法）

と比較したところ、液状化危険度について両者はよい整合性を示した。 

2）  地震後の変状に着目すると、干拓地・埋立地上にある地点では特に L2 地震動で大

きな変状が生じた。一方、市中央の自然地盤上にある地点では比較的小さな被害に

収まった。干拓地や埋立地の臨海部では、深部で粘性土が厚く堆積しているため、

特に地震動の長周期成分が共振によって増幅され、地表面での大きな揺れ（水平変

位）が発生した。 

本業務では、一次元モデル、つまり水平成層地盤を対象とした液状化危険度評価を

行った。しかし、実際の地盤は地層が傾斜した地層不整形性を形成しており、地中内

の波動伝播は複雑となる。また、河川堤防や建物などの構造物を考慮した場合、構造

物直下の地盤は偏荷重によって、水平地盤に比べて大きなせん断を受けるはずである。

これら影響を考慮した精緻な液状化被害予測を行うためには、多次元解析の実施が重

要となってくる。 
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④ 建物被害 

(a) 業務の要約  

モデル地域の市庁舎（10 階建て SRC・S 混合構造、杭基礎）を対象として、これまで

実施してきた当該建物の強震観測記録対するシミュ―ション解析に基づく、杭、周辺
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地盤を含む３次元フレームモデルの妥当性検証と当モデルを用いた南海トラフ地震に

対する応答予測を行った。さらに、詳細は１-e に譲るが、１-e との連携を考慮して、

上記解析結果の VR による活用方法について検討した。 

 

(b) 業務の成果  

1) 南海トラフ地震の被災地域に立地する庁舎建物の想定地震に対する応答評価  

a) 背景と目的  

2016 年４月 14 日及び 16 日に発生した熊本地震では、宇土市、益城町をはじめ

熊本県内の７つの自治体で庁舎の損壊等による機能移転を余儀なくされた。このた

め災害対応に支障を生じる結果となり、復旧・復興への影響も大きく、庁舎建物の

耐震対策の重要性を改めて知ることとなった。最近建設される庁舎・病院等の重要

建物には免震が採用されるケースが増えているが、上記の被災建物はいずれも中低

層 RC 造耐震構造であり、このような一般的な建物の応答・被災の想定に向けた検

討が必要である。  

ここでは、実在する愛知県内の自治体庁舎を対象として、これまでに実施してき

た多点同時の地震観測結果を用いて、３次元解析モデルの妥当性検証を行うととも

に、本解析モデルと推定地震波を用いた、南海トラフ地震に対する当該建物の詳細

な応答予測を行う。  

b) 対象建物と地震観測の概要  

写真３－２－（２）－④－１に建物外観を、表３－２－（２）－④－１に建物概

要、図３－２－（２）－④－１に断面図を示す。当該建物は 2000 年１月竣工で、地

上 10 階（塔屋 8～10 階）、地下１階、最高高さ 59.9ｍ、建物高さ 32.9ｍである。構

造種別は柱が SRC 造、大梁は SRC 造と S 造を併用した混合構造である。平面形状は

地下階～３階が 64.8m ×54.5ｍ（東西方向×南北方向）、３～７階は 64.8m×18.5ｍ

であり、南北方向でセットバックしている。８～10 階にあたる搭屋は東端にあり、

それ以外の７階屋上には S 造の屋根型構造が載っている。１階以上は両方向ともラ

ーメン構造で、東西方向では地下１階から７階まで９スパン、南北方向では地下１

階から１階までが５スパン、２階が３スパン、３～７階は１スパンとなっている。

また２階に 21.6ｍ×18.5ｍ、３階に 36ｍ×18.5ｍ、８階に 14.4ｍ×18.5ｍの吹抜

がある。階高は地下１階が６ｍ、１、２階は５ｍ、３～６階は 4.25ｍ、７階は 4.5

ｍである。基礎は、杭径 1300～2000φ の杭 72 本の場所打ちコンクリート杭による

杭基礎構造である。 

解析モデルの検証に用いた地震観測記録は、図３－２－（２）－④－１に示す当

該建物の１階と９階の２か所に 2017 年 12 月に設置した地震計、及び地表位置(GL)

に設置された震度計によって得られている。観測開始時点より 2019 年３月 25 日ま

でに９地震が観測されたが、地震によっては最大加速度がトリガレベルに達しなか

ったため、記録が得られていない場合もあった。そこで本検討では、これらのうち、

地表、１階、９階の３点すべてで記録が得られている３地震（(a)大阪府北部の地震

（2018.６.18）、(b)静岡県西部の地震（2018.８.14）、(c)愛知県東部の地震（2018.10.

７））を検証用に用いることとした。表３－２－（２）－④－２にそれらの地震の諸
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元等を、図３－２－（２）－④－２に各地震の震源と最大加速度分布図（防災科学

技術研究所 強震観測網(K-NET,KiK-net) ）1)を示す。図中の★は震央、〇は対象建

物位置である。なお、これらの地震に対する碧南市の震度は１～２であった。図３

－２－（２）－④－３～図３－２－（２）－④－５に各地震で観測された加速度波

形と加速度フーリエスペクトルを示す。 

 

 

写真３－２－（２）－④－１ 観測対象とした庁舎建物の外観（南側より）  

 

表３－２－（２）－④－１ 計測対象建物の概要  

面積：   建築面積 4,524.29 ㎡、 延床面積 18,008.59 ㎡ 

階数：   地上 10 階（搭屋８～10 階）、地下１階 

高さ：   最高高さ 59.9m、 建物高さ 32.9m 

基礎：   杭基礎、基礎深さ（基礎版）GL-10.9m 

重要度係数：1.5（目標値 2.0） 

地盤種別：  第２種地盤 

竣工：   2000 年１月 

 

 

 
(a) 南北断面図            (b) 東西断面図  

図３－２－（２）－④－１ 対象建物の断面図、地震計（及び震度計）の位置  
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表３－２－（２）－④－２ 分析対象とする地震の諸元  

 

 

 

   

 
(a) 大阪府北部の地震   (b) 静岡県西部の地震   (c) 愛知県東部の地震 

 

図３－２－（２）－④－２ 対象建物で観測された地震の震源と最大加速度分布図 1) 
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(1) 地表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) １階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ９階 

 

図３－２－（２）－④－３ 観測された加速度波形と加速度フーリエスペクトル 

（(a) 大阪府北部の地震）  
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(a) 地表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) １階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ９階 

 

図３－２－（２）－④－４ 観測された加速度波形と加速度フーリエスペクトル 

（(b) 静岡県西部の地震） 
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(1) 地表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) １階 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)９階 

 

図３－２－（２）－④－５ 観測された加速度波形と加速度フーリエスペクトル 

（(c) 愛知県東部の地震） 
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c) 解析モデル・解析手法の概要  

通常の中低層建物の耐震設計においては、上部構造のみを扱うことが一般的であ

る。また、高さ 60m を超える建物や免震建物の場合に実施されるような動的応答解

析は設計フローに含まれていない。しかし、軟弱地盤に杭基礎で支持された中低層

建物においては、杭とその周辺地盤間の動的な力のやり取り（いわゆる動的相互作

用効果）が発生することから、実現象としては、地下や杭基礎を考慮しない設計と

は異なる可能性がある。さらに、杭基礎については、大地震時に対する耐震設計は

実施されないのが通常であることから、南海トラフ地震のような巨大地震が建物を

襲った場合の基礎の健全性については、担保されていない。しかし、2016 年熊本地

震でも明るみになったが、市庁舎建物や病院施設等、いわゆる災害時重要拠点とな

る建物に対しては、基礎を含めた被害像をなるべく具体的、かつ正確に推定するこ

とが、事前対策を講じるためにも重要である。 

そこで本検討では、地盤と建物の非線形動的相互作用効果を考慮でき、かつ、建

物の空間的位置の違いによる揺れの違いを評価するために、対象建物の内、上部構

造と杭、及び杭周辺地盤を３次元のフレームモデルによりモデル化し、表層地盤、

杭、及び上部建物の非線形性を考慮した非線形時刻歴応答解析により、当該建物の

応答推定を行うこととする。 

解析モデルの概念図を図３－２－（２）－④－６に示す。モデル作成に当たって

は、文献 2)等を参考とした。本検討では、上下方向の自由度を固定としている。質

量は、集中質量とし、各階質量を各節点の支配面積に応じて分配した。柱・梁は、

材端ばね要素に置換し、曲げモーメント－回転角関係に非線形性を考慮した。復元

力特性は、ノーマルトリリニア型とし、骨格曲線は、文献 3)等を参考に設定した。

杭は、大よそ１m～数 m に分割して、それぞれを材端ばね要素に置換し、曲げモーメ

ント－回転角関係に非線形性を考慮した。復元力特性は、ノーマルトリリニア型と

し、骨格曲線は、一般社団法人コンクリートパイル建設技術協会：杭の N−M 図・ M−

φ図・せん断力図作成システム Ver3.4.1 を用いて算定した。杭の各節点には、杭

周地盤ばね 4)を設置し、杭とその周辺地盤間の動的な力のやり取り（いわゆる動的

相互作用効果）を考慮した。さらに、杭とその周辺地盤との相対変位に対して非線

形性を考慮した。上部構造の減衰特性については、微動計測や地震観測記録の分析

結果を参考に、１次固有振動数に対して２%の初期剛性比例型としてモデル化した。

解析においては、杭先端で定義した入力地震動による慣性力と杭周地盤ばねを介し

て杭に作用する地盤震動に伴う相互作用力を同時に考慮する。対象建物の３次元フ

レーム解析モデルの鳥観図（杭周地盤ばねを除く）を図３－２－（２）－④－７に

示す。解析にあたっては、清水建設（株）開発解析コード idac を使用させていただ

いた。 

入力地震動は、観測記録の再現解析の場合には、杭先端位置の観測記録がないこ

とから、剥ぎ取り解析により推定した。一方、南海トラフ地震に対する応答推定の

場合は、本サブテーマ内で評価された工学的基盤における地震動を用いた。解析に

用いる表層地盤の応答波については、文献 5)、6)を参考に表層地盤モデルを作成し、

観測記録の再現解析では線形解析により、南海トラフ地震については、時刻歴非線
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形解析（全応力解析）により算定した。解析諸元（密度、せん断波速度、基準歪み

γ0.5 、最大減衰定数 hmax）を図３－２－（２）－④－８に示す。 

 

 

図３－２－（２）－④－６ ３次元フレームモデルの概念図  

 

 

図３－２－（２）－④－７ 当該建物の３次元フレーム解析モデルの鳥観図  
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(a) 密度  (b) せん断波速度 (c) 基準歪み(γ0.5) (d) 最大減衰定数(hmax) 

図３－２－（２）－④－８ 評価地点の表層地盤モデル 

（灰色は根入れ部と杭を表す） 

 

d) 観測記録の再現解析による解析モデルの妥当性検証  

ここでは、b)で示した３つの地震観測記録に対する再現解析を行い、c)で示した

解析モデルの妥当性について検証する。図３－２－（２）－④－９は、解析モデル

より得られた固有振動数、及び固有振動モード（１次～３次）である。１次が NS 方

向の１次モード、２次が EW 方向の１次モード、３次がねじれモードとなった。表３

－２－（２）－④－３に固有振動数を解析モデルと地震観測、常時微動計測結果で

比較して示す。これより、水平１次については、両者はよく対応しているが、ねじ

れについては解析モデルの方が高めの評価になっていることが分かった。後述する

が、ここでは検証していない水平方向２次モードを含めて、今後の検討課題である。 

次に、解析モデルに対して静的増分解析を実施し、各層の層せん断力―層間変形

角関係を算定した。その結果を図３－２－（２）－④－10 に示す。図中には、設計

図書 2)に記載された層間変形角 1/200 における各層の保有水平耐力を赤の▲（高層

部ほど保有水平耐力は小さい）で示している。また、静的増分解析結果より算定し

た初期せん断剛性について、解析モデルと一昨年度実施した常時微動計測結果に基

づく推定値で比較した結果を図３－２－（２）－④－11 に示す。保有水平耐力につ

いては、層間変形角 1/200 で比較すると、解析モデルの方が、EW 方向では、低層部

は低め、高層部は高めの評価、NS 方向では、中低層部の対応がよく、高層部は高め

の評価となっていることが分かる。一方、初期剛性については、EW 方向では低層部

で、NS 方向では中層部でやや違いが認められる。 

次に再現解析結果について述べる。図３－２－（２）－④－12～図３－２－（２）

－④－14 に３つの地震観測記録ついて、推定した杭先端位置における入力地震動の

加速度波形と・擬似速度応答スペクトル（h=５%）を示す。また、この地震波を用い

て実施した表層地盤の地震応答解析結果のうち、最大加速度（Amax）応答分布を図３

－２－（２）－④－15 に、最大相対変位（Dmax）応答分布を図３－２－（２）－④
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－16 に、最大せん断歪み（γmax）応答分布を図３－２－（２）－④－17 にそれぞれ

３つの地震で比較して示す。上部建物の地震応答解析結果（Cal.）を観測記録（Obs.）

と比較して、図３－２－（２）－④－18～図３－２－（２）－④－20 に示す。図で

は、１階と９階の加速度応答波形、相対速度応答波形、及び擬似速度応答スペクト

ル（h=５%）について比較して示している。図３－２－（２）－④－18 より、(a) 大

阪府北部の地震では、両階、両水平方向とも比較的良く対応していることが分かる。

これは、遠方の浅い地震であるため、地震動に含まれる短周期成分がそもそも小さ

く、解析モデルと微動計測で対応が良好であった１次固有振動数付近の入力が支配

的あったためと考えられる。その一方で、図３－２－（２）－④－19、図３－２－

（２）－④－20 に示すように、評価地点近傍で発生した地震に対しては、特に NS

方向、９階における２次モードの応答に違いが認められる。また、１階については、

0.1 秒～0.2 秒のピークが観測記録に比べて大きく、入力損失効果に違いが生じた。

以上から、まだ検討の余地があるものの、作成した解析モデルで観測事実を大よそ

説明可能であることが確認された。以降では、この解析モデルを用いて想定南海ト

ラフ地震に対する対象建物の応答評価を実施する。 

 

   

 (a) 1 次モード      (b) 2 次モード      (c) 3 次モード 

（NS 方向、1.4Hz）     （EW 方向、1.6Hz）    （ねじれ、2.3Hz） 

図３－２－（２）－④－９ 解析モデルより得られた固有振動モード（１次～３次） 

 

 

表３－２－（２）－④－３ 建物の固有周期の解析モデルと地震観測、  

常時微動計測結果の比較 

 

 

常時微動 地震(2018/6/16) 地震(2018/8/14) 地震(2018/10/01) 解析

NS方向 1.4Hz 1.3Hz 1.4Hz 1.4Hz 1.4Hz

EW方向 1.6Hz 1.5Hz 1.6Hz 1.5Hz 1.6Hz

ねじれ 1.8Hz 2.3Hz
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(a) EW 方向                    (b) NS 方向 

 

図３－２－（２）－④－10 静的増分解析結果に基づく解析モデルにおける各層の層せん

断力―層間変形角関係と設計における保有水平耐力（層間変形角 1/200 時、▲）の比較 

 

 

 

            
(a) EW 方向           (b) NS 方向 

 

図３－２－（２）－④－11 初期層せん断剛性(K)分布の解析モデル（Ana.）と常時微動

計測(Micro.)との比較 

 

 

 

 

 

EW(Ana.) 

EW(Micro.) 

NS(Ana.) 

NS(Micro.) 
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(1) 加速度波形                         

 

     

(2) 擬似速度応答スペクトル（h=５%） 

 

図３－２－（２）－④－12 推定した GL-46m における入力地震波 

（加速度波形・擬似速度応答スペクトル（h=５%）、(a) 大阪府北部の地震） 
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(1) 加速度波形   

                     

   
(2) 擬似速度応答スペクトル（h=５%） 

 

図３－２－（２）－④－13 推定した GL-46m における入力地震波 

（加速度波形と擬似速度応答スペクトル（h=５%）、(b) 静岡県西部の地震） 
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(1) 加速度波形 

 

 

(2) 擬似速度応答スペクトル（h=５%） 

図３－２－（２）－④－14 推定した GL-46m における入力地震波 

（加速度波形と擬似速度応答スペクトル（h=５%）、(c) 愛知県東部の地震） 

 

 

      

(a) 大阪府北部の地震      (b) 静岡県西部の地震   (c) 愛知県東部の地震 

 

図３－２－（２）－④－15 各観測地震における表層地盤の地震応答解析結果 

(最大加速度 Amax) 
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 (a) 大阪府北部の地震    (b) 静岡県西部の地震   (c) 愛知県東部の地震 

 

図３－２－（２）－④－16 各観測地震における表層地盤の地震応答解析結果 

(最大相対変位 Dmax) 

 

 

      

  (a) 大阪府北部の地震     (b) 静岡県西部の地震   (c) 愛知県東部の地震 

 

図３－２－（２）－④－17 各観測地震における表層地盤の地震応答解析結果 

(最大せん断歪みγmax) 
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(1) 絶対加速度応答波形（上２列：解析結果、下２列：観測記録） 

   

(2) 相対速度応答波形（上２列：解析結果、下２列：観測記録） 

     

(3) 擬似速度応答スペクトル（h=5%） 

(a) EW 方向                          (b) NS 方向 

図３－２－（２）－④－18 上部建物の地震応答解析結果と観測記録との比較 

（加速度波形と擬似速度応答スペクトル（h=５%）、１階と９階、(a) 大阪府北部の地震） 
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(1) 絶対加速度応答波形（上２列：解析結果、下２列：観測記録）

   

(2) 相対速度応答波形（上２列：解析結果、下２列：観測記録） 

   

(3) 擬似速度応答スペクトル（h=5%） 

(a) EW 方向                          (b) NS 方向 

図３－２－（２）－④－19 上部建物の地震応答解析結果と観測記録との比較 

（加速度波形と擬似速度応答スペクトル（h=５%）、１階と９階、(b) 静岡県西部の地震） 
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(1) 絶対加速度応答波形（上２列：解析結果、下２列：観測記録） 

     

(2) 相対速度応答波形（上２列：解析結果、下２列：観測記録） 

      

(3) 擬似速度応答スペクトル（h=5%） 

(a) EW 方向                          (b) NS 方向 

図３－２－（２）－④－20 上部建物の地震応答解析結果と観測記録との比較 

（加速度波形と擬似速度応答スペクトル（h=５%）、１階と９階、(c) 愛知県東部の地震） 
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e) 南海トラフに対する想定地震波を用いた建物応答予測  

ここでは、b)で示した解析モデルを用いて実施した想定南海トラフ地震に対する

対象建物の応答評価結果について示す。入力地震動としては、本サブテーマ内で評

価された工学的基盤における推定波を用いた。図３－２－（２）－④－21 にその加

速度波形、速度波形、及び擬似速度応答スペクトル（h=５%）を示す。 

地盤応答評価は、地盤の液状化を考慮しない全応力解析と考慮した有効応力解析

の２通りで実施した。図３－２－（２）－④－22 に想定した南海トラフ地震に対す

る表層地盤の全応力解析による地震応答解析結果を示す。これより、地表面位置に

おける最大加速度は４m/s2～５m/s2 であることが分かる。また、地盤のせん断歪み

は、最大となる GL-30m～GL-40m でも１%以下と結果と推定された。 

次に、想定南海トラフ地震に対する対象建物の応答評価結果について述べる。全

応力解析による表層地盤応答を用いた場合の結果を図３－２－（２）－④－23 と図

３－２－（２）－④－24 に示す。図３－２－（２）－④－23 は、塔屋がある建物東

側での(a)最大応答加速度分布、(b)最大応答相対速度分布、及び 各層で平均した

(c)平均最大応答層間変形角について示している。これより、両水平方向でほぼ同程

度の加速度応答となり、７階（居室を有する最上階、GL27m）では、７m/s2 程度（震

度７相当）の揺れが生じる可能性があることがわかる。また、１階では２m/s2～３

m/s2 程度（震度５強程度）で、７階の半分以下の応答となっている。(c)平均最大応

答層間変形角についてみると、３階～５階で 1/200 を超える応答を示した。ただし、

レベル２のクライテリアである 1/100 には達していないことから、損傷は免れない

が、倒壊するような被害は生じない可能性が高いと考えられる。ただし、上層部で

は、大きな加速度応答示すため、家具固定など、室内に安全性に配慮する必要があ

る。杭については、杭頭部での塑性化が認められた。ただし、杭頭部は鋼管巻きの

RC 杭となっていることから、靭性能は高いものと考えられる。図３－２－（２）－

④－24 は、上述の結果を３次元モデル上で可視化した結果である。左図は最大応答

加速度、右図が柱・梁材の最大応答曲げモーメント分布図である。これより位置に

よる応答の違いが確認できる。 

このような解析モデルによれば、各節点、各部材での応答が評価できるため、任

意の階、任意の位置にある居室の応答を抽出することが可能になり、例えば、居室

ごとの室内家具応答等の予測や VRによる可視化システムへの活用が期待される（詳

細は１-e に譲る）。 

なお、一部の図の作成には、ViewWave7)を使用させていただいた。  
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(a) 加速度波形 

 

(b) 速度波形 

 

(c) 擬似速度応答スペクトル 

図３－２－（２）－④－21 解析に用いた入力地震波 

（加速度波形、速度波形、擬似速度応答スペクトル（h=５%）） 
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(a) 最大加速度        (b)最大相対変位    (c) 最大せん断歪み 

図３－２－（２）－④－22 想定した南海トラフ地震に対する表層地盤の地震応答解析結果 
 
 

            
(a)最大応答加速度（東側） (b)最大応答相対速度（東側）  (c)平均最大応答層間変形角 

図３－２－（２）－④－23 想定南海トラフ地震に対する対象建物の地震応答解析結果 

（その１）  
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   (a)各節点の最大応答加速度        (b) 各柱・梁部材の最大応答曲げモーメント 

図３－２－（２）－④－24 想定南海トラフ地震に対する対象建物の地震応答解析結果

（その２）  
 

 (c)結論ならびに今後の課題 

実在する愛知県内の自治体庁舎を対象として、これまでに実施してきた多点同時

の地震観測結果を用いて、３次元解析モデルの妥当性検証を行うとともに、本解析モ

デルと推定地震波を用いた、南海トラフ地震に対する当該建物の詳細な応答予測を

行った。再現解析の結果、まだ検討の余地があるものの、作成した解析モデルで観測

事実を大よそ説明可能であることが確認された。さらに、南海トラフ地震に対する応

答評価としては、７階（居室を有する最上階、GL27m）では、７m/s2 程度（震度７相

当）の揺れが生じる可能性があること、１階では２m/s2～３m/s2 程度（震度５強程度）

で、７階の半分以下の応答となることが示された。最大応答層間変形角としては、３

階～５階で 1/200 を超える応答を示したが、レベル２のクライテリアである 1/100 に

は達していないことから、損傷は免れないが、倒壊するような被害は生じない可能性

が高いと推定された。ただし、上層部では、大きな加速度応答を示すため、家具固定

など、室内に安全性に配慮する必要があることを指摘した。 

最近の新しい庁舎は免震が増えているが、本建物のように新耐震で設計された中

層建物もまだ多い。このような建物は早期に建て替えられることがないため、本研究

のような検討を行い、１-a で述べられた構造モニタリングや、１-e の VR を用いた訓

練などもあわせて、南海トラフ地震等の機能継続に向けた対策検討を使用者ととも

に行うことが重要と考えられる。 

 

(d) 引用文献 
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Bosai.go.jp/kyoshin/. 

2) 碧南市新庁舎建設事業_構造計算書、1997. 
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青：1.5m/s2 < Amax ≦ 2.5m/s2 
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赤：最大耐力< Mmax 
黄：終局耐力（塑性ヒンジ）< Mmax≦最大耐力 
緑：降伏耐力<Mmax≦終局耐力（塑性ヒンジ） 
青：ひび割れ耐力< Mmax≦降伏耐力 
灰：Mmax≦ひび割れ耐力 
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保有水平耐力―（第２刷）、2015. 

4) 日本建築学会、建物と地盤の動的相互作用を考慮した応答解析と耐震設計、2006. 

5) 碧南市、碧南市新市庁舎建設事業地質調査業務委託、1996. 

6) 高橋広人、池田善考、辻岡秀樹、福和伸夫、名古屋市域浅部地盤のＮ値とＳ波速

度の関係、第 39 回地盤工学研究発表会、2004. 

7) T. Kashima、 View Wave、https://smo.kenken.go.jp/~kashima/ja/viewwave. 

 

⑤ ライフライン 

(a) 業務の要約 

平成 31 年度（令和元年度）は、南海トラフ巨大地震によるライフライン被害の早期

復旧についての検討を目的として、電力については、具体的な地域での電力の早期復

旧におけるボトルネックについて議論するとともに、そのうちの道路について、電力

復旧の観点からの道路・区間に対する優先順位付けについて検討した。 

上水道については、碧南市で過年度に考案した各種減災対策の費用対効果分析を行

い、各対策の実施判断に資する知見を得た。また新たな試みとして、某事業体の上水

道システムを対象に、災害時支援拠点に対する、被災管路の優先的な修繕オペレーシ

ョンについて検討を行った。 

 

(b) 業務の実施方法 

電力については、産官学の連携の場（プラットフォーム）を活用し、電力復旧に係

るボトルネックについて議論するとともに、中でも電力復旧に不可欠な道路について、

具体的な地域において電力復旧に加え緊急支援物資輸送からの観点、道路・区間に対

する優先順位付けの方策等について検討した。 

上水道減災対策の費用対効果分析では、昨年度までに考案した上水道システムの減

災対策について、実施に必要な「費用」と、見込まれる「便益」を、各種文献を参照

しながら推計し、両者の比較を試みた。被災管路の優先的な復旧検討では、災害時に

「入浴支援拠点」としての役割が期待される地域の一般公衆浴場（銭湯）に焦点を当

てる。銭湯への水供給再開を優先して管路復旧を行った場合の早期化効果、ならびに

入浴支援が早期に実施された場合に発現する社会的な便益の大きさについて考察した。 

 

(c) 業務の成果 

1）電力 

a) 南海トラフ地震による電力需給ギャップ対策の方向性 

前報までの考察により、南海トラフ地震発災時における電力需給シミュレーショ

ン事例について調査した結果、季節・時間帯によっては２週間から１か月程度の電力

需給ギャップが生じ、需供双方によるギャップ抑制の対応が必要になることが解っ

た。また、需給ギャップ解消のための地域連携の取組み事例として、西三河防災減災

連携研究会において地域連携の現状と課題に関するワークショップを実施した結果、

行政やインフラ事業者等の双方が互いに被害復旧に関する知見や対応方針を共有し
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ておくことが重要であることがわかり、そのための産官協働で課題解決を考える枠

組構築の有効性が把握できた。とりわけ、南海トラフ巨大地震のような広域災害にお

いては、復旧リソースが限られることが明白であることから、具体的地域における組

織間相互の対策方針の整合や復旧の優先順位等についての意見交換および合意形成

をしておくことが有効となる。 

 

b) 電力復旧に供する重要道路の抽出 

電力に関して、膨大な復旧リソースが求められる南海トラフ巨大地震による復旧

活動については、各組織間でその復旧方針や優先順位などについてあらかじめ議論

しておくことが重要である。また、これら議論を進め、実効性をともなったものとす

るためには、具体的な地域を特定し、その地域の特性を踏まえるとともに、地域に根

差す様々な組織が共通して抱える課題を具体的に設定することが有効となる。 

平成 23 年東北地方太平洋沖地震や平成 28 年熊本地震、最近では 2019 年台風 15 号

被害における電力の復旧過程でも明らかなように、電力設備・ネットワークの早期復

旧には、被災設備・箇所への人材・物資を早期に投入することが求められ、そのため

の道路啓開が重要となる。また、ある観点からの道路・区間への優先順位付け方策と

して実施した試検討からは、復旧活動のタイミング（タイムライン）によっては、要

求される観点（人命救助、維持、再建など）が変化するとともに、具体的な地点で、

その地域に根差したより実際的なデータを用いて検討を行うことが重要となる。 

昨年までに、具体的地域として碧南市において、電力復旧活動に欠くことのできな

い重要な社会基盤である道路の早期啓開を具体的検討課題として、発災直後の電力

供給の観点から、ある道路・区間等に対する優先順位付けの方策についての検討を実

施してきた。 

検討では、碧南市において、発災直後にも機能維持のため電力の供給が求められる

施設として、災対本部（市役所）、警察・消防に加え、碧南市地域防災計画 1) より、

救急医療施設、下水排水機場施設、避難所施設をピックアップして（以下、「重要施

設」と記す）、これら施設への電力供給を観点に、電力設備復旧のための人材・資機

材の運搬に供するルートを平時の考え方で選択し、これら選択された多数のルート

の重なり合う道路・区間を、より重要度が高い道路・区間と考え、重なり合いに応じ

て、優先順位を付けた。 

電力ネットワークでは、電力の性質として、発電所で作られた電気が送電網を介し

て終端利用者へ運ばれる際、電気ロス低減および公衆保安などから、発電所から終端

利用者への流れの中で順次電圧を下げて届けられる 2)。このような変圧を行う主な電

力施設が変電所であり、電力供給ネットワーク全体の中でもひとつの基幹部となる。

このことから、終端利用者への電力供給を確保するには、当該利用者への電力供給の

基幹部となる変電所の機能維持・早期回復が、電力復旧の要となるとともに、基幹部

となる変電所と当該利用者との間の配電ルートの確保が重要な一要素となる。 

これらを踏まえ、重要施設および碧南市内の各変電所を電力復旧のための人材・資

機材等の運搬先（終点）として選定し、人材・資機材の運搬元となる電力設備復旧部

隊の拠点（始点）を、碧南市を管轄する中部電力・刈谷営業所として選定してルート
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検索および重要となる道路・区間の検討を行うとともに、各変電所－各重要施設間に

ついても同様の検討を行った。なお、碧南市周辺の各変電所については、住宅地図等

から検索し、各重要施設と電力供給元となる変電所との関係は、各重要施設から距離

的に最も近い変電所と仮定して検討を行った。 

始点・終点間のルート選定については、カーナビなどで経路探索に用いられるダイ

クストラ法 3)によりルートを特定した。なお、その際、高速道路・有料道路はルート

検索対象から除外した。そして、各始点・終点間のルートが重なり合う部分の重複数

を算定し、重複数が多い道路・区間をより重要な道路・区間として抽出した。 

 

c) 災害対応物資の集積と配布経路との重ね合わせ 

昨年度は、電力の早期復旧に着目して重要な道路・区間を抽出してきたが、道路に

着目した場合、南海トラフ地震発災時には電力復旧以外のオペレーションにおいて

も重要な役割が求められていることは明らかである。 

そこで、本年度は、昨年同様の手法を用いて、災害対応物資の集積と配布に着目し

て重要な道路・区間を選定し、電力早期復旧に重要な道路・区間と比較検討すること

により、より信頼性の高い重要道路選定の方法を整理した。また、国・自治体が指定

し被災時の早期啓開が求められている緊急輸送路が、それらのオペレーションを果

たすうえで十分かどうか考察を加えた。なお、名古屋大学減災連携研究センターが主

催運営している一般社会人向けの若手技術者セミナー「ESPER」にて、地域の自治体

防災担当者とともに重要道路検索の方策についての議論を行い、本手法の社会実装

に関する検討も実施した（図３－２－（２）－⑤－１参照）。 

 

 
図３－２－（２）－⑤－１ ESPER 成果報告会資料（抜粋） 
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d) 災害対応物資の集積と配布に着目した重要道路の選定 

災害対応物資の集積と配布に関しては、愛知県が定める「南海トラフ地震における

愛知県広域受援計画」（平成 31 年３月）4)によった。計画においては、発災後から３

日間は家庭等の備蓄と県及び市町村の備蓄物資により対応することとされている。

しかしながら、地方公共団体の備蓄物資量のみでは必要物資量を迅速に確保するこ

とが困難となることが想定されるため、国は、被災府県からの具体的要請を待たず、

避難所避難者への支援を中心に必要不可欠と見込まれる物資について、４日目～７

日目に必要となる物資量を、発災後３日目までに府県の広域物資輸送拠点まで届け

ることとしている(以下「国のプッシュ型支援」とする。)。これを受けて、県は、国

のプッシュ型支援により広域物資輸送拠点に運ばれた物資については、市町村から

の具体的要請を待たず、不足量の割合等に応じて、市町村が設置する物資集積拠点

（以下「地域内輸送拠点」という。）まで届けることとなっている。 

今回の検討では、広域物資輸送拠点から地域内輸送拠点、地域内輸送拠点から避難

所を始点・終点としたルートを検索し、災害対応物資の集積と配布に着目して重要な

道路・区間を選定することとした。 

図３－２－（２）－⑤－２に国・自治体が指定する緊急輸送路、図３－２－（２）

－⑤－３に災害対応支援物資の集積と配布経路を示す。西三河全域を示しているた

め詳細の判別は難しいが、緊急輸送路だけでは物資を効率良く末端まで届けること

は困難であることが推定される。 

なお、発災直後などの非常時においては、始点・終点間を結ぶ複数のルートから、

被災状況（通行の可否）を第一義的に加味してルートが選択されるが、平時において

は、これら複数のルートの内、移動時間や通行性などから効率的なルートが選択され

ている。このような平時において選択される道路・区間が、非常時にも使用できるの

であれば、より効率的・効果的な復旧・復興作業につながることと期待されるといっ

た前提条件での考察であるということに注意が必要である。 
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図３－２－（２）－⑤－２ 国・自治体が指定する緊急輸送路 

(道路情報として、文献 5),6)を使用） 

 

 

図３－２－（２）－⑤－３ 災害対応支援物資の集積と配布経路 

(道路情報として、文献 5),6)を使用） 
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e) 電力復旧に供する重要道路との重ね合わせ 

図３－２－（２）－⑤－４に災害対応支援物資の集積と配布経路と電力復旧ルート

の重ね合わせを示す。それぞれの目的別に重要ルートが重なったり、全く別ルートで

あったりと、一義に重要道路が選定できない状況が見える。また、前項同様、緊急輸

送路だけでこれらのオペレーションを完遂することには無理があると見受けられる。 

 

 
図３－２－（２）－⑤－４ 災害対応支援物資の集積と配布経路＋電力復旧ルート 

(道路情報として、文献 5),6)を使用） 

 

図３－２－（２）－⑤－５に災害対応支援物資輸送と電力復旧（西三河西部拡大）

を、図３－２－（２）－⑤－６に災害対応支援物資輸送と電力復旧（碧南市拡大）を

示す。両図とも判別しやすいように、広域物資輸送拠点から地域内輸送拠点を緑線、

地域内輸送拠点から避難所を赤線、電力復旧拠点から変電所を青線とし、変電所から

重要拠点ルートは省略した。同様に、一義には重要道路を選定できないが、重要な動

線の定性的な特徴をつかむことができる。 

碧南市は、東は矢作川に、西は衣浦湾に挟まれた半島の形状で、その地整的に南北

を繋ぐルートが重要となることは明らかであるが、本検討からも、どの目的を達成す

るかに関らず刈谷市から碧南市を結ぶ南北のルートが相対的に重要となる結果とな

っている。また、碧南市と刈谷市を結ぶ主な南北のルートとしては、R247、R419 が

あり、これらは、第一次緊急輸送路として指定されているが、ハザードとの関係を見

ると、液状化危険度の比較的高いエリアを通っている。一方で、本検討結果は、比較

的液状化危険度の低いエリアを通り、南北を結んでいるが、当該ルートは、大部分が

刈谷市・高浜市・碧南市における第三次緊急輸送路とされているものの、高浜市・碧
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南市間の一部分などでは緊急輸送路とはされていない区間もある。道路というもの

の性質上、首尾繋がることで使いうるものである以上、このような区間がきちんと繋

がり、非常時にもきちんと使いうるということには大きな意義があると思われる。 

ある道路・区間に対する優先順位付けは、発災後の限られたリソースの中での効果

的な人材・資機材の投入先の選択・選定に供するだけでなく、事前対策として、その

優先順位に従って順次対策を講じていくことができるなど、限られた資金の中で効

果的な対策を進める上でも有意義なものと考えられる。 

道路は、主に人・モノを、ある地点（始点）から他のある地点（終点）へ運ぶため

に用いられ、両地点を結ぶルートは、多くの場合、複数のルートを選択することがで

きる。発災直後などの非常時においては、始点・終点間を結ぶ複数のルートから、被

災状況（通行の可否）を第一義的に加味してルートが選択されるが、平時においては、

これら複数のルートの内、移動時間や通行性などから効率的なルートが選択されて

いる。このような平時において選択される道路・区間が、非常時にも使用できるので

あれば、より効率的・効果的な復旧・復興作業につながることと期待される。 

現在、西三河９市１町などが構成員の「西三河防災減災連携研究会」において、緊

急輸送道路に関する検討（緊急輸送道路プロジェクト）が進められている。本手法に

より、ある地域におけるある観点での重要な道路・区間を明示することができ、道路

というインフラを通して隣接する自治体間での連携のきっかけや様々な事前対策の

インセンティブ、事後対応方針の策定に供するものと期待される。本手法を用いて、

重要な動線の定性的な特徴を踏まえた議論の上、実務上有効な緊急輸送道路の指定

に向けた取り組みが期待される。 



131 

 

 

図３－２－（２）－⑤－５ 災害対応支援物資輸送と電力復旧（西三河西部拡大）

(道路情報として、文献 5),6)を使用） 
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図３－２－（２）－⑤－６ 災害対応支援物資輸送と電力復旧（碧南市拡大） 

(道路情報として、文献 5),6)を使用） 

 

2）上水道事業体による減災対策の費用対便益分析 

a) 費用と便益の定義 

上水道事業は、市民や産業等に水を供給することで様々な「便益」を創出している

一方、上水道インフラの築造や維持管理、更新に伴う様々な「費用」を必要とする（そ

れぞれの発生イメージを、図３－２－（２）－⑤－７に示す）。 

本検討では碧南市水道課と協議しながら、過年度に考案した減災対策の実施に必

要な「費用」と「便益」について、表３－２－（２）－⑤－１の通り取りまとめた。

以降で、各項目の推計方法について説明する（碧南市との協議により、表３－２－（２）

－⑤－１のうち「Case5 の費用と便益」、「Case7 の費用」、「Case9 の費用」を除いた残

りの項目について推計することとした）。 
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図３－２－（２）－⑤－７ 上水道事業における「費用」と「便益」の発生イメージ（出

典：厚生労働省資料 7）） 
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表３－２－（２）－⑤－１ 各種減災対策の「費用」と「便益」 

 
※1 給水充足率：発災後の時期別の目標水量（下記参照）以上の給水を受けている人

口の比率。 

※2 目標水量は、「発災後０～３日：3L/日、４～14 日：20 L/日、15～28 日目：100 L/
日、29 日目以降：250L/日」と設定する。 

 

b) 費用の算出 

表３－２－（２）－⑤－１に基づいて、減災対策ごとの費用について算出する。減

災対策に必要となる費用の算出にあたっては、「水道事業の再構築に関する施設更新

費用算定の手引き 8)」に掲載されている費用関数に基づいて実施するが、費用関数が

用意されていない減災対策（本検討では、耐震性緊急貯水槽）の費用は、実績値や経

験値から想定する。 

今回使用した費用関数について、図３－２－（２）－⑤－８～図３－２－（２）－

⑤－10 に示す。なお、この費用関数が作成されてから一定期間が経過していること、

消費税率が改訂されていることから、消費税率およびデフレーター（国土交通省）9)

により補正した上で、使用した。 

費用（Ｃ） 便益（Ｂ）
項目 項目

給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）
給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）
漏水事故の削減
給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）
給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）
給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）
給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）
給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）
給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）
給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）
給水充足率の増加（生活用）
給水充足率の増加（業務営業用）
給水充足率の増加（工場用）

Case10:避難場所への耐震性緊急貯水槽の設置 耐震性緊急貯水槽の整備

Case1:第1配水場を耐震化した場合

Case2:第1配水場を10,000㎥に増量した場合

Case3:経年塩ビ管の耐震化を実施した場合

Case4:準幹線（φ150mm以上の管路）の耐震化を実施した場合

Case5:ブロック本管整備による配水ブロック化を実現した場合

Case6:県水との支援連絡管・応急給水支援設備、近隣自治体
との緊急時連絡管の活用（近隣自治体の被害が軽微な場合）

Case7:１人あたり3L/日×3日の飲料水備蓄を前提

Case8:管路の応急復旧方法の見直し（仮設配管を敷設し、応
急給水を行う。管路の本復旧は管内の断水が終息後に行う。）

Case9:応急給水方法の見直し(仮設給水栓の早期立ち上げ)

準幹線の耐震化工事費

ブロック本管の耐震化工事費

他事業体の連絡管の整備費用

※市民への広報費用等が考
えられるが、今回は具体的
な費用算出はしない。

※作業変更に伴う訓練費用
等が考えられるが、今回は
具体的な費用算出はしな

仮設配管工事費+本復旧工
事費

想定した対策

既設配水池の全面更新＋増
強工事費

既設配水池の耐震化工事費

経年塩ビ管の更新工事費
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Ｘ 有効容量（m3） 1,000 2,000 4,000 7,000 10,000 12,000 14,000 

Ｙ 工事費（百万円）税込み 110 220 440 770 1,100 1,320 1,540 

 

図３－２－（２）－⑤－８ 配水池配水池新設工事に伴う費用関数（Case1、2 で使用） 

 

適用範囲：開削工事一式（m 当たり工事費、諸経費及び消費税込み）、ポリエチレン管、

車道、昼間施工 

 

Ｘ 口径（mm） 75 100 150 200    

Ｙ m 当たり工事費（千円/m）税込み 41 47 58 70    

 

図３－２－（２）－⑤－９ 管路更新工事（ポリエチレン管）に伴う工費関数 

（Case3、Case6、Case8 で使用） 

 

適用範囲：開削工事一式（m 当たり工事費、諸経費及び消費税込み）、 

ダクタイル鋳鉄管（耐震継手）、車道、昼間施工 
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Ｘ 口径（mm） 75 150 250 350 600 800 1,000 

Ｙ m 当たり工事費（千円/m）税込み 63 76 99 128 245 412 693 

図３－２－（２）－⑤－10 管路更新工事（ダクタイル鋳鉄管）に伴う工費関数 

（Case4 で使用） 

 

c) 便益の算出 

平常時に享受できる便益と、災害が発生した際に発現する便益の２種類が考えら

れる。厚生労働省「水道事業の費用対効果分析マニュアル 7)」（以下厚労省マニュア

ル）を参照しながら、それぞれについて推計した。 

＜平常時における便益＞ 

    ■漏水事故の削減（Case3 で使用） 

    老朽管の耐震化により、平常時に発生する漏水損失額と維持管理費の低減効果が

以下の通り得られるとした。  

① 漏水損失額の低減額  

 老朽管更新により、現行の有収率（93.4％、平成 30 年度実績）が、95％（近年

最大程度）に回復するものとした。これによる漏水損失額の低減額は、以下のと

おりとする。  

漏水損失額の低減額 ＝ 年間給水量×（有収水量の差）／100×給水原価【H30 実

績ベース】  

          ＝ 8,000,000 (m3/年)×0.016×140.97 (円/m3) 

          ＝ 18,044（千円/年）  

② 維持管理費の低減額 

 老朽管による管路破損事故などの修繕・復旧工事費、漏水調査等の維持管理費

が、実績で年間 20 百万円程度発生していることから、この維持管理費削減分を

便益として計上する。  

③ 合計 

 ①と②を加算し、漏水事故の削減によって得られる便益の合計額は 38.044 (百万

円/年)と算出される。  
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＜災害発生時における便益の推計方法＞ 

    ■応急給水充足率の増加（全ての Case で使用） 

①生活用水 

給水充足人口の増加量（当該対策を行ったことで、新たに目標水量を享受でき

るようになった需要家数）に、被害原単位を乗ずることで算出する。 

被害原単位は厚労省マニュアルで試算されている「7,428 円/人・日（完全断水

状態で、220L の水を得るために必要な費用）」を参考とし、以下のように設定した。 

ⅰ）発災後０～３日における被害原単位 

対策により完全断水状態（0L/日）から目標水量（3L/日）の享受が可能に

なると想定する。 

被害原単位 ＝  7,428×（3-0）/220 ≒ 101 円/人・日 

ⅱ）発災後４～14 日（目標水量は 20L/日）における被害原単位 

対策により、３日目までの水量充足状態（3L/日）から目標水量（20L/日）

の享受が可能になると想定する。 

被害原単位 ＝ 7,428×（20-3）/220 ≒ 574 円/人・日 

ⅲ）発災後 15～28 日（目標水量は 100L/日）における被害原単位 

対策により、14 日目までの水量充足状態（20L/日）から目標水量（100L/

日）の享受が可能になると想定する。 

被害原単位 ＝ 7,428×（100-20）/220 ≒ 2,701 円/人・日 

ⅳ）発災後 29 日以降（目標水量は 250L/日）における被害原単位 

対策により、28 日目までの水量充足状態（100L/日）から目標水量（250L/

日）の享受が可能になると想定する。 

被害原単位 ＝ 7,428×（250-100）/220 ≒  5,065 円/人・日 

 

②業務営業用水 

給水充足率の増加量（当該対策を行ったことで、新たに目標水量を享受できる

ようになった需要家の割合）を、業務営業用水の使用可能量の増加分と同等とみ

なし、これに被害原単位を乗ずることで算出する。今回の検討では、災害発生後

15 日以降において、完全断水状態から各事業に必要な水量が確保できる状況を想

定し、当該期間における給水充足率の増加量を計算対象とした。 

ⅰ）被害原単位 

平成 23 年度愛知県産業連関表 10)より、水道からの中間投入割合が大きい部門

と小さい部門（水道の供給が止まった場合の営業停止損失の大きい業種と小さい

業種）に分類し、それぞれの生産額を合計した（表３－２－（２）－⑤－２）。た

だし、碧南市単独での生産額は、平成 18 年度事業所・企業統計調査の結果 11)か

ら、愛知県内の事業所数、従業者数における碧南市の占める割合をもとに設定し

ている。 

次に、分類ごとの生産額に断水による影響率を乗じて、被害原単位を算出した

（表３－２－（２）－⑤－３）。影響率は厚労省マニュアルに準拠し、断水率 100%

の場合の影響率は、営業停止損失の大きい部門で 100%、営業逓信損失の小さい部
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門で 16%とした。 

以上のプロセスにより、業務営業用水の被害原単位を以下のとおりとする。 

営業停止損失の大きい部門：205,000 千円/日 

営業停止損失の小さい部門：32,800 千円･日 

 

表３－２－（２）－⑤－２ 営業停止損失の大きい業種と、比較的小さい業種に 

おける生産額 

 

 

表３－２－（２）－⑤－３ 業務営業用水の被害原単位 

 

 

③工場用水 

業務営業用水の場合と同様、災害発生後 15 日以降における給水充足率の増加量

に被害原単位を乗ずることで算出する。 

ⅰ）被害原単位 

厚労省マニュアルの算出方法に基づき、平成 26 年度工業統計表 12)の知多・衣浦

工業地区のデータ、および物価指数 13)、14)を用いて算出すると、表３－２－（２）

－⑤－４の通り、碧南市内の工業用水被害原単位は「0.200 千円/m3」と設定するこ

とができる。 

 

碧南市内
(百万円/年) (百万円/日) (百万円/日)

総生産額 71,918,209 197,036 2,085

小売 2,308,233 6,324 67
医療 2,263,474 6,201 66
介護 383,186 1,050 11
飲食サービス 1,582,856 4,337 46
宿泊業 154,173 422 4
浴場等 392,223 1,075 11
6業種計 7,084,145 19,409 205

上記以外 64,834,064 177,628 1,879

愛知県内

営業停止損失の大さい業種

営業停止損失の小さい業種

(件) (%)
愛知県 335,601
碧南市 3,552 1.058
従業者数

(人) (%)
愛知県 3,762,487
碧南市 38,648 1.027

給水制限率 市内総生産 影響率 被害額 給水制限率 市内総生産 影響率 被害額
(％) (千円/日) (％) (千円/日) (％) (千円/日) (％) (千円/日)

0 0 0 0 0 0
5 0.5 1,025 5 0.5 1,025
10 1 2,050 10 1 2,050
15 3 6,150 15 3 6,150
20 5 10,250 20 5 10,250
25 7 14,350 25 7 14,350
30 10 20,500 30 10 20,500
35 13 26,650 35 11 22,550
40 17 34,850 40 12 24,600
45 21 43,050 45 13 26,650
50 26 53,300 50 14 28,700
60 37 75,850 60 15 30,750
70 50 102,500 70 16 32,800
80 65 133,250 80 16 32,800
90 81 166,050 90 16 32,800
100 205,000 100 205,000 100 1,879,000 16 32,800
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表３－２－（２）－⑤－４ 工場用水における 1 日あたりの被害原単位の算出 

 

 

d) 各項目の算出結果と、費用対便益分析 

表３－２－（２）－⑤－５に、各対策 Case における費用と便益および、その比率

（B/C）の算出結果についてまとめる。 

 

表３－２－（２）－⑤－５ 各対策の費用対便益分析結果 

 

 

表３－２－（２）－⑤－５から、費用対便益分析の結果は、以下のように考察できる。 

 被災直後の応急給水量を充実させる減災施策（Case1、Case2、Case10）について

(1) (6) (7) (8) (9) (10) (11)
淡水使用水量 用水分付加価値 淡水補給水量 用水効果額単価 上水道 工業用ウエイト 工場用
(m3/日) (百万円/年) (m3/日) (千円/m3) (m3/日) (千円/m3)

製造業計 904,418 238,796 153,921 4.25 24,235 1.000 0.200
09 食料品製造業 98,996 1,404 27,427 0.14 2,215 0.091 0.013
10 飲料・たばこ・飼料製造業 726 11 726 0.042 307 0.013 0.001
11 繊維工業 685 7 685 0.028 106 0.004 0
12 木材・木製品製造業（家具を除く） 116 0 116 0 97 0.004 0
13 家具・装備品製造業 266 0 266 0 171 0.007 0
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 34,589 475 3,911 0.333 86 0.004 0.001
15 印刷・同関連業 145 0 145 0 143 0.006 0
16 化学工業 31,035 431 17,342 0.068 851 0.035 0.002
17 石油製品・石炭製品製造業 2,580 34 1,854 0.05 20 0.001 0
18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 4,810 52 4,765 0 1,690 0.070 0
19 ゴム製品製造業 618 7 618 0.031 53 0.002 0
21 窯業・土石製品製造業 85,309 1,186 13,317 0.244 1,361 0.056 0.014
22 鉄鋼業 187,762 2,582 21,678 0 659 0.027 0
23 非鉄金属製造業 1,084 18 1,084 0.045 259 0.011 0
24 金属製品製造業 5,174 77 5,174 0.041 4,021 0.166 0.007
25 はん用機械器具製造業 2,172 46 2,172 0 1,428 0.059 0
26 生産用機械器具製造業 3,774 112 1,473 0.208 654 0.027 0.006
27 業務用機械器具製造業 30 0 30 0 29 0.001 0
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 5,161 69 3,710 0.051 41 0.002 0
29 電気機械器具製造業 25,692 351 4,399 0.219 571 0.024 0.005
30 情報通信機械器具製造業 36 0 34 0 34 0.001 0
31 輸送用機械器具製造業 413,649 6,077 42,986 0.387 9,430 0.389 0.151
32 その他の製造業 9 0 9 0 9 0.000 0

出典:H26工業統計調査（知多・衣浦地区）

対策Case 総費用（C) 総便益（B) B/C 備考
Case1：第1配水場を耐震化した場合 705百万円 31百万円 0.04

Case2：第1配水場を10,000㎥に増量した場合 1,282百万円 31百万円 0.02

Case3：経年塩ビ管の耐震化を実施した場合 1,864百万円 3,242百万円 1.74

Case4：口径150mm以上の管路の耐震化を実施した場合 3,788百万円 1,534百万円 0.40

Case5：給水ブロックの細分化を実現した場合 - - - 協議により実施せず

Case6：愛知県水道との支援連絡管や、近隣市町村行政

との緊急時連絡管、応急給水支援設備を活用した場合
6百万円 25百万円 4.17

Case7：水道需要者一人あたり3L/日×3日の飲料水を備

蓄した場合
- 6百万円 -

今回、費用は算出していないが、市民の備蓄を

促す啓発事業等に約6百万円を支出する価値が

あると解釈することができる。

Case8：被害の集中するエリアで修繕に替えて仮設管路

の敷設を実施した場合
3,672百万円 4,907百万円 1.34

費用には仮設管路の配管費用に加え、将来の本

復旧費用も含む。

Case9：仮設給水栓を早期に立ち上げた場合 - 31百万円 -

今回、費用は算出していないが、仮設給水栓の

立ち上げに伴う職員の人件費等に約31百万円を

支出する価値があると解釈することができる。

Case10：市内に耐震性緊急貯水槽を設置した場合 350百万円 50百万円 0.14 50百万円/基（設置工事費込み）を7基設置。

※2：Case3、Case4以外の対策では、対策が短期間で完了すると想定し、換算係数法を用いて金額補正を行っている。

※1：Case3、Case4では、対策が⾧期間で完了すると想定し、年次算定法を採用した。各年度毎に投資金額・便益を算定したのち、対策完了後

50年先までの累積値を総費用・総便益とした。
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は、今回の便益項目の設定下では投資に見合う便益は得られない結果となった。

ただし、今回の便益算出では水の「単位価値」を時期にかかわらず一定とみなし

ている（「目標水量が 3L/日の時点での 1L 当たりの価値」と「目標水量が 100L/

日の時点での 1L 当たりの価値」を等価とみなしている）。単位価値に重みをつけ

る形で便益を算出する場合、得られる総便益が総費用を上回る可能性があること

を補足する。  

 復旧日数を短縮させる減災施策（Case3、Case4、Case8）では、Case3（経年塩化

ビニル管の耐震化）および Case8（仮設管路の敷設）で B/C が１を超え、投資に

見合った減災効果が得られる結果となった。  

Case7（市民による水の備蓄）および Case9（応急給水栓の早期立ち上げ）につい

て、便益から逆算すると、Case7 で 6 百万円程度、Case9 で 31 百万円程度の投資

までであれば、B/C が１を超える。今回、具体的な費用について算出していない

が、上記金額以下で対策が完了できるような施策を立案することが望ましい。 

 

3）災害時支援拠点に対する、被災管路の優先的復旧の考察 

a) はじめに 

今日、全国の水道事業体では、管内の水道管路の耐震化が計画的に進められている。

一方で、財源の限られる中での耐震化事業は一朝一夕に成るものではなく、近い将来

に巨大地震が発生すれば管路の被害や、それに伴う断水被害は避けられない現状で

ある。そんな中、断水被害による社会的な影響を最小化するための応急対応計画、中

でも被災管路の効率的な修繕計画の策定は、事業体が取り組むべき重要課題である。

本業務では、災害発生時に公益に資する施設を「優先復旧施設」と位置付け、当該施

設に至る水道管路に対し優先的に修繕を行うことを検討する。 

今回、「優先復旧施設」として取り扱うのは、地域の一般公衆浴場（銭湯）である。

既往の災害において、銭湯は多くの被災者に対して「入浴支援」を提供してきた。現

在では多くの自治体が、地元の銭湯が加入する「公衆浴場業生活衛生同業組合」との

間で災害時連携協定を締結する等、災害時の支援拠点としての銭湯への期待は大き

いといえる。しかし当然ながら、業務用水がなければ銭湯は営業を継続できないため、

災害時には早期の給水再開が必要となる。同じく災害時の重要施設である医療機関

や避難所等に対しては、事前の管路の耐震化が優先的に進められている（e.g.厚生労

働省：重要給水施設管路の耐震化計画策定の手引き 15））が、銭湯に対するこうした

動きは活発でない現状である。 

以上を鑑みて、本検討では某市における各銭湯の水源に関する調査を行った後、銭

湯の営業再開を早期化するための復旧施策について考察した。 

 

b) 某市内における銭湯の水源調査と、某市における管路被害予測  

はじめに、某市内の銭湯に業務用水に関するヒアリングを行った。回答を得られた

54 件の銭湯のうち、30 件では井戸水の利用によって営業が継続できる一方、24 件は

上水道が復旧しなければ業務用水を確保できないことが明らかとなった。  

続いて、某市上水道事業者の協力のもと、同市における三つの供給区域を対象に、
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南海トラフ巨大地震が発生した際の水道管路の被害予測を行った（過年度の業務で構

築した被害予測ツールを活用。なお、同市の水道管路以外の施設は十分な耐震性を有

するとし、水道管路のみの被害予測を行っている）。その結果を表３－２－（２）－⑤

－６に記す。  

 

表３－２－（２）－⑤－６ 三つの供給区域内の水道管路被害予測結果 

供給 

区域 

管路口径 被害件数 

ア 

φ1,000mm 以上 2.8 件 

φ400mm 以上 φ1,000mm 未満 3.9 件 

φ400mm 未満 35.3 件 

イ 

φ1,000mm 以上 0.2 件 

φ400mm 以上 φ1,000mm 未満 4.6 件 

φ400mm 未満 22.8 件 

ウ 

φ1,000mm 以上 0.8 件 

φ400mm 以上 φ1,000mm 未満 2.0 件 

φ400mm 未満 20.7 件 

 

本検討では、後者の 24 件の銭湯に至る水道管路を優先的に復旧した場合、銭湯の

営業再開がどれだけ早期化されるかをシミュレーションすることとした。  

 

c) 復旧手順シナリオ  

 本検討では、浄水場から銭湯に至るまでの管路のみを優先して復旧する「シナリオ

その１」と、φ1,000mm 以上の管路（基幹幹線と呼称する）と φ400mm 以上 φ1,000mm

未満の管路（幹線と呼称する）を優先修繕する「シナリオその２」を想定し、それぞ

れにおいて銭湯への給水再開までに要する日数を推計する。 

 

■シナリオその１における復旧の推移（図３－２－（２）－⑤－11 に、そのイメー

ジを図示する） 

 対象とする供給区域を 500m 四方のメッシュに分割する。各メッシュに対し、以

下の手順で「復旧班（修繕作業をする班）」を投入し、復旧を進めていく。 

＜事前作業＞  

供給起点（浄水場や配水場）の点検を行う（所要日数は３日とする）。今回の検

討では、供給起点は３地点となった。供給起点のあるメッシュ毎に「復旧班」を１

班配置し、メッシュ内の管路被害の確認および復旧を開始する。なお某市との協議

を踏まえ、復旧班の班数（同時に活動できる最大数）を 20 班と設定している。  

＜手順１＞  

 配置されたメッシュ内の基幹幹線に被害箇所がある場合は復旧を行う。被害がな

い場合、手順２へ。  
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復旧の所要日数は、被害件数を復旧能力（0.25 件/日）で除して算出する。基幹

幹線の復旧が完了したら、手順２へ。  

＜手順２＞  

当該メッシュ内に銭湯がある場合、メッシュ内に幹線を復旧する班と、支線を復

旧する班を投入する。銭湯がない場合、手順４へ。  

まず、幹線の被害件数を（0.5 件/日）で除して所要日数を算出する。幹線の復旧

が完了したら、手順３へ。  

＜手順３＞  

支線の被害件数を（1.5 件/日）で除して所要日数とする。支線の復旧が完了した

時点で、メッシュ内の銭湯は水利用可能とみなす。支線の復旧が完了したら、手順

２へ。  

＜手順４＞  

隣接する下流のメッシュ内に銭湯がある場合、またはそのさらに下流のメッシュ

に銭湯がある場合、隣接するメッシュに移って手順１から再開する。隣接するメッ

シュが複数ある場合は、それぞれに復旧班を１班ずつ配置し、並行して復旧検討を

行う。 

 

図３－２－（２）－⑤－11 「シナリオその１」における復旧のイメージ 

 

■シナリオその２における復旧の推移 

＜事前作業＞ 

供給起点（浄水場や配水場）の点検を行う（所要日数は３日とする）。 

＜手順１＞  

供給区域毎の基幹幹線の被害件数を、総復旧能力（復旧班数×復旧能力（0.25 件/

日）と定義）で除することで、基幹幹線の復旧にかかる日数を概算する。  

＜手順２＞  

手順１と同様に、幹線の被害件数を総復旧能力（復旧班数×復旧能力（0.5 件/日）

と定義）で除することで、幹線の復旧にかかる日数を概算する。  

＜手順３＞  

各銭湯に至るまでの支線部分のみの復旧所要日数としては、シナリオその 1 の手

＜復旧班のルール＞

銭湯

凡例

：基幹幹線

：幹線

：支線

：復旧対象メッシュ

：復旧対象外

水道施設
（START）

銭湯

A

B

C

D

E

F

G

・稼働できる班数は20班とする。
・復旧能力の目安は下記の通り。

基幹幹線：0.25件/ 日

幹線： 0.5件/ 日
支線： 1.5件/ 日

・銭湯に通水する管路を含むメッ
シュが復旧対象。（上図のA～F）

・上流の復旧後、下流の復旧に移る
（通水試験が必要のため）。

右図の場合、Aメッシュの復旧後、
以下2経路に分岐して復旧が進む。
・A→B→D ・A→C→F→E
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順３の所要日数を用いる。  

 

d) シミュレーション結果  

シナリオその１で復旧を進めた場合に実現する、水利用が可能となった銭湯数の

推移を下表にまとめる。発災後 22 日の終わりにすべての対象管路の復旧が完了し、

23 日目から水供給が再開されるという結果となった（表３－２－（２）－⑤－７）。 

 

表３－２－（２）－⑤－７ シナリオその１における銭湯の水利用可能性  

水利用の形態 発災直後 発災後 8 日 発災後 15 日 発災後 22 日 発災後 23 日 

井戸水 30 件 30 件 30 件 30 件 30 件 

上水道 0 件 3 件 15 件 23 件 24 件 

計 30 件 33 件 45 件 53 件 54 件 

 

シナリオその２で復旧を進めた場合に実現する、水利用が可能となった銭湯数の

推移を下表にまとめる。発災後 28 日目の終わりにすべての対象管路の復旧が完了し、

29 日目から水供給が再開されるという結果となった（表３－２－（２）－⑤－８）。 

 

表３－２－（２）－⑤－８ シナリオその２における銭湯の水利用可能性 

水利用の形態 発災直後 発災後 8 日 発災後 15 日 発災後 22 日 発災後 29 日 

井戸水 30 件 30 件 30 件 30 件 30 件 

上水道 0 件 0 件 7 件 11 件 24 件 

計 30 件 30 件 37 件 41 件 54 件 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

電力については、南海トラフ地震による電力需給ギャップ対策の方向性、及び電力

復旧に供する重要道路の抽出を行った。特に道路は、主に人・モノを、ある地点（始

点）から他のある地点（終点）へ運ぶために用いられ、両地点を結ぶルートは、多く

の場合、複数のルートを選択することができる。発災直後などの非常時においては、

始点・終点間を結ぶ複数のルートから、被災状況（通行の可否）を第一義的に加味し

てルートが選択されるが、平時においては、これら複数のルートの内、移動時間や通

行性などから効率的なルートが選択されている。このような平時において選択され

る道路・区間が、非常時にも使用できるのであれば、より効率的・効果的な復旧・復

興作業につながることと期待される。 

現在、西三河９市１町などが構成員の「西三河防災減災連携研究会」において、緊

急輸送道路に関する検討（緊急輸送道路プロジェクト）が進められている。本手法に

より、ある地域におけるある観点での重要な道路・区間を明示することができ、道路

というインフラを通して隣接する自治体間での連携のきっかけや様々な事前対策の

インセンティブ、事後対応方針の策定に供するものと期待される。今後は、本手法を

用いて、重要な動線の定性的な特徴を踏まえた議論の上、実務上有効な緊急輸送道路
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の指定に向けた取り組みが期待される。 

上水道事業体による減災対策の費用対便益分析では、各種減災対策に必要な費用

と得られる便益の大きさについて推計することで、これらの対策を中長期的に計画

するための判断材料となりうる知見を得ることができた。一方で、災害発生時に発現

する便益について精緻に推計するためには、（例えば、地場産業の操業再開の可能性

など）対象とする地域の被災後の姿について詳細に思い描く必要があるだろう。他の

サブテーマで得られた知見の活用も含めた、多角的な視点での検証を行うことが肝

要といえる。 

災害時支援拠点に対する、被災管路の優先的復旧について、銭湯への給水再開を優

先したシナリオその１では、発災後 15 日目時点で全 24 件中 15 件と、６割以上の銭

湯への給水が再開している。これは、基幹幹線、幹線の復旧を優先したシナリオその

２の同時点における復旧速度の２倍である。水供給が再開することで銭湯が営業を

再開したと仮定すると、シナリオその１はその２よりも早期に営業を再開すること

が可能となる。シナリオその１における銭湯の「延べ営業日」は、シナリオその２よ

りも 150 日多い結果となった。  

銭湯への給水再開の早期化は、実際の入浴支援にどれだけの効果を及ぼすのかに

ついては、熊本地震における無料入浴支援の記録 16)を参照すると、ある銭湯での１

日当たりの入浴者数（最大時）は 1,050 人であったとの記載がある。当該銭湯では入

浴時間に制限（10 分まで）を設けており、多くの入浴客にサービスを提供するため

に苦心したことが伺えるが、仮に各銭湯が最大で 1,000 人分の入浴を提供できると仮

定すると、150 営業日で 15 万人分の入浴が可能になると推計できる。 

熊本地震の事例では、民間実施された入浴支援（地元銭湯や宿泊施設による支援）

で、延べ 32 万人分の入浴が賄われた。今回の入浴人数の推計結果はそのおよそ半数

とみなすことができ、優先復旧が入浴支援事業に少なくない効果を及ぼす可能性が

確認できた。  

熊本地震の事例では無料入浴支援を行った銭湯やホテル等に対し、営業補償金の

意味合いで、約 1.3 億円の補助金（熊本県へのヒアリング結果による）が支払われて

いる。これらの数値から、「入浴支援１回あたり」の補助金は約 406 円と推計するこ

とができる。仮にこの金額を、入浴支援によってもたらされた入浴の「価値」と捉え

ると、延べ 15 万人分の入浴は約 6,100 万円もの価値を創出したと考えることができ

る。  

本検討では地域の銭湯に焦点を当てた検証で、上水道の復旧を優先した際の効果

について推計した。実際の復旧施策については、その他の重要施設も対象とした検討

を積み重ねる中で熟慮されることが望ましい。 
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⑥ 広域リスク評価 

(a) 業務の要約 

本業務では、過去の南海トラフの地震発生状況から、多様性のある南海トラフの地震

の分類（シナリオタイプの類型化）を行うとともに、地域類型化手法の高度化検討を実

施した。検討結果に基づき、６ケースのシナリオの地域類型を推定するとともに、地域

類型を反映した各ケースの災害シナリオを試作した。 

 

(b) 業務の実施方法 

シナリオタイプの類型化については、①南海トラフで過去に地震が発生した際の発生

パターン、②南海トラフ周辺の地震発生状況、③南海トラフの地震・津波に対する現状

の防災対策、④東日本大震災における災害対応の課題や被災地以外への影響の波及状況、

⑤災害の全体像を様々な観点から論じた研究等、に関連する既往研究・文献等を調査し

た上で、南海トラフの地震像を構成する要因や地震像の枠組みについて検討した。 

地域類型化手法の高度化検討については、産業連関表の各産業の影響力係数や感応

度係数を利用して、南海トラフの地震・津波による間接的な影響に関する地域類型化を

検討した。さらに、平成 30 年度に検討した「被害の様相」「社会経済的特徴」、本年度
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に検討した「間接的影響」、３種類の地域類型について、６つのシナリオ地震が発生し

た場合の地震・津波ハザードを元に、地域類型の分布を推定した。 

以上の結果を利用し、６ケースの災害シナリオを試作した。具体的には、羅・岡田 1) 

の四面会議システムを準用し、発災直後や復旧・復興期を含む期間を対象に、「被害の

様相」「社会的・経済的特徴」の地域類型の構成要素毎の状況を整理し、地域類型ごとの

災害シナリオを作成した。 

 

(c) 業務の成果 

1) シナリオタイプの類型化 

(b)項に関連する既往研究・文献等の調査結果を整理すると、災害の基本構造は

「素因」「必要要因」「拡大要因」で構成されること 2)、災害対応は発災直後から１

か月程度を扱っていること、中央防災会議 南海トラフ沿いの地震観測・評価に基づ

く防災対応検討ワーキンググループ 3)では南海トラフ沿いで発生する典型的な異常

な現象として４つのケースが想定されていること、南海トラフの地震には多様性が

あるとともに南海トラフの地震発生前後には周辺地域でも大きな地震が発生してい

ること、等が明らかとなった。これらの調査結果を元に、南海トラフの地震・津波

による災害の「素因」「必要要因」「拡大要因」となる要素を検討した。その結果、

「素因」は南海トラフの地震の発生規模、領域等の要素、「必要要因」は曝露対象、

「拡大要因」は応急対応に関連する事項や被災地の社会・経済的特徴が該当すると

考えられた。図３－２－（２）－⑥－１に検討結果を示した。 

 

 

図３－２－（２）－⑥－１ 素因・必要要因・拡大要因となる要素 

 

南海トラフの地震の分類を行う場合、これら素因、必要要因、拡大要因の組合せ

が類型の候補と考えられる。このうち拡大要因に着目すると、他地域等の地震によ

り災害対応・復旧対応等に影響を及ぼすシナリオ（直接的な影響を重視するシナリ

オ）と、素因発生前の現象により社会・経済活動が抑制され地震が発生していない
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にも関わらず被害が出るシナリオ（間接的な影響を重視するシナリオ）の２つに分

類される。また、これらの影響は、他地域の地震の発生時期によりその内容が分か

れると考えられた。素因や必要要因に関しても分類が可能ではあるが、ここでは広

域的に見た場合の地震災害の全体像を捉えることを重視し、最終的には、「拡大要

因の影響」、「拡大要因の発生時期」の２つの組み合わせで表３－２－（２）－⑥－

１のように分類した。なお、拡大要因発生時期を発災直後とした場合、緊急対応に

関する事象がシナリオの主となることが想定されることから、間接的な影響重視の

タイプは設定していない。今年度に災害シナリオを作成した６ケースのシナリオの

タイプ分類を表３－２－（２）－⑥－２に示した。 

 

表３－２－（２）－⑥－１ 災害シナリオのタイプ分類  

 

 

表３－２－（２）－⑥－２ 各ケースの災害シナリオの概要とタイプ分類  

 

 

2) 地域類型化手法の高度化検討 

南海トラフの地震・津波による間接的な影響を地域類型に反映させるため、産業

連関表の影響力係数や感応度係数を利用して、間接的な影響に関する市区町村毎の

地域類型を検討した。具体的には、2011 年産業連関表 4)による製造業各産業につい

て、影響力係数の大きい産業が他の産業に対する生産波及の大きい産業、感応度係

数の大きい産業が他の産業からの影響が大きい産業とし、各市区町村におけるそれ

らの産業の割合を中村ほか 5)の産業別市区町村別民間企業資本ストックを利用し市

ケース
番号

タイプ 地震の発生状況

1 タイプ２
南海トラフの東海地域（CDE）でM8.3の地震が発生し、その2か月後に南海地域（ZAB）でM8.7の地震が
発生

2 タイプ３ 紀伊半島沖でM7.3の地震が発生し、その半年後に南海トラフ全域（ZABCDE）でM9.1の地震が発生

3 タイプ３
東海地震の震源域（E）で前兆現象が観測され、政府から「南海トラフ地震に関連する情報」が発表され
たが、なにも発生せずに、2年後に南海トラフ全域（ZABCDE）でM9.1の地震が発生

4 タイプ１ 都心南部直下でM7.3の地震が発生し、その2か月後に南海トラフ全域（ZABCDE）でM9.1の地震が発生

5 タイプ４
南海トラフの南海地域（ZAB）でM8.7の地震が発生し、その2年後に東海地域（CDE）でM8.3の地震が発
生

6 タイプ２
南海トラフの東海地域（CDE）でM8.3の地震が発生し、その1か月後に猿投－高浜断層帯でM7.1の地震
が発生。さらに、その1年11カ月後に南海地域（ZAB）でM8.7の地震が発生

※表中のZ,A,B,C,D,Eは南海トラフの長期評価(第二版)における６つの震源域に対応する
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区町村毎に算出した。 

地域類型は、各市区町村における他産業への影響の大きい産業の割合、および他

産業からの影響の大きい産業の割合をそれぞれ規準化した上でクラスター分析し設

定した。その結果、本検討では表３－２－（２）－⑥－３に示す３つの分類が得ら

れるとともに、規準化した値の中央値や四分位偏差から各類型の特徴づけを行っ

た。 

 

表３－２－（２）－⑥－３ 間接被害の地域類型  

 
 

 

表３－２－（２）－⑥－４ 被害の様相、社会経済的特徴の地域類型 

（被害の様相）  

 
※Ｌ４：極めて被害が出やすい  Ｌ３：被害が出やすい 

Ｌ２：被害が出る可能性がある Ｌ１：被害が相対的に出にくい 

（社会経済的特徴）  

 
 

平成 30 年度の検討結果も合わせ、最終的に得られた地域類型の種類は表３－２

－（２）－⑥－３および、表３－２－（２）－⑥－４に示す「被害の様相」、「社会

経済的特徴」、「間接的影響」の３種類である。「被害の様相」は被災地の被害の原

因となるハザードのタイプの類型で、災害シナリオ作成の際、発災直後の対応を考

指標の
概要

中間投入財の
供給者の割合

中間投入財の
需要者の割合

CLS-α 低い 低い

CLS-β 普通 普通

CLS-γ 高い 高い

中間投入財の供給者・需要者の割合が低く、間接被害が相対的には発生しにくい、
または製造業が停止した場合に相対的には他地域への経済被害波及の原因となり
にくい地域

各タイプの特徴

中間投入財の供給者・需要者の割合がやや高く、間接被害が発生しうる、または製
造業が停止した場合に他地域への経済被害波及の原因となりうる地域

中間投入財の供給者・需要者の割合がやや高く、間接被害が発生しやすい、また
は製造業が停止した場合に他地域への経済被害波及の原因となりやすい地域

地震動 液状化 火災 土砂災害 津波
CLS1 L3 L2 L2 L1 L1
CLS2 L4 L1 L4 L1 L1
CLS3 L2 L1 L1 L1 L1
CLS4 L4 L1 L1 L4 L1
CLS5 L2 L1 L1 L1 L3
CLS6 L2 L1 L1 L1 L4
CLS7 L2 L4 L1 L1 L2

人口増減率
75歳以上人口

率
持ち家率

他地域から
電車・バス通

勤人口

第一次産業
人口割合

CLS-A やや高い やや低い やや低い やや低い やや低い

CLS-B 高い やや低い 低い 高い やや低い

CLS-C やや低い 高い 高い やや低い 高い

CLS-D やや低い やや高い やや高い やや低い やや低い



149 

 

えるための類型である。「社会経済的特徴」は被災地が元来保有している地域性

で、復旧・復興期において発生する課題について、検討するための類型である。ま

た、「間接的影響」は、製造業を中心に間接被害を受けやすい地域または間接被害

を引き起こす原因となりうる地域を区分するための類型で、複数のシナリオ地震か

ら構成される災害シナリオ等で発災前の状況が問題となる災害シナリオの検討に役

立てることが期待されるものである。なお、社会的経済的特徴に関しては、本年度

作成した間接的影響の類型と重複しないように平成 30 年度成果を見直し、製造業

人口割合を除いた５つの指標を利用し再定義したものである。表３－２－（２）－

⑥－５に地域類型化の種類、類型化のねらい、類型対象地域を整理した。 

 

表３－２－（２）－⑥－５ 地域類型化のまとめ  

 

表３－２－（２）－⑥－５の３種類の地域類型を表３－２－（２）－⑥－２に示し

た６ケースのシナリオを構成する各地震に適用した。適用結果の一例として、各ケー

スにおける被災地（表３－２－（２）－⑥－５の類型対象地域）の社会経済的特徴と

間接的影響の各類型の構成割合を図３－２－（２）－⑥－２に示した。  

 

  

（社会経済的特徴）        （間接的影響：被災地のみ） 

図３－２－（２）－⑥－２ 類型対象市区町村における各類型の構成比  

 

また、本検討により得られた地域類型結果の概要をまとめると以下の通りである。 

① 南海トラフ東側(CDE)の地震による被災地は紀伊半島～東海地方を中心に広

がる。これらの地域では、地震動が L4 となる CLS-2 や CLS-4 といった類型が

類型化の種類
災害シナリオ上

有効な時期
類型化の狙い 類型対象地域

被害の様相 発災直後
被災地がどのような種類のハザードによって被害を受けるのかを
示すことで、発災直後の対応状況を検討できるようにする

震度6弱以上の市区町村
津波がL2以上となるCLS-

5,6,7の市区町村
社会経済的特徴がCLS-Bと
なる市区町村で震度5弱以

上となる市区町村

社会経済的特徴 (主に)復旧・復興期
被災地がもともと保有している社会状況を分類することで、復旧・
復興期において発生する課題について、地域性の違いを考慮し
てシナリオを作成・検討できるようにする

同上

間接的影響 全般

製造業を中心に、間接被害の影響を受けやすい地域、また間接
被害を引きおこす原因となる地域を区分しておくことで、被災後の
間接被害や複数地震発生するシナリオの発災前の行動等による
間接被害の影響等に関して、検討できるようにする

全国
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震源域に近い地域で出現し、沿岸部では津波の影響のある CLS-6 がみられた。

被災地の社会経済的特徴としては、東海地方では CLS-A に分類される地域が

多い一方、紀伊半島南部等では CLS-C や D といった類型がほとんどで、高齢

者の割合が高く、被災からの回復力は東海地方とは異なってくることが想定

される。間接的影響の観点からは CLS-γ に分類される市区町村が被災地内に

多く分類し、製造業を中心に他地域へ様々な影響を及ぼす可能性が高いと考

えられる。 

② 南海トラフ西側(ZAE)の地震では、紀伊半島～四国～九州南部を中心に被災地

が広がる。沿岸部では津波の影響の大きい CLS-6や地震動の影響が大きい CLS-

1、また四国では地震動と土砂災害の影響の大きい CLS-4 が目立つ。これら被

災地の社会経済的特徴としては CLS-C や CLS-D に属する市町村が多い。間接

的影響に関しては、多くの被災地は CLS-α に分類されており、他地域への影

響は相対的には低くなる結果が得られた。 

③ 南海トラフ全域(ZABCDE)の地震では、関東～九州の太平洋側の市区町村が被

災地となる。沿岸部では津波の影響の大きい CLS-5 または CLS-6 が多く、震

源に近い地域では、地震動の影響の大きい CLS-1、CLS-2、CLS-4、その外側に

CLS-3 が分布する傾向となった。これらの地域の社会経済的特徴としては、関

東・東海地方や瀬戸内海沿岸では CLS-A が分布する。また、東京・名古屋・大

阪といった大都市部では CLS-B に分類され帰宅困難等の問題が想起された。

一方、紀伊半島～四国～九州南部といった地域では、CLS-C や CLS-D に分類さ

れており、復旧リソースが十分でない場合、効率性を重視するか回復力の弱い

地域を重視するかが問題となる可能性が考えられる。 

④ 都心南部直下地震や猿投－高浜断層帯の地震は、南海トラフの地震と比較す

ると被災地の広がりはかなり限定される。これら２地震の被災地の社会経済

的特徴は CLS-A または CLS-B の地域に分類され、持家率もやや低いまたは低

く、兵庫県南部地震のような都市型の被害状況となると考えられる。また、猿

投－高浜断層帯の地震では、被害規模と比べ間接的な影響が大きい可能性が

ある。 

 

3) 災害シナリオの作成 

1)項のシナリオタイプの分類により位置づけが明確化された災害シナリオの各ケ

ースそれぞれについて、2)項で示した被災地の「被害の様相」「社会経済的特徴」

「間接的影響」の地域類型を反映させた形で災害シナリオを作成した。 

災害シナリオの作成にあたっては羅・岡田 1)の四面会議システムを援用し、被害

の様相、社会経済的特徴のそれぞれについて、会議システム図を作成した。その上

で、地震発生前後の状況について出し合った意見を集約して、災害シナリオを作成

した。会議システム図は、図３－２－（２）－⑥－３に示すような形で、地域類型

結果に応じてレベル分けを設定した。会議参加者は、各要素（例えば、「被害の様

相」では図３－２－（２）－⑥－３の五角形の各辺に記載された『液状化』『土砂

災害』などが要素に該当する）の各レベルに応じた状況に関する意見を付箋に記述
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し、会議システム図に添付することとした。四面会議は、会議参加者は５名、ファ

シリテーターは１名で実施した。本業務で対象としたシナリオの多くは複数の地震

で構成されるシナリオであり、２地震目以降を会議参加者が知って意見を述べるこ

とは望ましいことではない。そのため、シナリオの全容は会議参加者に事前に知ら

せず、ファシリテーターのみ地震の発生状況等を事前に把握する形で実施した。会

議はファシリテーターの１地震目の発生の告知で始め、地震発生直後から１日後の

状況について、会議参加者に会議システム図への記述を求め、会議参加者は付箋に

担当する要素の状況を記述した。ファシリテーターは、開始から 10 分後に１日後

から１週間後の状況についての記述を会議参加者に求めるとともに、会議参加者は

担当する要素の状況を記述した。同様の手順で、１週間後から１か月後、１か月後

から１年後についても、ファシリテーターの合図の下、会議参加者は順に記述を行

った。なお、事前に設定したケースに応じてファシリテーターは２地震目を会議参

加者に告知し、上述の手順と同様に２地震目以降の状況について合図を行い、会議

参加者は担当する要素の状況の記述を行った。写真３－２－（２）－⑥－１には、

会議後の参加者の意見を記した会議システム図を示した。 

    

（被害の様相）          （社会経済的特徴）  

図３－２－（２）－⑥－３ 作成した会議システム図  

 

 

写真３－２－（２）－⑥－１会議後の会議システム図  

 

災害シナリオは、横軸に時間の推移、縦軸に地域類型を表し、地域類型ごとの社

会の状況を整理した。図３－２－（２）－⑥－４および、図３－２－（２）－⑥－

５に作成例としてケース５の作成例を示した。 

災害シナリオの最上段には、地震イベントごとの被害量と併せて、災害シナリオ
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の特徴を記した。  

下段には、地域類型ごとの社会状況を時系列ごとに記しており、被災直後は「被

害の様相」と「社会経済的特徴」の地域類型毎の状況を併記した。また、「被害の

様相」と「社会経済特徴」のつながりの強さ（該当市区町村数）を矢印の幅で表す

とともに、被災直後以降は社会経済的特徴による地域類型ごとの状況を記した。  

具体的な災害シナリオの内容については、上述の四面会議システムでの議論内

容、東日本大震災等の震災誌による被災後の状況等を参考に作成した。地震間の社

会・経済状況や南海トラフ巨大地震に関する臨時情報への対応等については内閣府 

6)を参考に、主に企業の動きを付け加える形で作成した。  

 

図３－２－（２）－⑥－４ 災害シナリオの作成例（ケース５(前半)） 
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図３－２－（２）－⑥－５ 災害シナリオの作成例（ケース５(後半)） 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

本業務のまとめと今後の課題を以下に示す。 

1) 過去の南海トラフ及びその周辺での地震発生状況等と災害論の枠組みから、地震

規模や発生パターン等に多様性のある南海トラフで発生する地震像を分類した。

具体的には、災害の素因・必要要因・拡大要因とハザードの要素を整理するとと

もに、シナリオ作成における拡大要因の影響の考え方と拡大要因の発生時期の組

み合わせによる４分類を設定した。 

2) 平成 30 年度業務で実施した地域類型化について、間接的影響に関する類型化を

検討し、３つの類型を得ることができた。さらに平成 30 年度業務で実施した「被

害の様相」「社会経済的特徴」と合わせ、６ケースの災害シナリオを構成する各地

震が発生した場合の３種類の地域類型化を実施し、定量的な数値を元に各地震に

よる地域別の特徴を明らかとした。類型結果から、南海トラフの東側を震源とす

る地震のほうが間接的な影響が大きい点、西側を震源とする地震は津波の影響が

相対的に大きいと考えられる点、南海トラフ全域の地震では、関東～九州の太平

洋側の多く市区町村が被災地となるが、社会経済的特徴は大きく異なっており、

復旧リソースが十分でない場合、効率性を重視するか災害弱者を重視するかが問

題となる可能性が示唆された。 

3) 災害シナリオの各ケースそれぞれについて、2)で示した被災地の「被害の様相」

「社会経済的特徴」「間接的影響」の地域類型を反映させた形で災害シナリオを作

成した。その結果、ケース１・２では復旧速度に地域差が出ることが想定される

こと、ケース２・３では、一部割れ等の通常とは異なる現象の発生後から地震(本
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震)発生までに時間が経過すると人々の関心が薄れ防災・減災に対する具体的な

行動がとられにくい可能性のあること、ケース４では首都直下地震の影響により

災害対応に大きな混乱が予想されることや、資材・人的資源等の様々なリソース

不足が想定されること、ケース５では西側の半割れが先に起こるため東海地域の

地震発生の懸念から地震が発生しなくとも経済的な影響が大きくなる可能性の

あること、ケース６では東側半割れ後に愛知県が活断層の地震により再度被災す

るため、製造業を中心に大きな被害が発生する可能性があること、などの多様な

発生形態が予想される南海トラフの地震において、具体的なシナリオを得ること

ができた。 
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予測のための全国を対象とした産業別民間企業資本ストックデータの試作、日本
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6) 内閣府、南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた防災対応検討ガイドライン、
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⑦ 都市災害と経済被害 

(a) 業務の要約 

都市災害ではこれまでの検討を生かす形で、今年度は国土復興シミュレーションを作

成した。これは巨大地震によって住まいを失った世帯が住宅を再取得する際、どのよう

に移動を行い、それによって被害地の人口分布がどう変わるかを様々なシナリオのもと

で記述するものである。地震被害に伴う雇用の喪失が被災地の人口減少に与える影響を

確認することができた。このシミュレーションは現状では非被災地域での人口増加の推

定精度は高くないものの、今後の精度向上の取り組みを通じて、復興特区制度による災

害ハザードの低い場所への人口誘導など様々な復興の政策効果を定量的に評価可能に

なるものと考えられる。 

経済被害について、愛知県を対象に市区町村単位の地域分類で応用一般均衡モデルを

構築し、南海トラフ地震の経済被害評価を試みた。2019 年度は愛知県を主とする東海地

域を対象とし、2018 年度に構築した愛知県市区町村間産業連関表に基づく経済シミュ

レーションモデルを構築した。分析事例として豊田市の製造業の 50%の稼動停止に伴う

経済被害を分析した。地域で異なるハザードおよび産業構造の情報をより活用できる経

済被害の推計手法を開発した。 
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(b) 業務の実施方法 

1) 都市災害 

本業務では、2017 年度までに復興期の居住地選択モデルを作成し、2018 年度にシ

ミュレーションを構築するためのアンケート調査分析を行っている。そして今年度

の業務は、これらをもとに国土復興シミュレーションを作成した。このシミュレーシ

ョンは、被災者が仮住まいから恒久住宅に移動する際の移住行動を扱ったものであ

り、それに伴って生じる復興時の将来人口分布を把握することを目的とする。 

2) 経済被害 

2018 年度に構築した愛知県市区町村産業連関表を用いて、代替の弾力性の値以外

のパラメータをカリブレーションした多地域応用一般均衡モデルを構築した。応用

一般均衡モデルの地域数は愛知県の市区町村 69 地域であり、産業分類は農林水産業、

鉱業、鉄鋼業、自動車関連産業、その他製造業、電力、ガス・水道、建築業、商業、

輸送業、その他サービス業の 11 業種とした。また各地域の家計や産業は自地域内だ

けでなく他地域との取引も行っており、地域間は経済的取引によってつながってい

る。全ての産業が生産する財やサービスは全ての地域で取引されている。また全ての

地域で利用される労働と資本についてもすべての地域で市場が存在し取引が行われ

ている。  

各地域の家計は代表的家計として単一の主体としてモデル化している。代表的家

計とは現実に存在する各地域の複数の家計を集計しモデル化したものである。代表

的家計は自らの効用水準を予算制約のもとで最大化するため、消費する財の組み合

わせを選択すると仮定する。予算制約とは各市区町村に賦存する労働力および資本

ストックの価値である。代表的家計が消費する財は自地域のみならず他地域からも

交易を通して購入する。地域の各産業は地域の資本ストックと労働力を代表的家計

から賃借あるいは購入すると同時に、自地域を含む各地域の様々な産業から原材料

や部品等の中間財を購入し生産活動を行う。ただし各産業は任意の生産水準を最小

費用で達成する中間投入財や資本ストックの利用、労働力の雇用水準の組み合わせ

を選択する。応用一般均衡モデルでは、労働力や資本ストックの貸借も含めた全ての

市場において需給が一致する様に価格が調整される。また本モデルは静学モデルで

あり投資等に伴う経済の時間的変動は分析しない。  

上記の設定は標準的な応用一般均衡モデルの構造を当てはめているが、市区町村

間応用一般均衡モデルの場合には必ずしも適当でない仮定もある。今後の研究では

現実に即したモデル構造の改良が必要である。ただしモデルの挙動を確認すること

を目的とする上では標準的な応用一般均衡モデルの構造あるいは仮定を採用し、よ

り現実的な地域分析に向けた応用一般均衡モデルの改良は今後の課題としたい。  

 

(c) 業務の成果 

1) 都市災害 

ここで再現する「移住行動」は、恒久住宅の種類を決める「居住形態の選択」と「移

住先の選択」の 2 段階のプロセスを経るものと仮定し、モデル化を試みた。選択モデ
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ルにおける効用は、筆者らによるアンケート調査の結果をもとに、最尤推定法を用い

てパラメータを求めた。表３－２－（２）－⑦－１は、居住形態の選択における変数

の概要と効用関数の係数であり、表３－２－（２）－⑦－２は移住先の選択における

変数の概要と効用関数の係数である（2018 年度報告書参照）。表３－２－（２）－⑦

－１の自宅職場間距離の係数の大きさをみると、職場と自宅の距離が遠くなるほど、

中古住宅の購入や賃貸住宅への入居といった、居住地の移動を伴う選択をする傾向

が高まることが分かる。表３－２－（２）－⑦－２の距離と職場距離の係数の大きさ

から、新築住宅を選ぶ世帯は職場と移住先との位置関係の方を重視するが、中古住宅

と賃貸住宅を選択する世帯では現居住地と移住先の位置関係の方を重視することが

分かる。 

 

表３－２－（２）－⑦－１ 居住形態の選択における効用関数の変数の概要と係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３－２－（２）－⑦－２ 居住地の選択における効用関数の変数の概要と係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２－（２）－⑦－１にシミュレーションのフローを示す。推定は次の下記

に示す 5 つの手順を経て行った。 

 

Step1 パラメータの入力 

市区町村ごとの全壊世帯数、市区町村間の距離、上記で推定した効用関数の係数、

居住地と従業地の OD 表、市町村統計(大世帯の割合・高齢化率・戸建て住宅に住む住

民の割合・集合住宅に住む住民の割合・平均年収・DID 人口率・人口密度・大型小売

店の数)のパラメータを入力する。 

 

単位 概要

自宅職場間距離 [km] 現在の自宅から職場・学校までの距離

大世帯ダミー [ダミー] 核家族・二世代・三世代世帯は1、単身世帯・夫婦世帯は0

高齢者ダミー [ダミー] 世帯主が65歳以上なら1、65歳未満なら0

戸建てダミー [ダミー] 自宅が戸建てなら1、それ以外なら0

集合住宅ダミー [ダミー] 自宅が集合住宅なら1、それ以外なら0

年収 [百万円] 世帯年収

DID人口率 [%]
自宅のある市区町村における、総人口に対する人口集中地区
(DID)に居住する人口の割合

変数名
𝑥ଵ,

𝑥ଶ,

𝑥ଷ,

𝑥ସ,

𝑥ହ,

𝑥,

𝑥,

居住形態 定数項

1．自宅再建 17.34 0.98 3.20 ** 0.45 -14.24 -15.74 1.04 1.81

2．新築住宅 1.14 0.97 3.77 ** -0.73 * -1.02 -0.19 1.01 2.83

3．中古住宅 1.37 1.00 1.69 -0.39 -0.03 0.01 1.04 1.88

4．賃貸住宅 15.90 0.99 2.81 * 0.43 -14.84 -13.69 1.01 3.72

5．親族知人宅 1 1 1 1 1 1 1 1 *

McFadden尤度比 0.19 ※**：1%有意，*：5%有意， .：10%有意

𝑥ଵ, 𝑥ଶ, 𝑥ଷ, 𝑥ସ, 𝑥ହ, 𝑥, 𝑥,

単位 概要

距離 [km] 自宅のある市区町村iと移住先の市区町村jの距離

人口密度 [千人/㎢] 移住先の市区町村j の人口密度

職場距離 [km] 職場wと移住先 j の距離

大型小売店数 [所] 移住先の市区町村j の大型小売店の数

変数名

𝑑௪

𝑑

𝑦

𝑧

居住形態 McFadden尤度比

1．自宅再建 居住地の移動なし

2．新築住宅 -0.002 0.074 . -0.019 * 0.013 ** 0.13

3．中古住宅 -0.015 * -0.029 0.003 0.012 . 0.11

4．賃貸住宅 -0.018 *** 0.026 -0.001 0.014 *** 0.16

5．親族知人宅 居住地の推定を行わない

※***：0.1%有意**：1%有意，*：5%有意，.：10%有意

𝑑௪𝑑 𝑦 𝑧
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Step2 個人データの生成 

 個人 n ごとに、職場の位置𝑤と居住形態の選択における効用関数の変数𝑥ଶ,, 𝑥ଷ,

…𝑥ହ,をモンテカルロ法によって仮定する。  

Step3 居住形態のシミュレーション 

 表３－２－（２）－⑦－１の係数と Step2 で仮定した変数の線形和から居住形態ご

との効用の大きさ𝑉
()

の計算を計算する。式(1)より、選択確率𝑷𝒏
(𝒌)

を算出する。 

𝑃
()

=
௫ (

(ೖ)
)

∑ ௫ (
(ೖ)

)ఱ
ೖసభ

 (1) 

そして，乱数を選択確率𝑷𝒏
(𝒌)

に基づいて識別し、個人 n の居住形態𝐻を決定する。 

Step4 居住地のシミュレーション 

 Step3 で決定した個人 n の居住形態が「１．自宅再建」の場合は、移住しないもの

とし、「２．新築住宅」「３．中古住宅」「４．賃貸住宅」の個人のみ、以下の計算を

行う．移住先の選択肢 j ごとに表３－２－（２）－⑦－２の変数𝑑，𝑦，𝑑௪，𝑧を代

入し、居住形態𝐻を選択した個人 n が市区町村 i から j に移住する効用の大きさ𝑉,
(ு)

を算出する。式(2)から現住地 i から移住先 j に移住する確率𝑃,
(ு)

を算出し乱数を識

別して移住先𝒕𝒓𝒊𝒑𝒏を定める。 

𝑃,
(ு)

=
௫ (ೕ,

(ಹ)
)

∑ ௫ (
ೕ,

(ಹ)
)ೕ

 (2) 

Step5 結果の集計と出力を行う。 
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なお、この種の大規模シミュレーションは検証の手続きが必須である。そこで本業

務では、東日本大震災の被害データを用いることで、東日本大震災版の国土復興シミ

ュレーションを作成し、国勢調査における移動世帯数（以下，実態値と呼ぶ）と比較

することでシミュレーションの検証を行った。平常時の世帯移動の影響を除くため、

2010 年から 2015 年にかけての値から、2005 年から 2010 年にかけての値の差分をと

った。シミュレーションによる予測値と実態値を比較したものが図３－２－（２）－

⑦－２である（ただし実体値・推測値ともに、正であれば対象地域の人口が増加して

いるものとして作図している。）。これによれば、被害の大きい地域は世帯減少を過大

に見積もり、被害の大きい地域に隣接した地域は世帯増加を過大に見積もり、被災地

から遠方の地域は世帯増加を過少に見積もっている。例えば被害が発生した地域で

図３－２－（２）－⑦－１ 災害時移住シミュレーションのフロー 
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は、シミュレーション結果としての推測値が実態値にどの程度当てはまるかを R2 で

示すと、これは 0.407 とそれなりに高い相関が得られたが、被害が生じていない地域

では R2 が 0.185 と精度が低く、移動が到達する地域の推定が課題として残った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような手続きを経て、南海トラフ巨大地震陸側①ケースの復興時の人口移動

を推定する。なお大規模地震時は事業所も被災し、ある程度の雇用が喪失する可能性

が考えられる。そこで、雇用が喪失する場合としない場合のシミュレーションを行う

ことで、事業所の防災対策が復興時の人口分布に与える影響を把握することとした。

図３－２－（２）－⑦－３に、雇用喪失の有無別の従業者分布を示す。ここでは簡単

のため、被害率と同等だけ雇用が減少し、減少分を他地域に按分している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この条件の下でシミュレーションを行った結果が図３－２－（２）－⑦－４である。

これは雇用喪失がある場合の世帯増減数と増減率を示しているが、雇用喪失がある

場合と比べて、喪失がない場合は居住地の変化がない自宅再建を選択する世帯が増

加した。図３－２－（２）－⑦－５は雇用喪失なしの場合のケースと雇用喪失ありの

ケースの増減世帯数の差分値である。沿岸部の赤色の地域では、雇用喪失を防ぐこと

実態値
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全壊世帯数0の地域

図３－２－（２）－⑦－２ 東日本大震災におけるシミュレーション結果と

実態値の散布図 

200,000
100,000
 50,000
 30,000
 10,000
  5,000

[世帯]

災害後の従業者分布[世帯]
=災害前の従業者分布

(b)雇用喪失なし
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(a)雇用喪失あり

図３－２－（２）－⑦－３ 雇用喪失の有無別の従業者分布 
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で流出世帯を抑制することができているものと考えられる。また、表３－２－（２）

－⑦－３に示すように、雇用喪失がない場合、同一市町村に留まる世帯が増加してい

ることがわかる。事業所の防災対策を進める政策は、被災地の人口流出を防ぐ効果も

あることが、この国土復興シミュレーションを用いることで明らかとなった。 
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図３－２－（２）－⑦－４ 南海トラフ地震の際の世帯増減数と世帯増減率 
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図３－２－（２）－⑦－５ 雇用喪失の影響  
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2) 経済被害  

経済被害について、愛知県市区町村産業連関表を用いた応用一般均衡モデルを用

いて、豊田市の生産設備の 50％が機能停止した場合の経済被害をシミュレーション

した。愛知県を対象とした応用一般均衡モデルでは各市区町村の資本ストック賦存

量を外生変数として扱っている。今回のシミュレーションでは豊田市の資本ストッ

ク賦存量を外生的に 50％減らしている。この変化に伴う各地域で生み出された付加

価値である域内総生産の減少率は図３－２－（２）－⑦－６の通りである。同じ減少

率を地図上で表示したものが図３－２－（２）－⑦－７である。豊田市には自動車組

立工場が複数立地しており、そこへの部品供給する自動車部品工場が隣接する市町

に多く立地している。そのため生産設備が機能停止する豊田市で最も域内総生産が

低下するが、隣接する刈谷市や安城市等の市町でも自動車部品に対する需要が低下

し、自動車関連産業の生産が落ち込み域内総生産も低下している。同様に自動車産業

の大きな工場が立地する高浜市や田原市でも域内総生産が落ち込んでいる。図３－

２－（２）－⑦－７で見ると自動車関連産業が集積する西三河地区で域内総生産の落

ち込みが大きい。 

 

 

図３－２－（２）－⑦－６ 愛知県内市区町村の付加価値低下率 

 

同一市町村に
留まる世帯

同一県内に
留まる世帯

雇用喪失あり 48.7% 65.6%

雇用喪失なし 49.2% 66.0%

表３－２－（２）－⑦－３ 移住先の変化 
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図３－２－（２）－⑦－７ 愛知県内市区町村の付加価値低下率 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

都市災害については、移住期の世帯移動を推定する国土復興シミュレーションを

構築し、これを南海トラフ巨大地震に適用した。このシミュレーションを用いること

で、災害によって雇用の立地が変わってしまった場合の移住行動の変化や、家計への

経済的支援による移住行動の変化を見ることが可能と考えられる。それを通じて、災

害後に望ましい地域の将来像（例えば災害ハザードの低い場所への人口の誘導、地域

の存続等）を実現するうえで、有効な政策を分析することが重要となる。  

経済被害について、本年度は愛知県の市区町村を地域分類とする応用一般均衡モ

デルを構築し、その挙動を確認した。シミュレーション結果より、自動車関連産業の

サプライチェーンの実態に合うシミュレーション結果を得る事ができた。ただしよ

り説得力のあるシミュレーション分析を行う上では、小地域分類の分析に適したモ

デル構造の改良とデータの精度向上が必要である。特に市区町村間産業連関表の推

定精度の向上は重要である。世界的にも市区町村間の物流を業種別に把握したデー

タは存在しないため推定するための統計的手法の高度化が望まれる。 

 

⑧ 災害廃棄物 

(a) 業務の要約 

平山ら 1)は、大規模災害時における家屋解体を伴うがれき処理に係る災害対応業務と

そのリソースに着目し、災害廃棄物対応業務と災害対応リソースとの関係を明らかにし、

南海トラフ巨大地震の国難を克服するためには、徹底的な災害廃棄物の減量を進めるこ

とが必要不可欠であることを指摘している。すなわち、住宅の耐震化や住家の建て替え

の促進が重要である。 

災害廃棄物量の把握システムを用いて、住宅耐震化や建て替えによる災害廃棄物の減

量効果を明らかにするとともに、事前の住宅耐震化によって、災害廃棄物処理事業、公

費解体等の災害時の社会的費用がどの程度低減しうるのかについて明らかにする。住宅

の建て替えによる災害廃棄物の減量効果について、震度分布、国勢調査に関する地域メ

ッシュ統計、住宅・土地統計調査、災害廃棄物量原単位により、地域メッシュ別に災害

廃棄物量を把握 2)し、評価する手法を開発する。 
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(b) 業務の実施方法 

国勢調査に関する地域メッシュ統計における世帯総数、共同住宅世帯数より、木造住

宅と非木造住宅の割合を地域メッシュ別に算出し、住宅・土地統計調査における第２表

都道府県別の住宅棟数、世帯総数、第４表住宅の種類、構造、建築の時期別住宅数より、

地域メッシュ別での建築の時期別の木造住宅棟数分布、非木造住宅棟数分布を算出する。

なお、建築の時期については、中央防災会議における住宅被害関数 3)に従い、木造住宅

は、1960 年以前、1961 年～1970 年、1971 年～1980 年、1981 年～1990 年、1991 年～

2000 年、2001 年以降の６区分、非木造住宅は、1970 年以前、1971 年～1980 年、1981 年

以降の３区分とする。そして、建築の時期別の木造・非木造住宅棟数分布と地域メッシ

ュ別計測震度分布より、住宅被害関数を用いて、地域メッシュ別に木造・非木造住宅の

全壊棟数分布ならびに半壊棟数分布を推定する。そのうえで、推定した地域メッシュ別

建物被害棟数に対して、住家の被災区分別の災害廃棄物量原単位を乗じて、地域メッシ

ュ別での災害廃棄物量を算出する。 

本稿では、南海トラフ広域地震の強震断層モデル（陸側ケース）、津波断層モデル（東

海地域が最も被害を受けるケース、堤防破堤）を対象とし、2005 年時点から 2018 年時

点での愛知県ならびに碧南市において推定される災害廃棄物量を比較する。2005 年時

点では、平成 17 年国勢調査に関する地域メッシュ統計ならびに平成 15 年住宅・土地統

計調査により、２分の１地域メッシュ上で災害廃棄物量を推定する。2008 年時点では、

平成 17 年国勢調査に関する地域メッシュ統計と平成 20 年住宅・土地統計調査、2010 年

時点では、平成 22 年国勢調査に関する地域メッシュ統計と平成 20 年住宅・土地統計調

査、2013 年時点では、平成 22 年国勢調査に関する地域メッシュ統計と平成 25 年住宅・

土地統計調査により推定する。2015 年時点では、平成 27 年国勢調査に関する地域メッ

シュ統計と平成 25 年住宅・土地統計調査により、2018 年時点では、平成 27 年国勢調査

に関する地域メッシュ統計と平成 30 年住宅・土地統計調査により、４分の１地域メッ

シュ上で災害廃棄物量を推定する。住宅被害関数は、内閣府中央防災会議で示された被

害関数 3)を、災害廃棄物量原単位は、東日本大震災の処理実績から推定された原単位 4)

を用いる。 

 

(c) 業務の成果 

平成 17 年国勢調査、平成 22 年国勢調査、平成 27 年国勢調査、平成 15 年住宅・土地

統計調査、平成 20 年住宅・土地統計調査、平成 25 年住宅・土地統計調査、平成 30 年

住宅・土地統計調査を用いて、2005 年、2008 年、2010 年、2013 年、2015 年、2018 年

時点での愛知県ならびに碧南市における南海トラフ地震による災害廃棄物量を推定し

た。 

住宅・土地統計調査の住宅の種類、構造、建築の時期別住宅数から木造住宅、非木造

住宅の建築の時期割合を算出し、木造住宅は６区分，非木造住宅は３区分として建築時

期別の住宅棟数を推定した。図３−２-（２）－⑧-１に愛知県における 2005 年から 2018

年の建築時期別の木造住宅棟数、非木造住宅棟数を示す。 
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図３−２−（２）－⑧－１ 愛知県における 2005 年から 2018 年の建築時期別の木造住宅 

棟数、非木造住宅棟数 

 

これより、 1981 年以前の旧耐震基準の木造住宅は、愛知県で、2005 年で 80.4 万棟，

50.4%、2008 年で 65.2 万棟、40.8%、2010 年で 66.5 万棟、40.8%、2013 年で 55.3 万棟、

33.9%、2015 年で 56.6 万棟、33.3%、2018 年で 49.0 万棟、28.8%に減少している。1981

年以降の新耐震基準の木造住宅は、79.3 万棟、49.6%、94.5 万棟、59.2%、96.5 万棟、

59.2%、108.0 万棟、66.1%、113.2 万棟、66.7%、120.8 万棟、71.2%となっている。2008

年から 2010 年にかけて棟数が増加しているのは、愛知県内の人口が増加したことによ

るものである。非木造住宅では、旧耐震基準の建物は、30.3 万棟、26.5%、25.6 万棟、

22.4%、28.6 万棟、22.4%、24.7 万棟、19.3%、23.9 万棟、17.8%、21.6 万棟、16.0%とな

っている。 

住宅被害関数を用いて、地域メッシュ別に建物被害棟数を算出した。その結果、2005

年における愛知県では、木造住宅の全壊 263,393 棟、半壊 322,549 棟、非木造住宅の全

壊 47,791 棟、半壊 67,458 棟、床上浸水 29,060 棟、床下浸水 42,262 棟と算出された。

2018 年における愛知県では、木造全壊 133,523 棟、木造半壊 222,599 棟、非木造全壊

31,802 棟、非木造半壊 59,921 棟、床上浸水 22,927 棟、床下浸水 40,384 棟であった。

本研究での算出手法は、国勢調査と住宅・土地統計調査の調査年が異なるのみであり、

それ以外の解析条件は同一である。したがって、住宅の建て替え等により、2005 年から

2018 年にかけて、1981 年以前の旧耐震基準の木造住宅が 314,822 棟、旧耐震基準の非

木造住宅が 87,318 棟少なくなったことで、木造の全壊棟数が 129,870 棟、49.3%，非木

造の全壊棟数が 15,989 棟、33.5%に少なくなっていると指摘できよう。 

算出した愛知県における 2005 年時点から 2018 年時点での災害廃棄物量の分布を図３

−２−（２）－⑧-２に示す。なお、凡例における災害廃棄物量の階級については、1995 年

時点と 2015 年時点での地域メッシュ単位が異なることから、階級における単位面積当

たりの災害廃棄物量を同じものとした。愛知県における災害廃棄物量の推定結果は、

2005 年時点で 5,236 万トン、2008 年時点で 4,563 万トン、2010 年で 4,765 万トン、2013
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年で 4,286 万トン、2015 年 3,395 万トン、2018 年で 3,086 万トンであった。碧南市で

は、120.7 万トン、105.3 万トン、108.7 万トン、97.1 万トン、81.7 万トン、74.5 万ト

ンであった。図３-２-（２）－⑧-３に碧南市の災害廃棄物量の分布を示す。 

 

 

図３−２−（２）－⑧－２ 愛知県の 2005 年から 2018 年の災害廃棄物量推定結果 

 

図３-２-（２）－⑧－３ 碧南市の 2005 年から 2018 年の災害廃棄物量分布推定結果 
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1981 年新耐震基準による住宅棟数、住家被害の全壊棟数、災害廃棄物量の 2005 年か

ら 2018 年の推移を図３-２−（２）－⑧-４に示す。これより、木造、非木造ともに 1981

年以降の新耐震基準による住宅棟数が 2005 年から 2018 年の間に 707,092 棟増加したこ

とで、全壊棟数が 311,184 棟から 165,325 棟まで抑えられ、46.9%減少している。そし

て、災害廃棄物量は 5,236.5 万トンから 3,085.6 万トンと 41.1%低減している。以上の

ことから、災害廃棄物の処理量を効果的に減量するには、耐震補強や住宅の建て替えな

どの住宅耐震化が必要不可欠であると指摘できる。一方、津波の浸水による全壊棟数，

床上浸水棟数については、2005 年時点での 38,144 棟、29,060 棟数から 2018 年時点で

の全壊 19,138 棟、床上 22,927 棟と、全壊で 49.8%、床上浸水で 21.1%の減少となって

いる。 

 

 

図３−２−（２）－⑧－４ 愛知県における災害廃棄物量、1981 年新耐震基準による 

住宅棟数、住家被害の全壊棟数の 2005 年から 2018 年の推移 

 

災害廃棄物処理事業費など住家の被災に伴い社会全体が負担させられる費用である

災害後の社会的費用に着目し、住宅耐震化に伴う旧耐震基準の住宅棟数減少によって地

震時の社会的費用がどの程度低減しうるのか検討する。なお、地震時の社会的費用とし

て、災害廃棄物処理事業費、公費解体、災害救助法（応急仮設住宅建設費用）、被災者生

活再建支援法、復興公営住宅建設費用を取り扱うものとする。また、住宅耐震化によっ

て、旧耐震基準の住宅が減少し、住家被害が軽微な被害にとどまることとした。 

災害廃棄物については、2005 年時点と 2018 年時点とを比較すると、2150.9 万トンが

低減されている。災害廃棄物処理単価が 33.8 千円/トン 1)であることから、1981 年以前

の旧耐震基準の住宅 402,140 棟に対する耐震化により、726,992 百万円の地震時の社会

的費用が低減される。 

大規模災害時において公費による解体の実施を決定した場合、全壊の判定を受けた家



167 

 

屋については、補修により元通りに再使用することが困難なものであると考えられるこ

とから、市町村が主体となって、所有者の同意に基づき撤去した場合には、災害廃棄物

処理に係る国庫補助の対象となる。り災証明書により対象家屋のり災の程度を確認する

ことから、り災証明書発行後に、公費による解体の申請を受け付けることとなる。廃棄

物の処理及び清掃に関する法律において、損壊家屋等の災害廃棄物は事業活動に伴って

生じた廃棄物ではなく、一般廃棄物に区分されるため、一般的には工事ではなく業務委

託により実施される。2011 年東日本大震災や 2016 年熊本地震では、損壊家屋等の解体

の基準単価が示されており、木造住宅で 7,500 円/m2～11,900 円/m2、鉄筋コンクリート

造で 12,800 円/m2～19,400 円/m2 となっている 5), 6)。2011 年東日本大震災での仙台市の

実績では、管理件数 10,504 件で、損壊家屋等の解体撤去業務委託料 26,680,508,400 円

であり、１件当たり 254 万と報告されている 5)。したがって、全壊１棟当たりの公費解

体費用を 254 万と設定すると、2005 年から 2018 年の間で全壊棟数が 145,859 棟減少し

ていることから、370,482 百万円の地震時社会的費用が低減されることとなる。 

災害救助法は、災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国

民の協力の下に、応急的に、必要な救助を行い、被災者の保護と社会の秩序の保全を図

ることを目的としている 7)。そして、救助の種類のひとつに、避難所及び応急仮設住宅

の供与がある。建設型仮設住宅での費用の限度額の一般基準は１戸当たり平均 561 万円

以内である。2005 年から 2018 年の住宅の建て替えにより、全壊が 145,859 棟減少して

いることから、地震時の社会的費用については 818,269 百万円が軽減されうる。 

被災者生活再建支援法は、自然災害によりその生活基盤に著しい被害を受けた者に対

し、都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支

給することにより、その生活の再建を支援し、もって住民の生活の安定と被災地の速や

かな復興に資することを目的としている 8)。支援金の支給額は、住宅の被害程度に応じ

て支給する支援金（基礎支援金）が全壊では 100 万円、住宅の再建方法に応じて支給す

る支援金（加算支援金）が建設・購入では 200 万円となっており、これら２つの支援金

の合計額 300 万円が最大となる。したがって、地震時社会的費用については、全壊世帯

では１世帯当たり少なくとも 300 万円が低減され、今回のケースでは 437,577 百万円の

地震時社会的費用の低減となる。 

復興公営住宅の補助対象費用の限度額は、標準的な住宅を基本とし、特別な工事につ

いては加算することにより算出される。そして、標準建設費は、住宅の立地条件、構造、

階数に応じて、毎年度の価格変動が反映されている。2011 年東日本大震災の被災３県に

おける標準建設費は最大 2,188 万円/戸であった 9)。したがって、1981 年以前の旧耐震

基準の住宅 40.2 万棟に対する耐震化により復興公営住宅建設が不要となることで、地

震時の社会的費用は 3,191,395 百万円の軽減となる。 

これらのことから、1981 年以前の旧耐震基準の住宅 40.2 万棟，うち木造 31.5 万棟、

非木造 8.7 万棟、の住宅耐震化により、住家の被害のうち全壊棟数が 46.9%減少し、災

害廃棄物量が 41.1%減量される。このことは、災害廃棄物処理事業費、公費解体、災害

救助法（応急仮設住宅建設費用）、被災者生活再建支援法、復興公営住宅建設費用によ

る地震時の社会的費用が低減されることとなり、その低減効果は 5,544,714 百万円と算

定された。すなわち、40.2 万棟の住宅耐震化により約 1.76 兆円の災害時社会的費用を
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守ることができるといえよう。本稿で取り上げた災害廃棄物処理事業費、公費解体、災

害救助法（応急仮設住宅建設費用）、被災者生活再建支援法、復興公営住宅建設費用は、

住宅の耐震改修や建て替えなどの住宅耐震化が促進されないことで、地震災害時に住家

の被災に伴い社会全体が負担させられる社会的費用である。したがって、事前の防災投

資、すなわち住宅耐震化によって地震時の社会的費用を低減できうるとするならば、

5.54 兆円を約 40.2 万棟の耐震化に投資することが可能となる。つまり、愛知県におい

ては、1 棟当たり最大約 1,379 万円まで事前投資としての住宅耐震化施策を実施するこ

とが可能であるといえる。 

ここでは、住家の被災に伴い社会全体が負担させられる費用である災害後の社会的費

用に着目し、住宅耐震化による地震時の社会的費用の低減効果を評価する手法を示した。

そして、事前の住宅耐震化が地震時の社会的費用の縮減に効果的であることを示した。

これらのことから、地震時の社会的費用という視点から、南海トラフ広域地震の災害対

策においては、災害廃棄物の減量対策の重要性、事前の住宅耐震化の推進の効果を示す

とともに、徹底的な事前防災投資や事前対策による社会の活力向上が重要であるといえ

よう。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

災害廃棄物量の把握システムを用いて、南海トラフ地震における愛知県を対象として、

住宅耐震化や建て替えによる災害廃棄物の減量効果について検討した。さらに、地震時

の社会的費用として、災害廃棄物処理事業費、公費解体、災害救助法（応急仮設住宅建

設費用）、被災者生活再建支援法、復興公営住宅建設費用を取り上げ、住宅耐震化によ

って地震時の社会的費用がどの程度低減しうるのか検討した。 

住宅の建て替え等に伴う旧耐震基準の住宅棟数の減少による災害廃棄物の減量効果

について、国勢調査と住宅・土地統計調査の異なる調査年度を用いることで、災害廃棄

物量の把握システムを用いて評価する手法を開発した。 

2005 年、2008 年、2010 年、2013 年、2015 年、2018 年時点での愛知県における南海

トラフ地震による災害廃棄物量を推定した。その結果、旧耐震基準による木造住宅棟数

が 31.5 万棟、非木造住宅棟数が 8.7 万棟減少したことで、全壊棟数が 46.9%減少し、災

害廃棄物量は 5,236.5 万トンから 3,038.6 万トンと 41.1%減少することを示した。 

南海トラフ地震での災害廃棄物の処理量を効果的に減量するには、耐震補強や住宅の

建て替えなどの住宅耐震化が必要不可欠であると指摘した。 

住家の被災に伴い社会全体が負担させられる費用である災害後の社会的費用に着目

し、住宅耐震化による地震時の社会的費用の低減効果を評価する手法を示した。地震時

の社会的費用という視点から、事前の住宅耐震化の推進の効果を示すとともに、徹底的

な事前防災投資や事前対策による社会の活力向上が重要であることを指摘した。 

今後、将来の人口減少社会に向けた都市の再構築や更新、あるいは，南海トラフ巨大

地震などの巨大災害後の地域復興計画においては、災害時の社会的費用と事前防災投資

の視点が重要である。しかしながら、将来の人口減少社会に向けた都市の再構築方策や、

地域の人口変化や地域特性、地震ハザードを考慮した旧耐震基準の住宅の建て替えや耐

震補強に係る施策、巨大災害後の復興計画と関連付けての検討には至っていない。した
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がって、ここで提示した災害時の社会的費用や事前防災投資の視点から、旧耐震基準の

住宅を低減するための建て替えや住宅耐震化の施策に対する政策分析を行うことで、よ

り実効性のある南海トラフ巨大地震対策に結実していくことが望まれる。 
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当者全国会議、2018． 

8) 内閣府、被災者生活再建支援法の概要、2016． 

9) 復興庁、適正な契約価格の設定、国土交通省、加速化措置参考資料、住宅再建・復

興まちづくりの加速化措置（第三弾）［平成 25 年 10 月 19 日］、2013． 

 

 (3) 平成 25～平成 31 年度（令和元年度）の成果 

(a) 業務の要約 

 広域リスク評価としては、現在～将来時点の南海トラフの地震・津波による広域リ

スク評価を実施するための人口・建物モデルを作成した。作成した人口・建物モデル

と全国地震動予測地図の南海トラフの震源モデルを利用し、現在～将来時点の地震・

津波による建物被害・人的被害を対象とした広域リスク評価を実施した。リスク評価

基準年の経過による 10 年期待値の推移をみると、建物全壊棟数は 2035 年で、死者数

は 2045 年でピークを迎え、ともにその後は徐々に減少するが、建物全壊率・死者率

は年々上昇する結果となった。リスクの増加要因としては地震発生確率の上昇のほ

か、全壊率は建物の経年劣化、死者率は高齢化率の上昇が考えられる。また広域リス

ク評価の利活用の一環として、耐震補強、堤防嵩上げ、低地の土地利用規制等の防災

戦略を実施した場合の費用対効果の検討を実施し、今後も人口増加が見込まれる地

域では中長期的には津波リスクを抑制するような土地利用が効果的と示唆される結

果を得た。南海トラフで発生する多様な地震・津波によってもたらされる災害の具体

像を示すため、災害シナリオを試作するとともに、これを高度化するため設定した６

つのシナリオの経済被害予測を実施した。その結果、地震発生後から１年間（複数の

地震が発生するシナリオでは最初の地震発生から最後の地震発生１年後までの期間）

の経済被害額として約 60～140 兆円との結果を得た。また、過去に発生した被害地震
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の被災地の被害データ等から災害パターンの類型化手法の検討を行い、南海トラフ

の地震・津波被害が発生した場合の地域類型化を試行した。   

最終年度においては、災害パターンの類型化手法を高度化して広域的に評価を行

うとともに、地域類型を反映した災害シナリオを作成した。これに加えて、ハザード・

リスク評価や災害シナリオ、および対策前後のリスク評価によるリスク低減効果の

評価結果を総括し、南海トラフ沿いに発生しうる巨大地震に対して戦略的に備える

ための基盤情報として本プロジェクト 1-e 等と連携し、1-e による「南海トラフ広域

地震災害情報プラットフォーム」（Ver.２）を介して提供可能となるよう、WebGIS で

のマップ情報等の汎用的な形で、研究成果を整理した。 

地域リスク評価としては、前半４年間において、既存の被害予測において考慮され

ていない項目や外力と被害の因果関係が不明確な項目に照準を当て、それらの項目

に対する評価手法の開発や高度化を実施した。その中では、新たな手法による長周期

地震動評価や液状化とポスト液状化を考慮した地盤応答・沈下予測とこれを考慮し

た防波堤や宅地の評価、庁舎等の耐震対策に向けた建物データ蓄積と解析、あるいは

具体的な情報に基づく電力儒給ギャップとその対策、さらにはサプライチェーンを

考慮した経済被害予測手法の開発等を行ってきた。後半の２年間では、それまでに開

発した一連の評価手法の特定地域における社会実装実験を行ってきた。その過程に

おいては、各開発手法を繋ぐ試みも行い、その有効性を明らかにした。実際的な例と

して、愛知県碧南市を対象とした総合的な被害予測と対応方針策定に向けた検討を

行っている。想定南海トラフ巨大地震に対する強震動予測に基づき、堤防に関する堤

体基礎の沈下量を水～土骨格連成有限変形解析により評価し、その解析結果を津波

氾濫解析に組み込み、堤体基礎の脆弱性が浸水域に与える影響を明らかにした。また

発災後の対応に着目し、市役所建物等の詳細な被害予測や、市内の電力復旧作業にお

ける道路の優先順位付けツールの開発と適用、上水道システムの被害軽減シミュレ

ーションを実施した。さらに最終年度での実際的な適用検討に向け、碧南市を含む周

辺市町村間の産業間取引の分析、災害廃棄物処理フローモデルや国土復興シミュレ

ーションツールを構築した。 

最終年度においては、自治体のアクションプランへの反映、地域の減災戦略構築、

地域企業の BCP/DCP 検討等への展開を目標に、対象地点に対する地震動、地盤応答と

堤防沈下予測、市街地津波氾濫水予測、発災後対応を視野に入れた庁舎建物の構造・

室内被害評価、対策計画等の実効性の向上に資する重要道路の抽出、上水道の設備投

資方針決定判断材料の提供を行った。また、地域の経済被害については、広域リスク

評価での経済被害の評価手法と同様の応用一般均衡モデルを用いているため、広域

と地域の経済的連関にも着目しつつ、詳細な産業連関表に基づく地域の経済被害を

推計した。さらに、中長期的な視点から、廃棄物処理に対する災害時空間的減災戦略

の構築や災害対応リソースに関する優先順位検討や地域スケールでの復興計画策定

に資する情報提供を行った。また、1-e)と連携し、南海トラフ広域地震災害情報プラ

ットフォーム」を介して外部に提供可能にした。 

さらには、最終的に、広域リスク評価として、本プロジェクトで実施した南海トラ

フの地震・津波を対象とする現在～将来の確率論的リスク評価や、評価に基づく災害
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シナリオ等の研究成果をとりまとめ、地域リスク評価として、予測技術の確立により

これまでに検討した地域リスクの総合的評価に基づき、地域の自治体等の防災計画

等への基礎的資料としての活用に資するべく、地域の状況に応じた重要リスクの抽

出と評価について整理した。さらには、2016 年熊本地震や 2018 年に発生した一連の

自然災害などを踏まえ、本プロジェクトで評価の俎上に載ることのなかった重要リ

スクの抽出と課題整理を行った。 

 

(b) 業務の成果 

広域リスク評価としては、将来推計人口を元に現在～将来の人口モデル・建物モデ

ルを構築し、地震の発生時期や発生の多様性等を考慮した広域の地震・津波ハザー

ド・リスク評価を行った。また、ハザード・リスク評価結果を元に類型化手法により

特徴的な災害パターンを抽出するとともに、災害シナリオを作成し、防災・災害情報

発信研究 1-e と連携し情報提供可能となるようデータ整備を行った。 

現在～将来にかけての広域的な地震・津波ハザード・リスク評価を実施するため、

将来推計人口や今後の建物の新設・滅失を考慮した、現在～将来の人口・建物モデル

を作成した。その上で、全国地震動予測地図 1)の南海トラフの震源モデルを元に、現

在～将来の南海トラフの地震・津波ハザード評価を行い、現在～将来の地震・津波の

リスク評価を実施した。 

規模や発生パターン等に多様性のある南海トラフで発生する地震・津波を対象に、

災害シナリオを作成するためのシナリオタイプの類型化を実施した。さらに、各地域

における特徴的な災害パターンを抽出し、それらの類型毎に特徴的な災害シナリオ

を試作した。 

2015 年、2025 年、2035 年、2045 年、2065 年時点の南海トラフの地震・津波によ

る広域リスク評価を実施するための人口・建物モデルを作成した。作成した人口・建

物モデルと全国地震動予測地図の南海トラフの震源モデルを利用し、現在～将来時

点の地震・津波による建物被害・人的被害を対象とした広域リスク評価を実施した。

リスク評価基準年の経過による 10 年期待値の推移をみると、建物全壊棟数は 2035

年、死者数は 2045 年でピークを迎え、ともにその後は徐々に減少するが、建物全壊

率・死者率は年々上昇する結果となった。リスクの増加要因としては地震発生確率の

上昇のほか、全壊率は建物の経年劣化、死者率は高齢化率の上昇が考えられる。また

広域リスク評価の利活用の一環として、耐震補強、堤防嵩上げ、低地の土地利用規制

等の防災戦略を実施した場合の費用対効果の検討を実施し、今後も人口増加が見込

まれる地域では中長期的には津波リスクを抑制するような土地利用が効果的と示唆

される結果を得た。 

規模や発生パターン等に多様性のある南海トラフで発生する地震・津波を対象に、

災害シナリオを作成するためのシナリオタイプの類型化を実施し、災害の拡大要因

の組み合わせから４タイプの類型を得た。加えて、過去に発生した被害地震の被災地

の被害データ等から災害パターンの類型化手法を検討し、「被害の様相(７分類)」「社

会経済的特徴(４分類)」等の地域類型を得た。また、災害シナリオの基礎資料として

経済被害の試算も実施した。これらの検討結果を元に、災害対策の基礎資料としての
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利用を念頭に、被災地の地域類型を反映させた形で６ケースの災害シナリオを作成

した（図３－２－（３）－１）。その結果、東海地方と紀伊半島～四国地方では社会

経済的特徴が異なるため復旧速度に地域差が出ることが想定されること、一部割れ

等の通常とは異なる現象が発生するケースでは、その後の地震(本震)発生までに時

間が経過すると人々の関心が薄れ防災・減災に対する具体的な行動がとられにくい

可能性のあること、首都直下地震発生後に南海トラフの巨大地震が発生するケース

では、首都直下地震の影響により災害対応に大きな混乱が予想されることや、資材・

人的資源等の様々なリソース不足が想定されること、南海トラフ西側で先に地震が

発生するケースでは、南海トラフ東側の地震発生の懸念から地震が発生しなくとも

経済的な影響が大きくなる可能性のあること等、多様な発生形態が予想される南海

トラフの地震において、具体的なシナリオを作成した。 

本業務では、地震の発生時期や発生の多様性等を考慮した現在～将来の広域的な

地震・津波ハザード・リスク評価を行った。その結果、今後の南海トラフの地震・津

波のリスク量の推移を定量化することができた。災害対策の基礎資料としての利用

を念頭に、災害シナリオを作成し、多様な発生形態が予想される南海トラフの地震に

おける具体的なシナリオを作成することができた。 

本業務のハザード・リスク評価は地表最大速度・計測震度をベースとした評価であ

るが、より精度を高めるには、揺れの周期の特性を評価できる、応答スペクトルに基

づくハザード・リスク評価手法の検討が必要と考えられる。また、南海トラフの地震

では、長周期地震動による被害等も懸念されることから、超高層建物・免震建物や石

油タンク等を対象にした長周期地震動によるリスク評価手法の検討も課題となる。

経済被害に関しては、本業務では日本全国を９地域に分割したモデルを利用したが、

地震・津波の被害を表現するためには空間解像度が不足しており、地震・津波の被害

の入力方法の高度化も含め、今後、より詳細なモデル開発を行う必要がある。また、

災害シナリオの作成で可能性が明らかとなった、南海トラフ西側で先に地震発生し

た場合に、南海トラフ東側の地震に備えた社会経済活動の低下に関する検討が必要

と考えられる。 
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図３－２－（３）－１ 災害シナリオの作成例（ケース５の前半部） 

 

地域リスク評価のうち、津波被害予測としては以下を実施した。 

愛知県の巨大産業を支えるサプライチェーンを擁する地域のひとつである碧南市

を対象として、南海トラフ巨大地震による地震動に対する堤体基礎の液状化による

沈下量を数値解析によって高精度に評価した。また、この解析結果を津波氾濫解析に

組み込むことで、堤体基礎の脆弱性が氾濫過程や浸水域に与える影響について検討

を行った。具体的には、碧南市中心部に流れる蜆川の堤体基礎を解析対象とし、地震

動に対する変形解析を行った。解析には砂や粘土からなる自然堆積地盤や人工埋立

地盤に適用可能な水-土骨格連成有限変形解析モデル GEOASIA2)を用い、蜆川下流を

代表断面とした２次元解析を行った。変形解析モデルに必要な土質物理特性は実際

のボーリングデータを用い、強震波形は内閣府モデルを用いた。本解析から、蜆川下

流の堤体基礎は地震発生から 100 秒で液状化により右岸で 1.5 m、左岸で 1.2 m の沈

降が生じ得ることが明らかとなった。この強震動とそれに伴った堤体基礎高さの沈

降により、津波氾濫域は内閣府の想定浸水域よりも拡大することが懸念されるため、

津波氾濫解析を実施した。津波氾濫解析は非線形長波方程式に基づき、GEOASIA に

よる基礎堤体の変形と河岸構造物被害を地形データに反映させた。GEOASIA による

解析結果、詳細建物データ（碧南市）、5 mDEM（国土地理院）と GNSS 測量に基づい

て最小空間分解能 3.3 m の合成地形モデル 3)を構築した。波源は内閣府モデルの津波

断層 Case 9 とし、朔望平均満潮位（T.P. +1.0 m）とした。蜆川に設置されている樋門

や水門開閉による影響についても検討を行った。 

解析対象領域において、強震動による堤体基礎の沈下量が最大浸水深に与える影

響の一例を図３－２－（３）－２に示す。図から、河岸構造物の崩壊や堤体基礎の沈



174 

 

下を考慮することにより、その浸水域が大きく変化することがわかった。蜆川流域の

堤体基礎が沈下するが河岸構造物は機能した場合には、蜆川右岸における堤体基礎

の沈下量が大きいために蜆川北部に浸水が集中することが分かった。また、蜆川流域

の堤体基礎が沈下し河岸構造物も崩壊した場合には、内閣府モデルの条件よりも浸

水範囲は広がり、浸水深も深くなることがわかるこのように、耐震化未整備区間では

強震動の影響によって護岸などの沈下が生じ、これにより津波浸水域は大きく拡大

することを定量的に示すことができた。このことは、２級河川や一部の港湾施設を擁

する地域においては、これら構造物の耐震化の重要性を示していることはもちろん

のこと、強震動による海岸・河岸構造物や堤体基礎部の脆弱性が津波ハザード評価に

与える影響を無視できないことを示唆していることを指摘した。  

 

地震動評価としては、平成 25 年度から平成 28 年度にかけて、グリーン関数の相反

性を利用した有限差分法による長周期地震動の予測に関する検討を行った。具体的

には、平成 25 年度には都市が位置する大規模堆積盆地での長周期地震動の特性につ

いてパラメータスタディを行い、平成 26 年度には震源が位置するプレート境界面に

ついてグリーン関数の伝達関数を評価することで任意位置の震源による地震動を予

測する方法を構築した。平成 27 年度・平成 28 年度には、特定の地震動予測対象地点

についてグリーン関数のデータベースを作成することで、任意の震源に対する地震

動を予測する方法を提案し、Web 上で動作する地震動予測システムを開発した（図３

－２－（３）－３）。その後、令和元年度にかけて、震源域に位置する小断層による

 

図３－２－（３）－２  堤体基礎の沈下量に応じた各被害ケースに応じた

地震発生から６時間後までの最大津波浸水深分布． 
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地震動を表すグリーン関数の補間を行う方法について検討を行い、異なる震源モデ

ルに対する面的な地震動予測を効率化する方法を構築した。これら一連の研究によ

り、南海トラフ地震のような巨大地震において特徴的な長周期地震動について、都市

が位置する堆積盆地の特性や震源の特性を考慮しながら、任意の震源モデルまたは

任意の対象地点における地震動を効率的に予測することが可能となった。 

本プロジェクトにおける一連の研究により、南海トラフ地震のような巨大地震に

おいて特徴的な長周期地震動について、都市が位置する堆積盆地の特性や震源の特

性を考慮しながら、任意の震源モデルまたは任意の対象地点における地震動を効率

的に予測することが可能となった。 

 

 

図３－２－（３）－３ グリーン関数データベースを利用した任意震源対応の地震動予測

システム 

 

地盤災害評価としては、軟弱地盤およびその上に存在する各種構造物の地震被害

を推定するために、地震応答解析および 1G 場振動台模型実験を実施した。平成 25 年

度～平成 28 年度は、東日本大震災教訓活用研究 1-a で実施した各種耐震診断手法の

調査結果をもとに、現行の被害予測手法の課題や問題点を抽出した。平成 29 年度以

降は、具体の地域として碧南市を対象とし、地震応答解析による詳細な耐震診断を実

施し、現行の耐震診断手法では考慮することのできない危険性を抽出した。 

使用した解析コードは、土の骨格構造とその働きの差異によって砂から粘土、両者

が混在した中間土を同じ理論的枠組みの中で記述する土骨格の弾塑性構成式 SYS カ

ムクレイモデル 4)を搭載した水～土骨格連成有限変形解析コード GEOASIA2)で、静

的も動的も区別なく扱うことができる。1G 場振動台模型実験は、名古屋大学で所有

の施設を利用した。  

本業務全体の構成を図３－２－（３）－４に示す。平成 25 年度～平成 28 年度は、
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東日本大震災教訓活用研究 1-a で実施した各種耐震診断手法の調査結果を参考に、現

行の被害予測手法の課題や問題点を抽出した。平成 25 年度は、軟弱地盤上に築造さ

れた河川堤防の耐震性を静的／動的水～土連成有限変形解析によって評価した。そ

の結果、砂質土層の液状化だけでなく、粘性土層に生じる滑りによって河床の隆起や

堤体の沈下が引き起こされ、堤防の機能が著しく損なわれることを示すとともに、鋼

管矢板による補強の仕方によっては、被害が逆に拡大する危険性を指摘した。平成 26

年度は、液状化しうる砂地盤上に建設された建物の液状化被害形態に関し、隣接家屋

の影響に着目した地震応答解析を実施した。その結果、①建物周囲の地盤が液状化し

た場合、建物と建物直下の液状化していない地盤の揺れは液状化層の揺れに支配さ

れ建物が傾斜していくこと、②建物高さが高いほど揺れが伝わりやすく、傾斜が大き

くなること、③建物が２棟隣接している場合、隣接距離により傾斜方向が変化するこ

と、④建物の沈下による地盤の沈み込みと押し広げの境で建物同士が向き合って傾

斜していくか、外向きに反発しあって傾斜していくかが決定することを示した。平成

27 年度は、愛知県内に設置された防波堤の地震時変形挙動の把握を試みた。地震応

答解析による検討の結果、南海トラフ地震のように大きな揺れに見舞われると、砂質

土の液状化だけでなく、軟弱粘性土地盤においても著しく剛性が低下し、地震中～地

震後にかけて大きな変状が発生し得ることがわかった。平成 28 年度は、地震時にお

ける盛土造成斜面の変状メカニズム解明の一環として、盛土造成斜面の共振、すなわ

ち固有振動数と入力振動数の関係に着目した 1G 場振動台模型実験を実施した。その

結果、盛土造成斜面の地震時安定性は、単に入力加速度の大きさで決まるのではなく、

盛土造成斜面の固有振動数と入力振動数の関係に強く依存することがわかった。平

成 29 年度、30 年度は、減災戦略の立案に資するために、碧南市蜆川下流域を対象と

し、現地調査結果を参考に下流域に加えて中流域の現況河川堤防をモデル化し、L1

地震動および L2 地震動に対する異なる外力シナリオ下での地震時地盤変状予測を実

施した。L1 地震動の場合，表層の砂質土は液状化するものの、堤防の沈下量は両断

面ともに堤防高の 20%弱と小さく、地震時に健全性を保つ。一方、L2 地震動の場合

は、最大加速度が大きいことに加えて、継続時間が長く、長周期成分を多く含むため、

軟弱粘土層も乱されて剛性を失い、堤防の沈下量は堤防高の 36%～50%程度と L1 地

震動に比べて大きくなるものの、内閣府等における浸水被害予測で用いられる堤防

高 75%喪失にまでは至らない可能性があることを確認した。平成 31 年度は、液状化

被害が危惧される碧南市を対象に地震応答解析を実施し、液状化危険度について従

来判定法（FL 法）と比較するとともに、地震中～地震後に発生する地盤変状を算出し

た。対象とした地点の表層付近はいずれも、砂質土が支配的であり、地震応答解析結

果は現行 FL 法とよく似た液状化危険度を示した。地震後の変状に着目すると、干拓

地・埋立地上にある地点では特に L2 地震動で大きな変状が生じた。一方、市中央の

自然地盤上にある地点では比較的小さな被害に収まった。干拓地や埋立地の臨海部

では、深部で粘性土が厚く堆積しているため、特に地震動の長周期成分が共振によっ

て増幅され、地表面での大きな揺れ（水平変位）が発生することを明らかにした。  
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図３－２－（３）－４ 本業務の構成と流れ  

 

建物被害評価として、東日本大震災およびその後の地震災害における建物被害の

状況を踏まえて、南海トラフ地震などの大規模地震災害における建物被害を適切に

予測し、またその対応方針を定めるための検討を行った。以下に示すとおり、大別し

て、東日本大震災における被害状況、建物・地盤系の応答と被害の予測手法、重要建

物の被災と機能継続などを検討したうえで、モデル地域における実在庁舎について

南海トラフ地震における応答予測と防災対応を検討した。 

東日本大震災における建物の被害状況については、構造種別ごとの特徴が 1-a で

示されている。東北から北関東の広域で震度６弱以上の揺れとなっているが、震動に

よる顕著な構造被害は必ずしも多くない傾向があり、地震動特性などとの関係も考

察されている。ここでは特に木造住宅について、消防庁の報告に記載された市町村単

位の全壊棟数、計測震度、住宅・土地統計調査による住宅総数などを用いて算定した。

東日本大震災の結果は、震度６弱までのデータに限られることもあり、この範囲で翠

川らの結果（2003～2008 の７地震）と整合した。より低い震度から全壊率が増加す

る阪神淡路大震災の結果とは異なっており、地震動特性の相違や建物の耐震性、これ

までの地震の頻度などが影響していると考えられた。また、県ごとの被害率にも差異

が見られ、新しい基準の建物の割合や、強い地震の被災経験などが影響している可能

性があることを指摘した。 

次に、一般的な中低層建物の被害状況の分析や被害予測に向けて、強震観測記録の

収集を継続的に実施し、データベースを構築するとともに、多数の記録の分析から建

物応答特性の評価を行った。特に中低層庁舎などの構造の特徴を考慮して、立体振動

特性、相互作用特性、杭基礎の特性、基礎入力動、隣接建物の影響などを明らかにし、

現行設計法との関係の考察も行った。工場、倉庫などの大規模産業施設について常時

微動計測を行い、大規模建屋の振動は剛体的でないこと、入力が場所により一様でな
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いこと、長い梁の中間の応答は増幅されることなどの特徴を示した。免震建物では、

応答レベル依存性や上部構造の特性などを示した。以上の観測結果を地盤・杭・建物

モデルでも検討し、弾塑性応答解析による被害予測を検討した。さらに家具転倒や天

井落下可能性を応答解析結果に基づき階数との関係で検討した。これらの成果は、地

震により異なる被災状況を考慮して、将来の地震災害の被害予測につながる。  

また、2016 年熊本地震では RC 造庁舎建築の被災が多く、行政機能の継続に大き

な課題を残した。そこで、震度７の地震動を受けた庁舎建築の常時微動計測結果を用

いて、強震観測記録と整合するように地盤－建物連成系のモデル化を試みた。結果と

して地盤に非線形性を考慮することで、比較的適切な応答予測が可能であった。また

入力地震動については、広域・詳細かつ実際的な地震動予測のために、南海トラフ地

震と類似の震源位置や破壊メカニズムを持つ地震（2016 年三重県南東沖）の記録収

集を行い、1944 年東南海地震との比較などの検討を行った。さらに、モデル地域に

おける市庁舎（10 階建て SRC・S 混合構造、杭基礎、新耐震）について、南海トラフ

地震の際の状況想定と対応を考察した。まず常時微動多点同時観測および地震観測

に基づいて、詳細な立体振動特性評価を行った。次に、対象建物の上部構造と杭、及

び杭周辺地盤を３次元のフレームモデルによりモデル化し、表層地盤、杭、及び上部

建物の非線形性を考慮した時刻歴応答解析により、当該建物の応答推定を行った。入

力地震動は本研究で推定された当該地点の南海トラフ地震の工学的基盤の地震動を

用いた。結果として１階で 2m/s2～3m/s2（震度５強程度）、７階（GL27m）では、約

7m/s2（震度７相当）となり（図３－２－（３）－５）、最大応答層間変形角は３階～

５階で 1/200 を超える応答を示した。ただし、レベル２のクライテリアである 1/100

には達していないことから、倒壊するような被害は生じないと考えられる。上層部で

は応答加速度が大きく、家具固定などの室内被害防止を考慮すべきであることを指

摘した。  

最近の新しい庁舎は免震が増えているが、本建物のように新耐震で設計された中

層建物もまだ多い。このような建物は早期に建て替えられることがないため、本研究

のような検討を行うことで、BCP 策定にあたり建物の損傷状況を考慮するなどの対応

も考えられる。また 1-a で述べられた構造モニタリングや、1-e の VR を用いた訓練

などもあわせることで、被災後に建物を使用する際の安心感につながるし、使用者の

心構えにも影響する。このように南海トラフ地震等の機能継続に向けた対策を使用

者とともに行うことが重要と考えられる。  
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図３－２－（３）－５ 想定南海トラフ地震に対する対象建物の地震応答解析結果  

（各節点の最大加速度） 

 

ライフライン対策として、南海トラフ巨大地震による被害が想定される各種のラ

イフラインのうち、「電力」と「上水道」に着目し、それぞれの早期復旧に資する知

見を得るべく、多様な観点から検証を行った。 

電力分野では、平成 25 年度には、南海トラフ地震における内閣府の被害想定の課

題抽出を行った。内閣府試算では１ヶ月後に西日本は電力供給が約９割まで回復す

るとあるが、想定通りには復旧しない可能性があることが分かった。これは、南海ト

ラフ地震時には火力発電を中心に電力の供給力が長期間大きく損なわれる可能性が

あることによるものである。平成 26 年度には、被災後の電力需要予測の問題点を抽

出した。設計情報を有し構造解析手法が比較的整備されている電力供給施設の被害

予測に比べると、発災後の電力需要の予測については一般的な方法が存在せず、南海

トラフ地震においては過去の被害データから統計的に電力需要を予測する手法では

誤差が大きくなることがわかった。平成 27 年度には、東日本大震災後の電力需給バ

ランスがどう保たれたのかを調査した結果、節電効果と被災による需要の落ち込み

により需要が抑制され、結果として電力需給バランスが保たれたことがわかった。南

海トラフ地震では被災後の電力需要および供給力を予測することも大切であるが、

非常時の電力需要抑制について事前に産業界・一般市民など社会全体と共有してお

く事の重要性を指摘した。平成 28 年度において、南海トラフ地震による電力需給ギ

ャップの解消へ向けて、一般市民・自治体・産業界と優先復旧の意見交換を行った結

果、社会機能が相互に依存した現実社会においてボトルネックを克服するためには、

信頼関係に基づき社会全体で対応を考えるプラットフォームの構築が有効であるこ

とがわかった。平成 29 年度において、産官学が連携して大規模災害に対する社会全

体での対応を考えるプラットフォームを構築し、電力復旧における道路のボトルネ

ックを洗い出すための方策について議論した。その結果、電力施設の具体的な位置情

報に基づく優先復旧の順位付けが重要であることがわかり、復旧は被災現場におけ

る作業を伴うことから電力施設と道路を関連付け重要道路を選択するためのツール

を開発した。平成 30 年度には、電力復旧における道路のボトルネックを洗い出すた

赤：8m/s/s< Amax 
黄：4.5m/s/s< Amax≦8m/s/s 
緑：2.5m/s/s< Amax≦4.5m/s/s 
青：1.5m/s/s< Amax≦2.5m/s/s 
灰：Amax≦1.5m/s/s 
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めの方策として開発した、電力施設と道路を関連付け重要道路を選択するためのツ

ールを活用して、西三河南部碧南市における電力施設および重要施設の電力供給を

事例とした具体的な位置情報に基づく道路の優先順位付けを行い、碧南市に提示し

た。平成 31 年度（令和元年度）には、重要道路選定のために開発したツールを利用

して、電力復旧以外の重要なオペレーションとの重ね合わせを実施した。その結果、

災害対応物資の集積と配布など他の観点との重ね合わせにより、信頼性の高い重要

道路選定が可能になった。また、基礎自治体が指定する第３次緊急輸送路だけでは

様々な緊急支援は不十分であることを地図情報システム上で示すことができた。 

上水道分野では、平成 25 年度には、既存の被害予測手法である内閣府のフローで考

慮されていない諸要素（ex.配水場等の水道施設の機能停止、水道管路のネットワー

ク性など）を抽出し、より高度な被害予測手法を構築するための準備を行った。平成

26 年度には、前年度に引き続いて被害予測手法の高度化のために考慮すべき要素（ex.

水道施設の津波浸水深に応じた機能停止規模の大小）を抽出した。また、東日本大震

災における水道施設（浄水場、配水池、ポンプ場等）の被災状況を照査しながら、施

設の構造とハザード（地震動、液状化、津波浸水）の大きさからその影響度（機能停

止の規模）について予測する「照査フロー」を考案した。平成 27 年度には、愛知県

内の某自治体を対象とし、これまで考案してきた照査フローを活用して上水道被害

予測を行った。また、水道施設や管路の被害状況が需要家に及ぼす影響の大きさを定

量化するために、給水達成率（目標水量以上の給水が可能な人口の割合）や給水形態

（「通常給水（水道から水が出る）」や「運搬給水（給水車等に、水を取りに行く必要

がある）」等）という独自の指標を導入し、地震発生から水道の復旧完了までの各指

標の推移を可視化できるようにした（図３－２－（３）－６）。平成 28 年度には、災

害時の断水が市民に及ぼす影響を市民の目線から評価すべく、環境評価等の分野で

用いられる仮想評価法（CVM：Contingent Valuation Method）を用いたアンケート調

査を行った。回答結果を分析することで、市民が断水時の不便な状況を受け入れる際

に必要と考える「受入補償額（WTA:Willingness to Accept）」を算出し、市民生活へ

の影響度を金額換算するとともに、個人属性との関係性も考察した。平成 29 年度に

は、愛知県碧南市の水道施設・管路を対象に過年度に構築した被害予測手法を適用し、

被害件数や復旧に要する日数を推計した。また、同市の水道課との協議の中で水道施

設・管路の強靭化対策を考案し、これらの対策を講じた場合の減災効果（被害件数の

削減や復旧所要日数の短縮）についても検証した。平成 30 年度には、前年度に考案

した減災対策に加えて、「仮設管路の敷設による給水再開」や「仮設給水栓の早期活

用」等の応急復旧策を考案し、碧南市として講じうる減災対策を網羅的に取りまとめ

た。また、前年度と同様に各対策を講じた場合の減災効果を推計した。平成 31 年度

（令和元年度）には、過年度に考案した減災対策について費用対便益の分析を行い、

その収益性について判定することで、上水道事業体による各対策の実施計画の策定

に資する知見を得た。また、地震発生後の被災管路の効果的な修繕に関する一考察と

して、被災者の入浴支援を担う「銭湯」への給水再開を優先した場合の復旧早期化効

果についてシミュレーションを実施した。 
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図３－２－（３）－６ 給水達成率の推移（上図）と給水形態の推移（下図） 

 

以上、電力分野では、南海トラフ地震発災時には電力の需要側供給側双方に過去の

経験則からは想定することが困難な被害量となる。そこで、東日本大震災における電

力の需給ギャップの解消を分析した結果、被害量の予測精度を上げることよりも、現

実社会のボトルネックを把握して社会の総力を結集して克服することが重要である

ことがわかった。この課題を解決するために、一般市民・自治体・産業界と優先復旧

の意見交換を行い、社会機能が相互に依存した現実社会においてボトルネックを克

服するための信頼関係に基づいた社会全体で対応を考えるプラットフォームを構築

した。そこで電力復旧における道路のボトルネックを洗い出すための方策について

議論し、電力施設の具体的な位置情報に基づき電力施設と道路を関連付け重要道路

を選定するためのツールを開発し、具体的に西三河南部碧南市において展開を図っ

た。本方法により、ある地域におけるある観点での重要な道路・区間を明示すること

ができ、道路というインフラを通して隣接する自治体間での連携のきっかけや様々

な事前対策のインセンティブ、事後対応方針の策定に供するものと期待される。一方、

上水道分野では、従来の手法の抱える問題点を補完する形で、水道システムのより詳

細な被害状況について予測することが可能となった。加えて、発生した被害が断水と

いう形で及ぼす、市民生活への影響について定量評価することも可能となった。また、

別途サブテーマ 1-a の業務と連携しながら上水道事業体の取りうる減災対策と、そ

の実施費用や減災効果の推計方法について整理することで、事業体における今後の

上水道整備計画の策定に資する成果を創出したと考えられる。 

本業務では、愛知県碧南市の上水道事業者と緊密に連携し、同市の保有する管路修

繕能力や他自治体との連携体制等を考慮した結果、現実的かつ詳細な検討が可能と

なった。ただし、今回考案した種々の減災対策やその減災効果の推計結果は碧南市の

独自の「マクロな知見」であり、他の事業体で、同じ対策の実施で碧南市と同様の効
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果が得られるとは限らないことを補足する。今回構築した手法を他の事業体で活用

する場合においても、当該事業体を取り巻く環境や講じうる対策の種類について、十

分精査した上で実行されることが望ましい。 

都市災害・経済被害のうち、都市災害についての平成 25 年度から平成 31 年度まで

の主な成果は、大規模災害時疎開シミュレーションと国土復興シミュレーションの 

２種類のシミュレーションを開発し、これを熊本地震や東日本大震災で検証したう

えで、南海トラフ巨大地震に対して適用したことである。大規模災害時における疎開

行動や移住行動に関するアンケート調査（意向調査）をそれぞれ行い、それをもとに

した人の行動を記述する数理モデルを作成し（アンケートデータをもとにしてパラ

メータ推定）、仮設住宅などの容量制約の下でそれぞれ約 1000 回のモンテカルロシ

ミュレーションを行い、大規模災害後の人口移動を把握、その平均値を導出すること

でシミュレーションを行った。疎開シミュレーションについては熊本地震で、復興シ

ミュレーションでは東日本大震災で検証を行った。南海トラフ巨大地震時（陸側①ケ

ース）における疎開時の人口増減が図３－２－（３）－７、復興時の人口増減を図３

－２－（３）－８に示す。疎開シミュレーションについては、市場に流通していない

「その他空き家」をみなし仮設とするかどうかで結果が大きく変わるため、両方のケ

ースを計算した結果を示す。人口増加地域での精度がやや低いものの、これらのシミ

ュレーションを作成して計算することで、南海トラフ巨大地震時には被災地で相当

の人口減少と地域の衰退が課題となる可能性があること、防災対策はもとより、その

他空き家の供給や事業所の防災対策（雇用を喪失させない）が被災地域の衰退を防ぐ

可能性があることが示唆された。 
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図３－２－（３）－７ 疎開期における世帯増減率 
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経済被害については、南海トラフ巨大地震に伴う経済被害を日本全国および市区

町村のレベルで予測するための経済モデルの研究開発を行った。経済モデルとして

「応用一般均衡モデル」と呼ばれる経済学の一般均衡理論と産業連関表を基に構築

する経済モデルを採用し、巨大地震の経済被害評価に活用できるよう工夫を行った。 

応用一般均衡モデルとは、経済学の一般均衡理論と産業連関表を基に構築する経

済シミュレーションモデルである。本来同モデルは貿易や環境政策で多く利用され

ているモデルであるが、本研究では巨大地震の経済被害評価に活用できるよう工夫

を行った。応用一般均衡モデルを利用する理由は、政府の経済被害の推計手法ではサ

プライチェーンを適切に考慮できないためである。 

本研究で用いた応用一般均衡モデルは多地域モデルである。すなわち地域間交易

を明示的にモデルに組み込んでいる（図３－２－（３）－９）。モデルにおける各地

域には家計と複数の産業群が存在する。家計は労働力と資本ストックを保有してお

り、それらを産業に提供することで労賃や資本ストックの賃料を得る。産業群は労働

力と資本ストックと中間財を利用し財を生産する。生産された財の一部は自地域の

産業の中間投入のために利用される。残りは自地域の家計に最終消費されたり、移輸

出され他地域の家計の最終消費や中間投入に利用されたりする。モデルでは労働市

場と資本市場、各種の財市場が存在し需給が一致するようそれぞれの価格が決定さ

れる。応用一般均衡モデルに時間の概念を導入し動的な経済シミュレーションを行

うことも可能である。図３－２－（３）－10 の通り生産されたものが全てその期に

消費されることはなく、一部は貯蓄され次期の生産設備拡張のための投資される様
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図３－２－（３）－８ 復興時における世帯増減数（左）と世帯増減率（右） 



184 

 

モデル化すれば良い。 

 

図３－２－（３）－９ 応用一般均衡モデルの空間構造 

 

 

図３－２－（３）－10 応用一般均衡モデルの時系列構造 

 

まず、全国を「生活圏」と呼ばれる 207 の地域に分割した全国モデルを構築し、理

論上最大の南海トラフ巨大地震が発生した場合の日本の実質年間 GDP 損失を推計し

た。より詳細な地域分類でモデルを構築するのは、地震ハザードと産業構造の地域特

性を可能な限り適切に捉えるためである。同じ県であっても震度とそれに曝される

産業は場所によって大きく異なる。そのため、全国 47 都道府県のモデルよりも 207

生活圏のモデルの方が地震の経済被害推計には適している。ただし、地域数が増加す

るほど推定すべきパラメータやシミュレーションに必要な計算量も増加することに

は留意が必要である。また、地域数が増加するほど地域間産業連関表の精度も一般に

落ちるため、慎重な検討が必要である。 

図３－２－（３）－11 は、日本全国の実質 GDP の変化額を示している。ただし、

生活圏の中心市の市内最大震を当該生活圏全体の震度としていること等、今回のシ

ミュレーション分析では南海トラフ巨大地震の経済被害を大きく推計する傾向があ

る。シミュレーションによれば南海トラフ巨大地震により日本の年間実質 GDP 損失

は最悪の場合で 76.5 兆円となる。図３－２－（３）－11 の通り、震源から離れた地

域へも経済被害が波及している。その要因の１つに家計所得の大幅な低下がある。地

震により被災地の資本ストックが毀損し、資本ストックの保有者である家計の所得

は低下する。これにより家計の財やサービスに対する最終需要が減少する。家計は被

災地外からも財やサービスを購入するため被災地の生産物のみならず被災地外の生

産物に対する最終需要も減少する。これに伴い生産活動も減少する。生産活動の減少

は中間投入財の取引も減少させ関連する生産活動をさらに低下させる。もう１つの

要因は被災地における資本ストックの毀損が直接に生産活動を制限することである。
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労働による代替が一定程度可能であったとしても生産量を減らさざるを得ない場合

が多い。被災地から原材料を購入している生産者や被災地へ原材料を販売している

被災地外の生産者も被災地での生産減少に応じて生産量が減少する。東日本大震災

等で起きたサプライチェーン寸断に相当する現象である。これらの現象が被災地外

で所得の低下をもたらしている。 

これに続き、市区町村毎の経済被害を推計する経済モデル開発を行った。東海圏を

対象に市区町村産業連関表を構築するデータを選定し収集を行い、収集したデータ

を産業連関表とするための数値調整を実施し、愛知県を対象に市区町村産業連関表

を開発し、これを基に愛知県市区町村間応用一般均衡モデルを構築した。同モデルは

愛知県の市区町村間取引を明示的にモデル内に組み込んでいる。しかし、他地域との

取引は存在するが明示的でないため、他地域との取引では、価格を外生的に与えた。 

図３－２－（３）－12 は３つの生活圏における主要産業の南海トラフ巨大地震の

影響を示している。発災直後１ヶ月間から 12 ヶ月目の月間生産水準の推移を平時に

対する変化率として示している。「輸送機械産業」（主と自動車・自動車部品産業）は

全国レベルの分業体制により効率的な生産を実現した一方、特殊な部品の生産が数

少ない地域で集中して行われており、地域間で代替生産が難しい。「輸送機械産業」

についてはモデルにおける地域間交易の代替の弾力性の値を低く設定している。シ

ミュレーション結果に基づけば「豊田」の「輸送機械産業」は、南海トラフ巨大地震

で甚大な被害を受けるものの、他の産業に比べて復旧が速い。これは「豊田」の「輸

送機器産業」が域外の需要に大きく依存する外需型産業でありかつ製品そのものが

他に代え難い特性を持つためと考えられる。地震発生後も「豊田」の「輸送機器産業」

の需要が維持され、これを背景として旺盛な復旧投資がなされたと考えられる。一方

で「名古屋」の「サービス産業」は「豊田」の「輸送機器産業」とは異なり生産水準

は回復しない。サービス産業は生産と消費が同一地域内で閉じる傾向がある。そのた

め被災地家計の所得低下の影響を受け、需要低下が続き復旧投資が実現しないと考

えられる。「北勢」（中心市は四日市市）における基礎素材型産業の生産額の推移は平

時の半分以下に減少するがその後徐々に回復する。基礎素材型産業は主たる出荷先

である加工組立型産業および輸送機械産業の生産水準の回復と密接に連動すると考

えることができる。東海圏の３つの生活圏でそれぞれの地域を特色付ける産業の生

産水準の推移を見たが、その回復の速さには複数の要因が関わるものの、主たる要因

として他地域との関係性があると考えられる。 

続いて各市区町村の経済被害を推計する愛知県市区町村産業連関表を用いた応用

一般均衡モデルによるシミュレーション結果を説明する。シミュレーションシナリ

オは南海トラフ巨大地震の経済被害ではなく、豊田市の生産設備の 50％が機能停止

した場合の経済被害の波及についてである。今回のシミュレーションでは豊田市の

資本ストックの賦存量を外生的に 50％減らしている。各地域で生み出された付加価

値を示す域内総生産の減少率は図３－２－（３）－13 の通りである。豊田市には自

動車組立工場が複数立地しており、そこへの部品供給のために隣接する市町でも自

動車部品工場が多く立地している。そのため生産設備が機能停止する豊田市で最も

域内総生産が低下するが、隣接する刈谷市や安城市等の市町でも自動車部品に対す
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る需要が低下し、自動車関連産業の生産が落ち込み域内総生産も低下している。同様

に自動車産業の大きな工場が立地する高浜市や田原市でも域内総生産が落ち込んで

いる。図３－２－（３）－13 で見ると自動車関連産業が集積する西三河地区で域内

総生産の落ち込みが大きい事が分かる。 

東海圏の企業間取引ネットワークはスケールフリーネットワークであり、一部の

大企業の生産活動が停止すると取引関係を通して多くの企業の生産活動に影響する

ことが明らかになっている。応用一般均衡モデルにおいても上記の現象を再現する

事は原理的に不可能ではないと考えるが、そのためにはより詳細な地域分類と産業

分類のモデルを構築する必要がある。その理由は経済主体の不均一性や取引ネット

ワークの複雑性を表現するためである。現実により近い経済主体の多様性や取引ネ

ットワークをモデルに反映させることが今後の課題である。 

 

 

図３－２－（３）－11 年間実質 GRP 減少額 

 

 

図３－２－（３）－12 地域別主要産業の生産減少率 
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図３－２－（３）－13 愛知県の各市区町村の域内総生産減少率 

 

災害廃棄物評価として、仮置場確保と災害廃棄物の収集運搬を統合的に検討する

ツールとして、仮置場の確保面積、収集運搬効率を考慮した災害廃棄物処理フローモ

デルを構築した。構築した災害廃棄物処理フローモデルは、地域メッシュ単位で算出

された災害廃棄物量に対して、運搬車両、一次仮置場、処理施設および二次仮置場に

係る制約条件下において、一次仮置場への搬入計算および一次仮置場からの搬出計

算を行うことで、日単位での被災現場や一次仮置場における災害廃棄物量の把握を

可能とした。 

仮置場の確保面積、運搬車両数、処理・再生利用量を政策変数とした災害廃棄物処

理シナリオを構築し、災害廃棄物の仮置場への搬入期間と処理期間を算出した。その

結果、仮置場が十分確保できない場合においても、運搬車両数、処理・再生利用量な

ど災害廃棄物の収集運搬を確保することができれば、目標処理期間内に対応できる

といえた。仮置場が十分確保できた場合でも、運搬車両、処理・再生利用量を十分確

保しなければ処理の遅延が生じることが示しえた。また、仮置場が十分確保されてい

ない場合、運搬車両を十分確保しても、処理が間に合わず運搬能力を有効に活用でき

ない場合があるといえた。以上のことから、仮置場が十分に確保できない場合におい

ては、処理・再生利用量などの災害廃棄物の出口の確保が重要であるといえた。 

災害廃棄物量の把握システムを用いて、住宅耐震化や建て替えによる災害廃棄物

の減量効果を明らかにするとともに、事前の住宅耐震化によって、災害廃棄物処理事

業、公費解体等の災害時の社会的費用がどの程度低減しうるのかについて明らかに

した。 

住宅の建て替えによる災害廃棄物の減量効果については、震度分布、国勢調査に関

する地域メッシュ統計、住宅・土地統計調査、災害廃棄物量原単位により、地域メッ

シュ別に災害廃棄物量を把握する手法を用いた。南海トラフ広域地震の強震断層モ

デル（陸側ケース）、津波断層モデル（東海地域が最も被害を受けるケース、堤防破

堤）を対象とし、2005 年時点から 2018 年時点での愛知県ならびに碧南市において推

定される災害廃棄物量を比較検討した。住宅被害関数は、内閣府中央防災会議で示さ

れた被害関数を、災害廃棄物量原単位は、東日本大震災の処理実績から推定された原
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単位を用いた。 

1981 年新耐震基準による住宅棟数、住家被害の全壊棟数、災害廃棄物量の 2005 年

から 2018 年の推移を図３－２－（３）－14 に示す。 

図３－２－（３）－14 愛知県の 2005 年時点から 2018 年時点での災害廃棄物量推定 

結果 

 

1981 年新耐震基準による住宅棟数、住家被害の全壊棟数、災害廃棄物量の 2005 年

から 2018 年の推移を図３－２－（３）－15 に示す。これより、木造、非木造ともに

1981 年以降の新耐震基準による住宅棟数が 2005 年から 2018 年の間に 707,092 棟増

加したことで、全壊棟数が 311,184 棟から 165,325 棟まで抑えられ、46.9%減少して

いる。そして、災害廃棄物量は 5,236.5 万トンから 3,085.6 万トンと 41.1%低減して

いる。以上のことから、南海トラフ地震での災害廃棄物の処理量を効果的に減量する

には、耐震補強や住宅の建て替えなどの住宅耐震化が必要不可欠であると指摘した。 

災害廃棄物処理事業費など住家の被災に伴い社会全体が負担させられる費用であ

る災害後の社会的費用に着目し、住宅耐震化に伴う旧耐震基準の住宅棟数減少によ

って地震時の社会的費用がどの程度低減しうるのか検討した。 

災害廃棄物については、2005 年時点と 2018 年時点とを比較すると、2150.9 万トン

が低減されている。災害廃棄物処理単価が 33.8 千円/トンであることから、1981 年

以前の旧耐震基準の住宅 402,140 棟に対する耐震化により、726,992 百万円の地震時

の社会的費用が低減される。全壊１棟当たりの公費解体費用を 254 万と設定すると、

2005 年から 2018 年の間で全壊棟数が 145,859 棟減少していることから、370,482 百

万円の地震時社会的費用が低減されることとなる。建設型仮設住宅での費用の限度
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額の一般基準は１戸当たり平均 561 万円以内である。2005 年から 2018 年の住宅の建

て替えにより、全壊が 145,859 棟減少していることから、地震時の社会的費用につい

ては 818,269 百万円が軽減されうる。被災者生活再建支援法においては、したがっ

て、地震時社会的費用については、全壊世帯では１世帯当たり少なくとも 300 万円の

低減がなされ、今回のケースでは 437,577 百万円の地震時社会的費用の低減となる。

復興公営住宅の補助対象費用については、1981 年以前の旧耐震基準の住宅 40.2 万棟

に対する耐震化により復興公営住宅建設が不要となることで、地震時の社会的費用

は 3,191,395 百万円の軽減となる。 

これらのことから、1981 年以前の旧耐震基準の住宅 40.2 万棟，うち木造 31.5 万

棟、非木造 8.7 万棟、の住宅耐震化により、住家の被害のうち全壊棟数が 46.9%減少

し、災害廃棄物量が 41.1%減量される。このことは、災害廃棄物処理事業費、公費解

体、災害救助法（応急仮設住宅建設費用）、被災者生活再建支援法、復興公営住宅建

設費用による地震時の社会的費用が低減されることとなり、その低減効果は

5,544,714 百万円と算定された。すなわち、40.2 万棟の住宅耐震化により約 1.76 兆

円の災害時社会的費用を守ることができるといえよう。 

 

図３－２－（３）－15 愛知県における災害廃棄物量、1981 年新耐震基準による住宅 

棟数、住家被害の全壊棟数の 2005 年から 2018 年の推移 

 

以上のことから、地震時の社会的費用という視点から、南海トラフ広域地震の災害

対策においては、災害廃棄物の減量対策の重要性、事前の住宅耐震化の推進の効果を

示すとともに、徹底的な事前防災投資や事前対策による社会の活力向上が重要であ

るといえた。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

以上、地震・津波被害予測研究（1-b）では、将来の南海トラフ地震に対し、地震

の発生時期や発生の多様性等を考慮した広域リスク評価と、地域にとって影響の大

きい建物や施設に対する災害発生リスク要素の因果関係に着目した高分解能な地域

リスク評価を実施した（図３－２－（３）－16）。これらは国や自治体が行ってきた

過去の災害の被災率に重点を置くような従前のリスク評価とは異なる。 

また、我が国の産業集積地にある愛知県碧南市をモデル地域とし、プロジェクト前

半で開発・高度化した被害予測解析ツールを用いて、市庁舎、堤防沈下に伴う津波氾

濫・漂流物、上下水道、災害廃棄物、道路啓開等に関するオーダーメイド型の被害予

測を実施し、被害様相を具体的に提示した。（図３－２－（３）－16 の右側）。評価項

目の大半は市役所の担当者の意見を踏まえ（写真３－２－（３）－１）、評価結果は

減災施策・アクションプラン策定等の検討・協議や、市役所のほぼ全課係長が参加し

た災害対応・復旧復興研究（1-d）との連携ワークショップにおいて活用された。加

えて、これまで定性的にしか語られなかった将来の被災像（疎開・移住と国土復興な

ど）の定量化の試みから、碧南市への影響も評価した。 

本事業の成果を通じて、新たに挙げられる今後の課題に関わるキーワードとして

は、臨時情報、長周期地震動、複合災害、ビックデータが挙げられる。 

広域リスク評価では、主として、 

１．広域的な経済的影響評価の検討・高度化として、メッシュ単位の地震・津波ハ

ザード情報を生かした産業部門の直接被害推計手法の検討とこのための基礎デ

ータ整備、間接的影響の推定手法の高度化 

２．南海トラフ地震による長周期地震動による被害推計手法の検討 

３．南海トラフの臨時情報発表による広域的な影響評価の検討  

等が挙げられる。 

一方、地域リスク評価では、主として、 

１． リアルタイム地域事態想定の検討・高度化 

２． 地域特性・多様性を考慮した評価手法の他地域展開と波及予測手法の検討とし

て、社会経済活動に対する人やモノの偏在、局在把握と、それによる被害や影

響・波及予測 

等が挙げられる。 

さらに、2016 年熊本地震や 2018 年に発生した一連の自然災害などを踏まえ、2018

～2019 年度に発生した自然災害に対して、本プロジェクトで評価の俎上に載ること

のなかった課題を以下に例示する。  

・広域・複合自然災害のシナリオ検討と対策 

・国民の災害に対する危機意識の更なる向上 

・災害時重要拠点の災害対応能力評価と対策検討 

・主要インフラの防災対策・相互依存性の解明 

・複雑な都市機能の紐解きと脆弱性・ボトルネックの評価 

・社会インフラ、社会問題が自然災害に与えるインパクト評価 

・人的ソース不足 
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令和２年に入り、新型コロナウイルスが世界中で猛威をふるっており、イタリヤや

アメリアでは医療崩壊に近い状況が起き、多くの死者が発生しているとともに、ニュ

ーヨーク市等ではロックダウンと呼ばれる都市封鎖が実施され、日常生活が半強制

的に制約される事態を招いている。日本においても、様々な感染拡大抑制のための対

策が講じられているが、南海トラフ地震に対する臨時情報が発生された場合にも、今

回と非常に酷似した状況が起こることは想像に難くない。したがって、新型コロナウ

イルス問題への国や自治体の対応、経済動向、情報提供のあり方（提供側と受け手側）、

国際動向、住民行動等を常に注視し、時間的、空間的な整理・分析によって課題を教

訓として抽出するとともに、臨時情報発令時の対処法等の検討に活かしていくこと

が非常に重要である。 

 

 

図３－２－（３）－16 地震・津波被害予測研究の７年間の成果と他課題との連携 
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写真３－２－（３）－１ 碧南市役所における報告会の様子（令和元年度実施） 
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3.3 防災・減災対策研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「防災・減災対策研究」 

 

(b) 担当者（◎は各地域（括弧内）の代表幹事） 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

海域地震火山部門 

上席技術研究員 

 

上席技術研究員 

センター長 

技術研究員 

特任技術研究員 

特任技術研究員 

ポストドクトラル研究員 

技術スタッフ 

◎金田 義行（四国、九

州） 

高橋 成実 

堀 高峰 

今井 健太郎 

兵藤 守 

中田 令子 

楠本 聡 

大林 涼子 

国立大学法人名古屋大学 

減災連携研究センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

環境学研究科 

 

災害対策室 

地震火山センター 

センター長・教授 

副センター長・教授 

副センター長・特任教授 

教授 

准教授 

准教授 

特任教授 

特任教授 

特任教授 

特任教授 

特任准教授 

特任准教授 

特任准教授 

特任准教授 

特任准教授 

特任助教 

客員准教授 

研究員 

研究員 

教授 

助教 

教授 

准教授 

◎福和伸夫（東海） 

野田利弘 

田代喬 

西川智 

長江拓也 

平山修久 

新井伸夫 

武村雅之 

護雅史 

利藤房男 

荒木裕子 

倉田和己 

菅沼淳 

都築充雄 

山﨑雅人 

北川夏樹 

宮腰淳一 

石原宏 

橋冨彰吾 

富田孝史 

平井敬 

飛田潤 

山中佳子 

国立大学法人京都大学 教授 ◎牧 紀男（関西） 
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防災研究所   

国立研究開発法人防災科学技術研究

所 

部門長 

総括主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主幹研究員 

研究員 

研究員 

研究員 

藤原 広行 

青井 真 

中村 洋光 

前田 宜浩 

田口 仁 

李 泰榮 

大角 恒雄 

東 宏樹 

崔 青林 

水井 良暢 

国立大学法人東北大学 

災害科学国際研究所 

教授 

准教授 

プロジェクト講師 

今村 文彦 

佐藤 翔輔 

保田 真理 

国立大学法人東京大学 

地震研究所 

教授 

特任助教 

古村 孝志 

原田 智也 

国立大学法人徳島大学大学院 教授 馬場 俊孝 

 

(c) 業務の目的 

理学・工学・社会学の研究者が最新の研究成果を、地域の防災・減災対策に活かすため、

行政やライフライン担当者との闊達な議論を通じて、より実践的な防災・減災対策を目指

す。また、地方自治体やライフライン事業者に加え、積極的に市民参加の減災カフェなど

を通じて一般社会へも情報発信する。これまでのサブテーマ１、サブテーマ２の成果を地

域に還元する取り組みを実施する。 

 

(d) ７か年の年次実施業務の要約 

これまで地域の防災・減災にとってどのような災害シナリオを考えるべきなのか、地域

研究会を開催して議論を進めてきた。この地域研究会を発展させ、前半で地方自治体やラ

イフライン事業者から課題を聞きつつ、プロジェクト関係者からの残された課題を含め最

新の成果のインプットに重点を置き、後半で具体的な社会実装に向けた取り組みを進めて

きた。また、地方自治体だけではなく、内閣府をはじめとする府省の動向も把握しつつ、

経済界やライフライン企業、地元大学とも議論を進めてきた。特に気象庁が臨時情報を今

後発表することが公知にされ、これにいかに対応するか、の議論が進んだ。前半は、サブ

テーマ１で期待される成果である被害予測やデータベース構築などを逐次蓄積した情報プ

ラットフォームへのインプットを進めた。後半では、サブ１の計算手法等の様々な研究成

果を碧南市に提供、事前復興を含めた地域との防災力向上の議論が進んだ。また、和歌山

県や三重県に実装してきた津波即時予測システムの瀬戸内地域への浸透を図った。九州地

域でも各県ごとに防災特性が異なるが、地域間の連携が進んだ。 
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平成 25 年度： 

地域研究会の体制を整えて、開催のレールを敷いた 

平成 26 年度： 

地域研究会を通じて最新の地震津波防災研究を展開し、現実的な被害予測に対す

る課題を整理した。地域防災のボトルネックとなる課題について調査活動を実施し

た。 

平成 27 年度： 

地域研究会を通じて最新の地震津波防災研究を展開し、防災・減災の効果を高め

る情報発信のあり方を検討した。情報発信の社会実装を進めるために必要な課題を

洗い出した。 

平成 28 年度： 

地域研究会を通じて最新の地震津波防災研究を展開し、課題の洗い出しを継続し、

地域行政に活かすための課題を整理した。社会実装を進めるために現実的な復旧・

復興対策の検討などに着手した。国レベル、地方自治体レベル両面から実装を見据

えた議論を展開した。 

平成 29 年度： 

地域研究会を通じて、被害予測、情報発信、復旧復興対策等について社会実装の

現状を評価し、あらたな社会実装に向けた計画を検討、一部についてはその概要を

提案した。新しい災害シナリオについて、対策の可否などを議論した。減災カフェ

等を通じた啓発活動を進めた。 

平成 30 年度： 

地域研究会を通じて、これまでの研究成果の社会実装システムを提案し、地域側

との連携を深化させた。地域に適した防災・減災対策を整理し、地方自治体と連携

して、防災・減災対策の有効性の確認を行い、地域防災に活かすための方策や１-

(e)の情報発信プラットフォームも含めた情報発信システムの利活用の検討も始め

た。減災カフェやマスコミ勉強会を通じた啓発活動を進めた。 

平成 31 年度（令和元年度）： 

地域研究会を通じて、地方自治体との連携を図り、地盤情報、津波遡上、漂流物

等の予測情報をとりまとめ、基礎自治体とともに事前復旧・復興計画を立て、地域

とともに防災力を向上させた。また、情報発信プラットフォームに基づいた地域の

防災情報を構築して、津波遡上などの地震発生後の動きを見なから避難シナリオを

立て、地域の避難訓練を実施した。瀬戸内地域の避難即時予測の有効性を確認し、

浸水の動きに合わせた訓練も実施した。九州では、各県の連携が強まり、それぞれ

の役割毎に連携する体制が構築されている。市民参加の減災カフェ等、地元メディ

アとも連携して、防災・減災のための啓発活動を進めた。 

 

(e) 平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

東海、関西、四国、九州の４か所で地域研究会を開催し、地域の意識向上と防災減災

対策に資する情報提供を継続する。自治体や地域の大学との連携も含めた様々な地域特

性に合わせた取り組みが進み始めており、新たな懸案である臨時情報に関する地域特有
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の課題も共有し、対策の最適化や深化を推進する。きめ細かい提案・助言・議論のため

に分科会などの取組みも実施し、また、情報共有と情報発信の強化のために、これまで

の地域研究会の枠組みを広げた連携も検討する。これらより、避難の在り方や早期復旧

を念頭に、地域連携と行政による研究成果の利活用など社会実装の提案を行い、現在進

めている社会実装を更に拡張する。加えて、研究成果の普及や啓発・人材育成のために

防災・減災カフェ等を開催する。 

 

(2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

(a) 業務の要約 

これまで通り、東海、関西、四国、九州と４つのエリアに分けて、県などの自治体、

国土交通省地方整備局や気象台、海上保安本部等の国の機関（地方支分部局）、ライフ

ライン事業者、港湾事業者、経済団体、地域の大学などの地域側のメンバーとプロジェ

クト側のメンバーが集まり地域研究会を実施した。各エリアを担当する幹事が主導し

て、南海トラフ地震の防災減災対策に関する国の動向や前回までの地域研究会におけ

る議論、アンケート結果等の要望を踏まえて地域の事情に即したテーマを定め、そのテ

ーマに適した話題を提供し、最終年度であることを踏まえた意見交換や議論を行った。

研究成果の利活用など地域への社会実装や連携の深化に向けて、プロジェクト側の成

果を報告し、地域の防災減災対策上のニーズや課題に応える情報発信を行った。一部地

域では成果の実装の試行が行われており、地域研究会においてその進捗を紹介し、意見

の収集も行った。さらに、南海トラフ地震の震源域で異常な現象が観測された場合に出

される南海トラフ地震臨時情報については、地域が直面する課題を聞き取り、プロジェ

クト側からはこれまで得られた知見などを紹介するなどして、意見交換を深化させた。 

東海地域研究会では、愛知県、静岡県、岐阜県、三重県のエリアを対象として、愛知

県名古屋市内で２回開催した。本プロジェクトの調査観測研究とシミュレーション研

究の特に推移予測を中心とした南海トラフ地震研究における理学分野の成果と課題、

本プロジェクト防災分野の７か年の成果等を基に意見交換や議論を行った。これら議

論から、プロジェクト成果の課題や今後の期待など有益なコメントが得られ、ライフラ

イン企業や経済界も含めた地域との連携や防災分野の成果の実装が評価され、さらな

る期待が寄せられた。 

関西地域研究会では、大阪府、兵庫県、和歌山県のエリアを対象として、大阪市内で

２回開催した。本プロジェクトの課題２であるシミュレーション研究の成果と課題、南

海トラフ地震臨時情報と推移予測に関する話題を中心とした南海トラフ地震研究にお

ける理学分野の現状、本プロジェクト防災分野の７か年の成果等を基に意見交換や議

論を行った。これら議論から、プロジェクト成果の課題や今後の期待など有益なコメン

トが得られ、事前復興を中心に地域との連携や臨時情報に関する情報提供が評価され、

東海地域で行われた成果の実装に対して関西地域での試行に期待が寄せられた。 

四国地域研究会では、愛媛県、香川県、高知県、徳島県のエリアを対象として、香川

県高松市内で１回開催した。南海トラフ地震臨時情報に関連して地域のマスメディア

からその情報発信などの取り組みや課題、リアルタイムの地震津波観測網のデータ利

活用の四国四県の取り組みについての話題提供を基に、意見交換や議論を行った。地域
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研究会に加え、香川、徳島の各県危機管理担当との分科会を各１回開催した。本プロジ

ェクトの成果を中心に南海トラフ地震研究の理学的な成果について、行政の視点で利

用できたことや課題、今後の期待について意見交換や議論を行った。地域研究会と分科

会から、これまで７か年の本プロジェクトの取り組みについての評価や課題、南海トラ

フ地震研究への今後の期待が寄せられた。 

九州地域研究会では、大分県、宮崎県、鹿児島県、熊本県、福岡県のエリアを対象と

して、大分市内で１回開催した。リアルタイムの地震津波観測網のデータ利活用につい

て現状や今後の進展、本プロジェクトのシミュレーション研究の成果を中心に南海ト

ラフ地震臨時情報と推移予測に関する話題を中心とした話題提供を基に、意見交換や

議論を行った。地域研究会に加え、大分県と宮崎県の危機管理担当と分科会を行った。

大分県とは３回、宮崎県とは１回行った。四国の分科会と同様、本プロジェクトの成果

を中心に南海トラフ地震研究の理学的な成果について、行政の視点で利用できたこと

や課題、今後の期待について意見交換や議論を行った。地域研究会と分科会から、７か

年の本プロジェクトの取り組みについての評価や課題、南海トラフ地震研究への今後

の期待が寄せられた。また、地域研究会や分科会での意見交換がきっかけとなり、宮崎

県延岡市の危機管理担当との意見交換会を２回実施した。基礎自治体における南海ト

ラフ地震の課題などをヒアリングし、本プロジェクトの成果など最新の情報を提供し、

課題の洗い出しを行い今後の進展について議論をおこなった。 

啓発・啓蒙活動として、高知市内で高校生を対象とした対話型イベント「減災エンス

塾」を開催した。高校生の将来を考える上で、また次の世代を担う人材育成という観点

からも好評で、これまでの開催への評価と今後の継続についても期待が寄せられた。 

 

(b) 業務の実施方法 

1) 東海地域研究会 

代表幹事を名古屋大学の福和伸夫氏とし、愛知県、静岡県、岐阜県、三重県のエ

リアを念頭に研究成果を地域に還元して防災・減災対策に活かし、地域のニーズを

吸い上げ、今後とるべき防災・減災対策を洗い出し、成果の実装を行い、愛知県名

古屋市内（名古屋大学減災館）で２回開催した。また、地域側のニーズや感想も出

来るだけ吸い上げるために研究会の際にはアンケートも実施した。地域側参加メン

バーは、各県と政令市や中核市などの地方自治体、国土交通省中部地方整備局、第

四管区海上保安本部、各地方気象台といった地方支分部局、ライフライン事業者、

港湾事業者、経済団体、地元の有力企業、地域の大学などであった。 

 

2) 関西地域研究会 

代表幹事を京都大学の牧紀男氏とし、大阪府、兵庫県、和歌山県のエリアを念頭

に研究成果を地域に還元して防災・減災対策に活かし、地域のニーズを吸い上げ、

今後とるべき防災・減災対策を洗い出し、成果の実装を進めるため、地域研究会を

大阪市内（ホテルプリムローズ大阪）で２回開催した。また、地域側のニーズや感

想も出来るだけ吸い上げるために研究会の際にはアンケートも実施した。地域側参

加メンバーは、各府県と大阪市などの地方自治体、国土交通省近畿地方整備局、第
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五管区海上保安本部、大阪管区および各地方気象台といった地方支分部局、ライフ

ライン事業者、港湾事業者、経済団体、地域の大学などであった。 

 

3) 四国地域研究会 

代表幹事を海洋研究開発機構の金田義行氏とし、愛媛県、香川県、高知県、徳島

県のエリアを念頭に研究成果を地域に還元して防災・減災対策に活かし、地域のニ

ーズを吸い上げ、今後とるべき防災・減災対策を洗い出し、成果の実装を進めるた

め、地域研究会を夏季に高松市内（かがわ国際会議場）で１回開催した。また、地

域側のニーズや感想も出来るだけ吸い上げるために研究会の際や他の機会におい

てアンケートも実施した。地域側参加メンバーは、各県と市町などの地方自治体、

国土交通省四国地方整備局、各地方気象台といった地方支分部局、ライフライン事

業者、地域の大学、マスメディアなどである。地域研究会と平行して、地域ごとの

ニーズや特性をより詳しく把握するための分科会の実施も検討した。対象は四国４

県の防災部局であり、それぞれと個別に議論を深める事案が生じた場合など必要に

応じて柔軟に実施することとした。令和元年度は香川県と徳島県で各１回開催した。 

 

4) 九州地域研究会 

代表幹事を海洋研究開発機構の金田義行氏とし、大分県、鹿児島県、宮崎県、熊

本県、福岡県のエリアを念頭に研究成果を地域に還元して防災・減災対策に活かし、

地域のニーズを吸い上げ、今後とるべき防災・減災対策を洗い出し、成果の実装を

進めるため、地域研究会を夏季に大分市内（大分県労働福祉会館ソレイユ）で１回

開催した。地域側のニーズや感想も出来るだけ吸い上げるために研究会の際にはア

ンケートも実施した。地域側参加メンバーは、各県と市町などの地方自治体、国土

交通省九州地方整備局、地方気象台といった地方支分部局、ライフライン事業者、

経済団体、地域の大学などである。地域研究会と平行して、地域ごとのニーズや特

性をより詳しく把握するための分科会の実施も検討した。分科会の主な対象は大分

県、鹿児島県、宮崎県の３県の防災部局であり、それぞれと個別に議論を深める事

案が生じた場合など必要に応じて柔軟に実施することとした。令和元年度は大分県

と３回、宮崎県で１回開催した。また、宮崎県延岡市との意見交換会を２回実施し

た。そのうち１回は延岡市内の津波対策施設や津波想定の対策に課題がある地区の

見学を行い対策のコメントなどを行った。 

 

5) 啓発・啓蒙活動 

一般の皆様へ地域の防災減災上の課題などを深く共有するための取組みとして、

平成 26 年度より少人数による対話型イベント「減災エンス塾」を開催しており、令

和元年度は高校生を対象としたものを高知市内で１回実施した。 

 

(c) 業務の成果 

令和元年度の各地域研究会の実績は次のとおり（表３－３－(２)－①－１）。 
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表３－３－(２)－①－１ 令和元年度の各地域研究会実績一覧 

研究会名 話題提供 提供者

 南海トラフ地震観測：何がわかって、何がわからないか  海洋研究開発機構　海域地震火山部門　小平　秀一　部門長

 10年後の『南海トラフ地震臨時情報』及び
 『南海トラフ地震関連解説情報』

 京都大学　名誉教授／理化学研究所
 革新知能統合研究センター　非常勤研究員　　平原　和朗

 東日本大震災教訓活用研究  東北大学　佐藤　翔輔　准教授

 地震・津波被害予測研究
 名古屋大学　　　　　野田　利弘　教授
 防災科学技術研究所　藤原　広行　部門長

 災害対応・復旧復興研究  京都大学　牧　紀男　教授

 防災・災害情報発信研究  防災科学技術研究所　藤原　広行　部門長

 防災・減災対策研究  海洋研究開発機構　高橋　成実　上席技術研究員

 南海トラフ巨大地震の実体
 －分かったこと・分からないこと－

 東京大学地震研究所　古村 孝志　教授

 被害軽減のための巨大地震発生予測研究
 ～長期目標の見直しと当面の計画～

 海洋研究開発機構　海域地震火山部門
 地震津波予測研究開発センター　堀　高峰　センター長

 東日本大震災教訓活用研究  東北大学　佐藤　翔輔　准教授

 地震・津波被害予測研究
 名古屋大学　　　　　野田　利弘　教授
 防災科学技術研究所　藤原　広行　部門長

 災害対応・復旧復興研究  京都大学　牧　紀男　教授

 防災・災害情報発信研究  防災科学技術研究所　藤原　広行　部門長

 防災・減災対策研究  海洋研究開発機構　高橋　成実　上席技術研究員

 四国におけるDONET利活用への期待
 香川大学 四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構
 地域強靭化研究センター　藤澤 一仁　副センター長・特命教授

 臨時情報に関するNHK徳島のこれまでの報道や取り組み  日本放送協会徳島放送局　宮原 豪一　記者（災害気象担当）

 南海トラフ海底観測網（DONET、N-net)への期待
 香川大学 特任教授／
 海洋研究開発機構 上席技術研究員 金田 義行

 南海トラフから日向灘の地殻活動の現状や起こり得る
 シナリオとその知見の活用

 海洋研究開発機構　海域地震火山部門
 地震津波予測研究開発センター　堀　高峰　センター長

「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」地域連携減災研究（防災分野）各課題のトピックとまとめ

「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」地域連携減災研究（防災分野）各課題のトピックとまとめ

第９回 四国地域研究会

9月9日（月）
14：00～17：00

かがわ国際会議場

第13回 関西地域研究会

5月13日（月）
13：00～16：00

ホテルプリムローズ大阪
２階　「鳳凰（東）」

第13回 東海地域研究会

5月17日（火）
14：00～17：00

名古屋大学減災館

第９回 九州地域研究会

8月27日（火）
13：30～16：30

大分県労働福祉会館
「ソレイユ」７階 カトレアA

第14回 東海地域研究会

１月21（火）
14：00～17：00

名古屋大学減災館

第14回 関西地域研究会

１月29日（水）
14：00～17：00

ホテルプリムローズ大阪
２階 「鳳凰（東）」

 

 

1) 東海地域研究会 

令和元年度は、令和元年５月 17 日（火）と令和２年１月 21 日（火）に愛知県名

古屋市内において２回の地域研究会を開催した。代表幹事は名古屋大学減災連携研

究センター長 福和伸夫氏、事務局は海洋研究開発機構が務めた。以下、各研究会の

内容をまとめる。 

５月 17 日の第 13 回東海地域研究会は名古屋大学減災館で開催した（写真３－３

－(２)－①－１）。プロジェクトの理学分野の成果紹介と大きな関心を集めている

南海トラフ地震臨時情報について深堀する機会と位置付けられた。出席メンバーは、

愛知県、岐阜県、静岡県、三重県、岡崎市、豊田市、豊橋市、名古屋市、名古屋港

管理組合、碧南市、四日市市、第四管区海上保安本部、静岡地方気象台、名古屋地

方気象台、国土交通省中部地方整備局、名古屋工業大学、中部電力株式会社、東海

旅客鉄道株式会社、東邦ガス株式会社、トヨタ自動車株式会社、名古屋第二赤十字
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病院、公益財団法人名古屋まちづくり公社、西日本電信電話株式会社（オブザーバ

ー）の 23 機関、36 人であった。プロジェクト側は、名古屋大学、海洋研究開発機

構、防災科学技術研究所、京都大学、江戸川大学、時事通信社、国土地理院（オブ

ザーバー）、文部科学省（オブザーバー）の８機関、43 人であった。海洋研究開発

機構部門長 小平秀一氏より「南海トラフ地震観測：何がわかって、何がわからない

か」と題して、南海トラフの調査観測研究から本プロジェクトが始まる前にわかっ

ていたこと、７年間の本プロジェクトによってわかったことや理解が深まったこと、

そしてわからなかったことや課題について紹介した。次に、京都大学名誉教授／理

化学研究所非常勤研究員 平原和朗氏より「10 年後の『南海トラフ地震臨時情報』

及び『南海トラフ地震関連解説情報』」と題して、シミュレーション研究を中心に南

海トラフ地震研究について、周辺の地震研究の状況を踏まえ、特に推移予測につい

て紹介した。理学的な研究における現状についての質疑応答や議論は理学分野の他

の研究者のコメントも交えて活発に行われ、それらが地域側の行政やライフライン

企業にもわかりやすく、かつ研究側の本音も含めて理解が深まった。また南海トラ

フ臨時情報の理解と各機関がそれぞれで臨時情報をどう捉えて備えをするべきか

を考えるきっかけも提供できた。質疑応答では、臨時情報は受け手にとって現時点

では曖昧なことが多すぎ、警戒や注意の区分の不明確さもあり、特に行政は住民や

関係機関への情報発信、ライフライン企業は具体的な対応が難しいとする困惑の声

が聞かれた。ライフライン企業の対応については、「システムをどう維持して発生ま

で備えるのか、発生しなかった場合はいつまで備えを続けるのか。それを継続する

ことによって企業として立ち行かなくなるかもしれない」といった非常に難しい課

題も投げかけられた。さらに、臨時情報のマスメディアの報道の在り方にも課題が

示された。特に半割れケースと言われる南海トラフの東側半分、あるいは西側半分

で M8 クラスの地震が起きた際、大津波警報の情報発信や発生した被害の報道ばか

りとなり、壊れていない半分が壊れて再び大地震を起こすことへの備えが疎かにな

るリスクが指摘された。こうした課題に対しては、今後もこの様な場も含め、研究

側からの情報発信と意見交換の場を継続することで合意された。 

１月 21 日の第 14 回東海地域研究会も名古屋大学減災館で開催した（写真３－３

－(２)－①－２）。この時期の研究会は例年、様々な課題を抱える都市で現場を見て

感じて理解してからの議論とするための見学会とセットで行うのが常であったが、

本プロジェクト最後の東海地域研究会であり、防災分野の各研究成果の紹介と将来

直面する防災上の問題を議論するために前回と同様の名古屋大学での開催となっ

た。出席メンバーは、愛知県、岐阜県、三重県、岡崎市、豊田市、豊橋市、名古屋

市、名古屋港管理組合、碧南市、四日市市、第四管区海上保安本部、岐阜地方気象

台、名古屋地方気象台、国土交通省中部地方整備局、名古屋工業大学、中部経済連

合会、中部電力株式会社、東海旅客鉄道株式会社、東邦ガス株式会社、トヨタ自動

車株式会社、名古屋第二赤十字病院、公益財団法人名古屋まちづくり公社、西日本

電信電話株式会社、日本郵便株式会社（オブザーバー）の 24 機関、39 人であった。

プロジェクト側は、名古屋大学、海洋研究開発機構、防災科学技術研究所、京都大

学、東京大学、東北大学、国土地理院（オブザーバー）、リアルタイム地震・防災情
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報利用協議会（オブザーバー）、文部科学省（オブザーバー）の９機関、32 人であ

った。「『南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト』地域連携減災研究（防災分野）

各課題のトピックとまとめ」と題して、防災分野の５つの課題についてそれぞれの

担当者が７年間の成果をまとめた。東北大学災害科学国際研究所准教授 佐藤翔輔

氏が「東日本大震災教訓活用研究」のうち、震災教訓のデータベース構築やそれら

も用いた震災教訓の伝承についての取り組みを中心に紹介した。次に、名古屋大学

減災連携研究センター教授 野田利弘氏と防災科学技術研究所部門長 藤原広行氏

が「地震・津波被害予測研究」のうち、地域／広域リスク評価の成果を中心に紹介

した。次に、京都大学防災研究所教授 牧紀男氏が「災害対応・復旧復興研究」のう

ち事前復興計画策定手法の開発や災害影響評価手法の開発について紹介した。続い

て、防災科学技術研究所部門長 藤原広行氏が「防災・災害情報発信研究」で行って

きた Web 上で活用する災害情報プラットフォームの構築やその閲覧できるコンテン

ツ利用例を中心に紹介した。最後に海洋研究開発機構上席技術研究員 高橋成実氏

が「防災・減災対策研究」で実施してきた地域研究会の取り組みやその成果につい

て紹介した。防災分野における様々な成果について高い評価をいただき、震災教訓

のデータベース活用について行政目線での利活用の方向性や復興計画手法の東海

地域での実装を期待する声が聴かれた。また地域／広域リスク評価は、詳細かつ総

合的なリスク手法の開発であり、すでに愛知県碧南市での実装事例とその検証報告

から、碧南市での深化と他地域での実装を期待するコメントがあった。そして、こ

うした研究成果の紹介や成果の実装の機会を提供してきた地域研究会への高い評

価をいただいた。 

 東海地域研究会では、地域との具体的なつながり、特にライフライン企業や経済

界とも連携する形で話題提供や意見交換や議論が行われ、ライフラインのボトルネ

ックを地域研究会の場で情報共有してきた。また、これまでのリスク評価は、個々

の具体的な情報が少なく、かつ、それらのリンクもきちんと成されておらず誤差が

大きく、長期的な経済活動も含めた長期的な評価が出来ていなかったが、その新し

い取り組みを地域研究会で共有し実装に貢献してきた。リスク評価だけでなく防災

分野の研究成果が他地域へ展開される可能性をこの東海地域研究会で提供できた。

加えて、理学分野の現状をあたためて理解いただく機会も提供でき、そうした機会

を継続していくことの重要性も周知できた。本プロジェクトにより、地域研究会と

して行ってきた取り組みは、本来各地域が独自に実施すべきであるといった意識醸

成がなされた。 
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写真３－３－(２)－①－１       写真３－３－(２)－①－２ 

第 13 回東海地域研究会の様子      第 14 回東海地域研究会の様子 

 

2) 関西地域研究会 

令和元年度は、令和元年５月 13 日（月）と令和２年１月 29 日（水）に大阪市内

において２回の地域研究会を開催した。代表幹事は京都大学防災研究所教授 牧 紀

男氏、事務局は海洋研究開発機構が務めた。以下、各研究会の内容をまとめる。 

５月 13 日の第 13 回関西地域研究会はホテルプリムローズ大阪で開催した（写真

３－３－(２)－①－３）。上項の第 13 回東海地域研究会と同様、プロジェクトの理

学分野の成果紹介と大きな関心を集めている南海トラフ地震臨時情報について深

堀する機会と位置付けられた。出席メンバーは、和歌山県、大阪広域水道企業団、

大阪市、高石市、第五管区海上保安本部、大阪管区気象台、神戸地方気象台、和歌

山地方気象台、近畿地方整備局、関西国際大学、人と防災未来センター、東海・東

南海・南海地震津波研究会、NTT コミュニケーションズ株式会社、大阪ガス株式会

社、関西経済連合会、関西電力株式会社、堺・泉北臨海特別防災地区協議会、西日

本高速道路株式会社、西日本電信電話株式会社、日本製鉄株式会社、日本郵便株式

会社（オブザーバー）の 21 機関 34 人であった。プロジェクト側は、京都大学、海

洋研究開発機構、東京大学、防災科学技術研究所、文部科学省（オブザーバー）、の

５機関 10 人であった。東京大学地震研究所教授 古村孝志氏より「南海トラフ巨大

地震の実体－分かったこと・分からないこと－」と題して、シミュレーション研究

を中心に本プロジェクトが始まるころの理学分野における南海トラフ地震に対す

る理解、そして本プロジェクトが進むにつれて見えてきた課題、今後の方向性につ

いて紹介した。次に海洋研究開発機構センター長 堀高峰氏より「被害軽減のための

巨大地震発生予測研究～長期目標の見直しと当面の計画～」と題して、被害軽減の

ための予測研究という視点でこれまでの本プロジェクトや関係する研究における

推移予測について紹介した。２つの話題提供から南海トラフ地震研究における理学

分野での現状について、質疑応答も含め理解が広まった。さらに、同分野での今後

の研究の進展に期待が寄せられ、行政やライフライン企業、経済界などから南海ト

ラフ地震臨時情報への一応の理解も得られた。議論の場ではライフラインにおける

ボトルネック抽出とその解決に向けた考え方も提唱され、東海地域で実施されてい

るリスク評価の考え方も紹介された。 
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１月 29 日の第 14 回関西地域研究会は大阪市内のホテルプリムローズ大阪で開催

した（写真３－３－(２)－①－４）。上項の第 13 回東海地域研究会と同様、本プロ

ジェクト最後の関西地域研究会となり、防災分野の各研究成果の紹介と今後の課題

を議論する会となった。出席メンバーは、大阪府、大阪広域水道企業団、和歌山県、

和歌山市、第五管区海上保安本部、大阪管区気象台、神戸地方気象台、和歌山地方

気象台、近畿地方整備局、東海・東南海・南海地震津波研究会、NTT コミュニケー

ションズ株式会社、大阪ガス株式会社、関西経済連合会、関西電力株式会社、堺・

泉北臨海特別防災地区協議会、西日本電信電話株式会社、日鉄テクノロジー株式会

社、日本郵便株式会社（オブザーバー）の 18 機関 33 人であった。プロジェクト側

は、京都大学、海洋研究開発機構、名古屋大学、東北大学、防災科学技術研究所、

国土地理院（オブザーバー）、文部科学省（オブザーバー）の７機関 18 人であった。

「『南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト』地域連携減災研究（防災分野）各課

題のトピックとまとめ」と題して、防災分野の５つの課題についてそれぞれの担当

者が７年間の成果をまとめた。東北大学災害科学国際研究所准教授 佐藤翔輔氏が

「東日本大震災教訓活用研究」のうち、震災教訓のデータベース構築やそれらも用

いた震災教訓の伝承についての取り組みを中心に紹介した。 次に、名古屋大学減災

連携研究センター教授 野田利弘氏と防災科学技術研究所部門長 藤原広行氏が「地

震・津波被害予測研究」のうち、地域／広域リスク評価の成果を紹介した。次に、

京都大学防災研究所教授 牧紀男氏が「災害対応・復旧復興研究」のうち事前復興計

画策定手法の開発や災害影響評価手法の開発について、地元和歌山県由良町での実

装事例を中心に紹介した。続いて、防災科学技術研究所部門長 藤原広行氏が「防

災・災害情報発信研究」で行ってきた Web 上で活用する災害情報プラットフォーム

の構築やその閲覧できるコンテンツ利用例について関西地域での実装事例を中心

に紹介した。最後に海洋研究開発機構上席技術研究員 高橋成実氏が「防災・減災対

策研究」で実施してきた地域研究会の取り組みやその成果について紹介した。東海

地域と同様、防災分野における様々な成果について高い評価をいただいた。震災教

訓のデータベース活用は阪神淡路大震災での教訓活用を行っている組織から高評

価をいただき、地域／広域リスク評価の手法の関西地域への導入希望の声もあった。

また、事前復興についても地元での取り組み紹介ということもあり高い関心が寄せ

られた。総合討論では当日参加の各組織からコメントをいただいた。最新の知見や

国の動き、他の機関の動向を知る機会であり、参加機関同士の連携や情報共有の場

になり非常に有益であったという声が多かった。こうした機会の継続希望はすべて

の参加者から聞かれた。 

関西地域は、阪神淡路大震災や最近では大阪北部の地震など、南海トラフ地震の

備えにおける先進事例が具体的にあるところでもある。そうした経験や知見に基づ

く危機意識・問題意識が関西地域研究会の場で共有され、関西地域としてのつなが

りを深める機会の一つにこの研究会は位置していたと言える。東海地域と同様、こ

うした機会の継続が、労力をかけても必要であることを根付かせた。東海地域の経

済界の活動を踏まえ、それらを先進事例として、関西地域の経済界でも取り組みが

始まろうとするきっかけを提供できたことも関西地域研究会の成果の一つであろ
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う。 

  

写真３－３－(２)－①－３             写真３－３－(２)－①－４ 

第 13 回関西地域研究会の様子     第 14 回関西地域研究会の様子 

 

3) 四国地域研究会・分科会 

 令和元年度の四国地域研究会は、令和元年９月９日（月）に高松市内で開催した。

分科会は、徳島分科会を令和２年１月９日（木）に徳島市内で、香川分科会を令和

２年１月 24 日（金）に高松市内で行った。代表幹事は海洋研究開発機構海域地震火

山部門上席技術研究員 金田義行氏、事務局は海洋研究開発機構が務めた。以下、各

研究会と分科会の内容をまとめる。 

９月９日の第９回四国地域研究会は、高松市内のかがわ国際会議場で開催した

（写真３－３－(２)－①－５）。本プロジェクト最後の四国地域研究会であり、７年

間の議論を総括する位置づけで開催された。出席メンバーは、愛媛県、香川県、高

知県、徳島県、則島市、高知地方気象台、高松地方気象台、徳島地方気象台、松山

地方気象台、四国地方整備局、香川大学、株式会社 NTT フィールドテクノ、四国電

力株式会社、香川県社会福祉協議会、株式会社瀬戸内海放送、日本赤十字社、日本

放送協会、日本郵便株式会社（オブザーバー）の 18 機関 24 人であった。プロジェ

クト側は、海洋研究開発機構、防災科学技術研究所、国土地理院（オブザーバー）、

文部科学省（オブザーバー）の４機関８人であった。まず、香川大学副センター長 

藤澤一仁氏から「四国における DONET 利活用への期待」と題して、四国における地

震津波海底観測網に関する研究開発の状況とその利活用が紹介された。他地域の先

進事例も紹介され、地震発生時だけでなく、南海トラフ臨時情報が出た際、この観

測網で得られる情報と利活用が行政の対応に役立つことが見込まれることやこれ

らを活用した図上訓練も話題に上がった。次に日本放送協会徳島放送局記者 宮原

豪一氏から「臨時情報に関する NHK 徳島のこれまでの報道や取り組み」として、NHK

徳島の臨時情報を中心とした南海トラフ地震に対する取り組みの現状や課題につ

いて紹介された。情報リテラシーが今後より重要になってくること、特に臨時情報

という曖昧な情報が出された際の各々の情報の集め方や評価の仕方、関係者への情

報発信や啓発活動の在り方などが議論された。出席者全員からの本プロジェクトや

地域研究会に対するコメントからは、理学的な知見と臨時情報の解釈や各組織の備

え、そこに地震津波海底観測網からの情報の扱いなどについて、継続的な情報提供
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や議論の場を期待する声が大きかった。もちろん、全員からはこの地域研究会が果

たしてきた役割について高い評価をいただいた。 

 分科会は徳島分科会、香川分科会の２つを行った。徳島分科会は１月９日（木）

に徳島県庁で行った（写真３－３－(２)－①－６）。出席メンバーは徳島県危機管

理部と海洋研究開発機構であった。香川分科会は１月 24 日（金）に香川県庁で行

った（写真３－３－(２)－①－７）。出席メンバーは香川県危機管理総局と海洋研

究開発機構であった。どちらの分科会も本プロジェクトの成果が役立ったことや感

じられる課題と今後に求めること、臨時情報に関する課題、地震津波海底観測網の

利活用に関すること、さらには臨時情報にも関連する情報リテラシーや教育啓発活

動について忌憚ない意見交換が行われた。役立ったこととしては、地域研究会や分

科会が施策を計画・推進する上でのきっかけや後押しとなったことがあげられた。

教育啓発活動については達成度の評価が難しい現状と新たな評価方法について意

見交換が行われた。また、地震津波海底観測網は地域研究会では時間の関係もあり

議論や意見交換に資する時間が足りかなったこともあり、より詳細な意見交換が行

われた。分科会についてもこの様な議論や意見交換の深化だけでなく、地域研究会

ではフォローしきれない四国四県の異なる課題や取り組みに関する議論を補完す

る位置づけを評価いただいた。なお、高知県、愛媛県とは分科会の開催には及ばな

かった。これは、非定期に実施している情報共有と意見交換（別件訪問のついでも

含む）で令和元年度は結果的に事足りたからである。 

四国地域研究会では、最終年度となる今年度だけでなく、この数年間は臨時情報

関連と地震津波海底観測網を大きなテーマとして議論を重ねてきた。加えて最終年

度として、今後大きな課題となる情報リテラシーに関することにも視点を置いてき

た。昨年度の拡大分科会よりマスメディアにも参画いただいて四国地域における情

報発信やその扱い方の議論も重ねてきた。さらに、四国地域で実施してきた後述の

対話型イベントなどの啓発活動についてもその評価手法模索の議論を深めてきた。

四国地域における議論継続のテーマとしてそれらの意識付けを果たせたと言えよ

う。もちろんこれらは四国地域に限ったことではなく、他地域にも広げていかなけ

ればならない課題である。広域災害においては四国四県だけではなく周辺地域との

連携も極めて重要であり、そこには行政レベルの連携に研究の視点、特に臨時情報

の扱いや備えに理学的な要素が大切であることを根付かせたこともこの四国地域

研究会の大きな成果である。これは、四国四県の地震津波海底観測網の利活用推進

など南海トラフ地震対策の連携を図るべく四国四県の活動の中心となっている地

元大学の成果でもある。地域研究会の位置づけやその継続の重要性などは地元大学

に伝授できたと考えている。 
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写真３－３－(２)－①－５ 

第９回四国地域研究会の様子 

 

  

写真３－３－(２)－①－６       写真３－３－(２)－①－７ 

徳島分科会の様子            香川分科会の様子 

 

4) 九州地域研究会・分科会 

令和元年度の九州地域研究会は、８月 27 日（火）に大分市内で開催した。分科会

は、大分分科会を平成 31 年４月 16 日（火）、年号の改まった令和元年８月 27 日

（火）、令和２年２月５日（水）に大分県庁で行った。宮崎分科会は令和元年 12 月

16 日（月）に宮崎県庁で行った。代表幹事は海洋研究開発機構海域地震火山部門上

席技術研究員 金田義行氏、事務局は海洋研究開発機構が務めた。以下、各研究会と

分科会の内容をまとめる。 

８月 27 日の第９回九州地域研究会は大分市内の大分県労働福祉会館「ソレイユ」

で開催した（写真３－３－(２)－①－８）。本プロジェクト最後の九州地域研究会で

あり、７年間の議論を総括する位置づけで開催された。出席メンバーは、大分県、

宮崎県、大分市、佐伯市、延岡市、大分地方気象台、宮崎地方気象台、九州運輸局、

九州地方整備局、西日本電信電話株式会社、九州電力株式会社、日本製鉄株式会社、

日本郵便株式会社（オブザーバー）の 13 機関 23 人であった。プロジェクト側は、

海洋研究開発機構、防災科学技術研究所、国土地理院（オブザーバー）、文部科学省

（オブザーバー）４機関 11 人であった。海洋研究開発機構海域地震火山部門上席
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技術研究員 金田義行氏から「南海トラフ海底観測網（DONET、N-net)への期待」と

題して、南海トラフに整備された及び整備中の地震津波海底観測網に関する最新情

報とその利活用が紹介された。さらにそれらの利活用も含めた臨時情報の扱いや備

えについて、加えて推移予測についても理学的な知見を中心に解説した。次に海洋

研究開発機構地震火山部門センター長 堀高峰氏から「南海トラフから日向灘の地

殻活動の現状や起こり得るシナリオとその知見の活用」として、本プロジェクトの

成果を中心に日向灘の地震活動やゆっくりすべりなどの知見や南海トラフ地震と

の関係について紹介し、今後起こり得る地震活動のシナリオについても触れた。地

震津波海底観測網に関する最新情報とその利活用の紹介では、宮崎県沖に N-net の

構築が進んでいることから本プロジェクトでも利活用を進めている DONET について

高い関心が寄せられた。加えて臨時情報の扱い方についても注目を集めた。また、

日向灘の地震活動についてもまさに目前のことであり活発な質疑応答があった。出

席者全員からの本プロジェクトや地域研究会に対するコメントからは、四国地域研

究会と同様、理学的な知見と臨時情報の解釈やそれぞれの備え、地震津波海底観測

網からの情報の扱いなどについて、継続的な情報提供や議論の場を期待する声が大

きかった。地域研究会がきっかけになって九州全域で取り組んでいる南海トラフ巨

大地震対策九州ブロック協議会への貢献、基礎自治体向けの勉強会への協力も含め、

この地域研究会が果たしてきた役割について高い評価をいただいた。 

分科会は大分分科会を３回、宮崎分科会を１回行った。平成 31 年４月 16 日の大

分分科会は大分県主催の講演会場で講演会前後に、８月 27 日と令和２年２月５日

の同分科会は大分県庁で行った（写真３－３－(２)－①－９）。出席メンバーは大

分県生活環境部防災局担当者と海洋研究開発機構であった。４月の分科会では本プ

ロジェクトが最終年度を迎え、見込まれる成果と県の取り組みへの貢献について意

見交換を行った。８月と２月の分科会は四国の分科会と同様に、プロジェクト成果

が役立ったことや感じられる課題と今後に求めること、臨時情報に関する課題、地

震津波海底観測網の利活用に関する話題を中心に意見交換が行われた。なお、８月

の分科会は地域研究会の前でもあり、同研究会の事前打ち合わせも兼ねていた。分

科会では具体的な事例についての議論や意見交換がしっかり行えることが高い評

価を得た。具体的には最新の知見を県の取り組みに具体的に生かせる可能性が高く

なること、そのために細かい話ができることなどであった。大分県の場合は、南海

トラフ地震についても津波想定やその被害予測に関する最新の知見を得られるこ

と、さらに、南海トラフ地震との関連も危惧される別府湾の地震活動と熊本地震に

関連して中央構造線の活動も関心も高く、そうした意見交換が出来ることも大きな

メリットとのことであった。さらに南海トラフ地震への備えに危機意識が高い県内

基礎自治体の存在にも触れ、後述の宮崎だけでなく大分県でも基礎自治体との連携

の可能性が示された。宮崎分科会は令和元年 12 月 16 日（月）に宮崎県危機管理課

担当者と宮崎県庁で実施した（写真３－３－(２)－①－10）。プロジェクト成果が

役立ったことや感じられる課題と今後に求めること、臨時情報に関する課題、地震

津波海底観測網の利活用に関する話題を中心に意見交換が行われた。地域研究会や

分科会の情報が県の施策等に関する資料作成や担当者の知識向上に果たした役割
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が大きかったとのことであった。県内の臨時情報への備えを検討する勉強会のうち、

昨年度末に開催された第一回の同会には本プロジェクト研究者が参加したが、その

後の補足情報提供など同会との連携も続いた。後述の今年度の新たな取り組みとし

て実現した延岡市との意見交換会と津波対策施設や津波想定の対策に課題がある

地区の見学会（写真３－３－(２)－①－11、写真３－３－(２)－①－12）は分科会

がきっかけであった。 

九州地域研究会では、四国地域研究会と同様、最終年度となる今年度だけでなく、

この数年間は臨時情報関連と地震津波海底観測網を大きなテーマとして議論を重

ねてきた。臨時情報関係は難しい課題であり、今後様々な知見や運用について改善

が重ねられることであり、こうした研究会の継続が強く求められている。この研究

会を通じて九州ブロック協議会など九州全域における南海トラフ地震対策に貢献

する機会ができ、これは今後も継続されるべきことであり、その事務局である宮崎

県ともその必要性について合意された。また、延岡市との取り組みもこの地域研究

会の大きな成果であり、こちらもなんらかの形で継続が求められている。さらに大

分の基礎自治体との連携も具体化が進みそうな状況を得られた。県担当の知識向上

が県庁内の調整検討の円滑化にもつながった事例や県の防災対策の見直しを行う

委員会にも地域研究会の情報が生かされた事例も聞け、地道ながら確実に地域研究

会が成果を上げてきたと言える。本プロジェクト地域研究会の取り組みの趣旨や手

法は、県が主催する基礎自治体との臨時情報の勉強会・説明会にも生かされており、

地域に根付き始めている。 

 

写真３－３－(２)－①－８ 

第９回九州地域研究会 

 



209 

 

   

写真３－３－(２)－①－９       写真３－３－(２)－①－10  

令和２年２月５日の大分分科会の様子      宮崎分科会の様子 

 

  
写真３－３－(２)－①－11      写真３－３－(２)－①－12 

延岡市との意見交換会        延岡市内の津波避難施設の見学 

 

5) 啓発・啓蒙活動 

対話型イベントとして初年度より減災カフェなどを開催してきた。その代表的な

ものが平成 26 年度より高知市内の寺田寅彦記念館において実施している「高知減

災エンス塾 寺田寅彦先生の地球科学観に学ぶ ―減災科学研究（げんさいえんす）

の推進―」である。令和元年度は、高校生向けとしては通算５回目となる同塾を、

12 月 22 日（日）に開催した（写真３－３－(２)－①－13）。講師は海洋研究開発機

構海域地震火山部門上席技術研究員 金田義行氏であった。学校の課題研究で津波

について研究している方、防災減災研究に興味を持っている方、クラブ活動で地震

の研究をしている方、大学で地震や津波の研究をしたい方、報道に携わりたい方な

ど高知県内の高校生 15 名が参加した。オブザーバーとして高知県内高校の教諭ら

６名の参加があった。高校生を対象としていることから、最新の研究成果紹介だけ

では無く、地球科学の基礎知識や、全ての学問分野において防災・減災の課題が 1

あること、視点を変えて事象をとらえること、自分の街の良さを知ることで減災に

つながるきっかけがあること、全ての学問や身近なちょっとしたところから防災減

災の取り組みが始められること等を紹介した。また最近目立った風水害についても

触れて、地震と他の災害との複合災害の考え方も説いた。参加者からは、「課題研究
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のヒントになった」、「地元の堤防工事のことに関心が生まれた」、「視点を変えて偏

見を持たずに考えることが大切であることが理解できた」、「実際に起きた時をイメ

ージして複数の避難路を確認する必要性がわかった」など、多数のコメントが寄せ

られた。課題研究に取り組む方は休憩時間や終了後も講師への質問を積極的に行う

など、活発な対話がなされた。オブザーバーの教諭からは「質疑応答を聞いていて、

生徒がもつイメージと理論・現実に差があり、それらを埋めていかなければならか

いと感じた」、「前向きに柔軟に考えることを若い教員も学んで生徒を導いてほし

い」、「総合学習のヒントになった」と言ったコメントが寄せられ、県教育委員会も

含め、今後も同様のイベントの継続希望があった。なお、同塾は当初は 10 月開催で

あった。しかし開催日直前に近づく台風のリスクを考慮して延期し、その代替開催

がこの 12 月となった。 

 

写真３－３－(２)－①－13 

第５回高校生高知減災エンス塾の様子 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

各地域とも、プロジェクトの最終年度であることを踏まえ、本プロジェクトの成果の

紹介とその評価、さらには今後の課題や方向性などの議論に重点が置かれた。４地域共

通の議論のテーマとして、臨時情報も視野に入れた理学分野の成果に関することがあ

る。また、防災分野については本プロジェクトで取り組んできた個々の研究成果を一つ

にまとめて実装を試みた地域／広域リスク評価の議論が中心テーマであった地域もあ

る。具体的には東海地域研究会と関西地域研究会は理学分野の成果を踏まえわかった

こととわからないことの整理と臨時情報への備え、防災分野の各課題の成果紹介に加

えて地域／広域リスク評価の紹介に基づく議論を行った。四国地域研究会と九州地域

研究会は、理学分野の成果の紹介と臨時情報など不確定情報の扱い方や情報リテラシ

ー、地震津波海底観測網の利活用の議論に重点が置かれた。これらは各地域の特性やニ

ーズ、アンケート調査に基づき、地域側の考え方や取り組み、抱える課題や疑問に適切

に応えたものであり、最終年度である今年度の地域研究会も例年以上に高い評価を得

た。その高い評価を得た具体事例としては、地域研究会の場が、東海地域研究会では地
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域／広域リスク評価の実装試行の紹介による情報共有とフィードバックの場になった。

関西地域研究会は事前復興計画策定手法の開発や災害影響評価手法の開発の紹介と関

係者からのコメントやフィードバックの機会となった。また経済界との連携強化の気

運が地域研究会での議論や働きかけにより上がってきた。九州地域研究会と四国地域

研究会では臨時情報と情報リテラシー議論の機会となった。また分科会の意見交換や

議論から基礎自治体との連携構築の機会が生まれた。 

地域研究会はプロジェクト研究と地域側を繋ぎ、成果の実装や地域ニーズのフィー

ドバック、そのためにはオフレコの本音を言える場であり、７年間の取り組みでそうし

たつながりを強く太くしてきた。最終年度はプロジェクト成果の実装や地域連携の深

化と広がりを進めることをこれまで以上に意識した。南海トラフ地震研究への期待は

更に高まり、幅広い情報共有や議論の場、情報発信の手立てとしての地域研究会の存在

は確立したと言える。地域研究会の考え方の醸成や取り組むべき内容の継承もなされ、

地域研究会の自律も達成できたと考える。例えば臨時情報に関する勉強会などは、自治

体からプロジェクト側に協力依頼や検討内容に関する相談が寄せられるなど、わかり

にくい理学分野に関しても主体的に南海トラフ地震に備える取り組みを行うようにな

った。実施にあたりプロジェクト成果やプロジェクトの実施事例を踏まえるようにな

り、今年度の目的を達成できたと判断できる。 

現状では、例えば東海地域で実装されたリスク評価について四国や九州では東海地

域までのニーズには至らなかった。これは、リスク評価の要素が異なることや基礎自治

体の全面的な協力体制が必要となることもあるためで、このような場合、実装試行に向

けた橋渡しを地域研究会が担うことは難しい。しかし、地域研究会はプロジェクトの防

災分野の大きな成果であり、東海地域での精度向上も行った上で、なんらかの形で提供

できるように検討すべきかもしれない。こうしたプロジェクト終了後のフォローや関

係者へのその後の情報展開が新たな課題としてあげられる。四国や九州で話題の中心

としてきた臨時情報など理学の不確定な情報の扱いについても、今後も継続して地域

と連携していく必要のあるテーマであろう。また、四国地域の地震津波海底観測網の利

活用も大切な継続案件と言える。九州では県の協力をいただきながら、基礎自治体との

連携もあらたに進化し始めている。さらに、四国では地元教育委員会や関心の高い教員、

地元行政などとの関係を維持発展させながら、次の時代を担う貴重な人材、特に参加が

希有な高校生世代へ向けた啓発イベントは継続すべきであり、他地域への展開も行っ

ていかなければならない取り組みである。また四国の県教育委員会や教員などからは

先方主催の啓発イベントへの協力や連携も打診されており、こうした意識の醸成は本

プロジェクトの成果の一つである。 

 一方で、地域研究会は成果の客観的な評価が難しい面がある。プロジェクトの成果が

行政などの施策や計画に反映されるためには、早くても数年、多くは５年以上の年数、

あるいは 10 年程度がかかることもある。プロジェクトの成果が国のさまざまな組織で

認知され、それらが国の具体的な指針や計画に取り込まれてから初めて、地域の行政が

具体的に実装するための検討調整に着手できるのが通常のパターンである。また啓発

活動も、その成果の検証は難しい。学校単位の活動であれば学校への問い合わせなどで

ある程度の検証はできる可能性もあるが、個人情報保護の観点からも検証は容易とは
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いえない。そうした検証方法の開発やその体制づくりも新たに生まれた課題と言えよ

う。 

 

(e) 引用文献 

なし 

 

(3) 平成 25～平成 31 年度（令和元年度）の成果 

(a) 業務の要約 

これまで地域の防災・減災にとってどのような災害シナリオを考えるべきなのか、地

域研究会を開催して議論を進めてきた。この地域研究会を発展させ、前半で地方自治体

やライフライン事業者から課題を聞きつつ、プロジェクト関係者からの残された課題を

含め最新の成果のインプットに重点を置き、後半で具体的な社会実装に向けた取り組み

を進めてきた。また、地方自治体だけではなく、内閣府をはじめとする府省の動向も把

握しつつ、経済界やライフライン企業、地元大学とも議論を進めてきた。特に気象庁が

臨時情報を今後発表することが公知にされ、これにいかに対応するか、の議論が進んだ。

前半は、サブテーマ１で期待される成果である被害予測やデータベース構築などを逐次

蓄積した情報プラットフォームへのインプットを進めた。後半では、サブテーマ１の計

算手法等の様々な研究成果を碧南市に提供、事前復興を含めた地域との防災力向上の議

論が進んだ。また、和歌山県や三重県に実装してきた津波即時予測システムの瀬戸内地

域への浸透を図った。九州地域でも各県ごとに防災特性が異なるが、地域間の連携が進

んだ。 

 

(b) 業務の実施方法 

東海地域、関西地域、四国地域、九州地域の 4 地域を対象に年に１－２回の地域研究

会を開催、サブテーマ１とサブテーマ２からの研究成果と、様々な地域の取り組みを紹

介し、それぞれの取り組みの情報共有と水平展開を進めてきた。参加機関は、各自治体

や基礎自治体、インフラ事業者、地元の大学の研究者、地方気象台、海上保安庁、地方

整備局などから構成された。地域研究会を開催してきた各地域に対して、それぞれの防

災上の特性から、地域への研究成果の実装を促進させる媒体として、議論を進めてきた。

地域研究会に参加するメンバーは、各機関の防災担当者であり、それぞれの防災対策や

復興計画に携わる方々である。液状化やゼロメートル地帯をはじめとする軟弱地盤問

題、津波浸水や長期湛水の問題、地域の防災情報を共有ための体制・連携の問題、円滑

な事前復興計画立案の問題など、地域の防災特性に応じた情報交換と議論を行ってき

た。 

 

(c) 業務の成果 

地域研究会での議論を 4 地域で重ね、いくつかの地域への実装の成果が得られた。そ

れぞれの地域の取り組みの結果と、地域研究会実施時に頂いたアンケート結果から、そ

れぞれの地域の成果を取りまとめる。 

東海地域研究会では、碧南市を対象として、軟弱地盤や堤防変形の計算を行い、市内
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の河川を含む津波浸水と漂流物を検討し、河川を管理する水門の動きが市内の被害に

大きくかかわることを示した。また、地域で地元の方々が自ら被災時の状況を想定し何

を復興させるか検討する事前復興の取り組みも進められた。愛知県は産業の集積地で

もあり、中部経済連合会からは防災に対する提言書がまとめられ、この内容も参加メン

バーに広く共有された。地域からの要望では、自治体ベースの研究の継続、災害情報プ

ラットフォームなどの情報共有システムによる情報提供、事前防災対策や事前復興計

画のための被害予測や社会的影響予測の提供、被災後の復旧段階の研究に対する期待、

角度が低くても判断材料できる情報の提供、関係機関が横断的に連携できる仕組み等

が挙がった。これらの要望は、これまでに比較して理学・工学的な情報提供への期待を

示すものであり、サブテーマ１とサブテーマ２からの研究成果の浸透がプロジェクト

実施前に比べて向上したことを示唆している。 

関西地域研究会では、大都市圏では長周期地震動や軟弱地盤問題、地方では津波浸水

や地域の孤立化の問題が防災特性として挙げられる。このプロジェクトでは、和歌山県

による地震・津波観測監視システム（DONET）を用いた津波即時予測システムの利用が

報告された。実際にこのシステム構築のための津波データベースを用いて広川町では

住民が自ら決める事前復興計画が立案され、同様の検討が南あわじ市でも行われるな

ど、事前復興の取り組みの情報共有と水平展開が進んだ。また、津波計算から、防災情

報プラットフォームを用いた避難訓練の事例もあり、地元の社会福祉協議会との連携

も進んだ。地域からの要望としては、臨時情報が発表された時の人命保護やＢＣＰ、都

市機能の維持の方策に関する研究、最大クラスの想定だけでなく平均的なケースでの

想定に関する研究、河川氾濫や高潮被害などにも応用できる検討の議論、一般市民も含

めた情報共有や啓発活動への期待などが示された。大都市の機能を維持するための取

り組みの議論を期待しつつ、一般住民それぞれが自ら判断して適切な行動につなげる

状況構築への期待が示唆されている。 

四国地域研究会では、津波被害が深刻な高知県や徳島県、香川県や愛媛県は津波の高

さがそれほど大きくないが長時間継続する津波への備えが議論されてきた。1946 年昭

和南海地震でも高知市内では広く長期湛水した写真が残っているが、市内の漂流物や

津波浸水の状況を３Ｄ表示で可視化する研究も紹介された。瓦礫の発生と集積、軟弱地

盤地域での強震動による液状化も防災上の課題として議論された。一方で、瀬戸内地域

は津波高は低いものの、太平洋沿岸のような高い防波堤は必ずしも多くはなく、最大ク

ラスの地震が発生すれば、沿岸部を中心に浸水の可能性が提示されている。瀬戸内地域

は瓦礫の問題はあるものの、津波到達まで時間があるため、即時データの直接的な防災

への利活用への期待が示されている。また、広い津波浸水域が分布することから、浸水

しない場所の空間土地利用の問題も提起された、避難住民の居住地域、廃棄物や瓦礫の

置き場所など、事前に想定して場所を確保する必要性が示されている。地域からの要望

としては、DONET をはじめとする即時情報を用いた津波即時予測の実装と更なる情報展

開への期待、他県の行政やライフライン事業者の取り組みの共有、研究成果や防災情報

の一般住民への共有と有効利用、四国 4 県での連携体制などのコメントが寄せられた。

ここでもサブテーマ１やサブテーマ２の研究成果を用いた防災力向上への意識の高ま

りがアンケートから読み取れる。 
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九州地域研究会では、過去に発生した南海トラフ地震による亡村になった箇所もあ

り、地震や津波に対する意識が高い。2016 年に発生した熊本地震の影響もあり、地震

や津波発生時の九州地域内の地域連携の意識はかなり向上し、実際の連携作業も進ん

でいる。これまで、海域観測網を用いた防災対策の先進事例や、大震法や臨時情報、地

方整備局による発災時の対応事例など国の施策の現況、東日本大震災の教訓や土地利

用のマネジメントなどが議論された。地域からのコメントとしては、熊本地震の教訓か

ら、事前復興を含めた復興復旧に関する研究、日向灘を含めた南海トラフ地震そのもの

の研究への期待、避難率向上のための方策等、かなり多岐にわたった研究への期待が寄

せられた。これを反映し、地域からの要望として、海域観測網データの利活用や、臨時

情報発表時の地殻活動の背景への理解、これらの情報の出し方への検討などが求めら

れている。気象庁から発表される臨時情報に対して、どのような情報をどう伝えるか、

その時のマスコミの伝え方はどうなるか、と言った具体的なイメージを求めるコメン

トもあった。様々な被害が想定される中で、議論の内容を絞った検討への期待も寄せら

れている。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

各地域のアンケート結果から、全体的にサブテーマ１やサブテーマ２からの理学・工

学・社会科学の研究の成果を知って頂いたことが分かった。また、参加メンバーそれぞ

れにおいて、組織に戻ってからのフィードバックもなされており、南海トラフ研究への

理解は進んだと考えられる。碧南市における様々な研究成果の取り込みと防災対策の

現状との議論もなされ、実装の事例としても積み上げることはできた。津波の観点から

は、DONET や次期観測網を用いた津波即時予測システムの水平展開と、そこで構築され

た津波データベースの事前復興への取り組みへの活用も行われている。四国地域や九

州地域では、それぞれの県において、抱える防災特性が異なるケースもあり、それぞれ

の地域での連携体制や情報共有が求められていることもわかった。気象庁から発表さ

れる臨時情報を念頭に、地殻活動等の確度の低いあいまいな理学的情報の取り扱いと、

工学的な研究成果を組み合わせた地域の評価、同じような防災特性を持っている 4 地

域の枠を超えた情報の共有と連携が重要である。 

 

(e) 引用文献 

なし 
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3.4 災害対応・復旧復興研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「災害対応・復旧復興研究」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人 京都大学  

防災研究所 

教授 牧紀男 

国立大学法人 東京大学  

生産技術研究所 

教授 

特任研究員 

加藤孝明 

キム・ジェホ 

国立大学法人 東京大学大学院  

工学系研究科都市工学専攻 

准教授 村山顕人 

 

(c) 業務の目的 

将来の地域特性シミュレーション、詳細被害シミュレーション結果にもとづき、南

海トラフ巨大地震の各地域の影響についての「納得」プロセスの開発、さらには各地

域で想定される影響にもとづき事前の復旧・復興計画策定、災害対応計画の策定を行

う。得られた成果は 1－c、e と共有するとともに、被害想定、復旧・復興計画につい

ては１－a、b の知見を利用する。 

 

(d) ７か年の年次実施業務の要約 

平成 25 年度： 

南海トラフ巨大地震を想定した復興準備のため、歴史的資料や土地利用・建物・

人口等の減災に関わる情報の収集及び将来の地域特性評価システムの構築等を行い

影響シナリオ構築のための環境整備を行った。また、復旧・復興対策の検討に向け

て、地震動の到達時間が短く、既成市街地に津波による大きな被害が想定される地

域を対象に、復旧・復興計画立案に必要となる行政制度、地域社会の仕組み、民間

の人材、地域災害文化の現状についての基礎的調査を行った。 

平成 26 年度： 

南海トラフ巨大地震を想定した復興準備のため、歴史的資料等減災関連情報の収

集、将来の地域特性評価システムの構築・検証、被害イメージ共有のための基礎

的考察と影響シナリオ構築のための環境整備を行った。また、復旧・復興対策の

検討に向けて、地震動の到達時間が短く、既成市街地に津波による大きな被害が

想定される地域を対象に、復旧・復興計画立案に必要となる行政制度、地域社会

の仕組み、民間の人材、地域災害文化の現状についての基礎的調査を行い、事前

復興計画を策定するための基礎的検討を行った。 

平成 27 年度： 

平成 25 年度から 26 年度に検討した災害による地域への影響を把握するための

「地域特性評価システム」の高度化を行い、災害による影響を定量的に評価可能
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なシステムの構築を行うとともに、地域研究会における議論を踏まえ一般企業の

BCP 策定に資する共通被害シナリオの構築を行った。また事前復興の理論的枠組み

の構築を行うため、地域特性をふまえた事前復興のあり方、地震・津波被害の低

減に向けた都市計画指針の検討を行った。 

平成 28 年度： 

影響評価、事前計画システムのプロトタイプ構築について、平成 27 年度までに

開発した将来の「地域特性評価システム」を用いて、災害が地域に与える影響の

定量的評価の試みを図った。また、将来の地域特性シミュレーション、詳細被害

シミュレーションシステムから構成される南海トラフ巨大地震の影響評価システ

ムのプロトタイプの構築を行った。さらに事前復旧・復興計画システムの現地で

の導入試験を行い、プロトタイプの構築を行った。 

平成 29 年度：  

影響シナリオ構築シミュレーションの具体的構築、事前復興計画の策定作業を

継続した。将来の地域特性シミュレーション、詳細被害シミュレーションシステ

ムから構成される南海トラフ巨大地震の影響評価システムのプロトタイプの構築

を行うと共に、事前復旧・復興計画システムの現地での導入試験を行い、現場で

の活用方法の検討を交えた被害を軽減するためのまちづくり方策プロトタイプの

構築を行った。 

平成 30 年度：  

影響シナリオ構築シミュレーションの精緻化と、事前復興計画の策定手法の開

発の継続を行った。平成 29 年度から検討を開始したより精緻な新たな災害影響評

価手法の検討を、東日本大震災の事例等も用いて継続して実施した。これまで開

発してきた事前復旧・復興計画作成システムへの住民ビジョンの反映手法につい

て東日本大震災のデータを用いてその妥当性を検証するとともに、和歌山県由良

町を事例に他地域への導入可能性の検討を行った。 

平成 31 年度（令和元年度）：  

研究成果の最終とりまとめとして、これまで兵庫県（まち）・和歌山県（集落）

を事例として開発をおこなってきた事前復興計画策定手法を１－a、b の知見も利

用し、都市地域へと適用し、開発した計画手法の妥当性の検証を行うとともに、

1-c、e の研究を通じての成果の社会への発信を行った。また、これまで開発を行

ってきた災害影響評価手法についてのとりまとめを行った。 

 

(e) 平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

研究成果の最終とりまとめとして、これまで兵庫県（まち）・和歌山県（集落）を

事例として開発をおこなってきた事前復興計画策定手法を１－a、b の知見も利用し都

市へと適用し、開発した計画手法の妥当性の検証を行うとともに、成果を 1-c、e の研

究を通じ社会に発信する。また、これまで開発を行ってきた災害影響評価手法のとり

まとめを行う。 
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(2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 事前復興計画手法の都市部（愛知県碧南市）への適用と計画手法の妥当性検証 

(a)業務の要約 

本業務では、これまで兵庫県南あわじ市、和歌山県由良町で行ってきた、ハザード

情報や時系列別の災害対応を考慮した事前復興計画策定手法の都市への適用・検証を

行うことを目的として、愛知県碧南市にて 2 回に分けて市役所、市民病院、警察署、

消防署職員参加のもと、災害対応図上訓練ワークショップを行い、その成果をまとめ

たものである。本業務より得られた成果としては、それぞれの課での取り組みや複合

的なハザードにより各場所・時系列で想定される状況を共有することで、自治体全体

として検討すべき課題を抽出・認識することが可能であることが明らかとなった。 

 

(b)業務の成果 

兵庫県南あわじ市(まち)、和歌山県由良町(集落)にて開発・検討を行ってきた行政

職員による事前復興計画策定手法の都市自治体への適応可能性を検討するために、愛

知県碧南市で 2 回のワークショップによる実践を行い、兵庫県南あわじ市、和歌山県

由良町で開発した手法が都市地域においても適用可能なことの確認を行った。 

1) ワークショップの概要 

2019 年 7 月 31 日(以下 WS1 とする)と同年 10 月 25 日(以下 WS2 とする)に、碧南市

庁舎 2 階会議室 4・5 にて行政職員、碧南警察署員、碧南消防署員、碧南市民病院職員

を対象にワークショップを実施した。ワークショップ参加部局は表３－４－（２）－

①－１に示す。 

 

WS1 では、兵庫県南あわじ市、和歌山県由良町での手法を援用し、碧南市の災害対

策図(1/8000)をベースマップとして、震度分布、津波浸水分布、液状化危険度分布や

焼失率分布、長期湛水域、L1 防潮堤ありの場合の津波浸水域などのハザードを示した

シートを時系列ごとの状況や議題に応じて重ねながら、7 つの時系列((1)地震発生直

後～津波到達前、(2) 津波到達～1 日目、(3)～3 日目、(4)～1 週間、(5)～3 か月、

(6)～1 年、(7)1 年～)ごとに透明シートに災害対応に関する情報の確認・書き込みを

表３－４－（２）－①－１ WS 参加部局 

 

所属 人数 所属 人数

防災課 2名 健康課 1名

秘書情報課 3名 市民病院管理課 1名

経営企画課 1名 商工課 1名

資産活用課 1名 農業水産課 1名

会計課 1名 環境課 1名

地域協働課 2名 建築課 2名

税務課 2名 土木港湾課 2名

市民課 1名 都市整備課 1名

監査事務局 1名 水道課 1名

福祉課 1名 下水道課 2名

こども課 1名 庶務課 1名

国保年金課 1名 生涯学習課 1名

高齢介護課 1名 議事課 1名
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行って議論し、検討課題を抽出するという形式で行った。所要時間は約 4 時間であっ

た。 

WS2 では WS1 にて抽出された検討課題を碧南市職員で事前に検討を行い、その検討

結果を共有し、議論を行った。また、WS2 の際は、京都大学牧より事前復興都市計画

の必要性について、約 1 時間の講義を行った。所要時間は講義を含め、約 4 時間であ

った。 

WS2 では、WS1 で抽出された検討課題リストを作成し、碧南市で事前にそれらの課

題を検討、また京都大学で WS1 での時系列ごとの災害対応計画を先述の 7 時系列ごと

にまとめた地図を作成し、検討結果をそれに書き込んでいくという形式で行った。 

2) 業務の成果 

これら 2 回のワークショップの最終成果物として、WS1,2 の結果をまとめ、時系列

別の碧南市内災害対応状況地図(図３－４－（２）－①－１) 及び各部局での時系列

別災害対応行動表(表３－４－（２）－①－２)を作成した。 

 

 

 
図３－４－（２）－①－１ 時系列別災害対応情報地図 
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また、碧南市職員を対象に行ったアンケートでは、各部局での取り組みを庁内で共

有できたことが特に役に立ったという回答が多く得られた(図３－４－（２）－①－

２)。 

 

表３－４－（２）－①－２ 時系列別災害対応行動表 

 

図３－４－（２）－①－２ WS 参加職員アンケート結果 
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以上より、共有・地図上で可視化する手法によって、市職員全体として検討すべき

課題を抽出・認識することができるという成果が得られた。 

 

(c)結論ならびに今後の課題 

本業務では、これまで町レベル、市レベルで開発・発展させてきた事前復興計画策

定手法を都市レベルで適用し、その成果をまとめた。その結果、それぞれの課での取

り組みや複合的なハザードにより各場所・時系列で想定される状況を共有することで、

液状化や密集市街地での火災など、複合的なハザードが想定される都市レベルにおい

ても、自治体全体として検討すべき課題を抽出・認識することが可能であることが明

らかとなった。この検討手法の一般化のためには、自治体職員のみでも同様の検討を

実施できるようなフレーム作りや、碧南市職員アンケートでの指摘(例：拘束時間が

長い、自身の業務と無関係の内容が多い、など)を踏まえ検討することが望ましい。 

 

(d)引用文献 

1)南海トラフ地震に対する復興グランドデザインと事前復興計画のあり方研究会：

南海トラフ地震に対する復興グランドデザインと事前復興のあり方 研究報告書, 

(公財)ひょうご震災記念 21 世紀研究機構研究戦略センター, 2018. 3. 

2)金玟淑, 牧紀男, 住広則枝, 岸川英樹：和歌山県由良町の事前復興計画イメージ

図作成の試み, 地域安全学会梗概集, No.43, 2018. 11. 

3)都市自治体における災害対応の課題の検討-愛知県碧南市を対象として-, 地域安

全学会梗概集, No.45, 2019, 11. 

 

② 災害影響評価手法のとりまとめ 

(a) 業務の要約 

本業務では災害影響評価手法についての一連の業務をとりまとめ、残された課題の

抽出ならびに、その検証ならびに課題解決の報告性についての検討を行った。 

 

(b) 業務の成果 

これまで開発をおこなってきた評価手法を用いた災害影響評価について検討をおこ

なった結果、以下の 2 点が課題として抽出された。1）阪神・淡路大震災の被災地域に

おいて被害がそれほど多くないエリアで人口の若返りが抽出されており、その原因が

震災によるものか、他の社会的要因によるものなのかが判別できない、2）災害影響

評価に利用するメッシュデータについて、範囲の選択、利用する統計データにより評

価結果が変化する可能性がある。以下、2 つの課題について検討を行い、検討結果な

らびに今後の報告性について示す。 

1) 神戸市超高層マンションが地域人口変動に与えた影響 

本研究では、阪神淡路大震災により大きな被害を受けた、神戸市東灘区、灘区、

中央区、兵庫区、長田区、須磨区、垂水区を対象に、平成 7 年度(阪神淡路大震災

直後)～平成 27 年度(阪神淡路大震災から 20 年後)の国勢調査結果より得られた地
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域メッシュ人口、人口構造評価指標や被害率、超高層マンションの立地との関係

性を分析した。 

超高層マンションありとなしで地域メッシュを分類し、それぞれの平成 7年度か

ら平成 27 年度にかけての人口増減、人口構造評価指標変化、全半壊・焼失率の箱

ひげ図を示す（図３－４－（２）－②－１）。 

 

いずれの値においても、超高層マンションのあるメッシュは超高層マンション

のないメッシュの平均値を上回っている。特に、被害の大きさには両者の間に顕

著な差があり、阪神淡路大震災からの復興の中で、超高層マンションは被害の大

きかった地域に特に建設され、建設のあった地域では人口回復、人口更新が他の

地域に比べて促進されたことがわかる。人口変動、人口構造評価指標変動、全半

壊・焼失率とマンション立地の分布を図３－４－（２）－②－２、図３－４－

（２）－②－３、図３－４－（２）－②－４に示す。 

人口増減と全半壊・焼失率を比較すると、東灘区から長田区にかけての中心部

で大きな人口増加と被害率が共通してみられる。これは、震災直後に減少してい

た人口が回復したことによると考えられる。また、超高層マンションは主にそれ

らの地域に存在している。人口増加したメッシュの中でも、神戸市中央区では人

口構造評価指標が上昇している地域が集中している。それらの地域には超高層マ

ンションも集中して立地しており、阪神淡路大震災では超高層マンションは市中

心部の人口回復、特に比較的若年人口の流入による人口更新に貢献したと考えら

れる。 

以上のように、本事業によって得られた成果である人口構造評価指標による災

害影響評価は、個々の事業の結果を評価する上でも有効であると考えられる。 

 

 
図３－４－（２）－②－１ マンション有無による人口動態、被害率の比較 
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図３－４－（２）－②－２  各メッシュ人口増減 
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図３－４－（２）－②－３ 各メッシュ人口構造評価指標変動 

図３－４－（２）－②－４  各メッシュ全半壊・焼失率 
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2) 災害影響評価の解析に利用するメッシュデータ 

国勢調査データに加え、事業所・企業統計調査も利用し、分析を行うことが可能で

あることは明らかにするとともに、事業所・企業統計調査を追加して利用することの

課題についても抽出をおこなった。 

 2-1)現時点での課題 

2-1-1) 地域特性の対象範囲による変化の問題 

平成 28 年度は大阪市、尼崎市、西宮市、芦屋市、神戸市を対象地域として、平成

29 年度はそれらの地域に北摂地域を加え、クラスター分析による地域特性の抽出を

行ったが、その結果から分析を行う範囲によって分類結果が異なるという課題が示さ

れた。南海トラフ地震は非常に広範囲の被害が予想されており、それに適用するにあ

たっては、分析対象範囲の課題を踏まえ、地域特性を評価する必要がある。 

2-1-2) 得られる地域特性の変数依存性 

平成 28 年度は国勢調査、事業所・企業統計調査を統合したものを用いて、平成 29

年度は国勢調査を用いてクラスター分析を行ったが、分析に用いる指標の種類によっ

て分析結果が変動する。また、分析に当たっては、用いる指標同士の関係性によって

は、ある特定の側面が重みづけられ、それを中心とした地域特性評価となる可能性が

ある。そのため、地域特性評価に用いる指標の統一と指標間の関係性を踏まえた分析

を行う必要がある。 

2-1-3) 期間内の地域特性変化要因の不明確さ 

本事業では、神戸市などの阪神淡路大震災の主な被災地と、大阪市などの比較的被

害の小さかった地域とを比較することで災害による影響を考察した。しかし、比較的

被害の小さかった地域がある一定の範囲内であり、その地域にも特殊性が存在するこ

とを考えると、ある特定の要因(今回であれば震災による全半壊率の差異)による影

響かどうかが不明確であると言える。そのため、比較対象として、地域特性に応じた

標準的な推移を示す必要があると考えられる。 

2-2) 現時点での課題を踏まえた新たな地域特性評価手法の提示 

令和元年度、2-1)で指摘した現時点での課題を解決するための方法論の検討をお

こない、以下のような方法が有効に機能するという示唆を得ることができた。 

1）日本全体を対象とした因子生態分析とクラスター分析による地域の定量・定性評

価手法が考えられる。因子生態分析とは、因子分析や主成分分析を用いて変数を要約

し、要約された因子群を用いて地域の分析を行う手法であり、これまで、日本では主

に個々の大都市を対象として都市内部の地理分析に用いられてきた。この手法を分析

に用いることで、日本国内全体を対象とすることによる対象範囲の課題、主成分分析

で変数の要約を行うことによる変数依存性の課題、地域類型や成分得点に基づく標準

的な推移を示すことによる変化要因の不明確さの課題をそれぞれ解決できるという示

唆をえた。 

 

(c)結論ならびに今後の課題 

本業務では、これまで行ってきた災害影響評価手法の構築によって得られた手法の

実践と、現時点での評価手法の課題及びその解決手法の提示を行った。その結果、人
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口構造評価手法は個々の事例の影響評価への活用が期待できること、今後のさらなる

改善の方向性についての示唆をえることができた。 

 

(d)引用文献 

1)曽我部哲人、牧紀男、金玟淑、新井伸夫、馬場俊孝、都市自治体における災害対

応の課題の検討―愛知県碧南市を対象として―、地域安全学会梗概集 No.45、地域

安全学会、pp.75-76、2019.11. 

 

③ 津波防災まちづくりの実践的研究 

(a)業務の要約 

これまで参与を行った集落域（徳島県美波町伊座利、伊豆市土肥地区、沼津市戸田

地区）における津波防災地域づくりの新しいモデルの実証的構築、都市域（静岡市、

沼津市）における津波防災に関わる行政計画策定を通して得られた知見を総括した。

特に津波リスクに関する科学的情報の地域づくり、行政計画における適切な活用方法，

津波リスクに関する科学的情報の理解を起点とした地域づくりのプロセスに焦点をあ

て，総括的な考察を行うとともに、現段階での課題を整理した。なお、今年度新たに、

隣接する沼津市戸田地区における地区防災計画策定，隣接する西伊豆町，それに隣接

する松崎町における津波防災地域づくり推進計画の策定プロセスに関して情報収集と

参与観察を行った。 

 

(b) 業務の実施方法 

伊豆市土肥地区における津波防災地域づくり法に基づく推進計画の策定への継続的

な参与観察、沼津市戸田地区における地区防災計画策定の参与観察、西伊豆町および

松崎町における津波防災地域づくり推進計画の検討への参与観察、沼津市，静岡市の

関連計画に関する行政へのヒアリングにより業務を実施した。 

 

(c)業務の成果 

集落域、および、都市域の各地区の特徴を簡潔に整理すると、以下のようになった。

なお、集落域としては、過年度から継続的に対象としている伊豆市土肥地区（2017 年

～）、徳島県美波町伊座利集落（2013 年～）、今年度から始めた土肥地区に隣接する、

沼津市戸田地区、松崎町、西伊豆町とした。都市域としては、静岡市清水区、および、

沼津市とした。なお、都市域については立地適正化計画に焦点をあてた。 

集落域については以下のとおり。伊豆市土肥地区は、2015 年から検討が始まった津

波防災地域づくり推進計画を策定し、これまでに 2017 年に第１版、2018 年に第２版

を策定している。津波防災地域づくり推進計画は、「伊豆市“海と共に生きる”観光

防災まちづくり推進計画」と呼称するとおり、集落の基幹産業である観光と防災の両

立を図ろうとする総合的な計画となっている。なお、策定過程では、「“海と共に生

きる”観光防災まちづくりをみんなで考える市民集会」と称する任意参加のワークシ

ョップを継続的に行い、徹底したボトムアップの議論が積み上げられた。なお、「み

んなで考える会」としてレジリエンスアワード 2018 グランプリ（最高賞）を授与され
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ている。2018 年度からは、地区内の地域組織（区）と組織（旅館組合、観光協会、小

中一貫校）が地区防災計画の策定を開始し、現在までに３地区・組織で完成している。

今年度も 1 地区完成予定である。この取り組みの特徴は、津波災害特別警戒区域の指

定を全国初・唯一受け、その先駆性から国の多様な支援を創り出していること、集落

の死活を握る基幹産業である観光業の振興と津波防災の両立を目指す、防災だけでは

ない総合的な取り組みとなっていること、津波防災地域づくり法による推進計画と災

害対策基本法による地区防災計画を連携させて相乗効果をもたらしていること、官民

連携とそれを支援する専門家集団の絶妙な役割分担があること、が挙げられる。取り

組みが構築されるプロセスでは、国、県の担当部局を分野横断的に巻き込んだことも

特徴として挙げられる。 

 

 

図３－４－（２）－③－１ 伊豆市土肥地区避難訓練および地区防災計画策定の風景 

 

 

図３－４－（２）－③－２ “海と共に生きる”観光防災まちづくりを小中一貫校も

考える会 

 

徳島県美波町伊座利は、集落の総人口約 100 人が参加する伊座利の未来を考える協

議会が事前復興アクションプランを行政の手を借りずに策定した。南海トラフ地震に

も備えつつ、集落の持続性を維持・向上させる総合的な集落づくりを志向したもので

ある。専門家の関与は、若干の意見交換のみであった。「自立・自律発展・総合型」

の取り組みである。 
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図３－４－（２）－③－３ 徳島県美波町伊座利とのインターネット中継による 

ワークショップ 

 

沼津市戸田地区は、沼津市に吸収合併された旧戸田村である。2018 年度に沼津市主

導で避難計画が策定され、2019 年度には地区防災計画の策定が２つの自治会で試みら

れた。合併前は村役場をはじめとする公助が集落内に存在したが、合併後は正規職員

が 2 名のみと相対的に公助が乏しいと見受けられる集落である。地理的にも沼津市中

心地域から離れており、災害時には自立的な対応がいやおうなく求められる集落であ

る。そこで 2019 年度は官製の避難計画を集落の実情に併せて地区防災計画として各自

治会でつくりあげることを試みている。自立性・自律発展性の喚起が必要とされる地

区である。現在、地区防災計画活字化チームが２つの自治会で作られ、策定が進めら

れつつある。なお、取り組みの一環として 2020 年 12 月 1 日、ビーコンを使った避難

訓練を支援した。 

 

 

図３－４－（２）－③－４ 沼津市戸田地区における地区防災計画策定の風景 

 

なお、この他、西伊豆町、および、松崎町の津波防災地域づくり推進計画の策定プ

ロセスに参与観察した。考察に関しては、現在策定が進行中のため、ここでは考察を

含め秘匿することとした。 

集落域では、居住地等の代替性がないため、災害への備えとしては、そこで暮らす、

少なくとも当面の間はそこで暮らす前提を置き、地域で事前復興に取り組むことが基

本となっている。その際、あきらめ感の醸成につなげず、当面のリスクを受容した上

で、住民自らが①内発性をもって取り組み、②自律発展的に取り組みを膨らませられ

る状況をつくることが目標となっている。さらに観光、環境、集落の持続性等の集落
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のクリティカルな課題と防災を③総合的に考えるスタンスがみられる（土肥、美波町

伊座利）。またイニシアティブについては、いずれの地区も災害時には孤立するもあ

り、計画検討のフェーズでは、市民が主体的に検討する雰囲気が醸成されている。取

り組みのきっかけこそ、土肥地区、および、戸田地区では行政から提供されているも

のの、現在ではイニシアティブは住民側に移行されつつあると見受けられる。なお、

伊座利は、イニシアティブはすべて住民側にある先駆的な取り組みといえる。④住民

が先行し、行政が後を追う形で柔軟に支援を行う形となっている。担い手に関しては、

自治会などの既存の地域組織を主軸とする例（戸田地区）、地域組織に加えて学校や

旅館組合など⑤多様な組織で構成する例（土肥地区）があり、後者の取り組みは一般

性のある先駆的事例といえる。伊座利では、住民全員が参加する協議会を組織してい

るが、実質的には町会、漁協等のコミュニティベースの各種組織の連合体となってい

る。 

前向きに災害に備える前提として、移住先がなく、当面の災害リスクを受容するこ

とを自覚するというプロセスが共通する。その上で、①内発性（自立性）、②自律発

展性、③総合性、④市民先行行政後追いの型、⑤多様性と緩やかな連携が重要な要素

であることが確認された。 

都市域については、静岡市清水地区（旧清水市域）、および、沼津市を対象に、主

に立地適正化計画に焦点をあてて、行政からヒアリングなどを行った。 

都市域については以下のとおり。静岡市と沼津市、災害リスクに対してそれぞれ異

なる典型的な対応が行われている。 

静岡市清水地区の中心地は、立地適正化計画（2018 年度末）の都市機能誘導区域に

指定されている。清水庁舎（旧清水市市庁舎）の建て替えの検討が 2017 年に始まり、

2016 年度末に基本構想、2018 年度末に基本計画が策定された。現庁舎は、津波ハザ

ードが存在する区域に位置し、移転先も駅前の津波ハザードが存在する区域が選定さ

れた。基本計画によると、被災した場合に備え、周辺の避難安全性を確保するため、

非浸水空間を確保し、浸水した場合でも機能する計画が示されている。なお、計画策

定過程、および、現在もなお、移転先についての住民投票のための署名が行われるな

ど、市民レベルで賛否が並立している。 
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津波ハザード（静岡市防災情報マップ）  立地適正化計画における 

都市機能誘導区域 

図３－４－（２）－③－５ 静岡市清水区の津波ハザード分布と都市機能誘導区域 

（集約化拠点形成区域）の対応 

 

沼津市では、2018 年度末、立地適正化計画が策定された。居住誘導区域、都市機能

誘導区域として津波ハザードの存在する区域が指定されているが、「避難困難区域」

は除外されている。避難困難区域とは、一定時間内に避難ビル、あるいは、避難タワ

ーに到達できないエリアを意味する。現在の避難困難という災害危険性のある区域へ

の機能集積を避けるため、居住誘導区域、あるいは、都市機能誘導区域から排除した

例である。 
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図３－４－（２）－③－６ 沼津市立地適正化計画 

（上：都市機能誘導区域、下：居住誘導区域） 

 

上記の二つの事例は、都市域における相反する典型的な対応事例である。災害ハザ

ード・リスクを理解した上での逆志向の意思決定の事例である。清水区の例は、ハザ

ードの存在を理解した上で、市街地の撤退や低密度化ではなく、未来も中心地として

使い続けることを前提とし、持続的に投資を行い、周辺を安全にさせるストックを集

積させることによってより早期にリスク低減を図ろうとする事例である。一方、沼津

市の事例は避難困難区域を指定し、その危険性を避け、その区域に限って開発を誘導

しないとする事例である。いずれも論理としては成り立ち得る。 

 

(d)結論ならびに今後の課題 

・ 集落域では、そこで暮らす以外に代替案がみあたらない状況下で、前向きに災害

に備えることが必要条件である。まず、当面の災害リスクを受容することを自覚

するというプロセスが不可欠である。その上で、①内発性（自立性）、②自律発

展性、③総合性、④市民先行行政後追いの型、⑤多様性と緩やかな連携が重要な



231 
 

要素であることが確認された。 

・ 都市域では、移転先の代替性がある状況下では、安全性の確保の考え方が二分さ

れる。都市域における相反する典型的な事例の存在が確認された。災害ハザー

ド・リスクを理解した上での逆志向の意思決定の事例である。清水区の例は、ハ

ザードの存在を理解した上で、市街地の撤退や低密度化ではなく、未来も中心地

として使い続けることを前提とし、持続的に投資を行い、周辺を安全にさせるス

トックを集積させることによってより早期にリスク低減を図ろうとする事例であ

る。一方、沼津市の事例は避難困難区域を指定し、その危険性を避け、その区域

に限って開発を誘導しないとする事例である。いずれの意思決定も論理としては

成り立つものである。どういう要素が意思決定に影響するか、議論のプロセスを

分析する必要がある。 

 

(e)引用文献 

1) 伊豆市：“海と共に生きる”観光防災まちづくり推進計画 

http://www.city.izu.shizuoka.jp/gyousei/gyousei_detail007172.html(20

20.3.2 閲覧） 

2) 沼津市：立地適正化計画， 

https://www.city.numazu.shizuoka.jp/shisei/keikaku/various/ricchitek

iseika/index.htm(2020.3.2 閲覧） 

3) 静岡市：立地適正化計画， 

4) https://www.city.shizuoka.lg.jp/299_000040.html，(2020.3.2 閲覧） 

5) 静岡市：新清水庁舎建設基本計画 

https://www.city.shizuoka.lg.jp/153_000081.html (2020.3.2 閲覧） 

 

④ 事前復旧・復興計画の考え方を含む都市計画区域マスタープランの策定 

(a) 業務の要約 

都道府県や市町村で策定されている都市計画法に基づく各種マスタープランや都市

再生特別措置法に基づく立地適正化計画に事前復旧・復興計画の考え方を組み込むこ

とを目的に、前年度までの成果を展開する形で、三重県都市計画区域マスタープラン

を策定した。 

 

(b) 業務の実施方法 

三重県県土整備部都市政策課との協議を重ね、三重県の主に北勢圏域・中南勢圏域

の合計 10 の都市計画区域のマスタープランに「都市防災の観点から必要な都市的土地

利用の抑制に関する方針」と「大規模自然災害の被害低減に向けた方針」を組み込ん

だ。 

 

(c) 業務の成果 

都市計画法に基づく三重県の都市計画区域マスタープランは、三重県地震・津波被

害の低減に向けた都市計画指針 1)、三重県都市計画方針 2)、圏域マスタープラン（北
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勢・中南勢・伊勢志摩・伊賀・東紀州の５圏域） 3)に基づき、各都市計画区域の土地

利用、都市施設整備、市街地開発事業、自然的環境の整備・保全、地域の特性に応じ

て定めるべき事項の決定方針を示すもので、市町村の都市計画の上位計画として先導

的な役割を持つ。その中に、事前復旧・復興の考え方を組み込むことが本業務の目標

であった。 

業務の成果として、次の内容が、密度の高い市街地を有する北勢圏域・中南勢圏域

内の各都市計画区域マスタープラン素案 4)に組み込まれた。 

＜土地利用に関する主要な都市計画の決定方針：都市防災の観点から必要な都市的土

地利用の抑制に関する方針＞ 

・拠点及びその周辺地は、将来にわたり都市機能を集約し存続させる区域（以下「都

市機能の集約をめざす区域」）なので、都市防災に係る施策を実施し、安全性の向

上を図る。 

・都市機能の集約をめざす区域を除く、一定の拡がりをもった住居系の既成市街地の

著しく災害リスクが高い区域については、地域地区の見直しや建築物の構造規制に

係る条例制定等の検討を促進する。 

・土砂災害の危険性の高い地域では、市街化を抑制するほか、水源涵養機能を持つ樹

林地等の保全を図り、災害の防止に努める。 

＜地域の特性に応じて定めるべき事項：大規模自然災害の被害低減に向けた方針＞ 

・南海トラフ地震防災対策推進地域の指定を受けているため、三重県防災・減災対策

行動計画の展開により、災害に強いまちづくりを進める。また、地震・津波の災害

リスクの高い区域については、「三重県地震・津波被害の低減に向けた都市計画指

針」で示した土地利用検討区域を設定のうえ、土地利用や防災・減災施策の取組を

促進する。このほか洪水等の災害リスクの高い区域についても、今後の土地利用を

検討したうえで、被害低減に向けた施策の取組を促進する。この土地利用検討区域

は、立地適正化計画における居住誘導区域に含めないこと等により、自然人口減少

を目指す。 

・大火災の発生防止のため、防火地域や準防火地域の指定を維持し、建築物の建て替

えにあわせて耐火構造化等を促進する。（四日市市のみ） 

・石油コンビナート地帯では、「三重県石油コンビナート等防災計画」で緩衝地帯又

は緑地の整備が努力義務として定められているので、既決定の緑地等については、

市街地の安全を確保するため、引き続き保全を図る。（四日市市のみ） 

・広域的な防災拠点に位置づけた三重大学医学部附属病院、津市伊勢湾ヘリポート、

津松阪港へのアクセスの維持及び向上等を図るほか、市街地において必要な都市基

盤整備を図る。（津市のみ） 

・災害に強い都市の形成をめざし、広域的な防災拠点に位置づけた津松阪港、松阪市

民病院、済生会 松阪総合病院、松阪中央総合病院へのアクセスの向上等を図るほ

か、市街地において必要な都市基盤整備を進める。（松阪市のみ） 

・市街地に必要なオープンスペースの確保や安全な避難路等について、適正切な配置

を促進する。 

・河口部に位置する市街地では、浸水対策を進める。（鈴鹿市のみ） 
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・市街地を中心とした水害を防止するため、河川改修に努めるほか、流域における保

水・遊水機能の保全を図るため、無秩序な市街化を抑制する。（松阪市のみ） 

・あわせて、ハザードマップを活用した防災意識の啓発や災害時の速やかな応急・復

旧体制、近隣での応援協力体制づくり等のソフト対策や地籍調査についても進める。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

密度の高い市街地を有する三重県北勢圏域・中南勢圏域内の各都市計画区域マスタ

ープラン素案に「都市防災の観点から必要な都市的土地利用の抑制に関する方針」や

「大規模自然災害の被害低減に向けた方針」が示され、その策定プロセスにおいては

県と市町が南海トラフ地震に対する都市計画分野の中長期的対応方針を検討し、マス

タープランに事前復旧・復興の考え方が組み込まれたことは成果であると言える。南

海トラフ地震への対応の考え方が近年頻発する洪水（外水氾濫・内水氾濫）や土砂崩

れへの対応にまで拡張できたことも特筆すべきであろう。 

ただし、各都市計画区域のマスタープランに掲載される土地利用構想図に「土地利

用検討区域」を図示することができなかったこと、つまり、事前復旧・復興の要であ

る「土地利用検討区域」を都市計画区域マスタープラン策定時に県と市町が協議して

設定することができず、その設定が市町に委ねられたことは反省点である。「土地利

用検討区域」の設定には当該区域の地権者、住民、事業者の納得・合意形成が必要で

あるが、それには当該区域の将来像とその実現手段に関する丁寧な検討が必要である

ため、県の都市計画区域マスタープランでは方針のみを示し、具体的な区域設定につ

いては市町に委ねるのが現実的であることが判明した。このことから、「土地利用検

討区域」を設定して南海トラフ地震の被害低減に向けた施策を実施していくためには

専門的かつ創造的な検討が必要であり、そのための市町への人的・経済的支援が必要

となることが示唆される。その際、「地域連携減災研究（サブテーマ 1）(b) 地震・

津波被害予測研究」で実施した愛知県碧南市を対象とする取り組みは大変有用だと考

えられる。 
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図３－４－（２）－④－１  鈴鹿都市計画区域の土地利用構想図 

出典：鈴鹿都市計画区域マスタープラン素案（2020 年） 

 

 

図３－４－（２）－④－２  津都市計画区域の土地利用構想図 

出典：津都市計画区域マスタープラン素案（2020 年） 

 

(e) 引用文献 

1)三重県：地震・津波被害の低減に向けた都市計画指針（2016 年 8 月） 

2)三重県：都市計画方針（2017 年 4 月） 

3)三重県：圏域マスタープラン（北勢・中南勢・伊勢志摩・伊賀・東紀州の５圏域、



235 
 

2018 年 4 月） 

4)三重県：都市計画区域マスタープラン素案（桑名・四日市・鈴鹿・いなべ・亀

山・津・松阪・安濃・多気・明和の 10 区域、2020 年 3 月） 

 

(3) 平成 25～平成 31 年度（令和元年度）の成果 

①事前復興計画策定手法の開発 

(a) 業務の要約 

本業務では、東日本大震災の復興計画策定やその後の復興プロセスの分析を踏まえ、

発災前に事前に復興計画を作成する際の計画策定手法の開発を行った。具体的な計画

策定手法の開発は、和歌山県由良町、兵庫県南あわじ市福良地区、愛知県碧南市にお

けるケーススタディーを通して、計画手法の妥当性・他地域での利用可能性の検証を

行うという形式で行った。ケーススタディーは各地域の自治体と共同で実施し、その

成果は行政の防災対策へ反映させた。 

 

(b) 業務の成果 

本業務では、事前の復旧・復興計画のための計画策定プロセスの開発と各段階にお

いて必要な要素技術開発を行うことができた。それに加えて、行政職員とのワークシ

ョップを通して災害後の災害対応・土地利用に関わる課題を抽出することもできた。

以下にその詳細を記す。 

1）計画策定プロセスの開発 

これまで検討されてこなかった事前の復旧・復興計画について、ⅰ）復興ビジョン、

ⅱ）地域の現状分析（南海トラフ地震の被害・人口減少）、ⅲ）対策案の構築、ⅳ）

土地利用計画の作成から構成される「事前復旧・復興計画のための計画プロセス」の

開発を行った（図３－４－（３）－①－１）。計画プロセスと各要素技術（ⅰ～ⅳ）

の開発は和歌山県由良町衣奈地区（漁業集落）で行い、さらにその技術の有用性・他

地域での利用可能性についての検証を兵庫県南あわじ市福良地区、和歌山県由良町、

愛知県碧南市で行った。 

 



236 
 

 

図３－４－（３）－①－１ 事前復旧・復興計画のための計画プロセス 

 

2）事前復興計画策定のための要素技術開発 

2-1）住民の合意形成のための「納得」する仕組みの開発 

事前復興計画策定、すなわち、土地利用・まちづくりを進める上での鍵は「合意形

成」である。和歌山県由良町衣奈地区では様々なシナリオを住民に提供することで住

民自ら津波浸水範囲について納得し、その上で災害後の復興まちづくりにおいて必要

な津波ハザード情報を住民自ら決定する仕組みを開発した（図３－４－（３）－①－

２）。従来では「命を守る」ことを目的とした最大津波浸水範囲（最悪シナリオ）が

ハザードマップとして提供されてきたが、「合意形成」には「ハザード情報について

選択肢が示されること」が重要であると考えた。そのため、ワークショップ参加者に

下記のように様々なシナリオを提供した。 

・過去（安政・昭和）の南海トラフ地震時の浸水範囲 

・行政が提供するハザードマップ（最大浸水範囲） 

・その他の津波シミュレーション結果（和歌山県の場合、DONET の津波観測情報を

活用した 1506 通りの波現源モデルのシミュレーションを使用） 

次に、参加者を５-７人の小グループに分け、グループごとに命を守る（避難する）

ためのハザード情報と財産・生業を守るためのハザード情報の読み取りについて説明

した上で、グループごとに復興まちづくりを行う場合の津波ハザード情報について検

討を行い、浸水ラインを描くようにした。グループによって設定した浸水範囲は異な

ったので、その決定の理由を発表し、参加者みんなで共有した。その上で、どの浸水

範囲の設定がまちづくりに良いのかについて投票を行い、全体の傾向をみるようにし

た。投票は多数決で決めるためではなく、異見の差を確認するために実施した。投票

結果を踏まえた上で議論を行い、合意可能な浸水範囲を決定することができれば合意

形成の目的は達成する仕組みである。 
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図３－４－（３）－①－２ 住民が津波浸水範囲について「納得」する仕組みの開発 

 

2-2）災害後の土地利用（事前復興計画）についての検討手法の確立 

兵庫県南あわじ市福良地区で開発を行った災害後の土地利用計画策定手法を和歌山

県由良町に適用し、その利用可能性ならびに手法の高度化を行った。さらに、その技

術の有用性・妥当性についての検証を愛知県碧南市で行った。土地利用計画策定の流

れを図３－４－（３）－①－３に示す。 

 

 

図３－４－（３）－①－３ 災害後の土地利用計画作成の流れ 
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以下に兵庫県南あわじ市福良地区、和歌山県由良町、愛知県碧南市の 3 つのケース

スタディーから得られた手法をまとめる。 

ワークショップ前の準備としては、（A）災害復興に係る業務の設定、（B）前提と

なる被害レベルの設定、（C）復興時間軸の設定が必要である。まず、（A）について

は行政内の都市計画・管財・防災・住宅・建設・産業・水道・下水・災害廃棄物・学

校関連の業務を基本参加とし、医療・警察・消防などとも協議できる場合は必要に応

じて参加者に入れるようにする。（B）については、震度分布、津波浸水域、液状化

危険度分布、焼失率分布、長期湛水域など、地域で考慮すべきハザード情報を用意す

る。（C）については、7 つの時系列（①地震発生直後～津波到達前、②津波到達～1

日目、③～3 日目、④～1 週間、⑤～3 か月、⑥～1 年、⑦1 年～）を設定する。ワー

クショップに必要な（B）と（C）のデータセットは図３－４－（３）－①－４の通り

である。 

 

図３－４－（３）－①－４ 土地利用計画策定のために必要なデータセット 

（由良町の例） 

 

ワークショップは少なくとも２回開催が望ましい。ワークショップ①で災害対応と

土地利用に関する議論をし、ワークショップで浮上した地域の課題について行政の協

力を得て質問紙調査などの追加調査を行う。次にワークショップ②ではワークショッ

プ①の成果物（災害対応のフロー、時系列に整理した土地利用の地図）を確認しなが

ら、漏れ・落ち等がないか確認をし、修正・追記などを行う。 

 

3）災害後の災害対応・土地利用に関わる課題の抽出 

本業務は、災害後の土地利用についての検討を行う目的でワークショップを実施し

たが、ハザード情報を示した地図と時系列対応について検討することで、災害時に発

生し得ることについて具体的にイメージすることができた。また災害対応に関わる全

課の職員が参加して共通の場で議論を行うことで部局横断的に災害時の課題について

議論が可能になり、土地利用計画を策定すると同時に災害対応、復旧・復興について

の課題についても抽出することが可能になった。図３－４－（３）－①－３の作業を

経て、図３－４－（３）－①－５に示すような時系列での土地利用計画と課題の抽出

を行うことができた。 
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図３－４－（３）－①－５ 災害後の土地利用計画（案）と検討課題 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

本検討では、和歌山県由良町衣奈地区で事前復興計画策定のプロセスと要素技術の

開発を行い、兵庫県南あわじ市福良地区、和歌山県由良町、愛知県碧南市を事例とし

て検証を重ねることで漁業集落・まち・町レベル・都市レベルにおける計画手法の有

用性について確認することができた。 

事前復興計画策定をさらに推進するためには、制度設計や策定した計画の災害復興

時の有用性についての実証的・定量的研究が重要になる。さらに、策定した手法の南

海トラフ地震の想定被災地域への展開方法についても検討することが望ましい。 

 

(d) 引用文献 

1）金玟淑、佐藤克志、牧紀男、平田隆行、稲地秀介、岸川英樹、田中秀宜「「地域

の営み」の継続に着目した事前復興計画策定手法の構築―和歌山県由良町衣奈で

の住民参加型ワークショップを通して―」、地域安全学会論文集 No.30、pp.1-

11、2017.3. 

2）牧紀男、馬場俊孝、高橋智幸、柄谷友香、川崎浩司、キム・ミンスク「シナリオ

によって変化する津波・水害シミュレーション情報の適切な提示手法に関する研

究」、地域安全学会梗概集 No.43、2018.11 
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応の課題の検討―愛知県碧南市を対象として―、地域安全学会梗概集 No.45、地

域安全学会、pp.75-76、2019.11. 

 

②災害影響評価手法の開発 

(a) 業務の要約 

年齢構成比に着目した「地域特性評価システム」の発展・一般化を行った一連の業

務をまとめ、そこから得られた人口構造類型による評価手法と、人口構造定量評価手

法の 2 種の手法、国勢調査、経済センサスを用いた地域特性分類手法およびそれらを

用いた災害影響評価手法の開発をおこなった。 

 

 (b) 業務の成果 

1) 災害影響評価手法の開発、2) 災害影響評価手法の実践の 2 つの項目に分け、こ

れまでの業務の成果を示す。 

1) 災害影響評価手法の開発 

1-1) 本業務の経過 

 これまでの本業務の経過について、表３－４－（３）－②－１に示す。 

 

 

以下に、表３－４－（３）－②－１内の 0.～3.の各業務の実施概要について解説す

る。 

0.年齢構成比による地域類型手法 

   本業務の前提となる既往研究として、Chen1)らによる年齢構成比による人口構造に

着目した地域類型手法について解説する。この方法では 1990, 1995, 2000, 2005

年度国勢調査での大阪府・和歌山県の 1km×1km メッシュの男女・5 歳年齢階級別人

口構成を用いた階層クラスター分析から、各年度において持続、依存、限界の 3 つ

の人口構造パターンを抽出し(表３－４－（３）－②－２)、その人口構造パターン

との最短距離法を用いて各地域の類型を行った。さらに陳 2）らは、神戸市、芦屋市、

西宮市における 1990 年と 2005 年の類型の変化により、阪神・淡路大震災が地域に

与えた影響の評価を行っている。 

 

 

 

 

 

表３－４－（３）－②－１「地域特性評価システム」発展の経過 
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表３－４－（３）－②－２ 年齢構成比による地域類型 

 

 

1. 複数年(1995-2010)・日本全国データを用いた地域類型手法の改善 

既往の研究では大阪府と和歌山県の調査年ごとのデータのみを対象としており、

年度ごとの人口構造パターンの違い、データの地域性といった課題が残された。本

研究ではそれらの課題を解消するため、1995, 2000, 2005, 2010 年度全国データ

を統合し、非階層クラスター分析(k-means 法)を行った結果、3 種類の人口構造パ

ターンが得ることができ(図３－４－（３）－②－３)、この人口構造パターンを

用いて、地域類型さらには地域類型の変化から災害影響評価を行う手法の確立を行

った。以下に計算手法を示す(佐藤ほか 3))。 

各地域人口構造について、図３－４－（３）－②－１)の 3 種類の人口構造パタ

ーンを用いて、以下の式から地域類型を判別する。 

min
ୀ{ଵ,ଶ,⋯,}

𝐷 = ඥ∑ (𝑞𝑃 −𝑃)
ଶଷ

ୀଵ
మ

  

𝑃 = {𝑝ଵ, 𝑝ଵ, … , 𝑝ଷ}：各地域男女・年齢階級別（0～4 歳から 80～84 歳までと 85 歳 

以上，合計 18 年齢階級）の人口構成比 

𝑞𝑃 = {𝑞𝑃ଵ, 𝑞𝑃ଶ, … , 𝑞𝑃ଷ}：人口構造パターン q の男女・年齢階級別（0～4 歳から 80 

表３－４－（３）－②－３  人口構造パターン 
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～84 歳までと 85 歳以上，合計 18 年齢階級）の人口構成比 

 

Dq は各地域人口構造と人口構造パターン q との間の距離を意味し、Dq が最小とな  

る q をその地域の判別結果とする。 

 

2. 類型評価手法の課題を踏まえた定量評価手法の開発 

上記の人口構造類型手法では、実態上は大きな違いのある人口ピラミッドが同一の

類型として評価されるケースや、２つの年度間で類型結果の変化があったとしても、

実際の人口ピラミッド上はあまり変化していないケースが存在するという課題がある。

これらの課題を解消するため、各地域人口構造と３種類の人口構造パターンとの多次

元ユークリッド距離(以下、距離とする)を用いた人口構造定量評価手法の開発を行っ

た（曽我部ほか 4））。以下に計算方法を示す。 

   

1.の手法で類型された類型ごとに、各人口構造パターンとの距離を用いて、以下の

式を当てはめて人口構造評価指標 I を算出する。 

持続類型  𝐼＝
√ଶೄା൫ଵି√ଶ൯ವିಾ

ଶ
 

依存類型  𝐼＝ −
ೄିಾ

ଶ
 

限界類型   𝐼＝
ೄା൫√ଶିଵ൯ವି√ଶಾ

ଶ
 

I ：人口構造評価指標 

DS ：地域人口構造と人口構造パターン：持続との距離 

DD ：地域人口構造と人口構造パターン：依存との距離 

DM ：地域人口構造と人口構造パターン：限界との距離 

 

3. 居住地・経済特性を評価する地域特性分類手法の開発 

1.、2.の手法では、地域の年齢構成比を評価する手法が得られた。しかし、年齢構

成比は、地域の居住地・経済特性によって決定される要素であると考えられるため、

年齢構成比だけでなく、それらを用いて地域の社会的な位置づけを評価する必要があ

る。そこで、国勢調査・経済センサスのクラスター分析による地域特性分類手法の考

案・開発を行ったことが本研究の大きな成果である。 

 

4.災害影響評価手法 

4-1. 人口構造評価手法を用いた災害影響評価手法 

災害影響評価は、被災前時点での国勢調査結果から国立社会保障・人口問題研究所

の都道府県別仮定値(女子５歳年齢階級別出生率、男女５歳年齢階級別生残率および

男女 5 歳階級別純移動率)を用いて推計した人口構造と当該年の国勢調査結果の人口構

造との間の人口構造類型や人口構造評価指標の違いを評価することで行う。 

4-2. 地域特性分類手法を用いた災害影響評価手法 
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各地域において、被災前と被災後の地域特性の変化を評価する形で行う。また、

災害による被害・復興による影響を評価するため、被害の大小によって地域を再

分類し、その分類ごとに地域特性変化の傾向の違いから評価する。 

 

2) 災害影響評価手法の実践・検証 

 1)で発展・開発をおこなった手法を用いて、1995 年阪神淡路大震災における阪

神地域、2011 年東日本大震災における宮城・岩手両県の災害影響評価の実践を行

った。それぞれの実践の概要及びそれらの研究より得られた知見を示す。 

 

1.1995 年阪神淡路大震災が阪神地域に与えた影響評価 

(実施年：平成 28 年、平成 29 年) 

 阪神・淡路大震災の災害影響評価では、1990～2005 年大阪市、北摂地域、尼崎

市、西宮市、芦屋市、神戸市を対象として人口構造定量評価指標を用い、被害の

大小と指標変化との関係を分析した。また、地域特性分類手法を用いて被災前後

の居住者、産業それぞれの面から地域特性の変化を分析した。 

 

2.2011 年東日本大震災が岩手・宮城両県に与えた影響評価 

(実施年：平成 30 年度) 

 東日本大震災の災害影響評価では、2010、2015 年岩手県、宮城県を対象として、

人口構造類型手法を用い、被災前後の地域人口構造の変化を評価し、防災集団移

転などの震災復興事業や地理的特徴との関係性を分析した。 

 

3.災害影響評価の実践より得られた知見 

 以上の分析を通して得られた知見について、以下に示す。 
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1) 阪神淡路大震災では、全半壊率 15%以上の地域、復興事業実施地域で、被害

なしの地域と比べ、人口構造評価指標の向上が見られた。このことから、都

市部において復興事業にともない新たに開発が行われ、人口の若返る契機に

なったと考えられる。(図３－４－（３）－②－１、 図３－４－（３）－②

－２) 

2)東日本大震災では、三陸沖沿岸部の半島地域やその周辺市街地において、復

興事業の実施や被害による人口流出によるものと考えられる高齢化の傾向が見ら

れた。(図３－４－（３）－②－３) 

 
図３－４－（３）－②－１ 人口構造評価指標による震災影響評価 

 
図３－４－（３）－②－２  全半壊率の大きさと人口構造評価指標の変化の関係 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

本業務を通して、地域特性の定量的評価による災害の影響評価手法の開発を行い、

被害、災害対応、復旧・復興もふくめた総合的な災害影響評価をおこなった。南海ト

ラフ地震などの将来発生する災害について、被害だけではなく、復旧・復興まで見据

えた総合的な災害影響評価をおこなうことが重要である。 

 

 

図３－４－（３）－②－３  東日本大震災による地域人口構造類型変化 

(平成 27 年国勢調査による) 
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定量的評 価方法の基礎的研究 ―阪神・淡路大震災と新潟県中越地震を対象に

して―、地域安全学会論文集 No.27、pp.95-104、2015 年 11 月. 

 

③津波防災地域づくりの実践的構築 

(a)業務の要約 

津波災害リスクのある集落域を対象として、地域社会の実態を把握し、それをふま

えた事前復興（災害への備え）について参与観察を中心として分析を行った。対象地

区は、徳島県美波町伊座利（2013 年～）、伊豆市土肥地区（2015 年～）、沼津市戸

田地区（2018 年～）、静岡県松崎町および西伊豆町（2019 年～）の５地区・町であ

る。いずれも周辺に大都市域がない、災害時には孤立する恐れの高い集落であり、過

疎化を主な地域課題とする集落である。なお、一部地区では、参与観察とともに関係

者として事前復興の新しいモデル構築を支援した。また、都市域については、静岡市、

沼津市における津波防災に関わる行政計画策定をレビューするとともに、一部につい

ては参与観察を行い、津波ハザードと地域づくりの関係について考察を試みた。主に

立地適正化計画に着目した分析を行った。 

 

(b)業務の実施方法 

現地の実態調査、参与観察を主軸として実施した。行政が関与しない地区の場合、

地域社会との信頼関係を醸成するところから丁寧にすすめた。条件が整い次第、対象

を追加し、最終的には、集落域では５地区・町、都市域は２市となった。 

・2013 年： 

集落域における先駆事例地区、典型地区の選定 

・2014 年： 

徳島県美波町伊座利地区：信頼関係の醸成および実態調査 

・2015 年： 

徳島県美波町伊座利地区：事前復興アクションプランの策定支援および参与観察 

静岡県伊豆市土肥地区：津波防災地域づくり推進計画の策定への参与観察 

静岡市：津波防災地域づくり推進計画の策定への参与観察 
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・2016 年： 

徳島県美波町伊座利地区： 

静岡県伊豆市土肥地区：津波防災地域づくり推進計画の策定への参与観察 

静岡県沼津市戸田地区：地域社会との信頼関係づくり 

静岡市：津波防災地域づくり推進計画の策定、立地適正化計画へ参与観察 

・2017 年： 

徳島県美波町伊座利地区： 

静岡県伊豆市土肥地区：津波防災地域づくり推進計画の策定への参与観察 

静岡市：立地適正化計画、清水庁舎基本構想策定へ参与観察 

・2018 年： 

徳島県美波町伊座利地区： 

静岡県伊豆市土肥地区：津波防災地域づくり推進計画の策定への参与観察、およ

び地区防災計画策定支援・参与観察 

 静岡県沼津市戸田地区：行政主導の避難計画策定へ参与観察 

 静岡市：清水庁舎基本計画策定へ参与観察 

・2019 年： 

徳島県美波町伊座利地区： 

静岡県伊豆市土肥地区：津波防災地域づくり推進計画の策定への参与観察、およ

び地区防災計画策定支援・参与観察。 

 静岡県沼津市戸田地区：地区防災計画策定への参与観察 

 静岡県西伊豆町・松崎町：津波防災地域づくり推進計画への参与観察 

 

（c）業務の成果 

以下の４つの項目についての知見を得た。 

(1) リスクの適切な理解における情報提供 

集落域における住民ワークショップへの参加プロセスを通して災害ハザード・

リスクを適切に理解するため、情報提供方法のあり方について検討し、低コスト

かつ使いやすいツールを実際に利用し、その効果を確認した。なお、比較分析の

対象は、①静的な地図情報としてハザードマップ、②時系列で津波の浸水状況を

示す静岡県提供の 25000 分の１をベースマップとする GIF 形式の動画、③研究担

当者らが静岡県の被害想定算定結果をもとに Google Earth 上に構築したしくみ

で、時系列の数値データを Google Earth に変換し、タイムライン機能を活用し

たアニメーション表示、および、任意の時間での浸水深を Street View で使用者

が疑似体験できるしくみ、の３点である。 

 

(2) 集落域における地域社会を主体とする津波防災地域づくりの進め方：必要条

件 

必要条件として下記の３つが抽出された。 

① 災害リスクの理解と受容 

災害リスクを適切に理解するにとどまらず、現象の不確実性、リスク評価
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の誤差も含め、主体的に咀嚼し、当面の受容リスクを自覚することが最下層

の基盤として不可欠である。 

② 自助・共助・公助のあるべき関係の構築 

 集落で起こり得る災害状況についての理解と自助・共助・公助の担える役

割・責任についての相互理解を行うことを必要条件とした関係性が構築され

る必要がある。そうすることで、自助・共助・公助を足しても対応できない

課題があることを共有し、その上で建設的な議論を行う場をつくりだすこと

が不可欠である。 

 

図３－４－（３）－③－１ 自助・共助・公助のあるべき関係 

 

③ 意識すべき５つの要素 

一連の取り組みの過程で、下記の５つの要素を集落の地域社会に埋め込ま

れる必要がある。なお、「多様性＋緩やかな連携」の例としては、すべての

住民が参加する「伊座利の未来を考える協議会」の伊座利の事例、”観光防

災まちづくり“をみんなで考える会の伊豆市土肥地区の事例にみられる。人

材発掘の機能にもつながる。 

 「総合性」：防災だけではなく、総合的地域課題を考える。 

 「内発性」：自分たちでやるべき、やりたいと思う。 

 「自律発展性」：やりながら、内容が膨らんでいく。 

 「市民先行・行政後追い」：市民が先に進み、行政が後追い的に支援す

るアプローチ。 

 「多様性＋緩やかな連携」：活動主体・内容の多様性の確保と地域組織

の緩やかな連携が「総合性」「内発性」「自律発展性」を下支えする。 
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図３－４－（３）－③－２ 意識すべき５つの要素 

 

(3) 集落域における地域社会を主体とする津波防災地域づくりの進め方のモデル 

進め方のモデルとして下記が有効であることが一定程度検証された。 

 初動期のフェーズ   

➝※フェーズとは、時間軸での連続的な展開を意味する。 

 地域社会への外部からの刺激・触発 

 キーパーソンの出現 

 想定される災害状況の理解と課題の理解 

 地域社会主体の検討と行政への支援の要請 

 行政側からの総合的な支援 

 持続性創生期のパーツ  

➝※パーツとは、適宜，断続的に行うことを意味する。 

 コミュニティの重層化 

 関心を持つ層の拡大 

 刺激の内生化 

 断続的な外部からの刺激 

 進捗の可視化（地域内での経験の共有） 
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図３－４－（３）－③－３ 集落域における地域社会を主体とする津波防災

地域づくりの進め方のモデル 

 

(1) 都市域における津波ハザード・リスクの相反する典型２モデル 

沼津モデルと静岡市清水区モデルの存在が確認された。災害ハザード・リス

クを理解した上での逆志向の意思決定の事例である。清水区の例は、ハザー

ドの存在を理解した上で、市街地の撤退や低密度化ではなく、未来も中心地

として使い続けることを前提とし、持続的に投資を行い、周辺を安全にさせ

るストックを集積させることによってより早期に地区全体のリスク低減を図

ろうとする事例である。一方、沼津市の事例は避難困難区域を指定し、その

危険性を避け、その区域に限って開発を誘導しないとする事例である。いず

れも論理としては成り立ち得る。 

 

なお、研究期間内に徳島県美波町伊座利集落が国土交通省先進まちづくりシティコ

ンペ審査員特別賞（2018.3）、静岡県伊豆市土肥地区がレジリエンスアワード 2018

グランプリ（2018.３）を「伊豆市土肥地区“観光防災”まちづくりをみんなで考え

る会」を受賞した。なお、伊座利集落では、2015 年に住民自ら「事前復興アクション

プラン～なにもないけど、なにかある！人口 1 万人の村を目指す、たかが 100 人され

ど 100 人のむらづくり物語」を策定している。この計画は、津波防災を含め、持続可

能な漁村集落を維持することを目的と掲げたものである。 

 

  

図３－４－（３）－③－４ 伊座利未来を考える協議会：国土交通省先進的まちづくり

シティコンペ授賞式 
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図３－４－（３）－③－５ 伊豆市土肥地区“観光防災まちづくり”をみんなで

考える会：レジリエンスアワード 2018 グランプリ授賞式他 

 

(ｄ)結論ならびに今後の課題 

 結論は以下の４点である。 

(1)リスクの適切な理解における情報提供のあり方を検討し、地域社会レベルで活用

可能な行政情報だけでは不十分であり、改善の余地があることが明らかになった。ま

た、行政情報を加工することによって住民主体のリスク認識、リスクの受容の促進に

つながり得るツールを低コストで活用可能であることを実践的に実証した。 

(2)集落域における地域社会を主体とする津波防災地域づくりを進めるにあたって、

はずしてはならない必要条件として、①災害リスクの理解と当面のリスクを受容する

ことを自覚するプロセスが不可欠であること、②自助・共助・公助のあるべき関係を

理解し、構築すること、③地域社会の取り組みにおいて５つの要素：「総合性」「内

発性」「自律発展性」「市民先行・行政後追い」「多様性＋緩やかな連携」が必要で

あること、が分かった。 

(3)集落域における地域社会を主体とする津波防災地域づくりの進め方として下記の

モデル記が有効であることが検証された。 

 初動期のフェーズ  ※フェーズ：時間軸での展開 

 地域社会への外部からの刺激・触発 

 キーパーソンの出現 

 想定される災害状況の理解と課題の理解 

 地域社会主体の検討と行政への支援の要請 

 行政側からの総合的な支援 

 持続性創生期のパーツ ※パーツ：随時，断続的に行うという意味として用いる 

 コミュニティの重層化 

 関心を持つ層の拡大 

 刺激の内生化 

 断続的な外部からの刺激 

 進捗の可視化（地域内での経験の共有） 

(4) 都市域における津波ハザード・リスクに対して地域づくりの相反する典型 2 モデ
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ルが存在することが確認された。ハザードの存在を理解した上で、市街地の撤退や低

密度化ではなく、未来も中心地として使い続けることを前提とし、持続的に投資を行

い、周辺を安全にさせるストックを集積させることによってより早期に地区全体のリ

スク低減を図ろうとする事例である。一方、その危険性を避け、その区域に限って開

発を誘導しないとする事例である。いずれも論理としては成り立ち得る。 

なお、研究期間内に徳島県美波町伊座利集落が国土交通省先進まちづくりシティコ

ンペ審査員特別賞（2018.３）、静岡県伊豆市土肥地区がレジリエンスアワード 2018

グランプリ（2018.３）を「伊豆市土肥地区“観光防災”まちづくりをみんなで考え

る会」を受賞し、先駆的なモデルであることの傍証となった。 

 

④ 事前復旧・復興計画の考え方を含む都市計画区域マスタープランの策定 

(a)業務の要約 

都道府県や市町村で策定されている都市計画法に基づく各種マスタープランや都市

再生特別措置法に基づく立地適正化計画に事前復旧・復興計画の考え方を組み込む実

践的研究を実施した。 

 

(b)業務の実施方法 

南海トラフ地震の影響を受ける三重県の都市計画分野の指針・方針・計画の策定に

積極的に携わり、三重県県土整備部都市政策課と協議を重ねながら、事前復旧・復興

計画の考え方を公式な都市計画図書 1),2),3),4)に組み込んだ。同時並行的に三重県鈴鹿

市の都市マスタープラン 5)の抜本的改定も先導し、防災・減災の都市づくりの方針と

それを踏まえた土地利用構想を策定した。 

 

(c)業務の成果 

本業務の成果の１つは、事前復旧・復興計画の考え方を三重県の公式な都市計画図

書 1),2),3),4)に組み込んだことであり、要点は次の通りである。 

・限られた財源の中、施設整備だけですべての市街地を災害から守ることは困難であ

るため、地震・津波災害から守るべき対象を減らす施策を組み合わせ、限られた対

策費用での目標達成を目指す考え方を導入。事前復旧・復興に関わる都市施策が

「人命を守ること」、「都市機能の確保・被害の低減」、「安全で快適な都市づく

り」の３つで構成されることを説明し、そのための「対策対象」と「都市施策実施

の費用」の関係を示す図を提示した。1) 

・地震・津波リスクの低い場所で市街地を形成することを基本として、地震・津波リ

スクが高い場所では、用途を考慮した都市的土地利用の抑制等を行うという土地利

用・施設配置の考え方を市街地の断面図として示した。1) 

・都市的土地利用の抑制や建築物の構造等の規制による被害の低減などの施策実施を

検討すべき「土地利用検討区域」の概念を導入した。1) 

・「土地利用検討区域」の概念を踏まえた都市構造再編シナリオとして、「集約型シ

ナリオ」、「移転型シナリオ」、「現状維持型シナリオ」の３つを提示した。1) 

・これからの都市計画の基本的な考え方の中に、人口減少・超高齢社会の「都市経
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営」、大規模自然災害に対応する「都市防災」、地域経済の維持・向上に向けた

「都市活力」の３つの変革の観点を導入し、総合的な都市計画の枠組みの中で都市

防災（特に南海トラフ地震への対応）を重要な柱として位置付けた。2) 

・三重県の５つの圏域のマスタープラン 3)及び北勢圏域・中南勢圏域の 10 の都市計画

区域のマスタープラン 4)において、地震・津波被害の低減に向けた指針や都市防災

の観点を導入し、土地利用の決定方針として展開した。 

 もう１つは、三重県鈴鹿市の都市マスタープランの抜本的改定において、防災・減

災の都市づくりの方針とそれを踏まえた土地利用構想を策定したことであり、その要

点は次の通りである。 

・「防災・減災の都市づくりの方針」について各種ハザードマップを踏まえた詳細な

図面を作成して検討し、新たな市街地の形成を認める「市街地形成検討地区」を災

害リスクの小さい地区に限定するとともに、三重県の「土地利用検討区域」に相当

する「土地利用規制見直しエリア」を特定した。 

・「土地利用規制見直しエリア」に特定された地区における住民参加型防災・減災ま

ちづくりの可能性を検討した。 

 以上の成果の一部は、都市計画教科書「都市計画学：変化に対応するプランニング」

6)の「１章 土地利用と施設配置」に掲載し、都市計画の実務家・研究者・学生に周

知されつつある。 

 

(d)結論ならびに今後の課題 

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトの他の研究成果を理解しながら、中長期

的な都市計画分野における事前復旧・復興の考え方を検討し、その結果を三重県の公

式な都市計画図書に組み込んだこと、そして、鈴鹿市の都市マスタープランにその内

容をいち早く取り入れたことは本業務の大きな成果である。一方、事前復旧・復興の

要である「土地利用検討区域」を都市計画区域マスタープラン策定時に県と市町が協

議して設定することができず、その設定が市町に委ねられた。このことは、自治体と

協議を行う上で発生しうる問題の一つとして共有していく必要がある。「土地利用検

討区域」の設定と同区域内における施策の検討においては、住民参加型の防災・減災

まちづくりが不可欠であり、その実践を積極的に進める必要がある。 

 

(e) 引用文献 

1)三重県：地震・津波被害の低減に向けた都市計画指針（2016 年 8 月） 

2)三重県：都市計画方針（2017 年 4 月） 

3)三重県：圏域マスタープラン（北勢・中南勢・伊勢志摩・伊賀・東紀州の５圏

域、2018 年 4 月） 

4)三重県：都市計画区域マスタープラン素案（桑名・四日市・鈴鹿・いなべ・亀

山・津・松阪・安濃・多気・明和の 10 区域、2020 年 3 月） 

5)鈴鹿市：都市マスタープラン（2016 年 4 月） 

6)中島直人，村山顕人，髙見淳史，樋野公宏，寺田徹，廣井悠，瀬田史彦：都市

計画学：変化に対応するプランニング，学芸出版社（2018 年９月） 
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3.5 防災・災害情報発信研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「防災・災害情報発信研究」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人防災科学技

術研究所 

部門長 

総括主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

研究員 

研究員 

研究員 

研究員 

藤原広行 

高橋 成実 

臼田裕一郎 

田口仁 

李泰榮 

東宏樹 

崔青林 

水井良暢 

池田 真幸 

国立研究開発法人海洋研究開

発機構 

 

上席技術研究員 

グループリーダー 

技術研究員 

技術研究員 

金田義行 

高橋成実 

中野優 

今井健太郎 

国立大学法人名古屋大学 教授 

特任教授 

准教授 

寄附研究部門教授 

特任准教授 

福和伸夫 

護雅史 

山中佳子 

武村雅之 

倉田和己 

国立大学法人東京大学 教授 

准教授 

東北大学 国際研究所情

報管理・社会連携部門 

災害復興学実践分野 

人と防災未来センター研

究部 

香川大学特命准教授 

高知工科大学 

田中淳 

関谷直也 

定池祐季 

 

 

宇田川真之 

 

磯打千雅子 

三船恒裕 

 

(c) 業務の目的 

南海トラフ広域地震に関する情報が集約され、リアルタイムかつ統合的に発信される

Web サービスとして「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」（以下、「災害情報

プラットフォーム」という。）を構築する。災害情報プラットフォーム上では、各種地理空

間情報や歴史資料、強震計・水圧計データ等のリアルタイムデータ、他の研究課題の調査
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結果、研究成果、ハザード評価、リスク評価などの情報を統合して発信できるものとする。

この災害情報プラットフォームを基盤とした、あるいは連携した、防災・減災対策や復旧・

復興等に資する各種利活用システム、防災人材育成、教育教材、啓発ツールを開発し、防

災・減災対策研究や復旧・復興対策研究等に活用する。これらを効果的に進めるためのリ

スクコミュニケーション（RC）手法を開発し、人材育成を図る。 

 

(d) ７か年の年次実施業務の要約 

平成 25 年度： 

災害情報プラットフォームの基本設計を行った。自治体が有する各種地域データ

の収集・整備を開始した。リアルタイム伝送システム設計のための検証等を開始し

た。加えて、RC・防災に関わる人材育成・教育のための調査を開始した。 

平成 26 年度： 

災害情報プラットフォームの詳細設計を開始した。データの収集・整備を引き続

き実施するとともに、これらの利活用システムについて検討した。リアルタイム伝

送システムのアプリケーション開発を開始した。防災に関する知識構造の解明と、

RC・防災人材育成の手法の検討を行った。 

平成 27 年度： 

災害情報プラットフォームの実装情報と表示機能について行政関係者への調査

やモデル地区での試験的利用を行い検討・反映した。データの収集・整備、利活用

システム開発を引き続き実施した。データベースの構築を開始しマルチ検索表示機

能の試験ページを試作した。RC・人材育成については、地域特性を考慮した基礎デ

ータ、減災関連情報の収集・整理を行うとともに、これらを減災対策等に有効活用・

提供していくための情報システムを構築した。効果的なリスクコミュニケーション

実現のため、知識構造ならびに地域課題をより現実的な場面で深く解明するために、

地域防災リーダーを対象とした質的調査の詳細分析を行った。 

平成 28 年度： 

災害情報プラットフォームのベータ版（Ver.１）の公開を行い、試験的な運用を

開始した。また、これと各種利活用システムとの連携について検討を開始するとと

もに、データやシステムの整備と RC・人材育成手法の継続的検討と教材開発を行っ

た。稠密な量的調査を行い、知識構造の地域差の解明を行うとともに、HUG 方式で

ワークショップを実施し地域人材の育成を試みた。 

平成 29 年度： 

他の研究課題の成果のデータベース（以下：DB）化とともに、成果の運用に関す

る連携技術について検討・開発した。また、リアルタイム伝送システムとの連動機

能を開発した。RC・人材育成のための社会的仕組みの概念設計と教材開発を行った。        

平成 30 年度： 

巨大地震発生域調査観測研究、東日本大震災教訓活用研究、地震・津波被害予測

研究、およびそのほかハザード・リスク情報との成果運用に関する連携技術・手法

について検討と開発を継続した。地域研究会や防災教育等での活用を通じて、プラ

ットフォームや各システムを高度化した。DONET を介したリアルタイムデータの伝
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送や地震計ネットワークの情報との連動に対応するための機能検討と開発を継続

し、「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」ベータ版（Ver.１）への連動

強化を試みた。また広く防災活動等で利用されるために、「南海トラフ広域地震災害

情報プラットフォーム」を利活用した社会実験を関西地域にて実施し、大阪府北部

の地震と台風 21 号被害において地震動と高潮の想定情報利活用に関して実際の被

災者災害対応で検証した。データやシステムの整備とリスクコミュニケーション

（RC）・人材育成手法の調査・検討と教材開発を継続実施し東海地域にて社会実装を

試みた。避難意図の規定変数を被災想定地域にて調査継続し、現状の RC の改善を

図るとともに、地域産業の事業継続計画に関する予備的な調査を行った。 

平成 31 年度（令和元年度）： 

巨大地震発生域調査観測研究、東日本大震災教訓活用研究、地震・津波被害予測

研究、およびそのほかハザード・リスク情報との成果運用に関する連携技術・手法

と、DONET を介したリアルタイムデータの伝送や地震計ネットワークの情報との連

動に対応するための機能を、「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」に実

装した。 

1-e で開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、及び教材を、行政

や地域が防災活動を考えるために Web 上で一括して閲覧できるような連動実装と、

行動意図モデルに基づいた避難意図研究の総括と、地域産業の事業継続に関して継

続的な分析ととりまとめを行った。 

上記の、開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、及び教材と、リ

スクコミュニケーション（RC）・人材育成手法の調査結果を反映し、「南海トラフ広

域地震災害情報プラットフォーム」（Ver.２）を一般公開した。 

同時に、地域の防災計画で利用されるために、「南海トラフ広域地震災害情報プラ

ットフォーム」（Ver.２）を利活用した社会実験を行政組織と協働で実施し、情報・

コンテンツの一気通貫利用を行い、システム活用の地域展開も実施した。 

 

(e) 平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

巨大地震発生域調査観測研究、東日本大震災教訓活用研究、地震・津波被害予測研究、

およびそのほかハザード・リスク情報との成果運用に関する連携技術・手法と、DONET

を介したリアルタイムデータの伝送や地震計ネットワークの情報との連動に対応する

ための機能を、「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」に実装する。 

1-e で開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、及び教材を、行政や地

域が防災活動を考えるために Web 上で一括して閲覧できるような連動実装と、行動意図

モデルに基づいた避難意図研究の総括と、地域産業の事業継続に関して継続的な分析と

とりまとめを行う。 

上記の、開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、及び教材と、リスク

コミュニケーション（RC）・人材育成手法の調査結果を反映し、「南海トラフ広域地震災

害情報プラットフォーム」（Ver.2）を一般公開する。 

同時に、地域の防災計画で利用されるために、「南海トラフ広域地震災害情報プラッ

トフォーム」（Ver.2）を利活用した社会実験を行政組織と協働で実施し、情報・コンテ
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ンツの一気通貫利用を行い、システム活用の地域展開も実施する。 

 

(2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

①南海トラフ広域地震災害情報プラットフォームの構築（防災科学技術研究所） 

(a) 業務の要約 

巨大地震発生域調査観測研究、東日本大震災教訓活用研究、地震・津波被害予測研究、

およびそのほかハザード・リスク情報との成果運用に関する連携技術・手法と、DONET

を介したリアルタイムデータの伝送や地震計ネットワークの情報との連動に対応する

ための機能を、「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」に実装した。 

1-e で開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、及び教材を、行政や地

域が防災活動を考えるために Web 上で一括して閲覧できるような連動実装と、行動意

図モデルに基づいた避難意図研究の総括と、地域産業の事業継続に関して継続的な分

析ととりまとめを行った。 

上記の、開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、及び教材と、リスク

コミュニケーション（RC）・人材育成手法の調査結果を反映し、「南海トラフ広域地震災

害情報プラットフォーム」（Ver.2）を一般公開した。 

同時に、地域の防災計画で利用されるために、「南海トラフ広域地震災害情報プラッ

トフォーム」（Ver.2）を利活用した社会実験を行政と地域実動組織と協働で実施し、平

常時から情報・コンテンツの一気通貫利用を行い、システム活用の地域展開を行った。

また、2018 年の地震と高潮被害において、災害対応現場で災害情報プラットフォーム

を実際に活用した。 

 

(b) 業務の実施方法 

本年度の研究では以下の項目内容を実施した。 

1) 復興から平常時に利用される災害情報のニーズ調査と対策調査 

a) 平常時における災害時要支援者対応の調査 

b) 復旧・復興時における行政の被災者対応業務の Web 調査 

c) 大河川における河口部および水害対策の現状と過去の被害規模調査 

2) 災害情報プラットフォームの改良 

a) 地震・津波関連の新規研究成果の導入 

b) 研究 PJ サブテーマごとの年度報告書内容の閲覧マップ追加作成 

3) 研修や訓練による情報利活用検証 

4) 平常時、災害時、復旧・復興時での一気通貫利活用のまとめ 

5) 災害情報プラットフォームの一般公開 

 

1) 復興から平常時に利用される災害情報のニーズ調査と対策調査 

災害後の復旧・復興時から次の平常時に戻る過程で明らかになる必要となる災害

情報の実態調査を行い、災害情報プラットフォームの改善に役立てた。 
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a) 平常時における災害時要支援者対応の調査 

災害時要支援者向けの活動を実施している組織に対して、大阪府北部の地震と台風

21 号被害から１年経過した時点の、被災者対応の実態について Web による活動報告情

報調査と、アンケート・ヒアリング調査を実施した。災害後の活動フェーズで行政とそ

の関係機関で必要になる情報は何なのかを把握した。 

以下の４項目について調査した。（表３－５－（２）－①－１） 

・災害ボランティアセンター（以下：災害 VC）の設置の有無に関わらず、災害支援

後の課題に対しての取り組み 

・通常業務において被災者対応の実態 

・災害支援を踏まえ組織運営の改善や他の関係機関との連携強化 

・今後の災害に向けて、通常業務でも役立てられる活動 

 

b) 復旧・復興時における行政の被災者対応業務の Web 調査 

大阪府内の行政ホームページにて公開されている、復旧・復興期の被災者対応内容や、

助成制度の仕組みなどを調査し、発信されている災害関連情報の内容を把握した。これ

により、行政による直接対応、間接支援、次の災害に備えた対策計画などの現状を把握

した。（表３－５－（２）－①－２） 

 

c) 大河川における河口部および水害対策の現状と過去の被害規模調査 

大阪湾に流れ込む淀川水系の防災設備について調査を実施し、津波や高潮による遡

上被害と、複合的な洪水災害についての対策事項を把握した。 

河口部の設備や対策計画・費用の調査、および上流域から河口部までの水害対策設備

と、過去の被害履歴調査を行った。これらは、津波や高潮被害だけでなく、０ｍ地帯や

地盤沈下による湛水対策の基礎データとして活用できる。（表３－５－（２）－①－３） 

 

2) 災害情報プラットフォームの改良 

巨大地震発生域調査観測研究、東日本大震災教訓活用研究、地震・津波被害予測研

究、そのほかハザード・リスク情報との成果運用に関する連携と開発を実施した。 

 

a) 地震・津波関連の新規研究成果の導入 

昨年度から継続し、名古屋大学のデータベース、JAMSTEC の DONET震源決定システム、

東京大学の地域質的調査の結果を災害情報プラットフォームに反映した。また、津波ハ

ザードステーション（J-THIS）をコンテンツとして追加した。 

 

b) 研究 PJ サブテーマごとの年度報告書内容の閲覧マップ追加作成 

平成 29 年度の報告書内容を災害情報プラットフォームのコンテンツに追加した。 

WebGIS のマップにて、テーマごとに各担当分野の研究内容を閲覧できるようにした。 

 

3) 研修や訓練による情報利活用検証 

大阪府の災害時要支援者対策において、平常時・発災時、復旧・復興時における活動
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計画の検討作業に災害情報プラットフォームを利用検証した。各地の市町村行政と社

会福祉協議会（以下：社協）による災害時要支援者への対応を計画する場面、および実

際の地震と風水害による被災者対応の現場にて、災害情報プラットフォームのコンテ

ンツや WebGIS ツールを活用して、求められる情報内容の検証を行った。 

 

4) 平常時、災害時、復旧・復興時での一気通貫利活用のまとめ 

2018 年の災害対応を振り返ると同時に、平常時から復興時までを取りまとめた。 

 

5) 災害情報プラットフォームの一般公開 

1)2)3)の調査結果や検証結果を災害情報プラットフォームに反映し最終公開版「南

海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」（Ver2.0）を開発し、一般公開した。 

 

表３－５－（２）－①－１ 調査対象の社会福祉協議会 

No 広域運営支

援者研修の

開始時期 

ブロック 所属社協 詳細調査の有無 

１ １ 河南 河内長野市 ヒアリング有り 

２ １ 泉州 阪南市 ヒアリング有り 

３ １ 泉州 和泉市  

４ ２ 北摂 池田市  

５ ２ 河北 枚方市  

６ ２ 泉州 岸和田市 ヒアリング有り 

７ ３ 河南 八尾市  

８ ３ 河南 千早赤阪村  

９ ４ 北摂 摂津市  

10 ５ 北摂 能勢町  

11 ５ 北摂 豊能町  

12 ５ 河北 守口市  

13 ５ 河南 松原市  

14 ５ 河南 河南町  

15 ５ 泉州 岬町  

16 ６ 北摂 高槻市  

17 ６ 北摂 島本町  

18 ６ 河南 藤井寺市  

19 ６ 泉州 忠岡町  

20 ７ 北摂 吹田市  

21 ７ 河北 門真市  

22 ７ 河北 交野市  

23 ７ 河南 羽曳野市  

24 ７ 泉州 貝塚市  

25 ７ 泉州 熊取町  
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表３－５－（２）－①－２ 調査対象の自治体ホームページ 

No. 自治体名 ホームページ URL 

1 大阪府 http://www.pref.osaka.lg.jp/  

2 池田市 http://www.city.ikeda.osaka.jp/  

3 泉大津市 https://www.city.izumiotsu.lg.jp/  

4 泉佐野市 http://www.city.izumisano.lg.jp/  

5 和泉市 http://www.city.osaka-izumi.lg.jp/  

6 茨木市 https://www.city.ibaraki.osaka.jp/  

7 大阪狭山市 http://www.city.osakasayama.osaka.jp/  

8 大阪市 https://www.city.osaka.lg.jp/  

9 貝塚市 https://www.city.kaizuka.lg.jp/  

10 柏原市 http://www.city.kashiwara.osaka.jp/  

11 交野市 https://www.city.katano.osaka.jp/  

12 門真市 https://www.city.kadoma.osaka.jp/  

13 河南町 http://www.town.kanan.osaka.jp/  

14 河内長野市 https://www.city.kawachinagano.lg.jp/  

15 岸和田市 https://www.city.kishiwada.osaka.jp/  

16 熊取町 https://www.town.kumatori.lg.jp/  

17 堺市 https://www.city.sakai.lg.jp/  

18 四條畷市 https://www.city.shijonawate.lg.jp/  

19 島本町 http://www.shimamotocho.jp/  

20 吹田市 https://www.city.suita.osaka.jp/  

21 摂津市 https://www.city.settsu.osaka.jp/  

22 泉南市 http://www.city.sennan.lg.jp/  

23 太子町 https://www.town.taishi.osaka.jp/  

24 大東市 http://www.city.daito.lg.jp/  

25 高石市 http://www.city.takaishi.lg.jp/  

26 高槻市 http://www.city.takatsuki.osaka.jp/  

27 田尻町 http://www.town.tajiri.osaka.jp/  

28 忠岡町 https://www.town.tadaoka.osaka.jp/  

29 千早赤阪村 http://www.vill.chihayaakasaka.osaka.jp/  

30 豊中市 https://www.city.toyonaka.osaka.jp/  

31 豊能町 http://www.town.toyono.osaka.jp/  

32 富田林市 https://www.city.tondabayashi.lg.jp/  

33 寝屋川市 https://www.city.neyagawa.osaka.jp/  

34 能勢町 http://www.town.nose.osaka.jp/  

35 羽曳野市 https://www.city.habikino.lg.jp/  

36 阪南市 http://www.city.hannan.lg.jp/  

37 東大阪市 https://www.city.higashiosaka.lg.jp/  

38 枚方市 https://www.city.hirakata.osaka.jp/  

39 藤井寺市 https://www.city.fujiidera.lg.jp/  

40 松原市 https://www.city.matsubara.lg.jp/  

41 岬町 http://www.town.misaki.osaka.jp/  

42 箕面市 https://www.city.minoh.lg.jp/  

43 守口市 http://www.city.moriguchi.osaka.jp/  

44 八尾市 https://www.city.yao.osaka.jp/  
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表３－５－（２）－①－３ 調査対象のデータ項目 

No データ名 

１ 河川流路 

２ 流域界・非集水域 

３ 湖沼 

４ ダム 

５ 下水処理場施設 

６ ポンプ場施設 

７ 浄水場施設 

８ 上水道給水区域 

９ 土地利用 

10 居住人口 

11 年齢別人口 

12 建て方別別世帯数 

13 淀川流域自治体別水害被害額 

14 淀川水系河川整備事業費 

 

(c) 業務の成果 

1) 復興から平常時に利用される災害情報のニーズ調査と対策調査 

a) 平常時における災害時要支援者対応の調査 

大阪府で発生した災害から１年後の災害時要支援者対応の現状調査と、復旧・復興

期の活動で必要とされる情報内容を調査・把握した。調査結果の一部を表３－５－

（２）－①－４に記す。行政との事前対策連携強化、要支援者リストの事前共有、行

動マニュアルの見直し、ほか関係組織との連携強化の必要性について把握すること

ができた。 

 

b) 復旧・復興時における行政の被災者対応業務の Web 調査 

大阪府の行政が公式に発表している災害後の活動内容を Web 調査にて把握した。災

害後の活動内容のリストを作成し、復旧・復興時に提供すべき災害情報の選別に参考と

した。なお、ふるさと納税を活用した災害支援向けの資金調達方法は、これまでの寄付

金や義援金とは異なる新しい試みであると考えられる。今後、取り扱う災害情報の１項

目として、復旧・復興時に役立つ資金調達ノウハウや保険制度なども、収集・発信して

いく必要があるかもしれない。（表３－５－（２）－①－５） 

 

c) 大河川における河口部および水害対策の現状と過去の被害規模調査 

近年、豪雨で氾濫した河川による洪水災害が頻繁に発生している。洪水災害は、地震・

津波被害の二次災害として発生しうるため、河川周辺の設備等の調査を行った。対象は

大阪府に河口部がある淀川水系である。その結果を、閲覧権限を限定とし災害情報プラ

ットフォームのコンテンツの一つとして導入した。（表３－５－（２）－①－６、図３

－５－（２）－①－１） 
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表３－５－（２）－①－４ アンケート結果概要一覧（社協） 

回

答

NO 

ブ ロ

ック 

所属社協 災害 VC の設置の有無に関わらず、災害

支援後の課題に対しての取り組み 

通常業務における被災者対応の実態 

１ 河南 河内長野市 避難行動要支援者が犠牲になることが

多いなか、名簿を活用しどう減らすか 

災害 VC を閉所したから終わりでない。

その後の支援・見守りの必要性の認識 

２ 泉州 阪南市 災害 VC 設置。避難行動要支援者名簿の

活用→福祉委員、民生委員と協働し全

員の安否確認 

- 

３ 泉州 和泉市 事務局内で災害対策プロジェクトチー

ムとして４つの部会を立ち上げ、検討

を実施 

毎年、台風の接近にともない、ヘルプ等

の事業にて、利用者の安否確認やサー

ビス提供の調整を実施 

４ 北摂 池田市 - サービス利用者の安否確認 

５ 河北 枚方市 行政との災害 VC 協定書締結、ブルーシ

ート張りボランティア（以下：V）養成

講座、行政との防災訓練連携 

各避難所との情報共有が迅速に出来な

かった。避難行動要支援者名簿をもと

に安否確認 

６ 泉州 岸和田市 テクニカル V の育成、資器材の確保、

各種様式の追加修正、行政との協定案

作成（まだ案のまま）。地区福祉委員会

における避難行動要支援者登録の啓発 

職員の参集基準の作成を行った。職員

の緊急連絡カードも作成 

７ 河南 八尾市 災害 VC マニュアルの見直し 地区福祉委員長への聞きとり 

８ 河南 千早赤阪村 小規模の為、人員が配置できない - 

９ 北摂 摂津市 V ネットワーク設置予定 安否確認と同時にニーズ把握できず 

10 北摂 能勢町 - サービス利用者の安否確認実施 

11 北摂 豊能町 避難行動要支援者名簿の活用方法 サービス利用者の安否確認の徹底 

12 河北 守口市 災害 VC 設置・運営にかかる市との協定

は課題 

職員の参集は、交通機関等の関係で全

職員というわけにはいかなかった。ニ

ーズ把握や避難所の訪問を行った 

13 河南 松原市 災害 VC 設置・運営にかかる行政との協

定。避難行動要支援者の対応 

福祉委員や見守り対象者の安否確認の

徹底 

14 河南 河南町 行政との協定は平成 27 年締結済み - 

15 泉州 岬町 協定に基づく、災害 VC 設置・運営等に

かかる行政との具体的協議 

災害登録 V との連携 

16 北摂 高槻市 青年会議所と物資やマンパワーの確保

の仕組みを両者で検討 

福祉委員会など地域 V とのニーズ調査

時の連携や情報提供に課題 

17 北摂 島本町 避難行動要支援者名簿を活用した机上

訓練 

各地区における被災状況と利用者の安

否を確認 

18 河南 藤井寺市 - 近隣市（３市）で定期的に災害 VC 担当

者会議を開催 

19 泉州 忠岡町 災害 VC 設置・運営にかかる行政との協

定を結んでいるが、行政側の災害 VC 設

置への理解が弱い。2018 年は社協判断

で災ボラ設置。行政側へ協定書の理解

と見直しを提案 

地区福祉委員の状況の把握 

20 北摂 吹田市 - 職員参集、昨年の地震・台風でほとんど

出勤できなかった 

21 河北 門真市 行政との協定とその後の連携方法 職員に災害支援の意識が弱い 

22 河北 交野市 行政との協定が宙に浮いている 各事業の利用者の状況・情報の収集。地

域の状況確認。居宅介護支援事業所の

状況把握、職員の状況把握 

未対応事項として、各関係機関の役割

分担や連絡の一元化などのルール化 

23 河南 羽曳野市 社協と行政の災害 VC 活動に対しての

考え方に温度差があり相互理解必要 

- 

24 泉州 貝塚市 災害 VC 設置・運営後、市担当課と話合

いを重ね、協定書の策定・締結 

被害状況（地域）の把握が不十分 

25 泉州 熊取町 運営にかかる行政との費用面の調整。

地区福祉委員との連携 

- 
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表３－５－（２）－①－５ 復旧・復興と広域災害に関する自治体ホームページ公開情報

一覧 

自治体種別 自治体名 平成 30 年大阪府北部地震・台風 21 号対応 南海トラフ巨大地

震対策 

先 進

的な 

取 り

組み 
復旧・復興

期の対応 

ふる さと納

税に よる資

金調達 

地域 防災計

画 

ハ ザ

ー ド

Map 

業 務

継 続

計画 

地 域

防 災

計画 

地震 台風 地震 台風 地震 台風 
    

都道府県 大阪府 〇 〇     ○ ○ ○ 〇 〇   

政令指定都市(2) 大阪市 〇 〇     ○ ○ ○ 〇 〇   

堺市 〇 〇         ○ 〇 〇   

中核市(6) 豊中市 〇 〇     ○ ○ ○ 〇 〇   

高槻市 〇 〇 〇 〇     ○ 〇 〇   

枚方市 〇 〇 〇       ○ 〇 〇   

寝屋川市 〇 〇         ○ 〇 〇   

東大阪市 〇 〇             〇   

八尾市 〇 〇     ○ ○ ○ 〇 〇   

施行時特例市(3) 吹田市 〇 〇     ○ ○   〇 〇   

茨木市 〇 〇 〇       ○ 〇 〇 〇 

岸和田市 〇 〇   〇     ○   〇   

その他の市町村(32) 池田市             ○   〇   

箕面市 〇 〇           〇 〇   

摂津市 〇 〇           〇 〇   

泉大津市 〇 〇         ○ 〇 〇   

和泉市 〇 〇   〇     ○   〇   

高石市             ○   〇   

貝塚市 〇 〇         ○   〇   

泉佐野市 〇 〇       ○ ○   〇   

泉南市 〇 〇   〇     ○   〇 〇 

阪南市 〇 〇   〇     ○   〇 〇 

守口市 〇 〇         ○   〇   

大東市 〇           ○   〇   

門真市 〇 〇   〇     ○   〇   

四條畷市 〇 〇             〇   

交野市 〇 〇             〇   

柏原市 〇               〇   

富田林市 〇     〇         〇   

河内長野市 〇 〇   〇     ○   〇   

松原市 〇 〇             〇   

羽曳野市   〇             〇   

藤井寺市 〇 〇             〇   

大阪狭山市 〇 〇         ○   〇   

能勢町               〇 〇   

豊能町   〇         ○   〇   

島本町 〇 〇         ○   〇   

忠岡町             ○   〇   

熊取町   〇         ○ 〇 〇   

田尻町   〇         ○   〇   

岬町             ○   〇   

太子町                 ○   

河南町   〇         ○   〇   

千早赤阪村                 〇   
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表３－５－（２）－①－６ 取得したデータ一覧（座標系は全て JGD2000／経緯度） 

データ名 出典 作成年度 形式 内容 

河川流路 国土数値情報 平成 18～21 年度 shape 河川法による 1 級直轄区間、1 級指定区間、2 級河

川区間、その他流路について、形状（線）、区間種

別（1 級直轄区間、1 級指定区間、2 級河川区間等）、

河川名、 原典資料種別等を整備したもの 

流域界・非

集水域 

国土数値情報 昭和 52 年度 shape 流域界あるいは非集水域界について、範囲（線）、

水系域コード等を整備したもの 

湖沼 国土数値情報 平成 17 年度 shape 全国の湖沼及び貯水池の範囲の広がりについて、

GIS（面）データとして整備したもの 

ダム 国土数値情報 平成 26 年度 shape 全国のダムについて、形式（アーチダム、重力式コ

ンクリートダム、ロックフィルダム等）、目的（洪

水調節・農地防災、灌漑用水、発電等）、総貯水量、

有効貯水量、事業者、名称等の位置を整備したもの 

下 水 処 理

場施設 

国土数値情報 平成 24 年度 shape 下水道統計、下水道年鑑を元に、処理場施設および

ポンプ場施設を整備したもの 

ポ ン プ 場

施設 

国土数値情報 平成 24 年度 shape 

浄 水 場 施

設 

国土数値情報 平成 24 年度 shape 水道地図（都道府県）、水道統計（（公社）日本水道

協会）、全国簡易水道統計（厚生労働省）、水道年鑑

（水道産業新聞社）により、給水区域および浄水場

の位置情報を整備したもの 

上 水 道 給

水区域 

国土数値情報 平成 24 年度 shape 

土地利用 国土数値情報 平成 26 年度 shape（ラス

タ版） 

全国の土地利用の状況について、3 次メッシュ 1/10

細分区画（100m メッシュ）毎に作成されたデータ

（土地利用細分メッシュ）をもとに、本業務におい

て 500ｍメッシュ単位で再集計したもの 

居住人口 国勢調査（地

域メッシュ統

計） 

平 成 27 年 度

（2015 年度） 

shape/500m

メッシュ 

地域メッシュ単位（500m）で作成された、人口等基

本集計に関する事項 

年 齢 別 人

口 

国勢調査（地

域メッシュ統

計） 

平 成 27 年 度

（2015 年度） 

shape/500m

メッシュ 

建 て 方 別

別世帯数 

国勢調査（小

地域） 

平 成 27 年 度

（2015 年度） 

shape/町丁

目 

町丁・字等の単位で作成された国勢調査データ（住

宅の建て方別住宅に住む主世帯数、主世帯人員及び

１世帯当たり人員）を、本業務において 500m メッ

シュ単位に編成したもの 

淀 川 流 域

自 治 体 別

水 害 被 害

額 

国土交通省水

害 統 計 調 査

（市区町村別

水害被害） 

平成 23 年～平成

29 年 

（ 2011 ～ 2017

年） 

原典：表形

式 

（shape デ

ータ作成） 

洪水、内水、高潮、土石流等の水害により、個人・

法人が所有する資産、河川・道路等の公共土木施設、

及び運輸・通信等の公益事業等施設に発生した被害

の実態を把握したもの（本業務で GIS データを作

成） 

淀 川 水 系

河 川 整 備

事業費 

淀川水系直轄

河川改修事業

評価資料 

平成 29 年度 

対象年：平成 26

年以降 

原典：書類 

（shape デ

ータ作成） 

近畿地方整備局事業評価監視委員会（平成 29 年度

第 6 回）評価資料をもとに、淀川水系直轄河川にお

ける整備箇所、整備項目、費用等を把握したもの（本

業務で GIS データを作成 
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図３－５－（２）－①－１ 淀川水系の災害対策施設と過去の被害金額マップ 

 

2) 災害情報プラットフォームの改良 

a) 地震・津波関連の新規研究成果の導入 

名古屋大学が作成している愛知県内の災害関連データベース、JAMSTEC の DONET 震源

決定システム、東京大学の地域質的調査の結果を反映した。（図３－５－（２）－①－

２） 

また、防災科学技術研究所では 2011 年東北地方太平洋沖地震による津波被害を踏ま

え、多様な津波ハザード情報を利活用できることを目指して J-THIS 津波ハザードステ

ーションを開発し一般公開した。この情報もコンテンツとして追加した。（図３－５－

（２）－①－３と４） 

 

b) 研究プロジェクトサブテーマごとの年度報告書内容の閲覧マップ追加作成 

平成 29 年度のプロジェクト報告書の内容を災害情報プラットフォームのコンテン

ツに追加した。WebGIS のマップにて、テーマごとに各担当分野の研究内容を閲覧する

ことができるようにした。（図３－５－（２）－①－５と６） 

 

上記 a)b)と、1)で前述している調査結果に基づき、平常時と災害時、復旧・復興時

で必要とされている情報内容を災害情報プラットフォームのコンテンツに反映し改良

を行った。 
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図３－５－（２）－①－２ 名古屋大学データの連携一例（明治のため池情報ほか） 

 

 

図３－５－（２）－①－３ 津波ハザードステーション閲覧パーツ 

 

 

図３－５－（２）－①－４ 津波ハザードステーション J-THIS 

（URL http://www.j-this.bosai.go.jp/map/） 

地図クリックで、J-THIS マップが開く 
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図３－５－（２）－①－５ プロジェクト研究成果の年度報告書閲覧パーツ 

 

 
図３－５－（２）－①－６ 平成 29 年度研究プロジェクト報告書内容の閲覧マップ 

 

 

 

 

 

地図クリックで、研究対象の位置マップが開く 

各アイコンをクリックすると

概要の吹き出しが開く 
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3) 研修や訓練による情報利活用検証 

大阪府の災害時要支援者対策において、平常時・発災時、復旧・復興時における活動

計画作業の研修に災害情報プラットフォームを利用検証した。実施した地域は阪南市・

河内長野市・松原市など約 15 市町村である。（写真３－５－（２）－①－１と２） 

また、2019 年６月 16 日には、2018 年の大阪府北部の地震を経験した大阪府枚方市の

総合防災訓練（枚方ひこ防’z）にて社協と行政の情報連携訓練を実施した。被害想定

情報、避難所情報、被災者対応情報、現地被害状況、交通規制などの両組織が取得して

いる情報を相互利用した。この訓練には地元大学から学生ボランティアも参加してお

り、街中での被害状況報告や、避難所での不足物資項目などをリアルタイムで発信し行

政と社協に情報を提供する試みも行われた。（写真３－５－（２）－①－３と４） 

 

4) 平常時、災害時、復旧・復興時での一気通貫利活用のまとめ 

また、大阪府北部の地震と台風 21 号被害の災害時要支援者対応を振り返り、平常時

から災害時、また復旧・復興時で行われる活動について、災害情報利活用の実情と今後

の理想的な使われ方について意見交換を行い、検証しとりまとめた。 

図３－５－（２）－①－７では、社協、行政、福祉委員、地域 NPO、地域住民などの

関連する組織の関係性を示す。図からもわかるように各組織が縦割りで個別に活動を行

っていることが多く、それぞれの組織団体が把握している情報の共有が不足している。

図３－５－（２）－①－８では、対応フェーズごとの活動内容のイメージを示す。災害

対応時と復旧・復興時に実施されている活動内容を、いかに事前の平常時で処理してお

けるかが重要となる。事前処理に役立つ情報を災害情報プラットフォームで提供できれ

ば役立つ可能性がある。図３－５－（２）－①－９では、実際の対応における災害情報

プラットフォームの平常時、災害時、復旧・復興時での一気通貫利活用のタイミングと

活動内容フローを示す。 

災害対応におけるこれらの検証結果は、災害情報プラットフォームのコンテンツやユ

ーザインターフェースの改良に反映している。 

  

写真３－５－（２）－①－１ （左）平常時の研修（被害想定情報を使った避難ルートの

作成など） 

写真３－５－（２）－①－２ （右）被害の想定情報を活用した計画の策定 
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写真３－５－（２）－①－３ （左）枚方市総合防災訓練（6/16 ひこ防’z）情報連携 

（社協側） 

写真３－５－（２）－①－４ （右）枚方市総合防災訓練（6/16 ひこ防’z）（市役所側） 

 

 

図３－５－（２）－①－７ 大阪府での災害時要支援者対応の組織関係（概要イメージ） 

 

 

図３－５－（２）－①－８ フェーズごとの活動概要 
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図３－５－（２）－①－９ 災害時要支援者対応における社協間の情報利活用フロー 

（赤い実線矢印が災害情報プラットフォームおよび機能の一部が利活用された個所） 
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5) 災害情報プラットフォームの一般公開 

大阪での災害対応を経験した後である令和元年度は、復旧・復興時の活動と、次の災

害を見据えた事前取り組みを重視した調査と検証を行った。また、新たな研究成果をデ

ータベースに導入した。その調査と検証結果、データを改良に反映し、令和２年３月に、

最終版の災害情報プラットフォーム Ver.2.0 を一般公開した。（図３－５－（２）－①

－10） 

 

 

図３－５－（２）－①－10 災害情報プラットフォーム ver2.0_Top 画面

（https://nankai-bosai.jp/v2.0/） 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

巨大地震発生域調査観測研究、東日本大震災教訓活用研究、地震・津波被害予測研究、

およびそのほかハザード・リスク情報との成果運用に関する連携技術・手法と、DONET

を介したリアルタイムデータの伝送や地震計ネットワークの情報との連動に対応する

ための機能を、災害情報プラットフォームに実装した。 

 1-e で開発、整備してきたデータ、システム、及び教材と、リスクコミュニケーシ

ョン（RC）・人材育成手法の調査結果を反映し、「南海トラフ広域地震災害情報プラット

フォーム」（Ver.2.0）を一般公開した。 

 同時に、地域の防災計画で利用されるために、災害情報プラットフォームを利活用

した社会実験を行政と関連組織で実施し、情報・コンテンツの一気通貫利用を行い、シ

ステム活用の地域展開（大阪府）も実施した。 

災害情報プラットフォームを利用し、平常時に最新研究コンテンツを使って地域の

要配慮者への対応計画を考えた。この事前取り組みが、実際の災害にて災害時要支援者

（要配慮者含む）への支援活動の調整と、広域支援の体制作りに役立てられ、これまで

よりも円滑な活動が行われたことを振り返り会議にて確認した。 

今後の展望として、災害時要支援者の対応を行う担当部署だけでなく、初動対応の消

防や医療、復旧期の交通、通信、ライフラインを担当する組織への情報利活用促進の働

きかけや、復旧・復興時の経済支援に必要となる保険制度などを啓発する研修での利活

用展開が必要であると考えられる。また、平常時には、防災教育の一環として学校や地

域リーダーへの啓発もより強く実施すべきである。 

 

(e) 引用文献 

なし 
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②防災・災害関連データの利活用システム開発 

(a) 業務の要約 

昨年度開発した没入感のある地震応答体感環境に、本プロジェクトの他課題 1-b で

実施した市庁舎建物の詳細な３次元モデルによる南海トラフ地震に対する地震応答解

析結果を利活用するとともに、現地の３次元点群撮影等から作成した室内モデルによ

る映像を組み込むことにより、研究成果をより納得感が得られる情報として提供して

いくための情報システムへと拡張した。  

 

(b) 業務の実施方法 

対象建物について現地に赴き、室内映像を３次元点群撮影し、ここから椅子や机、

書架等の実内モデルを作成するとともに、各階からの風景写真を撮影した。次に、他

課題で実施された地震応答解析で用いられた解析モデルから揺らす場所を選択するた

めの画面を作成した。振動データは地震応答解析から得られた応答波形を当システム

に取り込んだ。最後に、対象建物の居住者に対する社会実装実験を行い、その効果を

検証した。  

 

(c) 業務の成果 

1)  地域展開にむけた普及型 VR システムの拡張 

名古屋大学では、本プロジェクトを通じて、HMD（Head Mounted Display）を用いた

没入型の揺れ映像体感装置を開発してきた。近年の HMD および VR（Virtual Reality）

技術の進歩はめざましく、個人向けに市販されている安価な機材を用いて、極めて没入

感の高い 3D 映像が再現できる。HMD のヘッドトラッキング機能（利用者の頭部の向き

を検出し、映像の向きを変更する機能）を活用して、利用者がまさに地震時の室内に居

るような体験を提供するものである。昨年度において、より安価かつ簡易に多人数が利

用できることを目的として開発したシステムは、写真３－５－（２）－②－１に示すよ

うに、利用者が写真中央の簡易型 HMD（写真中には同型が 3 台）を装着し、写真左の無

線 LAN ルーターを介して接続されたノート PC からコントロールされる。本年度は、本

システムの拡張版として、本プロジェクトの他課題 1-b で実施した市庁舎建物の詳細

な３次元モデルによる、南海トラフ地震に対する地震応答解析結果を利活用し、建物内

の任意の地点の揺れを選択し、その場所の室内挙動を可視化することを試みた。この際、

現実感を高めるために、当該建物のある居室空間の３Ｄ点群計測、並びに、そのデータ

を元に SｆM（Structure from Motion）技術を用いて簡易３Ｄモデルを作成した（図３

－５－（２）－②－１参照）。さらに、作成した簡易３Ｄモデルは、居室全体が１つの

３Ｄモデルになっているため、ここから各家具等を個別の３Ｄモデルに分離した室内

３Ｄモデルを作成した。また、さらに現実感を演出するため、庁舎の各フロアの窓から

風景写真を撮影し、３Ｄモデルの窓の外の風景画像として使用した（図３－５－（２）

－②－２、図３－５－（２）－②－３参照）。選択位置は、煩雑さを避けるため、１階、

３階、５階、７階のそれぞれ北側３点（西、中央、東）と南側３点（西、中央、東）の

合計 24 点から選択できるようにした（図３－５－（２）－②－４参照）。 
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以上により、階数等、場所の違いによる揺れの違い、室内挙動の違い（図３－５－（２）

－②－５参照）がその場で体験可能な、より現実感のある可視化システムが開発できた。

今後は、複数人が同時に体験できるという本システムの特性を生かして、庁舎内での防

災訓練等への活用をめざし、本年度末に実施した碧南市における報告会においてデモ

ンストレーション（写真３－５－（２）－②－２参照）を行なった。その結果、本シス

テムは参加者に好印象を与え、令和２年度の防災訓練で活用することとなった。 

 

 

写真３－５－（２）－②－１ 普及型の震動体感環境システム 

 

 

図３－５－（２）－②－１ 点群撮影した３Ｄ室内画像 
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図３－５－（２）－②－２ 作成した室内３Ｄモデル（１階） 

 

 

図３－５－（２）－②－３ 作成した室内３Ｄモデル（７階） 
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図３－５－（２）－②－４ 室内挙動を体験したい場所の選択画面（PC 上） 

 

  

(a) ７階                              (b)１階 

図３－５－（２）－②－５ 室内挙動の 1 階と７階の比較（家具固定無しの場合の例） 

 

 

写真３－５－（２）－②－２ 碧南市での報告会でのデモの様子 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

昨年度開発した没入感のある地震応答体感環境に、本プロジェクトの他課題で実施

した市庁舎建物の詳細な３次元モデルによる南海トラフ地震に対する地震応答解析結

果を利活用するとともに、現地の３次元点群撮影等から作成した室内モデルによる映

像を組み合わせることにより、これまで以上に現実感のある VR システムへと拡張さ

せた。今後の展望として、庁舎内での防災訓練等への活用が期待される。また、本シ

ステムは、多点同時地震観測を実施している建物に対するモニタリングシステム等へ

の展開も期待できる。 

 

(e) 引用文献 

なし 

 

③地震活動度および統計情報の可視化 

海洋研究開発機構では、南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトの地域連携減災研

究のうち、防災・災害情報発信研究の一環として、海域に設置された地震・津波観測監

視システム（DONET）の地震や津波の早期検知の情報を即時的に発信、また地殻活動や応

力状態把握のための地震の統計情報や地殻変動の情報と併せて総合的に解析するため

のシステムを検討してきた。この研究の一部として横浜研究所のサーバに導入済みの自

動震源監視ソフトによる震源決定の精度向上と震源監視能力の向上、決定された震源情

報から地震発生の空間分布や時間変化、統計情報等について地図上やグラフ上にプロッ

トし、視覚化するシステムの構築を行ってきた。昨年度、DONET および陸上観測によっ

て得られた震源情報を基に、地震の分布、地震活動度、地震活動の時空間変化等につい

て、インタラクティブに表示するシステム構築のための検討、設計と試作を行った。今

年度は、このシステムのユーザーインターフェイスを改良し、ブラウザを用いたシステ

ムとして完成させた。 

 

(a) 業務の要約 

これまで DONET および陸上観測データによる震源決定の自動化および高精度化を進

め、さらに震源情報から地震発生の時空間変化および統計情報の可視化を定期的に自

動で行うシステムを構築してきた。このシステムにおいて、アーカイブデータに基づく

高精度な震源情報を毎日定時に作成し、リアルタイムデータに基づく震源情報を即時

更新した。震源情報をインタラクティブにエリアを設定して表示し、情報を容易に確認、

モニタするためのシステムの設計と試作を行った。地震活動は、地殻内の応力場によっ

て、その時空間分布が変化するため、精緻な震源分布の表示を通して、現在南海トラフ

沿いで起こっている地殻活動の変遷をモニタリングする。今年度は、昨年度から、更に

開発を進め、任意のグラフを作成し、詳しい地震活動が可視化できるシステムを構築し

た（図３－５－（２）－③－１）。 
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図３－５－（２）－③－１ 南海トラフ地震・津波観測監視システムモニタリング情報

スタート画面。カーソルをイベントに合わせると、図中のような震源情報が表示される。 

 

(b)業務の実施方法 

今年度は、さらに詳しく地震活動を把握するため、表示されている地震の震源カタロ

グから様々なタイプのグラフを作成することが出来るように改良した（図３－５－（２）

－③－２）。ここでグラフは横軸、縦軸をリストから任意に指定できる仕様とした。こ

れによってユーザが好みの情報をグラフ化でき、独自の視点に基づいて震源情報を可

視化、比較、分析が可能となる。それぞれの軸には「日時」、［緯度］、「経度」、［深さ］、

「マグニチュード」、「累積個数」、および「サイズ分布」が指定可能である。東西方向

に対する震源の深さ分布をプロットした場合を図３－５－（２）－③－３に示す。縦

軸、横軸の組み合わせは自由であるが、横軸に「サイズ分布」を指定した場合の縦軸

は累積個数に固定され、軸は 10 を底とする対数表示となる（図３－５－（２）－③－

４）。表示する地震リストの地図上の範囲については、マウスで矩形をドラッグして指

定する。また、地震活動度の他に、DONET 観測点における水圧データを並べて表示

できるようにした。本プロジェクトで実施しなかったが、この機能を拡張すれば陸上

の地殻変動の観測データ等を地震活動度と並べてプロットすることも可能となる。な

お、これらの表示機能は、ユーザーごとに設定できるため、様々な組み合わせでモニ

タリングを試みることが可能である。 
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図３－５－（２）－③－２ グラフ作成のための設定画面。グラフの縦軸、横軸に

プロットする量は、日時、緯度、経度、深さ、マグニチュード、累積発生回数から

任意の組み合わせで選択が出来る。  

図３－５－（２）－③－３ DONET1 観測点直下の地震について、東西方向に対す

る深さ断面をプロットした例。プロットに使用する震源の範囲は、マウスのドラッ

グ操作で指定（青四角）。 
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(c) 業務の成果 

DONET データを用いて自動で南海トラフにおける地震活動の監視のため、震源決定

を行い、震源カタログを用いた解析から地殻の応力状態の把握、地震活動の状態の可

視化による分析を行うための一連のシステムを開発、構築した。これにより、南海ト

ラフにおける地震活動の監視能力と地殻の応力状態の把握、分析能力の向上が可能と

なった。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 地震活動を定常的にモニタし、得られる震源情報および地殻変動などの関連情報

から地殻活動に関する情報を引き出すためには多様な視点に基づく様々なデータを比

較することが重要である。本業務ではインタラクティブなシステムを構築し、様々な

情報を自由な形で比較できるシステムの基礎を完成させた。ここで構築したシステム

で比較できるのは、開発期間の制限から震源カタログに基づく情報に限られる。その

ため、そこから計算される地震活動の統計的性質などは含まれない。地震活動の統計

的計算も同時に行い、それぞれの時空間で比較可能なシステムを構築すれば、地震活

動度と地殻の応力状態の検討がより詳しくできるようになると期待される。また、シ

ステムを拡張し、地震活動度と陸上における地殻変動観測データ等との比較も有用で

あると考えられる。構築したシステムでは震源を地図上にプロットしたが、詳細な地

震活動の把握のためには、三次元の震源分布を既存の断層の分布等の構造データに重

ねて表示する等の工夫が必要かもしれない。一般利用を目指して構築を進めているプ

ラットフォーム上での展開、情報発信する道筋をつくった。 

 

図３－５－（２）－③－４ 地震のサイズ分布を表示した例。縦軸は対数なので、 

0 なら累積 1 個、1 なら累積 10 個、2 なら累積 100 個の地震が発生した事を示す。 
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(e) 引用文献 

なし 

 

④住民の防災知識構造と社会構造に関する質的調査 

(a) 業務の要約 

本業務について過年度の平成 30 年度には、ⅰ）避難意図構造モデルの安定性を

確認する量的調査を高知市で実施、ⅱ）事業継続については製造業大手 4 社に対する面

接調査ならびに静岡県の沿岸部に立地する製造業事業所を対象とした量的調査を実施

した。 

令和元年度においては、ⅰ）昨年度までに実施してきた避難意図構造の詳細分析を行

うとともに、ⅱ）昨年度調査で重要性の明らかとなった地域の中小製造業事業者への事

業継続計画の支援策に関する聞き取り調査を実施した。さらに、地域の事業所の業務継

続の可否や住民の生命健康に大きく影響することから社会的重要性の高い、ⅲ）医療福

祉施設の事業継続に関する調査を、新たに実施した。 

ⅰ）避難意図構造については、過年度に津波からの避難意図に対して主観的規範と

リスク認知が影響することが示されていた。今年度の詳細分析の結果で、回答者にお

いては居住階層が高くなるほどリスク認知が高まり、それによって避難意図が高まる

媒介効果があることなどが明らかとなった。 

そしてⅱ）地域の中小製造業事業者への事業継続計画策定の支援策として、静岡県に

おける事例調査から、標準様式等の提供や、インセンティブの付与、策定後の実効性確

保作などを整理した。また、地域の安全性への影響の観点からは、事業の継続のみなら

ず、中断も必要な場合もあることを近年の災害事例から考察した。 

さらにⅲ）医療福祉施設の事業継続については、入院・入所者への食事提供サービス

の事業継続に焦点をあてた調査を行い、施設で一定程度の備蓄は行われているものの、

多く施設で食事提供は給食サービス会社に委託されており、南海トラフ地震情報や大

規模な災害時など１週間程度以上のインフラ支障が想定される場合には、業界全体の

サプライチェーンとしての取組が必要であることを確認した。 

 

(b) 業務の実施方法 

ⅰ）避難意図構造の理論モデルの詳細分析では、過年度に高知市での調査に

よって取得したデータをもとに解析を行った。 

地域の中小企業の事業継続計画への支援策については、静岡県御殿場市商工会の取

り組みを事例研究として、聞き取り調査を行った。 

福祉施設の事業継続に関する調査においては地域産業の継続の観点から、その食事

供給等に焦点をあてた。そして、①福祉施設に対する面接調査を高知市で実施し、②医

療・福祉施設での給食事業の継続に係る給食サービス事業者および医療用食材卸事業

者を対象とした量的調査を実施した。また、③医療・福祉施設への給食関連事業者団体

への面接調査を実施した。 
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(c) 業務の成果 

1)  避難意図構造モデルに関する詳細分析 

a) 分析の概要 

津波避難行動に対する避難意図構造モデルの検証については、過年度の報告書およ

び、それに基づく宇田川ら (2020) で発表された高知市の調査データに関して再分析

を行った。宇田川ら (2020) では津波からの避難意図に対して主観的規範とリスク認

知が影響することが示されている。さらに、居住階数の違いや居住年数の違いに関す

る分析がなされている。本年度は宇田川ら (2020)で分析してないこれら要因の影響に

ついてさらに、高知市のデータが意味するものを正確に把握することを目的とした分

析を行った。具体的には、居住階数や居住年数といった変数について、それらが主観

的規範やリスク認知とは独立に避難意図に効果を持つのか、居住年数の高い地域にお

いて特に主観的規範の影響が強くみられるのか（居住年数と主観的規範の交互作用効

果）、居住階数の低い人にとってリスク認知が避難意図に強く影響するのか（居住階

数とリスク認知との交互作用効果）、をそれぞれ回帰分析によって検証した。 

 

b) 分析結果 

ア)各変数について 

居住年数に関して地域ごとに定義する２つの変数を用いた。１つ目は調査回答か

ら作成した変数であり、回答者が回答した自分の地域に関して、南金田および知寄町

1 丁目を 1、日の出町および二葉町を 2、宝永町および弥生町を 3 とした変数である。

これは居住年数の高い人が多く住んでいる地域ほど高い値として設定している。同

様に、国勢調査のデータから、各地域の居住 10 年以上の家の割合を二つ目の変数と

して用いた。どちらも値が高いほど居住年数の高い人たちが住んでいる地域に回答

者が住んでいることを表している。 

 居住階層については、調査回答者の回答から、その人がマンションの３階以上に住

んでいる場合を 1、それ以外を 0 としたダミー変数を用いた。これは、地震津波の発

生に伴い、居住している部屋まで浸水してこない場合かどうかを判別する目的で設

定した。 

 

イ) 変数間の相関 

 居住年数に関する調査回答の変数と国勢調査に基づく変数の相関は非常に高かっ

た（r=.91, p<.01）。居住階層との相関は、調査の居住年数とは r=-.30（p<.01）、国

勢調査の居住年数とは r=-.20（p<.01）と、どちらも弱い負の相関を示した。 

 居住年数や居住階層と、避難意図や行動意図モデルの６因子との相関を表３－５

－（２）－④－１に示す。居住年数が長い地域に住んでいるほどリスク認知が低い傾

向が見られた。また、居住階層が高いほどリスク認知が高く、主観的規範も高い傾向

が見られた。 
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表３－５－（２）－④－１ 居住年数・居住階層と避難意図・意図モデル 6 因子との相関 

 避難意図 
リスク

認知 
有効性 

実行 

可能性 
コスト 

主観的

規範 

記述的

規範 

居住年数

（調査） 
-0.01 -0.26 0.04 -0.01 0.05 -0.08 0.03 

 0.84 <.0001 0.36 0.87 0.33 0.08 0.56 

居住年数

（国勢） 
0.00 -0.24 0.07 -0.03 0.05 -0.07 0.04 

 0.97 <.0001 0.14 0.52 0.32 0.12 0.40 

居住階層 0.13 0.33 0.13 -0.14 0.10 0.24 -0.09 

 0.00 <.0001 0.00 0.00 0.03 <.0001 0.06 

 

ウ）居住年数に関する分析 

 避難意図を従属変数、主観的規範と居住年数を独立変数とした回帰分析の結果を表

３－５－（２）－④－２に示す（切片に関する記述は省略した）。モデル 1 は主観的規

範が避難意図に有意な効果を持つことを示している。モデル 2 は避難意図に対する居

住年数の効果は有意ではないことを示している。モデル 3 は避難意図に対する主観的

規範の効果は居住年数を投入しても変わらないことを示している。モデル 4 は主観的

規範と居住年数の交互作用が有意ではないことを示している。これらの結果は、地域

の居住年数は避難意図に対して直接の効果を持たないだけでなく、主観的規範に対す

る媒介及び調整効果も持たないことを示している。 

 

表３－５－（２）－④－２ 避難意図に対する主観的規範と居住年数の効果 

  モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 

  β p β p β p β p 

主観的規範 0.46 <.01     0.45 <.01 0.43 <.01 

居住年数（調査）     -0.01 0.84 0.06 0.17 0.06 0.17 

交互作用             0.03 0.82 

         

主観的規範 0.46 <.01     0.45 <.01 0.40 0.06 

居住年数（国勢）     0.00 0.97 0.06 0.12 0.06 0.12 

交互作用             0.06 0.79 

 

エ）居住階層に関する分析 

 避難意図を従属変数、リスク認知と居住階層を独立変数とした回帰分析の結果を表

３－５－（２）－④－３に示す（切片に関する記述は省略した）。モデル 1 はリスク認

知が避難意図に有意な効果を持つことを示している。モデル 2 は居住階層が避難意図

に有意な効果を持つことを示している。モデル 3 はリスク認知と居住階層を同時に回

帰分析に投入すると、居住階層の効果は有意ではなくなり、リスク認知の効果が残る
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ことが示されている。これは居住階層の避難意図に対する効果がリスク認知によって

媒介される可能性を示している。そこでブートストラップ法によって媒介分析を行っ

たところ（図３－５－（２）－④－１）、間接効果は有意であることがわかった（p<.01）。

したがって、回答者においては居住階層が高くなるほどリスク認知が高まり、それに

よって避難意図が高まることが示された。 

 モデル 4 は交互作用効果が有意であることを示している。そこで、低階層と高階層

に分けて避難意図に対するリスク認知の効果を検討したところ、低階層でも高階層で

も有意な効果が示されたが、低階層よりも（β=0.23, p<.01）高階層の方が、効果が

強いことが示された（β=0.51, p<.01）。 

 

表３－５－（２）－④－３避難意図に対するリスク認知と居住階層の効果 

 モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 

 β p β p β p β p 

リスク認知 0.34 <.01   0.33 <.01 0.23 <.01 

居住階層   0.13 <.01 0.04 0.44 -0.03 0.52 

交互作用       0.21 <.01 

 

 

 

図３－５－（２）－④－１ リスク認知の媒介効果 

 

2)地域産業の事業継続に関する調査研究 

a) 企業の事業継続に関する公的機関支援の事例調査 

 地域における企業の事業継続計画（Business Continuity Plan、 BCP）に関する公

的機関の支援事例について、静岡県の取り組みの内容や効果などを、静岡県庁および

御殿場市商工会対象として聞き取りを行った。 

 

ア）調査結果 

  ①静岡県庁 

 静岡県内企業は、東海地震の警戒宣言をトリガーとした防災対応や事業継続対応に

ついて検討してきた経緯から、東海地震対策を南海トラフ地震に関する情報による対
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策へ置き換えようと考えている企業が多い。警戒宣言ありきの対応が前提となってい

たことから、これを払拭することが必要となっている。 

 そして 49 人以下の小規模な事業所における BCP 策定率は 16％程度であることか

ら、令和３年度を目途に策定率 25％を目指している。静岡県は支援策として，静岡

県事業継続計画モデルプランを公開しており、入門編（10 業種別に様式を用意）と

本編とを用意している。さらに、BCP 普及啓発を目的に静岡県 BCP 研究会を開催し、

企業、大学、民間、行政等が連携し情報交換の場を提供している。加えて指導者養成

や専門家派遣制度も設けている。 

 また、事業の再建に必要な資金の迅速な提供を目的に、「災害時発動型予約保障

（BCP 特別保証）」が、静岡県信用保証協会によって運用されている。この予約保障

は BCP 策定済み企業を対象にしており、事前に予約しておけば大規模な地震など激甚

な災害発生の際に利用できる。また、静岡県のモデルプランや中小企業庁の運用指針

に準拠した計画策定を要件としていることから、BCP 取り組みのインセンティブとし

て効果が期待されている。 

②御殿場市商工会 

 御殿場市商工会の会員企業は約 1,520 社あり、最も多い種別は商業である。商業の

内訳は，御殿場プレミアムアウトレットやキリンなどの大企業から中小企業など 120

社ほどで、他には建設業が多く 450 社ほどである。そして想定する災害として富士山

の噴火による火山灰の降下が懸念され，製造業では防災対策が熱心である。 

 商工会独自で会員企業に対する BCP の普及啓発を行っている。具体的には、セミナ

ーによる BCP 策定講習と安否確認システムの一括導入である。セミナーでは、３回の

ワークショップによる研修を行い、参加した６企業中５社がその後計画策定に至って

いた。また商工会（2/3）と企業（1/3）の費用負担による専門家派遣により、１社あ

たり 10 万円強で計画策定に取り組める事業を行っていた。計画策定にあたっては、

静岡県のモデルプランを用いるよう推進している。 

 また、静岡大学が構築した安否確認システムに，商工会はユーザー数 500 まで対応

できるものを契約している。一方で、企業側は，ユーザー100 までの利用で３千円/

月以下の負担ですみ，年間２万円程度の安価な値段で利用可能である。現在は，企業

規模で 20 名程度の小企業を中心に利用が進んでいる。さらに平成 29 年度には，当安

否確認システムを利用している企業に安否報告カードを配布し，机上訓練を行った。 

 商工会議所における企業の BCP 策定支援での課題として、ハザード情報が挙げられ

た。市から提供されるハザード情報は住民（夜間人口）を対象としたものであるが、

例えばアウトレットモールなどの商業施設では集客時間中の被災が懸念されるためで

ある。 

 

イ) 今後にむけて 

 調査結果では、地域の中小企業の業務継続計画の策定支援策として、①BCP 策定

そのものを支援する様式や事例の提供、②BCP の実効性を高めるための保障制度や

対策の提供、③BCP 策定にインセンティブを付与することにより策定のモチベーシ

ョンを高める効果を狙った取組みなどが行われていた。中小企業における BCP 策定
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においては、策定に着手するまでのハードルが高いことが大きな阻害要因となって

いることから、これらの地域施策は一定の効果が得られると期待される。 

 一方、BCP の策定率を指標としてとらえると、その効果は未だ限定的であり、BCP

策定を促進するとともに、従来の防災対策を促進させる対策も重要であり、特に防

災対策に重点を置いた事業継続力強化計画認定制度の活用も望まれる。 

 

ウ) 南海トラフ地震に関連する情報（臨時）への対応が示唆する BCP の今後 

 平成 30 年７月豪雨災害における岡山県総社市のアルミ工場爆発事故や、令和元

年佐賀豪雨における佐賀鉄工所による約５万リットルの油流出など、昨今の水災害

による２次被害で周辺地域への有害物質の拡散が懸念されている。本来、事業継続

計画は、企業が自社の操業をいかに継続するかを目的としたものであるが、災害の

影響により自社の操業そのものが周辺地域に与えるリスクの分析と、地域のための

操業停止判断についても事業継続計画で考える必要性が明瞭になってきた。 

 過年度に実施した静岡県における製造業への量的調査結果では、南海トラフ地震

に関する情報（臨時）が発表された場合における対応判断は、事業所でなされると

回答した企業が多く、事業所独自で地域の災害環境や社会状況を読み解き、対応を

判断する必要性が高まっている。事業所での判断においては、福祉施設の事業継続

状況が、社員の出勤可否に影響することから次項で調査を行っている。 

その一方で、現在主流である自社とサプライチェーンを見据えた BCP では、会社

全体の事業継続に係る判断は本社機能に委ねられる傾向があり、事業所単位での判

断は安全・労務管理に位置付けられている。しかしながら、災害時における周辺地

域への負の影響を想定すると、その判断如何によっては会社全体の事業継続に多大

な損失を及ぼす懸念がある。 

 今後においては、自社の直接的な重要業務の継続といった近視眼的な BCP ではな

く、自社の事業継続による周辺地域への影響も考慮し、地域との共生といった中長

期的な観点での BCP への転換が求められると考えられる。南海トラフ地震に関する

情報への対応は、本来 BCP 策定プロセスで議論されるべき自社の社会的位置づけ

を、“自社の操業停止判断基準”といった視座からとらえなおす好機であると考え

られる。 

 

c) 医療福祉機能の事業継続 

ア）調査の概要 

災害時の医療活動の事業継続については、これまでも多くの研究がなされている。

ただし、それらは災害派遣医療チーム（Disaster Medical Assistance Team; DMAT）

や災害拠点病院等の超急性期に関する医療機能に関する対策が検討の中心だった。

しかし、東日本大震災などの過去の災害では、拠点病院に医療措置というよりも福祉

的措置が求められる高齢者等が多数来訪していた。また、令和元年台風 15 号や台風

19 号に際しては、長期停電による給食サービスの停止などの施設機能の低下による

病院間の移送がなされた事例も見られた。そして、南海トラフ地震対策としては、「南

海トラフ地震に関連する情報」の発表時に、安全性に留意しつつ通常の地域医療や福
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祉機能の停止を避ける必要がある。福祉施設等の事業継続状況は、前項で報告したよ

うに地域における事業所の事業継続の可否にも影響することから重要である。 

こうした観点から、災害拠点病院等での超急性期の重症患者に適切に医療資源を

投入するためにも、また一般病院や福祉施設の利用者そのものの命を守るためにも、

一般病院や福祉施設の機能維持が必要といえる。そこで、医療・福祉施設の事業継続

にむけて、地域産業やサプライチェーンの事業継続の観点から、入院・入所者への食

事供給等に焦点をあてて調査を行った。 

具体的には、①福祉施設に対する面接調査を高知市で実施した。また、②医療・福

祉施設での給食事業の継続に係る給食サービス事業者および医療用食材卸事業者を

対象とした量的調査を実施した。そして、③医療・福祉施設への給食関連事業者団体

への面接調査を実施した。 

 

イ）福祉施設に対する面接調査 

①調査の概要 

福祉施設を対象に、グループ・インタビューを行った。インタビューは、高知市内

において特別養護老人ホーム事業を行っている５事業者を対象とした。ヒアリング

は、３事業者と２事業者にわけて各約２時間実施した。対象事業者とした福祉施設の

給食の形態としては、従来型およびユニット型（厨房で作られた料理をユニット内の

キッチンで配膳）の両方を対象とした。 

②調査の結果 

食事の形態は、常食ではなく「刻み食」や「とろみ食」などの利用者が大半であり、

一部の施設では経管栄養中の利用者も存在した。調理作業は、直営で行っている施設

は１つのみで、残り４施設は給食サービス企業に委託をしていた。食材は、給食サー

ビス会社が調達する場合のほか、食材卸や地元小売から調達している場合もあった。 

施設における、食事の備蓄量は、多い施設でも５日分程度であった。より多量の備

蓄は、費用および保存スペースの制限から困難とされた。なお、廃棄ロスを防ぐため、

缶詰等についは計画的に平常時の食事メニューに組み込まれていた。そのほか熱源

がなくても提供可能な主食として、災害対応のためアルファ米等は備蓄されていた。 

そして災害発生時の食事サービスに関する事業継続上の課題としては、厨房内で

の調理作業の継続のみならず、居室における食事介助の人員の確保が課題であるこ

とが多く指摘された。健常者と異なり、入所者への食事サービスを継続するためには、

入所者の特性に応じて食事介助を行えるスタッフが必要となるためである。津波襲

来後は通勤経路が浸水し、職員の参集や応援派遣は難しい可能性があり、施設におけ

る他サービスの継続と同様に職員確保が大きな課題となることが改めて確認された。 

なお調査においては、食事サービス事業継続のほか、津波来襲時の緊急避難対策の

課題についても多く指摘された。介護度の高い入居者を停電時に高層階に避難させ

ることは、特に職員数が少ない夜間には困難とされた。 
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ウ）医療・介護向けの給食サービス業および食材卸を対象とした量的調査 

①調査の概要 

病院や福祉施設等に給食サービスを提供している事業者、および、食材を供給して

いる事業者を対象に、その災害対策についてアンケート調査を行った。調査票を各事

業者の防災担当に郵送し、回答後に郵送で返送を求める方法とした。調査期間は、

2019 年 11 月６日から 12 月３日とした。調査仕様の詳細について、給食サービス事

業者および、および、食材卸事業者毎に表３－５－（２）－④－４に示す。 

 

表３－５－（２）－④－４ 避難意図に対するリスク認知と居住階層の効果 

 給食サービス事業者 食材卸事業者 

対象事業者 日本メディカル給食協会会員 全国病院用食材卸売業協同組合 

配布範囲 南海トラフ地震防災対策推進

地域指定市町村を有する都道

府県内に本社のある事業者 

全事業者 

 

 

配布数 172 55 

回収数・率 39（回収率 23％） 16（回収率 29％） 

 

②調査の結果 

i) 事業規模 

回答のあった食材卸事業者が食材を納品している事業所数は 100 施設以下から

1,000 施設以上まで幅があった。１～100 施設と回答した場合には中間値の 50 施

設で代表させ、最多の 1,000 施設以上の場合には最小値の 1,000 施設で代表させ

ると、１社あたりの提供数は 700 施設程度となる。（表３－５－（２）－④－５） 

朝食あたりの提供食数でも、回答９事業者では、最小が 200 食以下、最大 20 万

食と幅以上が大きく、かつほぼ均等に分布していた。前述と同じように中間値で

代表させると、平均で５万食程度を供給している。 

 

表３－５－（２）－④－５  食材卸業の提供施設数 

 

回答のあった給食サービスでは、提供先が医療機関の場合は 10 施設以下が過半数を

占め、福祉施設の場合は若干多く 50 施設以下で３分の２、10 施設以下では４割弱とな

調
査
数

な
し

１
～

1
0
0

1
0
1
～

2
0
0

2
0
1
～

5
0
0

5
0
1
～

1
0
0
0

1
0
0
0
以
上

16 - 5 2 7 2 -
100.0 - 31.3 12.5 43.8 12.5 -

16 - 3 5 7 - 1
100.0 - 18.8 31.3 43.8 - 6.3

16 1 11 1 2 - 1
100.0 6.3 68.8 6.3 12.5 - 6.3

（１）医療施設：病院、診療所等

（２）老人福祉施設：介護老人保健
施設・特別養護老人ホーム等

（３）その他：給食サービス会社等
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る。選択肢の中央値で代表させると、平均で医療関係 22 事業所、福祉関係 26 事業所と

なる。提供食数でみると、平均 401 食となるが、提供食数 501 食以上が半数強に当たる

20 社を占める。（表３－５－（２）－④－６） 

 

表３－５－（２）－④－６ 給食サービス業の提供施設数 

 

 

ⅱ）事業エリア 

全ての回答食材卸事業者が、複数市町村にまたがって範囲の施設に食材を納品している。

ひとつの都道府県内の複数市町村を対象としている事業者が８社、複数の都道府県に展開

している事業者が８事業者と同数であった。 

給食サービス事業者でも、４以下の都道府県エリアにまたがって提供している事業者が

最も多く４割強の 16 社となっており、食材卸業と同等であった。ただしし、一つの市町村

内と狭い範囲で事業を行っている事業者も１割にあたる４社ある一方で、６都道府県以上

にまたがる事業者も２割の８社におよんでおり、事業規模の大小は両極に分かれている。

（図３－５－（２）－④－２） 

 

 

食材卸              給食サービス 

図３－５－（２）－④－２ 提供施設の空間的範囲 

 

 

 

調
査
数

な
し

１
～

1
0

1
1
～

2
0

2
1
～

5
0

5
1
～

1
0
0

1
0
0
以
上

無
回
答

39 3 20 6 3 1 5 1
100.0 7.7 51.3 15.4 7.7 2.6 12.8 2.6

39 4 15 2 9 4 3 2
100.0 10.3 38.5 5.1 23.1 10.3 7.7 5.1

（１）医療施設：病院、診療所等

（２）老人福祉施設：介護老人保健
施設・特別養護老人ホーム等
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ⅲ）災害被害に対する懸念 

食材卸における地震時の懸念としては、「揺れによる自社の施設の建物や設備の損壊」、

「水や電気、ガスなどの供給停止」を最も多く４分の３にあたる 12 社が心配している。そ

して同じく 12 社で「津波で浸水の恐れある地域内に納品先や配送ルートがある」ことを懸

念している一方で、「津波による自社の施設（オフィス、事業所等）への浸水」は２割以下

の３社にとどまっている。自社の立地よりも、食材の納品先となる施設及び配送ルートへ

懸念が高い様子が伺える。 

一方、給食サービス業では最も多く４分の３にあたる 30 社と最も多くの事業者が「水や

電気、ガスなどの供給停止」をついで、３分の２にあたる事業者が「従業員を確保できる

か心配」（26 社）を挙げており、給食事業を受託している施設の厨房の機能支障および、

施設へ職員を派遣できるか懸念している様子が伺える。一方で、「派遣先の津波の恐れ」を

あげる事業者は３分の１にあたる 13 社となっていた。（図３－５－（２）－④－３） 

 

図３－５－（２）－④－３ 地震による被害で心配なこと 

 

ⅳ）地震・津波対策 

回答のあった食材卸では、前項で揺れによる被害は心配している施設が多かったが、「自

社の施設の耐震化」をしている食材卸事業者は４分の１にあたる４社にとどまる。「拠点稼

働のための自家発電機の設置」や「燃料の確保」も１割強の２社にとどまる。また、「調達

2.6

5.1

2.6

64.1

20.5

33.3

48.7

76.9

66.7

0.0

6.3

6.3

75.0

18.8

75.0

25.0

75.0

56.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

わからない

特にない

その他

揺れによる被害

津波の浸水

納品先や配送

ルートの浸水

施設内や周辺

の火災

ライフライン

の供給停止

従業員の確保

食材卸業

給食ｻｰﾋﾞｽ

図中の値は%
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先や納品先と協働した防災訓練の実施」は１社のみであった。 逆に、比較的多いのは、

４割強の７社が実施している「従業員（配送中のスタッフを含む）の安否を確認する仕組

みの導入」と「地震を対象とした防災訓練の実施」である。なお、その他としてあげられ

ていた対策はいずれも備蓄である。 

給食サービス事業者においても、「自社の施設の耐震化」対策を進めているのは７社に

１社程度の６社にとどまる。「拠点稼働のための自家発電機の設置」や「燃料の確保」も

１割程度と少ない。他方、「地震を対象とした防災訓練の実施」は２割強の９社であった

が、業態から考えれば求められる「派遣先の事業所の防災訓練に参加」している事業者は

過半数の 20 社に上っている。なお、その他としてあげられていた対策は非常食や水の確

保、寝所の確保である。 

 

ⅴ）備蓄 

すべての回答のあった食材卸事業者では一定程度以上の備蓄をしており、「１～２日」

と少ない備蓄量の事業者も１社にとどまる。最も多い日数は４割を超える「６日以上」

の７社で、ついで「４～５日」の５社と合わせると全体の４分の３の事業者が４日分以

上の備蓄をしている。（図３－５－（２）－④－４） 

一方、給食サービスでは備蓄量は少ない傾向であった。「在庫はない」あるいは「１

日未満」という事業者が半数近い 17 社を占める。備蓄をしている事業でも、「１～２

日」及び「３日」と回答した事業者がそれぞれ２割弱の７社であり、「６日以上」を備

蓄している事業者は１割の４社にとどまった。 

ただしサービス提供先の医療機関や福祉施設で備蓄をしているところも多い。半数

近い事業者の 19 社が提供先の「多くの施設では備蓄をしている」としている。その一

方で、「備蓄している施設はない」（４社）あるいは「少しの施設では備蓄をしてい

る」（11 社）と４割近い事業者では提供先でも備蓄量は乏しい。食材卸からの供給ある

いは地元の調達先からの供給がないと短期間で給食を出せなくなることになる。 

 

 

図３－５－（２）－④－４ 食事の備蓄量（日数） 

46.2
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給食ｻｰﾋﾞｽ
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ⅵ）代替食材の検討 

食材卸では、医療機関も福祉施設も通常の食事は症状や嚥下能力に応じて栄養士の管

理のもとで計画的にメニューが決められており、そのメニューの計画に従って食材を納入

している。災害時は該当する食材の調達が難しくなった場合に備えて、「代替品として利

用できる食材を検討している」事業者は４割弱の６社、調達先については「主要な調達先

での防災対策の状況を確認している」が４分の１の４社、「調達先を分散するようにして

いる」が２割弱の３社にとどまっており、検討状況は高いとは言えない。 

代替品の検討についても、「社内で検討」および「調達先（メーカー等）と協議」が４

割弱の６社あるものの、「納入先との協議」は１社にとどまる。サプライチェーンの上流

側との協議が中心となっており、利用者に届けるうえで最終的に重要である下流側の病院

や福祉施設との協議がより求められる。（図３－５－（２）－④－５） 

給食サービス事業者においても、調達が難しくなった場合に備えて、「調達先を分散す

るようにしている」事業者は４分の１にあたる 10 社、「提供先に自社資産として在庫の積

み増しを進めている」（14 社）もしくは「自社の倉庫等に在庫の積み増しを進めている」

（10 社）といった対策をとっている事業者があるものの２割弱は対策をとっていない。

小規模事業者では在庫積み増しの経済負担は大きいと考えられる。 

代替品の検討についても、「社内で検討」している事業者が３割弱の 11 社、「調達先

（メーカー等）と協議」が１割強の５社にとどまるが、「提供先（病院、福祉施設等）と

協議している」事業者が過半数の 22 社ある。下流に近い給食サービス業では、サプライ

チェーンの下流側の病院や福祉施設との協議が進んでいるようである。 

 

 

 

図３－５－（２）－④－５ 代替品の検討状況 
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ⅶ）資源不足時の対応 

食材卸事業者では、備蓄量は一定量確保されていたものの、大規模災害の発生後に

は、商品調達や供給能力がすぐには回復しない場合が懸念される。そうした平常時どおり

の納品先へ納品することが難しい事態となった場合には、過半数が「各納品先へ配送する

回数を減らして対応すると思う」（９社）あるいは「納品する食材の種類を減らして対応

すると思う」（９社）としており、種類を減らしてでも量の確保を優先する方針であっ

た。（図３－５－（２）－④－６） 

給食サービス業でも、４分の３にあたる 29 社が「メニューの種類を減らすことで対応

する」としている。「１食あたりの量を減ら」さざるを得ないと考える事業者も４分の１

にあたる 10 社いる。 

 

食材卸                給食サービス 

図３－５－（２）－④－６ 納品先への供給が難しくなった場合の対応方針 

 

ⅷ）全納入先へ納入が難しくなった場合 

食材卸事業者では、全ての取引先に食材を納品することが難しくなった場合の優先順

位については、「量や種類を少なくしても、できるだけ全ての納品先へ供給」する方針の

事業者が３割強にあたる５社であった。これに対して、「当社のみ納品している取引先を

優先すると思う」事業者が半数の８社、「提供している食数の多い施設を優先すると思

う」という大口優先は４割弱の６社となっている。ただし、病院優先および施設優先はそ

れぞれ３社ずつで差はみられない。（図３－５－（２）－④－７） 

給食サービス事業者でも、「量や種類を落としても、できるだけ全ての提供先に提供す

る」方針と回答した事業者が３分の２にあたる 26 社と多い。「大口顧客を優先する」や

「提供している食数の多い施設を優先すると思う」とした事業者はいなかった。なお、福
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祉施設よりも病院を優先する事業者が４社、施設を優先する市業者が１社と若干ではある

が病院への提供を優先する傾向がみられる。 

 

 

図３－５－（２）－④－７ 全納入先へ納入が難しくなった場合の優先順位 

 

ⅸ）南海トラフ地震に関連する情報の発表時 

食材卸事業者では「南海トラフ地震に関連する情報」について、「テレビや新聞などで

見聞きしたことがある」とした事業者が９割近い 14 社あった。「業界などで話題となった」

とした事業者は３割強の５社あったが、「気象庁のＨＰなどで詳しく調べたことがある」

事業者は１割強の２社と多くはない。 

そして臨時情報が発表された場合に、「津波の危険な地域にある事務所での業務の中止」

の「可能性が高い」とした事業者は約３割の５社、「可能性は少しある」が１社であり、過

半数の８社は「可能性はない」としている。揺れによる被害を心配していた事業所は 12 社

あったが、津波による浸水は３社のみだったことを反映している。選択率が高かったのは

「津波の危険な配送ルートでの安全管理の確認・強化」で過半数の９社が「可能性が高い」、

３社が「可能性は少しある」としていた。さらに「津波の危険な地域にある取引先への納

品の中止」についても４割の７社が「可能性は高い」、４分の１の４社が「可能性は少しあ

る」としている。津波危険地域に立地している病院や福祉施設では食材を新規に調達でき
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ず、ただちに食材を在庫に頼る危険性もある。 

給食サービス事業者では、「南海トラフ地震に関連する情報」について、９割を超える 36

社が「テレビや新聞などで見聞きしたことがある」としており、対象事業者が南海トラフ

地震の影響範囲であることから認知率は高い。しかし、「気象庁のＨＰなどで詳しく調べた

ことがある」事業者は１割強の５社あったものの、「業界などで話題となった」とした事業

者はなかった。 

そして臨時情報が発表された場合に、「津波の危険な地域の派遣先事業所へは給食サー

ビスを停止」する「可能性が高い」とした事業者は約３割弱の 11 社、「可能性は少しある」

が半数近い 18 社に達している。「津波の危険な事業所での業務の中止」や「調理済みの食

事を配送」する「可能性が高い」とした事業者はそれぞれ３割弱の 11 社、半数程度の事

業者が「可能性は少しある」としている。調理済みを増やすことで、通常は非常に長い滞

在時間を津波危険地域では少しでも短くして、派遣する職員の身の安全を守る考えからで

あろう。津波危険地域に立地している病院や福祉施設では給食メニューが大きく制約され

る可能性がある。（図３－５－（２）－④－８） 

 

 

食材卸              給食サービス 

図３－５－（２）－④－８ 南海トラフ地震に関連する情報発表時に予想される対応 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

今年度は、ⅰ）昨年度までに実施してきた避難意図構造の詳細分析を行うとともに、

ⅱ）昨年度調査で重要性の明らかとなった地域の中小製造業事業者への事業継続計画

の支援策に関する聞き取り調査を実施した。さらに、地域の事業所の業務継続の可否

や住民の生命健康に大きく影響することから社会的重要性の高い、ⅲ）医療福祉施設

の事業継続に関する調査を実施した。 

ⅰ）避難意図構造については、過年度に津波からの避難意図に対して主観的規範と

リスク認知が影響することが示されていた。今年度の詳細分析の結果で、回答者にお

いては居住階層が高くなるほどリスク認知が高まり、それによって避難意図が高まる
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媒介効果があることなどが明らかとなった。 

ⅱ）地域の中小製造業事業者への事業継続計画策定の支援策として、静岡県における

事例調査から、標準様式等の提供や、インセンティブの付与が普及啓発に一定の効果が

あることを確認された。さらに、策定後の実効性確保作を商工会といった団体がリーデ

ィングすることで中小企業単体では資金面で整備が難しい対策も普及が進むことが確

認された。 

ⅲ）医療福祉施設の事業継続については、入院・入所者への食事提供サービスの事業

継続に焦点をあてた調査を行い、施設で一定程度の備蓄は行われているものの、多く施

設で食事提供は給食サービス会社へに委託されており、南海トラフ地震情報や大規模

な災害時など１週間程度以上のインフラ支障が想定される場合には、業界全体のサプ

ライチェーンとしての取組が必要であることを確認した。災害時に食材卸、給食サービ

ス会社、病院・施設などの業界がどのように連携すべきか、平時より役割分担や対応工

程などの検討がなされていないことがわかった。 

 

(e) 引用文献 

1)宇田川真之,三船恒裕,定池祐季,磯打千雅子,黄欣悦,田中淳, 平常時の津波避難行

動意図の規定要因と規範意識の影響～汎用的なフレームに基づく高知市の調査結果か

ら～,地域安全学会論文集 No.36,2020（登載決定 2020.1.11：印刷中） 

 

(3) 平成 25～平成 31 年度（令和元年度）の成果 

(a) 業務の要約 

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトは、将来発生する南海トラフ巨大地震へ

備える研究を、理学・工学・社会学の連携で実施し、地震・津波のあらゆる被害予測と

その対策、発災後の現実的な復旧・復興対策を検討するとともに、地域研究会を通じて

行政等と連携、成果の社会実装を目指した文科省のプロジェクトである。その成果コン

テンツを集約し発信するサイトを構築し、実社会にて防災計画や災害対応で利活用さ

れる検証を大阪府の災害時要支援者対応にて実施し、効果を確認した。仕組みは防災科

学技術研究所が構築し、データ収集は名古屋大学ほか研究機関、南海トラフ地震発生域

における自動震源決定システム設計は JAMSTEC、住民と社会の構造調査は東京大学が担

当した。 

 

(b) 業務の実施方法 

成果コンテンツを集約し発信するサイト「南海トラフ広域地震災害情報プラットフ

ォーム」を開発するにあたり、７年間の研究で以下の項目内容を実施した。 

 

1)  地域住民の避難行動促進と地域産業の事業継続に関する調査研究 

発生が懸念されている南海トラフ地震の被害軽減にむけ、リスク・コミュニケーショ

ンの観点から、命を守る避難行動を促進するための対策に焦点を当てた一連の研究を

７年間実施した。具体的には、平常時における避難意図を規定する認知心理モデルの構

築を行った。モデルの構築にあたっては、まず既往の避難行動研究、および、避難行動
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に類似する健康予防行動や環境配慮行動分野での社会心理学的な心理モデルを参照し

て抽象的な心理要因として①リスク認知、②有効性、③実行可能性、④コスト、⑤主観

的規範ならびに⑥記述的規範の６つを選定した。そして、これら心理要因を適切に測定

できる標準的な設問文を、地域住民への質的調査などにもとづき作成し、量的調査によ

って検証をした。さらに、構築したモデルを用いた住民調査によって、避難意図の向上

に資する要因を調査検討した。 

地域産業の事業継続に関する調査研究として、地域における事業所の事業継続を

対象とした調査研究を行なった。事業所を対象とした理由は、これまでの住民調査結果

から住民へのリスク・コミュニケーションの有効な経路として職場等が示唆されたこと、

「南海トラフ地震に関連する情報」の事前発表時の地域の事業所の事業継続状況が、周

辺地域住民の事前避難行動の有無等に影響することが確認されているためである。 

具体的は、まず地域の主要産業の事業継続に関する研究調査を静岡県の製造業を対象

に平成 29 年度より実施した。調査方法としては、津波浸水区域内に立地する事業所へ

の量的調査とともに、商工会議所等への聞き取り調査を併用した。また、従業員の出勤

の可否は、学校とともに地域の福祉施設・病院が事業を継続するかどうかに影響されて

しまうことから、福祉施設・病院を対象としたそれぞれの事業継続に関する調査を、令

和元年度に実施した。調査にあたっては、サプライチェーンの観点から施設等における

給食事業の事業継続に着目し、関連業界の事業者への量的調査および聞き取り調査を実

施した。 

 

2) 災害に関する情報の収集とデータベース構築および教育ツールの試作  

名古屋大学では、ハザード評価やリスク評価、及びこれらに予測精度を向上させるた

めの地域特性を考慮したボーリングデータ等の基礎データ、歴史的資料をはじめとす

る減災関連情報の収集・整理・分析を行った。また、これらを減災対策等に有効活用す

るための、web やスマートフォン、VR 環境技術を活用した情報システムツールやアプリ

ケーションを開発した。さらに、名古屋大学減災館や各種イベントにおける社会実装実

験を実施し、本開発システムの効果を検証した。 

ハザード評価やリスク評価については、ボーリングデータ、浅層地盤モデルデータに

加え、本プロジェクト他課題の研究成果等を取集した。歴史的資料については、東海地

域に関連する 1891 年濃尾地震、1944 年昭和東南海地震、1945 年三河地震を対象に、既

往の文献の収集・再整理を行い、被害状況や推定震度分布の再評価等を行うとともに、

ヒアリング等の実地踏査により、地震や関連する慰霊碑や記念碑について調べた。また、

GIS に関する情報収集、及び GIS を用いた災害危険度に関する分析について、特に、

世の中に流通している、またはこれから流通が予想される様々なオープンデータに関

する情報収集を行った。 

なお、防災に関わる人材育成・教育のための調査については、防災教育・啓発に関す

る「ヒト・コト・モノ・バ」の観点から整理するとともに、独自開催のワークショップ

や研究会を通じて自治体や学校において実施されている防災教育の概要整理・課題の

抽出等、あるいは、子供向け減災体験企画を通した防災教育手法の検討を行った。また、

減災館を活用した教育実践にも取り組んだ。 
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3) DONET 震原決定の仕組みを開発 

海洋研究開発機構では、南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトの地域連携減災研

究のうち、防災・災害情報発信研究の一環として、海域に設置された地震・津波観測監

視システム（DONET）の地震や津波の早期検知と情報の即時的発信、また地殻活動や

応力状態把握のための地震の統計情報や地殻変動の情報と併せて総合的に検討するた

めのシステムを開発した。それまで DONET データに WIN システムを用いてイベント

のトリガを行い、オペレータによる手動処理によって詳細な震源決定を行ってきた。し

かし、手動処理による震源決定には時間を要し、地震情報の即時把握は困難である。そ

こで本プロジェクトにおいて、新しい自動震源監視ソフト（ateq）を導入し、このソフ

トの地震検知アルゴリズムに関して海底地震津波観測網 DONET のデータに対する最

適化を行い、震源決定の即時化と高精度化を行った。さらに、P 波、S 波の初動自動読

み取りの改良によって地震の検知能力を向上させ、さらに、海陸の速度構造の違いを考

慮した 2D 速度構造を用いて波線計算をして震源決定精度を向上させた。高精度な自動

震源決定の結果を地震活動評価に役立てるため、得られた震源情報から地震の統計的性

質を計算するための機能を強化した。自動処理によって震源情報がリアルタイムで安定

して得られるようになったため、これを web 上で可視化するシステムを開始した。ま

ず、定期的に震源分布と地震活動度を web に表示した地図上に表示できるようにした。

地震活動度をさらに詳しく確認できるよう、web 上で地震活動度に関するグラフ作成や

震源の検索機能を追加した。このシステムについてグラフ作成機能を強化し、DONET

水圧記録との比較などが出来るよう、機能向上を行った。 

これらの開発により、南海トラフにおける地震活動について DONET1、DONET2 お

よび陸上観測網のデータのリアルタイム震源決定、およびアーカイブデータによる高精

度な震源決定が可能となり、地震活動の把握が容易になった。特にインタラクティブな

web インターフェースによって、地震活動度の時空間分布が詳細に把握できるようにな

ったことにより、地殻活動についての詳細な分析が可能となり、南海トラフにおける震

源監視能力の向上が期待される。 

 

4) 災害情報プラットフォームの開発 

上記の取り組みと、プロジェクト内の他テーマの研究成果情報を集約・発信するサイ

ト「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」を開発した。モデル地区で災害情

報プラットフォームの平常時から災害時まで一括利用の試みを実施し、情報内容と機

能の検証を行った。その結果をふまえて、令和２年３月末に最終版（Ver2.0）を一般公

開した。 

 

(c) 業務の成果 

1)  地域住民の避難行動促進に関する調査研究 

a) 背景 

リスク・コミュニケーションについては、これまでも多くの研究や実践が行われて

きた。その成果として、多くの沿岸住民は津波の基本的特性について知っている。実
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際に、平成 25 年度に実施した調査からも「海の水が必ず大きく引く」および「必ず

大きな揺れがある」という誤った津波イメージが依然として認められたが、その他の

たとえば津波は繰り返し来襲する、川を遡上する、防潮堤等の効果は限定的であるこ

となど多くの知識を正しく理解していた。それにもかかわらず、避難率は十分とは言

えない。同じ平成 25 年度調査からは、避難を開始するきっかけに個人差ならびに地

域差が存在することが明らかとなった。図３－５－（３）－１に示したように、強い

揺れを感じたら「必ず避難する」し、大津波警報を聞いても「必ず避難する」層が

35.0％存在する。この層は、理想的避難層となる。これに対して、揺れでは「多分避

難する」あるいは「多分避難しない」、「避難しない」と避難意向は下がるものの大津

波警報を聞けば「必ず避難する」層が 31.6％いる。警報避難型と言えよう。 

他方、図中の中央に位置する、揺れでも警報でも「多分避難する」と「多分避難し

ない」という迷いが見られる躊躇層が、29.2％存在する。いずれにせよ避難しないと

した人は１％にとどまる。 

揺れで避難を意図する理想的避難層の比率を 35％から高めて行くために、残りの

層にそれぞれ、何を伝えるべきか明らかにする必要があるが、働きかけ方はそれぞれ

の層によって異なる可能性がある。この目的を達成するために、それぞれの避難意図

を規定する心理構造の解明と、避難意図の向上に寄与する要因の探索を行った。 

 

 

図３－５－（３）－１ リスク認知の媒介効果 

 

b) 避難意図を規定する構造の解明 

津波避難行動の促進に資する要因を定量的に評価するため、まず、その前提となる

避難行動の意図を規定する構造の定量モデルを構築した。最終的な目標は、実際の津

波襲来時の避難行動（図３－５－（３）－２中の⑥）を起こす住民の比率を高めるた

めのリスク・コミュニケーションに資する知見を生みだすことであるが、避難行動自

体は平時には測定ができない。そこで、平時に測定可能で、避難行動に寄与すると仮

定した避難意図(図中⑤)を高めることを目指し、平時の避難意図の規定する構造を

実証的に解明することを研究目標とした。 

必ず避難 避難しない

必ず避難 35.0 3.0 0.3 0.0

0.0

0.0

避難しない 0.3 0.0 1.0

多分避難する／
多分避難しない

多分避難する／
多分避難しない

警報を聞いたら

揺
れ
を
感
じ
た
ら

31.6

29.2
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平時の避難意図に対して、図３－５－（３）－２中の①で示したより一般的な防災

全般に対する態度ならびに態度の行動的な側面の指標である防災準備行動、②で示

した個人属性、④で示した実行可能性や効果性評価等の規定因が直接的に影響して

いることを仮定している。また、③で示した地域課題や世帯毎の課題の認知は、実行

可能性や規範等の避難意図の規定因（④）に影響しているものと仮定している。 

多くの地域に共通して適用できる構造の構築を目指し、まず平成 25 年度には、地

域特性の異なる複数の地域を調査対象に選定した。具体的には、地域類型の指標とし

て昼夜間人口比と社会増減率を用いて、地域特性の異なる静岡県沼津市と焼津市、高

知県土佐市と南国市とを対象地として抽出した。そして、上記で仮定した心理要因を

測定できるよう設問文を作成し、量的調査を実施した。その結果、避難意図には、津

波へのリスク認知、避難することが津波対応行動として有効との認知、避難すべきと

いう規範意識が寄与しているなど、概ね作業仮説や先行研究と整合的な傾向が得ら

れた。しかし、仮定した６つの心理要因に関する因子分析の結果は、対象地域によっ

て異なるなど、安定しなかった。 

 

図３－５－（３）－２ 調査票の設計 

 

そこで、平成 26 年度には、地域環境を限定して尺度構成の完成度をあげることと

した。精密かつ深く地域住民の津波避難意識を明らかとするために、質的研究として

半構造化された質問紙に基づいた面接調査を静岡県焼津市および高知県南国市の津

波浸水の想定される地域の自主防災会を対象に実施した。 

両市とも「揺れたらすぐ避難」という地域的な規範はあった。ただし、近年では津

波被害を受けていない焼津市と比べて、南国市では昭和南海地震で津波被害を受け

ているものの被害が少なかったことから、高齢者に「揺れたらすぐ避難」という心構

えを持っている人が少ないという指摘があった。リスク認知に関連する津波のイメ

ージについても、南国市では「津波は来ても、それほど大きな津波は来ないというイ

メージ」を持つ地域の存在が指摘されていた。すなわち、被災経験そのものは、避難

意図を促進する場合もあれば、抑制する場合もあり、被災経験がどのような心理要因

に媒介され避難意図に寄与するか測定する必要性が確認された。 
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そして調査結果にもとづき、規範意識を主観的規範と記述的規範に再整理すると

ともに、各因子を測定する設問文の改善を行った。そして、平時の避難意図の規定す

る心理要因として「実行可能性」、「効果性評価」、「主観的規範」、「記述的規範」、「リ

スク認知」ならびに「コスト認知」の６因子を仮定し、各因子を測定する３項目５尺

度の設問文からなる質問紙を作成した。以後の調査では、当該質問紙を用いた複数の

地域での調査を繰り返し、モデルの妥当性と安定性を検証した。 

平成 27 年度には、高知県南国市内の比較的狭く地域環境の類似した地区を対象に

量的調査を実施した。その結果、おおむね当初の予測通りの因子構造が抽出された。

さらに、平成 28 年度には、沼津市内の自然環境の異なる複数地区を対象に量的調査

した。最終的に平成 30 年度には、これまでの調査から避難意図に対して規範意識の

寄与が大きかったことから、規範意識に影響すると仮定した居住歴の長さの異なる

住民の混在する高知市の地区を対象に実施した。その結果、表３－５－（３）－１に

示すように安定した因子構造が抽出された。一連の調査研究によって、汎用的な平時

の津波避難意図に関わる６要因モデルの構築を達成できた。 

 

表３－５－（３）－１ 避難意図構造モデルにもとづく因子分析結果 

 

 

c) 避難意図の向上に寄与する要因の探索 

前項で得られた避難意図構造モデルを用いて、避難意図の向上に寄与する要因の

探索を行った。前項の量的調査結果に基づき、因子得点を説明変数として、平常時の

避難意図を目的変数とした重回帰分析を行った。平成 27 年度の南国市での調査から

は、規範、実行可能性並びにリスク認知が避難意図に対して有意であり、平成 28 年

度の沼津市調査では、主観的規範、記述的規範、リスク認知が、平成 30 年の高知市

調査では主観的規範とリスク認知が有意であった。以上の結果から、複数地域に共通

して、リスク認知と規範意識が有意な傾向があることが明らかとなった。 

その一方で、地域によって有意な要因は異なり、また前項における因子構造にも違

いが見られた。こうした結果は、津波避難に関する地域環境の差異、例えば避難場所

までの距離などから解釈できる可能性があった。すなわち、本研究で構築した汎用的

な避難意図モデルにもとづく調査票は、地域間比較研究にも有用といえる。その調査

結果は、地域特性を考慮したリスク・コミュニケーションの内容を検討する基礎デー

実行可能性 記述的規範 主観的規範 リスク コスト 効果評価

Q7_14 0.77115 -0.12248 0.03105 0.17692 0.08543 0.03513 Ｎ．地震の後に、すぐに家から逃げ出しても、無事に避難できる自信がない

Q7_7 0.71237 -0.00404 0.02365 -0.02811 0.13057 -0.01269 Ｇ．地震のとき、急いで家から逃げても、途中で津波に巻き込まれてしまうと思う

Q7_1 -0.73317 -0.04826 0.10202 0.04971 0.0514 0.07152 Ａ．地震が起きた後、すぐに家から逃げ出せば、避難場所まで無事にたどり着くことができると思う

Q7_13 0.05698 0.79193 -0.0007 0.13563 0.06641 0.01969 Ｍ．強く⾧い揺れを感じたら、周りの人は、すぐに避難すると思う

Q7_9 -0.06942 0.53704 0.09899 0.04942 0.06258 0.08758 Ｉ．津波警報が出たら、地域の人の中で避難する人は多いと思う

Q7_15 0.08217 -0.77283 0.05715 0.06224 0.07994 0.08317 Ｏ．大きな地震があっても、周りでは、すぐに逃げる人は少ないと思う

Q7_6 0.05276 0.18684 0.8248 -0.03355 0.03575 -0.03489 Ｆ．地震が起きたら、周りの人も私が避難することを望んでいると思う

Q7_2 -0.11249 0.0433 0.79943 0.00605 0.07579 -0.03703 Ｂ．周りの人は私に対して「大きな地震のときはあなたも避難したほうがいい」と思っている

Q7_11 -0.02055 0.14756 -0.57542 -0.04064 0.13128 -0.03205 Ｋ．大きな揺れの後に自分が避難しないでいても、周りからとがめられることはないと思う

Q7_12 -0.13084 -0.00215 -0.0419 0.89998 0.12138 -0.15499 Ｌ．自宅の建物は、津波に対して危険だと思う

Q7_18 -0.12263 -0.27823 0.11602 -0.33588 0.15322 -0.04604 Ｒ．自宅まで、たいした津波は来ないと思う

Q7_5 -0.12028 0.00491 -0.20988 -0.58036 0.14622 -0.14047 Ｅ．津波がきたとき、自宅に残っていても、たいした危険にはあわずにすむと思う

Q7_3 -0.00895 -0.06615 -0.04378 -0.09829 0.84634 0.03297 Ｃ．避難をすると、支障がでてしまう大事なことがあると思う

Q7_8 0.13605 0.08008 -0.03876 0.02913 0.59925 0.00538 Ｈ．避難をすると、大切なものを失ってしまうかもしれないと思う

Q7_16 -0.02418 -0.0014 -0.04129 -0.00288 -0.20024 0.07038 Ｐ．家を離れて避難をしても、失うものやできなくなって困ることはない

Q7_17 -0.0435 0.12966 -0.00553 -0.05687 0.04235 0.76732 Ｑ．避難場所は津波に対して安全だと思う

Q7_4 -0.38756 -0.03206 -0.05762 0.162 0.03028 0.40069 Ｄ．避難場所までたどりつければ命が助かると思う

Q7_10 0.00345 0.11706 -0.01152 0.03061 0.07532 -0.62234 Ｊ．いまの避難場所では、津波に対して十分ではないと思う
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タとなる可能性が示された。 

そして、避難意図を向上させるためには、避難意図の向上に有意な結果の得られた

記述的規範、リスク認知などの心理因子が向上するように働きかけることが効果的

と判断される。これらの心理因子を高低させる具体的な要因を特定することで、地域

における防災施策の方向性や、地域住民とのリスク・コミュニケーションで焦点をあ

てるべき事項を明らかにすることができると期待される。例として平成 28 年度に実

施した沼津市での調査結果において、６つの心理因子に有意な影響を及ぼしていた、

具体的な要因を下表３－５－（３）－２にまとめた。 

 

表３－５－（３）－２ 心理因子に影響する具体的な要因 

心理要因 有意な具体的な要因 

効果性評価 避難場所の高さ 

実行可能性 避難場所までの距離、自分の体力 

コスト 同行避難の困難なペット、携帯の困難な家財 

リスク認知 津波浸水深さ、（大地震の発生確率の認知は有意ではない） 

記述的規範 防災活動の活性度 

主観的規範 なし 

 

2)  地域産業の事業継続に関する調査研究 

a) 地域の主要産業（製造業）の事業継続に関する調査 

平成 29 年度においては、静岡県焼津市ならびに高知県全県を対象に事前産業復興

対策の実施状況について聞き取り調査を行った。両県では中小企業向けに事業継続

計画策定の推進策をとっている。高知県では、今後益々加速が想定されている人口減

少と市場の縮小化に鑑み、「高知県産業振興計画」を策定し、業種を「クラスター」

単位で設定。クラスターごとに推進テーマを掲げ、行政が企業同士や地域との有機的

なつなぎ役を担っている。静岡県でも、同様に業種毎に事業継続計画の策定のひな型

を示し、推進を図っている。しかし、いずれも規模が小さくなると災害時の前に目の

前の経営環境への対応に関心が向くことからインセンティブの導入等の環境整備の

必要性を指摘していた。 

また、平成 30 年度は静岡県静岡市及び浜松市の沿岸に立地する製造業に対する量

的調査を行った。地域 BCP の分析に向けての予備的検討において、大手企業本社への

事業継続に関するヒアリング調査では、各社とも業務の優先順位を明示しており、人

命保護を最優先に置く企業が多かった。そして、事業所における事業中断の判断基準

について計画策定時や全社的観点から本社から示すこともあるが、基本的には事業

所で判断する企業が多かった。そのため「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」

への対応としても、各事業所においては立地市町村から避難勧告等の指示が発令さ

れた際には、事業は中断されるとの考えであった。 

静岡県における製造業への量的調査結果（表３－５－（３）－３）では、「南海ト

ラフ地震に関連する情報（臨時）」について聞いたことがある事業所は 9 割に及んで
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おり、約６割の事業所が今後に検討する意向であることを確認した。計画策定を考え

るうえで、自治体の避難勧告を重視しており、津波避難困難地域では事業中断もあり

える。住民と企業とで異なる対応を求めることは現実的には難しく、避難勧告等のエ

リアが拡大すると企業活動が縮小することも予想される。事業継続の判断は、事業所

の現場判断とする傾向もみられ、地域での検討が求められる。 

 

表３－５－（３）－３ 静岡県における製造業への量的調査結果の概要 

「南海トラフ地震に関連する情報（臨時）」：高い関心 

 86.8％の事業所がテレビや新聞などで見聞きしたことがある。  

 加えて、気象庁の HP などで詳しく調べたり、業界などで話題となったとし

た事業所も 7 社に 1 社程度  

対応の検討意向：約６割の事業所が今後に検討する意向 

 情報発表時の対応計画をすでに立てている事業所は、13.2％。  

 今後は検討したいという事業所が 60.5％。  

判断材料：避難勧告等の発令状況が最多 

 80.3％が、自治体による避難勧告等の発令の有無を大変重要としている。  

 ついで従業員の出社に係わる公共輸送機関の状況（72.4％）を重視しており、

原材料等の調達元の状況や物流の状況、製品の納入先の状況を上回っている。 

情報発表時の対策：業務の中断や縮小も 

 事業所の業務の中断も 46.1％が「可能性が高い」と回答。  

 従業員の勤務形態の変更（48.7％）や事業所の業務の縮小（40.8％）を予想す

る事業者も少なくない。 

在庫：1 週間の避難を考えると 75％が在庫を使い果たすことになる 

 8 日以上ある事業所が 25％  

 1 日から 3 日分程度（34.2％）と在庫なし（21.1％）が合計 55％。  

 

b) 医療・福祉施設の事業継続に関する調査 

前項の調査の結果、従業員の出勤の可否に影響する、地域の福祉施設・病院の事業

継続に関する調査を、令和元年度に行った。サプライチェーンの観点から、医療機関

や福祉施設の事業継続に関わる事業者団体への聞き取り調査と、特に食事サービス

の提供に焦点をあて給食サービス事業者および食材卸事業者への量的調査を行った。

全般に関連商品の在庫量はメーカーに偏り、流通在庫は少ない傾向がみられた。量的

調査結果でも、食材卸業では全体の４分の３が４日分以上の備蓄をしているものの、

給食サービス業では「在庫はない」あるいは「１日未満」という事業者が半数近くに

達した。福祉施設への聞き取り調査では施設で備蓄をしているものの、量は５日間程

度以内の施設が多く、大規模災害時に食事供与を１週間継続することは困難と考え

られる。 
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2) 災害に関する情報の収集とデータベース構築および教育ツールの試作 

名古屋大学では、ハザード評価やリスク評価、及びこれらに予測精度を向上させるた

めの地域特性を考慮した基礎データを収集・整理した。地盤調査用に掘られたボーリン

グデータについては、愛知県、三重県、静岡県を対象として、主に公的機関やライフラ

イン企業が有する紙データやｐｄｆデータを収集するとともに、ＸＭＬ化を進めた。さ

らに、地盤モデル表示システムを開発・改良し、これらのデータの可視化を行った（図

３－５－（３）－３参照）。旧版地図などの様々な地図や災害を記した文献などの資料

については、国勢調査の結果や土地利用などの情報と重ねることにより、集落の変遷か

ら災害危険度の増加等を明らかにした。歴史地震に関しては、1944 年昭和東南海地震、

及び 1945 年三河地震における被害状況を再度精査して、推定震度分布 1)、2)を作成した

（図３－５－（３）－４参照）。さらに、愛知県に数多く残されている軍需工場と関連

する地震の慰霊碑や記念碑の調査・収集（写真３－５－（３）－１参照）するとともに、

これら通して、昭和東南海地震による愛知県内の死者数の 71%を占める半田市 3)と名古

屋市において、その大きな原因となった軍需工場での被害の実例を概観した。関谷清景

博士の生誕の地の碑の調査を中心に濃尾地震に関するもの例えば 4)、5)について、大垣市内

を調査し、その結果を取りまとめた（写真３－５－（３）－２、３参照）。さらに、地

域版災害教訓アーカイブ（プロトタイプ）システムを構築し、基礎自治体と連携して収

集してきたデータ（約 3,000 枚の写真等）を、スキャン・デジタル化し、災害種別、災

害日時、災害名称によって分類整理を行うとともに、GIS 上での見える化を実現した。

加えて、濃尾地震の証言を新たにデータベース化し、災害教訓として閲覧できるように

した（図３－５－（３）－５参照）。 

他課題における研究成果の利活用のためのシステム開発としては、データベース化

された南海トラフの地震に対する推定地震波を用いて、地震が起こった際、任意の場所、

任意の建物で再現できるスマートフォンアプリケーション（アプリ）を SIP と連携して

開発 6)した（図３－５－（３）－６参照）。これは、「将来見舞われるかもしれない揺れ」

を疑似体験することにより、揺れの大きさや危険性を実感できることを目的としてい

る。さらには、最新のバーチャル映像技術（HMD、VR 等）を組み合わせた没入感のある

地震応答体感環境（写真３－５－（３）－４参照）をパッケージ化 7)し、多様な環境に

おけるシステムの社会実装も試みた（写真３－５－（３）－５、図３－５－（３）－７

参照）。さらに、一つの建物内の任意の室内で想定される揺れを、３D で複数人が同時

に体験できるツールへと機能拡張した（図３－５－（３）－８参照）。 
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図３－５－（３）－３ 表層地盤データ表示システム（例） 

 

  

図３－５－（３）－４ 市区町村別の被害から評価した震度分布 

 

 
写真３－５－（３）－１ 雁宿公園にある「追憶の碑」(昭和 26 年建立） 
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写真３－５－（３）－２          写真３－５－⑤－３ 

観音寺の震災横死者供養塔         観音寺の震災記念碑 

 

図３－５－（３）－５ アーカイブデータの可視化例 

 

    
  図３－５－（３）－６ 室内挙動の様子（例） 
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図３－５－（３）－７ アプリ利用による効果の評価例（各値はグループの平均点） 

※回答項目は４（そう思う）～１（そう思わない）の４段階 

 

  

写真３－５－（３）－４没入型の地震  写真３－５－（３）－５ 科学イベントの展示 

応答体感システム外観 

 

   

 図３－５－（３）－８ 対象建物（左）と室内挙動を体験したい場所の選択画面（右） 

 

3) 南海トラフにおける地震活動の監視と可視化 

a) 業務の要約  

これまで海域における地震活動モニタと震源決定は、その多くを人手に頼っており即時

性と精度について課題があった。本プロジェクトによる DONET データを用いた一連の開

発によって高精度な震源情報が自動処理によって即時に得られるようになった。さらに、

地震活動のリアルタイムモニタ、地震の統計的性質による地殻の応力状態の把握、インタ
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ラクティブな web インターフェースによる地震活動の効率的な把握、そしてグラフ表示に

よる分析が可能となった。これらの情報をプラットフォーム上で展開することによって、

南海トラフにおける地震活動を監視し、今後の長期予測につながり得る重要な情報を発信

可能とした。 

 

b)業務の実施方法 

1 全体の構成 

 本システムでは、海洋研究開発機構（JAMSTEC）横浜研究所に設置された、DONET デ

ータを受信、監視する横浜バックアップサイト（横浜 BS）から配信される DONET デー

タおよび、防災科学技術研究所が運用する EarthLAN により配信される陸上地震観測網の

データを受信し、新たに開発・導入した震源決定ソフト（ateq）によって地震活動を監視

する。地震活動の監視はリアルタイムで処理され、さらに、データは一旦ストレージに保

存、アーカイブされて一日毎にまとめて処理するプロセスに分けられる。リアルタイム処

理では即時的に地震活動が把握できる。一方で、アーカイブデータの処理の方が、震源決

定精度が良い。震源決定処理の開発について 2 自動震源決定処理システムにまとめた。得

られた震源カタログから、地震の震源解や統計的性質を調べることで、地殻内の応力状態

を把握することが可能である。これらの解析を行うプログラムの導入を行った（3 地震の

統計的性質の抽出）。さらに震源分布を可視化し、地震活動度について容易に把握できるよ

う、web による可視化システムの開発を行った（4 震源情報可視化システム）。可視化シス

テムについて、リアルタイムおよびアーカイブデータの処理に対してそれぞれ作成した。

これらの一連のシステムにより、南海トラフにおける地震活動度をリアルタイムかつ高精

度で把握するためのシステムが構築された。 

 

2 自動震源決定処理システム 

2.1 自動震源決定処理システム「ateq」の導入 

DONET データによる地震の検出と震源決定には、これまで日本の地震研究機関で標準

的に用いられてきた「WIN システム」を用いてイベントのトリガを行い、自動処理による

地震の検出と震源決定、そしてオペレータによる手動処理によって詳細な震源決定を行っ

てきた。しかしオペレータによる処理では必然的に震源決定までに数日の遅れが生じる。

また、規模の大きい地震が起きて余震が多発した場合、また群発地震が起きるなどして地

震活動レベルが上昇すると、オペレータによる処理には限界が生じ、震源カタログの作成

までに数か月程度の遅延の原因となる。また、オペレータによる読み取りでは、作業者に

よって初動の読み取り位置に個人差が生じる可能性がある。したがって、高精度な自動処

理システムを用いた長期間の定常モニタの導入が必要である。 

DONET データによる紀伊半島沖の熊野灘下および南海トラフ近傍の地震モニタリング

精度向上のため、自動震源決定ソフトウエア「ateq」を導入した。この手法はこれまで様々

な工夫が施され、我々が用いていた既存の手法よりも遥かに高い地震の検出率を示してい

る。一方、ateq システムはこれまで主に陸上での観測データに適用され、精度向上のため

の数々の工夫が施されてきた。しかし、海底での地震観測データはノイズの性質や P 波、

S 波初動の現れ方の特徴が陸上観測と異なる場合がある。したがって当初はこれまで陸上
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観測データに適用されてきた現行のバージョンを導入し、WIN システムによる現行

DONET 自動震源決定及びオペレータによる手動読み取りの結果と比較を行った（図３－

５－（３）－９、10）。既存の ateq システムによる自動震源決定は、WIN システムよりは

精度が向上したものの、まだオペレータによる手動震源決定には及ばない。したがって次

節において、海域データに最適化した ateq の導入を行った。 

 

2.2 自動震源決定処理システム「ateq」の改良による震源決定精度向上 

2.1 節で導入した自動震源決定システムの機能向上を行った。特に、海域データにおけ

る地震検出精度向上のため、以下の点について改良を行った。 

1. P 波 S 波識別フィルターの開発による、S 波読み取りの高精度化 

2. 理論的エンベロープ波形と観測波形の比較による、間違った処理結果の除去 

3. 2 次元レイトレースによる、海と陸との構造を用いた走時計算方法の導入 

 

2.2.1 P 波 S 波識別フィルターの開発による、S 波読み取りの高精度化 

地震計記録から地震動の初動を検出し、震源決定を行うシステムにおいて、一般に初動の

検出は地震動振幅の急激な増加によって行う。P 波の検出は比較的容易であるが、S 波の

検出は P 波コーダの影響を考慮しなければいけない。また、P 波の振幅が小さい場合、S

波を間違って P 波と誤認する可能性がある。P 波と S 波を正しく識別することは震源決定

において重要である。一般に P 波、S 波はそれぞれ上下および水平動において卓越する。

しかし、P 波コーダにも時に水平動が卓越することがあり、上下水平の振幅比だけでは、

S 波を誤検知する場合がある。一方、S 波は P 波と比べて卓越周期が長くなることが知ら

れている。この卓越周期を同時にモニタすることで、S 波の検知精度を向上できると考え

られる。地震波継続中における卓越周期のモニタは、簡易的に速度波形と加速度波形の振

図３－５－（３）－９ ateq システム

による震源分布 

図３－５－（３）－10 DONET 手動

処理による震源分布 
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幅比を取ることで行うことが出来る。しかし、P 波コーダの中にもやはり一時的に卓越周

期が変化するため、卓越周期単独ではやはり S 波読み取りの精度を向上することは難しい。 

ここでは、以下の式を用いて水平上下動の振幅比と、卓越周期の変化を組み合わせてモ

ニタすることにより、S 波の読み取りの高精度化を行った。 

 

F(t) = {2Z(t) − NS(t) − EW(t)} − c{V(t) − rA(t)}       (1) 

 

ここで、Z(t)、NS(t)、EW(t)はそれぞれ地震動波形の上下、南北、東西各成分の絶対値の

移動平均、V(t)は三成分速度波形の絶対値の移動平均、A(t)は三成分加速度波形の絶対値の

移動平均である。また、r は P 波コーダ部分の V(t)と A(t)の平均値との比、すなわち r=V/A、

であり、P 波の卓越周期を表す。c は H/V 振幅変化と周波数変化から S 波を検出するため

の重みで、経験的に 0.3 とした。(1)式の右辺の二つの項はどちらも、S 波の到着によって

値が負になると期待される。どちらか一方が一時的に負になる場合と比べ、二つの指標を

組み合わせることで S 波の到着による変化が顕著となり、誤検知しにくい指標となる。新

システムでは(1)式の F(t)の符号が負になる時刻を基に、S 波を検出する。 

 

2.2.2 理論的エンベロープ波形と観測波形の比較による、間違った処理結果の除去 

ノイズの混入や、変換波等による顕著な位相を間違って P 波もしくは S 波と認識してし

まう事がある。このような誤検知による震源決定結果を取り除くための処理を導入した。 

実際の波形の振幅は P 波、S 波の理論的な到着時刻周辺で大きくなるはずであるが、ノ

イズによる誤認識等によって震源が大きくずれた場合、P 波、S 波の理論的な到着時刻と

は異なる時刻で振幅が大きくなる。従って理論的なエンベロープ波形を計算し、観測波形

のそれと比較することで、間違った処理結果を除去するようにした。 

 

2.2.3 2 次元レイトレースによる、海と陸との構造を用いた走時計算方法の導入 

DONET データと陸上における観測データを統合してプレート収束域における地震活動

をモニタする場合、海陸の構造の変化を考慮した地震波速度構造による震源決定が必要で

ある。一方、プレート収束帯における正確な三次元速度構造を用いた震源決定計算は計算

機への負荷が大きく、特にリアルタイム処理には適さない。しかしながら、一次元の水平

成層構造を仮定した震源決定では正確な震源分布を得ることは難しい。ここでは、海陸そ

れぞれの一次元構造から、プレートの沈み込みを反映した二次元速度構造を作成し、震源

決定に用いるための開発を行った（図３－５－（３）－11）。海域と陸域の速度構造は全

く異なる一方で、複雑な三次元速度構造は即時性に劣る。そのため、海陸の境界を設定し

（Hc）、即時性を維持しつつ、海陸の構造の違いも反映させる仕組みを組み込んだ。ま

た、海陸の境界はいくつかのセグメントに分けることで、実際のプレート形状を近似する

モデルとした（図３－５－（３）－12）。
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2.2.4 改良した後の震源決定結果 

上記の改良を施した震源決定結果図３－５－（３）－13 および図３－５－（３）－14 に

示す（2015 年２月１日から 14 日までの２週間の自動処理結果）。図３－５－（３）－13

では、DONET データに対し上記１、２の改良を行ったシステムによる震源決定結果を、

海の構造 

陸の構造 

海域の震源 
陸域の震源 

プレート 

 

Ｈｃ 

Ｈｃ 

ＯＢＳ 陸の観測点 

波線 
波線 

図３－５－（３）－11 二次元モデルにおける波線計算の概念図 

Plate depth=40km 

Plate depth=0km 

図３－５－（３）－12 海と陸との構造モデルに採用した深さ０ｋｍと４０ｋｍ

のプレートの等深線。気象庁による深さ３５ｋｍ－４０ｋｍの地震がプロットさ

れている  



312 

 

図３－５－（３）－14 には海陸データを統合した、2,2,3 項の改良を行ったシステムによ

る震源決定結果を示す。海陸データを統合した場合は、陸域においても多数の震源が求ま

っている。両者の震源決定について精査し、さらに改良を加えることで、より震源決定の

精度を向上していく事ができると期待される。 

 

3 地震の統計的性質の抽出 

P 波初動極性データから地震のメカニズムを推定し、これを用いたインバージョンによ

って応力場を推定するためのシステムの開発、地震発生率から直接地震活動度の時間変化

を検出する方法、z 値による地震発生率の時間変化の検出法、地震の規模別頻度分布を表

すパラメータである、グーテンベルグ・リヒター式の b 値の推定法とその時間変化の検出

法、そしてこれらによって検出された時間変化の有意性を評価するシステムの開発を行っ

た。 

 

3.1 応力テンソルインバージョン 

地震は地殻内の応力によって発生するため、地震発生場の状態モニタにおいて応力場を推定、

モニタすることは重要である。地震の発震機構解を用いて応力場推定（応力テンソルインバージ

ョン）を行うためのシステムの開発を行った。 

 

3.1.1 P 波極性の読み取り手法の改良 

応力テンソルの推定では、P 波極性データをできるだけ多く、かつ正確に読み取る必要

がある。そこで、ここでは、これまでに開発してきた自動震源決定システムに対し、P 波

初動極性データの自動読み取り手法を高度化するための開発と機能向上を行った。ここで

は、これまでに用いてきた２Hz 高周波帯域通過フィルターによる波形の他に、AR モデル

図３－５－（３）－13 新しいシステ

ムを用いた DONET データによる自

動震源決定結果 

図３－５－（３）－14 DONET お

よび陸上のデータを統合して自動

震源決定を行った結果。 
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によるノイズ成分を除去するフィルターを用いる手法の開発を行った。さらに読み取りに

おける判定条件を検討し、誤った極性の読み取りデータを最小限にするためのアルゴリズ

ムを開発した。 

 

3.1.2 応力テンソルインバージョン法 

ここでは、解析対象領域で応力場が均質であると仮定し、その領域内で発生する地震の発震機

構解が異なるのは、地震が弱面に沿って発生するからであるとの解釈に基づき行う。断層運動の

滑り方向は、断層面に加わる剪断応力が最大となる方向であると仮定し、多数の極性データから、

最大（σ1）、最少（σ3）、中間（σ2）主応力の方向を指定する３個の未知数と、応力の比（r =（σ1-

σ2）/（σ1-σ3））を求める。断層運動の方向は、断層面に加わる剪断応力が最大となる方向である

との仮定から、応力場が決定されると、地震の発震機構解の決定は、断層面の向きを決定する問

題となる。応力場が決定されない場合の発震機構解の未知パラメータの数は３個であるが、応力

場が決定されると、発震機構解の未知パラメータは 2 個になる。この手法によって応力テンソル

を推定する。 

応力テンソルインバージョン法の実効性を確認するために、シミュレーションデータによるテ

ストを行った。先ず、1）応力場を適当に仮定し、2）この応力場と矛盾しない極性データを持つ

地震を発生させ、3）インバージョンを実行する。与えた応力場と、インバージョン結果とを比較

した。図３－５－（３）－15 に、この場合の最大主応力軸の推定結果を示す。図が示すように、

与えた応力場と計算結果とは、完全に一致している。図は省略するが、最小主応力軸、中

間主応力軸の結果も同様である。 

 

図３－５－（３）－15 テストデータを用いた最大主応力方向のインバージョン

結果。グリッド横の数字は極性データが矛盾する観測点の数を示す。与えた主応

力軸とインバージョンで得られた計算結果は完全に一致しており、極性データの

矛盾する観測点は 1025 個中に、１個も含まれていない 
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図３－５－（３）－16に、テストデータを用いた場合に得られた発震機構解と、得られた

断層面を示す。太い実線は断層面、細い実線は補助面を表している。スコアが同じ解が存

在する場合には、複数個の解が表示されている。図は断層面と補助面を区別できる場合も

あるが、できない場合もあることを示している。  

 
 

3.2 地震の統計情報の推定と時間的変化の有意性の推定 

地震の活動度（発生率）やサイズ分布といった統計的な情報は、応力場とともに地震発

生場の状態をモニタする上で重要である。これらの情報の推定とともに、得られた時間変

化について、統計的に有意であるかの検証が大切である。ここでは地震発生率から直接時

間変化を検出する方法、z 値による地震発生率の時間変化の検出法、地震のサイズ分布を

表すパラメータである、グーテンベルグ・リヒター式（地震規模頻度分布の関係式）の b

図３－５－（３）－16 テストデータを用いた場合に得られた断層面（太い実線）と、

補助面（細い実線） 
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値の時間変化の検出法、そしてこれらによって検出された時間変化の有意性を評価するシ

ステムの開発を行った。 

地震発生率の変化点の検出は Cusum（cumulative sum control chart 累積和管理図）

法（E.S. Page によって開発された時系列解析の手法）によった。これは、期待値と観測値

の偏差が０の周辺にとどまっていれば期間中に地震発生率は変化しなかったと見なせる。

偏差のグラフで右上がりの傾向が認められれば，地震活動がその期間中は平均より活発で

あり、逆に右下がりの場合には、平均より静かであったといえる。検出した変化の有意性

の判定は、解析対象とする期間を前半と後半の二つに分け、地震発生がポアソン過程に従

うとし、両者で活動度に変化がなかった場合の情報量規準 AIC1 と変化があった場合の情

報量規準 AIC2 の差△AIC を計算、△AIC の値が１（程度の値）より大きい場合を目安と

している。期間を分ける日時を変化させることで、地震活動度に変化が生じた時期を推定

する。 

また、地震発生率の変化を調べる別の方法として、z 値による方法が提案されている (例

えば Habermann, 1981; Habermann, 1982; Haberman, 1987). z 値は次の式で定義され

る． 

 

ここに，1, 2 と 1, 2  は期間 T1, T2 における地震発生率と標準偏差である．全期

間を通して地震発生率に変化がない場合には，十分大きい標本では, z 値は平均０で標準偏

差 1 の標準正規分布に従う．z が±2.575 (99%) を越えると有意な変化があったと見る． 

グーテンベルグ・リヒター式の b 値の時間変化の有意性について、地震発生率の変化の

場合と同様に情報量基準 AIC の変化によって評価する。また、平均地震規模の変化につい

て、cusum 法で評価する。 

上に示した地震活動度およびサイズ分布に関する各指標と△AIC （DAIC）について、

対象とする期間と領域に関する計算値のプロットを例に示す（図３－５－（３）－17）。  
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4 震源情報可視化システム 

地震活動の空間分布や時間変化について地図上やグラフ上にプロットし、視覚化すること

で、現在の地殻活動の状態やその時間変化を把握することが出来、また情報発信に活用す

ることが出来る。地震の震源情報について可視化し、一般利用を目指して構築を進めてい

るプラットフォーム上で即時的に展開、情報発信するために、web を利用した情報発信シ

ステムを構築した。本システムは海洋研究開発機構で運用されている仮想サーバ上に構築

され、DMZ に移行することで外部からの閲覧も可能である。  

4.1 地震発生情報の可視化 

本システムではアーカイブデータおよびリアルタイムデータによる自動震源およびオ

ペレータの手動験測データを利用した高精度震源情報を web 上で可視化する。分かりやす

く、かつ地震活動監視に必要な情報を取り出すことが出来るようにするため、次のような

構成とした。 

本システムによる web サイトを開くと、まず最近（過去二週間）の地震を地図上にプ

ロットした画面となる（図３－５－（３）－18）。表示範囲はインタラクティブにマウス

で拡大縮小が出来、注目したい場所の活動を詳しく見ることが出来る。背景地図は地理院

地図の「色別標高図」を基本とした。これは標高だけでなく海底地形が分かるため、南海

トラフにおける地震活動度の把握に適切である。背景地図を任意の地図画像に変更する事

図３－５－（３）－17 緑の四角の範囲における地震の統計情報の可視化。左のパネ

ルに震源の分布、右のパネルには一番上に地震活動の時間変化を示し、その下に地

震発生率（地震の累積頻度；実線と Cusum；点線）、地震発生率に関する DAIC、z 値、

b 値（指定した日付より前；実線、および後；点線）、b 値に関する DAIC、平均地震

規模の変化に対する Cusum を示す 
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も可能とした。地図上には震源が深さ別で色分けされて表示される。震源にはそれぞれ誤

差の範囲を示す棒が表示される（ほとんどの場合は震源を表す印のサイズより誤差の範囲

が狭いため、棒は見えない）。表示する震源カタログは、アーカイブデータおよびリアル

タイムデータによる自動震源、そしてオペレータによる高精度震源情報から選択すること

が出来る。絞り込み検索により、震源情報を表示する期間、マグニチュード、深さの範囲

も指定可能である。 

 

 

4.2 任意のグラフ作成による詳しい地震活動の可視化 

さらに詳しく地震活動を把握するため、表示されている地震の震源カタログから様々

なタイプのグラフを作成することが出来る（図３－５－（３）－19）。ここでグラフは横

軸、縦軸をリストから任意に指定できる仕様とした。これによってユーザが好みの情報を

可視化でき、独自の視点に基づいて震源情報を可視化、比較、分析が可能となる。それぞ

れの軸には「日時」、［緯度］、「経度」、［深さ］、「マグニチュード」、「累積個数」、および

「サイズ分布」が指定可能である。 

東西方向に対する震源の深さ分布をプロットした場合を図３－５－（３）－20 に示

す。縦軸、横軸の組み合わせは自由であるが、横軸に「サイズ分布」を指定した場合の縦

軸は累積個数に固定され、軸は 10 を底とする対数表示となる（図３－５－（３）－21）。

表示する地震リストの地図上の範囲については、マウスで矩形をドラッグして指定する。

また、地震活動度の他に、DONET 観測点における水圧データを並べて表示できるようにし

た。この機能を使えば陸上の地殻変動の観測データ等を地震活動度と並べてプロットする

ことも可能であるが、そのためには今後の機能の拡張が必要である。 

 

図３－５－（３）－18 震源情報を可視化する web サイト。アクセス時は地図上

での過去 2 週間分の震源分布を表示する 
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図３－５－（３）－19 グラフ作成のための設定画面。グラフの縦軸、横軸にプ

ロットする量は、日時、緯度、経度、深さ、マグニチュード、累積発生回数から任

意の組み合わせで選択が出来る  

図３－５－（３）－20 DONET1 観測点直下の地震について、東西方向に対する

深さ断面をプロットした例。プロットに使用する震源の範囲は、マウスのドラッグ

操作で指定（青四角） 
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c) 業務の成果 

DONET データを用いて自動で南海トラフにおける地震活動を監視、震源決定を行い、

震源カタログを用いた解析から地殻の応力状態の把握、地震活動状態の可視化による分析

を行うための一連のシステムを開発、構築した。これにより、南海トラフにおける地震活

動の監視能力と地殻の応力状態の把握、分析能力の向上が可能となった。 

 

d) 結論ならびに今後の課題 

 地震活動を定常的にモニタし、得られる震源情報および地殻変動などの関連情報から地

殻活動に関する情報を引き出すためには多様な視点に基づく様々なデータを比較すること

が重要である。本業務ではそのためにはインタラクティブなシステムを構築し、様々な情

報を自由な形で比較できるシステムの基礎が完成した。ここで構築したシステムで比較で

きるのは、開発期間の制限から震源カタログに基づく情報に限られ、そこから計算される

地震活動の統計的性質などは含まれない。このような計算も同時に行い、比較可能なシス

テムを構築すれば、地震活動度と地殻の応力状態の検討がより詳しくできるようになると

期待される。また、地震活動度と陸上における地殻変動観測データ等との比較も有用であ

る。構築したシステムでは震源は地図上にプロットしたが、詳細な地震活動の把握のため

には、三次元の震源分布を既存の断層の分布等の構造データに重ねて表示する等の工夫が

必要かもしれない。本システムは様々なアイディアを目的に応じて付加することが可能で

あり、このように高機能化することで、南海トラフにおける地震活動の多様性の把握やそ

の分析にも役立てられることが期待される。一般利用を目指して構築を進めているプラッ

トフォーム上での展開、情報発信も必要である。  

図３－５－（３）－21 地震のサイズ分布を表示した例。縦軸は対数なので、0 な

ら累積１個、１なら累積 10 個、２なら累積 100 個の地震が発生した事を示す 
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4) 災害情報プラットフォームの開発 

a) 南海トラフ災害情報プラットフォームの開発 

 文部科学省委託事業「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」の取り組みの一つと

して、南海トラフ広域地震に関する情報が集約され、リアルタイムかつ統合的に発信され

るWebサービスを可能にする「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」（以下：災

害情報プラットフォーム）を構築した。災害情報プラットフォーム上では、各種地理空間

情報や歴史資料、観測設備のリアルタイムデータ、他の研究課題の調査結果、研究成果、

ハザード評価、リスク評価などの情報を統合して発信している。（図３－５－（３）－

22） 

 

 

図３－５－（３）－22 災害情報プラットフォーム ver2.0_Top 画面

（https://nankai-bosai.jp/v2.0/） 

 

ア）災害情報プラットフォームの設計 

 まず、災害情報プラットフォームの設計を行った。自治体が有する各種地域データと、

1)2)3)にて前述しているプロジェクト内の研究成果（名大、JAMSTEC、東大など）を含み多
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様な既存データの収集・整備を実施するとともに、これらの利活用システムについて検討

した。 

Topページと各地域の自治体ページを作成し、それぞれから各地の地震や津波、および液

状化の想定情報をマップで閲覧、各地の自治体HPで公開されている災害に関する対策の活

動や広報の情報などについてテキストやリンクURLの閲覧が可能となった。 

 

イ）利用者の権限設定と閲覧情報種別 

利用者の権限については、扱われる情報の公開・非公開性などを配慮して条件づけるこ

ととして設定する方針とした（表３－５－（３）－４と図３－５－（３）－23）。 

 

表３－５－（３）－４ ユーザと権限 

ユーザ種別 権限の条件 

一般ユーザ 公開情報のみ閲覧 

地域研究会ユーザ 限定公開も含むすべての情報の閲覧および

コメント等入力も許可 

プロジェクト研究者 限定公開も含むすべての情報の閲覧および

最新研究成果の登録が可能 

 

 

 

図３－５－（３）－23 各ユーザ向けの閲覧情報種別 

 

 

最新研究成果をマップ選択し閲覧  

プロジェクト成果報告書  

PJ 報告書の研究位置マップ表示機能  

被災想定地域の行政公開情報を収集しデー

タベース構築、検索機能開発、マップ表示 

集約情報データベース 

現状を知ることができる  

シミュレーション結果  DONET リアル

タイム情報  

地域評価情報  

防災に使えるコンテンツを集めたページ 

事前復興の考え方  

災害教訓  

計画・対応に役立てる  

最新研究成果や既存情報 

南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム 

一般向

研究向 行政向

登録 
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ウ）災害情報の種別と閲覧方法 

 内閣府が公開している南海トラフ広域地震に関する地震動、液状化、津波浸水の想定マ

ップや、その他災害に関するハザード情報、各自治体がホームページ等で公開している対

策や広報の情報などを取り扱う。公開情報については随時調査し、マップにて表示できる

源データが入手可能なものはマップ化し、それ以外のデータは入手先のリンク集として取

りまとめている。（図３－５－（３）－24） 

 

図３－５－（３）－24 各情報・機能への移動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ) 敵を知る 

ⅱ) 自分を知る 

ⅲ) 考える 

ⅳ) 行動する 

ⅴ ) 研究一覧を見

ⅵ) 調べる 

ⅶ) プロジェクト

の概要 

 

PJ 成果報告書を見る 

ⅴ)からも閲覧可能 
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ⅰ)「敵を知る」 

南海トラフによる被害想定情報や各地の対策設備などの情報が閲覧することができる。

（図３－５－（３）－25 から 29） 

  

図３－５－（３）－25 （左）地震動（モデル A_基本ケース）  

図３－５－（３）－26 （右）津波浸水深（ケース 01_堤防３分破壊） 

 

  

図３－５－（３）－27 （左）液状化（モデル A_基本ケース） 

図３－５－（３）－28 （右）関西地域の国土数値情報緊急輸送道路データ 

 

 

図３－５－（３）－29 南海トラフの津波到達シミュレーション例 画像１（JAMSTEC） 
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ⅱ)「自分を知る」 

自治体（主に府県）の災害に関する情報をまとめて閲覧することができる。(図３－５－

（３）－30、31) 

 

図３－５－（３）－⑤－30 地域選択ページ 

 

 

図３－５－（３）－31 大阪府ページ（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GIS マップ  各種想定マップ画像 

自治体 HP やメディア記事  

地域、自治体を選択 
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ⅲ)「考える」 

現在公開もしくは非公開で利用できる最新の研究成果を閲覧することができる。また、

東海、関西、四国、九州向けに表示を工夫した情報掲載マップを利用することができる。

アカウント登録を行うことにより、意見交換の場となる掲示板や非公開情報の利用も可能

となる。（図３－５－（３）－32） 

 
図３－５－（３）－32 各地域向けの関連情報閲覧ページ（関西地域版） 

 

ⅳ)「行動する」 

事前復興に関する資料や、内閣府など国が推奨する防災・減災活動に関する資料が閲覧

できる。また、東海地域の愛知県碧南市など他地域で現在実施されている防災・減災活動

を参考情報として紹介している。（図３－５－（３）－33） 

  

図３－５－（３）－33 事前復興の資料一例 

WebGIS マップ 

・想定震度  

・想定液状化危険度 

・想定津波浸水エリア 

・指定避難所 

・役場や支所 

・緊急輸送道路 

 

地震動の閲覧 

・強震モニタ（陸域） 

・DONET リアルタイ

ム波形（海域） 

 

津浪浸水シミュレーシ

ョン動画 

 

ほか関連情報 
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ⅴ)「研究一覧を見る」 

研究 PJ サブテーマごとの年度報告書内容の閲覧マップ。当プロジェクトが実施した研

究成果を、研究対象位置および実施エリアについて WebGIS マップにて「点」、「線」、「面」

の表記により表現し、全貌を閲覧できるようにした。災害情報プラットフォームの Top 画

面と、研究一覧を見るページにて、マップのサムネイル画像を表示している（図３－５－

（３）－34）。サムネイル画像をクリックすると WebGIS の画面が別ウインドウで起動し、

調査研究推進本部（以下：地震本部）のホームページからプロジェクト報告書より該当す

るページを閲覧できる（図３－５－（３）－35）。 

 

    
 

図３－５－（３）－34 南海トラフ PJ の研究成果の閲覧マップ選択画面 

 

 

 

    

 

図３－５－（３）－35 PJ 研究成果の概要表示イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図をクリック 

①アイコンをクリック

→バルーンが表示 

②研究詳細を表示する

には、URL をクリック 

拡大図 
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ⅵ)「調べる」 

災害情報プラットフォーム内のデータを検索することができる。（図３－５－（３）－36） 

 

図３－５－（３）－36 検索機能ページ 

 

ⅶ)「プロジェクトの概要」 

当研究プロジェクトの概要説明資料の閲覧ができる。（図３－５－（３）－37） 

 

図３－５－（３）－37 南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト概要説明ページ 

各種条件による検索 

検索結果 
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ⅷ)その他の主な情報例 

東京大学で調査した地域ユーザの災害対応の特徴を災害情報プラットフォームのユ

ーザインターフェイス構築やコンテンツ内容の選別に役立てた。また、実証実験を行う

段階で、対象地域の設定として地域リーダーや行政、中間組織などの地域構成の条件を

参考にし、大阪府の都市部、沿岸部、中山間部の選定を行った。名古屋大学のサーバに

あるデータを連携し、東海地域で作詞絵・集約されたローカル情報を災害情報プラット

フォームで表示し、必要とされるユーザ向けのコンテンツとして活用した。DONET の波

形情報と震源決定画面の表示連携を実施した。（表３－５－（３）－５、図３－５－（３）

－38 と 39、写真３－５－（３）－６） 

また、当プロジェクト内の他テーマ研究成果や、広域災害に関連するコンテンツをデ

ータベースに各種登録している。（図３－５－（３）－40 から 45） 

 

表３－５－（３）－５ 登録情報の一例（東京大学の調査・分析結果） 

 

 

  

図３－５－（３）－38 （左） 登録情報の一例（名古屋大学が収集したマップ情報） 

写真３－５－（３）－６ （右）登録情報の一例（VR学習ツール） 

 

実行可能性 記述的規範 主観的規範 リスク コスト 効果評価

Q7_14 0.77115 -0.12248 0.03105 0.17692 0.08543 0.03513 Ｎ．地震の後に、すぐに家から逃げ出しても、無事に避難できる自信がない

Q7_7 0.71237 -0.00404 0.02365 -0.02811 0.13057 -0.01269 Ｇ．地震のとき、急いで家から逃げても、途中で津波に巻き込まれてしまうと思う

Q7_1 -0.73317 -0.04826 0.10202 0.04971 0.0514 0.07152 Ａ．地震が起きた後、すぐに家から逃げ出せば、避難場所まで無事にたどり着くことができると思う

Q7_13 0.05698 0.79193 -0.0007 0.13563 0.06641 0.01969 Ｍ．強く⾧い揺れを感じたら、周りの人は、すぐに避難すると思う

Q7_9 -0.06942 0.53704 0.09899 0.04942 0.06258 0.08758 Ｉ．津波警報が出たら、地域の人の中で避難する人は多いと思う

Q7_15 0.08217 -0.77283 0.05715 0.06224 0.07994 0.08317 Ｏ．大きな地震があっても、周りでは、すぐに逃げる人は少ないと思う

Q7_6 0.05276 0.18684 0.8248 -0.03355 0.03575 -0.03489 Ｆ．地震が起きたら、周りの人も私が避難することを望んでいると思う

Q7_2 -0.11249 0.0433 0.79943 0.00605 0.07579 -0.03703 Ｂ．周りの人は私に対して「大きな地震のときはあなたも避難したほうがいい」と思っている

Q7_11 -0.02055 0.14756 -0.57542 -0.04064 0.13128 -0.03205 Ｋ．大きな揺れの後に自分が避難しないでいても、周りからとがめられることはないと思う

Q7_12 -0.13084 -0.00215 -0.0419 0.89998 0.12138 -0.15499 Ｌ．自宅の建物は、津波に対して危険だと思う

Q7_18 -0.12263 -0.27823 0.11602 -0.33588 0.15322 -0.04604 Ｒ．自宅まで、たいした津波は来ないと思う

Q7_5 -0.12028 0.00491 -0.20988 -0.58036 0.14622 -0.14047 Ｅ．津波がきたとき、自宅に残っていても、たいした危険にはあわずにすむと思う

Q7_3 -0.00895 -0.06615 -0.04378 -0.09829 0.84634 0.03297 Ｃ．避難をすると、支障がでてしまう大事なことがあると思う

Q7_8 0.13605 0.08008 -0.03876 0.02913 0.59925 0.00538 Ｈ．避難をすると、大切なものを失ってしまうかもしれないと思う

Q7_16 -0.02418 -0.0014 -0.04129 -0.00288 -0.20024 0.07038 Ｐ．家を離れて避難をしても、失うものやできなくなって困ることはない

Q7_17 -0.0435 0.12966 -0.00553 -0.05687 0.04235 0.76732 Ｑ．避難場所は津波に対して安全だと思う

Q7_4 -0.38756 -0.03206 -0.05762 0.162 0.03028 0.40069 Ｄ．避難場所までたどりつければ命が助かると思う

Q7_10 0.00345 0.11706 -0.01152 0.03061 0.07532 -0.62234 Ｊ．いまの避難場所では、津波に対して十分ではないと思う
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図３－５－（３）－39 登録情報の一例（DONET 観測データ、表示システム） 

 

  

図３－５－（３）－40 （左）3.11 からの学びのデータベース 

図３－５－（３）－41 （右）震災教訓文献データベース 
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図３－５－（３）－42 （左）動画でふりかえる 3.11 の Top ページ 

図３－５－（３）－43 （右）場所を選択し選んだ動画を閲覧 

 

  

図３－５－（３）－44 愛知県碧南市の海岸保全施設と上下水道施設と市町村役場 

 

 

海岸保全設備 

(H24.3.15 時点) 

施設アイコンをクリックすると詳細情報が表示 
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図３－５－（３）－45 自治体の災害履歴マップ 

 

b) モデル地区での検証と実際の利用 

 害情報プラットフォームを構築するだけでなく、コンテンツの種類や閲覧既往の改善を

図るため、実際にユーザによる利用実験を実施した。ユーザは行政の防災担当者、地域の

実務組織（社会福祉協議会など）、地域住民である。 

対象としたユーザの中でも、特に、詳細な検証を行うことができた社会福祉法人社会福

祉協議会（以下：社協）と行政による災害時の被災者向けの事前研修・訓練と、実際の災

害での利活用について述べる。 

 

ア）平常時の試み 

ⅰ) 想定被害情報の提供 

地震動と津波の被害が発生すると想定されている大阪府にて、要支援者対策を実務担当

する行政と社協の職員を対象に、災害情報プラットフォームの利用検証を実施した。（図３

－５－（３）－46） 

 災害情報プラットフォーム全体についての利用研修会は、大阪府全域を担当する府社協

と協力し府下の41地域の市町村社協職員を対象に実施した。写真３－５－（３）－７のよ

うに全体説明を実施し、平常時からどのような災害情報があるのかを知っておくこと、ま

た平常時からの災害時要支援者対応業務の運用改善につながるツールの利活用方法につい

て理解し、災害時にも無理なく活用できるかを検証している．災害情報としては、予想さ

れる地震動や津波浸水エリア、避難所などの主要施設や交通インフラの現状把握などであ

る（図３－５－（３）－47と48）。 
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図３－５－（３）－46 （左） 南海トラフと大阪府の位置関係 

写真３－５－（３）－７ （右）大阪府での研修 

  

 

図３－５－（３）－47 想定震度分布と想定津波浸水エリアの情報 

 

 

図３－５－（３）－48 要支援者避難ルート検討マップ 左側青色は浸水エリア 

 

ⅱ) DONETのリアルタイム観測情報の提供 

研修会では、紀伊半島沖および四国東部沖で観測しているDONETの観測情報を提供し、震

源エリアが西と東に分割して被害が発生する可能性を考慮した災害対応についての検討も

実施した（図３－５－（３）－49）。その場合、大阪府では数日から数年の時間差を置いて

推定震度情報 

津波推定浸水エリア  

大阪府 . 

南海トラフ  
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大地震に見舞われる可能性があるため、突発的な対応と同時に事前準備に時間的猶予があ

る場合の計画を考えておく必要がある。 

 

ⅲ) 既存の仕組みを活用した広域連携の計画立案 

社協における府全域の連携に関しては、既存の仕組みとして４ブロックに分けられたエ

リアが相互協力する関係性が構築されていた。この仕組みを活用し、情報利用の面でこの

仕組みを強化するために、情報共有の場としてポータルサイト構築をおこない、また、迅

速な情報共有を実現するための書類やデータフォーマットの統一を行った。（図３－５－

（３）－50） 

 

ⅳ) 参加している組織・団体 

事前研修や地域実践活動への参加リストを以下の表３－５－（３）－６で示す。これら

組織・団体は、災害発生時に地域内での支援活動を実働することが期待される共助と公助

のリソースと考えられる。平常時から研修や訓練に参加し相互協力の可能性について議論

した。 

 

       

図３－５－（３）－49 大阪府における地震動と津波の影響とDONETリアルタイム波形情報

などの提供 

 

   

図３－５－（３）－50 大阪府内の社協地域ブロックと連携体制 

 

 

2 回強い揺れ、津波も発生する可能性がある  

西側で発生  
東側で発生  

大阪府はどちらで

も被害あるかも  

  
DONET リアルタイム波形データ 
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表３－５－（３）－６ 研修と訓練に参加している組織・団体 

名称 社会的役割 規模 参加活動の概要 

大阪府社会福祉

協議会 

住民主体の理念に基づき・地域住民やボランティ

アの参加により地域の様々な福祉課題の解決に取

り組む組織 

都道府県 地域福祉・防災に関する

大阪府内の調整や事前

研修の実施 

各市町村社会福

祉協議会（41市

町村） 

同上 基礎自治体 地域福祉・防災に関する

現地の実務組織 

社会福祉施設 老人、児童、心身障害者、生活困窮者等社会生活を

営む上で、様々なサービスを必要としている者を

援護、育. 成し、または更生のための各種治療訓

練等を行い、これら要援護者の福祉増進を図る 

基礎自治体 災害時要支援者などの

受け入れ施設 

社会福祉推進委

員 

社会福祉協議会における各事業のあり方検討と推

進、災害救援活動の応援体制の確立 

基礎自治体 社会福祉協議会の活動

をサポート 

民生委員児童委

員協議会 

社会的孤立の問題が顕在化していることから、地

域における見守り活動の強化 

町/区 地域見守り活動の実施 

自主防災会 地域住民が協力して「自分たちの地域を自分たち

で守る」ために立ち上げる組織 

町/区 防災に関する地域住民

の協働組織 

消防団 消防組織法に基づき、各市町村に設置される消防

機関。地域における消防防災のリーダーとして、平

常時・非常時を問わずその地域に密着し、住民の安

心と安全を守る 

基礎自治体 災害発生時の火災など

への対処 

婦人会 男女平等の推進、青少年の健全育成、家庭生活並び

に社会生活の刷新、高齢化社会への対応、地域社会

の福祉増進などの実現 

町/区 高齢化社会への対応や、

地域社会の福祉対応 

町内会/自治会 そこに住んでいる誰もが住んでよかったと思える

地域社会の実現に向け、地域のさまざまな課題を

協働して解決していく場であるとともに、住民相

互のコミュニケーションづくりの中心となるもの 

町/区 地域住民コミュニケー

ションの場 

NPO法人（福祉・

防災関連） 

ボランティア活動をはじめとする市民の自由な社

会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展

を促進する 

民間 保健、医療、福祉の増進

を図る活動、災害救援活

動、地域安全活動 

市町村役場 行政事務を取り扱う役所 基礎自治体  

 

イ）災害時の試み 

ⅰ) 2018 年大阪府北部の地震 

2018 年６月 18 日７時 58 分に発生した M6.1 の地震では、６月 19 日から 22 日の間

に災害 VC が大阪府の北摂地域各地で開設された。この状況に対し、大阪府社協と連絡・

調整を行った上、災害発生直後から被害状況の把握を行うことができた。また、活動判

断が可能となるように、推定震度分布と災害前の航空写真を災害情報プラットフォー

ムに掲載し、大判地図（B0 版）を印刷し利用した。この大判地図は現地災害 VC 内に掲

示され、災害 VC 運営者らの被災状況の把握と、地域内外から参加した災害ボランティ

アに向けた被害状況の発信にも活用された。このように、災害情報プラットフォーム

は、被害の大きな地域の判断、作業箇所の優先順位や被災者支援活動での必要人員数

予測に役立てられた。（図３－５－（３）－51 と 52、写真３－５－（３）－８と９） 

 

ⅱ) 2018 年台風 21 号による災害 

2018 年 9 月 4 日に西日本を通過した台風 21 号（大阪府：最大瞬間風速 58.1m/s、最

高潮位 329cm）は大阪湾沿岸部への高潮の影響と強風の被害をもたらした。大阪府沿岸

部に南海トラフによる津波浸水の想定情報を、大判印刷地図と WebGIS ツールにより大

阪府社協および被災現地の市町社協に提供した。今回の災害は津波ではないため、津

波浸水の想定情報が直接的に役に立ったわけではないが、沿岸部の低標高地域や河川
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の遡上の危険性がある箇所についての危険性の再確認や、海からの浸水被害に対する

意識啓発を目的に情報提供した。関西国際空港への高潮被害は想定外の結果になった

が、幸いなことに大阪府南部に位置する泉州地域の本州陸側では目立った高潮被害は

無かった。（図３－５－（３）－53 と 54） 

 

     

図３－５－（３）－51（左）大阪府北部の地震にて対応した市の位置図（着色個所） 

図３－５－（３）－52（右）推定震度の広域地図（6/18）と災害 VC の位置 

（オレンジ：震度 6 弱、250m メッシュデータ） 

 

            

図３－５－（３）－53 （左）台風 21 号被害にて対応した市町の位置図（着色個所） 

図３－５－（３）－54 （右）マップには津波浸水想定と現地写真を表示 

 

  

写真３－５－（３）－８（左）大阪府茨木市災害 VC の推定震度マップ （平成 30 年 6/24） 

写真３－５－（３）－９（右）大阪府北部の地震による被害（平成 30 年 6/19） 

・強風 
・洪水 
・土砂災害  
・高潮 
・火事 
・ライフライン

供給停止 
・交通規制  

・住宅被害  
・ライフライン

供給停止 
・鉄道停止  
・医療施設破損 

阪南市  泉佐野市  

Red area:NIED Supported Areas 

Red area:NIED Supported Areas 

関西国際空港  
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ⅲ) 活動内容の検証 

平常時から災害対応時、また復旧・復興時における災害情報プラットフォームの利活

用実情について関係者と振り返りの会議を実施し、改善点について検証を行った。（図

３－５－（３）－55、写真３－５－（３）－10 と 11） 

 

 

図３－５－（３）－55 災害情報プラットフォームの利活用検証サイクル 

 

  

写真３－５－（３）－10（左）大阪府の社協による北部地震と台風21号の対応 

振り返り（平成30年11/19） 

写真３－５－（３）－11（右）同上 

 

c) 災害情報が利活用されたことによる効果 

ア） 現地運営の活動効率向上 

災害ボランティア活動の運営調整を実施する社協職員や NPO 等の関係者において、平常
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時から被害想定や震度情報などの災害情報を活用する研修や訓練を実施していたことによ

り、災害発生時には迅速に災害情報を利活用するという手法が定着した。その手法定着に

より、災害情報に関わる作成・発信側と受け手側のスムーズな連携が可能となった。2018

大阪府北部の地震では、震度６弱が発生したと想定された地域である大阪府の枚方、高槻、

茨木、箕面、豊中、吹田、摂津市の７市と、全体を把握する立場にある府社協を合わせた

８か所に対して面的な想定震度分布情報が閲覧できる Web マップと印刷された大判地図を

提供した。茨木市では推定震度分布情報を利用し、被災者支援が必要なエリアの優先順位

を判断した（図３－５－（３）－56）。台風 21 号被害では、合計 14 か所に必要な災害情報

を提供した。大阪府沿岸南部の、阪南、泉南、泉佐野、貝塚、岸和田、泉大津、和泉市の

7 市と熊取町の１町に対して高潮被害を考慮し、浸水想定エリア情報が閲覧できる Web マ

ップと印刷された大判地図を提供した。また強風被害エリアとして内陸の河内長野、富田

林、茨木市、豊中、吹田の５市と、全体を把握する府社協に対しては、土砂災害危険区域

を閲覧できる Web マップと印刷された大判地図を提供した。これらの各種災害情報を運営

関係者が利用することにより、各地域での迅速な被害想定の把握が可能となり、活動調整

に役立てられた。 

 

イ） 府域の広域運営支援の実施 

大阪府北部の地震では、災害ボランティア活動の運営調整を実施する社協職員や NPO 等

の関係者において、平常時から被害想定や震度情報などの災害情報を活用する研修や訓練

を実施していたことにより、災害発生時における府全体の活動調整と、必要人材の派遣調

整にも推定震度分布と建物被害推定情報による判断が行われ、甚大被害地域への効率的な

支援活動が実施された。（図３－５－（３）－57 から 60） 

 

図３－５－（３）－56 推定震度分布を利用した調査被害エリア有無の判断 

（茨木市） 

オレンジ：想定震度６弱 

黄色：想定震度５強 

赤枠:調査対象地域ブロック 
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図３－５－（３）－57 広域推定震度分布を利用した大阪府内の甚大被害エリア判断 

 

 

図３－５－（３）－58 大阪府域での人的支援の連携と府・市町村の関係 

 

  

図３－５－（３）－59 （左）平常時の効果（大阪府） 

図３－５－（３）－60 （右）災害時の効果（大阪府） 

 

赤枠 :甚大被害が

予想される地域 

青枠:大阪府 
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d) 災害情報利活用実験のまとめ 

災害時要支援者への対応について一気通貫の利用検証を行った。実動組織としては、主

に社協、行政、福祉委員、地域 NPO、地域住民である。図３－５－（３）－61 では実際の

対応において災害情報プラットフォームの利活用タイミングと活動フローを記述する。 

災害後１年経過したのち、関係者への調査検証を実施し、災害情報プラットフォームを

利活用したことによる、事前の取り組みや、災害時の活動判断に役立ったことが裏付けら

れた。 

 

 

図３－５－（３）－61 災害時要支援者対応における社協間の情報利活用フロー 

（赤い矢印が災害情報プラットフォームおよび機能の一部が利活用された個所） 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

巨大地震発生域調査観測研究、東日本大震災教訓活用研究、地震・津波被害予測研究、

およびそのほかハザード・リスク情報との成果運用に関する連携技術・手法と、DONET

を介したリアルタイムデータの伝送や地震計ネットワークの情報との連動に対応する

ための機能を、「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」に実装した。 

1-e で開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、及び教材を、行政や地

域が防災活動を考えるために Web 上で一括して閲覧できるように実装し、行動意図モ

デルに基づいた避難意図研究の総括と、地域産業の事業継続に関して継続的な分析と

とりまとめを行った。 

上記の、開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、及び教材と、リスク

コミュニケーション（RC）・人材育成手法の調査結果を反映し、「南海トラフ広域地震災

害情報プラットフォーム」（Ver.2.0）を一般公開した。 

同時に、地域の防災計画で利用されるために、「南海トラフ広域地震災害情報プラッ

トフォーム」（Ver.2.0）を利活用した社会実験を行政と関連組織で実施し、情報・コン

テンツの一気通貫利用を行い、システム活用の地域展開も実施した。実際に地震・津波

被害が想定されている地域で利用し実証実験を行った。対象地域は、大阪府全域であり、

沿岸部では津波被害と液状化、内陸部では地震動と液状化について検証した。また二次

被害としての斜面災害や、河川氾濫なども考慮した利活用も試みた。平常時から最新研

究コンテンツを知り、地域の要配慮者への対応計画を考えた。そして事前研修の知見が、

災害後の災害時要支援者（要配慮者含む）への支援活動の調整と、広域支援体制に役立

てられ、これまでよりも円滑な活動が行われた。地域で災害対応を実施する災害 VC 運

営者や NPO 等が、自分の町の局所的な被害だけでなく、隣町との人的・物的リソースに

ついて考え始めた。 

 

今後の南海トラフ巨大地震の発生を見据えて、広域連携が必要となる行政や関連の日

常業務や住民訓練等の防災に関する計画に対して、当研究で判明した知見を助言し取

り入れる事ができる枠組みを複数の自治体などを対象に作ることが必要である。行政

（都道府県、市区町村）の防災担当者だけでなく、実際の社会を構成している災害対応

に関連する各分野（消防、医療、福祉、交通、通信、ライフライン、教育、民間企業、

住民など）に対して情報を提供し、実務にて利活用されるための平常時からの研修や訓

練をますます実施していくべきである。さらに、復旧・復興期に必要とされる法律相談

や、生活を回復していくために必要となる資金（助成金や保険制度）についての情報も

平常時から提供し、災害時に備えることを検討する必要があると考えられる。 

 

(e) 引用文献 

なし 
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3.6 プレート・断層構造研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「プレート・断層構造研究」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人海洋研究開発機構  

海域地震火山部門 

 

上席技術研究員 

部門長 

調査役 

技術研究員 

研究員 

招聘主任研究員 

専門部長 

主任研究員 

研究員 

金田 義行 

小平 秀一 

三浦 誠一 

仲西 理子 

新井 隆太 

山下 幹也 

石原 靖 

高橋 努 

山本 揚二朗 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 

地震津波防災研究部門 

 

総括主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

汐見 勝彦 

上野 友岳 

武田 哲也 

松澤 孝紀 

浅野 陽一 

木村 武志 

木村 尚紀 

田中 佐千子 

松原 誠 

 

(c) 業務の目的 

サブテーマ１の防災・減災対策の実効性を検証するためには、地震発生の連動の範囲や地震や

津波の時空間的な広がりを見積もる必要がある。このため、稠密な地下構造調査と稠密地震観測

により、大津波の発生要因となる南海トラフのトラフ軸付近の詳細プレート構造を得るとともに

すべり履歴の解明を図る。 

 南海トラフから、特に知見の不足する九州、南西諸島海溝までの地震発生全域における地震発

生帯及び海陸境界域深部構造のイメージングを行い、地震発生帯のプレート形状及び物性の詳細、

陸側プレートとの相対的な位置関係等を把握する。得られた成果は他の観測研究成果との整合性

を確認し、シミュレーション研究の項目に提供する。 

 

(d) ７か年の年次実施業務の要約 

基本的に前半の４年を震源モデル構築の準備と予測計算のため、基礎データを取得する。後半

の３年は国レベル、地方行政レベルの現実的な防災・減災のための予測の再計算などに資するた

め、不足しているデータを取得する。 
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平成 25 年度： 

南海トラフ（高知沖）の前縁断層イメージと南西諸島海域南部（八重山付近）でのプレ

ート構造イメージを得た。 

平成 26 年度： 

南海トラフの前縁断層イメージと地震発生帯の浅部・深部のプレート構造イメージを得

た。 

平成 27 年度： 

南海トラフの前縁断層構造イメージと地震発生帯の浅部・深部の構造イメージ、南西諸

島海域北部（奄美大島北方）のプレート構造イメージを得た。 

平成 28 年度： 

南海トラフ（日向灘）の前縁断層構造イメージ、南西諸島海域北部（奄美大島北方）の

プレート構造イメージと四国西部の深部低周波微動発生域周辺の構造イメージを得た。ま

た、四国東部の深部低周波地震発生状況を把握した。南西諸島北部（奄美大島北方）で自

然地震観測を実施し、手動検測による震源決定を進めた。 

平成 29 年度： 

南西諸島海域中部（奄美群島付近）で構造探査を実施し、プレート構造イメージを解明

するためのデータを取得した。南西諸島南部と北部の構造イメージを得た。南西諸島北部

の詳細な震源決定を進めた。 

また、四国東部の深部低周波地震発生状況の詳細把握を継続するとともに、四国東部の

プレート構造イメージを得るためのデータベース構築を行った。 

平成 30 年度： 

南西諸島海域中部（奄美群島周辺）での地震活動の実態を把握するため、海底地

震計と臨時陸上観測点による観測を開始した。また、四国東部の深部低周波地震発生

状況の詳細把握を継続するとともに、平成 29 年度に構築したデータベースを強化し、四国

東部のプレート構造イメージ構築に着手した。 

平成 31 年度（令和元年度）： 

南西諸島海域中部における地下構造および地震活動の把握のため、海底地震計および臨

時陸上観測点による地震観測を実施した。これら及びこれまでに取得した観測記録を用い、

プレート形状やその周辺の詳細な地下構造、自然地震・低周波地震の活動実態を把握する

ための解析を行った。また近年取得した高精度な構造探査データを対象に、反射強度や面

粗さなどのプレート境界面の特性を抽出した。これらの成果及び他機関による南西諸島で

の構造探査の成果などに基づき、南海トラフ～南西諸島までを滑らかにつなぐプレートモ

デルを構築し、プレート境界面の特性・プレート固着の不均質性を表す多様なスロー地震

活動・滑り欠損分布等の様々な空間情報をプレートモデル上へマッピングした。 

また、四国東部の深部低周波地震発生状況の詳細把握を継続するとともに、四国東部下

の詳細なフィリピン海プレート構造イメージを得た。 

成果の公表の一環として学会や一般向けシンポジウムで発表した。 

 

(e) 平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

南西諸島海域中部における地下構造および地震活動の把握のため、海底地震計およ
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び臨時陸上観測点による地震観測を実施する。これら及びこれまでに取得した観測記

録を用い、プレート形状やその周辺の詳細な地下構造、自然地震・低周波地震の活動

実態を把握するための解析を行う。また近年の特に高精度な構造探査データを対象

に、反射強度や面粗さなどのプレート境界面の特性を抽出する。最終的な成果の取り

まとめでは、他機関による南西諸島での構造探査の成果なども取り入れ、(1) 南海ト

ラフ～南西諸島までを滑らかにつなぐプレートモデルを構築し、(2)プレート境界面の

特性・プレート固着の不均質性を表す多様なスロー地震活動・滑り欠損分布等の様々

な空間情報をプレートモデル上へマッピングし公表する、という方針で実施する。 

四国東部で発生する深部低周波微動源ならびに微小地震震源の高精度決定や陸域の

プレート形状推定を目的として、四国東部を対象に設置した陸域稠密地震観測点群の

運用を継続する。これらの観測点及び周辺の基盤的地震観測網等でこれまでに収録さ

れた観測記録を収集・整理し、四国東部におけるフィリピン海プレート形状モデルを

構築するとともに、深部低周波地震との空間的な位置関係に関する調査のとりまとめ

を行う。本事業で設置した陸域稠密地震観測点を撤収し、原状回復を行う。 

 

(2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 海域におけるプレート・断層構造調査 

(a) 業務の要約 

南西諸島におけるプレート・断層構造の解明に向け、南西諸島中部の奄美群島付近で

海底地震計と臨時陸上観測点による自然地震観測を実施した。南海トラフおよび南西

諸島における既存の速度構造モデルや構造探査データを集約・統合し、南海トラフから

南西諸島域までの連続的なプレート形状モデルの構築を進めた。南海トラフで広角屈

折法探査と反射法探査がともに実施された構造探査測線では、フィリピン海プレート

表面の面粗さの評価を実施し、各測線での形状の統計的な性質やその空間変化を調べ

た。また南海トラフにおけるプレート境界物性の解明に向け、既存の反射法探査記録を

データベース化し、プレート境界付近の物性評価に有効と期待される物理量などの抽

出に向けた基盤整備を行った。本年度は２㎞間隔の稠密な探査測線が存在する熊野灘

に着目し、海底面・プレート境界面からの反射波走時を読み取り、反射振幅の抽出・マ

ッピングを行った。 

 

(b) 業務の成果 

1) 奄美群島周辺における自然地震観測 

奄美群島周辺の自然地震観測では、前年度までに展開した島嶼部の臨時観測点３点

（奄美大島・徳之島・沖永良部島）と短周期海底地震計 30 台による観測を 2019 年９

月まで実施した（図３－６－（２）－①－１）。観測期間中の 2019 年７月下旬に１台

の海底地震計(L13)が静岡県牧之原の海岸に漂着しているのが発見され、本業務の関

係者が現地で機材を引き取った。地震動記録は正常に収録されていることが確認され、

その記録から６月中旬にトランスポンダの誤作動により勝手浮上したことがわかっ

た。残りの海底地震計は 2019 年９月の学術研究船「白鳳丸」の KH-19-J02C 航海で回

収を行った。この航海では 24 台を無事に回収したものの，海底地震計から応答がな
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いなどの不具合のため５台(L01, L16, L19, L20, L23)が未回収となった。そのため、

2020 年１月に東北海洋生態系調査研究船「新青丸」と無人探査機「ハイパードルフ

ィン」による追加航海を実施し、１台の海底地震計(L23)を発見・回収し（図３－６

－（２）－①－２）、もう１台(L20)は台座のみを発見し、勝手浮上していたことを確

認した。陸上観測点は 2019 年 12 月までに撤収を完了した。 

 

 

図３－６－（２）－①－１ 奄美群島周辺に展開した地震観測網。赤丸が海底地震計、

赤四角が臨時陸上地震観測点を表す。  

 

 

図３－６－（２）－①－２ 無人探査機「ハイパードルフィン」により発見・回収し

た海底地震計。 

 

得られた地震波形記録では、多くの通常の自然地震とともに低周波地震活動が確

認された。気象庁の一元化震源で決められた奄美群島周辺の地震のうち、これまでに
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気象庁マグニチュードが約 1.7 以上の地震約 700 個の再決定を行った。また低周波

地震のうち、比較的規模の大きな地震を対象にエンベロープ相関法により震央を決

定した。これらの震源分布を図３－６－（２）－①－３に示す。奄美大島付近で南北

に分布する活発な微小地震活動など、島嶼部付近の震源は気象庁震源と概ね一致す

る。一方、島嶼部から離れた海域では再決定により大きく位置が変化した地震も多く、

例えば奄美海台の西方で見られる浅い地震は気象庁震源に比べ西側に再決定された。

大東海嶺が沈み込む南西諸島海溝付近ではやや活発な地震活動が見られ、海底面付

近から深さ 50km 前後までの広い範囲に再決定されたが、観測網の外に分布するため

震源深さの精度などは今後詳細に検討する必要がある。 

本観測で観測された低周波地震の震央は、南西諸島海溝と奄美群島の間に概ね帯

状部に分布する。徳之島東方沖の低周波地震活動域では、本研究プロジェクトの一環

で平成 29 年度に屈折法及び反射法探査を実施している。その探査で得られた反射断

面では、低周波地震の発生域ではプレート境界面からの反射波はほとんど見えず、そ

のすぐ海溝軸側でのみ明瞭な反射波が確認された。この反射波の極性は海底面から

の反射波とは極性が反転しており、流体の存在を示唆する。低周波地震活動も流体の

存在を示唆する観測結果であるが、その発生域で明瞭な反射波が見られないことは、

流体層が地震波の波長に比べて薄いことや、プレート境界面の形状の乱雑さにより

反射波が強く乱されている可能性を示唆する。 
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図３－６－（２）－①－３ 奄美群島周辺における通常地震の震源（丸印）と低周波

地震の震央（星印）、地震観測点（×印）の分布。赤線は平成 29 年度に本プロジェク

トで実施した構造探査測線を表す。 

 

2) 南海トラフ～南西諸島プレート形状モデル 

昨年度までに構築した南海トラフ域から南西諸島域までの連続的なプレート形状

に、本プロジェクトで実施した種子島・トカラ列島周辺の南西諸島北部の自然地震観

測に基づく３次元地震波速度構造（Yamamoto et al., 2020）、震源分布に基づく最新

の沈み込み帯のプレート形状モデル Slab2.0 (Hayes, 2018)を取り入れて、モデルを

更新した（図３－６－（２）－①－４）。これにより、南海トラフ域から南西諸島域

までを滑らかにつなぐプレートモデルを構築することができた。さらに、プレート境

界面の特性・プレート固着の不均質性を表す多様なスロー地震活動等の様々な空間

情報をプレートモデル上へマッピングした（図３－６－（２）－①－５）。 
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図３－６－（２）－①－４ 南海トラフ域から南西諸島域までの連続的なプレート形

状モデル。利用したプレート形状データの分布を点で示す。伊豆、東海地方の複雑な

形状は調査観測に基づき推定された既存データ(Baba et al., 2002)を活用。 

 

図３－６－（２）－①－５ 多様なスロー地震活動等をマッピングしたプレート形状

モデル 
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3) 南海トラフ・プレート境界物性 

昨年度の引き続きケーススタディとして、活発なスロー地震活動が確認されてい

る熊野灘において稠密に取得された高分解能反射法探査データを用いて、プレート

境界における形状・物性のマッピングとスロー地震活動との対比を行った。昨年度は

プレート境界を沈み込むフィリピン海プレート上部地殻上面としており、境界面形

状や反射振幅と浅部超低周波地震の分布（Nakano et al., 2018）との良い相関が得

られた。浅部超低周波地震がプレート境界断層周辺で発生している場合には上部地

殻上面ではなく力学的な境界のデコルマ面の評価が必要である。そこで本年度は各

測線の反射断面上で抽出可能な明瞭なデコルマ面の読み取りを行った。読み取り例

を図３－６－（２）－①－６に示す。フィリピン海プレート上部地殻上面とは異なり、

振幅が相対的に小さく、また反射面として連続性が不明瞭な箇所が多いことから振

幅情報の抽出には至らなかった。また多くの交点において測線毎の解釈に差異が発

生したことから稠密な２次元探査では限界があり、デコルマ面のマッピングには今

後三次元探査が不可欠と考えられる。 

 

 

図３－６－（２）－①－６ デコルマ面（青）およびフィリピン海プレート上部地殻

上面（黄色）の解釈例 

 

4) 南海トラフ・プレート形状の面粗さ 

南海トラフにおけるプレート境界の実態把握の一環として、プレート境界面形状

の面粗さの評価を進めた。南海トラフ周辺で実施された構造探査のうち屈折法探査

と反射法探査がともに行われ、両者の記録を統合して海洋地殻上面の形状が高精度

に推定されている６測線を対象とした。形状データのスペクトルや、面粗さの指標の

一つである二乗平均平方根の空間分布を調べた。その結果、日向灘や室戸岬沖では平

均的に面粗さが大きく、足摺岬沖などでは面粗さが特に小さい領域が南海トラフ付
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近に分布することがわかった。面粗さが小さい領域を横切る測線では形状のスペク

トルはハースト指数が 0.7 程度の自己アフィン性を示し、露頭の断層形状の研究結果

（例えば、Candela et al. 2011）と同様の特徴が見られた。一方、他の測線ではハ

ースト指数が１前後と自己相似に近い特徴が見られた。トラフ軸付近の面粗さの大

きい領域では浅部超低周波地震の活動が観測され、面粗さの低い領域ではこれまで

に浅部超低周波地震や他のスロー地震の活動が確認されていない(例えば、Obara and 

Kato, 2016)。本研究で考えている波長が浅部超低周波地震の震源サイズとほぼ同程

度であることから、プレート形状が地震活動の空間変化に影響を与えている可能性

が考えられる。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

南西諸島中部の奄美群島周辺において、海域及び島嶼部に設置した地震計による

自然地震観測を実施し、その記録から通常の自然地震の震源再決定を進めるととも

に低周波地震の震央を推定した。低周波地震は奄美群島と南西諸島海溝の間に帯状

に分布し、徳之島東方沖の低周波地震発生域ではプレート境界からの反射波がほと

んど見られないことがわかった。この観測は 2018 年度の航海が台風の影響を受けた

ことにより、当初計画よりデータ取得が半年ほど遅れた。それにより本プロジェクト

期間内の実施できなくなった地下構造・自然地震・低周波地震の活動実態の把握にむ

け、震源再決定や気象庁震源で検知されていない微小地震の検測を進めるとともに、

より規模の小さな低周波地震の震央を推定する事に加え、通常の地震の検測データ

に基づいて地下構造推定も進めていくことが重要である。 

また南海トラフ域から南西諸島域までを滑らかにつなぐプレート形状モデル上に、

多様なスロー地震活動等をマッピングしたことにより、予測研究に必要なプレート

固着の不均質性を表現するモデルのプロトタイプを作成することができた。このモ

デルは、南海トラフ域から南西諸島域までの巨大地震の大連動の検証も含め、プレー

ト固着・滑りの現状把握と推移予測のために活用できる調査観測に基づいた現状で

最も現実的なプレート形状モデルである。 

熊野灘においてプレート境界面が周辺に比べて深く反射強度の強い場所が浅部超

低周波地震の分布に対応していることを明らかにした。今後、南海トラフ全域でこれ

らの評価を行うためには、探査仕様が混在したデータを統合して評価する必要があ

り、統一した解析・解釈手法の検討が必要である。またデコルマ面と浅部超低周波地

震域との対比を行うためには三次元的な探査が重要と考えられる。 

また南海トラフにおけるプレート形状の面粗さは明瞭な空間変化を示し、浅部超

低周波地震の活動との相関が特に明瞭に見られた。この面粗さの研究は本研究プロ

ジェクトの期間中の新たな着想に基づいて実施し、最も高精度な探査測線のみを対

象にその重要性を確認することができた。他の測線での解析の実施に向けて、プレー

ト境界面より上側の速度構造の分解能が低い場合の解析方法の開発などが重要にな

る。 
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② 自然地震を用いた構造解析 

(a) 業務の要約 

深部低周波地震の震源決定精度を向上させること、陸域下におけるフィリピン海プ

レートの位置や形状を推定することを目的として、四国東部地域に臨時に設置した陸

域稠密地震観測点群を運用し、当該地域の観測の高度化を図った。これらの観測点及び

周辺の基盤的地震観測網で収録された観測記録を用いて、深部低周波地震活動の詳細

把握及びフィリピン海プレート形状の特徴把握を行った。本プロジェクトで設置した

稠密地震観測点の撤収と原状回復を行った。 

 

(b) 業務の成果 

1) 四国東部における稠密地震観測の実施 

西南日本で発生する深部低周波地震（微動）の震源分布は、南海トラフ巨大地震の想

定震源断層域の深部境界を設定する根拠のひとつに挙げられている（内閣府，2011）。

この下限の位置と四国東部地域における深部低周波微動の分布（防災科学技術研究所，

2020）を図３－６－（２）－②－１に重ねて示す。東経 133.9 度以西では想定震源断層

域の深部境界は深部低周波微動の北限とほぼ一致するように設定されているのに対し、

活動が低調な東側の領域では、想定震源断層モデルの深部境界は香川県内の活動と徳

島県北部の活動との境界を通過している。一方、南海トラフから沈み込むフィリピン海

プレートの形状について、これまでに地震活動やトモグラフィ解析、変換波解析などか

ら様々なモデルが提案されているが、紀伊半島西部から紀伊水道を経て四国東部に至

る地域はモデル間の差異が大きい。特に、Ide et al. (2010)は紀伊水道でプレートが

断裂している可能性に言及しており、現在も結論が出ていない。四国東部で深部低周波

微動活動の分布と内閣府による想定震源域の下限が一致していないのは、活動が低調

なために、その震源分布や活動の特徴が必ずしも明確に捉えられていないことやプレ

ート形状が複雑であること等に起因する可能性がある。 

本研究では、四国東部におけるフィリピン海プレートの位置や形状と深部低周波地

震（微動）活動との関連を調べるため、計 25 カ所に臨時観測点を設置し、定常地震観

測点とあわせて稠密な地震観測を実施した。本研究で設置した臨時観測点の位置を、本

研究で用いた定常観測点の位置とあわせて図３－６－（２）－②－１に示す。臨時観測

点には固有周期１秒の三成分短周期地震計（OYO Geospace 社製 GS-1）を設置し、観測

された波形データは現地に設置したデータ収録装置でサンプリング周波数 100 Hz で離

散化したのち、装置内のコンパクトフラッシュ（CF）カードに蓄積した。全ての観測点

は、2019 年９月上旬までに撤収を終え、原状回復を行った。 
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図３－６－（２）－②－１ 解析に用いた地震観測点と深部低周波微動源の分布。ハイブ

リッド法及びクラスタ処理によって１時間毎に自動処理された微動分布の重心位置（防災

科学技術研究所, 2020）を水色の点で、南海トラフ巨大地震の想定震源断層域の下限（内

閣府，2011）を桃色の線で表す。本研究で設置した稠密地震観測点の位置を、その観測期

間に応じて赤丸、黒丸、橙丸、緑丸で示す。また、周辺に位置する定常地震観測施設のう

ち、レシーバ関数データベース構築対象とした観測点の位置をあわせて示す。 

 

2) 四国東部における自然地震観測データの解析 

a) 深部低周波地震の検出 

四国東部で実施された臨時稠密地震観測データを利用し、スロー地震の一種である

深部低周波地震（以下、低周波地震）の高精度検出を実施した。検出手法として、テン

プレートイベントによる Matched Filter 法（MF 法、例えば Shelly et al., 2007）を

用いた。エンベロープ波形を用いた従来の解析手法による震源位置は、位相情報が欠落

するため大きなばらつきを示すが、本手法は波形そのものの相関を利用するため、より

高い時空間分解能をもつことが期待される。 

解析においては、四国東部における臨時地震観測点のうち、2015 年度から同一地点

に継続して設置されている 11 観測点（図３－６－（２）－②－１の緑丸、図３－６－

（２）－②－２の三角）に加え、同領域周辺の防災科研 Hi-net 観測点 16 点（図３－６

－（２）－②－２の四角）のデータを合わせて使用した。気象庁一元化震源カタログに

よる低周波地震の震央位置を緯度・経度ともに 0.05 度刻みのグリッドで分け、それぞ

れのグリッドで一つ、計 57 個のイベントを選び、MF 法にて使用するテンプレートイベ

ントとして用いた。震源位置の推定にあたって、Ｓ波速度は 3.2km/s で一様と仮定し、

テンプレートイベントの震央位置を中心として緯度・経度ともに 0.1 度の範囲を探索

した。深さについては、テンプレートイベントの震源情報で固定した。相関を計算する
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タイムウィンドウは、Ｓ波到達予想時刻の２秒前から４秒後までの計６秒間とした。上

下動および水平動２成分、計３成分のデータを用い、すべての点についての相関係数の

平均値を計算して検出の指標とした。なお、地震波形データは２～６Hz の帯域通過フ

ィルタを適用し、毎秒 20 サンプルにデシメーションを行ったうえで解析に用いた。 

本年度データを回収した期間のうち，四国東部で顕著な微動活動がみられた 2019 年

５月２日～11 日までの解析結果を、図３－６－（２）－②－２および図３－６－（２）

－②－３にそれぞれ示す。これらの図には、相関係数の Median Absolute Deviation 

(MAD)の 10 倍以上を検出基準とした場合の震源位置を示す。表示に際し、基準とする

MAD は 2017 年８月８日０時台のデータを用いて計算した。2018 年３月 22 日以降、気

象庁は独自の MF 法により低周波地震の検出を行うように変更したが、本課題による検

出数はそれぞれの日について少なくとも気象庁カタログの２倍以上の検出となった。

これは、本課題による臨時観測データを用いたことに依るものであり、より詳細な時空

間分布を議論することが可能となった。実際、図３－６－（２）－②－３に黒矢印で示

すとおり、東方向へ拡大する微動活動のフロントから逆向きに伝播する Rapid Tremor 

Reversals（Houston, 2011）を確認することが出来た。さらに、本解析により、５月 10

日後半から 11 日に見られる徳島県東部における活動のクラスタ（図３－６－（２）－

②－３b の緑破線）が存在したことを発見した。このことは、低周波地震活動を伴う短

期的スロースリップイベントのフロントがこの付近まで到達したことを示唆している。 

 

図３－６－（２）－②－２ 2019 年５月２日～11 日における深部低周波地震の日別震央分

布。赤丸および青×印は、本解析および気象庁によって検出された深部低周波地震の１日

毎の震央分布をそれぞれ示す。三角印および四角印は、それぞれ解析に使用した臨時観測
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点および防災科研 Hi-net 観測点の位置を示す。１日毎の図の上には、本解析および気象庁

による検出数を、N(MF)および N(JMA)としてそれぞれ示した。 

 

 

 

 

図３－６－（２）－②－３ 2019 年５月２日から 11 日に検出された低周波地震の時空間

変化。(a)緯度方向、(b)経度方向。青×印は気象庁による低周波地震の分布を示す。黒矢

印および緑破線は本文を参照のこと。 

 

b) 陸域フィリピン海プレート形状の再検討 

本研究では、四国東部の防災科研 Hi-net 観測点をはじめとする定常的な地震観測点

ならびに本研究で設置した稠密臨時地震観測点で得られた遠地地震記録からレシーバ

関数を合成し、観測点下の地震波速度不連続面として、フィリピン海プレート形状やそ

の構造的特徴を検出した。観測点下に地震波速度の不連続面が存在する場合、その面で

Ｐ波からＳ波に変換した波（Ps 変換波）をレシーバ関数の後続波位相として検出する

ことが可能である。一般的に、深部が浅部よりも高速度である地震波速度不連続面で変

換した Ps 変換波は正の振幅を取るのに対し、深部の方が低速度の場合は負の振幅とな

る。また、速度不連続面が傾斜している場合、地震波の到来方向に依って、変換波の振

幅が変化する。これらの特徴を精査することにより、地下の不連続面の位置や形状を推

察することが可能である。 
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i)海洋モホ面の傾斜方向 

平成 28 年度に実施したレシーバ関数の予備的調査では、四国東部、とりわけ香川県

周辺の観測点で、既存のフィリピン海プレートモデルと対応する明瞭かつ空間的に連

続な変換波を検出することが出来なかった。そこで、まず、観測点それぞれにおいて得

られている最も顕著な変換波に着目し、その変換波を励起する面の意味を解釈するた

めに、面の傾斜方向とその概略深さの調査を行った。 

解析対象とした観測点の位置を図３－６－（２）－②－１に示す。これらの対象点に

おいて、2019 年９月までに観測されたマグニチュード 5.8 以上、震央距離 30°～90°

の遠地地震の観測波形記録に対して推定したレシーバ関数に、harmonic decomposition

解析法（以下、HA 解析。Bianchi et al., 2010）を適用した。震源情報は、米国地質

調査所（USGS）による暫定震源カタログ（PDE；ftp://hazards.cr.usgs.gov/NEICPDE）

に依った。レシーバ関数の深度変換には、Matsubara and Obara（2011）による３次元

地震波速度構造を用いた。 

HA 解析は、radial 成分と transverse 成分の両方に見られる変換波振幅の到来方向

依存性（例えば、Shiomi and Park, 2008）に基づいて速度不連続面の傾斜方向等を推

定する解析方法であるため、本解析の適用には様々な方位から地震波を解析に用いる

ことが理想である。図３－６－（２）－②－４に観測点ごとのレシーバ関数の数を示す。

図３－６－（２）－②－５に示す通り、解析に用いた基準を満たす地震活動は、その到

来方向に顕著な偏りがある。本研究で設置した臨時稠密地震観測点 25 点中、図３－６

－（２）－②－４中にやや小さめの菱形で示した４観測点では、観測期間が短い、S/N

が悪い等の理由により、様々な方位から到来する地震波を用いたレシーバ関数を得る

ことが出来なかったため、HA 解析の対象から除外した。 

四国東部地域における既存のプレート形状モデルから、この地域の海洋モホ面は概

ね 30～50 km 程度の深さに位置すると考えることが出来る。この深さでＰ波からＳ波

に変換した波（Ps 変換波）は、直達Ｐ波からおよそ 3.5～6.0 秒遅れて観測点に到着す

る。各観測点におけるレシーバ関数から当該時間幅で最も顕著な Ps 変換波を目視選択

し、common conversion depth（CCD）スタックを行うことにより、Ps 変換波が強調さ

れる速度不連続面の深さを求めるとともに、その深さにおける不連続面の傾斜方向を

推定した。なお、HA 解析は観測点ごとに独立に解析を行うため、得られる結果も独立

なものである。したがって、近接する観測点で同様の解析結果が得られた場合、その結

果は、観測点周辺を代表する結果が安定して得られたことを意味する。 

図３－６－（２）－②－６に各観測点で検出された速度不連続面の深さを、図３－６

－（２）－②－７にその面の傾斜方向を矢印で示す。矢印は、矢柄側が浅く、矢先の方

向に面が深くなるように描いた。また、HA 解析の結果、安定した解析結果が得られな

かった観測点では、観測点位置を表す黒点だけを記した。図３－６－（２）－②－６か

ら、各観測点における速度不連続面の深さは室戸岬周辺で最も浅く約 24 km であった。

不連続面の深さは、北に向かって深くなり、徳島県下で 33 km 程度、高知県中部から愛

媛県東部で約 35 km、香川県下で 38 km 程度となった。なお、周辺の観測点と大きく異

なる深さを示している観測点も散見される。このような点では、周辺と異なる種類の速

度不連続面を検知している、あるいはノイズの混入等の理由により正しい推定が出来
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ていない可能性が高い。一方、各観測点下の速度不連続面の傾斜方向は、ややばらつき

があるものの、大局的には地域ごとにまとまった方向を示した。図３－６－（２）－②

－７から、高知県域では、概ね北西方向に傾き下がる面が検出された。この特徴は、既

存のフィリピン海プレート形状モデルと整合的であることから、海洋モホ面を表して

いると言える。一方、徳島県北部に位置する観測点では、臨時観測点を含め、南あるい

は南西方向に傾斜する特徴を示した。また、香川県域では西傾斜、愛媛県東部では、南

西傾斜の傾向を示した。いずれも、従来のプレート形状モデルでは説明出来ない特徴で

ある。この速度不連続面の傾斜方向の分布と深部低周波微動活動を比較すると、深部低

周波微動活動の南限とプレートが南～南西方向に傾斜する領域の南端がほぼ一致して

いるように見える。 

図３－６－（２）－②－７の徳島県北部域のように、海洋プレートが沈み込む方向と

逆に傾く不連続面の事例として、陸側モホ面が海洋プレートと接合する場所付近が考

えられる（図３－６－（２）－②－８の黒丸印付近）。この場合、図３－６－（２）－

②－８のＡに示すように、フィリピン海プレート内の海洋モホ面がより深部に存在す

るはずである。一例として、防災科研 Hi-net の徳島（N.TOKH）観測点のレシーバ関数

を図３－６－（２）－②－９に示す。この観測点で HA 解析の対象にした後続波位相は、

経過時間４秒付近に存在する位相であり、これ以降に、図３－６－（２）－②－８のＡ

に相当する明瞭な速度不連続面の存在を確認することは出来ない。さらに、陸側モホ面

と海洋モホ面の間には海洋地殻が存在するため、図３－６－（２）－②－８のＢとして

示すように、陸側モホ面を検出された地域では、より南方の海洋モホ面を検出した地域

における深さよりも 10 km 程度、突然浅くなる必要がある。しかし、検出された不連続

面の深さ分布（図３－６－（２）－②－７）からは、そのような特徴を見いだすことが

出来ない。一方、四国西部をはじめ、深部低周波地震は沈み込むプレート上面付近で活

動していることが知られている（例えば、Shelly et al., 2006）。Ohta and Ide (2017)

によると、四国中部の深部低周波地震は深さ約 30 km に分布している。今回検出した南

～南西傾斜の速度不連続面の深さは 33～38 km であり（図３－６－（２）－②－６）、

図３－６－（２）－②－８のＣとして表すように深部低周波地震の分布よりも有意に深

い。以上の特徴から、徳島県で検出された南～南西傾斜の速度不連続面が陸側モホ面で

ある可能性は極めて低く、沈み込むフィルピン海プレート内の海洋モホ面の可能性が

高いと考えられる。 

通常、海洋モホ面はプレート上面と並行に存在するため、四国東部域では概ね北方向

に傾斜すると考えるのが一般的である。Kodaira et al. (2002)は、四国沖の構造探査

データに基づき、土佐ばえの下に沈み込む海山が存在することを明らかにした。土佐ば

えの南方には膠州海山をはじめとする紀南海山列が存在し、土佐ばえを含めて北西－

南東方向に直線状の列をなしている（図３－６－（２）－②－10）。この北方延長上に

四国東部は位置する。海洋プレート上に海山が存在する場合、海洋地殻に厚みが生じる。

これにより、プレート上面は上に凸の、地殻下面すなわち海洋モホ面は下に凸の形状と

なる（例えば、Kodaira et al., 2002）。観測された海洋モホ面の傾斜方向と以上の特

徴から、徳島県北部付近に小規模な海山が沈み込んでおり、これによって海洋モホ面形

状に局所的な凹凸が発生している可能性がある。Nishikawa et al.（2019）では、茨城
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県沖に沈み込む海山の領域で低周波微動が発生していることを報告した。四国中部以

西では、東西に連続的に分布する深部低周波地震（微動）が四国東部では香川県域と徳

島県域の２列となっているが、当該地域のプレート形状に小規模な凹凸が存在するこ

とを仮定すると、北側（香川県域）の活動は四国西部で見られたようなプレート上面が

マントルウェッジに接する場所で発生するものであり、南側（徳島県域）の活動は海山

の存在に伴う海洋地殻内の応力上昇の影響を受けていると考えることが出来る（図３

－６－（２）－②－11）。 

 

 

図３－６－（２）－②－４ 解析に用いた観測点ごとのレシーバ関数の数。丸印は定常観

測点、菱形は本研究で設置した臨時稠密地震観測点を表す。蓄積された地震数が少なく、

HA 解析を適用しなかった観測点は小さめのシンボルで表した。 

 

 

図３－６－（２）－②－５ 解析に用いた遠地地震の震源分布 
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図３－６－（２）－②－６ HA 解析により求められた地震波速度不連続面の深さ。 

灰色の点は深部低周波微動の震央位置（防災科学技術研究所, 2020）を表す。 

 

 

図３－６－（２）－②－７ HA 解析により求められた速度不連続面の傾斜方向。矢柄側が

浅く、矢先に向かって面が深くなる。黒点は解析対象の観測点の位置を表す。安定した解

析結果が得られなかった観測点は黒点のみが表示されている。灰色の点は深部低周波微動

の震央位置（防災科学技術研究所, 2020）を表す。 
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図３－６－（２）－②－８ 南方に傾斜する面が陸側モホ面とした場合の模式図。赤線と

青線は、それぞれ、レシーバ関数で正の振幅、負の振幅として検知される速度不連続面を

表す。緑の楕円は、深部低周波地震が分布する場所を表す。Ａは観測点下の海洋モホ面の

位置、Ｂ及びＣは陸側モホ面、あるいは深部低周波地震と海洋モホ面の深さの差を表す。 

 

 

図３－６－（２）－②－９ 防災科研 Hi-net の N.TOKH 観測点におけるレシーバ関数の例。

横軸は直達Ｐ波の到着からの経過時間、縦軸は地震波到来方向を表す。各レシーバ関数は、

地震波到来方向に応じて５度ごとの bin でスタックして示した。正の振幅を赤で、負の振

幅を青で塗色して示した。観測点の位置を図３－６－（２）－②－７に示す。 
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図３－６－（２）－②－10 四国南東沖の海底地形と沈み込んだ海山の位置（Kodaira et 

al., 2002）。標高及び海底地形データは、SRTM15+V2 グリッド（Tozer et al., 2019）に

よる。 

 

 

図３－６－（２）－②－11 四国西部（左）及び四国東部（右）における沈み込むフィリ

ピン海プレートと深部低周波地震活動の相対的位置の模式図。赤線と青線は、それぞれモ

ホ面とフィリピン海プレート上面を表し、点線は境界が不明瞭になることを意味する。 

 

ii) フィリピン海プレート上面モデルの構築 

ここまでの解析により、四国東部の観測点下で検出された顕著な速度不連続面はフ

ィリピン海プレート内の海洋モホ面であること、フィリピン海プレート形状には小規

模な凹凸がある可能性が高いことが明らかになった。以下では、これまでの知見を活用
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し、radial 成分のレシーバ関数から四国東部下でのプレート形状モデルを再構築した。

解析には、図３－６－（２）－②－１で示した全ての観測点で得られたレシーバ関数を

用い、北西－南東方向に 60 枚、北東－南西方向に 75 枚のレシーバ関数断面図を作成し

た。レシーバ関数の深度変換には、前節同様、Matsubara and Obara（2011）による地

震波速度構造を用いた。同一の走向を持つ断面は５km 間隔で作成し、断面図へは両側

５km の範囲を投影した。レシーバ関数では、プレート上面に相当する速度不連続は負

の振幅として検出される。したがって、各断面図中の明瞭な負の振幅の並びを読み取り、

空間的に補完することで、プレート上面の形状モデルを構築した。ただし、変換波の連

続性が明瞭ではない地域やノイズ等によりプレート上面以外で顕著な振幅を記録する

場合がある。そのような異常値を出来るだけ客観的に除去するため、既存のプレート形

状モデルを参考値として使用しつつ、以下の手順によって、暫定モデルを構築した。 

ア）各断面図に対し、Nakanishi et al.（2018）によるフィリピン海プレート上面深

さを参考値とし、この深さ±５km かつ前節で求めた海洋モホ面以浅の深さ範囲で

レシーバ関数振幅が最も小さくなる深さを読み取った。 

イ）断面図から読み取った深さを空間的に平滑化し、不連続面１を求めた。 

ウ）各断面図と不連続面１を比較し、不連続面１±３km の深さ範囲でレシーバ関数

振幅が最も小さくなる深さを再度読み取り、イ）と同様の手順で新たな不連続面２

を求めた。 

エ）各断面図と不連続面２を比較し、不連続面２±２km の深さ範囲でレシーバ関数

振幅が最も小さくなる深さを再度読み取り、イ）と同様の手順で最終的な不連続面

形状を求めた。 

得られたモデルの等深度線を図３－６－（２）－②－12 に示す。また、レシーバ関数

断面と既存モデルとの比較の一例を図３－６－（２）－②－13 に示す。 

Nakanishi et al.（2018）のモデルと比較すると、室戸岬周辺では両モデルの深さに

大きな差異はないものの、徳島県の深部低周波地震（微動）発生域では４km、瀬戸内海

付近で６～８km 程度浅くなった。また、本研究で求めたモデルからは、室戸岬から燧

灘方面及び香川県東部に延びる緩い尾根線が存在することが分かった。室戸岬から燧

灘方面に延びる尾根線は、深部低周波地震（微動）活動が低調になる場所を通過してい

る。一方、室戸岬から香川県東部・小豆島方面に延びる尾根線も、徳島県下の深部低周

波地震（微動）活動が低調となる場所を通過するとともに、その延長に香川県下の活動

が位置することが分かる。いずれの地域も深部低周波地震（微動）活動が低調になって

いる場所では等深度線の幅が広く、より平坦な沈み込みとなっていることが分かる。な

お、四国東部の主な深部低周波地震（微動）の活動域は、香川県域、徳島県域の活動を

含め、プレート上面深度が 26～30km の範囲に含まれている。 

現在の暫定モデル（図３－６－（２）－②－12）では、図３－６－（２）－②－７で

示した海洋モホ面の詳細な起伏との対応を明確にすることは難しい。しかし、徳島・香

川県境付近で、プレート上面の等深度線が大きく北方に蛇行している地域と海洋モホ

面が南に傾斜している地域がおおよそ対応することは、当地に海山が沈み込んでいる

などとして、局所的に海洋地殻が厚くなっていること（図３－６－（２）－②－11）と

矛盾せず、このような構造の特徴が四国東部における複雑な深部低周波地震（微動）活
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動の原因となっているといることをより強く示唆させる結果である。 

図３－６－（２）－②－11 のように解釈した場合、香川県下の深部低周波地震（微

動）活動もフィリピン海プレートの沈み込みに伴うプレート起源のものと解釈される。

本研究プロジェクトにおける四国西部の解析結果からは、プレート間地震の強震動生

成域は低周波地震（微動）発生域の南端までが主となるという結果を得た。同様の解釈

に基づくと、強震動生成域は香川県域で発生している深部低周波地震（微動）の南端ま

でと考えるのが妥当となる。しかし、海山のようなプレート形状の凹凸は、プレート固

着の状況や地震時のすべり域の拡大に影響を与える可能性が高く、一概に判断するこ

とは難しい。今後は、当該地域で得られた観測データのさらなる解析を通じ、より高精

度・高分解能なプレート形状モデルを構築するとともに、香川県域と徳島県域に存在す

る深部低周波地震（微動）活動の狭間に相当する、徳島・香川県境付近下の構造の特徴

の解明が必要である。 

 

 

図３－６－（２）－②－12 本研究で求めたフィリピン海プレート上面の等深度線（赤線。

単位：km）。解析に用いた臨時稠密地震観測点と定常観測点の位置を、それぞれ黄菱形と白

丸で示す。参考として、Nakanishi et al.（2018）によるモデルを黒細線で示す。深部低

周波微動の震央位置（防災科学技術研究所, 2020）を青点で示す。 
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図３－６－（２）－②－13 レシーバ関数断面の例。断面図の右が太平洋側（南東側）、左

が瀬戸内海側（北西側）であり、横軸は南東端からの距離で表す。左側に示す地図上の赤

線が右側の断面図の測線を表す。断面図における黒点及び緑点は、それぞれマグニチュー

ド 2.0 以上の通常の地震と深部低周波地震（Ohta and Ide, 2017）の震源位置を表す。断

面図中の黄線が、本研究で求めたプレート形状モデルを表す。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

四国東部で発生する深部低周波地震活動に対し、本研究で設置した稠密地震観測点

ならびに周辺定常観測点で得られた観測波形データに Matched Filter 法による解析を

適用した結果、深部低周波地震活動の震央の明瞭な移動を確認した。活動域の拡大方向

と逆方向に高速に伝播する活発な活動の存在から、四国東部域で発生する深部低周波

地震活動が、四国西部に比べて低調かつ複雑な震央分布を示すものの、世界の沈み込み

帯で発生している同様の活動の特徴を備えていることを確認した。 

四国東部下に存在するフィリピン海プレート形状を推定するため、稠密地震観測点

ならびに定常観測点で得られたレシーバ関数を用いて、フィリピン海プレート内の海

洋モホ面の傾斜方向を求めた。その結果、高知県下では、従来のプレート形状モデル同

様、北西方向に傾斜していたが、徳島県北部では南方、香川県では西方に傾斜すること、

徳島県で南傾斜が検出されている観測点の分布は、深部低周波地震（微動）活動の南限

とほぼ一致することが分かった。四国沖の海底地形や構造探査の結果を考え合わせる

と、徳島・香川県境下の海洋地殻には海山のようなふくらみがあると解釈することが妥

当であると言える。一方、レシーバ関数からプレート上面の深さを推定したところ、既

存モデルと比べて２～８km 程度浅いモデルが得られた。また、室戸岬から北及び北西

に延びるゆるやかな尾根線が存在し、それらの場所は深部低周波地震（微動）活動が局

所的に低下する場所と対応していた。このことから、四国東部における複雑な深部低周
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波地震分布は、沈み込むプレート形状の複雑さと対応していると言える。 

本研究の結果、活動が低調な四国東部の深部低周波地震（微動）活動も、世界の沈み

込み帯で発生している深部低周波地震活動の一般的な特徴を備えていることが明らか

になった。深部低周波地震（微動）活動を含むスロー地震活動は、その場所や発震機構

からプレート間巨大地震と強く関係すると考えられている（例えば、Obara and Kato, 

2016）。本研究の結果は、四国東部においても、深部低周波地震（微動）活動を適確に

検出し、モニタリングすることは、プレート間巨大地震想定震源域深部領域におけるプ

レートの固着状況をモニタリングする指標として重要であることを意味する。また、深

部低周波微動活動とプレート形状が密接に関係することも明らかになった。本研究で

は、深部低周波地震（微動）の検出ならびに詳細な震央位置の推定に重点を置いて解析

を進めたが、得られた結果は、深部低周波地震の震源の深さを詳細に求めることが出来

れば、プレートの位置や形状を把握することが可能となることを意味している。 

本研究で構築した詳細な深部低周波地震源やプレート形状モデル等のデータベース

は、今後の南海トラフ沿いで発生するプレート間地震像をより詳細に解明していくた

めに、すべり欠損分布（例えば、Noda et al., 2018）など他の様々な事象との比較検

討に活用されることが期待される。 
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(3) 平成 25～平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 海域におけるプレート・断層構造調査 

(a) 業務の要約 

 内閣府が最大級の南海トラフ地震を評価した拡大想定震源域の上限（トラフ軸近

傍）と下限（深部低周波地震発生域周辺）の地下構造の特徴を明らかにし、地震発生

の連動の範囲や地震や津波の時空間的な広がりを見積もるため、南海トラフ周辺で

屈折法および反射法探査による構造調査を実施した。トラフ軸近傍の構造調査とし

て、既存の探査測線間隔が疎な四国沖～日向灘でのトラフ軸近傍での稠密な高分解

能反射法探査を 2013 年・2014 年および 2016 年に実施し、前縁断層の構造イメージ

を得た。南海トラフの軸部に沿って、沈み込み形態のバリエーションが認められ、沈

み込み形態が一様でないことを明らかにした。また前縁断層よりも海側のトラフ内

に、海底地形には現れない新しい断層の存在を明らかにした。さらに南海トラフ全域

においてプレート境界面の物性評価を行うため、既存測線をデータベース登録し境

界面の解釈および振幅抽出を行った。特に熊野灘の稠密な測線からは浅部低周波微

動の分布に対応した境界面・反射強度の違いが得られた。 

また拡大想定震源域の下限周辺の構造を明らかにするために、四国沖から四国に

かけてのトラフ直交の海陸統合構造調査測線を実施し、深部低周波微動発生域の構

造を明らかにした。また、沈み込む前のプレートの構造と巨大地震発生の関係解明の

ため、四国沖のトラフ海側でのトラフ平行測線で高分解反射法及び屈折法探査を実

施し、フィリピン海プレートの海洋地殻の東西方向の不均質構造を明らかにした。特

に海洋地殻最上部の速度変化が、プレートの形成年代の違いに対応していることが

わかった。また、海洋地殻の上面の形状の凹凸周期が、四国下の深部低周波微動の活

動度の東西変化の周期と類似していることもわかった。 

観測データに基づく地震発生帯の時空間モデルの構築に向け、先行プロジェクト

の地震観測・構造調査の結果に基づき、３次元速度構造モデル、プレート形状モデル

を構築し、公表した。 

南西諸島周辺は定常的な地震観測点が島嶼部に限られているため、自然地震活動

や地下構造が十分には解明されていない状況であった。またプロジェクト開始前に

は南海トラフ巨大地震の震源域が南西諸島まで広がる可能性についても議論されて

おり、南西諸島の詳細なプレート形状モデルの構築が重要な課題となっていた。その

ため本プロジェクトでは、2013 年度および 2015～2019 年度に海域を中心とした構造

探査および自然地震観測を実施し、これらの実態を解明するとともに、南海トラフか

ら南西諸島全域のプレート形状モデルの構築を進めた。構造探査測線は、南西諸島の

プレート形状モデルを空間一様な空間分解能で作成するため、他機関による既存の

構造探査測線との相対位置を考慮して配置した。自然地震観測は八重山地方周辺、ト

カラ列島・種子島周辺、奄美群島周辺を対象とし、海底地震計を 25～40km 間隔で設

置し、３～４ヶ月間の観測を実施した。これらの海底地震計の設置とあわせて島嶼部
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にも臨時地震観測点を設置し、観測領域全体で観測点間隔が概ね均一になるように

して観測を実施した。得られた記録に基づいて、詳細な速度構造や震源分布を求め、

震源メカニズム解なども考慮して高精度なプレート形状モデルを提案した。また自

然地震観測では低周波地震などのスロー地震の活動にも着目し、その震源決定や地

下構造との関連を調べた。 

プレート形状モデルについては、先行プロジェクトの成果に基づき構築した南海

トラフのプレート形状モデルに、本プロジェクトの構造探査及び自然地震観測の成

果を統合し、調査の実施できなかった南西諸島中部域については他の研究成果を参

考に南西諸島まで拡張した。 

 

(b) 業務の実施方法 

南海トラフ周辺や南西諸島での地下構造探査は、JAMSTEC の調査船と構造探査シス

テム、短周期海底地震計(OBS)（（株）東京測振製 TOBS-24N 型）を用いて実施した。

測線長が数 100km の大規模構造調査では、深海調査研究船「かいれい」および海底広

域研究船「かいめい」の構造探査システムを使用して屈折法や反射法探査を実施した。

屈折法探査では海底地震計を５～６km 間隔で設置して 200Hz で記録を収録し、200m

間隔でエアガン発振を行った。本プロジェクトの調査におけるエアガン容量は「かい

れい」が最大 7800cu.in.、「かいめい」が最大 7950cu.in.である。反射法探査は各船

のストリーマーケーブルを曳航し、50m 間隔でエアガン発振をした。「かいれい」と

「かいめい」のストリーマーケーブルはそれぞれ 6000m と 1500m とし、ケーブル内の

ハイドロフォン間隔は「かいれい」が 12.5m、「かいめい」が 3.125m である。記録は

2.0ms で収録した。また南海トラフ近傍の高分解能反射法探査は、高圧で高周波数の

音源を搭載した可搬式の構造探査システムにより実施した。このシステムのストー

リーケーブルは全長 1200m、ハイドロフォンの間隔は 6.25m であり、1.0ms で記録を

収録した。 

南海トラフにおける大規模構造探査として、2014 年に四国沖南海トラフ海側の四

国海盆でトラフに平行な約 360km の測線 (SB01) に OBS 35 台を設置し、屈折法探

査を行った。さらに、四国沖〜四国下の深部構造イメージを得るため、「東海・東南

海・南海地震の連動性評価研究プロジェクト」で実施した四国沖南海トラフ横断測線

とほぼ同一測線(SK03-2)でのエアガン発振を 200m 間隔で再度行い、測線の陸上延長

線上に防災科学技術研究所が設置した臨時観測点 30 点でエアガン波形記録を取得す

る海陸統合調査を実施した（図３－６－（３）－①－７）。 

また西部南海トラフでの拡大想定震源域の上限を規定すると考えられる前縁断層

構造イメージを得るため、高知沖から日向灘の南海トラフ周辺において、2013 年・

2014〜2016 年に可搬式探査システムを用いた稠密な高分解能反射法探査(高分解能 

MCS) を実施した。測線はトラフに直行する 25 本、総延長約 1800km と、トラフ海側

にトラフに平行な約 360km 長の測線（SB01)である(図３－６－（３）－①－７)。 

南西諸島周辺では大規模構造調査と自然地震観測を実施した。南西諸島周辺で展

開した地震観測点及び構造探査測線を図３－６－（３）－①－８に示す。構造探査は

2013 年度に宮古・八重山地方、2015 年度にトカラ・種子島周辺、2017 年度に奄美群
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島周辺で実施し、自然地震は 2013 年度に宮古・八重山地方、2016 年度にトカラ・種

子島周辺、2018 年度から 19 年度に奄美群島周辺で実施した。当初は 2019 年度と 2020

年度に沖縄本島から宮古島にかけての領域で構造探査と自然地震観測を計画してい

た。しかし、2018 年度に航海時の荒天により海底地震観測の開始が半年ほど遅れた

ことなどを受け、海上保安庁により発表された新しい研究成果(Nishizawa et al. 

2017)でこの領域で３測線の調査結果が公開されたことなども考慮し、沖縄から宮古

島での調査は本プロジェクトでは実施しないこととした。 

南西諸島の自然地震観測では屈折法探査と同じ短周期海底地震計を用い、100Hz で

データを収録した。また陸上の地震観測点では、固有周波数 2Hz の短周期地震計（（株）

近計システム製 KVS-300）または広帯域地震計（Streckeisen 製 STS-2）を使用し、

100Hz サンプリングとしてオフラインでデータを収録した。 

 

 

図３－６－（３）－①－７ 南海トラフ域で実施した高分解能反射法探査測線および

屈折法探査測線（SB0１及び SK03-2)。黄丸は OBS を表す。 
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図３－６－（３）－①－８ 南西諸島周辺で調査を実施した構造探査測線と自然地震

観測で設置した地震観測点の分布。 

 

(c) 業務の成果 

1) 南海トラフ 

南海トラフでの拡大想定震源域の上限を規定すると考えられる前縁断層構造イメ

ージを得るため、四国沖～日向灘の南海トラフ軸において、高分解能 MCS 調査を実施

した。得られたデータ断面とその解釈結果に基づき、南海トラフ巨大地震の拡大想定

震源域上限を規定する構造を調査海域についてマッピングした。先行研究(Moore et 

al. 2005)に従って、プレート境界面から海底面にいたる前縁断層および前縁断層か

ら海側に発達する微小断層群（プロトスラスト帯）に着目して解釈を行った結果、内

閣府によるトラフ軸を上限とする拡大想定震源域よりも海側にも変形構造が発達す

ることが明らかになった（図３－６－（３）－①－９）。さらに海底地震計を用いた

屈折法探査の結果（Nakanishi et al., 2018）を用いて深度変換を行い、深部のプレ

ート境界面から海底に繋がる前縁断層先端部について累積変位量を抽出した（図３

－６－（３）－①－10）。その結果、四国沖では平均 100m を超える変位量が明らかに

なり（図３－６－（３）－①－10）、さらに 1946 年南海地震の破壊域（Baba and Cummins, 

2005）がトラフ軸まで達している領域に対応する測線(HDNT113)では，断層からの反

射波とともに 300m を超える変位が確認された。 

プレート境界物性の把握に向け、ケーススタディとして稠密な二次元探査測線が

ある熊野灘に着目し、プレート境界の形状および反射波振幅のマッピングを行った。

その結果、周囲に比べて低くなっている場所および反射振幅値が高い場所がスロー

地震の発生域に対応していることを明らかにした。 
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南海トラフ海側の四国海盆のトラフに平行な測線（SB01）で実施した屈折法探査お

よび高分解能 MCS 調査によって、測線に沿った堆積層と基盤の構造不均質が認めら

れた（図３－６－（３）－①－11）。測線南西側の基盤が平坦な部分で反射強度が比

較的弱い特徴がみられる一方、測線北東側では基盤からの反射が明瞭で凹凸が激し

い。基盤直下の速度変化は、堆積層構造が東西で変化する測線の西端から約 160km 地

点（図３－６－（３）－①－11)で確認され、四国海盆の形成初期から終盤の境界域

(沖野, 2015)に対応することが明確になった。よって基盤直下の速度変化は、四国海

盆の形成過程の違いを反映していると考えられる。このような東西に不均質な構造

を持つフィリピン海プレートが西南日本の下に沈み込んでいることになる。さらに、

高分解能 MCS 断面で見られる基盤の凹凸周期と深部低周波微動の活動度の東西変

化（Obara, 2010）の周期が非常によく似ていることがわかった（図３−６－（３）－

①－11）。また、四国沖〜四国下の深部構造イメージを得るために、実施した海陸統

合調査より、図３−６−（３）－①－７中のトラフ直交測線（SK03-2）の延長線上の陸

上測線で得られた発破記録、延長線上の Hi-net 観測点で取得されたエアガン波形

記録を含めた海陸統合解析を進め、P 波速度構造および反射イメージを得た（図３－

６－（３）－①－12）。この成果は、陸域の構造調査の結果から得られたプレート形

状と整合的であり、統合して解釈した。 

また、観測データに基づく地震発生帯の時空間モデルの構築に向け、先行プロジェ

クトの地震観測・構造調査の結果に基づき、３次元速度構造モデル、プレート形状モ

デルを構築し、公表した(Nakanishi et al., 2018)。 
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図３－６－（３）－①－９ トラフ横断測線から明らかになった南海トラフ軸におけ

る前縁断層（赤線）および海側に発達するプロトスラスト帯（緑域）。 

 

 

 

図３－６－（３）－①－10 トラフ横断測線から得られた前縁断層先端部（図３－６

－（３）－①－９の赤線）における累積変位量分布。 
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図３－６－（３）－①－11 四国の深部低周波微動分布（青枠内）とその活動度のヒ

ストグラム(Obara, 2010)、および四国沖四国海盆のフィリピン海プレートの海洋地

殻の東西方向の構造不均質（高分解能 MCS 断面と屈折法から求められた速度構造の

重ね合わせ）と磁気異常に対応する地質年代（沖野, 2015 より）の関係。距離 160km

周辺でみられる基盤直下の速度変化は、四国海盆の形成初期から終盤の境界域(沖野, 

2015)に対応しすることがわかる。 
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図３－６－（３）－①－12 四国沖トラフ直交測線陸側延長線上の陸上測線で得られ

た発破記録、Hi-net 観測点で得られたエアガン波形記録を用いた海陸統合解析より

推定された P 波速度構造モデル（等速度線は 0.2km/s 間隔）と反射イメージ。黒色

の濃い部分が反射面の存在を示す。 

 

2) 南西諸島 

南西諸島域で調査を行った３つの領域で、屈折法探査に基づく詳細な２次元速度

構造の推定、反射法探査に基づくプレート境界面や反射面・断層分布の推定、自然地

震観測に基づく３次元速度構造および震源分布の推定を実施した。その結果に基づ

いて、南海トラフから南西諸島全域までの連続したプレート形状モデルを構築した。 

 

a) 宮古・八重山地方 

宮古・八重山地方での調査では、構造探査で得られた速度構造およびプレート境界

面の反射特性、自然地震観測で捉えた海底下の低周波地震活動を統合して、1771 年

にこの地域で津波による甚大な被害をもたらした八重山地震震源域も含めた地震発

生帯モデルを提案した（図３－６－（３）－①－13）(Arai et al. 2016)。南西諸島

では低周波地震を始め様々なスロー地震活動が活発（Ando et al. 2012; Nishimura 

2014）だが、海底下で発生するスロー地震の位置や深さは陸上の観測点では十分な精

度では決めることができない。本観測では、観測網の中で低周波地震を観測すること

ができ、震央を高い精度で推定するとともに、幾つかの低周波地震は深さ 15-18km の

プレート境界近傍で発生していることも明らかにした。また反射法探査ではプレー

ト境界の浅部から深部に地震波速度の逆転（上盤プレートより低速度の層の存在）を

示す反射波の極性反転を観測した。この地震波速度の逆転は高圧の流体によって生

じると解釈でき、低周波地震の発生に流体が強く寄与している可能性が高いことを

示した。さらに、プレート境界断層と分岐断層から成る楔形の構造が存在し、これが

1771 年八重山地震の巨大津波発生源(Nakamura et al. 2009)とよく一致することを

明らかにした。 

また自然地震観測に基づく３次元構造解析と発震機構解の推定をもとに、面的な
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プレート境界面形状の推定を行った（Yamamoto et al., 2018）。この結果は構造探査

測線では Arai et al. (2016)と整合的であり、測線東側の多良間島付近には沈み込

む海山を想定させる大きな起伏が存在することも明らかにした。推定したプレート

形状モデルに基づいてプレート間地震活動を抽出し、スロー地震活動と空間的に棲

み分けて分布することを明らかにした。さらに、海洋性地殻内の高流体圧域とスロー

スリップ活動域とが対応することがわかるなど、プレート間滑り現象とその要因を

議論する上で重要な知見が得られた。 

南西諸島海域では海溝側だけでなく背弧側の沖縄トラフでも活発な地震活動が見

られる。沖縄トラフ南部での構造探査のデータから、背弧リフティングに伴う多数の

正断層を検出し、それらの多くが海底面まで到達していることから地震発生時の津

波波源となりうることを指摘した (Arai et al. 2017a) 。また、リフト中軸部にお

けるマグマ貫入構造と、1924 年に噴火したとされる西表北北東海底火山の直下にマ

グマだまりの証拠を発見し、沖縄トラフにおける火山活動と熱水循環を理解する上

で重要な構造的知見を得た。 

また宮古・八重山地方での自然地震観測を用いて、高周波数地震波の散乱に着目し

て媒質のランダムな速度不均質の空間分布を推定した。観測点数や震源の数が限ら

れていたため Reversible Jump MCMC(Green 1995)を用いて未知数の数を可変とする

などの改良を行い、データに対して最適な空間分解能での構造推定を行った。その結

果、沖縄トラフの深さ 50〜60km 付近に最も短波長不均質に富む媒質が存在し、その

速度不均質のパワースペクトル密度の波数依存性が東北日本などの火山フロント付

近で見られる特徴と類似していることなどが分かった。 
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図３－６－（３）－①－13 南西諸島南部（石垣島東方）測線（図３－６－（３）－

①－８ 測線(a)）での地殻構造探査で明らかとなったフィリピン海プレートの沈み

込み構造。反射法探査により、プレート境界からの分岐断層(b)が津波地震発生域に

存在することが確認された。また、プレート境界の複数の箇所で見られる反射波の極

性反転(c～f)は、プレート境界に流体が存在することを示唆する。低周波地震の震源

（星印）はプレート境界の近傍に位置する。 

 

b) トカラ・種子島周辺 

トカラ・種子島周辺においても、宮古・八重山地方と同様にプレート境界形状の推

定を行った（Yamamoto et al., 2020）。これまでさまざまなプレート境界形状モデル

が本海域において提案されていたものの（例えば、Hayes et al, 2012, 2018; Iwasaki 

et al., 2015）、本プロジェクトにおいて構築された南海トラフにおけるプレート形

状モデル（Nakanishi et al., 2018）と整合的なものが存在しなかった。本研究によ

り、初めて観測データを矛盾なく説明しつつ、南海トラフと南西諸島海溝をスムーズ

に接合することが可能となった。 

この領域のプレート境界形状は滑らかで起伏に乏しく、宮古・八重山地方とは特徴

が異なり、海山が沈み込んでいないと解釈できる。その一方で、宮古・八重山地方と

同様に、プレート間通常地震とスロー地震はその活動域を明瞭に棲み分けているこ

とも明らかとなった。プレート間地震活動域の下端は、上盤における蛇紋岩マントル

ウェッジの存在により規定されている。また、プレート間通常地震・スロー地震がと

もに観測されていない領域の存在を見出した(図３−６－（３）－①－14; B)。この領

域の大きさは 1771 年八重山地震津波の波源域(Nakamura, 2009)と同等であり、M8 級

の津波地震震源域に匹敵する。本プロジェクトにおいてこの領域で海底広帯域地震

観測が実施されており、スロー地震活動の活動の有無に関する解析結果が待たれる。 
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南西諸島海溝北部では奄美大島の北側において通常の海洋プレートより地殻が厚

い奄美海台が沈み込んでいる。同海域で取得した反射法探査のデータから、沈み込む

奄美海台の前縁部に高角にプレートを断ち切る断裂構造が存在することを発見した

(Arai et al., 2017b)。さらにこの構造が 1995 年の奄美大島近海地震(M7)の余震分

布と一致することを示し、浮力の大きい海台の沈み込みが巨大地震の発生に関連す

ることを実証した。また、沖縄トラフ北部においても背弧リフティングによる断層構

造のイメージングに成功した。同海域では海底面まで至る正断層群に加えて横ずれ

断層も発達しており、複雑な応力場を反映していると考えられる(Arai et al., 

2018)。 

 

 

図３－６－（３）－①－14 (a)推定したプレート形状モデルとプレート間地震活動。

ピンクのコンターがプレート境界の深さを示す。赤点、白点、黒点および青の領域は

それぞれプレート間通常地震、浅部低周波微動(Yamashita et al., 2015)、浅部超低

周波地震(VLFE) (Nakamura and Sunagawa, 2015. グレースケールも合わせて表示), 

スロースリップイベント(SSE) (Nishimura, 2014)を示す。緑の矩形は SSE の検出不

能範囲（Nishimura, 2014）。A と B は通常地震、スロー地震ともに活動度の乏しい領

域を表す。(b) 上盤側プレート内の P 波速度構造とプレート間地震分布。(c) 上盤

側プレート内の Vp/Vs 比構造とプレート間地震分布。 
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d）プレート形状モデル 

Nakanishi et al. (2018)で示された南海トラフ域のプレート形状モデルを基に、

本プロジェクトで実施した宮古・八重山地方で実施した構造調査の成果（Arai et al., 

2016)（図３－６－（３）－①－13）と自然地震観測に基づく３次元速度構造(Yamamoto 

et al., 2018)、種子島・トカラ列島周辺の構造探査の成果（Arai et al., 2017)と

自然地震観測に基づく３次元地震波速度構造（Yamamoto et al., 2020）、震源分布に

基づく最新の沈み込み帯のプレート形状モデル Slab2.0 (Hayes, 2018)、東京大学地

震研究所のプレートモデル（Iwasaki et al., 2015; Lindquist et al., 2004）を

取り入れて、モデルを更新した（図３－６－（３）－①－15）。これにより、南海ト

ラフ域から南西諸島域までを滑らかにつなぐプレートモデルを構築することができ

た。さらに、プレート境界面の特性・プレート固着の不均質性を表す多様なスロー地

震活動等の様々な空間情報をプレートモデル上へマッピングした（図３－６－（３）

－①－15）。 

 

 

図３－６－（３）－①－15 多様なスロー地震活動等をマッピングした南海トラフか

ら南西諸島海溝域までのプレート形状モデル南海トラフから南西諸島海溝域までの

プレート形状モデル 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

四国沖から日向灘にかけて構造探査を実施し、内閣府が最大級の南海トラフ地震

を評価した拡大想定震源域の上限下限周辺の地下構造を明らかにした。上限につい

ては、内閣府が設定したトラフ軸近傍の地形の変曲点に着目することにより大きな

断層変形を伴う前縁断層の分布が明らかになった。さらに高分解能構造探査からは

前縁断層よりも海側に今後プレート境界断層に発達すると考えられる微小な断層
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群・プロトスラスト帯の拡がりが明らかになり、新たな上限を規定する構造と考えら

れる。 

下限付近の構造については、海陸統合調査の実現により、深部低周波微動発生域の

構造が明らかになった。また、沈み込む前の四国沖フィリピン海プレートには東西方

向にプレート形成年代や深部低周波微動の活動度との対応がみられる構造不均質が

あることが明らかになった。  

さらに、先行プロジェクトの構造調査の成果に基づく南海トラフ域の３次元構造

を構築し、地震本部の長周期地震動予測地図の作成に用いられている地下構造モデ

ルに対して海域の情報を提供できるようになった。 

南西諸島周辺では宮古・八重山地方、トカラ・種子島周辺、奄美群島周辺で自然地

震観測と構造探査を実施し、これまでに宮古・八重山地方とトカラ・種子島周辺での

詳細な地震活動と地下構造を解明した。それぞれの領域で構造探査記録を用いてプ

レート形状や詳細な２次元速度構造、断層分布などを推定し、地震活動や応力場との

関連などを明らかにした。また自然地震記録を用いて、構造探査で得られた速度構造

やプレート形状と整合する３次元的な速度構造とプレート形状を推定した。特に南

西諸島北部では本プロジェクト以外で取得した自然地震観測データの一部も統合し

て解析を実施し、南海トラフのプレート形状と整合したモデルを構築した。宮古・八

重山地方と奄美群島周辺では海底下で発生する低周波地震を観測し、詳細な震央分

布を推定した。低周波地震の一部は震源の深さを決定することができ、プレート境界

上で発生していることを明らかにした。また通常の地震の震源分布を詳細に調べ、ス

ロー地震との棲み分けを明確に示すことができた。 

本プロジェクトで構築したプレート形状モデルは、構造探査と自然地震観測で得

られた構造情報を統合したものである。用いた探査測線や地震観測点の配置が空間

的に均質ではないため、構造情報の空間分解能にはばらつきがある。他のサブ課題な

どでの活用も考慮し、構造探査で得られた情報の一部を平滑化するなどの処理によ

り取り除き、概ね空間一様な分解能でモデルを構築した。しかし、プレート形状モデ

ル構築と並行して、これらの処理で失われる微細な構造情報を面粗さとして取り扱

った解析や、稠密反射法によるプレート境界面の詳細な形状や物性把握の試みを進

め、これらの情報が地震発生域の実態を理解する上で重要であることも見いだした。

また南西諸島ではスロー地震活動とプレート境界面から反射波の極性情報を統合す

ることで、地震発生域の実態解明につながる知見を得た。これらの構造情報をプレー

ト形状モデルにマッピングすることが重要と考えられるが、現在の解析手法は特に

高精度な探査が行われた測線でしか適用できない。そのため、これらの情報をより低

いスペックで得られた探査データから抽出する解析手法の開発などが重要になると

考えられる。 
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② 自然地震を用いた構造解析 

(a) 業務の要約 

陸域下におけるフィリピン海プレート形状や陸側プレートとの相対的な位置関係の

把握及びこれらと深部低周波地震（微動）活動の関連を議論することを目的として、四

国を対象に稠密地震観測を実施した。これらの稠密地震観測点ならびに定常地震観測

点で得られたデータの解析から、四国西部の深部低周波地震（微動）発生域周辺の海洋

地殻で脱水を伴う相転移が発生し、プレート境界直上のマントルウェッジでは蛇紋岩

化が進展していると考えられる構造的な特徴を得た。また、四国東部下のフィリピン海

プレートは、従来考えられてきた形状よりも起伏に富んでいることを明らかにした。四

国東部で発生する深部低周波地震（微動）は、四国西部よりも低調かつ複雑な分布をし

ているが、稠密地震観測点データを用いた詳細な震源分布解析から、他の沈み込み帯同

様の低周波地震源の移動が発生していること、その分布は本研究で求めたプレート形

状と良い対応があることを示した。 
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(b) 業務の成果 

1) 稠密地震観測と構造探査 

四国で発生している深部低周波地震（微動）の震源位置の高精度決定並びに沈み込む

フィリピン海プレートの形状や物性に関する知見を得ることを目標として、四国を対

象とした稠密な臨時地震観測を実施した。図３－６－（３）－②－１に観測点の分布を

示す。 

四国西部では、2014 年２月下旬から 2015 年３月上旬まで、愛媛県伊予市を北端、高

知県幡多郡黒潮町を南端とする総延長約 80 km の測線上に、固有周波数１Hz の三成分

短周期地震計 30 台を設置した。この測線は、北北西－南南東方向に広がる活発な深部

低周波地震クラスタ上を通過する。観測期間中の 2014 年５月上旬には、測線の海域延

長部（図３－６－（３）－②－１ 緑破線）において海洋研究開発機構によるエアガン

の発振が行われた。陸域においては、2014 年 12 月 11 日早朝、愛媛県内子町域を発破

点とする薬量 300 kg の人工地震観測を実施した。発破点の位置を図３－６－（３）－

②－１に星印で示す。この観測実施に際して、固有周波数２Hz の上下動成分地震計 150

台を 2014 年 11 月下旬から約１か月間、既設 30 観測点の隙間を埋めるように測線上に

設置した。2015 年 10 月以降は、四国東部地域周辺の 25 地点に固有周波数１Hz の三成

分短周期地震計を設置し、自然地震観測を行った。図３－６－（３）－②－１に示す各

観測点の配色は、観測期間に対応する。各観測点は、３～６か月ごとにメンテナンスを

行い、その際に各地点のデータ収録装置に保存されたデータを回収するとともに、バッ

テリーの交換を行った。 

 

 

図３－６－（３）－②－１ 本研究で設置した臨時稠密地震観測点ならびに発破点の分布。

観測点の色は観測期間に対応する。星印及び青点は、それぞれ発破点の位置と深部低周波

微動の震央の分布（防災科学技術研究所, 2020）を表す。四国西部臨時稠密観測の測線を

緑実線で、その海域延長を緑破線で表す。黒破線による矩形は、四国西部のレシーバ関数

解析に用いた観測点の範囲を表す。 
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2) 四国西部で発生する深部低周波地震周辺の地下構造の特徴 

四国西部は、活発な深部低周波地震（微動）活動が観測されている地域である。深部

低周波地震（微動）が発生している場所周辺のフィリピン海プレートと陸側プレートの

位置や形状、プレート沈み込みに伴うプレート境界付近の物性の変化に関する情報を

得ることを目的として、図３－６－（３）－②－１に示す測線Ａ－Ｂを中心とした黒破

線内に位置する観測点で観測された遠地地震データにレシーバ関数解析法を適用した。

解析対象として、米国地質調査所による暫定震源カタログ（PDE）から、震央距離 30°

～90°で発生したマグニチュード（Ｍ）5.8 以上の地震を抽出した。レシーバ関数は直

達Ｐ波着震からの経過時間を表す時系列であり、観測点下に存在する地震波速度不連

続面でＰ波からＳ波に変換した波（Ps 変換波）が後続波として記録されている。各レ

シーバ関数から地下構造を推定するため、Matsubara and Obara（2011）による三次元

地震波速度構造モデルを用いて深度変換を行った。 

地震波速度不連続面が傾斜している場合、一般に、傾斜面が深くなる方から到来する

地震波によって励起された変換波の振幅は大きく、震央が傾斜面の浅い方向に位置す

る地震の波による変換波は小さくなる（例えば、Shiomi and Park, 2008）。既存のプレ

ート形状モデルから、南海トラフから沈み込んだフィリピン海プレートは、四国の下で

は北～北西に向かって深くなっていると考えられるため、ここではプレートが浅くな

る方向である南東側に位置する地震のデータを除外し、レシーバ関数断面図を作成し

た。求められたレシーバ関数断面図を図３－６－（３）－②－２に示す。図３－６－（３）

－②－２b の背景には、Nakanishi et al.（2018）によって求められた海陸構造探査に

よる地震波速度構造を示す。この図において、Ｂ点（太平洋岸）の深さ 30 km からＡ点

（山口県瀬戸内海岸）の深さ 50 km に向かって傾き下がる赤い線が見える。この線は、

おおよそ海域におけるＰ波速度構造で 8.0 km/s 付近の境界に接合することから、沈み

込むフィリピン海プレート内のモホ面（海洋モホ面）を表すと解釈出来る。この面の約

10 km 浅部に、赤い線と平行な青い線を距離 60～120 km の範囲で確認することができ

る。この速度不連続面は、海域における地震波速度構造との対比から、フィリピン海プ

レートの上面を表していると判断できる。これらの結果は、特に四国南部において既存

のモデルと整合的である（図３－６－（３）－②－２a）。図３－６－（３）－②－２a

に示す緑点は、Ohta and Ide（2017）によって求められた深部低周波地震の震源分布を

表す。この地域の深部低周波地震は薄い面状で、青線、すなわちプレート上面の深部延

長に分布する。また、直下の海洋モホ面とほぼ並行である。これらから、当該地域の深

部低周波地震はプレート上面付近で発生していると言える。一方、深部低周波地震が発

生している領域の背景は、周辺部に比べて白く表示されている。これは、当該場所では

明瞭な変換波が励起されていない、すなわち地震波速度に大きな不連続が存在しない

ことを表す。 

深部低周波地震が発生する四国西部の深さ 30 km 以深では、海洋地殻内の温度勾配

が大きくなる（Yoshioka et al., 2008）。深部低周波地震がフィリピン海プレート上面

で発生していると仮定した場合、深部低周波地震が活動している領域の海洋地殻内の

温度はおおよそ 400～500℃となる。この圧力－温度条件下では、海洋地殻を構成する
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物質は脱水を伴う相転移が生じる（Hacker et al., 2003）。海洋地殻から放出された水

は直上のマントルウェッジの蛇紋岩化に寄与し、その場所の地震波速度を低下させる。

水はプレート境界に沿って浅部に移動し、陸側モホ面のある場所で止まる（Katayama et 

al., 2012）。これにより、陸側モホ面近傍のマントルの蛇紋岩化も進むため、この地域

における地殻とマントルの地震波速度の比が低下する。結果として、深部低周波地震が

発生している場所の周辺では地震波速度に大きな不連続がなくなり、レシーバ関数の

変換波振幅が低下すると考えられる。深部低周波地震が発生している陸側プレートと

海洋プレートの間において、ウェッジマントルの蛇紋岩化が進んでいるとすると、そこ

に蓄えうる応力は小さく、強震動生成域は深部低周波地震（微動）発生域まで拡がらな

い可能性が高いと考えられる。 

 

 

図３－６－（３）－②－２ 四国西部におけるレシーバ関数断面。測線Ａ－Ｂの位置は図

３－６－（３）－②－１に示す。（a）求めたレシーバ関数断面と従来のモデルの比較。黒

点、緑点は通常の地震の震源と深部低周波地震の震源位置（Ohta and Ide, 2017）を表す。

(b)求めたレシーバ関数断面と構造探査データから求められた地震波速度構造（Nakanishi 

et al., 2018）との比較。 

 

3) 四国東部における深部低周波地震活動の特徴把握 

西南日本で発生する深部低周波地震（微動）の震源分布は、南海トラフ巨大地震の想

定震源断層域の深部境界を設定する根拠のひとつに挙げられている（内閣府，2011）。
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しかし、四国東部における深部低周波地震（微動）活動は四国西部のように東西方向に

連続した分布となっておらず、北西－南東方向に列をなすいくつかの孤立的なクラス

タから形成されている。また、四国東部の低周波地震（微動）活動は香川県中部と徳島

県中部に分散し、活動度も四国西部と比べて低調である（図３－６－（３）－②－１）。

ここでは、四国東部で発生する深部低周波地震（以下、低周波地震）活動の特徴を詳細

に捉えることを目的として、四国東部で実施した臨時稠密地震観測の観測データ並び

に周辺の防災科研 Hi-net の観測データを利用し、低周波地震の高精度検出を実施した。

検出手法として、テンプレートイベントによる Matched Filter 法（MF 法、例えば Shelly 

et al., 2007）を用いた。この手法は波形そのものの相関を利用するため、より高い時

空間分解能をもつことが期待される。 

以下で示す解析においては、四国東部における臨時稠密地震観測による観測点のう

ち、2015 年 10 月から観測終了までの約４年間、同一地点で観測を実施した 11 観測点

に加え、同領域周辺の防災科研 Hi-net 観測点 16 点のデータを使用した。解析に使用し

た観測点を図３－６－（３）－②－３に灰三角あるいは灰四角で示す。気象庁一元化震

源カタログによる低周波地震の震央位置を緯度・経度ともに 0.05 度刻みのグリッドで

分け、それぞれのグリッドで一つ、計 57 個のイベントを選び、MF 法にて使用するテン

プレートイベントとして用いた。震源位置の推定にあたって、S 波速度は 3.2km/s で一

様と仮定し、テンプレートイベントの震央位置を中心として緯度・経度ともに 0.1 度の

範囲を探索した。深さについては、テンプレートイベントの震源情報で固定した。上下

動および水平動２成分、計３成分のデータを用い、すべての点についての相関係数の平

均値を計算して検出の指標とした。なお、地震波形データは２～６Hz の帯域通過フィ

ルタを適用し、毎秒 20 サンプルにデシメーションを行ったうえで解析に用いた。 

四国東部で顕著な低周波地震活動がみられた 2018 年３月 17 日～25 日の解析結果を、

図３－６－（３）－②－３に示す。2018 年３月 22 日以降、気象庁は低周波地震の検出

方法を気象庁独自の MF 法へと変更したが、MF 法採用前（図３－６－（３）－②－３中

の３月 21 日まで）、採用後（図３－６－（３）－②－３中の３月 22 日以降）の結果と

もに同様の場所に震央が決定されている。さらに、本検出による検出数はそれぞれの日

について少なくとも気象庁カタログの 1.8 倍以上であり、本解析を実施することによ

って、より詳細な時空間分布を議論することが可能となった。 

図３－６－（３）－②－４に、この期間に決定された低周波地震の時空間分布を示す。

低周波地震の活動域は 17 日から 20 日頃にかけて東方向へ拡大した。さらに 20 日頃か

らは東経 133.8 度よりも西側の領域（図３－６－（３）－②－４b の右の緑線の範囲）

において、半日周期の活発化が顕著となっている。この半日周期の活発化は、地球潮汐

による効果であると考えられる（Nakata et al., 2008; Ide, 2012）。この潮汐応答性

が顕著になるのは、活動が活発化するフロントが通過した後であることが報告されて

おり(Yabe et al. 2015)、過去の研究とも調和的である。さらに、これらの活動の一部

はフロントから逆方向に明瞭に伝播している（例えば、図３－６－（３）－②－４b の

青矢印）。同様の現象は北米太平洋岸で発見され、Rapid Tremor Reversal (RTR)と呼ば

れている(Houston et al., 2011)。 

四国東部における深部低周波地震活動は、四国西部に比べて低調であったため、これ
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まではその活動の特徴の詳細を確認することが出来なかった。しかし、稠密地震観測点

を用いた MF 法解析により発見された微動源の移動に関する特徴は、これまで四国西部

や北米太平洋岸等で観測されている一般的な深部低周波地震の特徴を踏襲するもので

あった。このことから、四国東部で発生している深部低周波地震の活動度や分布は四国

西部と大きく異なるものの、背後にゆっくりとしたプレート間すべりが関係している

ことが強く示唆される結果となった。 

 

 

図３－６－（３）－②－３ 2018 年 3 月 17 日～25 日における深部低周波地震の日別震央

分布。 

赤丸および青×印は、本解析および気象庁によって検出された深部低周波地震の１日毎の

震央分布をそれぞれ示す。三角印および四角印は、それぞれ解析に使用した臨時観測点お

よび防災科研 Hi-net 観測点の位置を示す。１日毎の図の上には、本解析および気象庁によ

る検出数を、N(MF)および N(JMA)としてそれぞれ示した。 
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図３－６－（３）－②－４ 本研究によって 2018 年３月 17 日～25 日に検出された低周波

地震の時空間変化。(a)緯度方向、(b)経度方向。緑線で示した範囲で半日周期の活発化が

顕著であった。低周波地震の活動域全体は東方向へ拡大したのに対し、半日周期で西方向

へ高速に伝播する活動が見える（青矢印）。 

 

4) 四国東部下におけるフィリピン海プレート形状モデルの構築 

南海トラフから沈み込むフィリピン海プレートの形状について、これまでに地震活

動やトモグラフィ解析、変換波解析などから様々なモデルが提案されているが、紀伊半

島西部から紀伊水道を経て四国東部に至る地域はモデル間の差異が大きい。特に、Ide 

et al. (2010)は紀伊水道でプレートが断裂している可能性に言及しているが、現在も

結論は出ていない。本研究では、四国東部におけるフィリピン海プレートの位置や形状

と深部低周波地震（微動）活動との関連を調べるため、臨時稠密地震観測点と定常観測

点で得られた遠地地震波形からレシーバ関数を合成し、レシーバ関数に含まれる変換

波位相の特徴から、微視的あるいは巨視的なプレート形状の特徴を捉えた。 

 

a) 海洋モホ面の傾斜方向 

本研究では、各観測点において最も顕著に観測された Ps 変換波を選択し、harmonic 

decomposition 解析法（Bianchi et al., 2010。以下、HA 解析。）に基づいて、この Ps

変換波を励起した速度不連続面の深さ、及びその傾斜方向を推定した。図３－６－（３）
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－②－５に各観測点で検出された変換面の深さとその面の傾斜方向を矢印で示す。各

観測点における速度不連続面は北に向かうにつれ深くなり、室戸岬沖で約 24 km、瀬戸

内海で 37 km 程度となった。一方、各観測点下の速度不連続面の傾斜方向は、ややばら

つきがあるものの、大局的にはまとまった方向を示した。HA 解析は観測点ごとに独立

に解析を行うため、得られる結果も独立である。したがって、近接する観測点で同様の

解析結果が得られた場合、その結果は、観測点周辺を代表する結果が安定して得られた

ことを意味する。図３－６－（３）－②－５b から、高知県域では、概ね北西方向に傾

き下がる面が検出された。この特徴は、既存のフィリピン海プレート形状モデルと整合

的であり、海洋モホ面を検出したものと考えられる。一方、徳島県北部に位置する観測

点は、総じて、南あるいは南西方向に傾斜する特徴を示した。また、香川県域では西傾

斜、愛媛県東部では、南西傾斜の傾向を示した。この速度不連続面の傾斜方向の分布と

深部低周波微動活動を比較すると、深部低周波微動活動の南限とプレートが南～南西

方向に傾斜する領域の南端がほぼ一致しているように見える。 

徳島県北部や愛媛県東部等に見られる速度不連続面の傾斜方向は、従来のプレート

形状モデルから想定される海洋モホ面では説明出来ない。しかし、図３－６－（３）－

②－５a に示した深さ分布では、高知県域で検出した海洋モホ面と深さに有意な違いは

見られず、これらの速度不連続面も海洋モホ面を検出していると考えるのが妥当であ

る。 

四国沖の構造探査から、Kodaira et al.（2002）は、土佐ばえの下に沈み込む海山が

存在することを明らかにした。土佐ばえのさらに南方延長には、紀南海山列が並ぶ。不

連続面が南に傾斜する観測点群は、これらの北方延長に位置する。本研究での解析結果

とこれらの地形的配置を考慮すると、徳島県北部付近に小規模な海山が沈み込んでお

り、これによって海洋モホ面形状に局所的な凹凸が発生している可能性がある。その結

果、北側（香川県域）の活動は四国西部で見られたようなプレート上面がマントルウェ

ッジに接する場所で発生するものであり、南側（徳島県域）の活動は海山の存在に伴う

海洋地殻内の応力上昇の影響を受けていると考えることが出来る（図３－６－（３）－

②－６）。 
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図３－６－（３）－②－５ Harmonic Decomposition 解析により求めた速度不連続面の深

さ（a）とその傾斜方向（b）。速度不連続面は、矢先側が深くなるように示した。灰色の点

は、深部低周波微動源の位置（防災科学技術研究所, 2020）を表す。 

 

 

図３－６－（３）－②－６ 四国西部（左）及び四国東部（右）における沈み込むフィリ

ピン海プレートと深部低周波地震活動の相対的位置の模式図。赤線と青線は、それぞれモ

ホ面とフィリピン海プレート上面を表し、点線は境界が不明瞭になることを意味する。 

 

b）フィリピン海プレート上面モデルの構築 

新たにフィリピン海プレート上面の形状モデルを構築するため、求めたレシーバ関

数を用いて、北西－南東方向に 60 枚、北東－南西方向に 75 枚の断面図を作成した。各

断面図の間隔は５km とし、断面図へは両側５km の範囲を投影した。一般に、プレート

上面はレシーバ関数の負の振幅として検出される。各断面図に対し、まず、Nakanishi 

et al.（2018）によるフィリピン海プレート上面深さ±５km の深さかつ前節で求めた

海洋モホ面深さよりも浅い範囲でレシーバ関数振幅が最も小さくなる深さを求め、各

地点で求まった深さを空間的に平滑化することにより不連続面形状を求めた。次にこ

の面の深さ±３km でレシーバ関数振幅が最も小さくなる深さを再度読み取り、同様の

手順で不連続面形状を求めた。さらにこの面に対して±２km の深さ範囲で再読み取り
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を行い、平滑化した結果を最終モデルとして採用した。この手順により、ノイズ等によ

る極小値を排除した。得られたモデルを図３－６－（３）－②－７に示す。Nakanishi 

et al.（2018）のモデルと比較すると、室戸岬周辺では両モデルの深さに大きな差異は

ないものの、徳島県の深部低周波地震（微動）発生域では２～４km、香川県下では４～

８km 程度、新たなモデルの方が浅くなった。また、本研究で求めたモデルでは、室戸

岬から北と北西に延びる尾根線の存在が確認された。室戸岬から燧灘方面に北西に延

びる尾根線は、深部低周波地震（微動）活動が低調になる場所を通過している。一方、

室戸岬から小豆島方面に北方に延びる尾根線も、徳島県下の深部低周波地震（微動）活

動が低調となる場所を通過するとともに、その延長に香川県下の活動が位置する。いず

れの地域でも等深度線の幅が広く、より平坦な沈み込みとなっていることが示唆され

る。 

現在のデータでは、図３－６－（３）－②－５ｂで示した海洋モホ面の詳細な起伏と

図３－６－（３）－②－７のプレート上面形状モデルを明確に対応させることは難しい。

しかし、徳島・香川県境付近で大きく等深度線が蛇行している地域と、海洋モホ面が南

に傾斜している地域がおおよそ対応することは、海山のように海洋地殻が厚くなって

いると考えることと矛盾しない。このような構造の特徴が、四国東部における複雑な深

部低周波地震（微動）活動の原因となっていると考えられる。また、このように考えた

場合、図３－６－（３）－②－６で示したように、香川県下の深部低周波地震（微動）

活動もフィリピン海プレートの沈み込みに伴うプレート起源のものと解釈される。本

研究プロジェクトにおける四国西部の結果から、プレート間地震の強震動生成域とし

ては香川県域で発生している深部低周波地震（微動）の南端までと考えるのが妥当とな

る。しかし、海山のようなプレート形状の凹凸は、プレート固着の状況や地震時のすべ

り域の拡大に影響を与える可能性が高く、一概に判断することは難しい。今後は、当該

地域で得られた観測データのさらなる解析を通じ、より高精度・高分解能なプレート形

状モデルを構築するとともに、香川県域と徳島県域に存在する深部低周波地震（微動）

活動の狭間に相当する、徳島・香川県境付近下の構造の特徴の解明が必要である。 
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図３－６－（３）－②－７ 本研究で求めたフィリピン海プレート上面の等深度線（赤線。

単位：km）。解析に用いた臨時稠密地震観測点と定常観測点の位置を、それぞれ黄菱形と白

丸で示す。参考として、Nakanishi et al.（2018）によるモデルを黒細線で示す。深部低

周波微動（防災科学技術研究所, 2020）の震央位置を青点で示す。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

内閣府は、平成 23 年 12 月に公表した「南海トラフの巨大地震モデル検討会 中間と

りまとめ」において、南海トラフにおいて考えられる最大クラスの巨大地震の想定震源

域を提示した。これによると、その北限（深部境界）は「深部低周波地震が発生してい

る領域」までとされ、結果として四国のほぼ全域が拡大した想定震源域に含まれること

となった。一方、深部低周波地震（微動）が発生している場所及びその周辺におけるプ

レート形状や物性等は未解明な点が多い。また、四国で発生する深部低周波地震（微動）

の発生様式にも地域による違いが見られる。例えば、四国西部では東西方向に比較的連

続して分布するが、中部～東部では活動は孤立的になるとともに、香川県側と徳島県側

の２列に分岐するように見える。 

本研究では、まず、深部低周波地震（微動）活動が活発な四国西部を対象に、線状に

臨時稠密地震観測点を設置して自然地震観測を行うとともに、海域のエアガン発振や

陸域発破を用いた構造探査結果を加味し、地下構造の詳細な特徴の把握を行った。その

結果、深部低周波地震は沈み込むフィリピン海プレート上面に沿って発生しており、そ

の周辺では、地震波速度の変化に乏しいことが明らかになった。この特徴は、沈み込む

海洋地殻からの脱水に伴ってプレート上面付近に存在するマントルウェッジが蛇紋岩

化したため、マントル物質の地震波速度が低下すること、その結果として、相対的に海

洋地殻や下部地殻との速度不連続が小さくなったとするモデルを提案した。 
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一方、四国東部においては、定常観測点を補うように面的に臨時地震観測点を設置し、

深部低周波地震活動の特徴を捉えるとともに、沈み込むフィリピン海プレートの詳細

形状の把握を試みた。その結果、活動度が低い四国東部の深部低周波地震（微動）活動

も、その活動様式は、深部低周波地震活動が活発な四国西部や北米太平洋岸と同じであ

り、背後にゆっくりとしたプレート間すべりが関係していることが強く示唆されるこ

と、四国東部のフィリピン海プレートは小さな凹凸を有し、その形状と深部低周波地震

活動が相関することを確認した。このような情報は、想定震源域深部の特性を把握する

上で重要な基礎データとなり得る。 

本研究の結果、深部低周波地震（微動）活動により、ゆっくりとしたプレート間すべ

りのモニタリングが可能であることが明らかになった。深部低周波地震（微動）活動を

含むスロー地震活動は、その場所や発震機構からプレート間巨大地震と強く関係する

と考えられている（例えば、Obara and Kato, 2016）。深部低周波地震（微動）活動を

適確に検出し、モニタリングすることは、プレート間巨大地震想定震源域深部領域にお

けるプレートの固着状況をモニタリングする指標として重要である。本研究では、深部

低周波地震（微動）活動の検出ならびに詳細な震央位置の推定に重点を置いて解析を進

めた結果、深部低周波地震（微動）活動とプレート形状が密接に関係することが明らか

になった。このことは、今後、深部低周波地震（微動）源の深さを詳細に決めることに

より、南海トラフ沿いの他地域を含めたプレートの位置や形状を把握することが可能

となることを意味する。 

本研究で構築した詳細な深部低周波地震源やプレート形状モデル等のデータベース

は、今後の南海トラフ沿いで発生するプレート間地震像をより詳細に解明していくた

めに、すべり欠損分布（例えば、Noda et al., 2018）など他の様々な事象との比較検

討に活用されることが期待される。 
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3.7 海陸津波履歴研究  

(1)業務の内容 

(a) 業務題目 「海陸津波履歴研究」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人産業技術総合研究所  

地質情報研究部門 

 

首席研究員 

研究グループ長 

主任研究員 

研究員 

客員研究員 

池原 研 

片山 肇 

板木拓也 

杉崎彩子 

宇佐見和子 

国立研究開発法人産業技術総合研究所  

活断層・火山研究部門 

 

 

 

研究グループ長 

上級主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

研究員 

副研究部門長 

宍倉正展 

澤井祐紀 

行谷佑一 

松本 弾 

谷川晃一朗 

伊尾木圭衣 

藤原 治 

国立研究開発法人海洋研究開発機構  

地震津波海域観測研究開発センター 

グループリーダー 

 

金松敏也 

 

国立大学法人高知大学 教育研究部 教授 岩井雅夫 

法政大学 文学部 教授 前杢英明 

国立大学法人東京大学大学院理学系研究科 准教授 安藤亮輔 

一般財団法人地域地盤環境研究所 主任研究員 越後智雄 

国立大学法人筑波大学 生命環境系 准教授 藤野滋弘 

 

(c) 業務の目的 

海域及び陸域の地層の中から過去の地震・津波の痕跡を検出する。陸域では掘削調査など

から津波浸水や地殻変動の履歴を、海域では海底調査から地震・津波の発生履歴を解明し、

その年代や拡がりから南海トラフ沿いにおける津波の履歴を解明する。判明した津波履歴は

適宜、シミュレーション研究(2-2-d、2-2-e)の項目に提供する。また、防災分野における地

域との連携の中で、津波履歴に関する資料があれば提供を受ける。 

 

(d) ７か年の年次実施業務の要約 

平成 25 年度： 

陸域では四国沿岸において津波浸水や地殻変動の履歴について調査を行った。海域

では四国沖海域での調査航海を実施し、地震・津波履歴の調査を行った。 
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平成 26 年度： 

陸域では平成 25 年度に得られた試料の分析と四国～九州沿岸での掘削調査等から

津波浸水や地殻変動の履歴を得た。海域では平成 25 年度に得られた試料や既存試料

の分析と九州〜琉球沖の海底調査から地震・津波の発生履歴を得た。 

平成 27 年度： 

陸域では前年度までの四国沿岸における掘削調査試料および紀伊半島沿岸と駿河

湾奥における既存の掘削試料の解析、さらに駿河湾奥での歴史記録調査と地中レーダ

ー探査から津波浸水や地殻変動の履歴を、海域では九州～琉球沖の海底調査から地

震・津波の発生履歴を得た。 

平成 28 年度： 

陸域では駿河湾奥での歴史記録調査とボーリング掘削調査から地殻変動の履歴を

得た。また九州沿岸で予備調査を実施した。海域では琉球沖の海底調査から地震・津

波の発生履歴を得た。また、日本海溝域で比較研究を実施した。 

平成 29 年度： 

陸域では九州沿岸や南西諸島での掘削調査等の実施と、東海から四国にかけて得ら

れた試料の分析から津波浸水や地殻変動の履歴、海域では琉球沖の海底調査から地

震・津波の発生履歴を得た。 

平成 30 年度： 

陸域では四国沿岸や南西諸島での掘削調査等の実施と、東海から四国にかけての補

完調査およびこれまで得られた試料の分析から津波浸水や地殻変動の履歴、海域では

日向灘の海底調査から地震・津波の発生履歴を得た。 

平成 31 年度： 

陸域では紀伊半島沿岸、九州沿岸や南西諸島での掘削調査等の実施と、東海から四

国にかけて得られた試料の分析から津波浸水や地殻変動の履歴、海域では日向灘〜南

九州沖の海底調査から地震・津波の発生履歴を得た。 

 

(e) 平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

陸域では本事業による調査で平成 30 年度までに得られた地層サンプルについて、年

代測定や微化石分析などを進める。また南海トラフに面する紀伊半島沿岸から九州・南

西諸島までの各沿岸地域で津波堆積物や隆起痕跡に関する補完調査を実施する。これら

の結果に基づいて南海トラフ巨大地震による津波履歴および隆起履歴の復元と破壊領

域の検討を行う。 

海域では、日向灘～南九州海域の調査航海を行って海底堆積物コアを採取する。これ

と本事業により平成 30 年度の調査航海で採取されたコアの分析を進め、この海域の地

震・津波発生履歴を復元する。また、本事業による平成 26～29 年度の調査航海で採取

されたコア試料の分析から、南西諸島海溝南部域の地震・津波発生履歴を復元する。さ

らに、南海トラフや日本海溝域の堆積物記録との比較研究を実施する。これらから、堆

積構造解析により地震・津波により形成された堆積層を識別し、その時空間分布を解明

することを目標とする。海域の調査と採取試料の解析は、2-1-a との密接な連携のもと

に共同して実施する。 
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以上より陸域ならびに海域からの地震・津波履歴情報を痕跡の時空間分布図としてと

りまとめることを最終目標とする。 

 

(2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 海域での津波履歴調査 

(a) 業務の要約 

南海トラフ西縁で発生する地震・津波に伴って形成されるイベント堆積物を海底堆

積物中から認定し、その堆積間隔から過去の地震発生履歴を推定するために海洋研究開

発機構の調査船「かいれい」による KR19-10C 航海で日向灘〜南九州海域において海底

堆積物の採取と解析を行った。調査では、海底地形調査並びに表層地層探査から堆積速

度が速く、連続して堆積物が堆積していそうな場所を選定し、海底堆積物の採取を行っ

た。その結果、南九州の種子島東方沖海域においてもタービダイトの挟在が確認された。

比較的薄い砂層に着目すると 300〜1000 年程度の堆積間隔が得られた。一方この海域で

は比較的厚い塊状の砂層の挟在が特徴的であり、厚い砂層の堆積機構の検討が必要であ

る。一方、平成 30 年度に日向灘前弧斜面の小海盆から採取された多数のタービダイト

を挟在するコアの年代測定を進めた結果、コアの中部〜下部では 300〜400 年程度のタ

ービダイトの堆積間隔が卓越することがわかった。 

 

(b) 業務の実施方法 

南海トラフ西縁における地震・津波イベント堆積物の認定とこれに基づく過去の地

震・津波発生履歴の解明のため、これまで履歴情報に乏しい日向灘〜南九州海域を対象

として海洋研究開発機構の調査船「かいれい」の KR19-10C 航海を実施し、海底地形、

表層地層構造探査とピストンコア試料の採取を行った。調査航海では、既存の海底地形、

表層地層探査記録、海底堆積物コアなどの情報を参考に調査地点を絞り込んで海底地形

調査と表層地層探査を実施し、堆積物がより連続的に堆積していると予想される場所か

らピストンコア（PC）の採取を行った。ピストンコアの採取にあたっては、グラビティ

コアラーをパイロットコアラーとして使用し、ピストンコアでは欠如や乱れが生じる場

合がある最表層の堆積物をパイロットコア（PL）として採取した。１回の採泥作業にお

けるピストンコアとパイロットコアの番号は同じである。採取された堆積物コアは、船

上で半割され、コア表面の写真撮影、肉眼観察・記載と各種分析用試料の分取を行った。

分取された試料について、火山灰分析、堆積物中のバルク有機物を用いた放射性炭素年

代測定を実施した。また、昨年度日向灘海域から採取された４本のコアについて浮遊性

有孔虫遺骸を用いた放射性炭素年代測定を行った。さらに、タービダイトを用いた地震・

津波履歴の解明手法の高度化を目指して、日向灘と堆積学的な設定が異なる日本海溝並

びにその陸側斜面において採取されたコア試料の堆積構造やタービダイトの堆積間隔、

堆積過程の比較検討を実施した。 

 

(c) 業務の成果 

海溝型地震の震源の多くは海底下にある。このため、もっとも大きな地震動とそれに

伴う変動は海底で起こると考えられる。海底での大きな震動は海底堆積物粒子の再配列



398 

 

を引き起こし、粒子間の間隙を埋める水（間隙水）の圧力を上昇させ、粒子を間隙水中

に浮かすことで堆積物を不安定にし、海底地すべりを発生しやすくする。また、浅海に

侵入した津波は海底の傾斜変換点でエネルギーを集中させ、海底表層堆積物を巻き上げ

る可能性がある（Arai et al., 2013；Ikehara et al., 2014）。さらに震源近傍の海底

では震動によって表層堆積物をまき上げたり（Sakaguchi et al., 2011；Moernaut et 

al., 2017）、変形させたり（Ikehara et al., 2014）するプロセスの存在も示されてい

る。このような地震や津波に伴う海底での土砂の輸送／再配置は、海底地すべりや堆積

物の巻き上げ起源の堆積物粒子を含んだ周囲の海水よりも密度の大きい水塊として、重

力の効果により海底斜面を流れ下る密度流である混濁流によると考えられる。混濁流か

らの粒子の堆積は平常時に堆積する泥と異なる粒度組成や堆積構造をもつことが知ら

れている（Bouma, 1962；Stow and Shanmugam, 1980 など）ので、海底堆積物中から混

濁流起源の堆積層であるタービダイトを認定し、その堆積年代を決めることで過去の地

震の発生時期を特定できる可能性がある（Adams、1990；池原、2001；Goldfinger et al., 

2003 など）。本課題では、これまで地震・津波履歴情報に乏しい南海トラフ西縁部の日

向灘海域を対象に、海底堆積物中の地震・津波起源のタービダイトからこの海域におけ

る地震・津波の発生間隔の解明を目的とする。 

「かいれい」KR19-10C 航海では、これまでの日向灘〜南九州周辺の調査航海の結果

を踏まえて、二つの調査海域にまず絞り込んだ。１）前弧斜面基底部の小海盆と前弧海

盆の日向海盆、２）種子島東方の前弧海盆と斜面域の平坦面。調査では、海底地形調査

と表層地層探査から堆積物が連続的に堆積していそうで、海盆の平坦面が海底堆積物コ

ア採取に十分な広さを持つと判断される場所を選んで堆積物コア採取を行う方針で進

めた。漁業活動との関係で予定した地点からの試料採取ができなかった場所もあったが、

結果として、日向灘海域から２本、種子島東方海域から７本の海底堆積物コアを採取し

た（図７－３－(２)－①－１及び表７－３－(２)－①－１）。採取されたピストンコア

とパイロットコアの柱状図は図３－７－(２)－①－２にまとめられる。 
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図３－７－(２)－①－１ 「かいれい」KR19-10C 航海の海底地形調査及び表層地層探査

測線（赤線）と海底堆積物コア採取地点（黄色丸） 
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表３－７－(２)－①－１「かいれい」KR18-12C 航海での堆積物試料採取地点の位置と水深 

 

 

 

図３－７－(２)－①－２ 「かいれい」KR19-10C 航海で日向灘海域から採取されたピス

トンコア試料の岩相。赤色は火山灰層、ピンク色は火山灰質堆積物、灰色はタービダイ

ト層、白色は半遠洋性泥を示す。数字は堆積物中のバルク有機物を用いた放射性炭素年

代値。K-Ah：鬼界－アカホヤテフラ、IK：池田湖テフラ、Kr-M：霧島御池テフラ、Sz-3：

桜島文明テフラ。 

 

日向灘海域から採取された２本のコア（KR19-10C PC01 コアと PC02 コア）には８枚

のタービダイトが挟在する（図３－７－(２)－①－２）。また、コア最下部にやや厚い

火山灰質堆積物が確認される。この火山灰質堆積物は層相から再堆積した火山灰層と考

えられ、これらに含まれる火山ガラスは約 7300 年前の南九州鬼界カルデラ起源の鬼界

－アカホヤテフラ（K-Ah；町田・新井、2003：表７－３－(２)－①－２）からなる。こ

のような層序は昨年度「かいれい」KR18-12C 航海で日向灘海域から採取されたコアのそ

れと基本的に一致する。また、PC01 コアとそのパイロットコアである PL01 コアでは鹿
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児島県桜島の文明の歴史噴火（1471 年）のテフラ（桜島文明テフラ；Sz-3；町田・新井、

2003）が、PC02 コアの下部には約 6400 年前に鹿児島県薩摩半島南端の池田カルデラか

ら噴出した池田湖テフラ（IK：町田・新井、2003）が認められる。また、PC01 コアの深

度 137cm にもスポット状のテフラが確認されたが、火山ガラスは K-Ah のそれからなる

ので再堆積あるいは生物擾乱によるものと考えられる。PC01 コアの Sz-3 の上位、コア

トップにはやや火山灰質の粗粒シルト層が存在するが、PL01 コアには砂層は見られな

い。ピストンコアではコアトップは擾乱される場合があるので、PC01 コアのコアトップ

の砂層はコアリング時の擾乱による可能性がある。この粗粒シルト層を除くと Sz-3 の

上位にイベント性の堆積物は認められず、これは昨年度の KR18-12C PL05、PL06、PC08

の３本の結果と同じである。したがって、現時点では日向灘海域で 1471 年以降の肉眼

で識別可能な確実なイベント層は認められていない。また、PC02 コアの平均堆積速度は

IK の挟在深度から約 40cm/千年、PC01 コアの平均堆積速度は、K-Ah の再堆積層の年代

は確定できないものの、その上位に IK が挟在することや後述する昨年度採取されたコ

アの放射性炭素年代測定結果からその上面の年代を 6500 年前と推定することができ、

これから約 50cm/千年となる。両コアに挟在する粗粒層は PC01 コアでは 13.5〜66.5cm、

PC02 コアでは 14〜67cm の間隔で認められるので、その堆積間隔は 270〜1340 年と計算

される。 

 

表３－７－(２)－①－２ 「かいれい」KR19-10C 航海で日向灘〜南九州海域から採取さ

れた海底堆積物中に挟在する火山灰分析結果 

 

次に、種子島東方沖海域の７本のコアを地域ごとに検討する。種子島沖海域では、３

つの海盆と２つの斜面域の平坦面からコアが採取されている（図３－７－(２)－①－

２）。ここでは便宜的に３つの海盆を北から北海盆、中海盆、南海盆と呼ぶ。南海盆では

中種子海底谷の出口付近から KR19-10C PC03 コアが採取された。この PC03 コアの上部

並びにパイロットコアの PL03 コアは、塊状のシルト層を上部に乗せる中粒シルト〜極

細粒砂層からなり、その厚さは 10 数 cm である。これらの粗粒層の堆積間隔は得られた

バルク有機物での放射性炭素年代測定結果（図３－７－(２)－①－２）から 300 年程度

と見積もられる。PC03 コアの中部以深には塊状の軽石質の極細粒砂の上位に塊状のや

や粘土質のシルトが重なるイベント堆積物が存在する。池原（2014）は、中種子海底谷
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底から採取されたコア（GH84-3-405）中に厚さ 150cm を超える極細粒砂層を報告してお

り、PC03 コア中部以深の堆積物はこれに対比される可能性がある。また、極細粒砂層に

は貝殻片や底生有孔虫を含み、浅海域から供給されたものと考えられる。やや粘土質の

シルト中のバルク有機物の放射性炭素年代値はその上位の堆積物のそれよりも有意に

古く、起源が異なることを示している。 

中海盆から得られた KR19-10C PC07 コアは生物擾乱されたシルト層が卓越する層相

を示し、粗粒層の挟在はコアの下部にほぼ限られる（図３－７－(２)－①－２）。深度

148.4〜148.9cm には霧島火山から約 4600 年前に噴出した霧島御池テフラ（Kr-M；町田・

新井、2003）が挟在するので、平均堆積速度は約 32cm/千年と計算される。このコアの

最下部は K-Ah の火山ガラスに富む中粒〜粗粒シルト層からなる。ピストンコアラー本

体の PC07 コアには粗粒層の挟在はほぼ認められないが、パイロットコアである PL07 コ

アには 5mm 程度の薄層ではあるが、中粒〜粗粒シルト層の挟在が認められる。PL07 コア

のバルク有機物の放射性炭素年代値は中部以深でややばらつくので信頼性に乏しいが、

PC07 コアで得られる平均堆積速度を用いると、中粒〜粗粒シルト層の堆積間隔は 620〜

1200 年程度となる。 

北海盆からは３本のコア（KR-19-10C PC04 コア、PC05 コア、PC08 コア）を採取した。

これらのコアはいずれも厚い塊状で軽石質の極細粒砂層の挟在で特徴付けられる（図３

－７－(２)－①－２）。一部にはマッドクラストを含むものもある。PC08 コアでのバル

ク有機物の放射性炭素年代値から、これらの粗粒層の堆積間隔は数百年〜千年程度と推

定されるが、測定した年代値が少ないので，さらに検討が必要である。 

種子島北東沖の斜面域の小さな２つの平坦面から１本ずつのコア（KR19-10C PC06 コ

アと PC09 コア）を採取した。北側の KR19-10C PC06 コアは北海盆のコアと同様に、厚

い塊状で軽石質の極細粒砂層の挟在で特徴付けられ（図３－７－(２)－①－２）、極細

粒砂層の基底部には弱い葉理構造が見られる場合がある。砂層の堆積間隔は、バルク有

機物の放射性炭素年代値から 500〜数千年と考えられる。これに対して南側の KR19-10C 

PC09 コアは著しく生物擾乱を受けた砂質シルト中に薄い粗粒シルト〜極細粒砂層が挟

在している（図３－７－(２)－①－２）。また、肉眼観察から著しい生物擾乱の影響で

層の形状を維持していない中粒シルト〜極細粒砂層も多く存在すると想像される。得ら

れたバルク有機物の放射性炭素年代値から平均堆積速度は 60cm/千年程度と推定される

が、砂層の挟在間隔については生物擾乱の影響で見積もることは困難である。 

以上の本年度採取された海底堆積物試料中の粗粒堆積物の挟在状態と火山灰分析・

バルク有機物の放射性炭素年代値から、日向灘海域では 300〜1000 年程度の、種子島東

方沖では 300〜数千年程度の砂質堆積物の堆積間隔が推定された。 

次に、昨年度日向灘海域から採取された海底堆積物コアのうち、タービダイトの挟在

が認められた４本のコアの浮遊性有孔虫による放射性炭素年代測定結果（図３－７－

(２)－①－３）について検討する。昨年度タービダイトの堆積間隔推定のために実施し

たバルク有機物を用いた年代値は古い陸源有機物の混入などのため、一般に真の年代よ

りも古く出ることが知られている（池原、2000）。このため、後期第四紀の海底堆積物試

料では浮遊性有孔虫による放射性炭素年代測定が年代モデルの構築において標準とな

っている。なお図には、KR18-12C PC08 コアのバルク有機物の放射性炭素年代値も示し
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た。 

まず、得られた浮遊性有孔虫の年代値をテフラの分析結果と比較する。KR18-12C PC05

コアと PC07 コアにおける IK テフラ挟在層準付近から得られた年代値は、PC05 コアの

IK テフラの下位から 6320 年前、PC07 コアの IK テフラの上位から 6060 年前、下位から

6160 年前となっている。今回得られた年代値を地域海洋レザバー補正値を０として計

算すると IK テフラの年代は約 6500 年前となる。IK テフラの年代は暦年で約 6300 年前

とされている（町田・新井、2003）ので、IK テフラ噴出時の九州東方沖の地域海洋レザ

バー値が数百年程度とすれば、大きな矛盾はない。次に、コア下部の火山灰質堆積物の

上面の年代について比較する。３つのコア（KR18-12C PC07 コア、PC08 コア、PC09 コ

ア）では火山灰質堆積物の直上に砂質堆積物層が挟在し、その直上の年代はそれぞれ、

6270 年前、6200 年前、6220 年前となっている。これらから、この砂質堆積物層はこれ

らの堆積物コア間で対比でき、その堆積年代はおよそ 6300 年前と推定できる。したが

って、その下位にある火山灰質堆積物の上面の年代はこれより古く、およそ 6500 年前

と推定される。今回得られた年代値から複数のコア間で対比できそうな粗粒堆積物層に

約 3200 年前のタービダイトがある。KR18-12C PC05 コアの深度 200cm、PC07 コアの深

度 50cm、PC08 コアの深度 230cm、PC09 コアの深度 80cm 付近のものである。このタービ

ダイト層の堆積年代はおよそ 3200 年前である。さらに、浮遊性有孔虫の年代値はない

がバルク有機物の年代値を参考にすると、PC05 コアの深度 70cm 付近と 110cm 付近のタ

ービダイトは PC08 コアの深度 90cm 付近と深度 150cm 付近のものにそれぞれ対比できる

可能性があり、タービダイトの堆積年代はそれぞれおよそ 2000 年とおよそ 2600 年前と

推定できる。このように複数のコア間で広域に追跡可能なタービダイトは洪水や浅海域

での気象的擾乱のような地域的な現象では形成しにくいので、地震性の可能性が高い。

一方、KR18-12C PC05 コアには多数の細粒タービダイトが挟在するが、特に深度３m 以

下で頻度が大きい（図３－７－(２)－①－３）。タービダイト直下の年代値の差を見る

と、深度３m 付近のタービダイトより下で、470 年、400 年、350 年、360 年となる。し

たがって約 4160〜5740 年前（暦年で 4200〜6200 年前程度）の時期にはおよそ 400 年程

度の間隔でタービダイトが堆積していたと推定される。 
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図３－７－(２)－①－３ 「かいれい」KR18-12C 航海で日向灘海域から得られた４本の

海底堆積物コア試料の柱状図と放射性炭素年代測定結果。柱状図の白抜きが半遠洋性泥、

灰色がタービダイト、ピンクが火山灰質堆積物、赤が火山灰。柱状図の右の記号が火山

灰分析結果と火山灰の年代。K-Ah は鬼界－アカホヤテフラ、IK は池田湖テフラ、Sz-3

は桜島文明テフラ。三角の横の数字が放射性炭素年代値。青三角は浮遊性有孔虫、オレ

ンジと黄色三角はバルク有機物による年代値で、オレンジは半遠洋性泥、黄色はタービ

ダイト泥についての年代。 

 

日向灘海域において昨年度の採取された海底堆積物コアの年代測定結果と今年度採

取した堆積物コアのバルク有機物を用いた年代測定結果に基づくと、この海域のタービ

ダイトの堆積間隔は300〜400年程度であることが推定される。より長い間隔の存在は、

タービダイトの認定や保存の問題も含めてさらに検討が必要である。特に、KR18-12C 

PL05 コア、PL06 コア、PC08 コア、KR19-10C PC01 および PL01 コアに挟在する鹿児島県

桜島の文明の歴史噴火（1471 年）のテフラ（桜島文明テフラ；Sz-3；町田・新井、2003）

の上位に肉眼で識別可能なタービダイトは確認できない。もしタービダイトがないので

あるとすれば、1471 年以降の南海トラフ沿いの地震では日向灘海域ではタービダイト

を形成するほどの海底での大きな土砂輸送がなかった可能性を示唆する。これを確認す

るためには、肉眼では捉えられない微小な堆積構造や化学組成の変化の有無を調べるこ

とが有効であるが、この確認に至っていない。今後これらのコアの分析を行い、分析結

果のより詳細な解析を行うとともに、堆積構造の詳細な観察も含めて 1471 年以降のタ

ービダイトの有無を確認する必要がある。 

タービダイト泥はすでに海底に堆積した堆積物が再移動・再堆積したものであるの

で一般に真の堆積年代よりも古い粒子を含んでおり、そこから得られる年代値は上下の

半遠洋性泥よりも古くなる（例えば、Ikehara et al., 2016）。しかし、KR18-10C PC05

コアについて昨年度実施したバルク有機物の年代測定結果はタービダイト泥と直下の

半遠洋性泥の年代値がほぼ同じであり、表層堆積物の再懸濁によって形成されたもので

あることを示唆した。今回示した KR18-10C PC08 コアの両者の比較でも年代差は数百年
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程度であり、表層堆積物の再懸濁によって形成されたことで説明可能である。同様な小

さい年代差は今年度の種子島東方沖の KR19-12C PC03 コアの上部と PL03 コアでも確認

できる。これは従来受け入れられてきた地震による海底地すべり・斜面崩壊起源でター

ビダイトが形成される、という地震性タービダイトの堆積モデルが、これらのコアのタ

ービダイトに関しては必ずしも必要ないことを示している。なぜなら、海底地すべり・

斜面崩壊では海底下数十 cm〜数 m あるいはそれ以上の堆積物が崩壊して再移動・再堆

積するので、より古い粒子が再堆積堆積物であるタービダイト中に混入すると考えられ

るからである。最近、地震性タービダイトの形成プロセスとして表層堆積物の再懸濁の

考えが提出され、チリの湖や日本海溝、南海トラフ沿いでその証拠が提出されてきてい

る（Ashi et al., 2014；Ikehara et al., 2016；McHugh et al., 2016；Moernaut et 

al., 2017 など）。これらのことは、頻繁なタービダイトの堆積には表層堆積物の再懸濁

がその混濁流発生プロセスとして重要である可能性を示唆している。 

このような表層堆積物の再懸濁起源のタービダイトの特徴を確認するため、このプ

ロセスにより地震性タービダイトの形成が報告されている日本海溝沿いで同様なバル

ク有機物の年代測定を比較研究として実施した。小さな海盆の連なる日本海溝陸側斜面

下部の平坦面（mid-slope terrace; MST）上では細粒タービダイトの累重が確認されて

おり、細粒の深海底タービダイトを用いた地震発生履歴の研究が進められている（Usami 

et al., 2018）。今回、MST のコアから得られたタービダイト泥と半遠洋性泥の年代差は

ほとんどなく（図３－７－(２)－①－４）、表層堆積物の再懸濁がタービダイト形成に

重要な役割を果たしていることを示唆している。 

 

図３－７－(２)－①－４ 日本海溝陸側斜面下部の mid-slope terrace から採取され

た海底堆積物コアのバルク有機物の年代測定結果。縦軸が放射性炭素年代、横軸が深度

（cm）。青丸が半遠洋性泥の年代値、オレンジの丸がタービダイト泥の年代値。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

以上のように、これまで地震・津波履歴情報に乏しかった日向灘海域において、「か

いれい」KR18-12C および KR19-10C 航海で海底地形調査と表層地層探査記録に基づき海
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底堆積物の採取を行った。その結果、日向灘海域について 300〜400 年程度のタービダ

イトの堆積間隔を得た。これは南海トラフ沿いの巨大地震の発生間隔と言われる 100〜

200 年（Ando, 1975）よりも長い。また、桜島の文明の噴火（1471 年）のテフラ（Sz-

3）以降には肉眼で識別可能なタービダイトの挟在はなかった。このような間隔の違い

や最近のイベントの欠如については堆積物コアの堆積構造や化学組成のより詳しい分

析から今後検討されねばならない。一方で、日向灘海域から採取された複数の堆積物コ

アに挟在するタービダイト層の存在をおよそ 2000 年前、2600 年前、3200 年前、6300 年

前に確認できた。このような広域で対比可能なタービダイトは地震性である可能性が高

い。また、種子島東方沖の海域においても 300 年程度の堆積間隔が得られた。また、日

向灘においてタービダイトを頻繁に挟在するコアでは、タービダイトが表層の未固結堆

積物の再移動・再堆積起源であることが示された。同様なタービダイトの堆積プロセス

は、種子島東方沖でも存在する可能性がある。熊野沖南海トラフ海溝陸側斜面や前縁隆

起帯における海底地形調査や反射法地震探査で検出できる規模の海底地すべりの発生

頻度は南海トラフで発生する巨大地震の発生間隔に比べて有意に長いことが知られて

いる（Moore et al., 2015；Kremer et al., 2017）。地震性タービダイトによる履歴の

検討においては、海底地形で検出可能な規模の海底地すべりが発生する場よりも、巨大

地震の度に表層堆積物が再移動・再堆積してタービダイトを形成する場の方が好ましい

と考えられる。 
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② 陸域での津波履歴調査によるサンプルデータ解析（駿河湾奥部） 

(a) 業務の要約 

静岡県富士市の低地では、昨年度までに明らかにした沈水イベントとの対応を明らか

にするため、既存のボーリングコア試料の放射性炭素年代測定を行った。その結果、こ

れまでに採取された試料は過去 3500 年間に堆積したものであることが明らかになった。 

 

(b) 業務の実施方法 

静岡県富士川市の浮島ヶ原の湿原堆積物を記載した Fujiwara et al. (2016)によれ

ば、南海トラフ東端（駿河トラフ）に面した同地域の堆積物には、過去の東海地震に関

連した地殻変動の繰り返しが沈水イベントというかたちで記録されている。このイベン

トは主に層相の変化から読み取られているが、歴史地震との対比は必ずしもうまくいっ

ていない。この問題を解決するため、浮島が原で採取された既存のボーリングコア試料

（図３－７－(２)－②－１）の解析を行ってきた。昨年度までに、最も新しい沈水イベ

ントは 1707 年宝永地震か 1498 年明応地震、2 番目に新しいイベントは 1498 年明応地震

か 1361 年正平（康安）地震、3 番目に新しい沈水イベントは 1096 年永長地震か 887 年

仁和地震に対応する値を示すことが明らかになった。本年度は、こうした沈水イベント

が他の地点でどのように対応するかを知るため、放射性炭素年代測定を行った。具体的

には、① 2012 年度に産業技術総合研究所によって採取されたボーリングコアを 2 cm 間

隔で分割し、② 分割した試料を 0.5 mm および 0.25 mm メッシュの篩いで水洗し、③ 水

洗した残渣を実態顕微鏡下で拾い出した。拾い出した大型植物化石は、同定した後に放

射性炭素年代測定用試料とした。 

  

図３－７－(２)－②－１ 2010 年度～2012 年度にボーリング調査が行われた場所（藤

原・澤井 2014 を改変）（静岡県富士市。国土地理院発行 1:25000 地形図「吉原」「沼津」

を使用）。 

 

(c) 業務の成果 

放射性炭素年代測定を行い、得られた年代値は放射性炭素年代の補正プログラム

OxCal 4.2 を用いて再計算した。この結果、これまでに採取された試料は過去 3500 年間
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に堆積したものであることが明らかになった（図３－７－(２)－②－２）。堆積相の観察

を行ったところ、昨年度までに報告した沈水イベントは、堆積構造のみでは明確に読み

取ることができなかった。 

 

図３－７－(２)－②－２ 浮島が原で採取されたボーリング試料の地質柱状図と 

放射性炭素同位体年代測定の結果 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

静岡県富士市において採取された既存のボーリングコア試料について、放射性炭素年

代測定を行った。その結果、これまでに採取された試料は過去 3500 年間に堆積したもの

であることが明らかになった。さらに年代測定を進めることにより、これまでに明らか
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になった個々の沈水イベントの時空間的な広がりを議論することで、駿河トラフとその

陸域延長の断層活動との関係解明が期待される。 

 

(e) 引用文献 

1) 藤原 治・澤井祐紀，静岡県沿岸の古地震・津波堆積物調査．巨大地震による複合

的地質災害に関する調査・研究報告（地質分野研究企画室 編）独立行政法人産業

技術総合研究所地質調査総合センター，39-48，2014 

2) Fujiwara, O., Fujino, S., Komatsubara, J., Morita, Y., Namegaya, Y., 

Paleoecological evidence for coastal subsidence during five great 

earthquakes in the past 1500 years along the northern onshore continuation 

of the Nankai subduction zone, Quaternary International, 397, 532-540, 2016 

 

③ 陸域での津波履歴調査によるサンプルデータ解析（紀伊半島東部） 

(a) 業務の要約 

三重県南伊勢町において、過去に発生した巨大津波による浸水の履歴を明らかにする

ため、沿岸湖沼において湖底の堆積物試料を採取した（図３－７－(２)－③－１）。採取

した試料の CT 画像画像を取得し、昨年度に採取された既存の試料と合わせて考察した

結果、有機質泥層中に 20 層のイベント堆積物が認められた。放射性炭素同位体年代測定

を行った結果、この上位２層のイベントは 1854 年安政東海地震と 1707 年宝永地震に伴

った津波の痕跡である可能性が示された。また、これらのイベント層のうち上位の２層

の堆積直後には汽水生珪藻の産出頻度が上昇することが確認され、当時の地殻変動を反

映した群集変化である可能性が示された。 

 

(b) 業務の実施方法 

三重県南伊勢町では、閉鎖性湖沼（こがれ池）にプラスチック製のフローターを浮か

べ、湖上からロシアンサンプラーを用いて湖底からの深さ最大 4.75ｍまでの連続柱状堆

積物試料を採取した。採取の際は、コアの継ぎ目における試料の欠損を防ぐため、別孔

において 10 cm～25 cm 程度オーバーラップさせて試料を採取した。昨年度の掘削地点

（５地点）に加え、本年度は３地点で採取作業を行った。採取した試料は、肉眼に加え

て医療用 CT スキャナーを用いて詳細な観察を行った。 
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図３－７－(２)－③－１ 2017 年度に掘削調査を行った場所（三重県南伊勢町。国土地

理院発行 1:25000 地形図「贄浦」を使用）。 

 

(c) 業務の成果 

三重県南伊勢町において湖底からの深さ 4.75m までの掘削調査を行い、得られた試料

の観察を医療用 CT スキャナーで行った結果、合計 20 層のイベント堆積物を確認するこ

とができた。柱状堆積物試料中には、深さ 3.0～4.0m において火山灰層を確認すること

ができた。この火山灰層の起源を推定するために主成分分析を行ったところ、明らかに

放射性炭素同位体年代値と矛盾する結果を示したほか、姶良 Tn テフラ（約 3 万–2 万 9

千年前），鬼界アカホヤテフラ（約 7300 年前）などの異なる時代に降下したものの混合

層であることが確認された。このことから、本地域で見られる火山灰層は再堆積作用に

よって形成された火山灰を含むイベント層と結論づけた。 

CT 画像で確認されたイベント層の堆積年代を推定するため、放射性炭素同位体年代に

よる堆積曲線の推定を行った。放射性炭素年代は、採取した有機質層から大型植物化石

を洗い出し、測定用試料とした。得られた年代から、Parnell et al. (2008)等で採用さ

れている方法に従って当地域における湖底堆積物の堆積曲線を描いた。堆積曲線を描く

際、上下の地層から得られた値と逆転しているものは除外して計算した。この結果、過

去約 3000 年間における堆積曲線を描くことができた（図３－７－(２)－③－２）。 

各イベント層の堆積年代と歴史地震の発生年代との比較を行った結果、E1 および E2

の堆積年代の推定範囲には西暦 1854 年安政東海地震および西暦 1707 年宝永地震が含ま

れていた。E3、E4 の堆積年代の推定範囲には、西暦 1707 年宝永地震および西暦 1606 年

慶長地震が含まれていた。E5 の堆積年代の推定範囲には、西暦 1498 年明応地震および

西暦 1361 年正平地震が含まれていた．E6 の堆積年代の推定範囲には、西暦 1361 年正平

地震が含まれていた。E7 の堆積年代の推定範囲には、西暦 1096 年康和地震および西暦
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887 年仁和地震が含まれていた。E8、E9 の堆積年代の推定範囲には、仁和地震が含まれ

ていた。また、E10–E20 の堆積年代の推定範囲は西暦 684 年白鳳地震よりも古く、推定

される堆積年代の範囲に歴史地震の年代は含まれていなかった。 

 

図３－７－(２)－③－２ ベイズ統計を用いて描いた Age-Depth モデルの結果。 

 

堆積物試料に含まれる珪藻化石の観察を行った結果、全層準を通して淡水生の分類群

である Encyonema 属、Eunotia 属、Gomphonema 属、Pinnularia 属、Staurosira 属、

Tabellaria fenestrata が優占するが、イベント層 E1 および E2 の上下の地層で群集に

大きな変化が見られた（図３－７－(２)－③－３）。E1 の上位では下位の地層に比べて

の底生汽水種である Amphora coffeaeformis、A.tumida、Bacillaria paxillifer、

Navicula gregaria、N. peregrina、N. vaneei が増加することが確認された。E2 の上位

の地層でも下位の地層に比べて底生汽水種が増加しており、上述した珪藻種に加えて

Pinnunavis elegans が産出した。また、E1 および E2 の上位では、底生で淡水に生育す

る分類群である Gomphonema 属（Gomphonema gracile や G. truncatum など）、Placoneis 

undulata、Sellaphora 属（Sellaphora rectangularis など）、Staurosira 属（Staurosira 

construens、S. venter など）などの減少が見られた。また、淡水–汽水に生育する底生

種である Ctenophora pulchela についても、両イベントの上位で減少していた。浮遊生

種については、E1 と E2 の上位で淡水–汽水に生育する Cyclotella atomus var. gracilis

が増加しているものの、同様な環境で生育する Cyclotella meneghiniana は減少してい

た。 

イベント層 E1 と E2 の間の泥層においても珪藻化石群集にも変化が見られた。E2 の上

位で増加した底生汽水種の Amphora coffeaeformis、A. tumida、Bacillaria paxillifer、

Pinnunavis elegans は、上位にむけて減少傾向がみられる。同じく底生汽水種の
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Navicula gregaria、N. peregrina、N. vaneei は、E2 の上位で増加した後、E1 の下位

に至るまでに一度減少していることが確認された。浮遊生種に関しては、淡水–汽水生の

Cyclotella atomus var. gracilis が、イベント層 E1 と E2 の間において下位から上位

にむけて急激に減少していた。これに対し、Cyclotella meneghiniana は上位にむけて

増加傾向にあった。 

珪藻化石群集の変化は、様々な要因によって引き起こされる。仮にイベント層 E1 およ

び E2 が西暦 1854 年安政東海地震および西暦 1707 年宝永地震による津波堆積物である

ならば、イベント層の堆積前後に見られる群集の変化は、津波による沿岸砂州の侵食や、

地殻変動によって海水準が相対的に上昇したことを表している可能性がある。 

 

 
図３－７－(２)－③－３ 三重県南伊勢町こがれ池の湖底堆積物中における珪藻化石  

群集の変化。  

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

三重県南伊勢町では、過去に発生した巨大津波による浸水の履歴を明らかにするため、

柱状堆積物試料の掘削を行った。医療用 CT スキャナーによる堆積物の観察、放射性炭素

同位体年代、珪藻化石群集の変化などから、上位２つのイベント層は 1854 年安政東海地

震と 1707 年宝永地震に伴った津波の痕跡である可能性が示された。さらに年代測定や
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微化石分析などを進め、当地域における津波浸水履歴を明らかにすることが重要である。 

 

(e) 引用文献 

1) Parnell, A.C., Haslett, J., Allen, J.R.M., Buck, C.E., Huntley, B., A 

flexible approach to assessing synchroneity of past events using Bayesian 

reconstructions of sedimentation history. Quaternary Science Reviews, 27, 

1872–1885, 2008. 

 

④ 陸域での津波履歴調査によるサンプルデータ解析（紀伊半島南部） 

(a)  業務の要約 

 紀伊半島南部の 2 地域（図３－７－(２)－④－１；串本町笠嶋遺跡および那智勝浦町

八尺鏡野湿地）で津波堆積物の掘削調査を実施した。笠嶋遺跡では、深度 10.5 m まで

の掘削を実施し、12 層のイベント砂層を検出、八尺鏡野湿地では、現在の海岸線から約

1.2 km 内陸の４地点で深度２〜６m の掘削を行い、少なくとも７層のイベント砂層を検

出した。 

 

図３－７－(２)－④－１ 紀伊半島南部における掘削調査地点の位置。地理院タイル使用。 

 

(b)  業務の実施方法  

紀伊半島南部、和歌山県串本町の和歌山県立串本古座高等学校串本校舎周辺は、弥生

～庄内期の笠嶋遺跡に指定され、津波が襲来した痕跡があることが指摘されている（安

井・編，1969）。この地点で宍倉ほか（2014）はボーリング掘削調査を実施し、そのコア

試料について本プロジェクトの中で年代測定等の分析を行ってきたが、コア径が小さか

ったことや深度によってコアの欠損があり、連続的な履歴解明の上で問題があった。そ

こで本業務では、大口径で連続的かつより深い深度までの掘削を実施した（図３－７－

八尺鏡野湿地 

笠嶋遺跡 
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(２)－④－２）。掘削はコア径約 10cm で、隣接した２孔（KK19-01，KK19-02）において

0.5m ずつ深度をずらし、それぞれ深度 10 m および 10.5m まで掘削することで、コアの

継ぎ目での欠損がないようにした。実際の掘削では一部の深度で試料の欠損が生じたた

め、さらに３孔目（KK19-03）を掘削して欠損した深度の試料を補った。 

笠嶋遺跡で検出される津波痕跡の広域での対比を行うため、同地点より約 20km 北東

にある那智勝浦町の八尺鏡野湿地において、新たに掘削調査を実施した（図３－７－

(２)－④－３）。八尺鏡野湿地は太田川河口から約 1.2km 上流にあり、幅 100m 以下、奥

行き約 400m の溺れ谷状の湿地である。この湿地の入口（海側）から約 90m 付近の地点

から約 50m 奥（陸側）の地点までの間の４地点（YT-01，YT-01-2，YT-02，YT-03）で打

ち込み式簡易掘削機を用いて深度２〜６m までの試料を採取した。 

 

 

図３－７－(２)－④－２ 笠嶋遺跡における掘削調査地点の位置。地理院タイル使用。 
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図３－７－(２)－④－３ 八尺鏡野湿地における掘削調査地点の位置。地理院タイル使用。 

 

(c) 業務の成果  

笠嶋遺跡で得られたボーリングコア試料は、深度 10.5 m までほぼ連続的に観察がで

きた。試料は層相からみて、下位から基盤岩（Unit１）、灰色系の色調を呈する粘土〜シ

ルト（Unit２）、暗褐色系の有機質粘土〜シルト（Unit３）、褐色〜灰色系の粘土〜シル

ト（Unit４）の４つのユニットにおおまかに区分でき、これらの間にイベント層と思わ

れる淘汰の良い細礫混じりの粗粒～中粒砂からなる薄層が挟まる（図３－７－(２)－④

－４）。既存の試料では深度９m までしか得られておらず、基盤岩には達していなかった

が、今回の掘削により、深度 9.5 m 以下に熊野層群の泥岩が基盤として分布しているこ

とを確認した。また深度 5.7 m 付近には火山灰層が確認され、これは宍倉ほか（2014）

で報告されている鬼界アカホヤテフラと考えられる。イベント層はテフラより下位で３

層、上位で９層確認できた。 



417 

 

 

図３－７－(２)－④－４ 笠嶋遺跡での掘削で得られたコアの地質柱状図。  

 

 八尺鏡野湿地で得られた４本のコア試料は、最も海側に近い YT-01 で深度 2.5 m、そ

こから内陸に向かって YT-01-2 で深度 2.2 m、YT-02 で深度５m、YT-03 で深度６m まで

それぞれ得られた（図３－７－(２)－④－５）。試料は層相からみておおまかに４つの

ユニットに区分できる。これらのうち YT-03 の最下位にのみ、暗灰色の締まりの良いシ

ルト（Unit 0）がみられ、基盤の熊野層群の可能性がある。その上位には暗褐色有機質

シルト（Unit 1）、黒〜暗褐色泥炭（Unit 2）、黒〜暗褐色有機質シルトおよび黄灰色シ

ルト〜粘土（Unit 3）が分布し、これらの間にイベント層と思われる淘汰の細粒～中粒

砂からなる薄層が挟まる。また YT-01、YT-01-2、YT-02 の最下位には砂礫が分布するが、

これらはイベントではなく、浜堤などを構成する砂礫層の可能性がある。イベント層は

少なくとも７層が確認できた。 
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図３－７－(２)－④－５ 八尺鏡野湿地での掘削で得られたコアの地質柱状図。  

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 紀伊半島南部沿岸における２地域（串本町笠嶋遺跡および那智勝浦町八尺鏡野湿地）

で津波堆積物の掘削調査を実施し、いずれの地点ともに過去の突発的な水流を示すイベ

ント層を複数確認できた。笠嶋遺跡のイベント層は、周囲に河川がないことから、津波

または高潮で海浜から運ばれた可能性が高く、テフラの層位との関係から、7300 年前よ

り前に少なくとも３回、後に少なくとも９回のイベントがあったことが明らかになった。 

一方、八尺鏡野湿地では、過去に少なくとも７回のイベントが確認されたが、本地域は

河川の流入もありうる場所であり、イベント層の起源の特定には微化石等の各種分析が

必要であることが分かった。本地域における津波履歴の復元を確実にするためには、い

ずれの地点ともに年代測定によって各イベント層の年代を特定し、歴史地震との関係や

周辺地域における隆起痕跡の年代との対比が重要となる。 
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(e) 引用文献  

1） 宍倉正展・行谷佑一・前杢英明・越後智雄，紀伊半島南部における古津波調査，巨

大地震による複合的地質災害に関する調査・研究報告書，地質調査総合センター

速報，66，55-60，2014． 

2）  安井良三・編，南紀串本笠嶋遺跡: 発掘調査報告，笠嶋遺跡発掘調查報告書刊行

会， 1969． 

 

⑤ 陸域での津波履歴調査実施とサンプルデータ解析（九州東部）  

(a) 業務の要約 

日向灘周辺で過去に発生した巨大津波による浸水の履歴を明らかにするため、宮崎県

串間市の海岸付近の放棄水田においてハンディコアラーを用いた柱状堆積物試料を採

取する調査を実施した。採取した柱状堆積物試料を肉眼観察した結果、数枚の明瞭なイ

ベント層が認められた。さらに採取した試料に放射性炭素年代測定を行った結果、その

うちの１つは約 4800 年～4200 年前に発生した津波によって形成されたものであること

が明らかとなった。 

 

(b) 業務の実施方法 

日向灘に続く志布志湾に面した宮崎県南部の串間市一里崎付近において掘削調査を

実施した（図３－７－(２)－⑤－１）。一里崎付近の狭い谷底平野にある放棄水田にお

いて、人力による掘削機器（ハンディコアラー）を用いて深さ３ｍ程度までの堆積物の

柱状試料を５地点で採取した。採取した試料は肉眼による詳細な観察を行い、堆積物試

料を適宜分割した。分割した試料はふるいで洗浄し、実体顕微鏡下で観察しながら種子

や葉などの植物遺骸を拾い出した。そのうち、13 点を放射性炭素年代測定用の試料とし

た。 
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図３－７－(２)－⑤－１ 調査範囲の位置。国土地理院図（電子国土 Web）を加工。 

 

(c) 業務の成果 

宮崎県串間市において地表から深さ３ｍ程度までの予察的な掘削調査を行い、得られ

た柱状堆積物試料を肉眼観察した結果、深さ 0.2ｍ程度までの表層付近は耕作土、深さ

0.2ｍから２ｍ程度までは有機質粘土層、深さ２ｍよりも深いところでは泥炭からなる

ことが明らかとなった（図３－７－(２)－⑤－２）。 

有機質粘土層や泥炭層の中には、側方に連続性の認められる複数のイベント層がみら

れる。このうち、深さ２～2.5ｍ程度に位置するイベント層は、層厚１cm～数 cm 程度の

層が２～３枚断続的に累重する。各層には粒径数 mm 程度の白色多孔質軽石（パミス）

が濃集しており、石英や長石といった鉱物や有孔虫などの微化石はほとんど含まれない。

また深さ１～1.5 m 程度に位置するイベント層は、層厚１cm～数 cm 程度の層が１～４

枚断続的に累重する。各層は石英や長石を主体とした細粒～中粒砂からなり、パミスや

微化石はほとんど含まれない。ここでは、深さ２～2.5 m 程度に位置する複数のイベン

ト層を下部イベント層、深さ１～1.5 m 程度に位置する複数のイベント層を上部イベン

ト層と呼ぶが、現時点では、どちらも一連のイベントで形成されたものかどうかを判断

することはできない。 

下部イベント層の上位では粘土層、下位では泥炭層と堆積相が異なることから、下部

イベント層の前後で堆積環境が変化したことが示唆される。また、下部イベント層は放

射性炭素年代測定から約 4800 年～4200 年前に形成されたと考えられる。本調査地から

南東に約３km 離れた場所では、Yamada et al. (2019) が約 4600 年前に津波で形成さ

れた軽石質津波堆積物を報告しており、堆積相や形成年代から本調査地の下部イベント

層は Yamada et al. (2019) が報告した津波堆積物に相当すると考えられる。また、津
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波を引き起こした地震の影響により、堆積環境が変化したと解釈しても矛盾がない。 

上部イベント層はその上下で堆積環境の変化があまり明瞭ではない。下部イベント層に

比べると側方への連続性もあまり明瞭ではないことから、現時点では上部イベント層が

津波で形成されたものかどうかを論じることはできない。また、上部イベント層は放射

性炭素年代測定から約 2300 年前以降に形成されたと考えられる。  

 

  

図３－７－(２)－⑤－２ 宮崎県串間市で採取した試料の柱状図と 14C 年代測定試料 

採取層準。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

宮崎県串間市において、過去に発生した巨大津波による浸水の履歴を明らかにするた

め、柱状堆積物試料の予察的な掘削調査を行った。試料の観察の結果、側方に連続する

複数のイベント層が認められた。顕微鏡観察や放射性炭素年代測定の結果、そのうちの

１つは約 4800 年～4200 年前に発生した津波によって形成されたものであることが明ら

かとなった。また、約 2300 年前以降に形成されたイベント層が津波起源であるかを調

べるためには、計画以上の掘削調査と堆積物の詳細な観察や各種分析が必要となる。さ

らに、追加の放射性炭素年代測定を行い、イベント堆積物の堆積年代をより詳しく推定

すれば、歴史時代の津波との対応が検討できる可能性がある。 

 

(e) 引用文献 

1) Yamada, M., Fujino, S., Chiba, T., Goto, K., Goff, J., Redeposition of 

volcaniclastic sediments by a tsunami 4600 years ago at Kushima City, south-

eastern Kyushu, Japan. Sedimentology, 2019, doi: 10.1111/sed.12547. 
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(3) 平成 25〜平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 海域での津波履歴調査 

(a) 業務の要約 

南海トラフ西縁で発生する地震・津波に伴って形成されるイベント堆積物を海底堆

積物中から認定し、その堆積間隔から過去の地震発生履歴を推定するために海洋研究

開発機構の調査船「かいよう」、「よこすか」、「かいれい」，「みらい」による調査航海を

四国〜紀伊半島沖（平成 25 年度）、南琉球海域（平成 26〜29 年度）、日向灘〜南九州海

域（平成 30〜31 年度）に実施し、海底堆積物の採取と解析を行った。調査では、海底

地形調査並びに表層地層探査から堆積速度が速く、連続して堆積物が堆積していそう

な場所を選定し、海底堆積物の採取を行った。その結果、室戸沖では南海トラフの巨大

地震の間隔とほぼ等しい 100〜150 年の間隔を、日向灘では 300〜400 年の間隔を、種子

島東方沖では 300 年の間隔を、南琉球海域では石垣島などの津波堆積物の間隔とほぼ

同じ 400〜1000 年の間隔を、海底堆積物中の地震性堆積物（タービダイト）記録から明

らかにした。また、日向灘と日本海溝の比較研究から地震性タービダイトの堆積プロセ

スとして表層堆積物再懸濁が地震・津波履歴研究に好ましい堆積プロセスであること、

斜面基部の小海盆がその累重に重要な堆積場であることを明らかにした。 

 

(b) 業務の実施方法 

南西諸島海溝を含む南海トラフ以西における地震・津波イベント堆積物の認定とこ

れに基づく過去の地震・津波発生履歴の解明のため、四国〜紀伊半島沖、南琉球海域、

日向灘〜南九州海域において調査航海を実施し、海底地形、表層地層構造探査とピスト

ンコア試料の採取を行った。このうち、南琉球海域と日向灘〜南九州海域はこれまで履

歴情報に乏しい地域であった。調査航海では、既存の海底地形、表層地層探査記録、海

底堆積物コアなどの情報を参考に調査地点を絞り込んで海底地形調査と表層地層探査

を実施し、堆積物がより連続的に堆積していると予想される場所からピストンコア（PC）

の採取を行った。ピストンコアの採取にあたっては、グラビティコアラーをパイロット

コアラーとして使用し、ピストンコアでは欠如や乱れが生じる場合がある最表層の堆積

物をパイロットコア（PL）として採取した。１回の採泥作業におけるピストンコアとパ

イロットコアの番号は同じである。採取された堆積物コアは、船上で半割され、コア表

面の写真撮影、肉眼観察・記載と各種分析用試料の分取を行った。分取された試料につ

いて、火山灰分析、堆積物中の浮遊性有孔虫やバルク有機物を用いた放射性炭素年代測

定を実施した。また、タービダイトを用いた地震・津波履歴の解明手法の高度化を目指

して、日向灘と堆積学的な設定が異なる日本海溝並びにその陸側斜面において採取され

たコア試料の堆積構造やタービダイトの堆積間隔、堆積プロセスの比較検討を実施した。 

 

(c) 業務の成果 

海底調査から海底堆積物を採取し、その中から地震・津波に伴って形成されるイベン

ト堆積物を認定して南海トラフ沿いにおける過去の地震・津波発生履歴を解明するため、

平成 25 年度に四国〜紀伊半島沖、平成 26〜29 年度に南琉球海域、平成 30〜31 年度に

日向灘〜南九州沖の調査を行なった。また、海底の地震性堆積物の一つであるタービダ
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イトを用いた古地震研究において好ましいタービダイトの堆積プロセスやタービダイ

トの堆積場の検討のため、日本海溝域との比較研究を行なった。 

【室戸トラフ（四国〜紀伊半島沖）】 

平成 25 年度に実施した四国〜紀伊半島沖の調査では、高知県室戸岬東方沖の室戸ト

ラフにおいて海底堆積物の採取を行い、タービダイトの堆積間隔として、100〜150 年程

度の値を得た（図３－７－(３) －①－１）。一方で、トラフ西端の野根海底谷からトラ

フ底に続くチャネルとの位置関係でタービダイトの挟在頻度は変化し、チャネルがトラ

フ底に開いてシート状のタービダイトが堆積する場で挟在頻度が高いことが明らかと

なった。海底谷－チャネル－海底扇状地のシステムではシート状タービダイトの堆積場

が解析にふさわしいコアの採取候補となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



424 

 

 
図３－７－(３) －①－１ 「かいよう」KY13-17 航海で室戸トラフから得られた３

本の海底堆積物コア試料の柱状図（上）とタービダイトの堆積年代（下）。下の図で砂の

厚さが増える年代がタービダイトの堆積年代となる。 
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【南琉球海域】 

南琉球海域では、前弧域の斜面基部の海底谷－海底扇状地、前弧海盆と南西諸島海溝

底を調査目標とした。宮古島南西沖から西表島南西沖にかけては前弧斜面を刻む海底谷

が複数認められる。調査を行ったほぼ全ての海底谷－海底扇状地でタービダイトの挟在

は確認できたが、その多くでは挟在頻度は低く、巨大地震や巨大津波の度にタービダイ

トが形成される環境にないものと推定された。唯一、石垣島南西方の海底谷の出口に形

成された海底扇状地上でのみ多数のタービダイトが挟在するコア試料が得られた（図３

－７－(３) －①－２）。ここでのタービダイトは貝殻片やサンゴの破片、底生有孔虫な

どからなる石灰質生物遺骸に富んだもので、帯磁率が低いことで特徴付けられる。この

ような特徴からタービダイトの層準を特定するとともに、通常時の半遠洋性堆積物中の

浮遊性有孔虫により堆積年代を求めると、タービダイトの堆積間隔として 400〜1000 年

程度の値が得られた（図３－７－(３) －①－２）。これは石垣島などの陸上の津波堆積

物の堆積間隔と整合的であり、この海域での巨大津波の発生間隔を示していると考えら

れる。一方で、タービダイトのもう一つの堆積場であるターミナル海盆である前弧海盆

と南西諸島海溝から採取されたコアにも多数のタービダイトの挟在が確認された。前弧

海盆のコアには、石垣島南西方の海底扇状地のタービダイトと同様な石灰質生物遺骸に

富んだ粗粒層と泥質の厚いタービダイト層の２種類のタービダイトが確認され、前者は

琉球弧の浅海域、後者は台湾側からの供給が示唆された。両者の堆積間隔は石垣島南西

方の海底扇状地よりも大きいと推測されるが、その詳細についてはさらに検討が必要で

ある。南西諸島海溝底では多数の薄層の泥質タービダイトの挟在が確認された。堆積物

中の磁性鉱物の分析などから台湾側からの供給物と考えられ（Hsiung et al.,2017）、南

琉球弧の地震・津波の履歴の解読には現時点では利用できていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７－(３) －①－２ 「よこすか」YK15-01 航海で南琉球前弧海域から得られ

た２本の海底堆積物コア試料の柱状図（左）とタービダイトの堆積年代（右）。右の図で

砂の厚さが増える年代がタービダイトの堆積年代となる。 
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【日向灘〜南九州海域】 

日向灘では今年度の成果に記述したように、300〜400 年のタービダイトの堆積間隔

を得た（図３－７－(３) －①－３）。また、日向灘海域から採取された複数のコアに挟

在するタービダイトの存在を明らかにした。このような広域に堆積するタービダイトは

地震性の可能性が高いと考えられる。その堆積年代は、およそ 2000 年前、2600 年前、

3200 年前、6300 年前であることがわかった。一方で、複数のコアに挟在する桜島の文

明の噴火（1471 年）のテフラ以降には肉眼で識別可能なタービダイトの存在はなかっ

た。これらのコアの堆積構造や元素プロファイルの詳細な検討が今後必要である。南九

州の種子島東方沖でもデータは少ないながら 300 年程度のタービダイトの堆積間隔が

得られた。 

 

 

 
図３－７－(３) －①－３ 「かいれい」KR18-12C 航海で日向灘海域から得られた４

本の海底堆積物コア試料のタービダイトの対比。広域に対比できるタービダイトは地震

性の可能性が高い。 

 

【日本海溝との比較研究】 

日向灘海域で最もタービダイトを頻繁に挟在しているコアについて半遠洋性泥とタ

ービダイト泥中のバルク有機物の放射性炭素年代測定を行ったところ、両者の差が小さ

いことがわかった。これはこれまで受け入れられてきた地震による海底地すべり・斜面

崩壊でタービダイトが形成される、という地震性タービダイトの堆積モデルと合致しな

い。なぜなら、海底地すべりや斜面崩壊では海底下数十 cm〜数 m あるいはそれ以上の堆

積物が崩落して、タービダイトを形成するので、より古い年代の有機物がタービダイト

に混入すると考えられるためである。日向灘のコアで見られた小さい年代差は、最近地

震性タービダイトの堆積プロセスとして出された表層堆積物再懸濁モデル（Moernaut 

et al., 2017）を支持する。この表層堆積物再懸濁モデルは最近の地震によって形成さ

れた地震性タービダイトの研究から提出されたモデルであるが、今回の日向灘のコアで

の結果は、このプロセスが過去の地震においても発生していたことを示した。同様なプ

ロセスが他の海域でも発生しているかの検証を 2011 年東北沖地震で表層堆積物再懸濁
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起源のタービダイトの形成があったとされる（Ikehara et al., 2016；McHugh et al., 

2016）日本海溝域で行った。その結果、日本海溝陸側斜面の平坦面上で多数確認される

泥質タービダイトの多くは表層堆積物再懸濁起源であることが確認された。さらに、日

向灘と日本海溝のコア採取地点の地形・構造の検討から、地震性タービダイトによる地

震発生履歴の検討に好ましい場として、地震の度に表層堆積物再懸濁が発生し、それ起

源の混濁流がトラップされる斜面基部の小海盆があげられることがわかった。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

以上のように、７年間の調査研究の結果、室戸沖では南海トラフの巨大地震の間隔と

ほぼ等しい 100〜150 年の間隔を、日向灘では 300〜400 年の間隔を、種子島東方沖では

300 年の間隔を、南琉球海域では石垣島などの津波堆積物の間隔とほぼ同じ 400〜1000

年の間隔を、海底堆積物中の地震性堆積物（タービダイト）記録から明らかにした（図

３－７－(３) －①－４）。また、日向灘と日本海溝のタービダイトの堆積プロセスの検

討から、地震・津波履歴研究に好ましい地震性タービダイトの堆積プロセスとして表層

堆積物再懸濁の存在、表層堆積物再懸濁起源のタービダイトの良好な堆積場として斜面

基部の小海盆があることを明らかにすることができた。 

一方で、肉眼で識別しにくいタービダイトの認定にはまだ課題が残っている。堆積構

造や物性や元素プロファイル、岩石磁気的性質などを高解像度かつ高分解能で迅速に取

得し、統合的に解析する手法の開発と適用が重要である。また、高精度の年代の推定に

は堆積速度が速いことが重要であるが、このような場では放射性炭素年代測定の対象物

となる浮遊性有孔虫が希釈され、年代測定に十分な量の試料が確保できない場合が多い。

少量の試料でも年代測定可能なシステムの開発が必要である。さらに、最も重要である

のは適切なコア採取地点の選定と乱れがなく長く，大容量のコアの取得である。フラン

スの Marion Dufresne 号に代表されるような長尺大口径ピストンコアラーや「ちきゅ

う」での水圧式ピストンコアリングなど長く良質なコアの採取に努める必要がある。こ

れら長尺コアの解析は過去の多数の地震記録の提供につながると期待されるので、これ

まで困難であった地震履歴記録の統計的な解析を可能にする可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

図３－７－(３) －①－４ 本研究の７年間で得られた地震性と考えられるタービダイ

トの堆積間隔（赤丸・赤字）。オレンジの丸・黒字は本研究着手以前の報告値（池原、1999、

2001；岩井ほか、2004）。 
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② 陸域での津波履歴調査実施とサンプルデータ解析（南海トラフ東部沿岸） 

(a) 業務の要約 

南海トラフ東部の、いわゆる東海地震のセグメントにおいて、おもにプレート境界の

陸域延長部にあたる駿河湾奥の富士川河口断層帯周辺を対象に、断層帯の沈降側と隆

起側で調査と分析を実施した（図３－７－(３) －②－１）。 

沈降側にあたる静岡県富士市の低地（浮島ヶ原）において過去に発生した地殻変動を

検出するため、既存の柱状堆積物試料の珪藻化石および大型植物化石を観察した結果、

長さ８m のボーリングコア中に７～８回の沈水イベントを検出することができた。また

それらの放射性炭素年代測定を行った結果、最も新しい沈水イベントは 1707 年宝永地

震か 1498 年明応地震、２番目に新しいイベントは 1498 年明応地震か 1361 年正平（康

安）地震、３番目に新しい沈水イベントは 1096 年永長地震か 887 年仁和地震に対応す

る値を示した。 

隆起側にあたる静岡県富士市および静岡市清水区にかかる富士川河口域の西側では、

歴史資料の調査から、1854 年安政東海地震で富士川河口域西岸部が広域的に隆起した

可能性が高いことがわかった。また、地中レーダー（Ground Penetrating radar, GPR）

による調査を行ったところ、海岸から２km 程度内陸までの範囲で反射面に地層のずれ

と解釈される層序の不連続が存在することがわかった。このほか、長期における地殻変
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動の傾向を解明するため、ボーリング掘削調査を行い既存のコアと比較したところ、長

期的に見ると隆起域でもネットでは沈降している可能性があることがわかった。 

 

 

図３－７－(３) －②－１ 南海トラフ東部・駿河湾奥における調査範囲。地理院タイル

を使用。 

 

(b) 業務の実施方法 

沈降域の浮島ヶ原では、Fujiwara et al., (2016)により、同地域の堆積物に過去の

東海地震に関連した地殻変動の繰り返しが沈水イベントというかたちで記録されてい

ると報告されている。そこでこれらのイベントについて、歴史地震との対比を明確にす

るため、浮島ヶ原で採取された既存のボーリングコア試料の化石群集の解析を行い、イ

ベント層準を特定することを目指した。珪藻化石の分析は、Sawai (2001)などに記され

た方法に従った。大型植物化石の分析は、ボーリングコア試料を２cm 間隔で分割した

後、0.5 mm および 0.25 mm メッシュの篩いで水洗し、水洗した残渣を実体顕微鏡下で

観察して行った。大型植物化石は、同定した後に放射性炭素年代測定用試料とした。分

析で得られた年代値については、地層の上下関係から判断して明らかに不自然な年代

を取り除き、残りの適切な年代値を用いて沈水イベントの発生時期の推定を試みた。

イベント発生時期の再計算は，Lienkaemper and Bronk Ramsey (2009)に従い、放射性

炭素年代の補正プログラム OxCal 4.2 を用いた。 

隆起域では歴史記録、GPR、ボーリング掘削の現地調査をそれぞれ実施した。1854 年

安政東海地震による富士川河口域の地変として「蒲原地震山」（南北 660 m 程度、東西

50 m 程度の大きさ）が知られている（羽田野, 1997）。この成因を断層運動に求めるに

は局所的であるため、広域に隆起したとすれば富士川の流路も変わった可能性がある

ことに着目し、『蒲原町史』（蒲原町史編纂委員会, 1968）や清水区蒲原の木屋江戸資料

館が所蔵する資料をもとに、富士川の流路の変遷を調査した。またこの隆起域の地下構
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造を探るため、GPR（Sensors & Software 社製 pulseEKKO Pro を使用）を用いた調査を

富士川河口域西側の蒲原低地を対象に、総測線長 13 km 程度で実施した。 

ボーリング調査については、地下に伏在すると推定されている断層の活動性を明ら

かにするため、入山瀬断層の推定通過位置の隆起側の１地点で深度 100m までオールコ

ア掘削を実施し、得られた試料について放射性炭素年代測定と珪藻分析を行った。それ

らの結果と、沈降側で実施された既存のボーリング調査結果（産業技術総合研究所, 

2016）とを対比して断層変位の状況を確認し、平均変位速度を見積もった。 

 

(c) 業務の成果 

沈降域では浮島ヶ原における化石群集の変化から、過去に発生した沈水イベントを

検出することができた。具体的には、珪藻化石群集の変化から５回の沈水イベント、大

型植物化石の群集変化から２あるいは３回の沈水イベントを記録していると推定され

た。放射性炭素年代測定の結果、各イベント年代は西暦 1500–1785 年、西暦 1230–1510

年、西暦 820–1250 年、西暦 445–640 年、紀元前 585–55 年、紀元前 765–205 年、紀元前

1190–975 年、紀元前 2515–2130 年という値を示した。この結果は、最も新しい沈水イ

ベントが 1707 年宝永地震か 1498 年明応地震、２番目に新しいイベントが 1498 年明応

地震か 1361 年正平（康安）地震、３番目に新しい沈水イベントが 1096 年永長地震か

887 年仁和地震に年代が重なっている。また最も古いイベントはおよそ 4150〜4500 年

前まで遡る。 

隆起域での歴史記録調査では、木屋江戸資料館に所蔵されている『海面浅深御取調調

絵図』（嘉永二年、1849）などの記録から、1854 年安政東海地震直前の富士川が現在よ

りも西側に流れていたことを確認した。また、『駿河記』の絵図には現在の蒲原地震山

付近が中州のような形で描かれており、当時の河床が現在よりも西へ拡がっていたこ

とがわかる。一方、安政の地震より後には蒲原地域に洪水が生じなくなった（『蒲原町

史』, 1968）。これらのことから、1854 年安政東海地震により富士川河口域西側の蒲原

地域が広域に隆起したことで、河川の流路が東側へ移った可能性が高い。 

GPR 探査については、おおむね地表から深度８m 程度までの連続的な反射面を得るこ

とができ、一部で地層のずれと解釈される層序の不連続が観察された。不連続は盛土と

思われる表層の直下まで存在し、比較的新しい地層まで切っている可能性がある。この

ような不連続は他にも複数箇所見つかっており、そのうちの一部は地震調査研究推進

本部が推定した入山瀬断層の位置とさほど離れていないが、現段階ではこの不連続が

活構造を示すものかどうかも含め、1854 年安政東海地震時に活動したか否かについて

は不明である。 

ボーリング調査については深度 100 m まで掘進したところ、おもに砂礫層と泥層と

の互層からなることが確認され、深度 97 m で基盤である岩淵層に達した。おもに泥層

を中心に放射性炭素年代測定と珪藻分析を行った結果、標高-30～-32 m 付近のシルト

層は 9000 年前頃に海面付近で堆積したと考えられること、また縄文海進頂期頃（6000

年前前後）の年代を示すシルト層（陸成の可能性）は標高-14～-18 m にあることから、

ユースタティックな海水準（遠藤, 2015 など）と比べるとかなり低い位置にあり、こ

の地点が活発な隆起をしておらずむしろ沈降傾向にある可能性あることを示唆する。
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また既存ボーリング資料（産業技術総合研究所, 2016）との対比を試みたところ、5000

～6000 年前のシルト～粘土層は入山瀬断層を挟んで 12～14 m 西側が高く、11,000～

12,000 年前頃のシルト～粘土層は 14～20 m 程度西側が高かった。仮に両者が堆積時に

同レベルにあったとすると平均１～２m/千年程度の速度で上下変位しかつ累積してい

る可能性を指摘できる。このことから活断層の存在と変位のセンスは従来の解釈で間

違いないが、平均変位速度は従来よりもかなり小さいことが明らかになった。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフ東部のプレート境界陸域延長部にあたる富士川河口断層帯の沈降側と隆

起側の沿岸部で調査と分析を実施した結果、沈降側の静岡県富士市の低地（浮島ヶ原）

では、堆積物の分析から過去約 4500 年間に７～８回の沈水イベントを検出することが

できた。放射性炭素年代測定結果からみて、最も新しい沈水イベントは 1707 年宝永地

震か 1498 年明応地震、２番目に新しいイベントは 1498 年明応地震か 1361 年正平（康

安）地震、３番目に新しい沈水イベントは 1096 年永長地震か 887 年仁和地震に対応す

る値を示した。これらの沈水イベントは、過去に発生した南海トラフ沿いの巨大地震に

伴う沈降運動を示している可能性がある。ただしイベント数は歴史地震の履歴とは一

致せず、過去 4500 年間で平均数百年程度以上の再来間隔であることから、毎回の南海

トラフ地震のたびに沈降しているわけではないと考えられる。 

一方、隆起域の静岡県富士市および静岡市清水区にかかる富士川河口域西側では、歴

史記録に基づく富士川の流路の変遷を検討した結果、1854 年安政東海地震よりも前は

蒲原地区まで拡がっていた河床が、地震後に東側へ縮小し、それまでの中州が離水して

蒲原地震山が生じたことが明らかになった。これは同地震時に富士川河口断層帯が活

動して富士川河口西岸域が隆起した可能性を示唆する。しかし GPR による地下構造調

査からは断層の特定はできていない。またボーリング調査からは、断層帯の一部である

入山瀬断層が富士川河口西岸域の地下に伏在し、１〜２m/千年程度で活動しているこ

とが明らかになった。しかし完新世を通じてネットでは沈降していることから、1854 年

安政東海地震時のような隆起が累積しているわけではない。 

以上の結果から、歴史上 100〜150 年間隔でくり返されてきた南海トラフ地震は、毎

回駿河湾奥の東海地震のセグメントまで破壊されるわけではなく、数百年程度もしく

はそれ以上の長い再来間隔で富士川河口断層帯が連動していた可能性を示している。

しかし歴史上でそのような地震と考えられるのは今のところ 1854 年安政東海地震のみ

であり、それ以前の地震と地質痕跡との関係はまだ対応関係が明確ではなく、年代デー

タのさらなる追求が必要である。また従来、富士川河口断層帯の隆起域とされた地点が、

長期的には沈降していることが明らかになったが、そのさらに西側には逆に長期的な

隆起を示す地形があることから、両者の間に活発な断層の存在を考える必要がでてき

た。このため今後この断層想定地域の調査が重要となる。 
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③ 陸域での津波履歴調査実施とサンプルデータ解析（南海トラフ中部沿岸） 

(a) 業務の要約 

南海トラフ中部では、東海・東南海地震のセグメントと南海地震のセグメントの境界

付近に位置する紀伊半島南部の和歌山県串本町・那智勝浦町において津波堆積物を対

象とした掘削調査および既存試料の分析を実施した（図３－７－(３) －③－２）。串本

町の笠嶋遺跡では、まず宍倉ほか（2014）によって得られた６本のボーリングコア試料

から報告されている複数のイベント堆積物について、特に上位の２層について年代を

決定するため、放射性炭素同位体年代測定を行った。その結果、最上位のイベント堆積

物はおおよそ２～４世紀頃、その１回前のイベントは 2800～2500 cal yBP 頃と推定さ

れた。またさらに下位のイベント層を検出するため新たに掘削調査を行い、鬼界アカホ

ヤテフラ（約 7300 年前）の下位に３層、上位に９層のイベント堆積物を確認した。那

智勝浦町では八尺鏡野湿地において、現在の海岸線から約 1.2 km 内陸の４地点で深度

２〜６m の掘削を行い、少なくとも７層のイベント砂層を検出した。 
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図３－７－(３) －③－２ 南海トラフ中部・紀伊半島南部における調査範囲。 

地理院タイルを使用。 

 

(b) 業務の実施方法 

和歌山県串本町の和歌山県立串本古座高等学校串本校舎周辺は、弥生～庄内期の笠

嶋遺跡に指定されており、津波が襲来した痕跡があることが指摘されている（安井・編，

1969）。そこで得られた既存のボーリングコア試料（宍倉ほか，2014）について、その

年代を明らかにするため、放射性炭素同位体年代測定を実施した。作業手順は、イベン

ト堆積物の直上および直下と、２層のイベント堆積物の間の層準にある泥炭質シルト

ついて、垂直方向に１～２ cm 間隔でコアを切り出し、250μｍのメッシュで水洗した

後、実体顕微鏡下で大型植物遺体を拾い出して、状態の良いものを年代測定用の試料と

した。さらに笠嶋遺跡で大口径で連続的かつより深い深度までの掘削を実施した。掘削

はコア径約 10cm で、隣接した２孔において 0.5m ずつ深度をずらし、それぞれ深度 10 

m および 10.5m まで掘削することで、コアの継ぎ目での欠損がないようにした。 

笠嶋遺跡で検出される津波痕跡の広域での対比を行うため、同地点より約 20km 北東

にある那智勝浦町の八尺鏡野湿地において掘削調査を実施した。八尺鏡野湿地は太田

川河口から約 1.2km 上流にあり、幅 100m 以下、奥行き約 400m の溺れ谷状の湿地であ

る。この湿地の入口（海側）から約 90m 付近の地点から約 50m 奥（陸側）の地点までの

間の４地点で打ち込み式簡易掘削機を用いて深度２〜６m までの試料を採取した 

 

(c) 業務の成果 

串本町笠嶋遺跡における既存のボーリングコア試料について、上位２層のイベント

堆積物を集中的に放射性炭素同位体年代測定を行った結果、最上位のイベント堆積物

はおおよそ２～４世紀頃の年代を示すことが明らかになった。これは笠嶋遺跡の集落

跡が砂礫層で埋積されたとされる庄内期（３世紀頃）と一致する。またその１回前のイ
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ベントは 2800～2500 cal yBP 頃と推定された。２つのイベントは、ともに宍倉ほか

（2008）が紀伊半島南部で報告している隆起痕跡の年代と一致することから、紀伊半島

南部を隆起させる地震に伴う津波によって形成された津波堆積物と考えられる。また

２つのイベントの間の泥炭質シルトを連続的に放射性炭素同位体年代測定を行った結

果、大幅な年代のギャップはなく、ほぼ連続的に堆積していることがわかった。したが

ってここでのイベントの発生間隔は 1000 年程度であり、この期間に地層に記録される

ような津波は生じていなかった可能性がある。 

また笠嶋遺跡において、さらに下位の津波履歴を明らかにするため、新たに大口径で

深度 10.5m までのボーリング掘削調査を行った。その結果、深度 9.5 m 以下に熊野層群

の泥岩が基盤として分布していること、また深度 5.7 m 付近には鬼界アカホヤテフラと

考えられるテフラを確認した。イベント堆積物はテフラより下位で３層、上位で９層確

認でき、このうち最上位２層が前述の２〜４世紀と 2800～2500 cal yBP 頃の津波堆積

物である。 

笠嶋遺跡で検出される津波痕跡の広域での対比を行うため、同地点より約 20km 北東

にある那智勝浦町の八尺鏡野湿地において掘削調査を実施した。その結果、現在の海岸

線から約 1.2 km 内陸の４地点で深度２〜６m までの湿地性堆積物の中に、少なくとも

７層のイベント砂層を検出した。この地点は河川の近くにあり、洪水氾濫による影響も

ありうることから、イベント砂層が現時点で津波起源かどうかは不明である。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

東海・東南海地震のセグメントと南海地震のセグメントの境界付近に位置する南海

トラフ中部の紀伊半島南部沿岸において、津波堆積物を対象とした掘削調査とコア試

料の分析を行った結果、鬼界アカホヤテフラ（約 7300 年前）の下位に３層、上位に９

層のイベント堆積物を確認し、上位２層は２〜４世紀と 2800～2500 cal yBP 頃の津波

によって形成された可能性が高い。仮にそれ以外のイベント堆積物も津波起源とする

と、再来間隔は 400〜1000 年程度である。これは歴史記録で知られる南海トラフ地震の

再来間隔（100〜150 年）よりも長い。那智勝浦町での掘削調査では７層のイベント堆

積物を発見したが、津波起源であるかどうか現時点では不明であり、年代も明確ではな

い。笠嶋遺跡のイベント堆積物との対比によって本地域の津波履歴を解明するには、詳

細な年代測定や火山灰分析，微化石分析などが必要であろう。 
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④ 陸域での津波履歴調査実施とサンプルデータ解析（南海トラフ西部沿岸） 

(a) 業務の要約 

南海トラフ西部の、いわゆる南海地震のセグメントに面する四国沿岸を対象に、高知

県東洋町、南国市、四万十町、黒潮町、土佐清水市の５つの海岸低地において掘削調査

を実施した（図３－７－(３) －④－３）。その結果、過去約 7000 年間に堆積した地層

から津波により形成された可能性のあるイベント堆積物を複数検出した。また、イベン

ト砂層の堆積年代を推定するため、植物化石を用いた放射性炭素年代測定を高密度で

実施し、南国市においては、津波堆積物の可能性がある４つのイベント砂層が約 2400

～6000 年前に堆積したことが明らかになった。一方、その後の約 900～2400 年前には

イベント砂層が検出されなかった（Tanigawa et al., 2018）。南海トラフ西部に面する

地域では地震や津波の地形学的・地質学的痕跡の調査・研究が多く行われてきた（例え

ば、前杢（2001）、寒川（2004）、岡村・松岡（2012））。しかし、本研究で実施したよう

に、植物化石から得られる信頼性の高い年代値を用いてイベント年代を拘束した例は

ほとんどなく、本研究で推定されたイベント年代は、今後、南海トラフの地震・津波の

履歴を復元する上で重要なデータである。 

 

 

図３－７－(３) －④－３ 南海トラフ西部・四国南部における調査範囲。 

地理院タイルを使用。 

 

(b) 業務の実施方法 

５つの海岸低地でそれぞれ海岸線から２km 以内の海岸低地で機械ボーリング、ジオ

スライサー、ハンドコアラーを用いて、掘削調査を実施した（図３－７－(３) －④－

３）。これらの多くは海岸沿いの浜堤の背後に分布する小規模な低地で、河川などの流
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水の影響が比較的小さく、おもにシルトや粘土などの細粒な堆積物で構成されている

ため、イベント堆積物の検出に適している。採取した堆積物試料は、剥ぎ取り標本を作

成して層相を観察するとともに、放射性炭素年代測定、珪藻化石や有孔虫化石の分析、

火山灰の同定を実施し、堆積年代や過去の堆積環境、イベント堆積物の成因の推定を行

った。イベント堆積物の年代は、堆積物の直上及び直下から得られた年代値を用いて拘

束した。試料には実体顕微鏡下で堆積物から抽出した種子や葉などの大型植物遺体を

用いた。放射性炭素年代測定は過去数万年間の試料に対して最も一般的に用いられる

が，年代値の信頼性は測定試料により大きく異なる。堆積物中の種や葉は過去に地表に

落ちたものが地層に取り込まれたとみられ、その当時の地表面すなわちその採取層準

の年代をより正確に示すと考えられる。 

 

(c) 業務の成果 

【東洋町】 

標高４～６m の海岸低地の７地点において最大深さ８m まで掘削を行った結果、7200

年前頃以降に堆積したシルトおよび粘土層を採取し、少なくとも３つのイベント砂層

を検出した。そのうち最上位の砂層は約 680～2730 cal yBP に堆積したとみられる。ま

た深さ 1.5m 以深は暗褐色の有機質粘土と灰色の粘土の互層となり、両者の地層境界は

比較的明瞭である。このような急激な層相変化の繰り返しの成因の一つとして、地震性

地殻変動が考えられる。３層の灰色粘土層の堆積年代は、上位からそれぞれ約 4650～

5605 cal yBP、約 5750～6280 cal yBP、約 6210～6880 cal yBP と推定された。 

【南国市】（Tanigawa et al., 2018） 

標高２～３m の海岸低地の９地点において最大深さ８m まで掘削を行った。低地地下

の表層は主に標高約１～-１m に分布する有機質粘土層、標高約-１～-６m に分布する

シルト～砂質粘土層からなる。有機質粘土層中にはイベント砂層が挟在し、層相・層序

及び放射性年代測定に基づいて、コア間で対比可能な４層（下位から順に Sand 1、2、

3、4）を認定した。Sand 1 は最も海側の地点から約 400m 内陸（現海岸線から約１km）

まで連続して堆積しているとみられ、下位の砂質粘土層とは明瞭な地層境界で接する。

Sand 1、2、3、4 の堆積年代はそれぞれ、約 4440～5980 cal yBP、約 4560～3730 cal 

yBP、約 3700～3490 cal yBP、約 3410～2440 cal yBP と推定された。一方、約 930～

2440 cal yBP に堆積したこれらより上位の地層中には明瞭なイベント砂層が見られな

い。 

これらのイベント砂層の珪藻化石分析結果は、淡水性珪藻がほぼ 100％を占め、海～

汽水生珪藻がほとんど含まれない。したがってイベント砂層が洪水によりもたらされ

た可能性も否定はできないが、本低地には小規模な河川しか存在せず周囲を丘陵に囲

まれ洪水が発生しにくいという地形条件があり、イベント砂層が海側にのみ分布する

ことを考慮すると、これらは海からの遡上流、津波もしくは高潮により堆積した可能性

がより高いと考えられる。 

【四万十町】（谷川ほか，2017） 

標高１～1.5m の海岸低地の３地点において深さ最大 20m まで掘削を行った結果、低

地地下は深さ約 13～17m までおもにシルト及び粘土層からなり、深さ約 1.5m より下位
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は多くの貝化石を含んでいることが明らかになった。深さ約 1.5～２m には層厚約 40cm

の厚いイベント砂層が見られ、堆積学的特徴および調査地の地形条件から津波もしく

は高潮による突発的な強い流れにより堆積した可能性が高い。その堆積年代は西暦約

410～550 年と推定される。このイベント砂層より上位には西暦 1650 年頃までの地層が

分布するが、その中にイベントを示す堆積物は確認されなかった。 

【黒潮町】 

海岸から約 1.8km 内陸（下田の口）と約 500m 内陸（入野）の標高２～４m の海岸低

地の８地点において深さ最大４m まで掘削を行った。下田の口地区でジオスライサーに

より採取した堆積物は深さ約３m まで主にシルトおよび固くしまった粘土層からなり、

３層のイベント砂層が挟在する。最上位の層厚約 10cm のイベント砂層は下限に明瞭な

地層境界をもち、約 300 cal BP 以降に堆積したとみられる。ただし表層の盛土に非常

に近く、耕作など人為的擾乱の影響も考慮する必要があり、このイベント砂層が自然に

堆積したものかどうかは現時点では判断できない。また、上位から２つめのイベント砂

層は約 2920～1290 cal yBP に堆積したとみられる。 

入野地区は深さ１～２m までおもに砂層、シルト層、砂質シルト層で構成され、それ

らより下位では海側の浜堤に連続するとみられる砂層が主体となる。調査測線の中央

部では植物片や木片などの有機物に富むシルト及び砂質シルト層が周囲より厚く堆積

し、２層のイベント砂層が挟在する。これらのイベント砂層は下限に明瞭な地層境界を

有し、測線上の複数の地点で確認され、津波堆積物の可能性がある。堆積年代は西暦約

700～1550 年、西暦約 1500 年以降と推定される。下田の口地区と入野地区の最上位の

イベント砂層は、その堆積年代から同じイベントにより形成された可能性があり、歴史

記録を参照すると 1707 年宝永地震または 1854 年安政南海地震の津波が候補となる。 

【土佐清水市】 

砂丘によって閉塞された低地である大岐海岸において、深さ１ｍ程度の連続柱状堆

積物試料を合計 12 地点で採取した。得られた試料の肉眼観察と CT 画像観察を行った

結果、泥質堆積物中に少なくとも１層のイベント堆積物が認められた。このイベント堆

積物の直上および直下から得られた放射性炭素年代は、西暦 1399–1287 年、西暦 1450–

1404 年、西暦 1457–1410 年という値を示した。また、深さ 80cm 程度から得られたタケ

ノコカワニナの放射性炭素年代測定値は 440±30 yBP を示し、Marine Reservoir 効果

の影響がないと仮定した場合、補正年代は西暦 1420–1610 年となる。これらの年代か

ら、大岐海岸で見つかったイベント堆積物は、15 世紀頃に堆積したことが示された。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフ西部の高知県東洋町・南国市・四万十町・黒潮町・土佐清水市の海岸低地

において掘削調査を実施し、低地地下に分布するシルトおよび粘土層中から津波によ

り形成された可能性のあるイベント堆積物を検出した。その結果、南国市においては、

約 2400～6000 年前の約 3600 年間に低地内に連続して分布する４つのイベント砂層が

検出された。平均すると 800〜900 年程度の間隔となる。一方、その後の約 900～2400

年前にはイベント砂層が検出されなかった。周辺の湖沼からは 2000 年前頃に通常より

も巨大な津波とされる堆積物の報告がある（岡村・松岡，2012）が、本地域ではそのよ
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うな津波の明瞭な痕跡は検出されていない。 

現在のところ、高知県内の各地域で得られたイベント年代は、それぞれ推定年代幅が

大きいため、地域間で明確な対比はできていない。また、歴史地震と重なる年代のイベ

ント堆積物も確認されたが、特定の歴史地震には対比できなかった。しかしながらどの

調査地域においても、地質記録から考えられる津波の頻度が歴史記録よりも低いこと

は明らかである。これはそれぞれの地域の地形条件にも依存するが、地質痕跡に残る規

模の津波がまれにしか起こらないことを示している可能性がある。 
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⑤ 陸域での津波履歴調査実施とサンプルデータ解析（九州・南西諸島沿岸） 

(a) 業務の要約 

南海トラフよりも西側の日向灘からさらに南西諸島海溝における地震・津波履歴を

解明することは、南海トラフ地震との大連動の有無を検証する上で重要である。このた

め、九州東部沿岸と南西諸島北部の喜界島で津波堆積物と隆起痕跡の調査を行った（図

３－７－(３) －⑤－４）。 

九州東部では、日向灘に面した大分県南部から宮崎県、鹿児島県北部にかけて、津波

堆積物の調査に適した候補地を選定するため、海岸付近の低地を踏査し、周辺の地形な

どの観点から宮崎県北部の日向市と宮崎県南部の串間市において掘削調査を実施した。

日向市における掘削調査では、海岸付近の低地に設定した調査範囲の全域にわたり、表

層１ｍ程度がほぼ砂層からなることが明らかとなり、津波堆積物と考えられるイベン

ト層は認められなかった。串間市における掘削調査では、表層３ｍ程度の泥質堆積物の

中に津波堆積物と考えられるイベント層が少なくとも１枚認められ、その発生年代は

約 4800～4200 年前であることが明らかとなった。 

南西諸島北部の奄美群島に属する喜界島では、従来から隆起速度の早い地域として

知られているが、その隆起様式については諸説あるため、サンゴ・マイクロアトールを

用いて連続的な相対的海水準変動の復元から地殻変動を解明するための調査を行った。

島の北部，東部，南部でそれぞれ現成のマイクロアトールの調査を行った結果、最近 132

年間は地殻がほぼ安定しており、定常的な隆起は生じていないことが明らかになった。
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さらに島の北部で離水マイクロアトールを発見し、その分析から 14 世紀から 17 世紀

にかけての間の少なくとも 237 年間は地殻がほぼ安定し、その後 16〜17 世紀に少な

くとも 20〜25cm の相対的海水準低下を伴う離水イベント（おそらく地震性隆起）が起

こっていることが明らかになった。 

 

 

図３－７－(３) －⑤－４ 日向灘・九州東部および南西諸島北部・喜界島における 

調査範囲。地理院タイルを使用。 

 

(b) 業務の実施方法 

【九州東部】 

日向市では、地層中から津波堆積物を検出する調査に最も適した場所として海岸砂

丘（お倉ヶ浜）の背後に分布する海岸低地を調査地として選定した。堆積物の層相確認

とイベント堆積物の検出を目的として、ハンドコアラー（48 地点）およびハンディジ

オスライサー（２地点）を用いて表層１ｍ程度の掘削調査を実施した。さらに採取した

堆積物試料の層相の観察および放射性炭素年代測定を６件実施した。なお、堆積物の堆

積年代の推定には、泥質堆積層から抽出した種や葉などの植物化石の年代を用いた。 

串間市では、志布志湾に突き出た一里崎にある狭い谷底平野において、人力による掘

削機器（ハンディコアラー）を用いて深さ３ｍ程度までの堆積物の柱状試料を５地点で

採取した。採取した試料は、肉眼による詳細な観察を行い、堆積物試料を適宜分割した。

分割した試料はふるいで洗浄し、実体顕微鏡下で観察しながら種子や葉などの植物遺

骸を拾い出した。拾い出した植物遺骸試料を用い、放射性炭素年代測定を 13 件実施し

た。 

【南西諸島北部】 

喜界島は間欠的な地震性隆起によって形成されたと考えられる完新世海岸段丘が発

達しており、古くから地震履歴に関する研究が行われてきた（中田ほか、1978 など）。



440 

 

しかし完新世海岸段丘の成因について、地震性の隆起よりむしろ定常的な隆起が主な

要因とするシミュレーション結果もある（Shikakura，2014）。そこで亜熱帯〜熱帯地域

において過去の地殻変動の復元に有効なサンゴ・マイクロアトールを用いて、喜界島の

長期的な地殻変動と地震履歴の解明を試みた。サンゴ・マイクロアトールは、ハマサン

ゴ属がつくる円筒形状のサンゴ群体で、その頂面が低潮位を示す。毎年成長して径を拡

大していくが、その過程において海面の変動に敏感に反応してレベルを変化させるた

め、年単位の地殻変動を復元することができる（Meltzner and Woodroffe，2015）。そ

こで喜界島北部の小野津地区、東部の嘉鈍地区、南部の上嘉鉄地区の３地域において、

それぞれ現成および離水サンゴ・マイクロアトールの形状を観察し、トータルステーシ

ョンによる断面測量と VRS-RTK を用いた GNSS 測量を行った。また離水サンゴ・マイク

ロアトールについては断面のブロック試料を採取し、CT スキャンによる画像を取得し

た。CT スキャン画像からサンゴの年縞を読み取り、水平方向の成長速度を見積もった

上で、断面試料のない現成マイクロアトールについて、直径からおおよその成長年数を

推定した。さらに一部の試料について放射性炭素年代測定を行った。 

 

(c) 業務の成果 

【九州東部】 

日向市の海岸低地においてハンドコアラーによる掘削を 48 地点、ハンディジオスラ

イサーによる掘削を２地点で実施した結果、この海岸低地の堆積物の層相はほとんど

の地点で表層付近の耕作土を除き深さ約１ｍまでおもに淘汰の良い細粒砂で構成され

ているが、広範囲にわたって確認できるような津波堆積物は認められなかった。ただし、

ハンディジオスライサーによる調査地点付近では表層付近にやや有機質な泥が分布し、

その中に層厚 10～20 cm の細粒砂層がみられた。現時点でこの砂層が津波で形成され

たものかどうかは不明だが、放射性炭素年代測定の結果、この泥層中の細粒砂層は

AD1485 年から現在までの間に形成されたことが明らかになった。  

宮崎県串間市においてハンドコアラーによる掘削を５地点で実施した結果、表層の

耕作土を除いて、深さ２ｍ程度までは有機質粘土層、深さ２ｍよりも深いところでは泥

炭が分布し、これらの中に側方に連続する複数のイベント層が確認された。このうち、

深さ２～2.5 ｍ程度に位置するイベント層（下部イベント層）はパミスからなる層厚１

cm～数 cm 程度の層が２～３枚断続的に累重していた。また深さ１～1.5ｍ程度に位置

するイベント層（上部イベント層）は、石英や長石を主体とした細粒～中粒砂からなる

層厚１cm～数 cm 程度の層が１～４枚断続的に累重していた。下部イベント層を挟んで

下位の泥炭層から上位の粘土層に堆積相が変わることから、イベントの前後で堆積環

境が変化したことが示唆される。また放射性炭素年代測定から下部イベント層は約

4800 年～4200 年前に形成されたと考えられる。本調査地から南東に約３km 離れた場所

では、Yamada et al. (2019) が約 4600 年前に形成された軽石質津波堆積物を報告し

ており、本調査地の下部イベント層と対比できると考えられる。一方、上部イベント層

は現時点では津波で形成されたものかどうか不明だが、放射性炭素年代測定から約

2300 年前以降に形成されたと考えられる。 

【南西諸島北部】 
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喜界島沿岸の踏査の結果、北部の小野津地区、東部の嘉鈍地区、南部の上嘉鉄地区の

３地点でそれぞれ複数個体の現成サンゴ・マイクロアトールを発見した。さらに北部・

小野津地区では離水サンゴ・マイクロアトールを 1 個体発見した。 

離水サンゴ・マイクロアトールは頂面がほぼ水平で、現成サンゴ・マイクロアトール

に対して 20〜25cm 高く、長径は 540cm（半径 270cm）であった。中心付近から採取した

試料の放射性炭素年代は AD1305-1425、縁辺部付近から採取した試料は AD1490-1650 の

14C 年代をそれぞれ得た。さらにブロック状にサンプルを採取して CT スキャン画像を取

得し、水平方向への成長が明確な 260 cm の範囲で年縞を計数したところ、237 年分が確

認でき（平均約 1.1 cm/年の成長速度）、放射性炭素年代と調和的である。これは 14 世

紀から 17 世紀にかけての間の少なくとも 237 年間は地殻がほぼ安定し、その後 16〜

17 世紀に少なくとも 20〜25cm の相対的海水準低下を伴う離水イベント（おそらく地

震性隆起）が起こっていたと解釈される。 

北部の小野津地区と東部の嘉鈍地区でそれぞれ現成サンゴ・マイクロアトールについ

て、トータルステーションによる断面測量と VRS-RTK を用いた GNSS 測量を実施した。

その結果、北部の現成マイクロアトールはいずれも頂面の高度が-1.01～-1.07 m（TP）

でほぼフラットであり、最大のものは半径が 78.8 cm であった。離水サンゴ・マイクロ

アトールから算出した成長速度からみて、過去約 72 年間はほぼ海面は安定していたと

言える。東部で確認した現成サンゴ・マイクロアトールのうち最大のものは半径 145.6 

cm で、高度は-1.06 m（TP）～-1.20 m（TP）の間で若干の凹凸もあり、外縁部がやや盛

り上がっている。これについても過去約 132 年間、海面はほぼ安定していたが、10 cm

程度以内の若干の変動があった可能性も示している。いずれにしろこれらの結果から見

て、喜界島は長期的かつ定常的な隆起や沈降は生じていないことを示している。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフよりも西側の日向灘からさらに南西諸島海溝に面する九州東部沿岸の宮

崎県日向市および串間市、南西諸島北部の喜界島において、津波堆積物と隆起痕跡の調

査を行った。その結果、日向市では広範囲にわたって確認できるような津波堆積物は認

められなかった。ただし一部の地点では泥層中に AD1485 年から現在までの間に形成さ

れた細粒砂層が確認された。この砂層については、さらに広域で確認し、堆積物の詳細

な観察や微化石分析等の各種分析を実施することによって、津波起源かどうかを検討

する必要がある。一方、串間市では側方に追跡可能な複数のイベント層が確認され、約

4800 年～4200 年前と約 2300 年前以降の年代を示す。これらのうち前者は既存の研究

で報告されている津波によって形成されたものである。また後者のイベント層は、堆積

物の詳細な観察や各種分析を実施することによって、津波起源かどうかを検討する必

要がある。 

喜界島では海水準変動の指標となるサンゴ・マイクロアトールを用いて地殻変動の

復元を行った。北部の小野津地区において、現成サンゴ・マイクロアトールから 20〜

25cm の高さに AD1305-1425 から AD1490-1650 にかけて 237 年かけてほぼ水平方向に成

長した離水マイクロアトールを発見した。また東部の嘉鈍地区で発見した現成サンゴ・

マイクロアトールは半径 145.6 cm あり、最近 132 年かけてほぼ水平に成長しているこ
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とが明らかになった。このことから 14 世紀頃以降は地殻がほぼ安定し、16〜17 世紀

に少なくとも 20〜25cm の相対的海水準低下を伴う離水イベント（おそらく地震性隆

起）が生じたものの、その後も現在まで地殻はほぼ安定していることが明らかになった。

したがって一般的な海溝沿いのプレート間地震のサイクルで見られる地震間の定常的

な隆起や沈降は、少なくとも過去 600 年程度の期間においては生じていない可能性が

高い。 

以上のように、これまでの調査結果から見ると、日向灘や南西諸島海溝北部に面する

海岸では今のところ南海トラフ沿いの津波と対比されうる地質痕跡は見つかっておら

ず、いわゆる大連動の証拠は見つかっていない。そもそもイベント堆積物自体があまり

見つかっていない状況であり、過去に巨大津波がなかったのか、あっても保存されてい

ないのかを検証していく必要がある。 
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3.8 広帯域地震活動研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「広帯域地震活動研究」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人東京大学地震研究所 

 

教授 

教授 

教授 

准教授 

准教授 

助教 

外来研究員 

技術専門職員 

技術職員 

技術職員 

技術職員 

技術職員 

篠原 雅尚 

小原 一成 

塩原 肇 

酒井 慎一 

望月 公廣 

一瀬 建日 

山田 知朗 

八木 健夫 

阿部 英二 

西本 太郎 

池澤 賢志 

大塚 宏徳 

国立大学法人京都大学防災研究所 准教授 伊藤 喜宏 

国立大学法人東京海洋大学 准教授 中東 和夫 

国立大学法人九州大学 准教授 松島 健 

国立大学法人京都大学防災研究所 助教 山下 裕亮 

国立大学法人東北大学災害科学国際研究所 教授 木戸 元之 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

 

教授 

准教授 

技術職員 

日野 亮太 

太田 雄策 

鈴木 秀市 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 分野長 

グループリーダー 

主任研究員 

技術研究員 

技術研究員 

研究員 

技術スタッフ 

末次 大輔 

高橋 成実 

高橋 努 

伊藤 亜妃 

今井 健太郎 

利根川 貴志 

中島 倫也 

 

(c) 業務の目的 

南海トラフから南西諸島海溝にかけて、広帯域海底地震観測により、トラフ付

近の低周波イベントの解明と地震活動の詳細な把握を行う。プレート境界のすべ

り特性の解明、さらには巨大地震発生域の高精度推定に寄与する。得られた成果

はシミュレーション研究の項目に提供する。 
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(d) ７か年の年次実施業務の要約 

平成 25 年度： 

南海トラフ西部の領域において、長期観測型海底地震（水圧）計を計 10 台設置

し、長期海底地震観測を開始した。また、南海トラフ中部の陸側斜面域である熊野灘に

おいて、ブイシステムを用いた海底水圧の試験観測に着手した。海底の水圧変動から、ゆ

っくりすべりイベント、超低周波地震、津波の励起と伝播といった多様な現象を捉えるた

め、広帯域・高ダイナミックレンジで連続して海底水圧データを取得するためのシステム

開発に必要な基礎データを実海域で取得した。 

平成 26 年度： 

南海トラフ西部の領域において、長期観測型海底地震（水圧）計を回収し、同じ

海域に設置した。また、南海トラフ中部の陸側斜面域である熊野灘において、ブイシス

テムを用いた海底水圧の試験観測を継続して実施した。海底の水圧変動から、ゆっくりす

べりイベント、超低周波地震、津波の励起と伝播といった多様な現象を捉えるため、広帯

域・高ダイナミックレンジで連続して海底水圧データを取得するためのシステム開発に必

要な基礎データの取得を継続して実施した。 

平成 27 年度： 

南海トラフ西部の領域において、長期観測型海底地震（水圧）計を回収し、日向

灘に設置した。また、熊野灘におけるブイシステムを用いた海底水圧の試験観測を継続

した。システムの実用化にむけた基礎データの取得を継続するほか、試験観測で得られた

海底の水圧変動の特性の解析を進め、ゆっくりすべりイベント、超低周波地震、津波の励

起と伝播といった多様な現象を捉えるためのデータ処理・解析手法の検討を進めた。 

平成 28 年度： 

南海トラフ西部の領域（日向灘）において、長期観測型海底地震（水圧）計を回

収し、同じ海域に半径 3.5km の円状アレイを２セット作成し、計８台を設置した。

また、熊野灘におけるブイシステムを用いた海底水圧の試験観測を継続した。システムの

実用化にむけた基礎データの取得を継続するほか、試験観測で得られた海底の水圧変動の

特性の解析を進め、ゆっくりすべりイベント、超低周波地震、津波の励起と伝播といった

多様な現象を捉えるためのデータ処理・解析手法の検討を進めた。 

平成 29 年度：  

南海トラフ西部の領域に設置されていた海底地震圧力計を回収した。また、長期

観測型海底地震（圧力）計 10 台を南西諸島海溝域に設置した。また、熊野灘におけ

るブイシステムを用いた海底水圧試験観測の解析を継続した。システムの実用化にむけた

基礎データの取得を継続するほか、試験観測で得られた海底の水圧変動の特性の解析から、

ゆっくりすべりイベント、超低周波地震、津波の励起と伝播に関連する現象による変動を

抽出し、これら現象のモデル化の検討を進めた。 

平成 30 年度： 

南西諸島海溝域において、海底地震(圧力)計 10 台程度の回収･再設置を実施した。

また、熊野灘におけるブイシステムを用いた海底水圧試験観測の解析を継続した。試験観

測で得られた海底の水圧変動の特性の解析から、ゆっくりすべりイベント、超低周波地震、
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津波の励起と伝播に関連する現象による変動を抽出する一方で、海底水圧データに含まれ

る誤差要因の検討を行い、観測された現象のモデル化の検討を進めた。 

平成 31 年度（令和元年度）： 

南海トラフ・南西諸島海溝の領域において実施してきた長期観測型海底地震計・

水圧計を用いた地震観測を終了した。これまでの海底観測により得られたデータを

解析し、南海トラフ・南西諸島海溝領域の観測期間内における超低周波地震・低周

波微動を含む地震活動についてまとめた。ブイシステムを用いた海底水圧試験観測

についてもシステムの概要と得られたデータの評価をまとめた。 

 

(e) 平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

南海トラフ・南西諸島海溝の領域において実施してきた長期観測型海底地震計・水圧

計を用いた地震観測を終了する。これまでの海底観測により得られたデータを解析し、

南海トラフ・南西諸島海溝領域の観測期間内における超低周波地震・低周波微動を含む

地震活動についてまとめる。ブイシステムを用いた海底水圧試験観測についてもシステ

ムの概要と得られたデータの評価をまとめる。 

 

(2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 南海トラフ西部の領域における広帯域自然地震観測 

(a) 業務の要約 

豊後水道において約６年に１回の頻度で発生するスロースリップイベントに同期し

て発生することが知られている日向灘の浅部超低周波地震活動域では、低周波微動が

頻繁に発生することが明らかになってきた。そこで、浅部超低周波地震や低周波微動発

生域直上で長期海底地震観測を実施し、浅部超低周波地震・低周波微動活動とスロース

リップイベントの関係を明らかにする。昨年度、日向灘より南の南西諸島海溝域におけ

る活動の連続性等を検証するため、南西諸島海溝・トカラ列島北東沖に新たに設置した

長期観測型海底地震計、圧力計付き広帯域型海底地震計を回収した。回収された海底地

震計からは、良好な波形データが取得された。 

 

(b) 業務の実施方法 

南海トラフ沿いでは、ほぼ 100 年周期でマグニチュード８クラスの地震が繰り返し

て発生していることが歴史記録から推定されている（Ando, 1975;Mochizuki and 

Obana, 2003)。1944 年と 1946 年の地震では、地震学的データにより、震源域の推定

が行われている（例えば、Kanamori, 1972; Ishibashi, 1981）。南海トラフ近傍では、

超低周波地震・低周波微動（スロー地震）が発生することが知られており（Ito and 

Obara, 2006)、その発生メカニズムの解明と、地震発生との関係が注目されている。

紀伊半島沖南海トラフ付近の超低周波地震が、陸側のプレートとフィリピン海プレー

トの境界付近で発生していることが明らかにされている（Sugioka et al., 2012)。発

生が想定されている南海トラフ沿いの大地震の震源域西部である豊後水道から日向灘、

さらには隣接する南西諸島海溝域北部では、これまでにスロー地震を目的とした海底

地震観測はあまり行われておらず、活動の詳細は明らかになっていなかった。そこで、
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南海トラフ西方に位置する浅部低周波微動活動域に長期観測型海底地震計（金沢ほか、

2009）や圧力計付き広帯域型海底地震計（塩原ほか、2014）を設置し、低周波微動・

超低周波地震活動の時空間分布を明らかにするとともに、これらの活動の背景にある

と考えられるスロースリップに伴う地殻変動を観測することを目的とした広帯域地

震・測地観測ネットワークを形成した。 

 

(c) 業務の成果 

南海トラフから南西諸島海溝域北部にかけて、トラフ付近の低周波イベントの解明

と地震活動の詳細な把握を行い、プレート境界のすべり特性の解明、さらには巨大地震

発生域の高精度推定に寄与することを目的として、南西諸島海溝北部・トカラ列島北東

沖の領域に前年度に設置した長期観測型海底地震計（図３－８－(２)－①－１、表３－

８－(２)－①－１）を回収した（写真３－８－(２)－①－１）。今年度回収した長期観

測型海底地震計には、小型広帯域地震計を搭載した長期観測型海底地震計（Shinohara 

et al., 2018）が含まれる。本回収作業には海洋研究開発機構「白鳳丸」の KH19-J02C

航海（2019 年９月４日東京有明出港、同年９月 21 日清水港入港）を利用した。回収さ

れた海底地震計からは良好な記録が取得された。 
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図３－８－(２)－①－１ 海底地震観測点（2018 年９月設置） 

2018 年度に設置を行った長期観測型海底地震計、圧力計付き広帯域型海底地震計の位置。 
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写真３－８－(２)－①－１ 回収された海底地震計 

 

表３－８－(２)－①－１ 2018 年から 2019 年に観測した海底地震計位置 

観測点名 Tr コード 
緯度 経度 水深 

度 分 度 分 m 

C01 800 30 16.610 131 38.366 2717 

C02 658 30 04.762 131 49.056 3148 

C03 713 29 51.111 131 59.329 4876 

C04 801 30 01.136 131 27.581 2525 

C05 811 29 52.221 131 36.729 3442 

C06 663 29 36.293 131 57.655 5168 

C07 684 29 53.248 131 15.484 3001 

C08 810 29 42.267 131 30.266 3349 

C09 668 29 31.928 131 21.890 3835 

C10 803 29 21.039 131 36.833 4759 

* 斜字は広帯域海底地震計 

** C02 は小型広帯域地震計を搭載した長期観測型海底地震計 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

トカラ列島北東沖において、2018 年度に設置した長期観測型海底地震計と圧力計付

き広帯域海底地震計の回収作業を行った。 
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② 南西諸島海溝域北部における低周波微動活動 

(a) 業務の要約 

2017 年度より、南海トラフ西部の日向灘よりさらに南の南西諸島海溝域北部におけ

る活動の連続性等を検証するため、日向灘に隣接する南西諸島海溝・種子島東方沖に長

期観測型海底地震計、圧力計付き広帯域型海底地震計が設置され，観測が開始された。

本年度は 2018 年度に南西諸島海溝域北部・トカラ列島北東沖に設置された海底地震計

を回収し、収録されたデータから低周波微動に関する解析を実施した。観測期間中の

2018 年 12 月～2019 年２月、2019 年６月、2019 年８月～９月には、浅部低周波微動と

超低周波地震活動が観測網周辺で発生した。広帯域型海底地震計５台には圧力計が取

り付けられていたが、観測期間中のスロー地震活動において、圧力計の記録からはスロ

ースリップに伴うと考えられる明瞭な地殻変動は現時点で検出できていない。 
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(b) 業務の実施方法 

豊後水道周辺域では、スロースリップイベントが約６年に１回の頻度で発生してい

ることが知られている（Hirose et al., 2010）。このスロースリップイベントに関連し

て、海溝軸よりの領域で、浅部超低周波地震活動が発生していることが明らかになって

いる（Hirose et al., 2010; Asano et al., 2015）。一方、近年、浅部超低周波地震活

動域直上での広帯域海底地震計を用いた海底観測が行われ、活動の詳細が推定されて

いる（Sugioka et al., 2012）。足摺沖から日向灘にかけての海溝近傍における短周期

海底地震計アレイによる地震観測により、このような浅部超低周波地震活動と同期す

る形で浅部低周波微動が発生することが明らかになった（Yamashita et al., 2015）。

この微動活動は時間変化とともに発生領域の移動がみられ、スロースリップイベント

の発生との関係が示唆される結果が得られている。そこで、南海トラフ西方において、

海底観測データから、低周波微動の時空間分布を明らかにするとともに、これらの活動

の背景にあると考えられるスロースリップとの関係を把握する。 

日向灘より南の南西諸島海溝域においても、日向灘と同様のスロー地震活動の発生

が指摘されており、これらの活動の連続性や、日向灘との違いなどを明らかにするため、

2017 年度に観測を実施した南西諸島海溝域北部の種子島東方沖に海底地震計を設置し

た。2018 年度は 2017 年度のさらに南側のトカラ列島北東沖に海底地震計を設置した。

今年度は、2018 年度に設置した海底地震計を回収し、取得したデータの解析を開始し

た。なお，トカラ列島北東沖における長期海底地震観測は、これまでに実施されておら

ず、活動の詳細は明らかになっていない。 

 

(c) 業務の成果 

回収された海底地震計は良好なデータを取得できており、2018 年 12 月～2019 年２

月、2019 年６月、2019 年８月～９月に浅部低周波微動と超低周波地震活動が確認でき

た。このうち 2018 年 12 月～2019 年２月の活動は非常に活発であった（図３－８－(２)

－②－１）。また，2019 年８月～９月の活動は，観測終了時においても継続中であった。 

観測期間中のスロー地震活動のうち浅部低周波微動活動について、エンベロープ相

関法（Obara, 2002; Yamashita et al., 2015）による震源決定を行った。昨年度までの成果

から日向灘から種子島東方沖まで連続していた浅部低周波微動活動域は，トカラ列島

北東沖においてもおおよそ連続する形で活動域が広がっていることが明らかとなった

（図３－８－(２)－②－２）。ただし、観測網の北部においての活動頻度は低く、震源

決定の精度を考慮すると種子島東方沖とトカラ列島北東沖の間には浅部低周波微動活

動域のギャップが存在している可能性もある。 
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図３－８－(２)－②－１ 2019 年８月 30 日 18 時～23 時台の波形記録例 

各海底地震計の上下動成分に２－４Hz のバンドパスフィルターをかけている。記録されて

いるイベントはいくつかの通常の地震を含むものの、ほぼ浅部低周波微動のシグナルであ

る。 
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図３－８－(２)－②－２ エンベロープ相関法によって求められた浅部低周波微動の震央

分布（赤丸）。灰色は 2017 年～2018 年（前年度）の観測網で観測された浅部微動、青四角

は解析に使用した海底地震観測点の位置を表している。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

今年度回収した海底地震計では、トカラ列島北東沖における初めての長期連続観測

による良好な波形データを取得することができた．観測期間中の３回の浅部低周波微

動活動について震源決定を行い、この領域における浅部低周波微動活動の分布を初め

て明らかにする事ができた。前年度解析を行った種子島東方沖の浅部低周波微動活動

との明瞭な連続性は，現時点において確認できておらず、両海域の間には浅部低周波微

動活動域のギャップが存在している可能性がある。 
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③ 南西諸島沖における浅部超低周波地震の震源位置の推定 

(a) 業務の要約 

陸域に展開された稠密地震観測網によって、日向灘から南西諸島沖の浅部プレート

境界において浅部超低周波地震が発生することが知られている（Hirose et al. 2010; 

Asano et al. 2015）。本プロジェクトで実施した長期観測型海底地震観測では、2017

年 12 月から 2018 年１月にかけて種子島東方沖で顕著な超低周波地震の活動を見出し

た。これまでに Tonegawa et al.(2019)ではこれらの地震の震央位置を推定し、沈み

込んだ九州パラオ海嶺との関係を議論している。本年度は、この活動の実態をより詳

しく知ることを目的として広帯域海底地震計で得た波形記録にモーメントテンソルイ

ンバージョンを適用し、震源位置と震源メカニズム（断層の向きと運動方向）の推定

を試みた。予備的な結果ではあるが、種子島東方沖で発生する超低周波地震は陸側プ

レートと沈み込むフィリピン海プレートとの境界付近またはフィリピン海プレート内

で発生していると推定される。 

 

(b) 業務の実施方法 

種子島東方沖では 2017 年 12 月初旬から約二ヶ月の間に約 60 個の超低周波地震が

検出され、それらの震央は本プロジェクトによる長期観測型海底観測網の近傍に推定

されている（Tonegawa et al. 2019）。これらの地震のうち、特に良好な波形が得られ

ている 10 個の地震について解析を実施した。４台の広帯域海底地震計の波形記録に

0.03-0.05Hz（20-30s）のバンドバスフィルターを適用し、Nakano et al. (2008)によ

る波形インバージョン法を用いて震源位置と震源メカニズムを推定した。グリーン関

数の計算に使用する一次元速度構造モデルは、種子島東方沖における複数の速度構造

を参考にして作成した。10km 以浅については Tonegawa et al. (2017)の手法により求
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めた広帯域海底地震計直下の一次元 S 波速度構造を基に Brocher (2005)による経験式

を用いて P 波速度を得た。10km 以深については地震波トモグラフィーにより推定され

た三次元 P、S 波速度構造（Yamamoto et al., 2020）を参考にした。 

 

(c) 業務の成果 

解析した 10 個の地震について得られた震源の位置を示す（図３－８－(２)－③－

１）。予備的な結果ではあるが、震源は陸側プレートと沈み込むフィリピン海プレート

との境界付近またはフィリピン海プレート内に決定される。このことから、種子島東

方沖で発生する超低周波地震は沈み込むフィリピン海プレートに関連する活動である

と言える。震源メカニズムについては仮定する構造に依存しやすい（構造を変えると

解が変わりやすい）ため、速度構造の再検討が必要であると考える。 

 
 

図３－８－(２)－③－１ 波形インバージョンにより求められた超低周波地震の震源（黒

丸）。黒点線は Yamamoto et al. (2020)によるプレート境界面の深さ分布、オレンジ三角

は解析に使用した広帯域海底地震計の位置を表す。下図は緯度 30.6 度に沿った鉛直断面

図、右図は経度 132.1 度に沿った鉛直断面図。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

種子島沖で発生する超低周波地震は、その震源深さから沈み込むフィリピン海プレ

ートに関連する活動であることが示唆された。解析に使用する速度構造の精査を行い

信頼度の高い震源メカニズムを得ることが重要となる。また、通常の地震についても震

源の再決定やメカニズム解の推定を行い、超低周波地震と通常の地震について深さ方

向を含めた時空間的な関係を知ることで、沈み込み帯における超低周波地震の役割に



455 

 

ついて理解が深まると考える。 
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④ ブイシステムによる水圧観測 

(a) 業務の要約 

 これまでデータ解析に使用してきた１年間の海域試験連続データ（平成 26 年 12 月

９日～平成 27 年 12 月 20 日）の解析を行った。ブイシステムで観測される海底水圧デ

ータには、大気の情報、海面高、海水の密度等の変化が含まれる。これらの影響を正し

く観測することが、海底水圧計による広帯域観測には必要である。ブイには、GPS 精密

単独測位データ、気圧計や風向・風速などの気象データ、表面流速や流向の海洋データ

を同時に連続観測できるように各種センサーを設置している。これらのデータの解析
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から、捉えられた自然現象について検討した。 

 

(b) 業務の実施方法および成果 

 １年間の海域試験連続データ（平成 26 年 12 月９日～平成 27 年 12 月 20 日）の解析

を更に進めた。１年間の連続記録には数時間継続するシグナルと数日継続するシグナ

ルがいくつか記録されていた。また、数日継続する波形にも、数日かけて最大振幅と

なるものと、最大振幅を示してから数日かけて振幅が減衰するものがあった。そこで、

海底水圧計データや GPS 精密単独測位データに対して、2～4 分、4～8 分、8～16 分、

16～32 分、32～64 分、64～128 分、128～256 分の７つのバンドパスフィルターをかけ

て、様々な信号の卓越周波数を確認しながら比較した（図３－８－(２)－④－１）。ま

た、海底水圧計データを気象系センサー（風向計、風速計、気圧計、降水計、温度計、

湿度計）と海洋系センサー（流速計、流向系、ブイ直下水圧計）の記録と比較し、ど

のような自然現象を観測できたのか確認した。 

 低気圧や台風などの通過による気圧の変化は、128-256 分の比較的帯域の長いシグ

ナルと良い相関を示している（図３－８－(２)－④－２）。一方、2-4 分のシグナルと

は相関を持たない。この 2-4 分のシグナルは、風力や風向とも必ずしも常に相関を持

つわけではなかった。今回の１年間の海域試験での流速分布は最大でも２ノットをや

や超える程度でそれほど強くなかった。そのため、海底水圧計にその影響が強く表れ

ている様子はなかった。 

このシグナルは、バンドパスフィルターの比較から、相対的に短い帯域にパワーを

持ち、より長周期の帯域ではパワーを持たなくなる（図３－８－(２)－④－３）。また、

このシグナルは数日間の継続時間を持ち、徐々に振幅を増していくときもあれば、逆

に振幅値のピークを示した後に徐々に振幅を減衰させていくこともある。気象の変化

で同じ期間に数日継続する現象はなく、流速や衛星データが示す海面温度分布をみて

も、数日継続するような黒潮の変動は見られなかった。このことから、このシグナル

は海底もしくは海底下の現象と考えられる。同じ時間に近隣の地震・津波観測監視シ

ステム（DONET）の KMB06 観測点の海底水圧計データに対して同じデータ処理をして比

較したところ、DONET データには同様のシグナルは確認できなかった。ブイの設置点

からこの KMB06 観測点は 50km 程度離れているため、ブイから見て反対側の方角から伝

播してきたシグナルであることを示唆している。 

ブイを設置した場所の東側には、天竜海底谷と、熊野海盆の東端からの小さい海底

谷が分布している。数日間継続するシグナルの候補として、海底谷を流れるタービダ

イトのシグナルを記録している可能性がある。Bowen et al. (1984)はカリフォルニア

沖で 2-9 日間継続して混濁流が発生したこと、Stow and Bowen (1980)はカナダ沖で混

濁流が 2-6 日間継続したことを報告している。今回観測したシグナルの継続時間は 3-

4 日であり、これも混濁流を捉えた可能性がある。 
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図３－８－(２)－④－１ 200 分間の海底水圧計データの周波数の比較。横軸はサンプル

数（15 秒間隔）、縦軸は hPa を示す。（上）2-4 分のバンドパスフィルターを適用。（下）

2-4 分（紫）、4-8 分（緑）、8-16 分（水色）、16-32 分（橙）、32-64 分（黄）、64-128 分

（青）、128-256 分（赤）のバンドパスフィルターを適用。 
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図３－８－(２)－④－２  １ヶ月間の海底水圧計と気圧計のデータ比較。横軸は 8 月の日

にち、縦軸は hPa を示す。 

（上）海底水圧計データ。64-128 分（緑）と 128-256 分（青）のバンドパスフィルターを

適用した。（下）ブイ上の気圧計データ。気圧が下がっているところは、低気圧あるいは台

風が通ったことを示す。 
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図３－８－(２)－④－３ 気象・海象データと相関をもたないシグナル。横軸はサンプル

数、縦軸は hPa を示す。2-4 分のバンドパスフィルターを適用。（上）１か月分。（下）拡

大図。2-4 分（紫）、4-8 分（緑）、8-16 分（水色）、16-32 分（橙）、32-64 分（黄）のバ

ンドパスフィルターを適用。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

ブイシステムで観測される海底水圧データには、大気の情報、海面高、海水の密度

等の変化が含まれる。これらの影響を正しく観測することが、海底水圧計による広帯

域観測には必要である。ブイには、GPS 精密単独測位データ、気圧計や風向・風速など

の気象データ、表面流速や流向の海洋データを同時に連続観測できるように各種セン

サーを設置されている。１年間の海域試験連続データ（平成 26 年 12 月９日～平成 27

年 12 月 20 日）から、得られている自然現象について検討した。その結果、2-32 分周

期を持つシグナルが検出され、気象・海象データ、測位データと相関がないことから、

近隣を流れる海底谷沿いに表層堆積物が流れる現象（混濁流）が発生した可能性があ

る。混濁流であれば、海底の温度場に擾乱をもたらした可能性があり、温度場との同

時観測が今後期待される。 
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(3) 平成 25～平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 南海トラフ西部および南西諸島海溝域北部における自然地震観測 

(a) 業務の要約 

豊後水道において約６年に１回の頻度で発生するスロースリップイベントに同期し

て発生することが知られている南海トラフ西部の日向灘の浅部超低周波地震活動域で

は、低周波微動が頻繁に発生することが明らかになってきた。そこで、浅部超低周波地

震や低周波微動発生域直上で長期海底地震観測を実施し、浅部超低周波地震・低周波微

動活動とスロースリップイベントの関係を明らかにする。2013 年度より 2017 年度まで

は南海トラフ西部の日向灘において，2017 年度後半から 2019 年度においては日向灘と

接する南西諸島海溝域北部において長期観測型海底地震計、圧力計付き広帯域型海底

地震計を設置し、広帯域地震・測地観測ネットワークを形成した。これまで観測が十分

でなかった南海トラフ西部および南西諸島海溝域北部領域における初めての長期連続

観測となり，スロー地震を含むトラフ軸近傍の地震活動の理解につながる貴重なデー

タを収集することができた。 

 

(b) 業務の実施方法 

南海トラフ沿いでは、ほぼ 100 年周期でマグニチュード８クラスの地震が繰り返し

て発生していることが歴史記録から推定されている（Ando, 1975;Mochizuki and Obana, 

2003)。1944 年と 1946 年の地震では、地震学的データにより、震源域の推定が行われ

ている（例えば、Kanamori, 1972; Ishibashi, 1981）。南海トラフ近傍では、超低周波

地震・低周波微動（スロー地震）が発生することが知られており（Ito and Obara, 2006)、

その発生メカニズムの解明と、地震発生との関係が注目されている。紀伊半島沖南海ト

ラフ付近の超低周波地震が、陸側のプレートとフィリピン海プレートの境界付近で発

生していることが明らかにされている（Sugioka et al., 2012)。発生が想定されてい

る南海トラフ沿いの大地震の震源域西部である豊後水道から日向灘、さらには隣接す

る南西諸島海溝域北部では、これまでにスロー地震を目的とした海底地震観測はあま

り行われておらず、活動の詳細は明らかになっていなかった。そこで、南海トラフ西方

に位置する浅部低周波微動活動域に長期観測型海底地震計（金沢ほか、2009）や圧力計

付き広帯域型海底地震計（塩原ほか、2014）を設置し、低周波微動・超低周波地震活動

の時空間分布を明らかにするとともに、これらの活動の背景にあると考えられるスロ

ースリップに伴う地殻変動を観測することを目的とした広帯域地震・測地観測ネット

ワークを形成した。 

 

(c) 業務の成果 

図３－８－(３)－①－１は 2013 年度から 2019 年度にかけて実施した海底観測点を年

度毎に色分けして示したものである。また，図３－８－(３)－①－２は実際に観測され

た浅部低周波微動と超低周波地震の波形例を示している。2013 年度から 2017 年度にか

けては、南海トラフ西部の日向灘において、Yamashita et al.(2015)で明らかにされた

浅部低周波微動活動域を中心としたプレート境界浅部領域において長期連続海底広帯

域地震・測地観測を実施した。この領域における短期の海底観測はこれまでに何度か行
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われていたが、長期連続観測は初めてであった。年度毎に観測網の違いはあったものの、

2014 年３月から 2017 年７月までの約３年半にわたる長期の観測データが初めて取得さ

れ、日向灘における浅部スロー地震活動のモニタリングおよび活動特性の理解を深める

上で重要なデータとなった。 

2017 年度後半からは、日向灘からさらに南側の南西諸島海溝域北部においての観測を

開始し、2017 年度は種子島東方沖、2018 年度はトカラ列島北東沖における観測を実施し

た。両海域における長期連続観測も初めてであった。浅部スロー地震活動のみならず通

常の地震活動も日向灘に比べると活発な両領域において、約１年間ずつのデータが取得

された。特に陸上の観測網が島嶼に限定される南西諸島海溝域北部において、長期の海

底地震観測データは地震活動そのものをより正しく理解する上でも重要なデータとな

った。 
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図３－８－(３)－①－１ 2013 年度から 2019 年度に実施された海底観測の実施点。 

色は左上に示したそれぞれの期間における観測点を示している。 
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図３－８－(３)－①－２ 海底広帯域地震計で観測された浅部低周波微動と浅部超低周波

地震の波形例（第 2 期観測 NK1508 観測点における３成分波形）。黒色の波形は浅部低周

波微動に対応する帯域（2－4Hz）の波形、赤色は浅部超低周波地震に対応する帯域（0.025-

0.05Hz）。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

2013 年度より実施してきた南海トラフ西部および南西諸島海溝域北部における自然

地震観測は、これまで観測が十分でなかった両領域における初めての長期連続観測と

なり、スロー地震を含むトラフ軸近傍の地震活動の理解につながる貴重なデータを収

集することができた。本業務においては，主にスロー地震活動の全体像を把握する事に

主眼を置き、約 30km スパンの観測網を構築して長期間のモニタリングを実施したが、

今後はスロー地震活動のより詳細な震源分布および特性の把握のために、より多点か

つ高密度の観測を実施することが必須となる。また、時定数の幅が広いスロー地震の包

括的な理解のためには、観測機器の広帯域化を加速することも重要である。 

 

(e) 引用文献 
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② 南海トラフ西部および南西諸島海溝域北部におけるスロー地震活動 

(a) 業務の要約 

南海トラフ西部の日向灘では、トラフ軸近傍での浅部超低周波地震活動が活発なこ

とが知られており、2013 年に同じ領域で浅部低周波微動の活動が海底における直上観

測において初めて確認された。浅部超低周波地震・浅部低周波微動の分布は南海トラフ

沿いに点在しているが、西部の日向灘の活動は最も活発である。これらの活動の分布は、

プレート間の固着分布の強さが比較的弱いところに位置していることが指摘されてお

り、活動特性の理解はプレート境界における摩擦特性の理解に重要な地球物理学的知

見となる。そこで、日向灘と南西諸島海溝域北部における海底長期連続観測のデータを

用いて、浅部低周波微動および超低周波地震の分布の面的な把握および活動のモニタ

リングを行うとともに、活動特性や活動の連続性を明らかにした。 

 

(b) 業務の実施方法 

浅部低周波微動については、海底地震計の連続データにエンベロープ相関法(Obara, 

2002; Yamashita et al., 2015)を適用し、震源決定を行った。エンベロープ相関法で

は、S 波のみを用いること、スムージング処理を施したエンベロープ波形を用いること

から、データそのものの深さ方向の感度がほとんどないため、低周波微動がプレート境

界で発生していると仮定し、深さを Nakanishi et al. (2018)のプレート境界モデルに

固定して計算を行った。なお，Nakanishi et al. (2018)でカバーできていない南西諸

島海溝域においては、Iwasaki et al. (2015)のモデルを Nakanishi et al. (2018)の
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モデルに接続した。S 波速度構造は Yamashita et al. (2015)と同じ 3.5km/s の半無限

均質構造を仮定してグリッドサーチにより最適値を求めた。震源決定精度は観測網の

サイズおよび観測点間隔にも依存するが、概ね数 km～十数 km と見積もられる。 

 

(c) 業務の成果 

図３－８－(３)－②－３～図３－８－(３)－②－７は，2014 年３月～2015 年１月、

2015 年１月～2016 年１月、2016 年１月～2017 年２月、2017 年９月～2018 年 10 月、

2018 年 10 月～2019 年９月のそれぞれの観測期間における浅部低周波微動の震源分布

を示している。また、図３－８－(３)－②－８は全期間における浅部低周波微動の震源

分布、図３－８－(３)－②－９は同期間における通常の地震活動（気象庁一元化カタロ

グ）を示している。青色の四角はそれぞれの観測期間中に設置された海底地震計の設置

位置である。 

日向灘においては浅部スロー地震の活動が１年に１回程度、特に規模の大きな活動

は２年に１回程度の頻度で発生していることが明らかとなった。これらの震源分布の

うち、小規模な活動は大規模な活動の領域内で発生しており、遠地地震や近地の大地震

により活動が誘発されることがあった。大規模な活動の際には移動現象を複数回伴う

活動であることが確認された。通常の地震が発生している領域とは棲み分けて分布し

ており、その境界はプレート境界の深さ約１５km あたりに位置している。 

南西諸島海溝域北部においては、日向灘の活動がそのまま南に連続しているように

見える。１年に数回の頻度で活動が見られ、日向灘に比べると発生頻度が高く、種子島

東方沖の活動は日向灘まで移動することが確認された。一方で、種子島東方沖とトカラ

列島北東沖の活動は連続しているようには見えず、ギャップの存在が示唆され、日向灘

から続く活動は種子島東方沖の活動領域の南側までである可能性がある。沈み込むフ

ィリピン海プレートに注目すると、九州パラオ海嶺の沈み込みは日向灘から種子島東

方沖の領域で、浅部低周波微動の活動領域と対応が良く、沈み込むフィリピン海プレー

トの特徴の違いが浅部低周波微動活動域をコントロールしていることが示唆される。

ただし、トカラ列島東方沖では南西諸島海溝域北部における観測期間はわずか２年間

であり、１年ずつ領域を移動して観測を行ったため、２つの海域をまたがる活動があっ

たとしても捉えられていない可能性もある。 
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図３－８－(３)－②－３ 2014 年３月～2015 年１月の観測期間中に決定された浅部低周

波微動の震央位置（赤丸）。青四角は解析に用いた海底地震計の位置を示す。灰色のコンタ

ーは 1968 年日向灘地震（Mw7.5）の地震時すべり分布（八木・他，1998）、1996 年 10 月と

12 月の地震（MJ6.9，MJ6.7）の地震時すべり分布（Yagi et al., 1999）。 
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図３－８－(３)－②－４ 2015 年１月～2016 年１月の観測期間中に決定された浅部低周

波微動の震央位置（赤丸）。青四角は解析に用いた海底地震計の位置を示す。灰色のコンタ

ーは 1968 年日向灘地震（Mw7.5）の地震時すべり分布（八木・他，1998）、1996 年 10 月と

12 月の地震（MJ6.9，MJ6.7）の地震時すべり分布（Yagi et al., 1999）。 
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図３－８－(３)－②－５ 2016 年１月～2017 年２月の観測期間中に決定された浅部低周

波微動の震央位置（赤丸）。青四角は解析に用いた海底地震計の位置を示す。灰色のコンタ

ーは 1968 年日向灘地震（Mw7.5）の地震時すべり分布（八木・他，1998）、1996 年 10 月と

12 月の地震（MJ6.9，MJ6.7）の地震時すべり分布（Yagi et al., 1999）。 
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図３－８－(３)－②－６ 2017 年７月～2018 年 10 月の観測期間中に決定された浅部低周

波微動の震央位置（赤丸）。青四角は解析に用いた海底地震計の位置を示す。灰色のコンタ

ーは 1968 年日向灘地震（Mw7.5）の地震時すべり分布（八木・他，1998）、1996 年 10 月と

12 月の地震（MJ6.9，MJ6.7）の地震時すべり分布（Yagi et al., 1999）。 
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図３－８－(３)－②－７ 2018 年 10 月～2019 年９月の観測期間中に決定された浅部低周

波微動の震央位置（赤丸）。青四角は解析に用いた海底地震計の位置を示す。灰色のコンタ

ーは 1968 年日向灘地震（Mw7.5）の地震時すべり分布（八木・他，1998）、1996 年 10 月と

12 月の地震（MJ6.9，MJ6.7）の地震時すべり分布（Yagi et al., 1999）。 
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図３－８－(３)－②－８ 2014 年３月～2019 年９月の全観測期間中に決定された浅部低

周波微動の震央位置（赤丸）。青四角は解析に用いた海底地震計の位置を示す。灰色のコン

ターは 1968 年日向灘地震（Mw7.5）の地震時すべり分布（八木・他，1998）、1996 年 10 月

と 12 月の地震（MJ6.9，MJ6.7）の地震時すべり分布（Yagi et al., 1999）。 
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図３－８－(３)－②－９ 2014 年３月～2019 年９月の全観測期間中における通常の地震

（深さ 100km 以浅）の震央分布（気象庁一元化カタログを使用）。青四角は浅部低周波微動

の解析に用いた海底地震計の位置を示す。灰色のコンターは 1968 年日向灘地震（Mw7.5）

の地震時すべり分布（八木・他，1998）、1996 年 10 月と 12 月の地震（MJ6.9，MJ6.7）の地

震時すべり分布（Yagi et al., 1999）。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

この７年間において、南海トラフ西部および南西諸島海溝域北部のトラフ近傍・浅部

プレート境界におけるスロー地震を含む地震活動は、海底における直上観測により、陸

域観測網からでは分からなかった詳細な活動の特徴が明らかになり、新たな知見を得

ることができた。特に、日向灘から南西諸島域北部の広範囲にわたる浅部低周波微動を

主とする浅部スロー地震活動の面的な把握が進んだことで、南海トラフ沿いのプレー

ト境界浅部における断層すべり特性の理解が進んだ点は、今後の地震シナリオの想定

にも生かされる重要な地球物理学的知見である。浅部低周波微動活動の背後に存在す

ると考えられる浅部スロースリップによる地殻変動の検出には至っていないが、同時

に発生する浅部超低周波地震活動の存在が確認され、低周波微動と超低周波地震の同

時発生はこの領域における浅部スロー地震活動の普遍的な性質であることも確認でき

た。 

スロー地震は巨大地震との相互作用についていくつかの指摘がなされているが（例

えば Obara and Kato, 2016）、浅部スロー地震については、その振る舞いについて地震

の高速すべりを促進する役割（Ito et al., 2013）や、反対に高速すべりを抑制する役

割（Nishikawa et al., 2019）など、相互作用に関して様々な見解がなされている。南

海トラフ西部におけるスロー地震の振る舞いは、南海トラフ沿いの巨大地震の震源域

の広がりを決める重要な要素の１つであると考えられるが、その議論を行うには浅部

スロー地震の活動特性をより詳しく知り、プレート境界における摩擦特性の理解につ

なげる事が重要である。特に、浅部スロー地震の震源の深さを知るための観測・解析と、

背後にある物理法則を明らかにするために異なる時定数のスロー地震を同時観測でき

る機器や解析処理の高精度化および観測の積み重ねが今後も必要不可欠である。 

 

(e) 引用文献 
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Yamada, M. Shinohara, and K. Obara, Migrating tremor off southern Kyushu 
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③ 日向灘・南西諸島沖における浅部超低周波地震活動 

(a) 業務の要約 

陸域に展開された稠密地震観測網によって、日向灘から南西諸島沖において浅部超

低周波地震が発生することが知られている（Hirose et al. 2010; Asano et al. 2015）。

本プロジェクトでは 2014-2016 年に日向灘、2017-2019 年に南西諸島・種子島東方沖

で長期海底地震観測を実施し、日向灘では３回、南西諸島・種子島東方沖では２回の

浅部超低周波地震の活動を観測することができた。そこで、これらの活動分布を詳細

に把握するため、取得した海底地震計記録を用いて超低周波地震の震央位置の推定を

行った。その結果、この地域における浅部超低周波地震の活動は、沈み込んだ九州−パ

ラオ海嶺の北端・南端、そして、陸側プレートの付加体先端部に推定された（Tonegawa 

et al. 2019）。また、これらの超低周波地震のうち特に顕著な活動であった 2017 年 12

月から 2018 年 1 月にかけての種子島東方沖での地震に着目し、深さを含めた震源位置

の推定を試みた。その結果、超低周波地震の多くは陸側プレートと沈み込むフィリピ

ン海プレートとの境界付近で発生しており、一部はフィリピン海プレート内で発生し

ていると推定された。これらの結果を統合すると、日向灘・種子島東方沖における浅

部超低周波地震の活動は次の３つに大きく分けられる。１：沈み込むフィリピン海プ

レートの境界で発生しており沈み込んだ九州−パラオ海嶺の構造に起因する地震。２：

付加体先端付近のプレート境界で発生する地震。３：沈み込むフィリピン海プレート

内部で発生する地震。 

 

(b) 業務の実施方法 

震央位置の推定は、次の１）２）の二つの解析により実施した。１）まず近地地震（震

央距離＜15°、マグニチュード＞5.0）によるレーリー波のコーダ部分に地震波干渉法

を適用し、それらが伝播する群速度の推定を行った。各観測アレイにおいて 0.1-0.15 
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Hz の帯域で群速度は 0.7-0.9 km/s の範囲内でほぼ一定であった。２）次に海底地震計

の連続記録にエンベロープ相関法（Obara, 2002）を適用し、推定した群速度を用いる

ことで超低周波地震の震央位置を決めた。解析では連続記録に 0.1–0.15 Hz のバンド

パスフィルターを適用するとともに必要のないシグナルの除去を行った。 

深さを含めた震源位置の推定は、次の３）の波形インバージョン法により実施した。

３）震央位置が推定された約 60 個の超低周波地震のうち、特に良好な波形が得られて

いる 10個の地震について解析を実施した。広帯域海底地震計の波形記録に 0.03-0.05Hz

のバンドバスフィルターを適用し、Nakano et al. (2008)による波形インバージョン

法を用いた。解析に使用する一次元速度構造モデルは、種子島東方沖における速度構造

（Tonegawa et al. 2017; Yamamoto et al. 2020)を参考にした。 

 

(c) 業務の成果 

日向灘での結果に関してまとめると以下のようになる。2014・2016 年の活動の震央

は南海トラフ軸の西方約 50〜100 km 付近に推定された。2015 年の活動も、活動開始直

後については 2014・2016 年のものとほぼ同じであった。この活動域は、Yamamoto et 

al. (2013)で推定された沈み込んだ九州−パラオ海嶺の北端に位置している。また、2015

年の活動を詳しく調べると時間の経過とともに沈み込んだ九州−パラオ海嶺の北端に沿

って東に（海溝軸方向に）移動し、陸側プレートの付加体先端部付近での活動に移行し

ていた。2017・2018 年の南西諸島・種子島東方沖での結果に関しては、その活動域は

九州−パラオ海嶺の南端にほぼ相当していた。これらの活動のうち 2017 年 12 月から

2018 年１月にかけての浅部超低周波地震の多くは、その震源深さから陸側プレートと

沈み込むフィリピン海プレートとの境界付近（Nakanishi et al. 2018; Yamamoto et 

al. 2020）で発生していると推定された。このほか、沈み込むフィリピン海プレート内

での地震もいくつか確認された。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

日向灘および南西諸島・種子島東方沖の海底地震計で観測された浅部超低周波地震

の震央位置推定を行い、一部の活動については深さを含めた震源位置の推定を行った。

得られた結果を総合して考えると、浅部超低周波地震の多くはプレート境界での活動で

あり沈み込む九州−パラオ海嶺の構造に起因するスロー地震であると考えられる。この

ほか、付加体先端付近のプレート境界や沈み込むプレート内でのスロー地震も発生して

いる。いくつかの発生場所に分かれていると考えられる浅部超低周波地震の震源メカニ

ズム（断層の向きと運動方向）の推定を試みることが重要である。発生場所と震源メカ

ニズムを詳しく知ることで、これまで知られていなかった超低周波地震の種類や役割に

ついて提案できる可能性がある。 

 

(e) 引用文献 
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Y., Imaging of the subducted Kyushu-Palau Ridge in the Hyuga-nada 

region, western Nankai Trough subduction zone, Tectonophysics, 589, 90–
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④ ブイシステムによる水圧観測 

(a) 業務の要約 

準リアルタイム海底上下変動観測によるスロースリップのモニタリングを目的と
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して、熊野灘沖のトラフ軸陸側斜面において、ブイシステムを試験観測プラットフォ

ームとして、海底水圧の試験観測を行った。海底に水圧計を設置し、音響通信により、

海面のブイにデータを伝送、ブイから人工衛星通信を用いて、データを陸上に伝送し

た。試験観測を実施し、様々な収録パラメータの調整やシステムの改良を実施して、

安定した観測を目指した。このシステムで、2014 年にチリで発生したイキケ地震の遠

地津波、2016 年の三重県南東沖の地震、福島県沖の地震の津波をそれぞれ記録するこ

とができた。得られた水圧データに各種処理を施すことにより、スローイベント、超

低周波地震、津波の励起と伝播に関連する現象が抽出可能であることがわかった。 

 

(b) 業務の実施方法および成果 

これまで、海底水圧計を用いた広帯域観測に取り組んできた。海底水圧計には、気

圧変化、海面高度変化、潮流変化の影響が加わるが、海底地殻変動やこれらのシグナ

ルと似た帯域の海底下からの現象を捉えるためには、これらの影響を正しく評価する

必要がある。本プロジェクト立ち上げ以降、上記を見据えて、様々な気象センサーや

海象センサーをブイに取り付け、海底水圧計と同時観測することによって、新しい観

測システムと新しい海底水圧観測を目指してきた。海面高度を求めるためには、GPS 精

密単独測位データに対して、ブイの動揺の補正が必要であり、GPS による位置データ

のみならず、ブイの姿勢のデータを長期間観測する必要がある。GPS レシーバーにジ

ャイロセンサーを組み合わせてブイの姿勢データを求めたが、本システムでは、ブイ

上にアンテナを 4 本取り付けて、ブイの姿勢データ取得の冗長化を図っていた。ブイ

上には、海底からの水圧データ、測位データ、気象データや海象データが収集され、

これらのデータを記録するとともに、時刻の管理とデータ伝送も行う司令塔としての

機能を設置していた。本プロジェクトを通じて、この中枢機能の伝送部分のアプリケ

ーションの開発を行ってきた。 

海底水圧計の定点観測のためには、そもそもブイが走錨しないことが必要である。

5-6 ノットの速い潮流を持つ黒潮に対し、スラック係留方式による１年間の連続観測

を実施し、一度も走錨や水没することなく、連続データを取得することに成功した。 

取得したデータからは、2-32 分といったこれまで地震計で観測されてきたスロー地

震群より長いシグナルを観測した。このシグナルは数時間の継続時間を持ち、１ヶ月

に数回の頻度で観測された。気象の変化は２時間以上の帯域の記録とよく整合する。

相対的に波長が短い 2-4 分の帯域にパワーを持つ数日間継続するシグナルも１ヶ月に

1 回程度観測していた。これは気象・海象データ、測位データと相関がないことから、

近隣を流れる海底谷沿いのタービダイトの可能性がある。タービダイトは、本プロジ

ェクトでも強震時に発生する可能性があり、過去の地震の履歴調査にも使用されてい

る。様々な時間スケールのタービダイトを観測することにより、今後、その津波への

影響も評価することができるようになると考えられる。但し、今回の観測では海底温

度計のデータを取得していなかった。タービダイトであれば、海底の温度場に擾乱を

もたらした可能性があり、温度場との同時観測が今後期待される。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

熊野灘沖のトラフ軸陸側斜面において、ブイシステムを用いた海底水圧の試験観測

を行った。海底に水圧計を設置し、音響通信により、海面のブイにデータを伝送、ブ

イから人工衛星通信を用いて、データを陸上に伝送する方式であり、リアルタイム観

測に成功した。試験観測により、2014 年にチリで発生したイキケ地震の遠地津波、2016

年の三重県南東沖の地震、福島県沖の地震の津波をそれぞれ記録することができ、海

底で得られる水圧データの分解能は cm 以下の分解能であることが実証された。また、

ブイを含めたシステム改良や観測されたデータ処理の開発を行った。これらより、ブ

イシステムを用いた準リアルタイムの海底水圧観測で、スローイベント、超低周波地

震、津波の励起と伝播に関連する現象が検出できることがわかった。 

 

(d) 文献 

なし 
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3.9 データ活用予測研究 

(1) 業務の内容  

(a) 業務題目 「データ活用予測研究」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人東北大学大学院理学研究科 

 

教授 

准教授 

准教授 

日野亮太 

太田雄策 

内田直希 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科 准教授 宮崎真一 

国立大学法人京都大学防災研究所 

 

准教授 

准教授 

西村卓也 

伊藤喜宏 

国立大学法人名古屋大学 

減災連携研究センター 

教授 

 

鷺谷威 

 

国立大学法人名古屋大学大学院 

環境学研究科附属地震火山研究センター 

准教授 伊藤武男 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

活断層・火山研究部門 

主任研究員 

 

行谷佑一 

 

国立大学法人東京大学大学院理学研究科 准教授 安藤亮輔 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

海域地震火山部門 

地震津波予測研究開発センター 

 

センター長 

特任技術研究員 

特任技術研究員 

研究員 

堀高峰 

中田令子 

兵藤守 

有吉慶介 

国立研究開発法人理化学研究所 

革新知能統合研究センター 

非常勤研究員 平原和朗 

 

(c) 業務の目的 

・地殻変動観測データのコンパイルと解析、データベース化 

 京コンピュータ等で計算される多数の地震シナリオとその前後のゆっくりすべりのシ

ミュレーション結果のデータベースと、GEONET・DONET・水準測量や三辺・三角測量等の地

殻変動データや相似地震のデータをコンパイルした観測データベースを構築する。 

・プレート境界すべりの推移予測の妥当性検証と予測の試行 

 過去の地震やゆっくりすべりの観測データを逐次入力し、シミュレーションデータベー

スと比較する同化の模擬テストを行う。また、次の豊後水道のゆっくりすべりや東北地方

太平洋沖地震後の余効すべり等に対して予測の試行実験を行う。これらを通して同化手法

や予測の問題点を洗い出し、改善に必要な知見を得る。 

・逐次データ同化手法の改良 

 精度の異なる複数データを用いる場合の尤度評価やリアルタイムでデータを取り込み

ながらモデルパラメータや初期値を更新できるように同化手法を改善する。 
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(d) ７か年の年次実施業務の要約 

平成 25 年度: 

これまでに整備した地殻変動データのコンパイル結果に最新データを加えて、追

加解析を行うとともに、過去の豊後水道や八重山のゆっくりすべりで逐次同化の模

擬テストを行う準備を進めた。また、観測データベースの仕様を検討し、東北地方

太平洋沖地震前後のデータのコンパイルを始めた。複数データの尤度評価手法の開

発を進めた。 

平成 26 年度: 

前年度までに整備した地殻変動データのコンパイル結果に最新データを加えて、

さらに追加解析を行うとともに、過去の豊後水道や八重山のゆっくりすべりで逐次

同化の模擬テストを行った。また、観測データベースの仕様を決め、東北地方太平

洋沖地震前後のデータを引き続きコンパイルした。複数データの尤度評価手法の開

発に着手した。 

平成 27 年度： 

東北地方太平洋沖地震前後のデータ整備・解析を進め、シミュレーションデータ

ベースを構築した。地震前後のすべりに対する予測の試行実験に向けて、観測デー

タをある程度定量的に再現するシミュレーションモデルを構築した。このようにし

て得られたモデルによるシナリオでは、日本海溝における M９クラスの地震発生後

から次の宮城県沖地震発生までの間隔が、M９地震発生以前の繰り返し間隔よりも

短くなる傾向が見られた。また、西南日本よび南西諸島における地殻変動データの

整備・解析を進め、プレート沈み込みおよびゆっくり地震の解析を行った。更に、

プレート境界におけるすべり発展予測システム構築に向けてモデルパラメータを

逐次更新するデータ同化手法の開発に着手した。 

平成 28 年度： 

前年度に引き続き、東北地方太平洋沖地震前後のデータの解析と、シミュレーシ

ョンデータベースの蓄積を行うとともに、データ同化手法を用いた推移予測の模擬

テストに着手した。前年度までに整理した地殻変動データを統合して解析するため、

日本列島のブロック運動モデルの解析手法の開発を実施した。西南日本における地

殻変動データ解析を継続し、ゆっくりすべりやプレート間固着といったすべりの時

空間発展予測システム構築に向けて、モデルパラメータを逐次更新する手法を開発

した。 

平成 29 年度： 

海・陸地殻変動観測データに基づき、西南日本では内陸ブロック運動も考慮して、

南海トラフ沿いならびに日本海溝沿いのプレート固着強度の空間分布とその経年

変化を調査し、その知見を、東北地方太平洋沖を対象にしたシミュレーションデー

タベースに反映させた。模擬テスト結果にもとづいて同化手法を改善するとともに、

豊後水道のゆっくりすべりで数値実験を行った。 

平成 30 年度： 

明治以降の水準測量・三角測量等の地殻変動データを用いて、明治期から現在ま
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での南海トラフ地震の１サイクル分をカバーする測地データベースを整備し、地震

発生サイクルシミュレーションでの検証の準備として、地震発生サイクル中の地殻

変動計算ならびに近代観測データとの比較検討を行った。海・陸地殻変動観測デー

タに基づき、西南日本では内陸ブロック運動も考慮して、南海トラフ沿いならびに

日本海溝沿いのプレート固着強度の空間分布とその経年変化を前年度に引き続き

調査し、巨大地震発生につながる現象と、観測に必要なスペックを明確化した。そ

の知見を、南海トラフ・日本海溝を対象にしたシミュレーションデータベースに反

映させた。プレート境界の余効すべり・ゆっくりすべりのデータ同化手法の開発を

継続して進めるとともに、豊後水道・南海トラフ全域ならびに東北地方太平洋沖を

対象にしたシミュレーションデータベースを利用した既存データ同化手法での予

測試行実験を行った。 

平成 31 年度（令和元年度）： 

昭和の南海トラフ地震の粘弾性応答の影響が GEONET の近年のデータで顕著で

はないことから、サブ 2-1 の３次元地下構造情報を取り入れた南海トラフ３次元弾

性不均質構造モデルを用いた地震＆ゆっくりすべりシナリオのシミュレーション

を、大規模有限要素法を用いた計算（他プロジェクトとの連携）により実施した。

また、プレート境界すべりの推移予測の妥当性検証と予測の試行における従来の予

測手法の課題を踏まえて、改良した推移予測手法（アンサンブルカルマンフィルタ）

を実データ（豊後水道スロースリップイベント）に適用し、妥当性を評価した。最

終的な成果のとりまとめとして、これらの成果に基づいて、今後地震本部の長期評

価や南海評価検討会で活用される、地殻変動・地震活動データの統合的なプレート

境界固着の現状把握・推移予測システムの実現に向けた具体的な道筋を、今後５年

〜１０年の研究計画として整理した。 

 

(e) 平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

昭和の南海トラフ地震以降の粘弾性応答とサブ 2-1 の３次元地下構造情報と整合す

る南海トラフ３次元粘弾性構造モデルを用いて、地震＆ゆっくりすべりシナリオを構築

するとともに、プレート境界すべりの推移予測の妥当性検証と予測の試行における従来

の予測手法の課題を踏まえて、改良した推移予測手法を実データに適用し、妥当性を評

価する。最終的な成果のとりまとめとして、これらの成果に基づいて、今後地震本部の

長期評価や南海評価検討会で活用される、地殻変動・地震活動データの統合的なプレー

ト境界固着の現状把握・推移予測システムの実現に向けた具体的な道筋を示す。 

 

(2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 地殻変動データ整備および東北地方太平洋沖地震の余効変動解析 

(a) 業務の要約 

本プロジェクトでは定常的な沈み込みを再現した有限要素モデルの構築、ブロック

運動モデルによる解析、過去の地殻変動データの整理等を実施してきた。引き続き 1）

既存の震源シナリオからプレート間固着の分布を推定し、ブロック運動モデルから推

定したプレート間固着の分布との比較することにより、測地データの視点から震源モ
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デルの妥当性について検討した。2）測地データから力学的アプローチを用いたプレー

ト間固着を推定する手法を構築し東日本に適用した。3）2011 年前後のひずみ集中帯お

よびその周辺における GNSS データから、ひずみ集中帯の変形特性を明らかにした。 

 

(b) 業務の実施方法 

1）力学的アプローチによるプレート間固着の比較 

前年度まで運動学的なフレームワークを用いたプレート間固着の推定を実施してき

た。しかし、運動学的アプローチによるプレート間固着は力学的な固着領域とその周囲

の応力集中に伴う見かけ上の固着領域で構成されており、地震時の大滑り域や強震動

生成域 (SMGA)になり得るアスペリティ分布を知るためには、力学的な固着領域を推定

する必要がある。Bürgmann et al.(2005)は地震時の滑り領域から力学的固着領域のシ

ナリオを仮定し、その周囲の応力集中によって生じる剪断歪を解消するような固着分

布を推定した。その考察から、力学的固着領域は地震の滑り領域よりも狭いと報告して

いる。本研究では力学的固着領域のシナリオから見かけ上の固着を含む固着分布を推

定するための定式化を実施し、既存の地震発生シナリオを測地学的な視点から検証す

る。図３－９－(２)－①－１は力学的固着の概念図である。図３－９－(２)－①－１の

アクティブバックスリップは力学的固着領域に相当し、パッシブバックスリップは応

力集中によって生じた剪断歪を解消する固着領域であり、力学的固着領域を設定する

ことで、運動学的に推定される固着領域に相当する固着分布を推定することが可能と

なる。本手法により、既存の地震発生シナリオから運動学的に推定される固着領域に相

当する固着分布を推定し、測地データから運動学的に推定されたプレート間カップリ

ング分布との比較と本手法の有効性を確認した。 

 

 

図３－９－(２)－①－１ 力学的固着モデルの概念図。アクティブバックスリップに

よって生じた応力集中（上図）が発生し、その応力集中を解消するパッシブバックスリ

ップ分布を推定する。 

 

2）測地データに基づく力学的プレート間固着の推定 

測地データから力学的プレート間固着の推定のための定式化を実施し、比較的検証
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が容易な東北日本に適用し有効性を確認する。そのために、プレート境界面上の力学的

固着と地表の変位ベクトルの関係を力学的固着モデルとして構築し、MCMC を用いた逆

問題として推定を行う。しかし、地表における測地データからは一意に力学的固着領域

を推定することは本質的にできないため、図３－９－(２)－①－２のような力学的固

着領域のパラメータ化により解の安定化を行った。開発した手法を新たに設定した東

日本のブロック運動モデル（図３－９－(２)－①－３）に取り込み、力学的固着分布と

ブロック運動の同時推定を行った。なお、解析に用いた測地データは 1997 年から 2003

年の GEONET による地殻変動速度データおよび、2002 年から 2011 年の海上保安庁の海

底 GNSS/A 観測による地殻変動速度データである。 

 

 

図３－９－(２)－①－２ プレート境界面上の力学的固着領域のパラメータ化の概念図。

プレート境界面上の力学的固着領域はその上端と下端のみで領域を定義する。 

 

 

 
図３－９－(２)－①－３ 北側からみた東日本の地殻ブロック、プレート境界面形状の

鳥瞰図。 

 

3）ひずみ集中帯の変形特性 

従来の研究で、日本海東縁のいわゆるひずみ集中帯では非弾性変形が生じていること

が示唆されていた（Meneses-Gutierrez and Sagiya, 2016）。国土地理院の全国 GNSS 観

測網（GEONET）のデータを用いて、非弾性変形の変形特性を明らかにすることを試みた。

以下では、東北日本の変形が主に東西方向に生じていることから、東西方向の直線ひず

み速度について検討する。ひずみ集中帯内部では弾性変形と非弾性変形が共存してい

る一方、ひずみ集中帯の外では弾性変形のみが生じていると考える。ひずみ集中帯内部

および外部のひずみ変化をそれぞれ∆𝑒、∆𝑒௨௧とする。 
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∆𝑒 = ∆𝑒
 + ∆𝑒

  

∆𝑒௨௧ = ∆𝑒௨௧
  

 

弾性体としての性質を１次元のバネで考えると、変形に伴う応力変化∆𝜎は以下のよう

に表せる。 

 

∆𝜎 = 𝑘∆𝑒
 = 𝑘௨௧∆𝑒௨௧

  

 

ここで𝑘, 𝑘௨௧は、ひずみ集中帯内部および外部を表すバネの弾性定数である。以上の

式より、ひずみ集中帯内部および外部のひずみ変化について以下の式が得られる。 

 

∆𝑒 =
𝑘௨௧

𝑘
∆𝑒௨௧ + ∆𝑒

  

 

この式は、同一時期におけるひずみ集中帯内部のひずみ変化と隣接する外部のひず

み変化は線形の関係にあり、傾きは弾性定数の比を、切片はひずみ集中帯における非弾

性変形の大きさを表すことになる。図３－９－(２)－①－４に示す日本海東縁部の６

つの基線対について、1997 年－2018 年の期間について、２年間毎の直線ひずみ速度の

比較を行い、ひずみ集中帯の変形特性を調査した。 

 

 

 

 

図３－９－(２)－①－４ ひずみ集中帯を跨ぐ基線（実線）と隣接する外部の基線（破

線）の対。  
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図３－９－(２)－①－５ (a)-(c)の青の実線は各地震シナリオのアスペリティ分布。

プレート境界面上の色は各地震シナリオのアスペリティ分布から推定したバックスリ

ップ分布。青色の波線で囲まれた領域は測地データから推定されたバックスリップ分

布に対してバックスリップ量が不足している場所。緑色の波線で囲まれた領域はバッ

クスリップ量が過大な場所。(a)SMGA モデル（中央防災会議,2012）。（b）強震断層最大

想定モデル（中央防災会議,2012）。（c）東海・東南海・南海モデル（中央防災会議,2001）。

（d）Kimura et al. (2019)で測地データから推定されたプレート間固着分布。 

 

(c) 業務の成果 

1）力学的アプローチによるプレート間固着の比較 

図３－９－(２)－①－５は既存の３つの南海トラフにおける地震発生シナリオから

推定した固着分布（(a)-(c)）と測地データから推定された固着分布（d）を示し、それ

ぞれの比較検証を行った。その結果、測地データから推定された固着分布(図３－９－

(２)－①－５(d))に対して、SMGA モデル(図３－９－(２)－①－５(a))は浅部の固着領

域が不足し、強震断層最大想定モデル(図３－９－(２)－①－５(b))では深部の固着領

域が過大に評価されている。一方、東海・東南海・南海モデル(図３－９－(２)－①－

５(c))では浅部領域の固着域において、多少の過不足がみられるが、おおむね整合性の

ある結果となった。 
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2）測地データに基づく力学的プレート間固着の推定 

図３－９－(２)－①－６は測地データから推定した東日本の力学的固着分布を示し

ている。2011 年東北沖地震が発生した福島県沖および宮城県沖に 5.6×10３km２、6.3×

10３km２の面積を有する力学的固着領域が推定された。これらの力学的固着域の下端の

深さはおよそ 40km と 36km であり、2011 年東北沖地震の強震動生成域と概ね対応して

いる。一方、千島海溝沿いで推定された力学的固着領域は、“17 世紀型の巨大地震”を

示唆している可能性がある。図３－９－(２)－①－７は推定された力学的固着分布か

ら地表の地殻変動速度を計算した結果、陸上では比較的良い一致を示している。一方で、

海底地殻変動データはあまり説明できていない。今後、海底地殻変動データの重みを調

整する必要があると考えられる。図３－９－(２)－①－８(a）は運動学的な固着領域に

相当する固着分布と震源分布との対応を示し、M7.5 以上の地震が力学的固着域の縁で

発生しており、力学的固着域の縁での応力変化が地震をトリガーしている可能性が示

唆される。一方、1968 年十勝沖地震の震源域や岩手県沖の M７以上の地震の発生領域で

は力学的固着域は検出されず、1994 年三陸はるか沖地震の余効地震の影響やデータ不

足などのさらなる検討が必要である。さらに、2003 年十勝沖地震の強震動生成域に対

応する力学的固着域は推定されなかった(図３－９－(２)－①－８(b))。そのため、さ

らなる検証を行った。その結果、力学的固着域の推定のために周辺の応力集中を用いる

ため、プレートの形状が複雑な地域においてはプレート形状の違いが推定結果に大き

な影響を及ぼし、異なるプレート形状モデルを採用するとこの地域では力学的固着の

下端の深さが大きく変化する。特に、十勝沖地震の震源域はプレート形状が周辺と異な

ることから顕著にこの違いが現れる。よって、プレート形状の違いによる地震シナリオ

の検証が必要になる。 

 

図３－９－(２)－①－６ 測地データから推定された力学的固着域の確率密度分布。

力学的固着域の確率密度分布とは、力学的固着領域であるとサンプルされた回数と全

サンプル回数の比で定義される。 
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図３－９－(２)－①－７ 観測データと計算値との比較。黒と赤の矢印はそれぞれ、観

測値と計算値を示している。 

 

 

図３－９－(２)－①－８ (a)本研究で推定した力学的固着分布（図３－９－(２)－①

－５）から計算された運動学的固着領域に相当する固着分布と震源分布（1930 年－2018

年 M７以上）との比較。（b）2003 年の十勝沖地震の強震動生成と力学的固着領域との

関係。領域は図３－９－(２)－①－７(a)の灰色の四角に対応する。 
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3）ひずみ集中帯の変形特性 

 図３－９－(２)－①－４に示した６つの基線対について、２年毎の直線ひずみ速

度を比較した結果を図３－９－(２)－①－９に示す。個々の基線についての結果は多

少のばらつきが見られるが、全部を合わせてみると以下に述べるような傾向を明瞭に

読み取ることができる。まず、ひずみ速度が正となる伸張場において、ひずみ集中帯外

部（BL1）と内部（BL2）のひずみ速度はほぼ比例関係にある。直線の傾きは弾性定数の

比を表すと考えられるが、比が１から顕著にずれるようには見られない。一方、短縮変

形においては、ひずみ集中帯の外側でひずみ速度が変化しても内部のひずみ速度は-

0.15 ないし-0.1ppm/年でほぼ一定であることが分かる。この結果は当初予想していた

ものとは異なり、非弾性変形が一定速度で常に進行しているように見えない。この観測

結果に対しては、ひずみ集中帯が弾塑性挙動を示していると解釈することが可能であ

る。話を簡単にするために完全弾塑性体を考えると、応力が降伏強度に達するまでは弾

性的に振る舞い応力に対して線形にひずみが増加する。降伏が生じると応力値一定の

まま塑性変形が進行する。しかし、塑性変形が起きている状態から除荷されると、最初

の弾性的な勾配に沿って応力とひずみが減少する。ひずみ集中帯では東西圧縮応力場

が卓越しており、2011 年以前の短縮変形場においては一定速度で塑性変形が進行して

おり、その速度は外部における短縮速度の変化に影響されていなかった。一方、2011 年

以降は東西伸張による除荷が生じ、弾性勾配に沿って伸張変形が生じていると考えら

れる。 

 

図３－９－(２)－①－９ ひずみ集中帯外部（BL1）と内部（BL2）の直線ひずみ速度の

比較。伸張場において両者は概ね比例関係にあるが、短縮場では比例していない。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

1）力学的アプローチによるプレート間固着の比較 

測地データから既存の３つの地震発生シナリオを評価する手法を構築した。その結
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果、東海・東南海・南海の地震発生シナリオ（中央防災会議、2001）がもっとも測地デ

ータから推定されたプレート間固着分布と整合性があることがわかった。このような、

地震発生シナリオを測地データに基づく固着分布と直接的に評価できる枠組みを構築

した。 

 

2）測地データに基づく力学的プレート間固着の推定 

測地データから直接的に力学的プレート間固着を推定する手法を構築した。比較的

検証が可能な東日本の測地データに適用し、手法の有効性の検証を行った。その結果、

多くの M7.5 以上の地震は力学的固着領域の縁で発生しており、2011 年東北沖地震の強

震動生成域に対応する力学的固着域が推定され、本手法の有効性が確認された。一方、

本手法は力学的固着に伴う応力計算を行うため、推定結果はプレート形状に大きく依

存する。特に、2003 年十勝沖地震の強震動生成域は周辺とは異なるプレート形状であ

るため、異なるプレート形状モデルでの検証が必要である。これらの手法を西南日本に

適用して評価するには、プレート形状モデルによる違いについても考慮する必要があ

る。 

 

3）ひずみ集中帯の変形特性 

2011 年東北地方太平洋沖前後におけるひずみ集中帯内部と外部の GNSS 基線につい

て直線ひずみ速度を比較することにより、ひずみ集中帯の特徴的な変形特性を明らか

にした。2011 年以前の短縮場と 2011 年以降の伸張場では異なる振る舞いが見られ、ひ

ずみ集中帯が弾塑性体として挙動し、2011 年以前には圧縮応力場に対して降伏条件下

で塑性変形が進行していたと考えることで解釈することができる。 

 

(e) 引用文献 

Bürgmann, R., M. G. Kogan, G. M. Steblov, G. Hilley, V. E. Levin, and E. Apel, 

Interseismic coupling and asperity distribution along the Kamchatka 

subduction zone, J. Geophys. Res., 110, B07405, doi:10.1029/2005JB003648, 

2005. 

Kimura, H., K. Tadokoro, and T. Ito, Interplate coupling distribution along 

the Nankai Trough in southwest Japan estimated from the block motion model 

based on onshore GNSS and seafloor GNSS/A observations, J. Geophys. Res., 

124, 6140–6164, doi: 10.1029/2018JB016159, 2019. 

Nozu, A. and K. Irikura, Strong-motion generation areas of a great subduction-

zone earthquake: waveform inversion with empirical Green's functions for the 

2003 Tokachi-oki earthquake, Bulletin of the Seismological Society of America, 

98, 1, 180-197, 2008. 

Kamae, K. and K. Kawabe, Source model composed of asperities for the 2003 

Tokachi-oki, Japan, earthquake (MJMA = 8.0) estimated by the empirical 

Green's function method, Earth Planets Space, 56, 323-327, 2004. 

Meneses-Gutierrez, A. and T. Sagiya, Persistent inelastic deformation in 



490 

 

central Japan revelaed by GPS observation before and after the Tohoku-oki 
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② 東北地方太平洋沖地震前後の地殻変動の特徴 

(a) 業務の要約 

東北地方の海陸地殻変動観測・地震データを用いて、2011 年東北地方太平洋沖地震

(以下、東北沖地震)の発生以前および以降に発生したプレート間固着強度の時空間ゆ

らぎの予測実験を実施した。 

まず、日本海溝における東北沖地震直後における微動活動の周期性について短周期

海底地震計(S-OBS)を用いて明らかにした。具体的には低周波微動を検出するアルゴリ

ズムを開発しそれを S–OBS 記録に適用した。その結果、東北沖地震直後でも微動活動は

発生しており、その震源は繰り返し地震発生域近傍であること、そして 2016 年の活動

様式同様の周期性を有することが明らかになった。これは、こうした低周波微動活動が

背景の非地震性すべりのすべり速度を反映している可能性を示唆する結果である。 

また、南海トラフ域およびトルコのアナトリア断層での巨大地震発生域近傍の繰り

返し地震を調査することで、大地震の破壊域の周辺に位置するという繰り返し地震共

通の特徴が明らかになった。また、南海トラフでは、本課題でこれまで明らかにした東

北沖地震前後と同様に、時間的・空間的な非地震性すべりの移動が明らかとなり、大地

震前期間のスロースリップの時空間変化について、新たな知見を得ることができた。 

 

(b) 業務の成果 

1) 日本海溝における低周波微動の活動度の周期性に関する研究 

日本海溝における低周波微動の活動度の時間変化を、特に周期性に着目し、海底地震

計データから明らかにした。日本海溝においては、Matsuzawa et al. (2015) が陸上

の広帯域地震計を用いて超低周波地震 (VLFE)を見出している。彼らは VLFE が東北沖

地震後の地震時すべり域の周縁で発生したと考えられるスロースリップイベントのす

べりの加速に伴い発生したことを示唆している。一方で陸上観測点と VLFE 震源は遠く、

VLFE の波形の特徴やその活動度の詳細は明らかになっていない。H30 年度には東北沖

地震後に設置された短周期海底地震計（S–OBS）データから日本海溝の特に岩手沖にお

けるスロー地震の活動の時間変化に注目した解析を実施したが、R１年度はさらに解析

を進め、Nishikawa et al. (2019) が S-net データを用いて見出した低周波微動の活

動様式と、本研究で対象としている東北沖地震直後の時間帯域における活動様式の比

較を行った。 

解析においては、先行研究により推定された VLFE の発震時刻に着目し、S–OBS 記録

を確認すると、発震時刻前後で水平２成分の振幅の増大が確認された（図３－９－(２)

－②－１(a)）。またそれら振幅の大きさ順と推定された震源と OBS 観測点の震源距離

の長さ順が調和的であったことから、先行研究で推定された震源近傍で時間的に同期

したイベントであると考えた。さらにそれらイベントの波形は通常地震と比べ高周波

成分が弱いことから、低周波微動である可能性が高いと判断した。また、本研究では基

準となる微動を選定し、震源と規模が同程度のイベント検出アルゴリズムを開発した。
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その結果、東北沖地震直後でも微動活動は発生していること、また Schuster 検定 

(Ader et al., 2013) により，各周期における「イベント発生率一様でイベント発生

の時間分布を生成できる」とする帰無仮説を有意水準と比較した結果、Nishikawa et 

al. (2019) が見出した 2016 年以降の微動活動と同様の周期性を有することが明らか

になった（図３－９－(２)－②－１(b)）。また、低周波微動活動が背景の非地震性すべ

りのすべり速度を反映していると仮定すると、三陸沖では東北沖地震直後から現在ま

で同程度の時間間隔で非地震性すべりが発生していた可能性を示唆する。 

 

 

図３－９－(２)－②－１(a) 本研究で使用した観測網（a）海底地震計（緑）と観測期

間中に近傍で発生した超低周波地震(赤)、S-net により検出された低周波微動(黒円、

Nishikawa et al., 2019) (b) 本研究で観測された低周波微動、その近傍に震源を持

つ小繰り返し地震、そして震源距離 100 km 以上の通常地震の速度波形。（c）(b) にお

ける各イベントの観測点 AO.S05 におけるパワースペクトル密度。 
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図３－９－(２)－②－１(b) Schuster 検定 (Ader et al., 2013)の結果。赤線と黒線

はそれぞれ本研究で検出した低周波微動の結果と Nishikawa et al. (2019) で検出さ

れた低周波微動の結果。破線は 99 %の有意水準を示す。これを見ると、65 日程度の周

期で Nishikawa et al. (2019)の微動活動は特に周期性が強く、本研究の結果でも少な

くても 65 日程度でその前後の周期に比べ周期性が強いということが分かる。 

 

2) 他地域の比較による東北沖地震の東北地方太平洋沖地震前後の地殻変動の特徴 

これまで東北地方で行われてきた繰り返し地震を用いたプレート境界での非地震性

すべりの推定を南海トラフ領域およびトルコのアナトリア断層に適用し、比較検討を

行なった。 

観測期間中に巨大地震が発生していない南海トラフにおいては、九州から四国の沖

合において(1) 繰り返し地震とスロー地震（微動、超低周波地震、長期的スロースリッ

プ）、過去の南海地震のすべり域が相補的な空間分布をすること、(2) 繰り返し地震と

他のスロー地震が順を追って活発化する現象が存在し、それらがプレート間固着が比

較的弱い九州沖から、比較的強い四国沖に伝播する現象があることがわかった（図３－

９－(２)－②－２(a)）。これはスロースリップの伝播を示している可能性がある。 

スロー地震とプレート間固着域の相補的な空間分布は東北沖でも知られているが、

繰り返し地震とスロー地震の棲み分けについては、東北沖ではそれほど顕著ではない。

今後それらの位置関係をより詳細に検討していくことが重要と考えられる。一方、南海

トラフにおけるインターサイスミックの期間のスロースリップの伝播は、東北沖で

2011 年の東北沖地震の直前に見られたような固着の緩みが、大地震の前に繰り返し起

こる可能性を示す。 

横ずれ断層であるアナトリア断層沿いでは、マルマラ海が地震の空白域となってお

り、この領域での地震ポテンシャルの評価が重要である。８年間の定常地震観測網にお

ける地震波形を用い、繰り返し地震の抽出を行ったところ、アナトリア断層沿いのこれ

までの地震の破壊域の境目の近くにあたる３ヶ所で繰り返し地震活動が見出された。

これは、東北日本や南海トラフと同様に繰り返し地震が大地震の周縁部に位置するこ

とを示すと考えられる。また、推定されたすべりレートは、プレートの変位速度に近く、

速い断層クリープがそれらの場所で起きていることが推定された(３－９－(２)－②－

２(b))。 
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今回得られた非地震性すべりは、海底の断層を挟んだ繰り返し測距(Yamamoto et al., 

2019)のデータと比較し、モデル化がされており、地殻変動データと地震データを統合

してモデル化することで、よりよい固着モデルが構築できることを示す。 

今回、東北地方と同様の基準で繰り返し地震の抽出が他地域でできたことで、数が少

ない巨大地震と非地震性すべりの時空間的関係の関係について、より多くの事例を調

査することができた。 

 

 

図３－９－(２)－②－２(a) (a)南海トラフでの繰り返し地震（赤丸）および他のス

ロー地震（黄色丸・橙色丸）の分布。(b)繰り返し地震およびスロー地震から推定され

る長距離のスロースリップの移動。(c)スロースリップ移動のモデル (Uchida et al., 

2020)。 
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図３－９－(２)－②－２(b) (a)トルコ、マルマラ海周辺で発見された繰り返し地震

発生領域(A-C)と(b)そこでの繰り返し地震の波形例および(c)３領域で繰り返し地震か

ら推定したプレート境界のすべりレート (Uchida et al., 2019)。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

R１年度は東北地方の海陸地殻変動観測・地震データを用いて、2011 年東北地方太平

洋沖の発生以前および以降に発生したプレート間固着強度の時空間ゆらぎの予測実験

を継続して進めた。また、他地域との比較も行った。このように東北地方太平洋沖地震

前後のプレート間固着強度の時空間ゆらぎ等に関する諸情報に関する整理を７年間を

通じて着実に進展させることに成功した。一方で、2011 年東北地方太平洋沖地震は、数

百年間隔で発生する超巨大地震であり、その余効変動は現在も継続している。それら現

象を継続して注視して解釈を進めることは、巨大地震における地震後から地震間のひず

み蓄積過程への遷移を理解することであり、今現在、地震間のひずみを蓄積していると

考えられる南海トラフ巨大地震の準備過程を予測するという観点においてきわめて重

要であると考えられる。 
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③ 予測システムの検証・予測試行実験 

(a) 業務の要約 

前年度までに開発した EnKF（アンサンブルカルマンフィルター）を用いた地殻変動

データの逐次同化による、プレート境界すべりと摩擦パラメータの推定の妥当性や問

題点を洗い出し、改善に必要な知見を得るために、豊後水道 L-SSE（長期的スロースリ

ップイベント）について、プレート境界すべりの推移予測の試行実験を行った。その結

果、アンサンブル平均だけを見て推移予測をするのではなく、各アンサンブルのばらつ

き具合も見ることで、得られた結果の信頼性を判断する必要があることがわかった。 

 

(b) 業務の成果 

H29 年度のプロジェクト成果として開発された、EnKF を用いた地殻変動データの逐

次同化による、プレート境界すべりと摩擦パラメータの推定手法 (Hirahara and 

Nishikiori, 2019)に対し、H30 年度に計算コードの並列化を行い、処理を高速化する

とともに、複雑なプレート境界面形状に適用できるように、応力変化・地表変形応答の

計算方法を変更した。R１年度は、この並列化したコードと物理探査に基づく３次元の

プレート境界面形状 (Baba et al., 2002)を利用して、豊後水道で約８年の繰り返し

間隔で発生する L-SSE（図３－９－(２)－③－１）の逐次推移予測を行った。先行研究 

(Hirahara and Nihsikiori, 2019)と同じ方法で 100 個のアンサンブルを作った。同化

間隔は 20 日、地殻変動観測点は 89 点である。真のモデルでの L-SSE の繰り返し間隔

は約 8.3 年である。その結果、各アンサンブルの L-SSE パッチ中心でのすべり速度の推

定値は 1500 日頃まではふらつく（図３－９－(２)－③－２、橙線）が、100 アンサン

ブルの平均値は、真値とのずれはほとんど見られなかった（図３－９－(２)－③－２、

緑線）同様に、摩擦パラメータの推定結果は、1500 日頃には真値に近い値まで収束し、

その後のふらつきが小さくなっていた（図３－９－(２)－③－３）。 

そこで、パラメータ推定が収束する前に、地殻変動データとの同化計算を打ち切った

場合、その後のすべりの推移予測にどのような違いがみられるのかを確認するための
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数値実験を行った。データの全期間 7300 日（20 年間）に対して、途中(50 日、500 日、

1000 日、1500 日、2000 日、3000 日)まで同化を行い、その後は各同化計算打ち切り時

点で推定された摩擦パラメータセットのままで、すべりの時間発展を計算した。ただし、

各アンサンブルに対するシステムノイズは、全期間同化する場合と同じ大きさで、与え

続けた。なお、50 日と 500 日はすべりが加速している時期、1000 日はすべり速度がピ

ークを迎えた時期、1500 日と 2000 日はすべりが減速している時期、3000 日は次の SSE

に向けて加速を始めた時期といえる。 

その結果、同化期間が短いと、各アンサンブルのふるまいは大きくばらついたが（図

３－９－(２)－③－４(a)-(b)）、SSE を一度経験した 1000 日程度まで行うと、100 アン

サンブルの平均では、L-SSE のすべりの推移予測はかなり真値に近いすべりを推定でき

るようになっていた（図３－９－(２)－③－４(c)－(f)）。ただし、偶然、真値に近い

値が推定されているタイミングで、同化計算が打ち切られた場合は、より同化期間が長

い場合よりも、各アンサンブルがばらついていても、アンサンブル平均では良い予測結

果が得られていた（図３－９－(２)－③－４(a)と(b)、(c)と（d））。 

 
図３－９－(２)－③－１ 数値実験に用いた豊後水道 SSE パッチ中心でのすべり速度

の時間変化。赤線は真値、橙線は同化に使用した初期アンサンブル（100 個）、緑線は

100 アンサンブルの平均である。２回目の SSE が始まる（3000 日）頃から、真値と平均

値とのずれが大きくなっている。 

 

 

図３－９－(２)－③－２ 最後（7300 日）まで同化を行った場合の、豊後水道 SSE パ

ッチ中心でのすべり速度の時間変化。赤線は真値、橙線は各アンサンブルの推定値（100

個）、緑線は 100 アンサンブルの平均である。 
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図３－９－(２)－③－３ 最後（7300 日）まで同化を行った場合の、摩擦パラメータ

の推定値の時間変化。上から、SSE パッチの A、B-A、L を示す。赤・橙・緑線は図３－

９－(２)－③－１と同じ意味である。 
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図３－９－(２)－③－４ 途中まで同化計算を行った場合の、豊後水道 SSE パッチ中

心でのすべり速度の時間変化。赤線は真値、橙線は各アンサンブル（100 個）、緑線は

100 アンサンブルの平均である。青点線は、同化計算を打ち切った時間を示す。(a)50

日、(b)500 日、(c)1000 日、(d)1500 日、(e)2000 日、(f)3000 日。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

前年度までに開発した地殻変動データの逐次同化による、プレート境界すべりと摩

擦パラメータの推定の妥当性や問題点を洗い出し、改善に必要な知見を得るために、プ

レート境界すべりの推移予測の試行実験を行った。その結果、アンサンブル平均だけを

見て推移予測の良否を判断するのではなく、各アンサンブルのばらつき具合も見るこ

とで、得られた結果が偶然なのか信頼できるものなのかを、判断する必要があることが

わかった。逐次データ同化の実用化を行うためには、初期アンサンブルのばらつきを大

きくしても安定して計算できるようコードを改良すること、初期アンサンブルの数を

増やすための計算手法の高速化などの改善が必要であることがわかった。 

 

(d) 引用文献 

Baba, T., Y. Tanioka, P. R. Cummins, and K. Uhira, The slip distribution of 

the 1946 Nankai earthquake estimated from tsunami inversion using a new plate 

model, Phys. Earth Planet Inter., 132, 59-73, 2002. 

Hirahara, K. and K. Nishikiori, Estimation of frictional properties and slip 

evolution on a long-term slow slip event fault with the ensemble Kalman 

filter: numerical experiments, Geophys. J. Int., 219, 2074-2096, 2019. 

 

④ 余効すべり・過去のゆっくりすべり同化手法の開発 

(a) 業務の要約 

1) MCMKF（モンテカルロ混合カルマンフィルタ）によるすべり推定（東海 SSE） 

GNSS 等による地殻変動の連続時系列データから断層のすべりの時空間変化を推定す

る手法である改良型のネットワークインバージョンフィルター（モンテカルロ混合カ

ルマンフィルタ、以下 MCMKF）(Fukuda et al., 2008)を、1997 年から 2017 年までの東

海地方の GNSS 時系列データに適用し、プレート境界で発生するスロースリップイベン

ト(SSE)の時空間変化を推定した。その結果、MCMKF の優位性を活かして、浜名湖直下

の２回の長期的 SSE と多数の小規模な短期的 SSE が推定され、両者のすべりの時空間

発展が推定できた。 

 

2）EnKF(アンサンブルカルマンフィルタ）による豊後水道長期的スロースリップ断層

面上での摩擦パラメータ推定とすべり発展予測（GNSS 実データへの適用） 

これまで逐次的データ同化手法である EnKF(淡路・他、2009)による長期的スロース

リップ(L-SSE)断層領域での摩擦パラメータ推定とすべり発展予測を目指して、豊後水

道 L-SSE を対象に双子（数値）実験を行い、EnKF システム開発を行ってきた(Hirahara 

and Nishikiori,2019)。  

今年度は、まずこれまで仮定していた平面断層ではなく、実際の豊後水道に沈み込む

フィリピン海プレートの３次元曲面形状を取り入れた L-SSE 断層領域を設定した。次

に、国土地理院 GEONET 実データ解析への適用の手始めとして、デトレンドした GNSS 観

測データから運動学的逆解析により推定された豊後水道 L-SSE 領域上でのすべり速度

をデータに EnKF システムを適用し、摩擦パラメータ分布推定とすべりの発展予測を試
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みた。その結果、2010 年豊後水道 L-SSE を対象とした実験において、L-SSE 領域におけ

る摩擦パラメータが収束し、円形パッチ内ではすべり速度の解析値が安定して得られ

た。これは、実観測データに基づいた EnKF 解析において、L-SSE 領域の摩擦パラメー

タ及びすべり速度の時間発展の推定に成功した、初めての成果と言える。更に L-SSE 発

生期間中において、そのイベントの終息時期の予測といった数か月程度の短期的な予

測が可能であることが示された。 

 

(b) 業務の成果 

1) MCMKF（モンテカルロ混合カルマンフィルタ）によるすべり推定（東海 SSE） 

1997 年１月から 2017 年 12 月までの東海地方における GEONET 観測点 221 点と GPS 大

学連合 21 点の GNSS データから日座標値を算出し、MCMKF を用いてフィリピン海プレー

トと陸側プレートの境界面におけるすべりの時空間発展（図３－９－(２)－④－１、図

３－９－(２)－④－２）を推定した。アンテナ交換に伴うオフセットや東海地方のプレ

ート境界面以外で発生した地震時・地震後の地殻変動等の補正と 1997－1999 年の平均

速度を取り除いた GNSS データに対する 21 年間のすべりの時空間発展（図３－９－(２)

－④－２）を見ると、2000－2006 年頃と 2013－2015 年頃に長期的 SSE が発生している

ことが確認された。両長期的 SSE とも深さ 20－25km の領域から開始しているが、前者

の SSE では 2003－2004 年頃に深さ 40km 程度の低周波微動発生領域まですべり領域が

拡大したのに対し、後者の SSE ではすべりの移動がほとんど見られなかった。前者の

SSE では 2003－2004 年頃に低周波微動活動が活発化したが、後者の SSE では活発化は

見られず、微動が微動発生領域のスロースリップによってトリガーされたことを示唆

する。また、微動発生域においては、年間１－２回の短期的 SSE が推定され、南海トラ

フの走向方向にすべりの移動が見られ、微動の移動と調和的であった。また、長期的 SSE

発生領域におけるすべり速度は、長期的 SSE が発生していないと言われる 1997－1999

年と 2007－2011 年で明らかに異なっており（図３－９－(２)－④－２）、固着状態が変

化していたと考えられる。 

 

2) EnKF(アンサンブルカルマンフィルタ）による豊後水道長期的スロースリップ断層

面上での摩擦パラメータ推定とすべり発展予測（GNSS 実データへの適用） 

これまで、地表 GNSS 観測をデータとして、EnKF を用いた L-SSE 断層域での摩擦パラ

メータおよびすべりの発展予測を目指して、双子（数値）実験を行ってきた(Hirahara 

and Nishikiori,2019)。まず豊後水道 L-SSE 断層域を近似した平面断層上に、安定すべ

り特性を持つ領域中心に半径 35 ㎞の円形パッチ（L-SSE 発生域）を置き、その浅部に

南海トラフ巨大地震に対応する固着域を設置する。次に、速度状態依存摩擦則における

直接項の摩擦パラメータ A、すべり速度弱化を表す摩擦パラメータ B-A（円形 L-SSE 発

生パッチ内）、特徴的すべり距離 L、および固着域における固着レートの値（真値）を

調整しシミュレーションを行い、観測された豊後水道 L-SSE を再現する地表 GNSS 観測

模擬データを作成する。更に、これらの模擬観測データから EnKF によりこれらのパラ

メータおよびすべり発展を逆に逐次的に推定（双子実験）し、有効性を確かめてきた。 

今年度は、地表の GEONET 観測点で観測された実データ解析を目指して、まず豊後水
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道に沈み込むフィリピン海プレート上面の３次元形状を導入し、5,400 個の小断層セル

に分割した。次に沈み込み固着の影響（トレンド成分）を含む GNSS 観測データを作成

し、(Yokota et al., 2016)に基づき固着域および固着レートを設定し、豊後水道 L-SSE

で観測された発生間隔および最大すべり速度を再現する摩擦パラメータを与え、GEONET

観測点での模擬観測データを作成した。これを実データと比較したが、かなりの食い違

いが見られた。そこで、固着域の問題は更に検討を要するので、まずは固着域無しのモ

デル（図３－９－(２)－④－３）、すなわち実データとしてはデトレンドした変位速度

データを対象とすることとした。 

このように作成した実データを用いて、EnKF による解析を行った。その結果、L-SSE

の発生していない短期間の解析は進めることができたが、L-SSE の発生期間を含む長期

間のデータを安定して解析し、すべり速度分布を推定するところまでは至らず、今後の

課題となった。これまでの双子実験により初期アンサンブルメンバーの設定により解

析の不安定性が生じるため、真値にある程度近いメンバーを選ぶ必要があることが分

かっている。このため、摩擦パラメータのグリッドサーチにより観測データを再現する

摩擦パラメータに関する情報を予め得る必要がある。これを GNSS 実データで行う前に、

まず運動学的逆解析により推定された L-SEE 領域のすべり速度データを対象とした。

具体的には、2009 年１月１日－2011 年３月 10 日の期間の GEONET 観測データからネッ

トワークインバージョンフィルター (Segall and Matthews, 1997)により得られた、

L-SSE 領域中のすべり速度（横井、私信）を観測データとした。摩擦パラメータのグリ

ッドサーチにより、L-SSE 発生期間中の円形パッチ内の観測すべり速度とシミュレート

されたすべり速度の残差二乗和が最小となる摩擦パラメータ群を探索し、その摩擦パ

ラメータメンバー間を補間し、100 個の初期アンサンブルメンバーを作成した。このよ

うな初期アンサンブルメンバーを用い EnKF 解析を行ったところ、L-SSE 領域における

摩擦パラメータが収束し、円形パッチ内では観測値を用いて更新されたすべり速度の

解析値が得られ、安定して解析を行うことが出来た。 

図３－９－(２)－④－４に、この解析における摩擦パラメータ（A、B-A、L）のアン

サンブルメンバーの解析値の推移を示す。初期アンサンブル値から解析値が収束して

いく様子が見て取れる。また、円形パッチ中心におけるすべり速度の観測値および解析

値、更に円形パッチ内全セルにおけるすべり速度の観測値と解析値の残差二乗平均平

方根値（RMSE）の推移を示す。RMSE は 2010 年 L-SSE 発生初期の時点で大きく、観測値

と食い違いが大きいが、それ以降は小さくなり、解析値は観測すべり速度を再現してい

ることが分かる。図３－９－(２)－④－５には、円形パッチ中心におけるすべり速度に

ついて、観測値、解析値および予報値の推移を示している。予報値は、L-SSE 発生初期

（時点Ⅰ）および最盛期（時点Ⅱ）におけるパラメータ解析値に基づくそれ以降のもの

を示している。この図から分かるように、L-SSE 発生初期での解析値を用いたそれ以降

の予報値は観測値と食い違っているが、最盛期あたりの解析値よる予報値は観測値を

ほぼ再現しており、L-SSE イベントの終息時期（時点Ⅲ）の予測といった数か月程度の

短期的な予測が可能であることを示している。 

 

 



502 

 

(a)                                   (b) 

   

図３－９－(２)－④－１ プレート境界面で推定されたすべり分布。赤及び青は、それ

ぞれデトレンド期間に対してすべり速度が増加、減少したことを表す。青、紫、緑の矩

形領域は、図３－９－(２)－④－２にすべり量を示した位置を表す。(a)2001 年のすべ

り分布 (b) 2013－2015 年（３年間）のすべり分布。 

 

図３－９－(２)－④－２ プレート境界面で推定されたすべり履歴。色は図３－９－

(２)－④－１の矩形領域に対応する。デトレンド期間(1997－1999 年)の平均地殻変動

を取り除いたデータを用いている。 

 

L-SSE L-SSE 
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図３－９－(２)－④－３ 固着域無しの豊後水道 L-SSE 領域モデル。安定すべり域（A-

B>０）（青）内を 5,400 個の小断層セルに分割し、その中に L-SSE 域発生円形パッチ（A-

B<０）（赤）領域を設定し、領域内で一定の仮定した摩擦パラメータ A および特徴的す

べり量 L、および円形パッチ内の A-B の値および 5,400 個の小断層セル内のすべり速度

および状態変数の時間発展を EnKF により逐次推定する。 

 

 

図３－９－(２)－④－４ 各パラメータの解析値の推移。上段から摩擦パラメータ A、

B-A、L のアンサンブルメンバー（ピンク）とそれらの平均（青）の推移を示す。最下段

は、円形パッチの中心におけるすべり速度 Vcenter の観測値（橙）（横井、私信）と解

析値（青）の推移を示す。薄い緑はすべり速度の観測値が負に推定されており、使用し

なかった観測データを示す。水色は、円形パッチセル内におけるすべり速度の観測値と

解析値の残差二乗平均平方根（RMSE）値の推移を示す。 
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図３－９－(２)－④－５ 円形パッチ中心におけるすべり速度 Vcenter の観測値、解

析値および予報値の推移。すべり速度の観測値（橙）、解析値（青）、L-SSE 発生初期（時

点Ⅰ）と最盛期（時点Ⅱ）におけるパラメータ解析値によるそれ以降の予報値（緑）を

表す。時点Ⅰにおける解析値による予測値は観測値とずれているが、時点Ⅱにおける解

析値による予報値は観測値と概ね一致しており、L-SSE イベントの終息時期（時点Ⅲ）

の予測といった数か月程度の短期的な予測が可能であることを示している。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

1) MCMKF（モンテカルロ混合カルマンフィルタ）によるすべり推定（東海 SSE） 

東海地方において長期間の GNSS データを用いることで、2000－2006 年頃と 2013－

2015 年の２回の長期的 SSE（Mw6.6 以上）と多数の短期的 SSE(Mw6.0 程度)のすべり、

非 SSE 期の固着の変化など様々な時定数の異なるプレート境界すべり現象を明らかに

することができた。このように、事業計画通りに成果を得たと言えるが、長期間のデー

タ解析のためには、紀伊半島沖地震や東北地方太平洋沖地震などの様々な地震時・余効

変動を補正することが必要であり、今後このような系統的なノイズを含めて定式化し

ていくことが、MCMKF をプレート境界のモニタリング手法として用いるために重要であ

ると考えられる。 

 

2）EnKF(アンサンブルカルマンフィルタ）による豊後水道長期的スロースリップ（L-

SSE）断層面上での摩擦パラメータ推定とすべり発展予測（GNSS 実データへの適用） 

GEONET 観測データから運学的逆解析により推定された解析領域内のすべり速度を観

測データとして、EnKF により豊後水道 L-SSE 領域における摩擦パラメータの推定およ

びすべり発展予測を試みた。その結果、2010 年豊後水道 L-SSE を対象とした実験で、

L-SSE 領域における摩擦パラメータが収束し、円形パッチ内では観測値を用いて適切に

修正されたすべり速度の解析値が得られた。この結果は、実観測データに基づいた EnKF

解析で、L-SSE 領域の断層摩擦パラメータ及びすべり発展の推定に成功した、初めての

成果と言える。更に L-SSE 発生期間中において、そのイベントの終息時期の予測といっ

た数か月程度の短期的な予測が可能であることが示唆された。 

上記のようにこれまで数値双子実験で確かめてきた手法を初めて実データに適応し

たのは、事業計画通りの成果と言える。ただし、数値双子実験で用いた固着域を含むモ

デルでは実データをうまく説明できないことも分かった。固着域の設定の問題に加え

て、実データの補正として内陸ブロック運動を含めた解析モデル（例えば、Nishimura 
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et al., 2018）も検討し、南海トラフ巨大地震に対応する固着域を含んだデータに適応

する事が重要である。南海トラフ巨大地震の応力蓄積過程を考える上で L-SSE との相

互作用は重要な問題であり検討を要する。次に、本解析では実 GNSS データ観測ではな

く逆解析により推定された L-SSE領域でのすべり速度を観測データとしており、実 GNSS

観測データの直接解析へと進める必要がある。これにはまず観測ノイズを軽減したト

レンド成分を含む変位速度観測データの作成の問題があることがわかった。もともと

の GNSS データは変位であるので変位を観測データとする解析も検討する必要があろう。

その上で、観測データをある程度説明する摩擦パラメータの初期アンサンブルメンバ

ーをグリッドサーチにより探索する必要があり、効率的な探索手法を検討する必要が

あることも、一連の研究でわかった。最後に、本解析では 2010 年豊後水道 L-SSE だけ

を対象に解析を行っているが、豊後水道 L-SSE は 1997 年、2003 年にも発生しており、

その再来間隔も含めてすべり様式はやや異なっている。こういった一連の豊後水道 L-

SSE に対応するには、現状の一様な単一円形パッチモデルから不均質を考慮したモデル

へと発展させる必要があろう。 
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(3) 平成 25～平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 地殻変動データ整備および東北地方太平洋沖地震の余効変動解析 

(a) 業務の要約 

南海トラフ地震について主として地殻変動の観点から検討した。南西諸島では観測

された地殻変動がプレート境界地震の地震間地殻変動である可能性を示唆する結果が

得られた。南海トラフ沿いでは陸域のブロック運動を考慮してプレート間固着分布を

推定した。 
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(b) 業務の成果 

1)南西諸島の地殻変動と地震サイクル 

南西諸島海溝は南海トラフの延長上に位置するが、南海トラフとは異なり巨大地震

の繰り返し発生が知られていない。プレートの沈み込み方向に対して幅広い測地観測

が可能な喜界島周辺について、GNSS および水準測量を用いた観測を実施し、上下変動

を明らかにした。その結果、喜界島では北西方向に傾き上がるような傾動が検出された。

また、喜界島および奄美大島を含む沈み込み断面について有限要素モデルを構築し、観

測されたパターンがプレート境界地震の地震間地殻変動として解釈可能なことが示さ

れた（図３－９－(３)－①－１）。 

 

 

図３－９－(３)－①－１ 奄美大島・喜界島における上下変動分布（左）および有限要

素法による長期変形モデル（右）。 

 

2)南海トラフ沿いのブロック運動とプレート間固着 

陸域のブロック分割およびプレート境界面の離散化の最適化、マルコフ連鎖モンテ

カルロ法によるパラメータ推定を採用した新たな手法を用いて陸域および海域の測地

観測データを逆解析し、西南日本のブロック運動、ブロック間断層の固着分布、フィリ

ピン海プレート上面の固着分布を推定した。南海トラフは深さ 30km 程度まで固着度合

いが高いが、紀伊半島東方沖では固着の小さい領域が推定されている(図３－９－(３)

－①－２)。 
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図３－９－(３)－①－２ GNSS のブロック解析により得られた南海トラフのプレート

間固着分布（Kimura et al., 2019）。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

フィリピン海プレートの沈み込み帯として南海トラフの南西延長にあたる南西諸島

の地殻変動は従来あまり検討されて来なかったが、奄美大島および喜界島における上

下変動を GNSS 観測および水準測量によって調査し、地形学的に検出されているのと整

合的な地殻変動を検出した。また、有限要素法を用いて長期的な地殻変動をモデル化し

た。 

陸上および海域の測地観測データに基づいて、現状の地殻変動を最も良く説明する

陸域のブロック運動モデルおよびプレート間固着分布を推定した。また、本研究により

粘弾性構造が及ぼす長期的な地殻変動の重要性を明らかにした。これらから、新たに３

次元構造と現実的な粘弾性構造を考慮したプレート間固着の時空間変化の推定を実施

することで、過去の巨大地震の影響を考慮した、現在のプレート間固着分布を推定する

必要があることがわかった。 

 

(d) 引用文献 
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the Nankai Trough in southwest Japan estimated from the block motion model 
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124, 6140-6164, 2019. 
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② 東北地方太平洋沖地震前後の地殻変動の特徴 

(a) 業務の要約 

1) 東北地方太平洋沖での固着ゆらぎ 

地震データおよび地殻変動データから東北沖の固着状況について調査した。その結

果、東北沖地震前に十年スケールの固着の緩みがあったこと、数年周期の固着の時間変

化があったことがわかった。また、東北沖地震後は関東地方まで及ぶ広域でのプレート

間すべりの加速があったことが明らかになった。さらに地震活動の解析から、東北沖地

震によるメカニズム解分布の変化や、繰り返し地震の発生様式の変化も明らかになっ

た。これらから、長期間にわたる地震の準備過程に関する重要な情報を得ることができ

た。 

2) 2011 年東北地方太平洋沖地震直前(数年スケール)の地殻活動 

海陸測地観測データならびに地震観測データにもとづいて 2011 年東北沖地震直前の

プレート間固着強度の時空間ゆらぎを把握した。東北大学では、2011 年東北沖地震の

震源域となった宮城県沖の海域で 2008 年以降、スロースリップの観測を行っていた。

同観測では、海底に圧力計を設置し、その水圧変化から海底の上下地殻変動を測定する。

同観測によって 2008 年と 2011 年にプレート境界浅部で発生したスロースリップイベ

ントおよび、2011 年３月９日三陸沖地震(最大前震)とそれに引き続く顕著な余効変動、

そして 2011 年東北沖地震の地震時変動を明瞭に捉えることに成功した。こうした M９

超巨大地震に先立ってプレート間固着強度の時空間ゆらぎがその震源域の直上で直接

見出されたことは、超巨大地震発生のメカニズム理解を進める上で重要な知見である。 

 

(b) 業務の成果 

1) 東北地方太平洋沖での固着ゆらぎ 

2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域周辺での固着のゆらぎについて地震観測デー

タおよび陸海測地観測データをもとに推定した。繰り返し地震および陸上 GPS を用い

た解析では北海道～関東地方の沖合のプレート境界断層の広い範囲で、周期的なスロ

ースリップが発生していることを相似地震および地殻変動データから見出した（図３

－９－(３)－②－１, Uchida et al., 2016）。日本での大規模で広域にわたる周期的

スロースリップはこれまで西日本でのみ知られていたが、東日本では初めての発見で

ある。このスロースリップは、北海道〜関東地方の沖合の広い範囲において地域により

異なる１－６年の繰り返し周期を持ち、その加速時期に規模の大きな地震の数の増加

をもたらしていた。スロースリップによる周期的な応力変化が大地震の発生時期を変

調させていると考えられる。従来の地震発生予測の多くは、地震の発生履歴のデータと、

最後の地震からの時間にのみ依存して行われているが、周期的なスロースリップが発

生しているときに大地震が起こりやすくなるという本研究の結果は、周期的な応力変

化を考慮することで、今後の大地震発生時期の予測を高度化することができることを

示唆する。 

GPS データと小繰り返し地震の両方を用いて、東北沖地震のすべり域周辺での 1996

年から 2011 年の間のプレート間固着の時間変化を調べた。この領域では、すでに GPS 

データ解析により、東北沖地震前に 10 年スケールでの固着のゆるみがあったことが指
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摘されている(Yokota and Koketsu, 2015; Mavrommatis et al., 2014)。本研究では、

小繰り返し地震を新たに解析し、茨城県から宮城県沖の領域に関して、この期間、発生

間隔が単調減少している小繰り返し地震グループが多く存在することがわかった。こ

れは、プレート境界での非地震性すべりの加速を示す独立なデータであり、前述のよう

に GPS データから指摘されていた非地震性すべりの加速が確実にあったことを示す。 

一方、東北沖地震後については、東北沖地震が関東地方下の地震活動に与えた影響を、

繰り返し地震を用いて調べた。プレート境界面でのスロースリップの速度に加え、すべ

りの方向の時間変化を精度よく推定することにより、太平洋プレートとフィリピン海

プレートの２つのプレートについて、沈み込み速度の加速が起きたと推定された。この

加速が地震活動の増加の原因の１つと考えられる。さらに、三陸沖の海溝近傍について，

繰り返し地震から推定された東北沖地震後のすべりレートは、大きな変動を繰り返し

ながら低下していく傾向が見られた。関東地方では、プレート境界で約１年周期の「ス

ロースリップ」（ゆっくりすべり）が発生し、それに伴って水が浅部に排出されている

ことも明らかにした。このような現象はスロースリップによってプレート境界の水が

移動することを示す初めての観測であり、プレート境界地震の発生予測の高度化に向

けた極めて重要な成果である。 

また、東北沖地震による余効すべりによる非地震性すべり速度の増加にともなって、

それまで地震が発生していなかったところに新たに地震が起こったことがわかった。

このような 現象は条件付き安定の性質によるものと考えられる。また、東北沖地震が、

釜石沖地震に与えた影響についても調べた。東北沖地震後の地震発生間隔が極端に短

くなった期間においても地震サイクル後半の微小地震活動の活発化が見られ、固着域

内部およびごく近傍での地震活動が、固着域での固着状況の時間発展という同一の物

理過程に支配されている可能性を示唆する。 

また、2011 年東北地方太平洋沖地震前後のプレート境界における小地震の時空間変

化を詳細に明らかにした。特に 2011 年東北地方太平洋沖地震後はプレート境界地震、

海溝軸近傍の太平洋プレート内の正断層型地震、海岸線近傍の太平洋プレート内の逆

断層型地震、上盤プレート内の正断層型地震などの各断層タイプの地震が領域毎に棲

み分けて発生している傾向を見出した。さらに、東北沖地震の震源域でのメカニズムタ

イプ別の発生割合の時間変化を調べ、その時間変化と b 値の時間変化に良い対応があ

ることを見出した。 

東北地方太平洋沖地震の北部隣接領域における海溝海側の地震活動の特徴について

も検討を進めた。その結果、東北沖地震の際に海溝海側で地震活動が誘発されたのとは

逆に、1933 年の昭和三陸地震の際は、海溝海側の地震の後、プレート境界の地震が誘

発されていた可能性が高いことがわかった。このような海溝 海側の地震の特徴は、プ

レート境界地震のすべりのサイクルを考える上で、アウターライズでの変形(地震)の

影響を共に考える必要があることを示す。 
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図３－９－(３)－②－１ 三陸沖東部におけるすべり速度の時間発展と M５以上の地

震発生履歴を示す。赤線は３年周期を示す。 

 

2) 2011 年東北地方太平洋沖地震直前(数年スケール)の地殻活動 

東北大学では、2011 年東北沖地震の震源域となった宮城県沖の海域で 2008 年からス

ロースリップイベントを対象とした海底水圧計観測を実施していた。これによって、プ

レート境界浅部でのスロースリップイベントが 2008 年 12 月と 2011 年１月の２回観測

された。2011 年の地殻変動は、海溝軸に近い海底圧力計で変動が観測されはじめ、2011

年３月９日の最大前震までその変動が継続した(図３－９－(３)－②－２)。また同時

期の陸上の体積ひずみ計でもそれまでと異なる変動が観測された。これらの地殻変動

を説明するためにプレート境界でのすべりを仮定してモデルを推定したところ、Mw7.0

に相当するスロースリップイベントが発生していたことが明らかになった(Ito et al., 

2013)。さらに海溝軸から最も近い海底水圧計の観測点ペアの記録から、スロースリッ

プの活動域が２月半ばから海溝側に範囲を拡大していた可能性が高い。そして、最終的

には活動域の西端の固着域において 2011 年３月９日の三陸沖地震 (M7.3、最大前震) 

を誘発したと考えられる。また、これらの測地学的に捉えられたスロースリップイベン

トは Kato et al. (2012)によって明らかにされた微小地震活動の震源移動現象とも整

合する結果である。 

宮城県沖に展開した海底水圧計は、2011 年３月９日の最大前震にともなう地殻変動

も明瞭に捉えた。同最大前震の震源は 1978 年宮城県沖地震(M7.4)および 2005 年宮城

県沖地震(M7.2)の震源域よりもプレート境界浅部に位置する。水圧計および陸上 GNSS

観測によって捉えられた地震時変動から地震時すべり分布を推定したところ、震源か

らプレート傾斜方向にそのすべりが推定された。さらに地震後の海底水圧計時系列を

精査したところ、例えば GJT3 観測点では地震時にはほとんど地殻変動が生じていない

のに対し、地震後には顕著な隆起の余効変動が生じていたことが明らかになった (Hino 

et al., 2013; Ohta et al., 2012)。これは地震時と地震後でそのすべり領域が異な

ることを示す結果である。さらに前震の地震時以降、2011 年東北沖地震直前までの余

効変動量からプレート境界での余効すべり分布を推定したところ、両者のすべり領域
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は明瞭に異なり、地震時すべりから南側にそのすべり領域が広がること、さらにそのす

べり領域の南端に 2011 年東北沖地震の破壊の開始点が位置することが明らかになった。

また、この余効すべりによって解放されたマグニチュードは Mw6.8 であり、地震後２日

間という時間に対してそのモーメント解放量が他の地震と比較し、大きいことも明ら

かになった。 

これら得られた 2011 年東北沖地震直前のプレート間固着ゆらぎを図３－９－(３)－

②－２にまとめた。前項で示した日本海溝における長期的な固着ゆらぎの知見と合わ

せて時系列順に見ると、(1) 本震の 10 年程度前から前震やその余効すべり発生域の北

部や南部でプレート境界でのすべりの増加が確認(図３－９－(３)－②－２緑四

角)(Uchida and Matsuzawa, 2013)。(2)2008 年に海溝に近い本震時に特に大きくすべ

った領域でスロースリップ(図３－９－(３)－②－２赤矩形の領域)が発生。(3)2011 年

に入ると、同様の場所で再びスロースリップのイベントが発生(図３－９－(３)－②－

２赤矩形の領域)し、微小地震の震源移動現象も同時に確認された。(4) 2011 年３月９

日の前震が発生(図３－９－(３)－②－２緑色の領域)。(5) 引き続いて余効すべりが

発生 (図３－９－(３)－②－２水色の領域)。同時に震源の移動現象も確認。(6) 2011

年東北沖地震本震が発生 (図３－９－(３)－②－２白色の領域)、となる。 

このように本研究によって M９超巨大地震直前のプレート間固着ゆらぎを時系列順

に整理し、それらの相互関係について一定程度明らかにすることに成功した。 

 

 

図３－９－(３)－②－２ 東北地震前に震源域周辺でみられた様々なすべり。赤細線

の四角領域でのすべりは小繰り返し地震によるもの、赤太線矩形領域でのすべりは、海

底圧力計、陸上ひずみデータによるもの、白と黄色の丸は、３月９日前と後の地震活動、

青と緑の領域は、水圧計のデータおよび陸上 GPS データによる３月９日の前震の地震

時すべりとその後の余効すべりを示す。図中の日付はそれぞれのイベントの発生時、橙

色星は本震の震央、白いコンターは Iinuma et al., (2012)による本震のすべり分布を

示し、オレンジ色で塗りつぶした領域は大すべり域を示す。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

1) 東北地方太平洋沖での固着ゆらぎ 

地震データおよび地殻変動データから東北沖の固着状況について調査した。その結

果、東北沖地震前に十年スケールの固着の緩みがあったこと、数年周期の固着の時間変

化があったことを明らかにした。東北沖地震後については、東北沖地震が関東地方下の

地震活動に与えた影響を、繰り返し地震を用いて調べ、プレート境界面でのスロースリ

ップの速度に加え、すべりの方向の時間変化を精度よく推定することにより、太平洋プ

レートとフィリピン海プレートの２つのプレートについて、沈み込み速度の加速が起

きたことなどを明らかにした。さらに、東北沖地震による余効すべりによる非地震性す

べり速度の増加にともなって、それまで地震が発生していなかったところに新たに地

震が起こったことを明らかにし、それらが条件付き安定の性質によるものであること

を示した。こうした成果は、長期的な固着ゆらぎのモニタリングを実際の地殻活動監視

に活用することで、大地震発生の中長期的予測の高度化に貢献しうることを示す。今後

はそうした手法の普遍性の実証および同手法の実モニタリングシステムへの実装が必

要と考えられる。 

 

2) 2011 年東北地方太平洋沖地震直前(数年スケール)の地殻活動 

海陸測地観測データならびに地震観測データにもとづいて 2011 年東北沖地震直前の

プレート間固着強度の時空間ゆらぎを把握することに成功した。こうした成果は、地殻

変動・地震活動データの統合的なプレート境界固着の現状把握・推移予測システムを実

現する上で、これら現場観測がきわめて重要な役割を果たすことを示す。地震の実態を

高精度な現場観測に基づきより深く理解し、現実的な地震発生シミュレーションに貢

献するために、スロースリップと通常の地震との相互作用についてより理解を深める

ことが必要である。 
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③ 予測システムの検証・予測試行実験 

(a) 業務の要約 

1)地震発生サイクルシミュレーションモデルの構築 

プレート間固着やすべりの予測試行実験に向けて、現象の再現性や、予測精度向上の

ための課題を把握するために、2011 年東北地方太平洋沖地震前後のすべりを対象とし

て日本海溝地域における地震発生サイクルの数値シミュレーションを行った。観測を

ある程度定量的に再現したシナリオでは、M９クラスの地震発生後から、次の宮城県沖

地震発生までの間隔が、M９地震発生以前の繰り返し間隔よりも短い傾向が見られた。 

 

2) 大規模問題への適用に向けた予測システムの改良 

本プロジェクトの成果として開発された、豊後水道で発生する長期的スロースリッ

プイベント(Long-term slow slip event, L-SSE)に関連する地殻変動データの逐次同

化による、すべり・摩擦パラメータ推定コードに対し、より現実的な問題に適用できる

ようにコードの改良(並列化・曲面断層対応)を実施した。 

 

(b) 業務の実施方法 

1)地震発生サイクルシミュレーションモデルの構築 

地震発生サイクルシミュレーションでは、プレート境界で発生する地震の繰り返し

を、プレート相対運動からのずれの蓄積と解放過程としてモデル化する (e.g., Rice, 

1993)。プレート境界面の摩擦は、すべり速度・状態依存摩擦則(Dieterich, 1979)に、

断層の構成則は Nakatani (2001)に従うと仮定した。強度の時間発展則は、slowness 

(aging) law (Dieterich, 1979; Ruina, 1983)を用いた。摩擦パラメータ A(=aσ)、
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B(=bσ)、L（特徴的すべり量）について様々な空間分布を仮定して計算を行った。 

 

2) 大規模問題への適用に向けた予測システムの改良 

L-SSE に関連する地殻変動データの逐次同化により、すべり・摩擦パラメータを推定

するシリアルコード(Hirahara and Nishikiori, 2019)を、実データかつ大規模領域を

対象とした問題に適用するにあたっての問題点を分析し、その改善策をコードに実装

するとともに改善策の有効性を検証する。 

 

(c) 業務の成果 

1)地震発生サイクルシミュレーションモデルの構築 

図３－９－(３)－③－１は得られたシナリオの一例である。このシナリオは、前震の

発生から本震をトリガーする過程、本震の規模・再来間隔・すべり域・破壊伝播時間、

茨城県沖での余震発生などに関しては観測された事象を概ね定量的に再現していた。

このシナリオでは、M９クラスの地震発生後、約 18 年後に、次の宮城県沖地震が発生し

ていた（図３－９－(３)－③－１h）。これは、M９クラスの地震前約 200 年間の宮城県

沖地震の繰り返し間隔 54 年よりも短い間隔であった。このような計算を多数行い、同

程度の再現性を示す 121 シナリオを得た。その多くで、本震後の宮城県沖地震発生に関

して同様の傾向を示した（図３－９－(３)－③－２）。 

 

 

図３－９－(３)－③－１ すべり速度分布のスナップショット (Nakata et al., 2016

を一部修正)。 
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図３－９－(３)－③－２ M９クラスの地震前の 200 年間に発生した宮城県沖地震の平

均繰り返し間隔と、M９クラスの地震後の宮城県沖地震発生までの期間の比 (Nakata et 

al., 2016)。棒グラフがモデルの数（個）、折れ線グラフが累積頻度（%）を示す。白色

と赤色は、地震波の放射によるエネルギー減衰を準動的に近似する項（ダンピング係数）

の違いを示す。 

 

2) 大規模問題への適用に向けた予測システムの改良 

オリジナルコード (Hirahara and Nishikiori, 2019)の分析の結果、大規模問題へ

の適用には、１)一期先予測部と、２)予測更新部の並列化が必須であることがわかった。

アンサンブルカルマンフィルタによる逐次同化では、一期先予測は完全に並列処理可

能である。このため、フォワード計算部については、アンサンブルを構成するパラレル

ワールド群を利用する CPU 数に均等に割り振るような並列化の実装を行った。加えて、

各パラレルワールド自体の計算も並列処理できるようにした。予測更新部分では、一期

先予測で求まったアンサンブルのばらつきから評価される予測誤差共分散行列(状態空

間ベクトルの２乗の配列が必要)の作成部分が計算時間的にも必要メモリ的にも高負荷

となる。特にモデルの大規模化により、状態空間ベクトルのサイズが拡大されるとシリ

アルコードでは予測誤差共分散行列に必要なメモリ確保が困難となる。このため、予測

誤差共分散行列を部分行列分割し、必要メモリの集中化を抑制し、予測更新に関わる行

列・ベクトル演算も分散処理できるよう並列化を行った。さらに、複雑なプレート境界

断層への対応するために、すべりによる応力変化・表面変形の評価を、矩形断層セルの

すべりによる応力変化・表面変形(Okada, 1992)から、三角形断層セルによる応力変化・

地表変形応答が計算できる Comninou and Dundurs (1975)の方法へ変更した。以上の

ように修正した並列コードを利用して、複数問題規模に対して、並列処理による効率を

調べて、その有効性を検証した(図３－９－(３)－③－３)。図３－９－(３)－③－３a

は、小規模モデルに対し並列実行数を変化させ、数値同化実験を行った際の一期先予測
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(赤丸付きの赤線)および予測更新(青丸付きの青線)の経過時間を示している。赤線で

示す一期先予測の並列化は、通信によるオーバーヘッドが小さいため、予測更新(青線)

より並列数に応じた傾斜がきつく、並列処理の効率が良い。ただ、予測更新と比較する

と 一期先予測の方が数倍から 10 倍ほど経過時間が長くなっている。このため、図３－

９－(３)－③－３b、c では、一期先予測におけるパラレルワールド毎の時間発展に複

数 MPI プロセスを追加で割り当て、一期先予測の加速を図った。その結果、赤・青線の

上下関係が図３－９－(３)－③－３a と逆転し、特に並列数が大きい場合では予測更新

が計算の大部分を占めることとなった。このことから、大規模同化計算のより効率的な

実行には、今回導入した一期先予測を加速させるためだけにのみ動作しているプロセ

スを予測更新部でも継続して動作するように実装を見直す必要があると言える。 

 

 

 
 

図３－９－(３)－③－３ 並列化した同化コードによる数値実験の並列性能。一同化

ステップ(20 日ごと)における、一期先予測の経過時間の平均値(赤)と、予測更新の経

過時間の平均値(青)を利用する並列プロセス数に応じて示している。（a）豊後水道のス

ロースリップ発生域を対象とした数値実験(小規模)。対象プレート境界を 8,840 個の

サブ断層に離散化し、100 アンサンブルでの一期先予測を行い、予測更新には 89 観測

点(水平・上下の３成分)を利用している。一期先予測(赤)と予測の更新(青)とで等しい

MPI プロセス数で処理しており、同プロセス数に対しプロットされた赤丸と青丸の縦軸

の位置が、同一数値実験における各処理に関わる経過時間を示す。（b）南海全域を対象

とした数値実験(中規模)。プレート境界を 16,400 個のサブ断層に離散化し、100 アン

サンブルでの一期先予測を行い、予測更新には 291 観測点を利用している。一期先予測

のみ 10 倍の MPI プロセスを利用しており、各青丸とそれから 10 倍だけ横軸方向にず

れた赤丸の縦軸の値が、同一数値実験における各処理に関わる経過時間に対応。（c）南

海全域を対象とした数値実験(大規模)。プレート境界を 65,400 個のサブ断層に離散化

し、100アンサンブルでの一期先予測を行い、予測更新には 291観測点を利用している。

一期先予測のみ 20 倍の MPI プロセスを利用しており、各青丸とそれから 20 倍だけ横

軸方向にずれた赤丸の縦軸の値が、同一数値実験における各処理に関わる経過時間に

対応。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

1)地震発生サイクルシミュレーションモデルの構築 

日本海溝地域において地震発生サイクルシミュレーションを行い、2011 年東北地方

太平洋沖地震前後に観測されたすべり過程を、概ね定量的に再現した。その結果、次の

宮城県沖地震が、これまでよりも短い再来間隔で起きる可能性を示唆した。本「データ

活用予測研究」で整理した過去の観測データや最新の観測データ、開発したデータ同化

手法を取り入れ、パラメータのチューニングを行っていくことで、観測とより整合する

シナリオを得ることができるようになるだろう。 

 

2)大規模問題への適用に向けた予測システムの改良 

本プロジェクトで開発された、L-SSE に伴う地殻変動データの同化からプレート境界

のすべり・摩擦パラメータを推定するコードの大規模問題への適用に向けた並列化を

行った。その結果、南海トラフ全域を対象とするような数値実験が実時間で実施可能な

ことが確認できた。また、並列処理による高速化の恩恵として、様々な条件での数値実

験の実施が可能となるため、手法の有効性確認などが進展していくものと期待される。

今後はさらなる効率化に向けコードを修正することで、実データへの適用が可能にな

るだろう。 
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④ 余効すべり・過去のゆっくりすべり同化手法の開発 

(a) 業務の要約 

1）内陸ブロック運動を考慮した海陸地殻変動データに基づく南海トラフカップリン

グ推定の高度化 

GNSS音響測距結合方式海底地殻変動（GNSS-A）データと陸上の GNSSデータを用いて、

南海トラフ沿い及び相模トラフ沿いのプレート間カップリングの推定を行った

(Nishimura et al., 2018)。先行研究では考慮されていなかった内陸域や海洋プレー

ト内におけるブロック運動を考慮し、朝鮮半島から関東地方までの解析領域を 14 のブ

ロックに分割して、それぞれのブロック運動とブロック間断層における固着率を推定

した。その結果、南海トラフ沿いのすべり欠損速度は全体として東に行くほど逓減する

傾向があるが、土佐湾付近、紀伊水道東部、熊野灘にすべり欠損速度が大きな場所があ

り、過去の大地震のアスペリティに対応していることがわかった。 

 

2）MCMKF（モンテカルロ混合カルマンフィルタ）によるすべり推定（東海 SSE） 

GNSS 等による地殻変動の連続時系列データから断層のすべりの時空間変化を推定す

る手法である改良型のネットワークインバージョンフィルター（モンテカルロ混合カ

ルマンフィルタ、以下 MCMKF）(Fukuda et al., 2008)を、南海トラフ沿いの GNSS 観測

点における座標時系列データに適用し、プレート境界で発生するスロースリップイベ

ント(SSE)や時空間変化を推定した。その結果、MCMKF の優位性を活かして、東海地方

では、浜名湖直下の２回の長期的 SSE と多数の小規模な短期的 SSE、豊後水道域でも複

数回の長期的 SSE と多数の小規模な SSE が推定され、継続時間が数日－十数日で Mw６

程度の短期的 SSE から、継続時間が数ヶ月から数年に渡る Mw７程度の長期的 SSE まで

の多様なすべりの時空間発展が推定できた。 

 

3）EnKF(アンサンブルカルマンフィルタ）による長期的スロースリップ（L-SSE）断

層域における摩擦パラメータ推定およびすべり発展予測（豊後水道 L-SSE） 

豊後水道 L-SSE を対象に、大気海洋分野で開発された逐次データ同化手法 EnKF(淡

路・他、2009)により、L-SSE 断層域での摩擦パラメータ推定およびすべり発展予測を

行うシステム開発および実データ解析を試みた。まず、固着域を含む L-SSE 平面断層を

仮定して、観測された豊後水道 L-SSE を再現する摩擦パラメータおよび固着レートを

真値として GEONET 模擬観測データを作成した。これらをデータとして、仮定した真値

を逆に EnKF により逐次的に推定する双子（数値）実験を行い、有効性を確かめた

(Hirahara and Nishikiori, 2019)。 

次に、実データ解析を目指して、フィリピン海プレートの３次元形状を導入し、固着

無しモデルを考え、GEONET 観測データから逆解析により推定された豊後水道 L-SSE 領

域上でのすべり速度をデータとして、EnKF により摩擦パラメータ推定とすべりの発展

予測を試みた。2010 年豊後水道 L-SSE を対象とした実験において、L-SSE 領域における

摩擦パラメータ推定および L-SSE 終息時期を含むすべり発展の短期予測に成功した。

これは、実観測データに基づく初めての EnKF 解析成果と言える。 
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(b) 業務の成果 

1）内陸ブロック運動を考慮した海陸地殻変動データに基づく南海トラフカップリン

グ推定の高度化 

近年精力的に観測が進められている GNSS-A データにより、南海トラフ沿いの沖合に

おける変位速度が明らかになっている（例えば、Yokota et al., 2016; Tadokoro et 

al., 2012）。これらのデータを用いたプレート境界面における固着分布の推定も行わ

れているが、先行研究では観測された地殻変動速度の原因としてプレート境界面の固

着のみによると仮定されていることが多い。しかし、西南日本では中央構造線や新潟～

神戸ひずみ集中帯に代表されるように、GNSS データから内陸にもひずみ集中帯が存在

することが明らかになっており、大陸プレートと海洋プレートの間のプレート間相対

運動が南海トラフだけでなく、陸域の断層帯などによっても賄われていることが示唆

されている。そこで、本研究ではブロック断層モデル（例えば、McCaffrey, 2002）を

用いて、西南日本及びその周辺を 14 のブロックに分割し、ブロック運動とブロック間

断層の固着（カップリング）率の同時推定を行った。ブロック分割には、測地データに

よる歪速度分布に加えて、微小地震と活断層の分布を参考にした。その結果、大陸プレ

ートと海洋プレートの相対運動のうち 1/3 は、南海トラフ以外の陸域のブロック境界

で解消されていることが明らかになった。これらの陸域のブロック境界で主要なもの

として、中央構造線と山陰ひずみ集中帯が挙げられ、それぞれ年間約５mm と 10mm の速

度で右横ずれ運動していると推定された。これらの推定結果は、西日本におけるフィリ

ピン海プレートの斜め沈み込みによる前弧スリバーは２つのブロックに分かれていて、

それらの境界が中央構造線と山陰ひずみ集中帯であると解釈できる。また、南海トラフ

沿いの固着率においては、深さ 10－20km 程度の固着率が最大で、それより浅部と深部

では一部を除いて固着率が小さくなることが推定された（図３－９－(３)－④－１）。

深さ 10－20km での固着率については土佐湾や紀伊水道、熊野灘に高い場所があり、そ

の間の領域では比較的固着率が低い場所も推定された。固着率の高い場所は、1944 年

東南海地震と 1946 年南海地震のアスペリティに対応し、固着率の低い場所は、過去の

巨大地震のセグメント境界に概ね対応している。 

 

2）MCMKF（モンテカルロ混合カルマンフィルタ）によるすべり推定（東海 SSE） 

GNSS 等による地殻変動の連続時系列データから SSE のようなプレート境界における

すべり速度の変化を検出する手法としてネットワークインバージョンフィルター

（Segall and Matthews, 1997）が広く用いられているが、急激なすべり速度の変化を

伴うようなすべり現象に対しては、時間方向の平滑化が過度に働いてしまうという弱

点があった。そこで時間方向の平滑化を可変とする改良型のネットワークインバージ

ョンフィルター（モンテカルロ混合カルマンフィルタ、以下 MCMKF）(Fukuda et al., 

2008)を西南日本のプレート境界域の GNSS 観測データに適用し、SSE などのプレート境

界すべりの検出を試みた（図３－９－(３)－④－２、図３－９－(３)－④－３）。東海

地方を対象とした解析においては、継続時間が数年以上で深さが 20－40km 程度で発生

する長期的 SSE に伴うすべりと継続時間が 10 日程度の深さ 30－40km で発生する短期

的 SSE の両方を検出することが出来た。短期的 SSE のすべり速度は、長期的 SSE のす
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べり速度よりも一桁速く、微動を伴って走向方向へのすべり領域が移動する短期的 SSE

のすべりの特徴も GNSS データを用いた推定としては、始めて検出することが可能とな

った。 

 

3）EnKF(アンサンブルカルマンフィルタ）による長期的スロースリップ（L-SSE）断

層域における摩擦パラメータ推定およびすべり発展予測（豊後水道 L-SSE） 

まず、地表 GNSS 観測をデータとして、逐次データ同化手法 EnKF を用いた L-SSE 断

層域での摩擦パラメータおよびすべりの発展予測を目指して、豊後水道 L-SSE を対象

として、双子（数値）実験を行った。安定すべり特性を持つ平面断層領域の中心に半径

35 ㎞の円形速度弱化パッチを置き、その浅部に南海トラフ巨大地震に対応する固着域

を設置する。次に、摩擦パラメータおよび固着レートの値（真値）を調整し、観測され

た豊後水道 L-SSE を再現する GEONET 模擬観測データを作成する。この模擬観測データ

から EnKF により摩擦パラメータ、固着レートおよびすべり発展を逆に逐次的に推定す

る双子実験により、その有効性を確かめた。 

次に、実データ解析を目指して、フィリピン海プレート上面の３次元形状を導入した。

実データ解析の第一歩として、固着域無しのモデル（図３－９－(３)－④－４）を用い、

観測データとして、GEONET データの逆推定による豊後水道 L-SSE 領域のすべり速度（横

井、私信） を使用した。摩擦パラメータのグリッドサーチにより、L-SSE 発生期間中

の円形パッチ内の観測すべり速度とシミュレートされたすべり速度の残差二乗和が最

小となる摩擦パラメータ群を探索・補間し、100 個の初期アンサンブルメンバーを作成

して EnKF 解析を行った。2010 年 L-SSE を対象にした実験で、L-SSE 領域における摩擦

パラメータが収束し、円形パッチ内では観測値を用いて更新されたすべり速度の解析

値が安定して得られた（図３－９－(３)－④－５）。また L-SSE 発生初期での解析値か

らの予報値は観測値と異なるが、L-SSE 最盛期での解析値からの予報値は、終息時期を

含むすべり発展の短期予測に成功していることが分かる。 

 

図３－９－(３)－④－１ 海陸地殻変動データより推定した南海トラフ及び相模トラ

フ沿いのすべり欠損速度分布。網掛けの領域は、推定誤差が 20 mm/yr 以上の領域

（Nishimura et al., 2018）。 
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図３－９－(３)－④－２ プレート境界面で推定された期間（2013－2015 年）のすべ

り分布。赤及び青は、それぞれデトレンド期間に対してすべり速度が増加、減少したこ

とを表す。青、紫、緑の矩形領域は、図３－９－(３)－④－３にすべり量を示した位置

を表す。 

 

 

図３－９－(３)－④－３ プレート境界面で推定されたすべり履歴。色は図３－９－

(３)－④－２の矩形領域に対応する。デトレンド期間(1997－1999 年)の平均地殻変動

を取り除いたデータを用いている。 

 

L-SSE L-SSE 
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図３－９－(３)－④－４ 固着域無しの豊後水道 L-SSE 領域モデル。安定すべり域（A-

B>０）（青）内に L-SSE 域発生円形パッチ（A-B<０）（赤）領域を設定している。 

図３－９－(３)－④－５ 各パラメータの解析値の推移。上段から摩擦パラメータ A、

B-A、L のアンサンブル解析値の推移、円形パッチの中心におけるすべり速度 Vcenter 

の観測値、円形パッチセル内におけるすべり速度の観測値と解析値の残差二乗平均平

方根（RMSE）値の推移を示す。最下段は、観測値、解析値に加えて L-SSE 初期(Ⅰ)およ

び最盛期(Ⅱ)での解析値によるそれ以降の予報値（緑）を示す。 
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(c) 結論ならびに今後の課題 

1）内陸ブロック運動を考慮した海陸地殻変動データに基づく南海トラフカップリン

グ推定の高度化 

陸域・海域のブロック運動を考慮した西南日本の海陸地殻変動データのインバージ

ョンにより、ブロック間相対運動とプレート（ブロック）間カップリングの両者を推定

することができた。陸域のブロック運動を考慮することにより、南海トラフにおけるブ

ロック間相対運動は最大でも 48mm/年程度であり、大陸（アムール）プレートと海洋（フ

ィリピン海）プレートの相対運動の 2/3 程度を賄っているが、中央構造線や山陰ひずみ

集中帯などで、残りの 1/3 程度が賄われていることが示された。よって、現在の測地デ

ータから推定される南海トラフ沿いのすべり欠損速度の最大値は約 44mm/年である。推

定されたカップリング分布と過去の巨大地震のすべり分布を比較すると、過去の大地

震のアスペリティ及びセグメント境界の位置は、それぞれカップリング率が高いまた

は低い場所に対応しており、次の南海トラフ巨大地震のすべり分布も現在のカップリ

ング分布を反映したものになる可能性が高い。なお、南海トラフ近傍での固着率につい

ては、現状の GNSS-A データを用いても推定誤差が大きく、よりいっそうの海底観測の

充実が望まれる。 

 

2） MCMKF（モンテカルロ混合カルマンフィルタ）によるすべり推定（東海 SSE） 

MCMKF を南海トラフ沿いの東海地方や豊後水道周辺域の GNSS データに適用すること

で、プレート境界面で発生する様々な時定数を持つスロースリップ現象の時空間発展

を単一のモデルで推定することに成功した。東海地方においては、21 年間という長期

間の GNSS データを用いることで、2000－2006 年頃と 2013－2015 年の２回の長期的 SSE

（Mw6.6 以上）と多数の短期的 SSE(Mw6.0 程度)のすべりの時間発展を明らかにするこ

とができた。微動を伴う短期的 SSE のすべり速度は微動を伴わない長期的 SSE のすべ

り速度よりも１桁速く、微動の発生条件としてすべり速度が速いことが必要であると

考えられる。２回の長期的 SSE は、大局的な発生場所は似ているが、その規模や継続時

間、すべり速度やすべり領域の移動の有無などのすべり様式は異なっていた。また、先

行研究（例えば Ochi and Kato, 2013）でも示されているように東海地方では長期的

SSE のすべりが短期的 SSE や低周波微動の領域まで入り込んでいることが本研究によ

っても確かめられた。これらの推定結果は、プレート境界の同じ場所でも複雑で多様な

すべり挙動を示すことを示唆しており、このようなすべりの多様性が何に起因するも

のなのか調べていくことが重要である。また、従来の GNSS データを用いた解析手法で

は難しかった長期的 SSE に比べてはるかに規模が小さく継続時間も短い短期的 SSE に

ついても、長期的 SSE と同時に解析することに始めて成功し、短期的 SSE の微小なすべ

りの伝播についても、ある程度規模の大きな(Mw6.0 以上)なものについては推定可能で

あることが示された。よって、本研究によりプレート境界すべりのモニタリング手法と

して、MCMKF が有効であり、今後も準リアルタイムにすべり推定を行うことによってプ

レート境界でのすべり過程を詳細に把握することが可能であることが実証された。こ

のように事業計画通りの成果が得られたと言える。一方で、詳細にすべりを把握するた

めには、プレート境界すべり以外を原因とする地殻変動を補正する重要性も示され、今
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後さらなる解析手法の改良も望まれる。 

 

3）EnKF(アンサンブルカルマンフィルタ）による長期的スロースリップ（L-SSE）断

層域における摩擦パラメータ推定およびすべり発展予測（豊後水道 L-SSE） 

豊後水道 L-SSE を対象に、大気海洋分野で開発された逐次データ同化手法 EnKF によ

り、L-SSE 断層域での摩擦パラメータ推定およびすべり発展予測を行うシステム開発お

よび実データ解析を行った。2010 年豊後水道 L-SSE を対象とした L-SSE 領域における

推定すべり速度データ解析において、L-SSE 領域における摩擦パラメータ推定および L-

SSE 終息時期を含むすべり発展の短期予測に成功した。このように、事業計画通り、EnKF

による L-SSE 域での摩擦パラメータおよびすべり発展予測を行うシステム開発および

実データ解析の初期成果を得ることが出来た。しかしながら、実データ解析を通じて明

らかになった、固着域を含むモデルの検討、真の GEONET 観測データの使用、不均質摩

擦モデルの検討が、開発したシステムの実用化に必要な項目になる。 
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3.10 震源モデル構築・シナリオ研究 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「震源モデル構築・シナリオ研究」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学地震研究所 

災害科学系研究部門 

教授 

特任助教 

古村孝志 

原田智也 

東京大学地震研究所 

計算地球科学研究センター 

教授・センター長 市村 強 

国立研究開発法人理化学研究所 非常勤研究員 平原和朗 

名古屋大学大学院 

環境学研究科 

准教授 橋本千尋 

京都大学大学院工学研究科 教授 福山英一 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 センター長 

技術研究員 

堀 高峰 

今井健太郎 

東京大学大学院理学系研究科 准教授 安藤亮輔 

京都大学 

防災研究所 

教授 

准教授 

准教授 

岩田知孝 

関口春子 

浅野公之 

東北大学災害科学国際研究所 教授 

准教授 

今村文彦 

蝦名佑一 

東京大学地震研究所 

数理系研究部門 

助教 大谷真紀子 

 

(c) 業務の目的 

南海トラフの過去地震の震源再解析に加え、国内外を含む他の地震発生帯での巨大地

震の震源解析、並びに地震発生シミュレーションの結果等を参考にして、南海トラフで発

生する巨大地震の震源特性と連動様式の一般化（レシピ）を図る。また、津波堆積物や津

波石の移動を考慮した津波シミュレーション法を開発し、周辺諸国を含めて古文書等の

記録を集めることにより、データが少ない過去地震の震源過程を評価する。 

強震動・津波シミュレーション法の大規模並列化を進め、高分解能・広帯域化するとと

もに、プレート詳細形状・物性モデルと高分解能地殻・堆積層モデルを結合した高分解能

地下構造モデルを構築して、巨大地震シナリオの高度なハザード評価を行う。震源や地下

構造モデルの不確定性と地震シナリオの不確実性（多様性）に伴う短周期強震動と長周期

地震動の予測のバラツキを適切に評価し、防災に資することのできる実用的なハザード

評価を行う。史料調査や津波調査等に基づき、過去の南海トラフ地震の震源モデルと津波

波源モデルを明確化して、次の南海トラフ地震のシナリオ作りに反映させるとともに、南

海トラフ地震と南西諸島海溝地震の連動可能性や、相模トラフの地震や日本海溝の地震
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との最大連動の可能性、こうした地震津波による広域津波についての評価も行う。 

 

(d)７か年の年次実施業務の要約 

平成 25～26 年度: 

日本列島広域構造モデルを開発し、データに整合するようパラメータを推定した。

過去の地震とその後の粘弾性応答を考慮した応力・強度分布の推定手法を構築した。

津波に伴う土砂移動を評価できる津波浸水計算コードを開発した。プレート形状と

三次元地殻・堆積層構造モデルを整備して、近年の大地震の強震動・長周期地震動

生成メカニズムを検証するとともに、地震動・津波シミュレーションの高精度化・

広帯域化を行った。 

平成 27～28 年度： 

平成 27 年度には、日本列島広域構造モデルを大地震発生前後の内陸地震の活発

化問題に適用するため、日本列島規模の地殻粘弾性モデルの整備と、三次元有限要

素法に基づく大規模並列シミュレーションコードを開発した。堆積層の精緻化によ

り高精度化・広帯域化した強震動・津波シミュレーションと、昭和東南海・南海地

震及び安政東海・南海地震の史料詳細解析から推定した震度・地殻変動・津波デー

タに基づいて、南海トラフの過去地震の震源過程の再評価を進めた。連動の多様性

を含む地震発生シナリオを提案するために、動的破壊過程を含めた地震発生サイク

ルシミュレーション手法を整備した。これらの成果に基づき、最大クラスを含む震

源モデルのレシピ化と、日向灘地震等による誘発条件を検討した。超巨大地震の発

生可能性の検討に向け、津波堆積物シミュレーションを用いたトラフ軸付近を含む

過去の超巨大地震の波源推定の有効性を示した。 

平成 28 年度には、日本列島規模の 100 億自由度の大規模地殻モデルを整備し、

これを用いた弾性・粘弾性解析有限要素法コードの高速化を図るとともに、東北地

方太平洋沖地震の地殻変動計算結果と観測との比較から、南海トラフ地震への適用

可能性を確認した。南海トラフ地震発生サイクルの高度化に向けて、粘弾性モデル

の導入を進めるとともに、大地震発生前のプレート境界のプレートすべり遅れの蓄

積状態の違いによる、大地震の発生・拡大過程を検討した。さらに、2016 年４月１

日に発生した紀伊半島沖地震（Mjma6.5）後の推移シナリオを検討した。南海トラフ

巨大地震モデルのレシピ化と最大級の地震の明確化に向け、不均質強震動生成モデ

ルを提案し、東北地方太平洋沖地震の強震動生成が良く説明できることを確認した。

強震動評価に広帯域 Q モデルを新規導入し、長周期地震動シミュレーションにより

震源モデルの多様性が強震動・長周期地震動のバラツキに与える影響を定量評価し

た。過去の南海トラフ地震の震源像の明確化のための基礎資料として、1707 年宝永

地震、1854 年安政東海・南海地震の震度情報を収集してデータベース化した。 

平成 29～30 年度： 

平成 29 年度には、南西諸島海溝から南海トラフを含めた日本列島の詳細な地殻・

マントル構造モデルを用いた、粘弾性地殻変動解析モデルと解析手法を整備し、構

造の曖昧さを考慮した巨大地震発生時・発生後の地殻変動解析を行うとともに、こ

れを用いた震源シナリオ推定のためのグリーン関数データベースを構築した。スペ



528 

 

クトル要素法を用いた不均質媒質中での動的破壊を含む地震サイクルシミュレー

ションコードを開発し、実用計算に向けた高速計算手法の導入を進めた。GEONET デ

ータを用いたインバージョン解析からプレート境界のすべり遅れ分布を求め、昭和

南海地震以降のすべり遅れ蓄積分布を推定して、次の南海トラフ地震の地震発生シ

ナリオを破壊伝播特性の多様性を含めて検討した。2016 年三重県沖地震の発生過程

と余効変動の伝播特性をシミュレーションから再現するとともに、中規模（M7 級）

地震から南海トラフ巨大地震に発展するまでの地震シナリオを検討した。南海トラ

フ巨大地震の強震動・長周期地震動の高度評価に向けて、強震動生成域（SMGA）内

に不均質性を与えたモデルを開発して大阪平野の強震動評価を行うとともに、関東

平野における長周期地震動の生成要因を観測データ解析と地震動シミュレーショ

ンから検討した。昭和東南海地震・南海地震、1945 年三河地震、1948 年福井地震の

アンケート震度分布から地震の不均質断層モデルを推定し、南海トラフの過去地震

とこれと前後する内陸地震の震源シナリオを詳細に検討した。史料調査と現地調査

に基づき、安政東海・南海地震の波源域の広がりを明確化した。 

平成 30 年度には、南西諸島海溝を含む南海トラフまでの日本列島３次元広域プ

レート構造モデルの整備を継続して進め、プレート境界での歪みの蓄積状態に基づ

き、想定される巨大地震の震源モデル(地震シナリオ)を構築した。これに基づく強

震動・津波・地殻変動シミュレーションから地震・津波ハザードを評価した。また、

史料調査に基づいて、昭和東南海・南海、及び安政東海・南海地震の震源域・波源

域を明確化し、２つの地震の共通性・相補性を明確化して、過去の南海トラフ地震

の震源像と地震発生シナリオを改訂した。粘弾性を考慮した広域構造モデルでの地

殻変動解析・データ同化手法の開発を平成 29 年度に継続して進め、その高度化に

不可欠な海底地形やプレート形状、固着パラメータ等の要件と、将来のリアルタイ

ム海底地殻変動観測の効果を検討した。 

平成 31 年度（令和元年度）： 

本研究で進めた地震発生サイクルシミュレーション、史料・津波堆積物調査、海

域構造探査、そして海陸地殻変動観測結果に基づいて、南海トラフ巨大地震の発生

履歴・連動性を総括した。現在のプレート固着状態と、昭和東南海・南海地震以降

の応力蓄積状況の推定に基づいて、次に起きうる可能性の高い地震発生シナリオ・

震源モデルを明確化し、この地震による強震動と津波ハザードを、バラツキの幅を

含めて評価した。 

また、本研究成果を踏まえ、地震発生直後の震源域の詳細把握、強震動・津波浸

水・地殻変動等による被害即時推定、そして大規模余震・誘発地震の発生可能性と

その地震ハザードを、リアルタイム観測と高速計算に基づき即座に把握する、新た

な応急対応・防災システムの実現可能性について、今後５〜10 年を見越した将来展

望を示した。 

 

(e)平成 31 年度（令和元年度）業務目的 

本研究にて整備した、南海トラフ域を含む日本列島３次元プレート構造モデルを用い

て、昭和東南海・南海地震発生以降、現在までのプレート境界の応力の蓄積状態に基づ
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き、可能性の高い南海トラフ巨大地震震源モデルを提示する。このモデルに対し、地震

発生の動的シミュレーションに基づいて、地震ハザードを評価する。史料調査により得

られた、昭和東南海・南海地震、及び安政東海・南海地震の震源モデルと地震・津波・

地殻変動被害に関わる研究成果を総括し、昭和と安政の地震の関係を明確化して、次に

起きる可能性の高い震源モデルと地震発生シナリオを提示する。プレート境界モニタリ

ングシステムの実現に向け、粘弾性の影響を考慮した日本列島広域地殻変動解析結果と

観測データを同化するシステムを整備する。 

 

(2) 平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 日本列島粘弾性モデル構築とその応用 

(a) 業務の要約 

震源シナリオ研究の高度化として、日本列島規模の大規模地殻モデルにおける弾性・

粘弾性応答の解析のための有限要素法コードの改良と、地殻構造・物性の曖昧さを考慮

可能な地殻変動解析手法の開発を行った。地殻構造・物性の曖昧さを考慮した巨大地震

発生前、発生時、及び発生後の地殻変動を解析できるように開発した。また、観測デー

タと粘弾性不均質構造での地殻変動解析との融合をすすめるため、データ同化アルゴ

リズムを導入した。 

 

(b) 業務の成果 

従来、地殻変動計算では半無限均質、水平成層構造などが仮定されてきたが、地殻

構造の単純化は計算結果に無視することのできない影響を与える場合があることが最

近の研究で明らかとなっている。そのため、地殻の不均一性を考慮した、有限要素法

などによる計算が望ましいとされている。また、近年では地殻変動観測網も整備され

ており、このような計算に利用することのできる観測データが蓄積しつつある。以上

のような背景から、これらの高分解能の地殻構造・地殻変動観測データを用いた地殻

変動解析が望ましいと考えられている（Ichimura et al., 2016）。一方で地殻変動計

算は対象領域が広く、地殻構造データが 1km 分解能で利用可能であることを考慮に入

れると、想定される自由度はおよそ百億以上になる大規模な計算となる。このような

大規模な計算を可能とするため、GPU を用いた地殻変動弾性解析用の非構造格子有限

要素ソルバーを開発してきており、ハードウェアに適したアルゴリズムを開発するこ

とによって大規模問題を高速に解くことが出来ることを示してきた（Yamaguchi et 

al., 2017 など）。今年度は上記の有限要素ソルバーに対して、観測データとシミュレ

ーションの融合をすすめるため、データ同化アルゴリズムを導入し、基礎検討として

十勝沖地震の toy problem を解くことでその有効性を確認した。なお、データ同化で

は多くの順解析を行う必要があるため、順解析のさらなる効率化のために、有限要素

メッシュの再分割などの有限要素解析自体の開発も行った。 

GNSS(Global Navigation Satellite System)や日本海溝海底地震津波観測網（S-net）

などの地殻変動観測データと高詳細な三次元地殻構造を用いた上記有限要素ソルバー

により、粘弾性によって生じる応力緩和を有限要素法によって評価しつつ、観測デー

タと整合する地震すべり量の空間的・時間的な関数をデータ同化により求める。ここ
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では、地殻を線形粘弾性体とし、観測データから断層面上での地震すべりの時空間分

布を求める。高詳細三次元地殻構造モデルを用いた単位すべりに対する多数のグリー

ン関数を計算し、これを用いて地震すべりの時空間分布と観測データを結ぶ状態空間

モデルを構成する。なお、観測情報量やモデルの不確実性などによる解析の不安定さ

を回避するため、従来研究と同様に、すべり分布に対して滑らかになるように拘束を

かけることとした。これらのもとで、アンサンブルカルマンフィルタに基づく推定を

行った。 

適用例として北海道十勝沖を対象とした toy problem において本手法の性能評価を

行った。Toy problem では、北海道十勝沖の三次元地殻構造有限要素モデルを構築し、

過去の地震すべりを参考とした図３－10－(２)－①－１の参照解地震すべりをプレー

ト間に設定し、これを用いた順解析を行うことで模擬観測データを作成した。なお、

2003 年十勝沖地震の震央を原点として、-1400 km ≦ x ≦ 1400 km、-1400 km ≦ y 

≦ 1400 km、-1000km ≦ z を対象領域として有限要素モデルを構築している。また、

すべりの推定範囲として-150 km ≦ x ≦ 150 km、-150 km ≦ y ≦ 150 km を想定

し、基底関数 92 個に対するグリーン関数を有限要素法によって評価した。地表面変位

の観測地点としては、北海道から東北地方までの GNSS の観測点 202 箇所の x，y，z 方

向の 3 自由度および S-net の観測点 150 箇所を用いる。なお、この三次元地殻構造有

限要素モデルの粘弾性挙動の解析コストが膨大であり、このような解析を行うことが

従来は難しいとされてきたが、高速大規模有限要素解析手法を用いることでこの課題

を克服している。本手法により推定された地震すべりを図３－10－(２)－①－１に示

す。参照解である図３－10－(２)－①－１と比較して、良好な結果が得られているこ

とが分かる。  

図３－10－(２)－①－１ 高詳細三次元地殻モデル内の十勝沖地震の震央近傍のプレ

ート間に設定された参照解地震すべりの変位ノルム（左図）及び、この参照解地震す

べりを用いて設定された観測データと高詳細三次元地殻モデルを用いた有限要素解析

を用いたデータ同化により推定された地震すべりの変位ノルム（右図）。レジェンドの

単位は m。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 観測データにより推定された複雑な三次元不均質地殻構造を用いた地殻変動解析の

解析コストは膨大であるため、従来の地殻変動解析では半無限媒体近似などにより簡
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単化された地殻構造が用いられてきている。観測データをより有効活用していくため

に、この膨大な解析コストを軽減した地殻の弾性・粘弾性応答の解析のための有限要

素法コードの改良と、地殻構造・物性の曖昧さを考慮可能な地殻変動解析手法の開発

をこれまで行ってきた。本年度はこれらの解析手法にデータ同化アルゴリズムを組み

合わせることで、観測データとシミュレーションの融合をすすめるための基礎検討を

行い、その有効性を確認した。今後は、観測データと高詳細地殻モデルを用いた震源

シナリオ研究の高度化・プレート間モニタリングシステム実現のために、地殻構造の

曖昧さを考慮するためなどの順解析コストを抑制するための有限要素解析開発、より

効率的に観測データと粘弾性不均質構造での地殻変動シミュレーションの融合を進め

るためのデータ同化アルゴリズムの開発を進めるとともに、実問題において適用性を

検証していく必要がある。  

 

(d) 引用文献 

Ichimura, T., R. Agata, T. Hori, K. Hirahara, C. Hashimoto, M. Hori, and Y. 

Fukahata, An elastic/viscoelastic finite element analysis method for 

crustal deformation using a 3-D island-scale high-fidelity model, 

Geophysical Journal International, 206, 114-129, 2016. 

Yamaguchi, T., K. Fujita, T. Ichimura, T. Hori, M. Hori, and L. Wijerathne, 

Fast Finite Element Analysis Method Using Multiple GPUs for Crustal 

Deformation and its Application to Stochastic Inversion Analysis with 

Geometry Uncertainty, Procedia Computer Science, 108C, 765-775, 2017. 

 

② 地震サイクル計算手法の高度化 

(a) 業務の要約 

昨年までに非線形粘弾性媒質中での地震サイクル計算の準備として、非弾性ひずみ

を等価外力として扱うことで粘弾性媒質の効果を弾性体中のひずみ−応力グリーン関数

を用いて考慮する（Barbot and Fialko, 2010）の方法（Barbot 法と略）に H 行列法

（Hackbush, 1999）を適用した高速計算法を構築した。本年度は、本手法を用いて非線

形粘弾性媒質・不均質粘性構造を仮定した場合の粘弾性変形の計算を行った。 

 

(b) 業務の実施方法 

従来の境界要素法を用いた手法（例えば、Fukahata and Matsu’ura（2006））では均

質線形な粘弾性媒質しか扱うことができなかったが、地震直後の余効変動等では特に

非線形粘弾性の効果が効くことが指摘されている。Barbot 法では非弾性媒質領域を任

意の大きさの立方体や四面体セルに離散化し、ある時刻に各セルの非弾性ひずみが作

り出す応力場を、弾性体中のひずみ−応力関係を示す関数式（Barbot et al.，2017）を

用いて(グリーン関数) ×(非弾性ひずみ)の形で表す。各セルの非弾性ひずみの発展は

計算された応力と媒質の任意の構成則で決定され、非線形粘弾性媒質を扱うことがで

きる。また粘弾性領域を離散化するので、粘性構造の空間不均質を考慮することができ

るのも Barbot 法の利点である。本年度は本手法を用いて、地震直後に重要となる非線
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形粘弾性体・不均質な粘性構造を考慮した三次元モデルを仮定し地震後の粘弾性変形

の時間発展の計算を行った。 

 

(c) 業務の成果 

 厚さ 50 km の海洋プレートが、厚さ 50 km の大陸プレートの下へ角度 15°で沈み込

む三次元モデルを考える(図３－10－(２)－②－１: strike(x1)方向の断面)。プレー

トは弾性としてふるまうとし、海洋プレート下(海洋マントル)と海洋プレートと大陸

プレートの間の領域(マントルウェッジ)が、断層直下を中心に strike 方向に 800 km

の領域が粘弾性体であると仮定した。このとき、プレート境界にある断層(100 km × 

150 km)ですべり量 2.8 m の M8.0 地震が発生した後の粘弾性変形の時間発展を求め

た。 

 東北地方太平洋沖地震後の地殻変動解析から、プレート直下の粘弾性領域は非線形

な Burgers レオロジーに従って時間発展することが指摘されている(Agata et al., 

2019；Muto et al., 2019)。本研究はこれに習い、非弾性ひずみを εi = εi
M (定常

的転移クリープと拡散クリープによる成分) + εi
K (transient な転移クリープによる

成分)とした。また、全領域で温度は 1000 度と仮定し、その他の変動を支配する物性

パラメータ値は（Muto et al., 2019）と同様である。マントルウェッジは海洋マント

ルよりも含水率が高く、本研究で設定した粘弾性領域はこの含水率の違いによる不均

質粘性構造を考慮したものになっている。 

 地震発生から 50 日後及び 100 日後の有効粘性率を図３－10－(２)－②－１に示す

(εi
M に係る有効粘性率 ηM

eff [Pa･s]の分布)。有効粘性率は断層に近いところほど低

く、また地震から時間が経つほど大きくなる様子が分かる。また地震後 100 日間の累

積非弾性ひずみ εi (図３－10－(２)－②－２) は、断層に近い位置で局所的に大き

い。均質線形粘弾性変形を仮定した場合にはこのような分布は得られず、変形はより

広域に広がる。これは地震による応力変化の大きい断層近傍で他の領域に比べて粘性

が下がり、より変形が進むからである。 

 

 

図３－10－(２)－②－１ 地震後 (a) 50 日後 (b) 100 日後の有効粘性率 ηM
eff 分布の
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x1 方向に垂直な断面。 

 

 

図３－10－(２)－②－２ 地震後 100 日間の累積非弾性ひずみ εi のうち (a) x1x2 成

分及び(b) x2x2 成分の x1 方向に垂直な断面。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

昨年までに構築した、Barbot 法に H 行列法を適用して高速化を図った非弾性変形計

算手法を用いて、三次元非線形粘弾性媒質・不均質粘性構造を仮定した場合の地震後粘

弾性変形の時間発展が計算できることを確認した。粘弾性応答を考慮した地震発生サ

イクルシミュレーションへの適用に向け、どのような規模のモデルが実用的に計算可

能かを調べる必要がある。 
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Coupled afterslip and transient mantle flow after the 2011 Tohoku 

earthquake, Science advances, 5(9), eaaw1164, 2019. 

 

 ③ 南海トラフ地震発生サイクルの再現・モデル検証 

(a) 業務の要約 

 Hashimoto et al.（2014）が開発した地震発生サイクルシミュレーションシステムを

用いて、南海・東南海複合地震発生域の断層構成関係パラメーター分布の検討を行なっ

た。Aochi and Matsu'ura（2002）のすべりと時間に依存する断層構成則に基づき、地

震発生域のパラメーターの値や分布を変えた２通りのモデルを設定して、各モデルにつ

いて、準静的テクトニックローディングのシミュレーションを実施した。南海及び東南

海の両地震発生域の最大ピーク強度を同程度に高く（～４MPa）設定したケースでは、

典型的な地震発生サイクル間隔に相当する経過時間では、東南海域の固着域のパターン

は時間と共に大きく変化しない。準静的なフレームワークで全地震発生域に突然の大き

なすべりを許して求めた解は、南海地震に相当するすべりのピークの他に、東南海地震

に相当するすべりのピークが再現される。東南海域のピーク強度のみをより低く設定し

たケースでは、東南海域の固着域のパターンは時間と共に大きく変化する。本業務の成

果に基づき、今後、地殻変動データの時系列解析などを用いて、固着域パターンの変化

を詳細に検討することにより、南海・東南海複合地震発生域の断層構成関係パラメータ

ー分布の制約条件を検討することが可能になると考えられる。 

 動的破壊伝播シミュレーションによる地震破壊可能性の評価を効率的に行なうため

に、準静的テクトニックローディングのシミュレーションにより与えられた初期条件か

ら破壊開始の可否・地震の規模を推定する手法を検討した。その結果、事前に推定した

断層構成則から予測される Gc(臨界破壊エネルギー)と初期応力分布から推定される準

静的すべり量分布から予測される G(破壊エネルギー)を震源核生成領域(nucleation 

zone)周辺において計算し、G-Gc を評価することで、破壊が広がり巨大地震へと成長し

ていくか、破壊成長ができずに小地震として終わってしまうかの評価を行った。その結

果、G-Gc は nucleation zone 近傍における破壊伝播速度の加速と良い相関があり、G-Gc

を適切に評価することで、巨大地震の発生可能性を評価できる可能性があると考えられ

る。 

 

(b) 業務の実施方法 

 Hashimoto et al.（2014）が開発した地震発生サイクルシミュレーションシステム

は、地震発生の物理に基づき地殻応力状態の時間発展を再現するための理論的なフレ

ームワークを与える。これを用いることにより、適切な断層摩擦特性の設定の下で、或

る時点の応力状態を推定し、次ステップの地震発生シナリオを生成することが可能で

ある。Hashimoto, Urata, and Fukuyama（2017）、Urata, Fukuyama, and Hashimoto

（2017）は、準静的テクトニックローディングシミュレーションから得られた応力状態

と断層構成関係を初期条件・境界条件とする動的破壊伝播シミュレーションにより、任

意の時点での地震破壊可能性を評価する手法を開発し、地震発生シナリオ生成の試行
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を可能にした。 

 以上の地殻応力状態の時間発展を再現するフレームワークでは、過去のすべり履歴

を整合的に再現し得る断層摩擦特性の設定が重要な課題である。今年度は、昨年度まで

の研究成果を踏まえて、これまで検討した南海域に、東南海域を加えた複合地震発生域

の断層構成関係パラメーター分布の検討を行なった。Aochi and Matsu'ura（2002）の

すべりと時間に依存する断層構成則に基づき、地震発生域のパラメーターの値や分布

を変えたモデルを設定して、各モデルについて、準静的テクトニックローディングのシ

ミュレーションを実施した。また、動的破壊伝播シミュレーションによる地震破壊可能

性の評価を効率的に行なうために、準静的テクトニックローディングシミュレーショ

ンにより与えられた初期条件から、破壊開始の可否・地震の規模を推定する手法を検討

した。 

 

(c) 業務の成果 

 今年度の業務実施の結果、以下の成果を得た。 

（１）南海・東南海複合地震発生域の摩擦特性とすべり遅れレート分布の時間変化を調

べるために、Aochi and Matsu'ura（2002）のすべりと時間に依存する断層構成則の基

本的なパラメーターである，，c の値や分布を変えたモデル（Case 2019-１及び Case 

2019-２）を設定し、各モデルについて、準静的テクトニックローディングのシミュレ

ーションを実施した。図３－10－(２)－③－１に、南海及び東南海の両地震発生域の最

大ピーク強度を同程度に高く設定した場合（Case 2019-１）のすべり遅れレート分布の

スナップショットを示す。ここでは、地震発生直前の最大ピーク強度を 4MPa 程度にな

るように設定している。南海域のすべり遅れレート分布は、基本的に、南海域単独です

べり遅れが進行している場合の結果（昨年度成果報告書 Case 2018-１を参照）と同様

のパターンになり、その時間変化もほぼ同様になる。Case 2019-１では、東南海域でも

すべり遅れが進行する。東南海域のピーク強度が南海域と同程度に高くなるように設

定されているため、この地域の典型的な地震発生サイクル間隔に相当する経過時間で

は、固着域のパターンは大きく変化しない。一連のスナップショットの右端のパネルは、

準静的なフレームワークで全地震発生域に突然の大きなすべりを許して求めた解であ

る（大地震の最終すべり分布に相当する）。このケースでは、南海地震に相当するすべ

りのピーク（西側の二つのピーク）の他に、東南海地震に相当するすべりのピーク（東

側のピーク）が再現される。 
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図３－10－(２)－③－１ 準静的テクトニックローディングシミュレーションによる

南海・東南海域のすべり遅れレート分布の時間発展。右端のパネルのみ、地震時の 

すべり量を表わす。すべり遅れレートのスナップショットに於いて、地震間の青コン 

ターはすべり遅れレート、赤コンターはすべり過ぎレートを表わす（１cm/yr 間隔）。 

地震時（０+ yr）の赤コンターは、すべり量を表わす（0.5 m 間隔）。 

 

 Case 2019-１に比べて、東南海域のピーク強度をより低く設定した場合（Case 

2019-２）のすべり遅れレート分布のスナップショットを、図３－10－(２)－③－２に

示す。このケースでは、構成関係パラメーター分布は、南海域については、Case 

2019-１と同様に、地震発生直前の最大ピーク強度を４MPa 程度になるように設定し、

一方、東側に位置する東南海域については、最大ピーク強度が低くなるように設定し

ている。このケースでも、南海域のすべり遅れレート分布は、基本的に、Case 2019-

１と同様のパターンになり、その時間変化もほぼ同様になる。しかしながら、東南海

域のすべり遅れレート分布は、時間と共に大きくそのパターンが変化する。また、地

震発生域全域に突然の大きなすべりを許して求めた準静的な解（大地震の最終すべり

分布に相当する）は、Case 2019-２についても、Case 2019-１と同様に、南海地震に

相当するすべりのピーク（西側の二つのピーク）の他に、東南海地震に相当するすべ

りのピーク（東側のピーク）が再現される。しかしながら、東南海域に於けるすべり

量は、Case 2019-１のケースと比べて小さい。 
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図３－10－(２)－③－２ 準静的テクトニックローディングシミュレーションによる

南海・東南海域のすべり遅れレート分布の時間発展。右端のパネルのみ、地震時のすべ

り量を表わす。すべり遅れレートのスナップショットに於いて、地震間の青コンターは

すべり遅れレート、赤コンターはすべり過ぎレートを表わす（１cm/yr 間隔）。地震時

（０+ yr）の赤コンターは、すべり量を表わす（0.5 m 間隔）。 

 

（２）準静的テクトニックローディングのシミュレーションにより与えられた初期条

件から破壊開始の可否・地震の規模を推定するために、(１)で得られた地震間すべり遅

れ分布の時間発展モデルによって得られた、初期応力分布と断層破壊構成則を用いて、

初期クラックから破壊が不安定すべりへと成長するかどうかの検討を行った。まず、

Uenishi & Rice (2003)を使って初期クラックの大きさを設定し、初期クラックの少し

外側において、臨界破壊エネルギーGc と破壊エネルギーG の計算を行った。Gc は(１)

で得られた断層破壊構成速より直接求めた。G は、初期クラックが準静的に断層破壊構

成則に従いすべりを生じると仮定し、初期クラック内のすべり量分布の推定を行った。

さらに、そのすべり分布によって生じる初期クラック外側の応力変化量を求め、初期応

力分布を考慮し、G の推定を行った。このようにして G-Gc の値を求めた。G-Gc と破壊

成長が起こって巨大地震へと成長するか否かの評価を行うために、(１)によって得ら

れた初期応力分布と断層破壊構成則を用い、動的破壊伝播シミュレーションの計算を

行い、シミュレーションによって得られた破壊伝播速度をもちいて、G-Gc が破壊が成

長するか否かを事前に判断する指標となりうるかどうかの検討を行った。その結果、G-

Gc と破壊伝播速度の加速との間には良い相関があり、G-Gc が事前に評価できれば、破

壊が開始したのち、地震が巨大地震へと発展していくのか、小地震で終わるのかの良い

指標となることがわかった。 
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図３－10－(２)－③－３ プレート境界の初期応力分布と摩擦構成関係の条件の下

で、地震断層の破壊開始の可否と最終的な地震の規模を推定する試み。３D 動的破壊

伝播シミュレーション結果（右上）を初期値として初期破壊域周辺での滑り量を求め

（左下）、それが引き起こす周囲の応力強度が破壊強度を超えると大地震へと破壊が進

展する（右下）。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 Hashimoto et al.（2014）が開発した地震発生サイクルシミュレーションシステム

を用いて、南海・東南海複合地震発生域の断層構成関係パラメーター分布の検討を行

なった。Aochi and M. Matsu'ura（2002）のすべりと時間に依存する断層構成則に基

づき、地震発生域のパラメーターの値や分布を変えたモデル（Case 2019-１及び Case 

2019-２）を設定して、各モデルについて、準静的テクトニックローディングのシミュ

レーションを実施した。南海及び東南海の両地震発生域の最大ピーク強度を同程度に

高く設定したケース（Case 2019-１）では、典型的な地震発生サイクル間隔に相当す

る経過時間では、東南海域の固着域のパターンは時間と共に大きく変化しない。準静

的なフレームワークで全地震発生域に突然の大きなすべりを許して求めた解（大地震

の最終すべり分布に相当する）は、南海地震に相当するすべりのピーク（西側の二つ

のピーク）の他に、東南海地震に相当するすべりのピーク（東側のピーク）が再現さ

れる。これらの結果について、昨年度までに開発した、動的破壊シミュレーションを

用いて地震発生シナリオを生成する手法を用いることにより、任意の時間ステップ毎

に、地震破壊は何処から始まり得るか、開始した破壊は伝播し得るか、破壊はどのよ

うに伝播するか、破壊はどこまで広がるか、等の議論を定量的に行なうことが可能で

ある。東南海域のピーク強度のみをより低く設定したケース（Case 2019-２）では、

東南海域の固着域のパターンは時間と共に大きく変化する。今後、地殻変動データの
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時系列解析などを用いて、固着域パターンの変化を詳細に検討することにより、南海・

東南海複合地震発生域の構成関係パラメーター分布の制約条件を検討することが可能

になると考えられる。 

 動的破壊伝播シミュレーションによる地震破壊可能性の評価を効率的に行なうため

に、準静的テクトニックローディングのシミュレーションにより与えられた初期条件

から破壊開始の可否・地震の規模を推定する手法を検討した。その結果、G-Gc の値を

推定することにより、地震が小地震で終わるのか大地震へと成長していくのかを事前

に推定できることがわかった。この知見によって、地震シナリオの作成において、巨

大地震に成長する場合の条件を事前に与えることができるため、長大な計算をする必

要がなくなり、シナリオ作成を非常に効率的に行うことが出来るようになった。 
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④ 地震発生シナリオの評価 

(a) 業務の要約 

南海トラフの西端に位置している日向灘では近年、スロー地震や M５－６の地震が発

生するなど、地殻活動が活発である。例えば、日向灘から豊後水道にかけて長期的スロ

ースリップイベント(L-SSE) が繰り返し発生している。最近では 2018－2019 年に発生

した。その updip 側では、2019 年３月と５月に M5.4－6.3 の地震が５回発生した。と

もに、過去の M７前後の地震（３月の地震は 1970 年の地震、５月の地震は 1996 年 10

月の地震）の震源域とほぼ同じエリアで発生したと見られる(図３－10－(２)－④－１)。

将来の大地震の震源域となりうる強く固着した領域の端では、応力集中が生じやすい。

それまで比較的静穏であった領域で地殻活動が活発になってきたということは、それ

まで強く固着していた領域で固着がはがれてきていることを示唆している。つまり、そ

の付近で大地震発生が近くなっている可能性がある。そこで本年度は、南海トラフおよ
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び日本海溝での地震発生サイクルシミュレーションの先行研究で得られた知見に加え

て、新たなモデルで得られた結果をもとに、日向灘におけるプレート固着の現状や今後

起こりうるシナリオについて検討した。 

 

 

図３－10－(２)－④－１ 日向灘周辺における過去数十年間の長期的スロースリップイベ

ント（L-SSE）とこれに前後して発生した M7 級の地震活動及びこれに伴う地震余効変動の

時空間分布のまとめ。 

 

(b) 業務の実施方法 

摩擦パラメータ A（= aσ）、B（= bσ）、L（特徴的すべり量）について、過去の地震

の震源域やスロースリップイベントの震源域、地殻変動観測から得られる知見などを

参考に空間分布を仮定して、地球シミュレータを用いた地震発生サイクルのフォワー

ド計算によって行う。フォワード計算では、プレート境界で発生する地震の繰り返しを、

プレート相対運動からのずれの蓄積と解放過程としてモデル化する（例えば、Rice, 

1993）。プレートの相対運動に起因するすべりによって生じる準動的近似でのせん断応

力変化と、強度の変化に伴うすべりの時空間変化を計算する。プレート境界面の摩擦は、

すべり速度・状態依存摩擦則（Dieterich, 1979）に従うと仮定し、断層の構成則は

Nakatani（2001）に従うと仮定した。強度の時間発展則には、slowness（aging）law

（Dieterich, 1979、Ruina, 1983）を用いた。地震波の放射によるエネルギーの減衰を

準動的に近似する項（ダンピング係数）は、小さめの値を仮定した（Nakata et al., 

2016）。摩擦パラメータの空間分布は、階層アスペリティモデルに従い、A-B<０かつ小

さな L の領域内に、地震の震源域や SSE 発生域として、さらに不安定な領域を与えた。 
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日向灘単独で起きうる大地震としては２タイプある。約 200 年に１回の頻度で発生

している M7.5 以上の地震（1662 年・1968 年）と、10 数年－数 10 年間隔で発生してい

る M７前後(6.7－7.2)の地震（1970 年・1996 年など）である (図３－10－(２)－④－

１)。先行研究 (Nakata te al., 2014; Hyodo et al., 2016)により、1968 年の地震の

震源域を含む日向灘北部は、南海トラフで発生する M>8 地震震源域を誘発する可能性

や、震源域に含まれる可能性も示唆されている。一方、1662 年の地震の震源域を含む

日向灘南部は、2011 年東北地方太平洋沖地震前の状況との類似点もみられる。従って、

これまでに南海トラフ (Nakata et al., 2012, 2014; Hyodo et al., 2016)や日本海

溝で構築したモデル (Nakata et al., 2016)を参考に、摩擦パラメータの空間分布を

仮定した（図３－10－(２)－④－２）。簡単のために、200 年に１回の頻度で発生する

M7.5 以上の地震と、一回り規模が小さく繰り返し間隔も短い M７前後の地震を１つず

つモデルに組み込んだ。日向灘北部と南部の M７前後の地震を一つの不安定パッチで代

用し、豊後水道 SSE のパッチに関してはパラメータ調整を行わず、日向灘の SSE はモデ

ルに組み込まなかった。 

 

 

図３－10－(２)－④－２ 計算に用いた摩擦パラメータの例。 
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(c) 業務の成果 

図３－10－(２)－④－３に得られたシナリオの例を示す。まず、日向灘南部で M6.4

の地震が 69 年間隔で発生した。その７年後、日向灘北部で M>７の地震が発生した。そ

の 4.3 年後に日向灘南部で発生した M6.4 の地震は、同じ場所での繰り返し間隔が 12 年

と短いことから、北部での M>７地震に誘発されたともみなせる。しかし、これらの地

震が次の大地震を誘発することはなく、86 年後に南海トラフ地震が発生した。この 22

分後に日向灘北部でも、地震性すべりが発生した。このように、日向灘北部における M>

７の地震が、必ずしも南海トラフ地震を誘発するわけではないといえる。誘発されるか

どうかは、南海トラフ地震震源域の固着状態に影響を受けていると考えられる。 

 

 

図３－10－(２)－④－３ 得られたシナリオの例。日向灘北部の地震が南海トラフ地

震を誘発しない場合。すべり速度分布を色分けして示す。(a)-(b)日向灘南部で M6.4 の

地震が 69 年間隔で発生。(c)(b)の７年後、日向灘北部で M>７の地震が発生。(d)(c)の

4.3 年後（b の 12 年後）に日向灘南部で M6.4 の地震発生。(e)(f)の 1.6 年前。(f)(c)

の 86 年後、南海トラフ地震発生。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフでのプレート境界すべりの推移予測の妥当性検証と予測の試行に向けて、

日向灘から四国沖において地震発生サイクルシミュレーションを行った。本年度は、南

海トラフおよび日本海溝での地震発生サイクルシミュレーションの先行研究で得られ

た知見に加えて、新たなモデルで得られた結果をもとに、日向灘におけるプレート固着

の現状や今後起こりうるシナリオについて検討した。その結果、日向灘の地震が南海ト

ラフ地震を誘発するかどうかは、南海トラフ地震震源域とその周辺での固着状態に関

係していることが本研究でも確認できた。今後は、豊後水道や日向灘における SSE もモ

デルに組み込み、それぞれのイベントとの関係についても検討することが望まれる。 
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⑤ 巨大地震の震源モデル及び地殻・地盤モデル開発 

(a) 業務の要約 

 不均質 SMGA 場の震源モデルの地震動生成能力を確認するため、2011 年東北地方太

平洋沖地震で最初に破壊した SMGA に適用し、近傍の比較的硬い地盤の観測点で理論グ

リーン関数を用いて波形合成を行った。観測と合成フーリエスペクトルの周波数変化

は、３Hz 以下では整合することを確認した。 

 南海トラフ巨大地震の地震動シミュレーションに必要な地震波伝播経路の地殻・地

盤速度構造モデルの高度化のため、昨年度までに整備した熊野海盆～外縁隆起帯周辺

での周期２～20 秒の Love 波基本モード群速度のデータセットを解析した。群速度ト

モグラフィを行い、群速度の空間分布を求め、得られた群速度分散曲線を逆解析する

ことで、熊野海盆周辺の堆積層～付加体の三次元Ｓ波速度構造を高度化した。 

 

(b) 業務の成果 

１）強震動予測のための巨大地震震源モデルの構築 

 強震動予測のためのプレート境界地震震源モデルは、強震動予測の対象周波数（0.1

～10 Hz）で定義される SMGA（強震動生成域）をベースに構築するという方針を立て、

これまでに、Mw 5.9～9.1 のプレート境界地震に対して求められた既往の SMGA モデル

のパラメータの分布から、応力降下量分布とすべり分布の不均質分布モデルを構築し、

これらの不均質分布を取り込んだ破壊伝播、すべり速度関数の設定方法を確立した。こ

の不均質 SMGA モデルの地震動生成能力を確認するため、2011 年東北地方太平洋沖地震

の SMGA をこの手法でモデル化し、地震動の合成を行った。 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の東北地方の観測記録には、構造物に影響を与える周

期帯（およそ 0.1～1.0 Hz）では複数の波群が時間を空けて現れ、それぞれの波群に対

して SMGA が推定されている。ここでは、それらの SMGA のうち、最も早く破壊した宮城

県沖の SMGA（SMGA1）と対応する波群（図３－10－(２)－⑤－１）を対象に、近傍の、

比較的硬い地盤の観測点（MYG011：国立研究開発法人防災科学技術研究所 K-NET 牡鹿）

で理論グリーン関数により波形合成を行う。 

 東北地方太平洋沖地震の SMGA1 の、不均質 SMGA のモデル化には、Asano and Iwata

（2012）の推定したパラメータを参考にした。大きさ、位置についてはそのままを採用

し、応力降下量、すべり量、破壊開始時刻、破壊伝播速度、ライズタイムについては、

不均質分布の平均値とした。既往地震の SMGA の平均応力降下量－面積の関係、平均す

べり量－面積の関係に合うように作成してあった“地震が起きれば SMGA になるような

場の応力降下量とすべり量の不均質分布”から、SMGA1 と同様の面積で、同様の平均応

力降下量、平均すべり量を持つ部分を切り出して、不均質 SMGA1 モデルの応力降下量、

すべり量分布とした。分布は、500 m 間隔のグリッドで表現した。ライズタイム分布は、

すべり量に比例する不均質を導入した。すべり速度関数は、各部の応力降下量、すべり

量、ライズタイムから中村・宮武（2000）に基づいて作成した。破壊伝播速度分布は、

Guatteri et al.(2014)に基づき応力降下量と破壊開始点からの距離とから計算される
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破壊エネルギーにより計算し、破壊伝播速度分布と破壊開始点位置から破壊時刻を計

算した。設定した不均質 SMGA1 モデルの応力降下量分布、すべり分布、破壊時刻分布を

図３－10－(２)－⑤－２に示す。 

 波形合成は、離散化波数法（Bouchon, 1981）と反射透過係数法（Kennett and Kerry, 

1979）の組み合わせにより成層構造の理論グリーン関数を 0.1～４Hz の範囲で計算し

て行った。要素震源領域内の破壊伝播の効果を Sekiguchi et al. (2002)により考慮し

た。地震波の散乱による高周波数での放射特性パターンの消失を考慮し、各点震源から

の要素地震波の放射特性を１～５Hz の間でダブルカップルのものから、平均場の値

（Boore and Boatwright, 1984）へ変化させた。図３－10－(２)－⑤－３に観測と合成

の速度波形の transverse 成分、radial 成分の比較、および、フーリエスペクトルの比

較を示す。合成波形の振幅は観測波形のそれを過大評価気味となった。フーリエスペク

トルの比較を見るとわかるように、３Hz 以下では計算波形の radial 成分は観測よりや

や過小評価でありながらも周波数変化は整合しているのに対し、４～５Hz 付近では計

算が大幅に超過しているためである。これは、破壊伝播に伴うすべり速度関数の足し合

わせが、十分滑らかに行われていないことによるかもしれない。要素震源の間隔は 500 

m で平均的な破壊伝播速度は 4000 m/s であり、震源の離散化による人工的な周波数の

ピークは２Hz と考えられるが、破壊伝播速度の変化もあるため、より低い周波数に影

響が出ている可能性がある。この波形合成は、観測を合わせこむためのものではなく、

理論 SMGA モデルとして広帯域で現実的な地震動の生成がなされているかを確認するも

のであり、radial 成分の合成結果は、本業務で提案している不均質 SMGA モデルに統計

的な高周波成分を含まない理論グリーン関数の組み合わせで、0.1～３Hz の範囲の強震

動が合成できる可能性を示していると考えられる。なお、transverse 成分は２Hz 以下

で計算が大幅に過小評価になっているが、これは、観測点が SH 波のノードに近い方向

に位置し、１次元地下構造による理論グリーン関数では振幅が非常に小さくなる一方、

実際の観測波形は、実地震のメカニズム解のバラツキや、地下構造の３次元的不均質や

ランダムな不均質により、低周波数帯でもそれほど振幅が小さくならないこと、また、

逆にノードに近い要素震源からの高周波成分がここで行われた放射特性の補正で現実

以上に拡大されていることによると考えられる。 

    

図３－10－(２)－⑤－１ 左）東北地方太平洋沖地震の SMGA１モデル 

（Asano and Iwata, 2012）と MYG011 観測点の位置。右）MYG011 観測点の観測波形 

（速度波形 0.1～10 Hz）。 
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図３－10－(２)－⑤－２ 2011 年東北地方太平洋沖地震の SMGA１を対象として作成した 

不均質 SMGA モデルの応力降下量、すべり、破壊時刻の分布。 

 

  

図３－10－(２)－⑤－３ 左）MYG011（K-NET 牡鹿）における観測波形と合成波形の 

比較。右）観測スペクトル（黒線）と合成波形のスペクトル（赤線）の比較。 

実線が radial 成分、点線が transverse 成分。 

 

２）地震波干渉法による熊野海盆周辺の地殻・地盤速度構造モデルの高度化 

 南海トラフ巨大地震による長周期地震動の生成・伝播特性に重要な役割を担う、震

源域から陸域における伝播経路モデル化の高度化に資する情報を得るため、海域の観

測点の連続記録から抽出した２点間相互相関関数を利用した研究開発を進めている。

南海トラフ想定震源域周辺の付加体が長周期地震動の増幅特性に大きく寄与している

ことは、2004 年紀伊半島沖地震の観測記録の分析や地震動シミュレーションなどの既
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往研究（例えば、Yamada and Iwata, 2005、Furumura et al., 2008、Nakamura et 

al., 2014）でも指摘されていることから、震源域と陸域の間に位置する付加体の地震

波速度構造を高度化することは、南海トラフ巨大地震の震源モデルシナリオを反映し

た地震動シミュレーション研究の高精度化のためには不可欠であると考えられる。 

 平成 26 年度に、熊野海盆周辺海域において地震・津波観測監視システム（DONET1）

を運用する国立研究開発法人海洋研究開発機構地震津波海域観測研究開発センターよ

り、DONET1 の広帯域地震計 20 点の連続波形データ約 1.6 年分（2013 年１月 15 日～

2014 年９月２日）の提供を受け、データフォーマットの変換作業を実施した。DONET1

の各観測点には、Guralp 社製広帯域地震計 CMG-3T が設置され、３成分の地動速度記録

がサンプリング周波数 200 Hz で収録されており、本業務ではこのデータを使用した。

平成 26 年度に整備したデータセットを用い、南海トラフ地震時の長周期地震動の生成

に大きく寄与していると考えられている熊野海盆付近の付加体の地殻構造に注目し、

観測点間の相互相関関数を抽出するための地震波干渉法によるデータ解析を進めてき

た。前年度までに、熊野海盆周辺の観測点間の群速度構造を精度よく推定するための

解析を精査し、各観測点間の波動場の相互相関関数（観測点間グリーンテンソル９成

分に対応するもの）を推定した。２点間の相互相関関数に表面波が卓越している場

合、T-T 成分は、主として Love 波の伝播に対応する。なお、Rayleigh 波は、海水層の

影響も受けることで、波動場の取り扱いに注意を要するのに対し、Love 波について

は、海底面でのせん断応力が０であることから、海底面は自由表面と同じ取り扱いが

できる。このため、海底下のＳ波速度構造を検討する目的のためには、Love 波（T-T

成分）に対象を絞って解析した。次に、Multiple Filter Analysis（Dziewonski et 

al., 1969）による時間－周波数解析を行い、各観測点ペアに対して、周期毎の群遅延

時間を求めた。２地点間を伝播する表面波の伝播経路を２地点間の大円経路で近似で

きると仮定し、２地点間の距離を群遅延時間で割ることにより、そのペアのその周期

における群速度推定結果とし、Love 波基本モードの群速度のデータセットを整備し

た。平成 31 年度（令和元年度）は、平成 30 年度までに得られた各観測点ペアの Love

波基本モード群速度及び群遅延時間のデータセットを用い、熊野海盆周辺での群速度

トモグラフィ及び S 波速度構造モデルの高度化を実施した。 

 まず、群速度を二次元空間にマッピングするため、各周期の Love 波基本モード群速

度を用いた群速度トモグラフィを実施した。群速度トモグラフィの手法は、大阪堆積

盆地で同様の解析を実施した Asano et al. (2017)の手法に従った。DONET1 観測点の

分布する熊野海盆周辺領域を平面直角座標系 VI 系上で、東西方向 10 km、南北方向 10 

km の空間セルに分割した。観測点ペア k の波線は、観測点間を結ぶ直線で近似し、各

波線がそれぞれの空間セル i を通過する距離 dik を求め、以下の式により、観測方程式

を定式化した。 

𝑇𝑔𝑘 =∑𝑑𝑖𝑘𝑠𝑖
𝑖

 

 ここで、Tgk は観測点ペア k の群遅延時間である。si は空間セル i の群速度の逆数で

あり、この解析で解くべきモデルパラメータである。また、解の平滑化のため、２次

元 Laplacian を最小化する拘束条件（Lees and Crosson, 1989）を付加した。観測方
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程式と平滑化拘束条件の式を連立した式を、非負拘束条件付き最小二乗法（Lawson 

and Hanson, 1974）で解いた。その際、平滑化の重みを定義するハイパーパラメータ

は ABIC 最小規準により客観的に決定した。図３－10－(２)−⑤－４は各周期の Love 波

基本モード群速度の空間分布である。実際は、周期 0.2 秒間隔毎に空間分布を推定し

ているが、この図には代表的な周期の結果のみを示す。いずれの周期においても、熊

野海盆内（解析対象領域の北部）での群速度が、外縁隆起帯付近（解析対象領域の南

東部）に比べて小さいことがはっきりと分かる。 

 次に、各空間セルで得られた群速度の分散曲線（周期２～20 秒）をターゲットに、

一次元Ｓ波速度構造を推定した。地震調査研究推進本部による既存の全国一次地下構

造モデル（JIVSM、Koketsu et al., 2012）に組み込むことができるよう、構造モデル

の物性値は JIVSM で与えられているＰ波、Ｓ波速度及び密度のパラメータを参照し

て、表３－10－(２)－⑤－１に示す速度構造モデルを仮定した。なお、Love 波の群速

度の計算には、Ｐ波速度は用いられていない。この解析で推定すべきモデルパラメー

タである各層の層厚はマルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC 法）により推定した。サン

プリング手法は Metropolis-Hastings アルゴリズムを用い、10 万回のサンプリングを

実施した。MCMC 法により得られたサンプルのうち、最初の 5,000 サンプルを burn-in

期間として除却した後、残る 95,000 サンプルの中央値を層厚の推定結果とした。図３

－10－(２)－⑤－５は各空間セルでの一次元Ｓ波速度構造推定結果の例である。この

図には、熊野海盆内（空間セル番号 0408）及び外縁隆起帯付近（空間セル番号 0503）

での結果を示している。熊野海盆内の方が、低速度の堆積層（Ｓ波速度 350 m/s 及び

600 m/s）の層厚が相対的に厚いことが分かる。空間セル番号 0408 では、0.4～0.5 Hz

における観測群速度は理論群速度よりもさらに遅いことから、実際には、Ｓ波速度が

350 m/s よりも遅い層が海底付近に存在しているものと考えられる。図３－10－(２) 

－⑤－６には、図３－10－(２)－⑤－５に示した結果の解のばらつき（ヒストグラ

ム）を示した。解は収束しており、各層の層厚は適切に推定されていることが分か

る。 

 各空間セルで推定された速度層境界深度を地図上に図示した結果が図３－10－(２) 

－⑤－７である。熊野海盆では、盆地を埋積する堆積層（Ｓ波速度 0.35 km/s 及び 0.6 

km/s）の厚さは、最大で約 1 km と推定された（図の右上、Ｓ波速度 1.0 km/s 層上面

深度がそれを表す）。外縁隆起帯付近での堆積層厚は 0.3～0.4 km 程度と推定された。

付加体内部の 1.0 km/s と 1.5 km/s の層の境界深度は 0.9～2.4 km の範囲で、やや複

雑な形状をしている。Ｓ波速度 2.9 km/s 層上面深度は、熊野海盆周辺で、概ね 5.0～

6.5 km であり、この深さは既存の JIVSM のモデルと大きくは異なってはいない。本業

務により、付加体の上部に存在する熊野海盆の堆積層の構造が従来よりも詳細にモデ

ル化することができた。 

 現行の JIVSM では、熊野海盆周辺での付加体をＳ波速度 1.0 km/s の層のみでモデル

化されている。本業務で推定されたＳ波速度構造モデルを JIVSM に組み込むことで、

熊野海盆周辺に分布する低速度の堆積層を地震動シミュレーションに反映することが

できるようになり、南海トラフ周辺で発生する地震による陸域や海域での地震動シミ

ュレーションを高度化することに寄与できる。また、Ｓ波速度構造やそれによる地震
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動サイト増幅特性を用いることで、将来、熊野海盆周辺での海底地震計記録を用いた

震源決定、マグニチュードの早期推定、CMT 解析などを行う際に、走時の観測点補正や

振幅補正、理論地震波形計算に活用できるものと期待される。 

 

表３－10－(２)－⑤－１ MCMC 法で仮定した一次元速度構造モデル  

Ｐ波速度  

（単位：km/s）  

Ｓ波速度  

（単位：km/s）  

密度  

（単位：g/cm3）  

層厚の探索範囲  

（単位：m）  

1.7 0.35 1.80 ０～1000 

2.0 0.60 2.00 ０～2000 

2.4 1.00 2.15 ０～5000 

3.0 1.50 2.25 ０～8000 

5.0 2.90 2.60 半無限層と仮定  

 

 

図３－10－(２)－⑤－４ 群速度トモグラフィにより得られた周期毎の Love 波基本  

モード群速度の空間分布。カラースケールが群速度の大きさを表す。  
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図３－10－(２)－⑤－５ 各空間セルでの一次元Ｓ波速度構造の推定結果の例。（左）地

震波干渉法で得られた群速度（青○）と推定されたＳ波速度構造に基づく理論群速度分散

曲線（赤線）。左上が空間セル番号 0408、左下が空間セル番号 0503 の結果。右端の数値

の深さは各層の上端深度。（右）空間セル番号のインデックスマップ。青色▲印は

DONET1 の観測点。カラースケールは JTOPO30v2 による水深または標高を表す。  

 

 

図３－10－(２)－⑤－６ MCMC 法による推定パラメータの頻度分布  

（左：空間セル番号 0408、右：空間セル番号 0503）。  
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図３－10－(２)－⑤－７ 各速度層の上面深度分布。カラースケールが各空間セルで

推定された各速度層の上面深度を表す。（左上）VS 0.6 km/s 層上面深度、（右上）VS 1.0 

km/s 層上面深度、（左下）VS 1.5 km/s 層上面深度、（右下）VS 2.9 km/s 層上面深度。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 不均質 SMGA 場のモデルと不均質破壊伝播、すべり速度関数の設定方法を 2011 年東

北地方太平洋沖地震の１つの強震動生成域に適用し、経験的高周波数成分を含まない

理論グリーン関数で約３Hz まで広帯域地震動を妥当に生成できる可能性を示した。し

かし、それより高い周波数域で、検証計算に問題がある可能性が考えられるため、解決

のためさらなる作業を要する。 

 熊野海盆周辺に展開されている DONET１の広帯域地震計記録に地震波干渉法を適用

することで得た Love 波基本モード群速度のデータセットを解析し、群速度トモグラフ

ィを行うことで、Love 波基本モードの群速度の空間分布を推定した。各空間セルで得

られた Love 波基本モードの群速度分散曲線を、マルコフ連鎖モンテカルロ法でモデル

化し、熊野海盆周辺の堆積層～付加体の三次元Ｓ波速度構造モデルを高度化した。本業

務で得られた速度構造モデルを実際に組み込んだ地震動シミュレーションを行うこと

で、熊野海盆周辺の速度構造モデルの妥当性を検証することも重要である。 
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⑥ 強震動・津波・地殻変動シミュレーションに基づく地震・津波ハザードの評価 

(a) 業務の要約 

南海トラフ巨大地震の長周期地震動のリアルタイム予測を目指し、震源域近傍での

強震観測データと地震波伝播シミュレーションのデータ同化に基づいて、遠地の平野

での長周期予測の発生予測の有効性を検討した。南海トラフ巨大地震の震源モデルを

用いた模擬観測データを作成し、これを用いた数値実験から関東平野の長周期地震動

の予測精度と猶予時間を評価した。予測時間の高速化と猶予時間の確保に向け、事前に

計算した波動伝播の伝達関数（グリーン関数）を用いた、瞬時の予測手法を開発し、都

心に強い揺れが発生する数十秒前に、最大速度応答スペクトル値の 15〜60％の精度で

予測可能であることを示した。 

1854 年安政東海・南海地震の震源域の境界を確定させることを目的に、既刊地震史

料集の調査によって、史料に残された津波記録・地殻変動記録を抜き出して整理した。

その際、津波高の推定には不適当として取り上げられなかった史料記述も整理した。さ

らに、1854 年の記録と比較するために、1944 年東南海地震・1946 年南海地震の津波記

録・地殻変動記録も整理した。その結果、安政東海地震の南西端は、現和歌山県新宮市

のやや北東付近まで、安政南海地震の北東端は新宮市付近まで達していた可能性が高

いことが分かった。1944 年東南海地震・1946 年南海地震の震源域の境界は潮岬沖であ

るので、安政東海・南海地震の震源域は、昭和よりも約 50km 程度北東であることが分

かった。 

1854 年安政東海・南海地震前後の内陸地震活動の変化をみるために、東京大学地震

火山史料連携研究機構による「日記史料有感地震データベース」から、1853 年〜1857

年における全有感記録を抜き出し、2 ヶ月毎にその有感数の推移を検討した。その結果、

安政東海・南海地震の発生前は、1853 年嘉永小田原地震、1854 年安政伊賀上野地震の

本震・余震による周辺地域の揺れの増加を除く前兆的な揺れの続発などはみられなか

った。また、安政東海・南海地震の発生後は、関東地方〜四国・中国地方にかけての地

域が約半年にわたり有感数が非常に多くなっていることが分かった。その後は、1855 年

安政江戸地震後の関東地域や 1855 年遠州灘の地震後の近畿・中部地方における有感数

の増加はみられるが、徐々に減少していき、1857 年にはほぼ安政東海・南海地震前の

状態に戻っていることが分かった。 
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(b) 業務の成果 

１）強震観測データ同化に基づく南海トラフ地震の長周期地震動のリアルタイム予測 

 南海トラフ巨大地震では、大阪、名古屋、関東などの大型平野で周期２〜10 秒の

長周期地震動が強く発生し、超高層ビルや大型石油備蓄タンクなどの長大構造物と

共振を起こして大きく長く揺すり、被害を起こす恐れがある。長周期地震動は、大

地震の震源から生成した表面波が地表に沿って遠地に伝わり、そして平野の厚い堆

積層で増幅されることで生成する。表面波の伝播速度は S 波より遅く、震源域から

遠地の平野までの到達には数十秒の時間がかかる。そこで、震源近傍でのリアルタ

イム強震観測に基づいて、高速計算により遠地の平野での長周期地震動の発生を即

座に予測して警告する等、災害軽減に繋げることが期待できる。 

 こうした観測データとシミュレーション結果の同化に基づく未来予測は、台風の

進路や雨雲の動き・降水予測などの気象予報で既に実用化している。また、近年で

は海底ケーブル津波観測を活用した津波のデータ同化に関する研究が進行中であ

る（Maeda et al.2015；Wang et al., 2017）。これらの大気や津波を対象とする同

化・予測プロセスに対し、地震動については地震計観測が地表に限定されること、

そして地震波の伝播速度が非常に高速であるという制約がある。また、長周期地震

動（表面波）の伝播評価には、３次元不均地下構造の考慮が不可欠であり、比較的

大規模な計算機資源を必要とする。本研究では、将来のリアルタイム強震観測と高

性能計算環境の元で、南海トラフ巨大地震の長周期地震動のデータ同化・予測の実

現可能性を数値実験に基づき検討した。 

 地震波動場のデータ同化手法には、震度分布の即時予測（Hoshiba and Aoki，2015）

や津波の即時予測（例えば、Maeda et al., 2015）等で広く用いられる最適内挿法

（Optimal Interpolation Method）を採用した。最適内挿法では、粗い強震観測点

で記録された地震波形を空間補間して、シミュレーション結果を補正する。このと

き、観測データが持つ誤差と、地下構造モデルの不確実性が計算結果に与える誤差

の大きさを考慮して最適な同化が行われる。なお、データ同化は地表観測点の位置

でのみ行ない、３次元計算領域全体に対しては行なわないが、表面波の基本モード

のエネルギーは地表付近に集中するために大きな問題はない（Furumura et al., 

2019）。 

 長周期地震動の同化・予測実験を行う領域は、関東〜九州にかけての 1228 km x 

768 km x 100 km の範囲とした（図３－10－(２)－⑥－１）。３次元地下構造モデル

の物性値は、JIVSM モデル（Koketsu et al., 2012）を用いて設定した。計算領域

を 0.24 km の格子間隔で離散化し、３次元差分法により周期 2.7 秒以上の長周期地

震動を計算した。 

 想定南海トラフ地震の震源モデルには、震源からの破壊伝播方向が異なる 1944年

東南海地震モデルと 1946 年南海地震タイプの二つの地震シナリオ（内閣府，2015）

を用い、３次元差分法計算により地震動を作成した。そして、これを模擬強震観測

データとみなして、地震波伝播シミュレーションと観測データを同化し、遠地の平

野での長周期地震動の発生予測の実験を行った。予測地点は関東平野の中心部の世

田谷とした。また、データ同化を実施する強震観測点は、防災科学技術研究所の K-
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NET、と KiK-net 地点に加え、海域に設置された防災科学技術研究所の DONET、気象

庁海底ケーブル地震計の地点、そして、現在設置が計画されている N-net 海底ケー

ブル地震計の設置予定地点とした（図３－10－(２)－⑥－１）。 

 

 

図３－10－(２)－⑥－１ 南海トラフ巨大地震の長周期地震動のデータ同化と予

測実験を行う領域と、想定南海トラフ地震の震源モデル（内閣府，2015）。データ

同化を行う強震観測点（K-NET、 KiK-net、 DONET、 気象庁海底ケーブル地震計

（以上、△印）、及び N-net 想定設置地点；赤〇印）と、1944 年東南海地震及び

1946 年南海地震シナリオにおける強震動生成域（青、緑□印）、及び都心での長周

期地震動の評価地点（世田谷;オレンジ△印）を示す。 
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図３－10－(２)－⑥－２ 想定南海トラフ巨大地震による地震波伝播シミュレー

ションによる表面波の伝播と大型平野での長周期地震動の生成の様子。(a) 1946

年南海地震シナリオ、及び(b)1944 年東南海地震シナリオ。地震発生から 50、

100、150、200 秒後。緑四角と青四角は強震生成域を、黄色☆印は震央を表す。 

 

 図３－10－(２)－⑥－２に、1946 年南海地震及び 1944 年東南海地震モデルを用

いて計算した、地震波動伝播のスナップショットを示す。南海地震シナリオ（図

３－10－(２)－⑥－２a）では、震源の潮岬沖（☆印）から西（四国）側に破壊伝

播が進行し、四国から九州に強い揺れが生成する様子がわかる。また、破壊伝播

の進行方向と反対側に位置する関東平野では、地震発生の 150 秒後から強い揺れ
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が始まる。スナップショットから、南海トラフ沿いに広がる付加体において表面

波が強く増幅され、そして付加体の内部に揺れが閉じ込められ広がることで長い

波群が形成される様子が確認できる。地震発生から 200 秒後のスナップショット

を見ると、大阪、名古屋、新潟、そして関東などの大型平野に入射した表面波が

平野の堆積層で強く増幅され、大振幅かつ長時間揺れ続ける長周期地震動が生成

される確認できる。一方、1944 年東南海地震モデルの計算結果（図３－10－(２)

－⑥－２b）を見ると、断層破壊の進展に伴なって、関東平野に向けて放射された

地震動の振幅が時間経過とともに増大する様子が特徴的である。揺れの増大は、

遠州灘の強震動生成域（図３－10－(２)－⑥－２b の青四角）の破壊が完了する

100 秒後まで続くことも分かる。 

 以上の計算から求められた南海トラフ地震の模擬強震観測波形を用いて、地震

波伝播シミュレーションと観測データとのデータ同化を進め、同化波動場に基づ

き未来の時刻の波動伝播を計算して、遠地の平野での長周期地震動の発生を予測

した。まず、地震発生から一定時間（30、50、・・・110 秒間）の間、シミュレー

ション結果と観測データとの同化を進め（同化モード）、その後、データ同化を止

めて地震波伝播シミュレーションを高速に実行して未来の波動場を計算（予測モ

ード）して、関東平野（世田谷地点）での長周期地震動の波形を予測した。計算

は東大情報基盤センターの Oakforest-PACS スパコンを用いて行なった。同化モー

ドにおける計算速度は、64CPU を用いた並列計算により、表面波の伝播速度と同程

度の速度が達成された。また予測モードの計算は、2048CPU を用いた並列計算によ

り、表面波の伝播速度の数倍の速度で実行可能であることを確認した（Furumura 

et al., 2019）。 

 本研究では、さらに高速な予測を実現するために、同化地点から予測地点まで

の地震波伝播シミュレーションをリアルタイムに行う代わりに、事前に地震波の

伝達関数（グリーン関数）を計算してデータベース化し、同化地点における観測

波形とシミュレーション結果の残差に畳み込み積分することで、予測地点の揺れ

を瞬時に求める手法を検討した（Oba et al., 2019）。こうしたグリーン関数を用

いた予測は、Wang et al. (2017)が津波予測の目的に最初に提案したものであ

る。そして、グリーン関数を用いた予測と、前述の地震波伝播シミュレーション

に基づく予測が、数学的に等価であることが証明されている。なお、グリーン関

数の計算は、長周期地震動の予測地点と同化を行う観測点の位置を、相反定理を

用いて入れ替えて実行することで、必要な計算量を大きく減らすことができる。 

 図３－10－(２)－⑥－３に、1946 年南海地震シナリオにおける東京世田谷地点

の長周期地震動の予測波形（NS 成分の速度波形）を示す。地震発生から 30、

60、・・・、110 秒間、地震波伝播シミュレーションと観測波形の同化を行い、そ

の後、同化波動場に対してグリーン関数を畳み込み積分して評価地点の長周期地

震動の波形を求めた。図３－10－(２)－⑥－３の下（青線）には、評価地点で期

待される長周期地震動の波形（答え）を示す。図の右では、水平動の速度応答ス

ペクトル（減衰係数５％）を比較する。 

 地震発生から時間が経過して同化時間が長くなるにつれ予測波形の振幅が増大



558 

 

し、評価地点で期待される波形の振幅に近づいていく様子が確認できる。この地

点では、地震発生から約 160 秒後に長周期地震動の揺れが開始するが、地震発生

後 30〜90 秒後の速度応答スペクトルの予測値は、期待されるスペクトル振幅の

15％〜60%になることがわかる。予測の精度は同化時間とともに直線的に向上する

が、強い揺れの開始までの猶予時間には大きなトレードオフがあることは避けら

れない。従って、データ同化に基づく予測では、観測データの収集に合わせて短

い間隔での予測の更新が必要である。特に、断層破壊にかかる時間が数十秒〜数

分になる巨大地震では、その間に震源からの地震は放射が続くため、断層運動が

停止するまでは予測を更新し続ける必要がある。 

 一方、断層破壊の進展が関東平野に向かう 1944 年東南海地震シナリオでは、こ

うした断層破壊運動の問題がより顕在化する。図３－10－(２)－⑥－４に示す世

田谷地点での長周期地震動の予測結果は、先に示した南海地震シナリオでの予測

結果（図３－10－(２)－⑥－３）に比べて、同化時間の経過に対する波形振幅の

予測精度の変化が遅いことがわかる。これは、関東平野の長周期地震動の最終的

なレベルが、地震断層運動の遅い時間に破壊する、関東近傍の強震動生成域で支

配されるためである。予測結果が飽和せずに、増大し続ける間は大地震がまだ止

まらず成長中であると考える必要がある。  

 海溝型巨大地震に対するデータ同化と予測の高速化には、震源域近傍での強震

観測点の有無が大きく影響する。海域観測により震源域から広がる強震動を、地

震発生直後から捉えることが可能となり、そして震源域を取り囲む広い方位角の

揺れを捕まえることで、データ同化の精度が向上すると期待できる。一方、海域

観測点の地下は付加体や未固結の堆積物などの低速度層が厚く覆っており、しか

も水平不均質性が強い。従って、海域観測点でのデータを最大限に活用するため

には、高密度の地下構造探査をセットで行う必要がある。 

 

図３－10－(２)－⑥－３ (a) 1946 年南海地震シナリオにおける東京世田谷地点

（TKY.1120）での長周期地震動の予測波形 NS 成分（黒線）と期待される波形（正

解；青線）の比較。同化時間 30、50、・・110 秒後の予測結果を示す。縦点線の左

側は同化波形、右側は予測波形である。(b)予測波形と期待波形の速度応答スペク

トル（水平動、減衰定数＝５％）の比較。 
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図３－10－(２)－⑥－４ 1944 年南海地震シナリオに対する長周期地震動の同化

時間と予測結果の比較。 

 

２）史料調査による 1854 年安政東海・南海地震の震源域の検討 

 1854 年東海地震・南海地震と 1944 年東南海地震･1946 年南海地震のそれぞれの

震源域の範囲・重なりを検討する目的で、史料に記述された 1854 年安政東海地

震・南海地震の津波による被害記録や津波記録、地殻変動の記録を整理して検討

した。まず、津波記述の整理・検討を行った。津波記録に関しては、これまで、

おもに津波高の推定のために使われてきたので、推定と直接関係しないような記

述はあまり重要視されてこなかった。しかしながら、津波高の推定には使えない

が、安政東海地震の津波と安政南海地震の津波のどちらが大きかったのか、安政

東海地震で被害を受けたのか、安政南海地震で被害を受けたのかが分かる史料記

述も多く存在する。そこで、本研究では、観測点数を増やすために、これらの史

料記述も使用することを考え、津波記述そのものから、津波高の推定ではなく、

ある地点における津波の程度の推定を試みた。すなわち、どの地点で安政東海地

震による津波被害が生じたのか、どの地点で安政南海地震による津波被害が生じ

たのか、あるいは、被害がなくても安政東海地震と安政南海地震のどちらの津波

が高かったのかを史料記述から読み取った。比較のために、もちろん津波高は得

られているが、1944 年東南海地震と 1946 年南海地震による津波の記述・被害記述

の整理も行い、安政東海地震のそれと比較した。 

 1854 年安政東海地震・南海地震の津波記述に関しては、『日本地震史料』「武者

（1951）」、『新収日本地震史料 別巻五−一、別巻五−二、補遺別巻、続補遺別巻』

「東京大学地震研究所（1987，1989，1994，2008，2012）」、『日本の歴史地震史料 

拾遺別巻、拾遺二〜三、拾遺四ノ上、拾遺五ノ下』「宇佐美（1999，2002，

2005）」から抜き出して整理した。1944 年東南海地震・1946 年南海地震の津波記

述に関しては、『東南海および南海道両地震調査報告』「日本建築学会（1965）」、

『東海地方地震・津波災害誌』「飯田（1985）」から抜き出して整理した。図３－

10－(２)－⑥－５（a）は、1854 年安政東海地震・南海地震による津波記述のプロ

ットで、図３－10－(２)－⑥－５（b）は 1944 年東南海地震・1946 年南海地震に
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よる津波記述のプロットである。 

 

 

図３－10－(２)－⑥－５（a）史料記述による 1854 年安政東海地震・南海地震の

津波の状況（b）記述による 1944 年東南海地震・1946 年南海地震の津波の状況。 

 

 図３－10－(２)－⑥－５（a）によれば、安政東海地震による津波被害は三重県

鳥羽市付近から三重県熊野市付近にかけて生じており、また、安政南海地震によ

る津波被害は和歌山市付近から和歌山県那智勝浦町付近にかけて生じていること

が分かる。一方、図３－10－(２)－⑥－５（b）によれば、1944 年東南海地震の津

波被害は三重県鳥羽市付近から和歌山県紀伊勝浦町にかけて生じており、1946 年

南海地震による津波被害は和歌山市付近から和歌山県串本町付近にかけて生じて

いることが分かる。津波被害と津波高とは決して一対一の対応を示す訳ではない

が、1854 年安政東海地震・南海地震の津波被害と 1944 年東南海地震・1946 年南

海地震の津波被害とを比較すると、安政東海地震の津波波源域は三重県熊野市付
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近、安政南海地震の津波波源域は和歌山県新宮市付近に達していることが示唆さ

れる。また、三重県新宮市における史料記述によれば、安政東海地震の津波より

も安政南海地震の津波の方が高かったと読み取れることから、安政南海地震の波

源域は新宮市よりもさらに北東に延びていたことが示唆される。その一方で、津

波被害記述によれば、1944 年東南海地震の津波波源域は和歌山県串本町付近ま

で、1946 年南海地震の津波波源域も和歌山県串本町まで達していることが示唆さ

れるが、これは津波高や検潮所の津波記録による両地震の波源域の境界と一致す

る。また、安政東海地震・南海地震の津波記述に基づけば、両地震の波源域の間

にはある程度の間隙があったとしても、羽鳥（1974）や瀬野（2012）が示すよう

な安政地震のすべり残りを示すような顕著な間隙は存在しないのではないと考え

られる。安政東海地震では、現志摩市の太平洋岸で津波による被害が出ている

が、1944 年東南海地震では、同地域における津波の被害記述は少ない。したがっ

て、安政東海地震では志摩半島沖に大津波をもたらすような波源域が存在したと

考えられるが、1944 年東南海地震では存在していないと考えられる。次に、史料

調査によって、安政東海地震・南海地震による地殻変動を示唆する記述の調査を

行った。具体的には、『日本地震史料』（武者，1951）、『新収日本地震史料 別巻

五−一、別巻五−二、補遺別巻、続補遺別巻』（東京大学地震研究所，1987；1989；

1994；2008；2012）、『日本の歴史地震史料 拾遺別巻、拾遺二〜三、拾遺四ノ

上、拾遺五ノ下』（宇佐美，1999；2002；2005）から地殻変動を示唆する記述を抜

き出して整理した。また、1854 年安政東海地震・安政南海地震の地殻変動記録

と、『東南海および南海道両地震調査報告』（日本建築学会，1965）、『昭和 21 年 12

月 21 日南海道大地震調査概報』（中央気象台，1947）、梅田・板場（2018）による

1944 年東南海地震と 1946 年南海地震の地殻変動データとを比較した。表３－10－

(２)－⑥－１は、安政東海地震・南海地震の地殻変動を示唆する記述である。図

３－10－(２)－⑥－６は、表３－10－(２)－⑥－１に基づいた 1854 年安政東海地

震・南海地震の地殻変動のプロットである。 
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表３－10－(２)－⑥－１ 1854 年安政東海地震・南海地震の地殻変動を示唆する

史料記述。番号は、図３－10－(２)－⑥－６の番号と一致する。  

 

 

 

 

図３－10－(２)－⑥－６ 表３－10－(２)－⑥－１に基づいた 1854 年安政東海地

震・南海地震の隆起・沈降のプロット。番号は、表３－10－(２)－⑥－１の番号

と一致する。 
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 表３－10－(２)－⑥－２は 1944 年東南海地震と 1946 年南海地震の地殻変動デ

ータで、図３－10－(２)－⑥－７（a）は 1944 年東南海地震による地殻変動のプ

ロット、図３－10－(２)－⑥－７（b）は、1946 年南海地震による地殻変動のプロ

ットである。 

 

 

表３－10－(２)－⑥－２ 梅田・板場（2018）、中央気象台（1947）による、1944

年東南海地震・1946 年南海地震の地殻変動。番号は、図３－10－(２)－⑥－７の

番号と一致する。 
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図３－10－(２)－⑥－７（a）1944 年東南海地震の地殻変動。（b）1946 年南海地

震の地殻変動。 

 

 図３－10－(２)－⑥－６によれば、1854 年安政東海地震・南海地震では、三重

県の鳥羽市付近から和歌山県那智勝浦町までに沈降を示唆する記述がみられ、和

歌山県古座町・串本町で隆起の記述が残されている。そして、和歌山県串本町以

西では、再び沈降を示唆する記述が残されている。図３－10－(２)－⑥－７（a）

は 1944 年東南海地震の地殻変動データのプロットであるが、三重県鳥羽市付近か

ら和歌山県串本町付近まで沈降である。図３－10－(２)－⑥－７（b）は 1946 年

南海地震の地殻変動データのプロットであるが、三重県鳥羽市付近から和歌山県

串本町付近にかけて隆起であり、串本町以西では沈降である。ここで、図３－10

－(２)－⑥－６、図３－10－(２)－⑥－７を比べると、安政東海地震と安政南海

地震の震源域間に顕著な間隙があるならば、例えば、安政東海地震の震源域が羽

鳥（1974）の示すように三重県熊野市まで達しておらず、かつ安政南海地震の震

源域が和歌山県串本町付近までである場合では、三重県熊野市から和歌山県串本

町にかけて広く隆起にならなければならないと考えられるが、図３－10－(２)－

⑥－６では、この領域でも沈降の記述が残されている。よって、たとえ安政東海
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地震の震源域の南西端が、羽鳥（1974）が示したように三重県熊野市沖まで達し

ていなかったとしても、安政東海地震の震源域の北東端がその付近まで達してい

なければ、すなわち、断層すべりがない間隙があるとしてもほとんど広くない状

況でないと、図３－10－(２)－⑥－６の隆起・沈降は説明できない。したがっ

て、史料調査による 1854 年安政東海地震・南海地震の隆起沈降パターンからは、

両地震の震源域の間には顕著な間隙は存在しないと考えられる。前に述べたよう

に、津波記述の検討によれば、1854 年安政東海地震・安政南海地震の両地震の震

源息の境界は和歌山県新宮市付近で、1944 年東南海地震・1946 年南海地震の両震

源域の境界は和歌山県串本町付近であったと考えられる。 

 

３）有感史料記録に基づく 1854 年安政東海地震・南海地震前後の内陸地震活動変化

の検討 

 1854 年安政東海・南海地震前後の地震活動の変化をみるために、東京大学地震

火山史料連携研究機構による「日記史料有感地震データベース」から、1853 年〜

1857 年における全有感記録を抜き出し、２ヶ月毎にその有感数の推移を検討し

た。本研究では、「日記史料有感地震データベース」における 41 地点の日記（「万

相場日記」、「三右衛門日記」、「三峯神社日鑑」、「中村平左衛門日記」、「今中家日

記」、「伊予小松藩会所日記」、「僧浄日記（暦史）」、「内藤家万覚書」、「原町問屋

（瀧沢家）日記」、「古河家日記」、「土岐村（瀧澤）路女日記」、「坂部又右衛門日

記」、「堀敦斎日記」、「守屋舎人日帳」、「安藤家御用部屋日記」、「宗尹日記」、「実

久卿記」、「岩淵（葦沢）家日記」、「広瀬久兵衛日記」、「惕軒日記」、「應響雑記」、

「新島島役所日記」、「林鶴梁日記」、「桜田良佐日記」、「横関家袖日記」、「浄慈院

日別雑記」、「浜浅葉日記」、「田辺組大庄屋役所御用留（＋天変諸事記）」、「真木和

泉日記」、「真覚寺日記（地震日記）」、「社家御番所日記」、「稲束家日記」、「竹川竹

斎日記」、「若山要助日記」、「蓮池藩日記」、「遠山家日記」、「鈴木藤助日記」、「門

屋養安日記」、「関口日記」、「高木在中日記」、「齋藤月岑日記」）の有感地震データ

を使用した。図３－10－(２)－⑥－８〜11 は、それぞれ、1853 年１月〜1854 年４

月、1854 年５月〜1855 年８月、1855 年９月〜1856 年 12 月、1857 年１月〜12 月

の２ヶ月ごとの有感地震数を示す。ただし、これらの図は、安政東海地震・南海

地震前後の有感数の微小な変化をとらえることを目的としているので、有感数 30

回で打ち切っている。 
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図３－10－(２)－⑥－８ 1853 年１月〜1854 年４月の２ヶ月ごとの有感地震数。 
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図３－10－(２)－⑥－９ 1854 年５月〜1855 年８月の２ヶ月ごとの有感地震数。 
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図３－10－(２)－⑥－10 1855 年９月〜1856 年 12 月の２ヶ月ごとの有感地震数。 
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図３－10－(２)－⑥－11 1857 年１月〜12 月の２ヶ月ごとの有感地震数。 

 

 図３－10－(２)－⑥－８によれば、1853 年１月・２月に長野県の北部で有感数

が多くなっているがこれは、1853 年 1 月 26 日の信濃北部の地震（M6.5）（宇佐

美・他，2013）の本震・余震による揺れと考えられる。また、1853 年３月・４月

の関東周辺における有感数の高まりは、1853 年３月 11 日の嘉永小田原地震

（M6.7）（宇佐美・他，2013）の本震・余震による揺れと考えられる。しかしなが

ら、同時期に和歌山県・愛媛県・広島県・大分県で若干の有感数の増加もみられ

る。これらの揺れは、明らかに、嘉永小田原地震の影響ではない。特に、愛媛

県・広島県・大分県の揺れの原因として、まだ知られていない M４クラスの地震、

あるいは M５クラスの地震がこの付近で起こった可能性がある。現和歌山県におけ

る有感数の増加も注目されるが、周辺の有感データがないので和歌山県沖の地震

による揺れなのか、内陸地震による揺れなのかは不明である。1853 年５月〜1854

年４月までは、信濃北部の地震・嘉永小田原地震の余震によると考えられる揺れ
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が関東周辺で記録されているのみで、1854 年安政東海地震・南海地震の震源域と

なる東海地方以西〜九州においては、目立った有感数の増加はみられない。 

 図３－10－(２)－⑥－９によれば、1854 年５月・６月も、以前と同様に関東を

中心とした揺れが記録されているのみにとどまり、安政東海地震・南海地震の震

源域周辺における有感数はほとんどない。1854 年７月・８月では、1854 年安政伊

賀上野地震（M7.3）（宇佐美・他，2013）の前震・本震・余震による有感数の増加

が近畿地方･東海地方を中心に記録されている。関東においては、嘉永小田原地震

の余震によると考えられる揺れの記録が続いている。1854 年９月・10 月、この期

間は安政東海地震・南海地震の本震の約２ヶ月前の期間であるが、嘉永小田原地

震、安政伊賀上野地震の余震によると考えられる揺れが多少記録されているにと

どまり、群発地震活動など安政東海地震・南海地震の震源域周辺における内陸地

震の活発化による有感数の増加はみられない。1854 年 11 月〜1855 年４月の約半

年間は、1854 年安政東海地震・南海地震の本震・余震によって関東〜九州にわた

って有感数が爆発的に増加している。しかしながら、それ以降は、震源域直上の

高知県を除いては、有感数は徐々に低調になっていくことが分かる。 

 図３－10－(２)－⑥－10 によれば、1955 年９月・10 月は高知県を除いて関東〜

九州で有感数が数回にとどまっていることが分かる。1855 年 11 月・12 月は、

1855 年 11 月７日の遠州灘における最大余震（M7.0〜7.5）（宇佐美・他，2013）、

1855 年 11 月 11 日の安政江戸地震（M7.0〜7.1）（宇佐美・他，2013）の発生によ

り関東〜近畿地方にかけて有感数が増加している。この状況は、1856 年８月まで

続くが、その後は次第に低調になっていき、図３－10－(２)－⑥－11 の 1857 年１

月〜12 月では有感数がほとんど記録されていない。したがって、1854 年安政東海

地震・南海地震が発生すれば、関東〜九州にかけて、日本海側を含めて地震後約

半年間は有感数が非常に多くなることが分かる。その後は、最大余震や内陸大地

震の発生とともに有感数は増加するが、基本的に、顕著で群発的な内陸地震活動

などはみられない。今後、日記史料データが増えていくので、そうなれば、さら

に長期にわたる内陸地震活動について検討することができると期待できる。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 南海トラフ地震による長周期地震動のリアルタイム予測・被害軽減に向けて、陸海域

での強震観測データと、３次元不均質構造を考慮した地震波伝播シミュレーション結

果の同化に基づく予測手法の実現可能性を検討した。同化された波動場から評価地点

の長周期地震動を瞬時に予測するために、予め計算した波動伝播のグリーン関数の活

用が有効である。想定南海トラフ地震の模擬強震観測波形を用いた数値実験から、関東

平野に長周期地震動が発生する数十秒前に、十分な精度での予測可能性が示された。長

い断層破壊時間を有する巨大地震では、予測精度と揺れの発生までの猶予時間に大き

なトレードオフがあるため、観測データの取得に合わせた繰り返し予測が重要である。

また、海域観測の有効活用のためには、観測点周辺の地下構造探査の充実が必要である。 

 1854 年安政東海・南海地震の震源域の境界を確定させることを目的に、既刊地震史

料集の調査によって、史料に残された津波記録・地殻変動記録を抜き出して整理した。
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その結果、安政東海地震の南西端は、現和歌山県新宮市のやや北東付近まで、安政南海

地震の北東端は新宮市付近まで達していた可能性が高いことが分かった。1944 年東南

海地震・1946 年南海地震の震源域の境界は潮岬沖であるので、安政東海・南海地震の

震源域は、昭和よりも約 50km 程度北東であることが分かった。また、安政東海地震・

南海地震の津波記述・地殻変動の記述に基づけば、両地震の波源域の間にはある程度の

間隙があったとしても、羽鳥（1974）や瀬野（2012）が示すような安政地震のすべり残

りを示すような顕著な間隙は存在しないのではないと考えられる。津波シミュレーシ

ョンや地殻変動の数値計算によって研究を補強していくことが重要である。 

 1854 年安政東海・南海地震前後の地震活動の変化をみるために、東京大学地震火山

史料連携研究機構による「日記史料有感地震データベース」から、1853 年〜1857 年に

おける 41 地点の全有感記録を抜き出し、２ヶ月毎にその有感数の推移を検討した。そ

の結果、安政東海地震・南海地震の発生前は、嘉永小田原地震、安政伊賀上野地震の本

震・余震による有感数の増加はみられるが、群発地震活動など 1854 年安政東海地震・

南海地震の震源域周辺における内陸中小地震の活発化による有感数の増加はみられな

いことが分かった。1854 年安政東海地震・南海地震の発生後については、約半年間は

関東〜九州にわたって有感数が爆発的に増加するが、それ以降は、震源域直上の高知県

を除いては、有感数は徐々に低調になっていくことが分かった。しかし、最大余震の発

生や安政江戸地震の発生によっては、その周辺で有感数が増加することが分かった。今

後、1860 年代まで期間を延ばした検討も重要となるだろう。 
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⑦ 1854 安政東海地震津波における津波痕跡高の再評価 

(a) 業務の要約 

 本業務では、安政東海地震と昭和東南海地震の波源の相補関係（瀬野，2012）を明

らかにするために、古文書の精査から地殻変動量分布を定量的に評価した。ここで得

られた地殻変動量と津波痕跡高の分布を説明するための安政東海地震の波源について

検討を行った。北米西岸の潮位計に記録された遠地津波波形を基に 1854 年安政東海地

震の津波励起時刻の推定を試みた。 

 

(b) 業務の成果 

 1) 1854 安政東海地震の地殻変動量分布 

 地震史料集から、東海地震、南海地震に伴う地殻変動記事の収集にあたって、原記録

からどのような基準で地盤変動記事と認定するかについて述べる。  

 

 分類① その古文書の筆者自身が、地震前後での地盤沈降、あるいは海面上昇あるい

は下降に気づいていて、その事実を明記している場合。変位量まで明記され

ている場合も多数見られる。 

 分類② 港内の水深が浅くなって船舶の出入りに支障をきたすようになった場合。 

 分類③ 沖合の岩礁の見え方が変化したことを記録する場合。 

 分類④ 地震後、家屋の敷地、田畑地の浸水が日常的に起きるようになった事情を記

録した場合。 

 分類⑤ 地震後数年のうちに、気象的な高潮現象が頻繁に起きるようになった場合。 

 分類⑥ 地震直後に、著しく潮が引き、海底の露出が広範囲に起き、あるいは岩礁の

根元が観察された場合。 

 分類⑦ 農地・塩田が津波や液状化で荒廃地になったあと、地震後数年を経て復興さ

れず、永久的に生産活動が放棄された場合。  

 分類⑧ 津波のあと、住宅地、農地が湖面あるいは海面となった場合。 

 

 一般的にはここに挙げた分類①-④の記述は、地盤変動が起きたことがほぼ確実と考

えられるので、原文書にこの様な記載があった場合には原則として確実度Ａとする。し

かし、原文献自身が風聞の記載や、近現代に記された文献のみに記述が現れる場合など、

文献としての信頼性が劣る場合には、分類①-④の記載内容であっても確実度を低く判

断することがある（確実度Ｂ、および確実度Ｃ）。分類⑤⑥も地盤変動が起きた可能性

が高いが、やや確実さに劣る。⑤は沈降、⑥は隆起海岸に起きることが多い現象ではあ

るが、その海岸線で隆起が起きたことを実証するにはやや不確実さが残る。⑤および 

⑥は確実度Ｂとする。⑦、⑧は確実度Ｂ、ないしＣとする。本業務では、上記のうち、

信頼度 A のみを採用した。 

 前節の分類①～⑧によって、地盤変動があったことが判定することができるが、さら

に地盤変動の量は次のようなことから推定できる場合がある。 
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 A. 原文自身に目視変動量が明記されている場合 

    この場合には、地盤変動量までが推定できる。例えば原記載に「二三尺」と表

記されている場合には、二尺(0.6 m)と三尺(0.9 m)の平均を計算して、0.75 m を

算出し、これを原記載の持つ 10 cm 精度の値に丸める。具体的には、四捨五入し

て精度桁の数字 0.8 m を推定値とする。 

 B. 地震前は居住地敷地あるいは田畑地であったものが、地震後に恒常的に海水面

下になったと記録された場合 

    居住地であったにしろ田畑であったにしろ、その土地が利用できるための条

件として、天文潮汐の大潮の満潮時より標高が高くないと、少なからず潮が打ち

上がってしまう。さらに、大きな気象擾乱を考慮すると、土地利用対象地盤が満

潮潮位よりさらに高くないと恒常的な利用は難しい。 

    大潮の満潮と干潮の潮位の差を大潮干満差と呼び、海の平均海面はこの両者

の平均の高さと仮定する。地震前には天文潮汐が大潮の満潮時でも浸水していな

かった土地であるから、大潮の満潮時よりは、地面標高は高かったはずである。

今仮に地震前にはその年の標高が「（大潮の TP 基準満潮時水位）＋0.2 m」であ

ったと仮定する。最低これだけの標高がないと大潮の満潮時には頻繁に海水によ

る浸水が起きて、農耕用地としても居住用敷地としても耐えがたいと考えられる

からである。 

 

 安政東海地震によって地盤が沈降したケースを次の i)〜iii)に小分類して地盤沈下

量Δh の最小見積もり値を推定した。 

 

 i) 地震後にその土地が毎日一定時間に浸水するようになった場合 

 この場合、日々の満潮時に海水面下になるのであるから、小潮（上弦、あるいは

下弦日）の満潮時の潮位（平均海面から測った）が、その土地の地面標高の 0.1ｍ

だけ上になるものとして算出する。結果として地盤沈下量Δh＝(大潮満潮潮位－

小潮満潮潮位)+0.2 m が最低値と推定される。 

 ii) 平均海面下になったと判定される場合 

 この場合、地盤沈下量Δｈ（最小見積もり値）はΔh=（大潮干満差）／２+0.2

（m）＋「深さ」で計算できる。「深さ」は平均海面であった時の水面から海底ま

での「海水の厚さ」であるが、ここではこの「深さ」を 0.3 m とした。 

 iii) 完全に海面下になった場合 

 この場合には、「大潮干潮時にも水面下になった」と理解するのが合理的なの

で、地盤沈降量Δh＝（大潮日干満差）＋0.2（m）実際には、原文献の記載から

小分類を識別判断するのが難しい場合が多く、その場合には、場合状況に応じて

地盤変化量Δｈを考察することとした。 

 ⅳ) 本震の発生直後、海水が大きく引いた、と記録された場合 

 前節の分類⑥の場合は、本震に伴って地盤がおおむね１m 以上隆起して、汀線

（波打ち際）が急速に遠ざかる様子が表現されたもので、信頼性の高い地盤隆起
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の記録ということができる。汀線の移動量が記されていれば、海図によって海底

勾配を読み取り、その勾配値を乗ずれば地盤隆起量のおよその値を推定すること

ができる。分類⑥の記述と、津波第１波が引きであって、その到来時の水位低下

による汀線が後退するのとは別の現象であって、慎重にこの両者を区別する必要

がある。地盤隆起の場合には、汀線の後退は地震の直後から始まるのに対して、

津波の場合には、本震発生から津波の到来まで若干の時間間隔がある。 

 

 分類⑦⑧は地盤が沈降した可能性が高いが、田地や塩田での生産活動が放棄されたの

が、地盤沈下によって塩分が田地に浸透してきたためか、あるいは津波によって海水が

田畑の表土に塩分をもたらしたのかは区別する必要がある。多数の津波後の田畑の復興

事例を参照すると、津波で海水を被った後、自然に塩分が抜けて再び工作に適した土地

に復活するまで凡そ 5 年を要する。この場合、津波に冠水して一度年貢が免ぜられ、数

年後田畑が回復し、再び新たに年貢が定められるとき「鍬先証文」が作成される。尾鷲

市立図書館には安政津波の数年後水田回復が行われたさい作成された多数の「鍬先」の

文書が保管されている。しかしもし、10 年以上年数が経過して水田が回復しない場合に

は、津波に被災したのではなく、地盤沈下のために永久的に水田や塩田の復旧が不可能

となったことを示していることになろう。 

 図３－10－(２)－⑦－１に、安政東海地震による駿河湾沿岸の地殻変動に関する既往

研究（石橋，1984；Kitamura and Kobayashi, 2014）と、本研究で得られた遠州灘およ

び熊野灘沿岸の地殻変動量を示す。駿河湾西部沿岸では隆起傾向にあり、とくに駿河湾

奥では３m 程度の隆起量、湾口西岸の御前崎付近では１m 程度の隆起量であったことが

わかる。また、浜松より西側では沈降傾向があり、浜名湖や伊勢湾沿岸で１m 弱、熊野

灘で１m 程度の沈降量となっていたことがわかる。 

 

 

図３－10－(２)－⑦－１ 安政東海地震による静岡県、愛知県、三重県、和歌山県沿

岸の地殻変動量分布  
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2) 津波痕跡高と地殻変動量の分布を説明するための安政東海地震の波源 

 前述で評価した地殻変動量分布と津波痕跡高分布を説明するための安政東海地震の

波源について検討を行う。図３－10－(２)－⑦－２には、平成 30 年度の業務成果で得

られた痕跡点に加えて、羽鳥（1975、1977、1980）、都司・他（1991）、行谷・都司

（2005）、都司・他（2014）、矢沼・他（2017）、今井・他（2017）も含む。史料精査か

ら明らかになった安政東海地震津波の津波痕跡高さ分布には 2 つのピークがあり、志

摩半島東端の国崎で 22  m に達していたことがわかる｡もう一つのピークは、伊豆半島

南東の入間で、津波痕跡高さが 15 m を越えていたことがわかる｡平均的には津波高は

10 m 程度であり、西側の津波終息地点は鵜殿であった。詳細については、平成 30 年度

報告書を参照されたい。 

 波源断層の断層面は Nakanishi et al.（2018）の３次元構造モデルを参照し、津波

と地殻変動の痕跡の空間分布を考慮し、断層長さが 50 km 程度となるように駿河湾沖

で６枚、東南海沖 10 枚の小断層を配置した（図３－10－(２)－⑦－３）。 

 各小断層による津波のグリーン関数は線形長波理論（空間格子間隔 150 m、時間間隔

0.2 s）で計算した。安政東海地震による津波痕跡点は 283 点であるが、空間格子間隔

の関係や精緻な地形復元を行わないと利用できない痕跡点（例えば、浜名湖沿岸の痕

跡）を除き、同じ集落の津波高は平均値と標準偏差で代表させ、合成 53 点の痕跡点を

利用した。地殻変動は、Okada（1985）の方法を用いて 33 点の痕跡点を利用した。こ

れら津波高と地殻変動量の痕跡分布を説明するための断層のすべり量分布は、VR

（Yamamoto et al., 2016）が最適値（=1.0）に近づくように SA（Kirkpatrick et 

al., 1983）を用いて推定した。VR は以下で定義される。 

 

𝑉𝑅 = 1 −
∑ (𝑂𝑖−𝐶𝑖)

2𝑛
𝑖=1

∑ 𝑂𝑖
2𝑛

𝑖=1

               (1) 

 

 ここで、Oi は観測値、Ci は計算値、n は痕跡点数である。 

本解析では、地殻変動量と津波高の２つの異なる物理量を扱うため、個々の再現性指

標の相乗平均値を参照しながら最適化を行った。痕跡値には誤差が含まれる場合も多

いため±10%の誤差を一様乱数で与えた 10,000 通りの痕跡分布に対する各小断層のす

べり量を評価し、その各平均を代表値とした。 

 本解析を行う前に、本手法の解析精度検証のためにチェッカーボードテストを行っ

た。具体的には、各小断層にモザイク状のすべり量を与え、各観測点における地殻変

動量および津波痕跡高を計算する。計算値には±10％の誤差を与えて SA ですべり量分

布を求め、その復元状況を確認した。図３－10－(２)－⑦－４にチェッカーボードテ

スト結果を示す。図から、駿河湾において、陸近くにおける小断層のすべり量分布の

復元性は良いが、トラフ軸沿いの復元性は悪いことがわかる。駿河湾の東側に地殻変

動の痕跡が存在していないことが原因の一つと考えられる。遠州灘から熊野灘沖の小

断層においては、おおむね良好な復元性を有していることがわかる。 

 図３－10－(２)－⑦－５に本解析で得られた安政東海地震の波源モデルを示す。本
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モデルの VR は 0.84 で Mw は 8.3 となり、既往研究による地震規模（例えば、石橋, 

1994; 相田，1981；安中・他，2003）と同程度である。断層すべりの分布について、

駿河湾奥では３m に及ぶ地殻変動量を説明するために、湾奥の小断層は 10 m 程度のす

べりとなっていることがわかる。遠州灘から熊野灘においては沖側の小断層で 10 m 程

度のすべりとなっており、志摩半島陸側の断層すべりはこれに比較して相対的に小さ

く、西端の断層すべりも同様に相対的に小さい傾向にある。 

 図３－10－(２)－⑦－６に 1854 年安政東海地震と 1944 年昭和東南海地震の波源モ

デルの比較を示す。ここで、昭和東南海地震の波源モデル（Baba and Cummins, 

2005）は検潮記録による津波波形から逆解析されたモデルである。図から、安政東海

地震の波源は志摩半島沖～遠州灘西沖で沈降する傾向にある。昭和東南海地震の波源

は志摩半島沖～遠州灘西沖で隆起する傾向にある。紀伊半島沖のトラフ軸では両地震

ともに大きな隆起が生じている。以上から、瀬野（2012）が主張している安政東海地

震と昭和東南海地震の津波発生域の相補関係については、一部では相補的な関係が示

唆される。  

 

 

図３－10－(２)－⑦－２ 安政東海地震による静岡県、愛知県、三重県、和歌山県沿

岸の津波痕跡高分布  
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図３－10－(２)－⑦－３ ３次元構造モデルに基づく小断層の配置。赤実線は小断層

を示し、黒実線は Nakanishi et al.（2018）によるプレート境界面のコンターを示し

ている。 

 

 

図３－10－(２)－⑦－４ チェッカーボードテスト結果  
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図３－10－(２)－⑦－５ 本解析で得られた安政東海地震の波源断層のすべり分布。  
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図３－10－(２)－⑦－６ (a) 本解析によって得られた 1854 年安政東海地震と、 

(b) 1944 年昭和東南海地震の波源モデル（Baba and Cummins, 2005）の比較。 

 

3) 1854 安政東海地震における北米西海岸の津波記録を用いた津波励起時刻の検討 

 南海トラフで発生する地震は全域がほぼ同時に破壊する場合（例えば、1707 年宝永

地震）や時間をおいて別々に破壊する場合（例えば、1854 年安政東海・南海地震）な

ど、地震の発生場所や規模に多様性がある。時間差をもって地震が発生した場合、そ

れぞれの地震で発生した津波の重なりによりほぼ同時に破壊する場合より津波高が高

くなる可能性がある（Imai et al., 2010）。「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地

震・津波対策に関する専門調査会報告」でも、ほぼ同時に発生する場合が最悪の結果

をもたらすとは限らないことから時間差をもって発生する場合も併せて検討する必要
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があることが指摘されている。 

 1854 年安政南海地震は同年安政東海地震の約 30 時間後に発生したと考えられてい

る。この根拠は北原ほか（2006）や松浦（2017）による信頼できる同時代史料である

が、安政東海地震の発生時刻には 12 月 23 日午前８時過ぎから午前 10 時前までのばら

つきがある。これは地震発生当時の日本で採用されていた不定時法の時間分解能が二

時間単位であったことに起因する。このように時間差が未定である場合、安政南海地

震の津波痕跡高は安政東海地震による津波の重なりによって高くなっている可能性が

ある。これは津波痕跡高に基づいた安政南海地震の震源域・波源域の復元に影響を及

ぼすかもしれない。 

 安政東海・南海地震は地震計が開発される以前のイベントであるため強震波形が存

在しない。しかしながら、北米西岸に設置された潮位計（オレゴン州アストリア、カ

ルフォルニア州サンフランシスコ及びサンディエゴ）で津波を含む潮位波形が記録さ

れている（Bache, 1856; Satake et al., 2020；図３－10－(２)－⑦－７）。この潮位

計に記録された観測津波波形と数値シミュレーションで求めた計算津波波形を比較す

ることで安政東海地震の津波励起時刻や安政東海・南海地震の時間差を推定すること

ができるだろう。本業務では、その足掛かりとして北米西岸で観測された潮位波形を

デジタル化し、計算津波波形と比較することで安政東海地震の津波励起時刻を推定し

た。 

 まず紙面媒体の潮位記録を１分間隔でデジタル化し、理論潮汐曲線に基づいて観測

当時の地方時から日本標準時に変換した。振幅は現在のものに比べて精度が低く、潮

位計に使われていた水理フィルターも明らかではないため、計算・観測波形ともに最

大振幅で規格化した（図３－10－(２)－⑦－８）。初期津波波源として津波浸水高や遡

上高を基に推定した安中モデル（安中ほか，2003）を採用した。初期地殻変動は

Tanioka and Satake（1996）を用いて鉛直変位に加えて海底勾配による水平変位も考

慮し、これに梶浦フィルター（Kajiura, 1963）を適用したものを使用した。 

 次に、線形長波理論（case １）と Allgeyer and Cummins（2014）によって提案され

た地球の弾性変形・海水の圧縮性を考慮した非線形分散波理論（case ２）に基づいて

津波伝播を数値的に解くため、数値計算コード JAGURS（Baba et al., 2017）を使用し

た。ここで Allgeyer and Cummins（2014）によって提案された手法と Watada et al.

（2014）や Ho et al.（2017）の改良位相補正法はどちらも津波伝播に伴う地球の弾性

変形や海水の圧縮性による長周期の位相速度低下を考慮しているが、厳密にはそれぞ

れが考慮できる効果は異なっている。そこでそれぞれの手法が計算波形に与える影響

について調べるため、 case １で求められた津波波形に対して改良位相補正法を施し

た計算津波波形（case ３）と case ２で求めた計算津波波形を比較した（図３－10－

(２)－⑦－９）。  

 デジタル化した潮位記録から津波が北米西岸に到達したのは 12 月 23 日午後９～10

時（日本標準時）だったと読み取ることができる（図３－10－(２)－⑦－９）。また線

形長波理論から推定される津波到達時間から北米西岸に津波が到達するのは津波が励

起してから 10～12 時間後（図３－10－(２)－⑦－７a）であり、津波励起時刻は午前

９時前後であったと考えられる。そこで数値シミュレーションの津波励起時刻を午前
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９時（日本標準時）に設定して計算波形と観測波形の到達時刻を比較したところ、計

算波形は観測波形より数十分早く到達した。ここで北太平洋の津波伝播を解くために

使用した理論によって検潮所で求められる波形や走時は異なり、case ２で求めた計算

波形は case １で求めた計算波形より６分程度遅れた（図３－10－(２)－⑦－９）。ま

た case ２と case ３で求めた計算波形はよく一致しており、これは Ho et al.

（2017）の手法と Allgeyer and Cummins（2014）の手法が同質のものであることを示

している。 

 各検潮所において計算波形と観測波形の相互相関関数を求めることでその時間差か

ら津波励起時刻を推定できるが、開発初期の潮位計では高周波を記録できないため、

計算・観測波形から高周波成分を取り除くローパスフィルターをかける必要がある。

そのカットオフ周波数を求めるため、計算波形と観測波形のパワースペクトル密度を

比較したところ、そのカットオフ周波数は 0.002 Hz とするのが最適であった。サンデ

ィエゴ及びサンフランシスコの検潮所におけるローパスフィルターをかけた計算波形

（case ２）と観測波形の相互相関関数を求めたところ、計算波形の走時を約 30 分遅

らせると、どちらの検潮所においても計算波形は観測波形と整合的となった（図３－

10－(２)－⑦－10 及び図３－10－(２)－⑦－11）。一方、アストリアの検潮所は津波シ

グナルが弱く、相互相関係数ははっきりとしなかった。 

 数値シミュレーションの津波励起時刻を午前９時（日本標準時）に設定したとき、

計算波形は観測波形より約 30 分早く到達することが明らかとなった。以上の結果に基

づいて、安政東海地震の津波励起時刻は午前９時 30 分頃（日本標準時）だったと結論

付けた。しかしながら、日本標準時が正式に採用されたのは 1888 年なので地震発生当

時に記述された古文書記録の時刻はすべて地方時である。すなわち古文書記録と本業

務の成果を比較するためには、当時の地方時に合わせるか、もしくは古文書の時刻を

日本標準時に変換して議論する必要があるだろう。 

 図３－10－(２)－⑦－11 は矩形断層モデルと津波痕跡高と地殻変動量の分布に基づ

く安政東海地震の波源モデルから計算した津波波形の比較を示している。北米西海岸

に到達する津波波形について、大局的には両モデルによる津波波形の位相や振幅は一

致するようである。波源の位置が北米に到達する津波の特性を支配しており、波源の

不均質性はそれほど寄与しないようである。 
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図３－10－(２)－⑦－７ 理論津波走時と検潮所（赤三角）周辺の地形。図中の初期津

波波源は安政東海地震の矩形断層モデル（安中ほか, 2003）。  

 

 

図３－10－(２)－⑦－８ 北米西岸で観測された観測津波波形（黒線）と地球の弾性変

形・海水の圧縮性を考慮した非線形分散波理論（case ２）に基づく計算津波波形（赤

線）。  
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図３－10－(２)－⑦－９ 各検潮所における津波初動の波形比較。黒線は観測津波波形、

青線・赤線・緑線はそれぞれ case １、case ２、case ３の計算津波波形を示す。  

 

 

 

図３－10－(２)－⑦－10 各検潮所における観測波形と計算波形（case ２）の相互相

関関数。 
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図３－10－(２)－⑦－11 初期津波波源モデルの違いによる計算津波波形の比較。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 安政東海地震と昭和東南海地震の波源の相補関係（瀬野，2012）を明らかにするため

に、古文書の精査から地殻変動量分布を定量的に評価した。ここで得られた地殻変動量

と津波痕跡高の分布を説明するための安政東海地震の波源について検討を行った。本

解析では、安政東海地震の Mw は 8.3 となり、既往研究による地震規模と同程度となっ

た。安政東海地震の波源は志摩半島沖～遠州灘西沖で沈降する傾向にある。昭和東南海

地震の波源は志摩半島沖～遠州灘西沖で隆起する傾向にある。紀伊半島沖のトラフ軸

では両地震ともに大きな隆起が生じている。以上から、瀬野（2012）が主張している安

政東海地震と昭和東南海地震の津波発生域の相補関係については、一部では相補的な

関係が示唆される。  

 北米西岸の潮位計に記録された遠地津波波形を基に 1854 年安政東海地震の津波励起

時刻を推定した。サンフランシスコおよびサンディエゴの検潮所に記録された観測波

形と計算波形の比較から、その時刻を 12 月 23 日午前９時 30 分頃（日本標準時）と推

定した。矩形断層モデルと本解析による波源モデルの比較から、北米西海岸に到達する

津波波形について、大局的には両モデルによる津波波形の位相や振幅は一致するよう

である。波源の位置そのものが北米に到達する津波の特性を大きく支配し、波源の不均

質性自体は北米の津波特性には大きく寄与しないようである。 
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(3) 平成 25～平成 31 年度（令和元年度）の成果 

① 日本列島粘弾性モデル構築とその応用 

(a) 業務の要約 

沈み込み帯の複雑な三次元不均質構造のもとでの弾性・粘弾性応答の解析のための

有限要素法コードの改良と、地殻構造・物性の曖昧さを考慮可能な地殻変動解析手法の

開発を行った。観測データにより推定された複雑な三次元不均質地殻構造を用いた地

殻変動解析の解析コストは膨大であるため、従来の地殻変動解析では半無限媒体近似

や水平成層構造などにより、簡単化された地殻構造が用いられていた。観測データをよ

り有効活用していくため、この膨大な解析コストを軽減した有限要素法による地殻変

動解析用のプログラムの改良を行うとともに、曖昧さを考慮した多数の地殻構造モデ

ルを用いた地殻変動解析手法の開発を行った。また、最終年度には、観測データと粘弾

性不均質構造での地殻変動解析との融合をすすめるため、データ同化アルゴリズムを

導入した。 

 

(b) 業務の実施方法・成果 

以下では、曖昧さを考慮した解析手法について、実施方法と成果を示す。 

地殻・マントルの形状や物性の不均質性が地殻変動シミュレーション結果に及ぼす

影響が大きいとの指摘もあり、３次元有限要素法などを使って、地殻・マントルの形状

や物性の不均質性及び粘弾性を考慮した地震時・地震後地殻変動のシミュレーション

が行われている。しかし、蓄積されてきた地殻・マントルの形状や物性のデータから構

築される地殻・マントル構造モデルは高詳細であるものの、これらを用いて３次元有限

要素モデルを構築し、地殻変動シミュレーションを行うことは、解析コストの観点から

難しいとされているため、上記の地殻変動シミュレーションで用いられる地殻・マント

ル構造モデルはやや低詳細化されたものが用いられている。蓄積されてきた地殻・マン

トルの形状や物性のデータから構築される高詳細モデルをそのままシミュレーション

で用いるために、ハイパフォーマンスコンピューティングの技術に基づき、高詳細モデ

ルから３次元有限要素モデルを構築し、これを用いた弾性・粘弾性応答解析が可能な手

法の構築をすすめてきた。一方で、地殻・マントルの形状や物性の情報は完全には分か

っていないため、この曖昧さを如何に考慮するかが課題となる。モンテカルロシミュレ

ーションにより曖昧さを考慮するアプローチが考えられるが、大自由度の有限要素解

析を多数回行う必要があるため、その実現は難しいとされてきた。本研究では、開発を

すすめてきた有限要素モデル自動生成手法と GPU ベースの地殻変動シミュレーション

手法を組み合わせることで、東北日本サイズの３次元有限要素地殻モデル（108 オーダ

ーの自由度）を対象としてモンテカルロシミュレーションにより、地殻・マントルの形

状や物性の曖昧さを考慮した解析が可能なことを示した（Yamatughi et al., 2017）。 
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図３－10－(３)－①－２ 東北地方の地殻構造の曖昧さを考慮するために構築した

1000 種類の有限要素モデル（自由度は約 8000 万）のうちの一つ。 

 

ここでは、多数回の３次元有限要素地殻モデル構築と地殻変動シミュレーションに

よる地殻構造の曖昧さを考慮した地震時すべり量推定の例を紹介する。対象領域は東

北地方太平洋沖地震の震源域を含み、解析対象領域のサイズは x, y, z 方向にそれぞ

れ 784, 976, 400 km である。仮想的な観測データが GEONET・GNSSS/A・S-Net の観測

点上で得られたとして、すべり量推定を行った。生成される 3 次元有限要素モデルの

自由度のオーダーはおよそ 108 弱となる。図３－10－(３)－①－２にオリジナルの地

殻データから生成された 3 次元有限要素地殻モデルの例を示す。このオリジナルの地

殻データのプレート境界面形状に曖昧さがあるとして、この曖昧さを考慮して地震時

すべり量を推定する。この図に示したように、プレート境界に 180 の小断層を配置

し、各小断層について strike 方向と dip 方向におけるすべり量を推定するため、一つ

の 3 次元有限要素地殻モデルに対して 180×2＝360 個のグリーン関数を計算するため

の地殻変動シミュレーションを行う必要がある。また、地殻モデルの幾何形状が変化

するたびに、有限要素モデルを構築しなおす必要がある。ここでは、モンテカルロシ

ミュレーションで得られた確率的応答の収束性が十分担保されるよう、1000 回試行し

たため（＝1000 種類の地殻モデルを考えたため）、1000 回の有限要素モデル構築と

360×1000 で 360,000 回の地殻変動シミュレーションを行うこととなった。解析に

は、8 台の計算ノードにより構成した GPU クラスタを用いた。各計算ノードは

2CPU(Intel Xeon E5-2695 v2，24 コア)と 8GPU (NVIDIA Tesla K40)からなる。逆解析

1 回当たりの計算時間は 4,312 秒となった（このうち有限要素モデル構築には 1,364

秒かかった）。効率的な解析フローを用いることで、1000 種類の地殻モデルに対す

る、1000 回の有限要素モデル構築と 360×1000＝360,000 回の地殻変動シミュレーシ

ョンはおよそ 9 日で実行できた。図３－10－(３)－①－３に 1000 ケースの逆解析によ

って得られる地震時すべり量分布について平均値と標準偏差を示す。ポイントワイズ

の確率応答の収束の推移を調べたところ、800 ケース以後は値に大きな変化が見られ

なかったことから、モンテカルロシミュレーションにより解析した確率応答が十分に

収束していることが確認できた。すべり分布の標準偏差は平均値の 13%に達する箇所

も確認されており、地震時におけるすべり量分布や応力状態の議論の際に、地殻構造

の情報の曖昧さが議論の結果に優位な差をもたらす可能性があることが示された。 
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図３－10－(３)－①－３ 1000 回の試行によるモンテカルロシミュレーションを用

いた逆解析によって得られる、地震時すべり量分布の平均値と標準偏差。 

（Yamaguchi et al., 2017） 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

沈み込み帯の複雑な三次元不均質構造のもとでの弾性・粘弾性応答の解析のための

有限要素法コードの改良と、地殻構造・物性の曖昧さを考慮可能な地殻変動解析手法の

開発を行った結果、以下のことが判明した。 

○計算科学・計算機科学の進展を踏まえた新たな手法の開発を行うことで、膨大な解

析コストを軽減することは十分可能である。 

○複雑な三次元不均質地殻構造を半無限媒体近似などにより簡単化すると、地殻変

動解析結果に大きな差を生じる場合がある。特に、震源近傍では大きな差を生じる場合

がある。 

○複雑な三次元不均質地殻構造を確定的に決定することは難しく、曖昧さが残る。こ

の曖昧さを陽に考慮する手法を開発するとともに、その影響が場合によっては大きい

ことが分かった。 

さらに、 

○上記の解析手法にデータ同化アルゴリズムを組み合わせることで、観測データと

シミュレーションの融合をすすめるための基礎検討を行い、その有効性を確認した。 

観測データと高詳細地殻モデルを用いた震源シナリオ研究の高度化・プレート間モ

ニタリングシステム実現のために、地殻構造の曖昧さを考慮するためなどの順解析コ

ストを抑制するための有限要素解析開発、より効率的に観測データと粘弾性不均質構

造での地殻変動シミュレーションの融合を進めるためのデータ同化アルゴリズムの開

発をさらに進めることや、南海トラフの実問題に適用し、有効性を検証することが重要

である。 

 

(d) 引用文献 

Yamaguchi, T., K. Fujita, T. Ichimura, T. Hori, M. Hori, and L. Wijerathne, 

Fast Finite Element Analysis Method Using Multiple GPUs for Crustal 

Deformation and its Application to Stochastic Inversion Analysis with 

Geometry Uncertainty, Procedia Computer Science, 108C, 765-775, 2017. 
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② 地震サイクル計算手法の高度化 

(a) 業務の要約 

１）H 行列法による粘弾性媒質における地震サイクル計算の高速化 

 非線形粘弾性媒質中での地震サイクル計算の準備として、任意の非線形粘弾性を

扱いうる（Barbot and Fialko, 2010）の方法（Barbot 法と略）に、密行列圧縮手

法である H 行列法（Hackbush, 1999）を適用し、計算の高速化を試みた。線形粘

弾性媒質中の地震発生後の粘弾性応答を例に本手法の有効性を調べ、また非線形粘

弾性媒質を仮定した場合についての計算を行った。 

  ２）スペクトル要素法による地震サイクル計算コードの開発 

 スペクトル要素法（SEM）による、２次元 in-plane 不均質弾性媒質における断層

上での、速度状態依存摩擦則（RSF）に従う動的破壊過程を含む地震サイクル計算

コードを開発し（Seki,2018）、高角逆断層における、断層を挟んで異なる媒質にお

ける地震サイクル計算を行い、不均質媒質の効果を確かめた。 

 

(b) 業務の成果 

１）H 行列法による粘弾性媒質における地震サイクル計算の高速化 

 従来の境界積分法を用いた手法では均質線形粘弾性媒質しか扱うことができな

かったが、地震直後の余効変動では非線形粘弾性が効くことが指摘されている。

Barbot 法は、非弾性ひずみによる影響を等価外力の形に置き換えることで、非弾性

ひずみが作る応力場を弾性体中のひずみ–応力の関係式を用いて計算する。Barbot

法は非線形粘弾性体に適用が可能であり不均質な粘性構造を扱うことができるが、

非弾性セルの個数 N に対して O(N2)の計算量を必要とする。実際の海溝型巨大地震

を対象とした地震サイクル計算への導入には三次元弾性-非弾性モデルを考える必

要があり、さらなる計算量の削減が望まれる。そこで本研究では、Barbot 法に密行

列圧縮手法である H 行列法を適用することで、計算量・メモリ量の削減を行った。

また本手法を用いて、非線形粘弾性を考慮した三次元モデルにおいて地震後の粘弾

性変形を計算した。 

 弾性-粘弾性体を設定した単純なモデルについて、ひずみ–応力応答行列と非弾性

ひずみの積にかかるメモリ量・計算量の粘弾性セル数 N 依存性を調べた。H 行列法

の適用により、計算量は Barbot 法のみの O(N2)から O(NlogN)程度に削減され(図３

－10－(３)－②－３)、また従来法と比べて十分な精度を有していることを確認し

た。 

 また本手法を用いて、非線形粘弾性体を仮定した場合の地震発生後の粘弾性変形

の計算を行った例の結果を図３－10－(３)－②－４に示す。プレートを弾性体とし、

プレートより深い領域に Burgersレオロジーに従う粘弾性領域を持つ三次元モデル

を設定した。プレート境界で M8.0 の地震が発生した後 100 日間の累積非弾性ひず

み (図３－10－(３)－②－４) は断層に近傍で局所的に大きく、地震による応力変

化の大きい断層近傍で他の領域に比べて粘性が下がり、より変形が進む様子が確認

できる。 
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２）スペクトル要素法による地震サイクル計算コードの開発 

 海溝型地震サイクル計算の多くは、均質半無限弾性体を仮定し準動的近似を用い

ている。そこで、スペクトル要素法（SEM）による、不均質弾性媒質中での動的破壊

を含む地震サイクル計算コードの開発を行った。これまで２次元動的破壊計算コー

ド SEM2DPACK（Ampuero，2002）を元に、（Kaneko et al., 2011）は、２次元 anti-

plane 問題での地震サイクル計算へ発展させている。本研究では海溝型地震サイク

ル計算を目指して、2 次元 in-plane 不均質弾性媒質における動的破壊過程を含む地

震サイクル計算コードを開発した「Seki,2018」。 

 小領域モデルではあるが（図３－10－(３)－②－５に SEM メッシュを示す）、高

角逆断層における地震サイクル計算例を示す。y=45～0m のすべり速度強化断層面中

の y=28～19m 域に速度弱化域、および初期法線応力=120MPa、特徴的すべり距離Ｌ

=84μm とし、ｙ=0～-45ｍの断層面下部領域に載荷速度(Vpl=2mm/年)を与えて地震

サイクルを駆動している。Vp=6km/s, Vs=3.364km/s を基準として採用し、断層左側

（右側）の Vp,Vs を-20%としたモデルを DBL（DBR）とし、断層面を境に媒質が異な

る場合（bimaterial と呼ばれる）の地震サイクル計算の比較を行った。図３－10－

(３)－②－６に地震サイクル中でのすべり発展を示す。最初の地震発生は初期条件

の影響を受けて計算が不安定であるが、その期間を除いた地震の再来間隔は、それ

ぞれ 7.81 年、7.23 年で、DBL の方が長くなる。地震波速度の遅い媒質側のすべり

の向きを positive direction（以下 pv：図３－10－(３)－②－６）と呼ぶが（例え

ば、Ma and Beroza（2008））、すべり弱化則を用いた動的破壊伝播計算から、この方

向には破壊伝播速度が大きくなることが知られている。やや確認しにくいが、確か

に、破壊が速度弱化域にある期間では、pv の方向の破壊伝播速度が大きく、DBL と

DBR では破壊伝播が非対称になっている。破壊が速度強化域に入ると逆転するよう

に見えるが、最大すべり量は 1.58×10-2m、および 1.45×10-2m となり、これが再来

間隔の差を生み出している。また、このモデルでは bimaterial 媒質効果が確認さ

れたが、破壊が地表に達しないモデルでは、bimaterial 断層モデル間で繰り返し間

隔に差異が生じないことが分かった。 

 

 

図３－10－(３)－②－３ メモリ量・計算時間の粘弾性セル数 N 依存性 
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図３－10－(３)－②－４ 地震後 100 日間の累積非弾性ひずみ分布の strike(x1)

方向に垂直な断面。(a) x1x2 成分及び(b) x2x2 成分。 

 

 

 

図３－10－(３)－②－５ SEM メッシュ図。 

 傾斜角 77°の高角逆断層で、上端には自由境界、他の境界は消波境界（ABC）を

課している。速度状態依存摩擦則（RSF）に従う断層面上では、y(縦軸)=45～0m の

速度強化域中の y=28～19m 域に速度弱化域を設定し、y=0～-45m の下部領域に、載

荷速度（Vpl=2mm/年）を与えている。 
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図３－10－(３)－②－６ RSF 断層面上における地震サイクル中での累積変位の深

さ分布。 

左図、右図はそれぞれ、モデル DBL、DBR bimaterial 断層における累積変位分布を示

す。緑線と赤線の時間間隔は 0.5 年および 1x10-3 秒である。横軸スケール差に注意。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 １）H 行列法による粘弾性媒質における地震サイクル計算の高速化 

 任意の非線形粘弾性を扱いうる Barbot and Fialko（2010）(Barbot 法)を三次元

地震サイクル計算に組み込む準備を行った。Barbot 法に H 行列法を適用したとこ

ろ、離散粘弾性セル数 N に対して計算量が O(N2)から O(NlogN)程度に削減された。

また本手法を用いて、三次元非線形粘弾性媒質を仮定した場合に地震後の粘弾性変

形の時間発展が計算できることを確認した。実際的な非線形粘弾性媒質中での南海

トラフ地震サイクル計算を高速に実行できる環境が整ったと言える。 

 

２）スペクトル要素法による地震サイクル計算コードの開発 

 海溝型地震サイクル計算を目指して、スペクトル要素法による、２次元 in-plane

不均質弾性媒質中における動的破壊過程を含む地震サイクル計算コードを開発し、

小規模モデルではあるが高角逆断層地震サイクルにおける不均質媒質の効果を確

かめた。現実的な地震発生サイクルを再現するためには、低角逆断層 SEM メッシュ

および現実的な大規模 3 次元問題へと拡張する必要がある。 

 

(d) 引用文献 

 Ampuero, J.-P., SEM2DPACK, http://web.gps.caltech.edu/~ampuero/software. 

html, 2002.  

 Barbot, S., and Y. Fialko, A unified continuum representation of post-seismic 

relaxation mechanisms: semi-analytic models of afterslip, poroelastic 

rebound and viscoelastic flow. Geophysic. J. Int., 182(3), 1124-1140, 

2010. 

 Hackbusch, W. A Sparse Matrix Arithmetic Based on H-Matrices, Part I: 

Introduction to H-Matrices, Computing, 62(2), 89–108, 1999. 

 Kaneko, Y., J.-P. Ampuero, and N. Lapusta, Spectral-element simulations of 

long term fault slip: Effect of low-rigidity layers on earthquake-cycle 
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dynamics, J. Geophys. Res., 116, B10313, doi:10.1029/2011JB008395, 2011. 

 Ma, S., and G.C. Beroza, Rupture dynamics on a bimaterial interface for 

dipping faults. Bull. Seismol. Soc. Am., 98(4), 1642-1658, 2008. 

 Seki, J., Development of Earthquake Cycle Simulation based on Spectral 

Element Method, 京都大学大学院理学研究科地球惑星科学専攻修士論文、2018. 

 

③ 南海トラフ地震発生サイクルの再現・モデル検証 

(a) 業務の要約 

 Hashimoto et al.,（2014）が開発した地震発生サイクルシミュレーションシステム

は、地震発生の物理に基づき地殻応力状態の時間発展を再現するための理論的なフレ

ームワークを与える。これを用いることにより、適切な断層摩擦特性の設定の下で、

或る時点の応力状態を推定し、次ステップの地震発生シナリオを生成することが可能

である。以上を踏まえて、本業務では、準静的テクトニックローディングシミュレー

ションから得られた応力状態と断層構成関係を初期条件・境界条件とする動的破壊伝

播シミュレーションにより、任意の時点での地震破壊可能性を評価する手法を構築し

た。これに基づき、1996－2000 年の GEONET データを用いたインバージョン解析で得

られたすべり遅れレート分布（1946 年南海地震後 50 年の状態）を再現し、その後の

地震発生シナリオを生成する試行を行なった。この結果により、任意の時間ステップ

毎に、地震破壊は何処から始まり得るか、開始した破壊は伝播し得るか、破壊はどの

ように伝播するか、破壊はどこまで広がるか、等の議論を定量的に行なうことが可能

であることを示した（Hashimoto, Urata, and Fukuyama（2017）及び、Urata, Fukuyama, 

and Hashimoto（2017））。この地殻応力状態の時間発展を再現するフレームワークでは、

過去のすべり履歴を整合的に再現し得る断層摩擦特性の設定が重要な課題である。本

業務では、南海トラフ地震発生域の断層構成関係パラメーター分布の検討を進めた。 

 Aochi and Matsu'ura（2002）のすべりと時間に依存する断層構成則に基づき、地震

発生域のパラメーターの値や分布を変えたモデルを設定して、各モデルについて、準

静的テクトニックローディングのシミュレーションを実施した。その結果、シミュレ

ーションにより実現したすべり遅れレート分布の時間変化は、ピーク強度の値や固着

域（すべり遅れ分布）の範囲に強く依存することが分かった。より詳細な断層構成関

係パラメーターの制約条件を検討するためには、これらの結果やそれを初期条件・境

界条件とする動的シミュレーションから得られた結果を、過去のすべり／すべり遅れ

履歴（時系列）や地震発生位置等のデータと比較することが有効である。 

 

(b) 業務の実施方法 

 Hashimoto et al.（2014）が開発した地震発生サイクルシミュレーションシステム

は、地震発生の物理に基づき地殻応力状態の時間発展を再現するための理論的なフレ

ームワークを与える。このシステムは、三次元プレート境界面形状モデルを共通の基

盤とする、準静的テクトニックローディングモデルと動的地震破壊伝播モデルから成

る。これを用いることにより、適切な摩擦特性の設定の下で、或る時点の応力状態を

推定し、次ステップの地震発生シナリオを生成することが可能である。本業務では、
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準静的テクトニックローディングシミュレーションから得られた応力状態と断層構成

関係を初期条件・境界条件とする動的破壊伝播シミュレーションにより、任意の時点

での地震破壊可能性を評価する手法を構築した。これに基づき、1996－2000 年の

GEONET データを用いたインバージョン解析で得られたすべり遅れレート分布（1946 年

南海地震後 50 年の状態）を再現し、その後の地震発生シナリオを生成する試行を行な

った。 

 以上の地殻応力状態の時間発展を再現するフレームワークでは、過去のすべり履歴

を整合的に再現し得る断層摩擦特性の設定が重要な課題である。本業務では、南海ト

ラフ地震発生域の断層構成関係パラメーター分布の検討を進めた。「H. Aochi and M. 

Matsu'ura, 2002」のすべりと時間に依存する断層構成則に基づき、地震発生域のパラ

メーターの値や分布を変えたモデルを設定して、各モデルについて、準静的テクトニ

ックローディングのシミュレーションを実施した。 

 

(c) 業務の成果 

 ７年間の業務を通して以下の成果を得た。 

１）地震発生シナリオ生成の試行 

 先ず、準静的テクトニックローディングモデルを用いて、南海地震発生域のすべ

り遅れ分布の時間発展と各時点での対応する応力状態を再現した。準静的シミュレ

ーションに際しては、Aochi and M. Matsu'ura（2002）のすべりと時間に依存する

断層構成則のパラメーター，，c の設定により、地震発生域の摩擦特性（ピーク

強度・臨界すべり量）分布を適切に再現する必要がある。図３－10－(３)－③－４

に、数値シミュレーション結果から、すべり遅れレート分布のスナップショットを

示す（2017 年度成果報告書より）。このケースでは、地震発生サイクルを通して、

室戸沖及び紀伊半島南端域に於ける最大ピーク強度を 2MPa 程度に、臨界すべり量

Dc を最大で 1m 程度になるように設定している。第 1 サイクルの計算は、妥当な初

期条件を生成するための前処理に相当する。この数値シミュレーション結果は、

1996－2000 年の GEONET データを用いたインバージョン解析で得られたすべり遅れ

レート分布（1946 年南海地震後 50 年の状態）を再現するが、その後、すべり遅れ

レート分布は徐々に変化してゆく。このとき、断層構成関係もまた時間発展する。

これらの断層構成関係とすべり遅れ分布が作り出す応力場が、その時点での地震破

壊可能性を規定する。 
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図３－10－(３)－③－４ 準静的テクトニックローディングシミュレーションにより

実現した南海域の地震発生サイクル（2016 年度計算結果 Case 1 に該当；2017 年度成

果報告書より）。すべり遅れレートのスナップショットに於いて、地震間の青コンター

はすべり遅れレート、赤コンターはすべり過ぎレートを表わし（1 cm/yr 間隔）、地震

時（上段最右パネル）の赤コンターは、すべり量を表わす（0.5 m 間隔）。 

 

 続いて、得られた準静的テクトニックローディング過程の時系列に対して、各時

間ステップに於ける地震破壊可能性の評価を行なった。時々刻々変化する断層構成

関係と応力分布に対応して、適切な地震発生シナリオを構築するためには、任意の

時間ステップに於いて実現する状態の下で、地震破壊は何処から始まり得るか、開

始した破壊は伝播し得るか、破壊はどのように伝播するか、破壊はどこまで広がる

か、等の議論を定量的に行なうことが重要である。これらの評価を実現するために、

初期クラック（地震の破壊核に相当）の位置をさまざまに変化させて、動的破壊伝

播シミュレーションを行なった。初期クラックの大きさは、静的応力拡大係数の考

え方に基づいて推定した。図３－10－(３)－③－５は、第２サイクルの 150 年時点

に於ける計算結果を表わす（2017 年度成果報告書より）。開始点３と４は、全領域

をカバーする破壊に発展するが、他の開始点は、部分的破壊に止まる。このことは、

この設定に於いて実現する応力状態では、開始点３と４が大地震の震源になり易い

傾向にあることを意味する。開始点 4 は，1946 年南海地震の震源付近に対応する。

図３－10－(３)－③－５の下段パネルは、破壊を開始させるために必要な応力擾乱

（単位は‘力’） を表わす。これにより、点３と４が破壊開始点となるためには、

他の地点より大きな力の擾乱が必要になることが分かる。従って、点３と４につい

ては、破壊開始点となるためにより臨界に近い応力状態が必要であるが、一度破壊
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が開始すれば大地震に発展することになると考えられる。 

 

 
図３－10－(３)－③－５ 動的破壊伝播シミュレーションによる地震破壊可能性の検

討（破壊開始点と破壊伝播可能性）（2017 年度成果報告書より）。上段は開始点とそこか

ら開始した動的破壊のイベントサイズ。中段はシミュレーションにより計算された動的

破壊伝播過程の例。下段は破壊を開始させるために必要な応力擾乱（単位は‘力’）。 

 

 更に、応力状態の時間発展に対応するイベントサイズ（Mw）の変化の検討を行

なった。図３－10－(３)－③－６は、点３を破壊開始点とした場合のシミュレー

ション結果を表わす（2017 年度成果報告書より）。時間経過による応力増加に対応

して、破壊可能領域（及びその時点で発生し得る地震の規模）が拡大してゆく。

これらのシミュレーション結果から、全領域をカバーする破壊が可能になるため

には、少なくとも 150 年のローディング時間が必要なことが分かる。この時点の

イベントの最大すべり量 は３m 程度である。これらの結果は、1854 年と 1946 年

のイベント間隔や、1946 年の地震時すべり量を十分に説明できない。これらの比

較により、このケースに於いては、設定した断層構成則パラメーター分布が、十

分には現実を表現できていないことが分かる。逆に、断層構成則パラメーター分

布範囲を適切に探索しつつ、シミュレーション結果（シナリオの集合）を過去の

地震発生履歴（時系列），震源位置，地震時すべり分布等のデータと比較すること

により，構成則パラメーター分布をより詳細に推定できる可能性がある。 
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図３－10－(３)－③－６ 動的破壊伝播シミュレーションによる地震破壊可能性

の検討（破壊可能領域の時間発展）（2017 年度成果報告書より）。左上段はローデ

ィング期間が長くなることに伴って、その時点で発生し得る地震の規模が増大し

てゆくことを表わす。右パネルはローディング時間が長くなることに伴って拡大

してゆく破壊可能領域の例。左下段は破壊を開始させるために必要な応力擾乱

（単位は‘力’）。 

 

  ２）南海地震発生域の構成関係パラメーター分布の検討 

 構成関係パラメーター分布の推定とその不確定さの検討に向けて、異なる構成

則パラメーター分布を与えた場合に，生成されるシナリオがどのように変化する

かを検討した。図３－10－(３)－③－４の設定に対して、ピーク強度をより高く

設定した場合（Case 2018-１）、及び、より低く設定した場合（Case 2018-２）

を、それぞれ、図３－10－(３)－③－７及び図３－10－(３)－③－８に示す

（2018 年度成果報告書より）。各ケースの地震破壊直前（０- yr）に於けるピーク

強度分布については、Case 2018-１では最大ピーク強度が４MPa 程度であり、Case 

2018-２では最大ピーク強度が１MPa 程度となっている。Case 2018-１では、大地

震発生後 50 年以後もすべり遅れレート分布の変化は小さく、同様のパターンが長

く続くが、Case 2018-２では、すべり遅れレート分布の変化は大きく、大地震発

生後 50 年以後、紀伊半島南端付近のすべり遅れレートが急速に小さくなる。これ

らの結果は、ピーク強度の値や固着域（すべり遅れ分布）の範囲に強く依存す

る。従って、より詳細な構成関係パラメーターの制約条件を検討するためには、

シミュレーションから得られたすべり遅れレート分布を観測データから得られた

分布の時系列と比較することが有効であることが分かる。 
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図３－10－(３)－③－７ 準静的テクトニックローディングシミュレーションに

より実現した南海域の地震発生サイクル（2018 年度成果報告書より）。すべり遅れ

レートのスナップショットに於いて、地震間の青コンターはすべり遅れレート、

赤コンターはすべり過ぎレートを表わす（１cm/yr 間隔）。地震時（０+ yr）の赤

コンターは、すべり量を表わす（0.5 m 間隔）。 

 

 

図３－10－(３)－③－８ 準静的テクトニックローディングシミュレーションに

より実現した南海域の地震発生サイクル（2018 年度成果報告書より）。すべり遅れ

レートのスナップショットに於いて、地震間の青コンターはすべり遅れレート、

赤コンターはすべり過ぎレートを表わす（１cm/yr 間隔）。地震時（０+ yr）の赤

コンターは、すべり量を表わす（0.5 m 間隔）。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 Hashimoto et al.（2014）が開発した地震発生サイクルシミュレーションシステムを

用いて、1996－2000 年の GEONET データを用いたインバージョン解析で得られたすべり

遅れレート分布（1946 年南海地震後 50 年の状態）を再現し、その後の地震発生シナリ

オを生成する試行を行なった。この結果により、任意の時間ステップ毎に、地震破壊は

何処から始まり得るか、開始した破壊は伝播し得るか、破壊はどのように伝播するか、

破壊はどこまで広がるか、等の議論を定量的に行なうことが可能であることを示した

（Hashimoto, Urata, and Fukuyama（2017）及び、Urata,Fukuyama, and Hashimoto

（2017））。 

 また、断層構成関係パラメーター分布の推定とその不確定さの検討に向けて、異なる
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構成関係パラメーター分布を与えた場合に、準静的テクトニックローディングシミュ

レーションによるすべり遅れレート分布がどのように時間変化するかを検討した。そ

の結果、シミュレーションにより実現したすべり遅れレート分布の時間変化は、ピーク

強度の値や固着域（すべり遅れ分布）の範囲に強く依存することが分かった。これらの

結果やそれを初期条件・境界条件とする動的シミュレーションから得られた結果を、過

去のすべり／すべり遅れ履歴（時系列）や地震発生位置等のデータと比較することによ

り、断層構成関係パラメーターの分布をより詳細に推定することが可能となる。 

 

(e) 引用文献 

 Hashimoto, C., E.Fukuyama, and M.Matsu'ura, Physics-based 3-D simulation for 

earthquake generation cycles at plate interfaces in subduction zones, 
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 Aochi, H. and M.Matsu'ura, Slip-and time-dependent fault constitutive law 

and its significance in earthquake generation cycles, Pure Appl. Geophys., 

159, 2029-2046, 2002. 

 Hashimoto, C., Y. Urata, and E. Fukuyama, Physics-based simulation for 

possible interplate earthquakes along the Nankai trough, JpGU-AGU Joint 

Meeting, 2017. 

 Urata,Y., E. Fukuyama, and C. Hashimoto, A possible dynamic rupture scenario 

of the Nankai-trough earthquakes, southwest Japan, IAG-IASPEI General 

Assembly, 2017. 

 

④ 地震発生シナリオ評価  

(a) 業務の要約  

 様々な条件のもとで、南海トラフ地震発生サイクルの数値シミュレーションを実施

し、歴史地震や過去発生した地震との整合性を有する地震シナリオを導出するととも

に、それら整合シナリオの発生メカニズムを解明し、南海トラフ地震の多様性の理解に

繋げる。  

 

(b) 業務の実施方法  

 均質半無限弾性体中での断層すべりに起因する準静的な応力変化による相互作用と、

岩石摩擦実験から導出されたすべり速度・状態依存摩擦則を組み合わせることにより

定式化される準動的地震サイクルのシミュレーション手法を採用し、南海トラフ沿い

で発生する巨大地震のシナリオを検討する。その際、本プロジェクトと連携して実施さ

れた HPCI 戦略プログラム分野３「防災・減災に資する地球環境変動予測」の成果物で

ある低消費メモリかつ高速実行が可能な地震サイクルシミュレーションコードを利用

する。これによって M８以上の巨大地震のみを対象とした従来シナリオよりも、より小

さい地震発生まで含めた検討を行う。具体的には、南海トラフ巨大地震の震源域周辺や

震源域内部で発生しうる、M６から M７程度のプレート境界の低角逆断層地震発生が南

海トラフ巨大地震の発生に及ぼし得る影響を調べた。  
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(c) 業務の成果  

（１）震源域近傍での大地震が南海トラフ地震に及ぼす影響の検討  

南海地震（M８級）とその震源域の西方延長部の日向灘で発生する M７級地震との相互

作用シナリオを対象とした先行研究( Nakata et al.，2014) によって M７級の地震が

M８級の地震発生を誘発し、全体の地震サイクルを複雑化することが指摘された。この

ため、Nakata et al. (2014) のモデル断層を駿河湾まで東に拡張し、東海・南海地震

のセグメント境界には Kodaira et al. (2006)で導入された摩擦不均質を追加し、南

海トラフ全域の地震サイクルへの影響を調べた(Hyodo et al., 2016)。その結果、東海

地震が先行発生し、その後南海地震が発生する歴史地震の多くで見られる発生パター

ンに加え、M８前半の南海トラフ地震後 101 年が経過した時点で発生した日向灘地震に

引き続き、数年で南海地震・東海地震が続発するシナリオが得られた（図３－10－(３)

－④－４）。これは発生間隔だけで言えば、過去の南海トラフ地震における最短の再来

間隔である安政南海地震から昭和東南海地震の 90 年間隔に近い。また、昭和イベント

では紀伊半島東側の破壊後、２年後に南海地震(西側) が発生したが、このシナリオ地

震においても、破壊伝搬が逆方向なものの、類似した年オーダーの破壊遅れが紀伊半島

東西で生じた。このことから、南海トラフ域では、その自発的サイクルは 200 年前後で

あるものの、外部から擾乱などによって誘発されると、再来間隔が短く・東西セグメン

トが大きなタイムラグを持つような分断破壊を起こしうるという解釈も成り立つこと

が示された。  

 

図３－10－(３)－④－４ 日向灘地震・豊後水道スロースリップイベントを加えたシ

ミュレーションで見つかった南海トラフ地震の新しいシナリオ例。(左図)熊野灘から

開始し、東海・南海を同時に破壊する地震シナリオ。(中図)熊野灘から開始し、東海

地震が発生したのち、５時間で南海地震が発生する地震シナリオ。(右下図)Mw7.5の日

向灘地震。(右上図)日向灘地震後、3.5年で足摺沖から南海地震が開始し、その１年後

に東海地震が破壊する地震シナリオ。 
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なお、日向灘地震・豊後水道スロースリップイベントに対応する摩擦不均質を除去し、

外部擾乱のない条件では、M８後半と M８前半の２種類の南海トラフ地震が繰り返し発

生した（図３－10－(３)－④－５）。この場合、東西セグメントの同時・遅れ発生、地

震サイクル毎の規模変化といった歴史地震の特徴の一部が定性的に再現されるが、再

来間隔の変化は 150－180 年程の範囲に留まり、歴史地震に見られる倍半分の変化は再

現されない。  

 

 

図３－10－(３)－④－５ M８クラス地震サイクルシミュレーションでの南海トラフ

地震発生シナリオの例。（左図）熊野灘から開始し、東海・南海を同時に破壊する地

震シナリオ。（中図） 熊野灘から開始し、東海地震が発生したのち、数日で南海地震

が発生する地震シナリオ。（右図）熊野灘から開始し、東海・南海を同時に破壊する

地震シナリオ。  

（２）震源域内で発生する中規模地震が南海トラフに及ぼす影響の検討  

2016 年４月１日に南海トラフ地震の震源域内の熊野灘で M６級の地震が発生した。

この地震の発生は、上述した南海トラフ巨大地震震源域へ外部擾乱と同様な作用を及

ぼす可能性が危惧された。このため、M６地震後の推移として、どのようなシナリオが

あり得るのかを地震発生サイクルシミュレーションで検討した(２次元モデルでの検

討結果は Nakano et al., 2018)。その結果、M８級の南海トラフ巨大地震の準備段階

に応じて、今回発生した M６級地震の余効すべりの起こり方が大きく異なった(図３－

10－(３)－④－６)。つまり、準備段階に応じて、巨大地震に発展する場合と、余効す

べりが収まって固着しなおす場合とが見られ、その違いは余効すべり域の真上にある

DONET１観測点の上下変位に顕著な違いとして現れた。今回実際に起きたことは、

DONET１の水圧変動（上下変位に対応）から判断すると後者のシナリオ(震源域の再固

着) に近かったことが示唆された。 
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図３－10－(３)－④－６ 左と右は、それぞれ固着がはがれかけている場合、はがれ

ていない場合の、M６級地震前後のすべり速度の時空間変化（上から、地震発生の１年

前、地震発生、地震発生２週間後、１年後、4.4 年後）。中央は、地震時の海底での隆

起・沈降の分布。固着がはがれかけている場合は、4.4 年後に M８級の地震発生、固着

がはがれていない場合は、再固着する結果になった。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題  

地震サイクルの数値シミュレーションから、南海トラフ地震の震源近傍や震源域内

で中規模以上の地震が発生した場合、震源域での巨大地震の準備過程に依存して、直後

に巨大地震が誘発され得ることがわかった。故に、今後も発生するであろう中規模地震

発生後の推移を検討するには、何らかの科学的手段で南海トラフ震源域の固着状態の

現状把握を行い、そこが巨大地震準備過程のどの段階にありそうなのかを絞り込んで

いくことが重要である。  

また、気象庁は 2017 年の途中から南海トラフ地震の震源域近傍で M７以上の地震が

発生した場合などに、南海トラフ地震発生の可能性の高まりとして、南海トラフ地震に

関する臨時情報を発表することを決めている。現在のところ臨時情報が発表されたこ

とはないが、情報の曖昧さが及ぼす影響が懸念されてもいる。このため将来的には、臨

時情報を補足する参考データとして、現状の固着状態を反映するとみなせる数値シミ

ュレーションに地震の影響を加えて得られるいくつかの特徴的なシナリオを公表して

いくといった検討も必要であろう。  

 



605 

 

(e) 引用文献  

Nakata, R., Hyodo, M., and Hori, T., Possible slip history scenarios for the 

Hyuga-nada region and Bungo Channel and their relationship with Nankai 

earthquakes in southwest Japan based on numerical simulations, J. Geophys. 

Res., 119, 4787-4801, 2014. 

Kodaira, S., Hori, T., Ito, A., Miura, S., Fujie, G., Park, J.O., Baba, T., 

Sakaguchi, H., Kaneda, Y., A cause of rupture segmentation and 

synchronization in the Nankai Trough revealed by seismic imaging and 

numerical simulation, J. Geophys. Res., 111, B09301-17, 2006. 

Hyodo, M., T. Hori, and Y. Kaneda, A possible scenario for earlier occurrence 

of the nest Nankai earthquake due to triggering by an earthquake at Hyuga-

nada, off southwest Japan. Earth Planet Space, 68,6, DOI 10.1186/s40623-

016-0384-6, 2016. 

Nakano, M., M. Hyodo, A. Nakanishi, M. Yamashita, T. Hori, S. Kamiya, K. 

Suzuki, T. Tonegawa, S. Kodaira, N. Takahashi, and Y. Kaneda, The 2016 Mw 

5.9 earthquake off the southeastern coast of Mie Prefecture as an indicator 

of preparatory processes of the next Nankai Trough megathrust earthquake, 

Progress in Earth and Planetary Science, 5, doi: 10.1186/s40645-018-0188-

3, 2018. 

 

⑤ 巨大地震の震源モデル及び地殻・地盤モデル開発 

(a) 業務の要約 

 プレート境界巨大地震の強震動予測に係る震源モデル構築のため、過去のプレー

ト境界地震について求められた強震動生成域のパラメータ分布を解析し、強震動生

成域となる場の応力降下量分布とすべり分布の不均質性を同定し、これに基づいて、

不均質破壊伝播やすべり速度時間関数の設定法を構築した。この手法を東北地方太

平洋沖地震の１つの強震動生成域に適用して広帯域地震動生成能力を検証し、また、

南海トラフ地震の震源モデルの試作と地震動予測計算を行った。 

 南海トラフ沿いの震源断層から陸域の観測点までの地震波伝播経路の地殻・地盤

速度構造モデルの検証、高度化のため、DONET1 広帯域地震計に地震波干渉法を適用

し、熊野海盆周辺地域における周期２～20 秒の Love 波基本モード群速度の空間分布

を得た。得られた群速度分散曲線を逆解析することで、熊野海盆周辺の堆積層～付加

体の三次元Ｓ波速度構造を高度化した。 

 

(b) 業務の成果 

1)強震動予測のための巨大地震震源モデルの構築 

 強震動予測に必要な周波数帯域は、0.1～10 Hz である（大堀、1997 など）。過去の

プレート境界地震について、この周期帯の震源像（強震動生成域（SMGA）モデル）を

求めた既往研究によれば、この周波数帯の地震動は、断層面積の 10 ％内外を占める

高々数個のパッチ（SMGA）から放射された地震動でほぼ説明し尽くされることを示し
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た。そこで、本業務では、SMGA のみに集中し、その不均質構造を含めた性状を、Mw5.9

～9.1 の過去のプレート境界地震の既往の SMGA モデル（1994 年三陸はるか沖地震：

宮原・笹谷、2004、2002 年宮城沖地震及び 2003～2005 年に千島海溝沿いに起こった

8 個の地震：Suzuki and Iwata, 2005、2003 年十勝沖地震：Kamae and Kawabe, 2004、

2005 年宮城沖地震：Suzuki and Iwata, 2007、1982 年および 2008 年茨城県沖地震：

瀧口・他, 2011、2011 年東北地方太平洋沖地震：Asano and Iwata, 2012）から抽出

することを試みた。 

 SMGA の総面積の断層面積に対する比は、マグニチュードが大きくなるにつれて低

下する傾向にあり、マグニチュード 7 後半では 6 ％程度である。2011 年東北地方太

平洋沖地震については、海溝沿いの深さ 10 km までを差し引いた部分を強震動に関

わる断層面とみなすと、その断層面積に対する全 SMGA の比は 7 %程度である。 

 SMGA の平均応力降下量と面積の関係を調べたところ、面積の小さい SMGA では応力

降下量のばらつきが大きく、面積が大きくなると変動が小さくなることがわかった。

巨大地震で想定されるような 400 km2 以上の SMGA の平均は 26.0±14.3 MPa となる。

この関係は、強震動生成する場の不均質性の特徴を示唆している可能性がある。実際、

SMGA に対応すると考えられる場所と同様な場所で、特に強い短周期パルスを発生す

る小領域が、1978 年宮城県沖地震（松島・川瀬、2006）や、2011 年東北地方太平洋

沖地震（野津，2012；Kurahashi and Irikura, 2013）で見つかっている。 

 応力降下量の不均質分布をモデル化するため、空間的には、k-1 の波数スペクトル

形状を持つフラクタル分布を仮定し、確率分布には対数正規分布を仮定した。応力降

下量分布の k-1 波数スペクトル分布は、地震発生の場は自己相似な不均質性を持つと

いう推測のもと、ブロードバンドで複雑な観測波形を再現するものとして提案され

てきたものであり（Frankel, 1991; Herrero and Bernard, 1994 など）、波形インバ

ージョンで得られるすべり分布の k-2 分布（Somerville et al., 1999; Mai and 

Beroza, 2002）と対応している。確率分布が対数正規分布というのは、すべり量の確

率分布から推定されたものである（Gusev, 2011）。 

 応力降下量の不均質分布のモデルは、既往 SMGA モデルの面積―平均応力降下量関

係を再現するよう、k-1 分布のコーナー波数、および、対数正規分布の形状（平均や

分散に当たるもの）を調整して構築した。なお、収集した過去の地震の既往 SMGA モ

デルでは、SMGA の平均応力降下量の深さ依存性はさだかではなかったため、これを

考慮しなかった。すべり量の不均質分布のモデルは、既往 SMGA モデルの面積―平均

すべり量関係を再現するよう、k-2 分布を仮定して対数正規分布の形状（平均や分散

に当たるもの）を調整した。面積が大きくなるほど平均すべり量が大きくなるという

正の相関も見られ、断層面積が大きくなれば平均すべり量が大きくなるという巨視

的なスケーリング則と関連があると考えられるため、SMGA の平均すべり量が SMGA の

全面積の 1/2 乗に比例するという仮定も入れた。こうして、破壊すれば SMGA となる

場の応力降下量不均質分布と、すべり量の不均質分布を作成した。本業務で不均質

SMGA 場モデルを拘束するのに用いた過去のプレート境界地震の SMGA モデルはすべ

て、日本海溝沿いの地震のものであるが、2016 年三重県沖の地震（Mw 5.9）の SMGA

の平均応力降下量（Asano, 2018）は、日本海溝沿いの地震の SMGA モデルの値のばら
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つきの幅の中の小さいほうの値を取った。現時点の知見では、この不均質 SMGA モデ

ルを南海トラフ沿いのプレート境界地震に適用することは妥当であると判断した。 

 破壊伝播速度の設定方法を探るため、不均質応力降下量分布を仮定した動力学震

源モデルの破壊伝播速度を調べたところ（関口・他，2017）、ばらつきは大きいもの

の、Guatteri et al. (2004)が示したのと同様、破壊エネルギーとは相関があること

が確認された。そこで、Guatteri et al.(2014)が提案する破壊エネルギーから破壊

伝播速度を導く式を使って破壊伝播速度を設定することとした。破壊開始点位置を

設定すれば、破壊伝播速度分布から破壊時刻の分布を計算することができる。 

 この不均質 SMGA モデルの地震動生成能力を確認するため、2011 年東北地方太平洋

沖地震で最初に破壊した SMGA（SMGA1）をこの手法でモデル化し、近傍の、比較的硬

い地盤の観測点（MYG011：K-NET 牡鹿）で理論グリーン関数により波形合成を行った。

東北地方太平洋沖地震の SMGA1 の、不均質 SMGA のモデル化には、Asano and Iwata

（2012）の推定したパラメータを参考にした。大きさ、位置についてはそのままを採

用し、応力降下量、すべり量、破壊開始時刻、破壊伝播速度、ライズタイムについて

は、不均質分布の平均値とした。“地震が起きれば SMGA になるような場の応力降下

量とすべり量の不均質分布”から、SMGA1 と同様の面積で、同様の平均応力降下量、

平均すべり量を持つ部分を切り出して、不均質 SMGA1 モデルの応力降下量、すべり量

分布とした。ライズタイム分布は、すべり量に比例する不均質を導入した。すべり速

度関数は、各部の応力降下量、すべり量、ライズタイムから中村・宮武（2000）に基

づいて作成した。破壊伝播速度分布は、Guatteri et al. (2014) に基づき応力降下

量と破壊開始点からの距離とから計算される破壊エネルギーにより計算し、破壊伝

播速度分布と破壊開始点位置から破壊時刻を計算した。波形合成は、離散化波数法

（Bouchon, 1981）と反射透過係数法（Kennett and Kerry, 1979）の組み合わせによ

り成層構造の理論グリーン関数を 0.1～4 Hz の範囲で計算して行った。要素震源領

域内の破壊伝播の効果、および、地震波の散乱による高周波数での放射特性パターン

の消失効果を考慮した。合成波形のフーリエスペクトルは、3 Hz 以下では計算波形

の radial 成分は観測よりやや過小評価でありながらも周波数変化は整合しているの

に対し、4～5 Hz 付近では計算が大幅に超過しているためである。4～5 Hz 付近のピ

ークは、点震源の足し合わせによる人工的な現象である可能性があり、今後、解決す

る必要がある。しかし、本業務で提案している不均質 SMGA モデルに統計的な高周波

成分を含まない理論グリーン関数の組み合わせで、0.1～3 Hz の範囲の強震動が合成

できる可能性を示していると考えられる。 

 南海トラフの地震に関して、本業務で構築した不均質 SMGA モデル化手法を適用し、

地震動予測計算を実施した。南海トラフの巨大地震モデル検討会・首都直下地震モデ

ル検討会（2015）（以下、内閣府 2015 モデル）で設定された均質な SMGA の位置、大

きさを用い、応力降下量などの設定値をそれぞれのパラメータを平均値の拘束に用

いた。大阪堆積盆地を対象に、0～0.7 Hz の地震動を３次元差分法（Pitarka, 1999）

で理論的に計算した。計算された地震動の最大速度分布を均質 SMGA モデルによるも

のと比較すると、全体的には若干大きくなるが、空間変化の波長が短く、個々の地点

をみると大きくなることもちいさくなることもあった。計算地震動は、均質 SMGA モ
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デルのそれに比べ概ね 0.3 Hz 以上の高周波数成分のレベルが高まっていることが確

認された。 

 

 

図３－10－(３)－⑤－８ プレート境界巨大地震の広帯域強震動予測に係る震源モ

デル構築。過去の地震の SMGA モデルのパラメータ分布を解析し（左）、SMGA と

なる場の応力降下量分布とすべり分布の不均質性を同定し、これに基づいて破壊伝

播やすべり速度時間関数の設定法を構築した（中）。この手法を東北地方太平洋沖

地震の１つの強震動生成域に適用して広帯域地震動生成能力を検証し（右上）、ま

た、南海トラフ地震の震源モデルの試作と地震動予測計算を行った（右下）。  

 

  ２) 地震波干渉法による熊野海盆周辺の地殻・地盤速度構造モデルの高度化  

 南海トラフ巨大地震の地震動予測に必要となる地殻・地盤速度構造モデルの高度

化に関する研究を実施した。本業務では、付加体上の前弧海盆である熊野海盆周辺

を地殻・地盤速度構造モデルの高度化の対象領域とした。プレート境界の上盤側に

位置する付加体が長周期地震動の増幅特性に大きく寄与していることは、2004 年紀

伊半島沖地震の観測記録の分析や地震動シミュレーションからも指摘されており

（Yamada and Iwata, 2005、Furumura et al., 2008、Nakamura et al., 2014）、

震源域と陸域の間に位置する付加体の地震波速度構造を高度化することは、南海ト

ラフ巨大地震の地震動シミュレーション研究の高精度化のためには不可欠であると

考えられる。また、熊野海盆周辺には地震・津波観測監視システム（DONET1）が設

置され、海底地震計が南海トラフ周辺の地震・地殻活動のモニタリングに活用され

るようになった。このため、DONET1 が設置されている熊野海盆周辺の地殻・地盤速

度構造モデルを高度化し、海底の地盤応答特性を明らかにすることは、DONET1 で観

測された地震波形記録を用いたモニタリング研究にとっても有用である。本業務で

は、DONET1 広帯域地震計の連続記録に地震波干渉法を適用することにより、熊野海

盆周辺のＳ波速度構造をモデル化した。 
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 微動や脈動記録を対象に、任意の２観測点間での微動・脈動記録の相互相関関数

を計算し、２観測点間のグリーン関数に関する情報を得る手法である地震波干渉法

の適用が、地震学や物理探査学において、さまざまな地域、空間スケールで広く行

われている。本業務では、DONET1 を整備・運用する国立研究開発法人海洋研究開発

機構地震津波海域観測研究開発センター（当時）より、DONET1 の広帯域地震計 20

点の連続波形データ約 1.6 年分（2013 年１月 15 日～2014 年９月２日）の提供を受

けた。DONET1 の各観測点に設置されている各種の地震・津波センサーのうち、

Guralp 社製広帯域地震計 CMG-3T による３成分の地動速度記録を使用した。２観測

点間相互相関関数の解析手順の骨格は、地震波干渉法の標準的手続きとして提案さ

れている解析手法（Bensen et al., 2007）に従った。まず、各観測点の連続波形

記録を１時間毎のセグメントに分割した（欠測している時間帯のデータは除く）。

DONET1 地震計の設置方位情報（中野・他, 2012）をもとに、水平２成分の波形デー

タの方位が N＋（北向き正）及び E+（東向き正）になるよう座標変換を行った。記

録の基線を補正し、帯域通過フィルター（0.025～2 Hz）を適用した後、時間領域

において、Running Absolute Mean 法（Bensen et al., 2007）による正規化を行っ

た。周波数領域でスペクトルホワイトニングを行い、２点間のクロススペクトルを

成分ペア毎に計算した。これらのクロススペクトルを Fourier 逆変換し、時間領域

の信号に戻した。この操作を全ての利用可能な連続記録に対して行い、それらを時

間領域でスタックしたものを、最終的な相互相関関数とした。スタッキングにより

得られた相互相関関数を座標変換（Lin et al., 2008）することで、Vertical、

Radial、Transverse 成分を作成し、このうちグリーンテンソルの T-T に対応する相

互相関関数を取り出した。２点間の相互相関関数に表面波が卓越している場合、T-

T 成分は、主として２点間での Love 波の伝播に対応する。なお、Rayleigh 波は、

海水層の影響も受けることで、波動場の取り扱いに注意を要するのに対し、Love 波

については、海底面でのせん断応力が０であることから、海底面は自由表面と同じ

取り扱いができる。このため、海底下のＳ波構造を検討する本研究の目的のために

は、Love 波（T-T 成分）に対象を絞って解析した。 

 各観測点ペアで得られた観測点間相互相関関数（グリーン関数）に対して、

Multiple Filter Analysis（Dziewonski et al., 1969）による時間－周波数解析

を行い、Love 波基本モードに対応する波群の群遅延時間を求めた。２点間を伝播す

る表面波の伝播経路を２点間の大円経路で近似できると仮定し、２点間の距離を群

遅延時間で割ることにより、そのペアのその周期における群速度推定結果とした。

いずれの周期においても熊野海盆を横切るペアで特に遅い群速度が得られた。熊野

海盆内では、周期 3.0 秒では群速度約 0.3 km/s、5.0 秒では約 0.4 km/s、8.0 秒で

は約 0.6 km/s であった。外縁隆起帯（観測点 KMC09～KMC12 付近）を主として波線

が通過するペアでは、いずれの周期でも、熊野海盆内に比べて相対的に大きな群速

度が得られた。このように明瞭な空間不均質を示していることから、これを説明可

能な S 波速度構造を推定することを７年間の本業務の最終的な目標とした。 

 次に、群速度を二次元空間にマッピングするため、各周期の Love 波基本モード

群速度を用いた群速度トモグラフィを実施した。群速度トモグラフィの手法は、
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Asano et al. (2017)と同様である。熊野海盆周辺領域を東西方向 10 km、南北方向

10 km の空間セルに分割し、群速度に対する観測方程式を立てた。また、解の平滑

化のため、2 次元 Laplacian を最小化する拘束条件（Lees and Crosson, 1989）を

付加した。観測方程式と平滑化拘束条件の式を連立した式を、非負拘束条件付き最

小二乗法（Lawson and Hanson, 1974）で解いた。平滑化の重みを定義するハイパ

ーパラメータは ABIC 最小規準により客観的に決定した。 

 最後に、各空間セルで得られた群速度の分散曲線（周期２～20 秒）をターゲット

に、そのセルでの一次元Ｓ波速度構造を推定した。地震調査研究推進本部による既

存の全国一次地下構造モデル（JIVSM、Koketsu et al., 2012）に組み込むことが

できるよう、構造モデルの物性値は JIVSM で定義されているパラメータを参照し、

熊野海盆～付加体の構造を S 波速度 0.35 km/s、0.6 km/s、1.0 km/s、1.5 km/s、

2.9 km/s（半無限層）の５層でモデル化した。そして、各層の層厚をマルコフ連鎖

モンテカルロ法（MCMC 法）により推定した。以上の結果を統合し、熊野海盆周辺海

域における各速度層の境界深度をモデル化した（図３－10－(３)－⑤－９）。 

 現行の JIVSM では、熊野海盆周辺での付加体をＳ波速度 1.0 km/s の均一な層と

してモデル化されている。本業務で推定されたＳ波速度構造モデルを JIVSM に組み

込むことで、熊野海盆周辺に分布する低速度の堆積層を地震動シミュレーションに

反映することができるようになり、南海トラフ周辺で発生する地震による陸域や海

域での地震動シミュレーションを高度化することに寄与できる。また、Ｓ波速度構

造やそれから計算される地震動サイト増幅特性を用いることで、将来、熊野海盆周

辺での海底地震計記録を用いた震源決定、マグニチュードの早期推定、CMT 解析な

どを行う際に、走時の観測点補正や振幅補正、地震波形計算に活用することが期待

される。 
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図３－10－(３)－⑤－９ 海底地震計記録を使った地震波干渉法による熊野海盆周

辺の地殻・地盤速度構造モデルの高度化。（左上）時間－周波数解析による Love 波

群速度の推定例。（左下）各観測点ペアの波線に対する周期毎の群速度。カラース

ケールが群速度の大きさを表す。（右）群速度分散曲線の逆解析により得られた熊

野盆地周辺での速度構造モデル。カラースケールは各速度層の上面深度を表す。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 過去のプレート境界地震について求められた強震動生成域のパラメータ分布を解析

し、破壊をすれば強震動生成域となる場の応力降下量分布とすべり分布の不均質性を

モデル化し、これに基づいて、不均質破壊伝播やすべり速度時間関数の設定法を構築し

た。この手法を東北地方太平洋沖地震の１つの強震動生成域に適用し、経験的高周波数

成分を含まない理論グリーン関数で約 3Hz まで広帯域地震動を妥当に生成できる可能

性を示した。しかし、本研究を実施して、より高い周波数域で、検証計算に問題がある

ことが分かったため、解決のためさらなる検証をする必要がある。 

 熊野海盆周辺に展開されている DONET1 の広帯域地震計連続記録を解析し、長周期地

震動の生成に関係する周期２～20 秒の範囲で、Love 波群速度を推定した。解析対象周

期帯域では、熊野海盆から外縁隆起帯にかけて、群速度トモグラフィを行うことで、

Love 波基本モードの群速度の空間分布を推定し、明瞭な空間不均質を伴う Love 波群速

度情報が得られた。各空間セルで得られた Love 波基本モードの群速度分散曲線を逆解

析し、熊野海盆周辺の堆積層～付加体の三次元Ｓ波速度構造モデルを高度化した。得ら

れた成果は、南海トラフ巨大地震の地震動シミュレーションやモニタリング研究に資

することが期待できる。本業務で得られた速度構造モデルを実際に組み込んだ地震動
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シミュレーションを行うことで、熊野海盆周辺の速度構造モデルの妥当性を検証する

ことが重要である。 
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⑥ 強震動・津波・地殻変動シミュレーションに基づく地震・津波ハザードの評価 

(a) 業務の要約 

 可能性の高い南海トラフ巨大地震の震源モデルの提示に向けて、史料調査に基づく

過去の南海トラフ地震の発生履歴とその連動性及び多様性を検討した。これまで南海

トラフ沿いの津波地震と考えられてきた 1605 年慶長南海地震について、史料記述の再

検討と津波シミュレーションにより、南海トラフ沿いの津波地震ではなく、伊豆・小

笠原海溝沿いの M8.5 程度のプレート間巨大地震、あるいはアウターライズ地震である

可能性が高いことを示した。日向灘の M７クラスの大地震と考えられてきた 1498 年明

応日向灘地震について、この地震の唯一の被害記録である『九州軍記』の記述を再検

討することにより、この被害記述は明応日向灘地震のものではないことを示し、1498

年明応日向灘地震は存在しないことを明らかにした。観測データの少ない 1944 年東南

海・1946 年南海地震とその前後に発生した内陸大地震である 1945 年三河地震、1948
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年福井地震について、発生直後に行われた震度アンケート調査を再解析した。その結

果、非常に高密度な震度データが得られた。さらに、得られた高密度のアンケート震

度分布を用いた震度インバージョンから、これらの地震の不均質断層モデルを求めた。

また、データ活用予測研究から得られた現状のプレート境界の応力蓄積状況に基づい

て、地震発生サイクルミュレーションや断層運動の動的シミュレーションから提示さ

れた複数の震源モデルに対して、強震動・地殻変動・津波シミュレーションを進め、

これらの現実的な地震シナリオに対応した、実用的で幅を持つ強震動・津波ハザード

を評価した。陸域と海域のリアルタイム強震観測と高速計算に基づいて、巨大地震の

長周期地震動を即座に把握する、新たな応急対応・防災システムの有効性を示した。 

 

(b) 業務の成果 

 １）史料調査による 1605 年慶長南海地震・1498 年明応日向灘地震の検討 

 慶長九年十二月一六日（1605 年２月３日）の地震（以下、「慶長地震」）は、京都

を含む西南日本では地震動の記録されていないが、九州、四国、近畿、東海から外

房、八丈島にかけての広範囲で大津波の記録が残っているので、南海トラフ沿いの

津波地震と考えられてきた。しかし、同時史料における関東の大地震の記述と、外

房における地震動と大津波の記録は、南海トラフ沿いの津波地震では説明できない。

慶長地震の特徴は、2010 年 12 月 22 日に父島近海で発生したＭ7.4 のアウターライ

ズ地震の特徴（西南日本は無感であったが関東地方以北に震度 1～2 の異常震域を

生じ、父島、八丈島、南関東以西で 50 cm 以下の津波を観測した）と類似している。

したがって、慶長地震は南海トラフ沿いの津波地震ではなく、伊豆-小笠原海溝沿い

の巨大地震であった可能性もあると考えられるので、歴史資料の再調査と津波の数

値シミュレーションから検討を行った。 

 その結果、北緯 30.2°、東経 141.8°付近のプレート間における 100×100km の断

層面に 10ｍのすべり量を与えた断層モデルが慶長地震の津波高を最もよく説明す

ることができた（図３－10－(３)－⑥－12）。また、アウターライズ地震でも、北緯

30.2°、東経 142.5°付近の 100×50km の高角な断層面に 10ｍのすべり量を与えた

断層モデルが、慶長地震の津波高分布を良く説明した。しかしながら、それぞれの

地震の海溝軸方向の広がりについては、少なくとも、10ｍ程度のすべりの破壊が長

さ 100km以上にわたっては生じていないことが津波シミュレーションから明らかに

なったが、あまり大きくない破壊がどこまで広がっていたのかは、慶長地震の津波

高の記録が少なくて精度もよくないので、明確な結論を出すには至っておらず、今

後の課題である。 
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図３－10－(３)－⑥－12（Ａ）史料に記録された 1605 年慶長地震の津波高分布。（Ｂ）

伊豆・小笠原海溝沿いのプレート間の 100×100ｋｍの領域に 10ｍのすべり量を与え

た津波シミュレーション結果（青）と史料に記録された津波高（赤）との比較。 

 

 次に、史料調査による明応七年六月十一日（1498 年６月 30 日）の日向灘地震の

検討を行った。この地震は、「1948 年明応日向灘地震」として多くの地震学者に受

け入れられている。しかしながら、明応七年六月十一日の地震が日向灘付近の地

震であったとする根拠である九州の大被害の記録は、明応七年六月十一日の地震

から 100 年以上後に書かれた文学作品である『九州軍記』に書かれた記述のみで

あるので、『九州軍記』に記された九州の大被害の記述を、『九州軍記』の成立過
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程を含めて再検討した。その結果、『九州軍記』は草野入道玄厚によって慶長六年

（1602 年）に完成した軍記物語で、九州の地震被害が描写されている「九州大地

震付大旱飢饉事」の被害記述のほとんどが、14 世紀頃に成立した『源平盛衰記』

にある 1185 年の京都付近で発生した地震による京都の被害記述と酷似しているこ

とが分かった（図３－10－(３)－⑥－13）。したがって、『九州軍記』にある地震

被害記述は物語を盛り上げるために記述されたと考えられ、したがって、その被

害記述に基づいた 1498 年明応日向灘地震は存在しなかったと結論した。 

 

 

図３－10－(３)－⑥－13 『九州軍記』において、地震被害記述がある「九州大

地震付大旱飢饉事」。傍線部は『源平盛衰記』における記述と酷似する部分。被害

記述のほとんどが、『源平盛衰記』の記述からできていることが分かる。 

 

  ２）地震直後に行われた震度アンケート調査の再解析による 1944 年東南海、1946 年

1945 年三河地震、1948 年福井地震の稠密震度分布の作成と、震度インバージョ

ンによる断層面上のすべり不均質の推定 

     地震直後に東京大学地震研究所によって行われた 1944 年東南海地震（M7.9）、

1946 年南海地震（M8.0）、1945 年三河地震（M6.7）、1948 年福井地震（M7.1）の

震度アンケート調査の結果を再検討することにより、高密度な震度分布を得た

（図３－10－(３)－⑥－14）。さらに、得られたアンケート震度を用いた震度イ
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ンバージョンから、これらの地震の不均質断層モデルの推定を行った（図３－10

－(３)－⑥－15）。1944 年東南海地震では熊野灘と遠州灘東部において地震波が

強く放射された領域（以下、「アスペリティ」）を持つ不均質断層モデルが推定さ

れ、1946 年南海地震は高知県沖と紀伊水道沖にアスペリティを持つ不均質断層モ

デルが推定された。これらのアスペリティは、神田・武村（2003）による気象庁

震度を用いた震度インバージョンによって求められた短周期地震波発生域と比較

的近い位置に推定されていることが分かった。1945 年三河地震については、震源

付近から仮定した断層面の南東浅部にかけてアスペリティを持つ不均質断層モデ

ルが推定された。推定されたアスペリティと山中（2004）によって近地地震波か

ら推定された大すべり域が比較的近い位置にあることが分かった。1948 年福井地

震については、震源付近の仮定した断層面の深部から南部の浅い領域にかけての

アスペリティを持つ不均質断層モデルが推定された。このアスペリティの位置と

菊地・他（1999）による地震波インバージョンによって推定されたアスペリティ

の位置は、ほぼ一致することが分かった。したがって、高密度に得られたアンケ

ート震度分布から、特に内陸地震に関して、その震源モデルを高い精度で明確化

することが可能であることを示した。 

 

 

図３－10－(３)－⑥－14 地震直後に行われた震度アンケート結果の再検討によ

り得られた、1944 年東南海地震、1946 年南海地震、1945 年三河地震、1948 年福

井地震の高密度の震度分布。 
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図３－10－(３)－⑥－15 1944 年東南海地震、1946 年南海地震、1945 年三河地

震、1948 年福井地震の高密度の震度分布から震度インバージョンによって推定さ

れたそれぞれの地震の不均質断層モデル。 

 

３）想定される南海トラフ巨大地震シナリオに対する地震・津波ハザード評価 

 現在のプレート間の応力蓄積状態に基づき推定された、次に発生可能性の高い

南海トラフ地震モデル・地震発生シナリオに対し、地震動、地殻変動、津波シミ

ュレーションからハザード評価を実施した。そして、地震モデル毎のハザードに

大きな変動を引き起こす原因を検討した。GEONET 地殻変動データ解析から推定さ

れた現在のプレート境界のすべり遅れ分布の蓄積量から考えられる応力場を初期

条件として、地震断層破壊の動的シミュレーションから推定された、地震規模が

異なる二つのモデル（シナリオ①；Mw7.8、シナリオ②；Mw8.4）に対して地震

動、地殻変動、津波ハザードを計算した。 

 

a) 強震動（長周期地震動）ハザード 

 各地震シナリオに対する強震動ハザードは、３次元差分法コード（OpenSWPC；

Maeda et al., 2017）を用いた地震波伝播シミュレーションにより行った。地下

構造モデルには JIVSM（Koketsu, 2012）を用い、周波数 1.5 Hz までの地震波を

計算した。 

 得られた最大速度（PGV）分布（図３－10－(３)－⑥－16(a)）と主要平野の３

地点（東京、名古屋、大阪）での長周期地震動の違いを地震シナリオ①②で比べ
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ると、地震規模の拡大に伴って大きな地動を示す範囲が震源域沿いに拡大するも

のの、元々地動が大きかった地点では地震規模が大きくなっても地動が頭打ちす

る傾向が確認できた。ただし、地震波形については地震規模とともに揺れの継続

時間が長くなりうることに注意が必要である。特に、複数の強震動生成域に隣接

する大阪地点では、それぞれから時間遅れを伴い放射される地震動が到達するこ

とで影響が大きくなる。このように、地震シナリオの違いは各地の揺れの強さよ

りも継続時間に大きな変動を与えることが分かった。 

 

b) 地震地殻変動ハザード 

 地震地殻変動は、半無限弾性体モデル（剛性率 33 GPa、ポアソン比 0.25）を

仮定して Okada (1992)のコードを用いて計算した（図３－10－(３)－⑥－

17(b)）。 

 地震シナリオ①では、震源域周辺の紀伊半島南端に最大 20cm の沈降域が広が

り、和歌山県と奈良県全域が 1cm 以上の沈降となる。地震シナリオ②では、四

国、淡路島、大阪の広範囲が最大 50cm 沈降し、和歌山県は最大 50cm 隆起とな

る。このように、シナリオ毎に隆起・沈降のパターンとその変動量が大きく変わ

ることに注意が必要である。隆起域と沈降域の切り替わりは、内陸への震源域の

拡大範囲に依存しする。南海トラフ地震での地殻変動は、地震後の港湾施設の機

能評価や津波浸水域に大きく影響することから、地震シナリオの検討においては

この観点からの検討が重要となる。 

 

c) 津波ハザード 

 津波高は、非線形長波式の差分法計算により行った(図３－10－(３)－⑥－

17(c))。計算領域を格子間隔 6 分（約 180m）で離散化し、海底摩擦はマニングの

粗度係数=0.025 により与えた。津波計算では、上記の地震地殻変動計算による海

岸線の隆起・沈降量を考慮している。 

 求められた津波高分布は、二つの地震シナリオで大きく異なり、シナリオ②で

は紀伊半島〜四国にかけて５m を越える津波高の発生が確認された。また、紀伊

半島南端では、地震シナリオ間で海岸線の隆起・沈降パターンが反転すること

で、津波高の変化が大きくなることがわかった。陸域に震源域が広がる南海トラ

フ地震の津波ハザードは、地震地殻変動と津波初期波高の相乗効果で決まること

に注意が必要である。  
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図３－10－(３)－⑥－16 地震シナリオ①、②による主要平野３地点（東京、名

古屋、大阪）での長周期地震動の波形（地動速度、EW 成分）と速度応答スペクト

ル（減衰定数＝５％の場合）の (a)関東平野、新宿（K-net TKY007 地点）、(b) 

濃尾平野、小牧地点（K-NET、 AIC002）、(c)大阪平野、此花地点（KiK-net 

OSKH02）。参考として、2011 年東北地方太平洋沖地震における、各観測点の観測

記録による速度応答スペクトルを示す（黒点線）。 
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図３－10－(３)－⑥－17 二つの地震シナリオ①②による地震、地殻変動、津波

ハザードの比較。(a) 地震動シミュレーションから得られた最大地動（PGV）分布。

緑□は強震動生成域を、☆は破壊開始点（震源）を表す。(b) 地殻変動の分布（赤

は隆起域、青は沈降域を表す）。(c) 津波計算により求められた津波高の分布。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 これまで南海トラフ沿いの津波地震と考えられてきた 1605 年慶長南海地震について、

史料記述の再検討と津波シミュレーションにより、南海トラフ沿いの津波地震ではな

く、伊豆・小笠原海溝沿いの M8.5 程度のプレート間巨大地震、あるいはアウターライ

ズ地震である可能性が高いことを示した。しかしながら、断層面がどこまで広がってい

たのかは、慶長地震の津波高の記録が少なくて精度もよくないので、明確な結論を出す
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には至っておらず、今後の課題である。日向灘の M７クラスの大地震と考えられてきた

1498 年明応日向灘地震について、この地震の唯一の被害記録である『九州軍記』の記

述を再検討することにより、1498 年明応日向灘地震は存在しないことを明らかにした。

観測データの少ない 1944 年東南海・1946 年南海地震とその前後に発生した内陸大地震

である 1945 年三河地震、1948 年福井地震について、発生直後に行われた震度アンケー

ト調査を再解析した。その結果、非常に高密度な震度データが得られ、得られた高密度

のアンケート震度分布を用いた震度インバージョンから、これらの地震の不均質断層

モデルを求めた。 

 次に起きうる可能性の高い南海トラフ地震の強震動と津波のハザード予測の高度化

に向け、プレート境界の応力蓄積状態に基づく動的断層破壊伝播シミュレーションで

得られた、地震規模の異なる二つの地震シナリオに対して、強震動、地殻変動、津波ハ

ザードを評価し、また地震毎の変動要因を検討した。その結果、震源域の拡大とともに

強い揺れの範囲は拡大するが、特に揺れの継続時間の変化が大きいことが分かった。一

方、津波ハザードは地震規模の拡大とともに、地殻変動量と初期津波波高の相乗効果で

ハザードに影響するため、地震モデルの設定にはより注意が必要である。特に南海トラ

フ巨大地震の震源域は陸域の下に広がるため、その拡大範囲を適切に与えることが重

要となる。 
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⑦ 史料解析による 1854 年安政東海地震の津波高・津波波源モデルの推定 

(a) 業務の要約 

 静岡県から和歌山県沿岸を対象として、安政東海地震津波に関する史料の再精査を

行い、これに基づいて津波現地調査を実施し、さらに地殻変動量分布を定量的に評価

し、当該沿岸における津波高と地殻変動量の分布の特徴を明らかにした。さらに安政

東海地震の波源断層モデルの再評価を行い、昭和東南海地震の波源域との関係性につ
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いて議論した。その結果、安政東海地震の波源モデル（Mw8.3）が推定された。既往研

究による地震規模と同程度であった。断層すべりの分布については、駿河湾奥では 10 

m 程度のすべりとなっており、遠州灘から熊野灘においては沖側の断層すべりは 10 m

程度である。志摩半島陸側の断層すべりはこれに比較して相対的に小さく、西端の断

層すべりも同様に相対的に小さい傾向にあることが分かった。安政東海地震の波源は、

志摩半島沖～遠州灘西沖で沈降する傾向にある。昭和東南海地震の波源は志摩半島沖

～遠州灘西沖で隆起する傾向にあるので、紀伊半島沖のトラフ軸では両地震ともに大

きな隆起が生じている。以上から、瀬野（2012）が主張している安政東海地震と昭和

東南海地震の津波発生域の相補関係については、一部では相補的な関係が示唆される

ことが分かった。 

 

(b) 業務の成果 

 南海トラフでは M８クラスの巨大地震が 90～150 年程度の間隔で繰り返し発生し、地

震動や津波による大きな被害をもたらしてきた。1707 年宝永地震の際には強震動によ

る震害と巨大津波が南海トラフ沿岸に来襲した。強震動と巨大津波による被害は、1854

年に発生した安政東海・南海地震、1944 年昭和東南海地震、1946 年昭和東海地震にお

いても高知沿岸部で繰り返し起きている。これらの南海トラフ巨大地震の周期性とし

て、これまでは一定のプレート運動速度に基づき、固有の地震断層面における再来発生

間隔が受け入れられてきた（例えば、石橋・佐竹, 1998）。一方、瀬野（2012）は、安

政東海地震と昭和東南海地震の強震動生成領域が相補的であった可能性を指摘し、昭

和東南海地震が安政東海地震の一部で起きたという従来の考えに疑問を呈している。

津波波源域についても同様の観点から再解釈が必要である。安政東海地震の波源モデ

ルについては既往研究（Ando，1975; Ishibashi, 1981; 相田, 1981; 安中・他, 2003）

で検討されているが、いずれも１～２枚の矩形断層モデルであり、昭和東南海地震の波

源域との相補関係を比較できる分解能ではない。波源像再構築のためには本地震に関

する膨大な史料の成立過程や記述の信頼性に関する歴史学的見地からの評価を加えた

網羅的な再精査と、それに基づく津波痕跡高評価が必要であり、そして急務である。 

 本研究では、静岡県から和歌山県沿岸を対象として、安政東海地震津波に関する史料

の再精査を行い、これに基づいて津波現地調査を実施し、さらに地殻変動量分布を定量

的に評価し、当該沿岸における津波高と地殻変動量の分布の特徴を明らかにする。さら

に安政東海地震の波源断層モデルの再評価を行い、昭和東南海地震の波源域との関係

性について議論した。史料精査の対象とした地震資料集は、『増訂大日本地震史料』、『新

収日本地震史料』、『日本の歴史地震史料』、『紀伊半島地震津波史料―三重県・和歌山県・

奈良県の地震津波史料』に掲載されている 1854 年安政東海地震に関する史料 801 点を

抽出した。次に、安政東海地震津波について論じている既往研究において、既に検討さ

れている史料の抽出をおこなった。本研究で対象とした既往研究は、羽鳥（1975，1977，

1980）、都司・他（1991）、行谷・都司（2005）、都司・他（2014）、矢沼・他（2017）、

今井・他（2017）とした。これらの既往論文に示された津波痕跡点について、静岡県か

ら和歌山県沿岸を対象として痕跡情報を抽出し、津波痕跡や地殻変動量に関する情報

が明確化されていない地点を抽出した。 
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 具体例を挙げる。和歌山県有田浦では、二つの新史料（『大地震通浪記録』、『地震津

浪乃記』）に基づいた解釈がなされている（砂川・前田，2016）。安政東海地震では津波

は海岸沿いの街道付近まで到達した程度で家屋の被害は皆無であった。安政南海地震

では大きな揺れの後に津波が来襲し多くの家屋流出が生じたことや有田神社付近まで

津波が遡上したことが記されていた。このことから、有田浦では、安政東海地震時には

目に見えるような地殻変動も生じず、津波も街道の浸水程度であったが、安政南海地震

では津波被害が甚大であったことや津波の明確な到達点がわかる。 

 

 

 図３－10－(３)－⑦－12 津波痕跡高と地殻変動量の分布  

 

 以上のような記述を頼りに、津波痕跡高や地殻変動量を評価した。図３－10－(３)－

⑦－12 に津波痕跡高（a）と地殻変動量（b）の分布を示す。津波痕跡高分布は平的には

10 m 程度であるが、志摩半島東端の国崎と伊豆半島南東の入間において津波高が高ま

っており、それぞれ 22 m および 15 m を越えていた。地殻変動量分布においては、駿河

湾西部沿岸では隆起傾向にあり、駿河湾奥では 3 m 程度の隆起量、湾口西岸の御前崎

付近では１m 程度の隆起量であったことがわかる。また、浜松より西側では沈降傾向に

あり、浜名湖や伊勢湾沿岸で 1 m 弱、熊野灘で 1 m 程度の沈降量となっていた。 

 次に、波源断層の解析を行った。波源断層の断層面は Nakanishi et al.（2018）の

３次元構造モデルを参照した。津波と地殻変動の痕跡の空間分布を考慮し、断層長さが

50km 程度となるように駿河湾沖で６枚、東南海沖 10 枚の小断層を配置した（図３－10

－(３)－⑦－13）。各小断層による津波のグリーン関数は線形長波理論（空間格子間隔

150 m、時間間隔 0.2 s）で計算した。安政東海地震による津波痕跡点は気候研究も含
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めて 283 点であるが、空間格子間隔の関係や精緻な地形復元を行わないと利用できな

い痕跡点（例えば、浜名湖沿岸の痕跡）を除き、同じ集落の津波高は平均値と標準偏差

で代表させ、合計 53 点の痕跡点を利用した。地殻変動量は Okada（1985）の方法で計

算し、既往研究（石橋，1984；Kitamura and Kobayashi, 2016）によるデータを含めて

34 点の痕跡点を利用した。 

 

 

 

図３－10－(３)－⑦－13 本解析で得られた安政東海地震の波源断層のすべり量分布。 

 

 これら津波高と地殻変動量の痕跡分布を説明するための断層のすべり量分布は VR

（Yamamoto et al., 2016）が最適値（=1.0）に近づくように SA（Kirkpatrick et al., 

1983）を用いて推定した。VR は式(1)で定義される。 

𝑉𝑅 = 1 −
∑ (𝑶𝒊 − 𝑪𝒊)

𝟐𝒏
𝒊=𝟏

∑ 𝑶𝒊
𝟐𝒏

𝒊=𝟏

 

(1) 

 ここで、Oi は観測値、Ci は計算値、n は痕跡点数である。本解析では、地殻変動量

と津波高の２つの異なる観測値を扱うため、個々の VR の相乗平均値を参照しながら最

適化を行った。痕跡値には誤差が含まれる場合も多いため±10%の誤差を一様乱数で与

えた 10,000 通りの痕跡分布に対する各小断層のすべり量を評価し、その各平均を代表

値とした。本解析で得られた安政東海地震の波源モデル（図３－10－(３)－⑦－13）の

VR は 0.84、Mw は 8.3 となり、既往研究による地震規模（例えば、石橋, 1994；相田，

1981；安中・他，2003）と同程度である。 
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図３－10－(３)－⑦－14  波源断層モデルによる初期波源（図３－10－(２)－⑦－６

を再掲。(a)は 1854 年安政東海地震、(b)は 1944 年昭和東南海地震を示す。 

 

 断層すべりの分布について、駿河湾奥では 10 m 程度のすべりとなっていることがわ

かる。遠州灘から熊野灘においては沖側の断層すべりは 10 m 程度となっており、志摩

半島陸側の断層すべりはこれに比較して相対的に小さく、西端の断層すべりも同様に

相対的に小さい傾向にあることが分かった。安政東海地震と昭和東南海地震による波

源の比較を行った。安政東海地震の波源は志摩半島沖～遠州灘西沖で沈降する傾向に

あり、昭和東南海地震の波源（Baba and Cummins, 2005）は、志摩半島沖～遠州灘西沖

で隆起する傾向にある（図３－10－(３)－⑦－14）。紀伊半島沖のトラフ軸では両地震

ともに大きな隆起が生じている（図３－10－(３)－⑦－14）。以上から、瀬野（2012）
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が主張している安政東海地震と昭和東南海地震の津波発生域の相補関係については、

一部では相補的な関係が示唆される。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 静岡県から和歌山県沿岸を対象として、安政東海地震津波に関する史料の再精査を

行い、これに基づいて津波現地調査を実施し、さらに地殻変動量分布を定量的に評価し、

当該沿岸における津波高と地殻変動量の分布の特徴を明らかにした。さらに、安政東海

地震の波源断層モデルの再評価を行い、昭和東南海地震の波源域との関係性について

議論した。その結果、安政東海地震の波源モデル（Mw8.3）が推定され、既往研究によ

る地震規模と同程度であった。断層すべりの分布については、駿河湾奥では 10 m 程度

のすべりとなっており、遠州灘から熊野灘においては沖側の断層すべりは 10 m 程度で

ある。志摩半島陸側の断層すべりはこれに比較して相対的に小さく、西端の断層すべり

も同様に相対的に小さい傾向にあることが分かった。安政東海地震の波源は、志摩半島

沖～遠州灘西沖で沈降する傾向にある。昭和東南海地震の波源は志摩半島沖～遠州灘

西沖で隆起する傾向にあるので、紀伊半島沖のトラフ軸では両地震ともに大きな隆起

が生じている。以上から、瀬野（2012）が主張している安政東海地震と昭和東南海地震

の津波発生域の相補関係については、一部では相補的な関係が示唆されることが分か

った。 
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4. 全体成果概要 

4.1 サブテーマ１：地域連携減災研究 

(a) 東日本大震災教訓活用研究の成果 

①「東日本大震災教訓活用型アーカイブシステム」の基本設計（３層アーカイブモデル）

のうち、理論データベースとして開発した「震災教訓文献データベース」へのコンテ

ンツ追加を行った。また、「3.11 からの学びデータベース」「震災教訓文献データベー

ス」「動画でふりかえる 3.11」の利用頻度を調査し、活発に利用されていることを確認

した。加えて、災害時の８つの「生きる力」を向上させる人材育成プログラムの検証

を行い、同プログラムによる効果の頑健性を確認した。さらに、防災関心層を対象に

した東日本大震災の教訓の理解度を評価し、その内容について理解度に差があること

を確認した。また、東日本大震災の基礎自治体復興計画の実現に関するデータ収集と

共に、その実現に関する課題の分析・抽出を行った。特に実現のための事業として土

地区画整理事業に着目し、効果と課題を抽出し、その原因を明らかにした。 

②大規模災害により被災した市街地の復興を、「復興モニタリンスシステム」を通じて、

定点観測により、アーカイブ化を継続するとともに、地元組織との協力により本プロ

ジェクト終了後も継続して観測を行うための枠組みの構築を行った。 

③1)ライフライン（上水道）については、東日本大震災における被災状況、復旧過程、

防災減災上の課題について取りまとめた上で、上水道事業体が実際に講じうる減災対

策について整理を行った。その後、復旧のシミュレーションを数回実施することを通

じて、碧南市に効果的な減災対策案と現実的な復旧予測を提示した。 2)建築構造物に

ついては、観測記録に基づく重要施設の機能継続のための構造モニタリングを検討し

た。また地震時の機能被害のうち、重要度の高いエレベーター停止について、既往資

料に基づき整理した。 3)地盤・土構造物については、地震動による斜面災害に対する

降雨の影響を調査した。その結果、斜面の地震時安定性評価のためには、斜面内の浸

潤面位置の把握が重要であることを確認した。 

④東北地方太平洋沖地震の際に、東北〜九州の広い範囲の大振幅の地動変位が生じた原

因が、長周期（15 秒、70 秒）の Love 波パルスの伝播によることを明らかにし、３次

元地震波伝播シミュレーションから生成・伝播過程を再現した。この地震の際に、東

北〜九州での誘発地震の発生や、深部深部低周波数地震の活発化が、この長周期 Love

波パルスの伝播によるものであった可能性を明らかにした。 

 

(b) 地震・津波被害予測研究 

①2011 年東北地震津波の事例を対象として、沿岸地域の地形および経済的特徴を踏まえ

て、津波による瓦礫発生要因を統計的に検討した。それらの結果を踏まえて、建物被

害関数の構築を行い、被害予測に適用できる設計被害関数の構築を行った。徳島市を

モデル地区として、津波浸水やそれによる建物被害、そして長期湛水による被害予測

を実施した。さらに、愛知県碧南市をモデル地区として、地震応答解析による河川堤

防の脆弱性やプレジャーボートの打ち上げを含めた地震津波被害統合解析を行い、沿

岸都市部の中心に流れる２級河川護岸の地震動被害が津波氾濫やプレジャーボート

の打ち上げによる２次被害に大きく影響を及ぼし得ることを定量的に示した。 
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②グリーン関数の補間を利用した強震動計算法を用いて、震源モデルの構成・震源断層

の要素分割による予測地震動の違いを評価した。予測結果の地震動は、時間関数とし

ての因果性が崩れることがあるものの、レベルとしては適切な範囲であると考えられ

る。 

③碧南市を対象に水～土連成有限変形解析による一次元地震応答解析を実施し、地盤の

液状化危険度について従来法（FL 法）と比較した。液状化危険度は従来法とよく似た

傾向を示す一方で、干拓地・埋立地では粘性土が厚く堆積しているため、長周期成分

が増幅され、地表面での大きな揺れにつながることを示した。 

④実在市庁舎を対象とした３次元解析モデルの地震観測結果に基づく妥当性検証を行

うとともに、本解析モデルと推定地震波を用いた、南海トラフ地震に対する当該建物

の詳細な応答予測を行った。その結果、想定南海トラフ地震に対して、７階（居室を

有する最上階、GL27m）では、７m/s2 程度（震度７相当）、１階では２m/s2～３m/s2 程

度（震度５強程度）と７階の半分以下の応答となることが推定された。また、倒壊す

るような被害は生じないものの、上層部では応答加速度が大きく、未対策の場合には、

家具固定などの室内被害防止の必要性を指摘した。 

⑤南海トラフ巨大地震によるライフライン被害の早期復旧についての検討を目的として、

電力については、産官学の連携の場（プラットフォーム）を活用し、電力復旧に係る

ボトルネックについて議論するとともに、中でも電力復旧に不可欠な道路について、

具体的な地域において電力復旧に加え緊急支援物資輸送からの観点、道路・区間に対

する優先順位付けの方策等について検討した。また上水道については、碧南市上水道

インフラの各種減災対策の費用と便益を比較し、優先的に実施すべき対策について知

見を得た。新たな試みとして、某市上水道システムを対象に、銭湯に至る被災管路の

優先的修繕シミュレーションを実施した。 

⑥広域リスク評価では、過去の南海トラフの地震発生状況から、多様性のある南海トラ

フの地震の分類（シナリオタイプの類型化）を行うとともに、地域類型化手法により

６ケースの災害シナリオに対する３種類の地域類型を行うことで、定量的なリスク評

価に基づく南海トラフ地震による地域別の特徴を明らかにし、地域類型を反映した災

害シナリオを作成した。 

⑦都市災害については、国土復興シミュレーションを用いた南海トラフ巨大地震後の多

様なシナリオにおける人口増減の推定と、国勢調査と比較することにより、東日本大

震災を対象としたシミュレーションの検証を行った。様々なケースで国土復興シミュ

レーションを算出した結果、事業所の防災対策を進める政策は、被災地の人口流出を

防ぐ効果もあることが定量的に確認された。他方でこのシミュレーションの検証から

は、被害の大きい地域は世帯減少を過大に見積もり、被害の大きい地域に隣接した地

域は世帯増加を過大に見積もり、被災地から遠方の地域は世帯増加を過少に見積もっ

ている傾向が明らかになった。これにより、より精度の高い復興シミュレーションを

作成する際は、移住行動を説明する数理モデルに、より多様な変数を準備する必要が

ある。これは今後、災害からの移住行動を調査する際の調査項目などに示唆を与える

ものと考えられる。経済被害については、平成 30 年度までに構築した愛知県市区町村

間産業連関表を用いて応用一般均衡モデルを構築し、豊田市の生産設備の 50％が機能
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停止した場合の経済被害をシミュレーションした。 

⑧災害廃棄物評価では、災害廃棄物量の把握システムを用いて、南海トラフ地震におけ

る愛知県を対象として、住宅耐震化や建て替えによる災害廃棄物の減量効果について

検討し、旧耐震基準による木造住宅棟数が 31.5 万棟、非木造住宅棟数が 8.7 万棟減少

したことで、全壊棟数が 46.9%減少し、災害廃棄物量は 5,236.5 万トンから 3,038.6

万トンと 41.1%減少することを示した。 

 

(c) 防災・減災対策研究 

①これまでに得られた研究成果や各組織の取り組みの現状を念頭に、南海トラフ地震に

関する状況の変化を踏まえ、東海、関西、四国、九州で地域研究会を開催した。臨時

情報の議論やプロジェクト成果の実装が進む取り組みに関する情報共有などを行っ

た。四国・九州地域では、地域研究会と平行して分科会も行い、その分科会では個別

地域や個別テーマに特化した情報交換や議論を行った。サブテーマ１やサブテーマ２

の研究成果の実装の事例もいくつか構築することができた。 

②地域の防災力を向上させる取り組みとして、高知市をはじめいくつかの地域で啓発活

動を実施、地震・津波による被災時のイメージをより具体化するなど、防災意識の向

上に取り組んだ。 

 

(d) 災害対応・復旧復興研究 

①これまで町レベル、市レベルで開発・発展させてきた事前復興計画策定手法を都市レ

ベルで適用し、その成果をまとめた。その結果、それぞれの課での取り組みや複合的

なハザードにより各場所・時系列で想定される状況を共有することで、液状化や密集

市街地での火災など、複合的なハザードが想定される都市レベルにおいても、自治体

全体として検討すべき課題を抽出・認識することが可能であることが明らかとなった。 

②これまで行ってきた災害影響評価手法の構築によって得られた手法の実践と、現時点

での評価手法の課題及びその解決手法の提示を行った。その結果、人口構造評価手法

は個々の事例の影響評価への活用が期待できること、今後のさらなる改善の方向性に

ついての示唆をえることができた。 

③これまで参与を行った集落域における津波防災地域づくりの新しいモデルの実証的

構築、都市域における津波防災に関わる行政計画策定を通して得られた知見を総括し

た。特に津波リスクに関する科学的情報の地域づくり、行政計画における適切な活用

方法、津波リスクに関する科学的情報の理解を起点とした地域づくりのプロセスに焦

点をあて、総括的な考察を行うとともに、現段階での課題を整理した。 

④南海トラフ広域地震防災研究プロジェクトの他の研究成果を理解しながら、中長期的

な都市計画分野における事前復旧・復興の考え方を検討し、その結果を三重県の公式

な都市計画図書に組み込んだこと、そして、鈴鹿市の都市マスタープランにその内容

をいち早く取り入れたことは本業務の大きな成果である。 

 

(e) 防災・災害情報発信研究 

①巨大地震発生域調査観測研究、東日本大震災教訓活用研究、地震・津波被害予測研究、
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およびそのほかハザード・リスク情報との成果運用に関する連携技術・手法と、DONET

を介したリアルタイムデータの伝送や地震計ネットワークの情報との連動に対応す

るための機能を、「南海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」に実装した。1-e

で開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、及び教材を、行政や地域が

防災活動を考えるために Web 上で一括して閲覧できるような連動実装と、行動意図モ

デルに基づいた避難意図研究の総括と、地域産業の事業継続に関して継続的な分析と

とりまとめを行った。上記の、開発、整備してきたデータ、PC で運用できるシステム、

及び教材と、リスクコミュニケーション（RC）・人材育成手法の調査結果を反映し、「南

海トラフ広域地震災害情報プラットフォーム」（Ver.2.0）を一般公開した。 

②昨年度開発した没入感のある地震応答体感環境に、本プロジェクトの他課題で実施し

た市庁舎建物の詳細な３次元モデルによる南海トラフ地震に対する地震応答解析結果

を利活用するとともに、現地の３次元点群撮影等から作成した室内モデルによる映像

を組み合わせることにより、研究成果をより納得感が得られる情報として提供してい

くための情報システムへと拡張した。  

③これまで開発してきた自動読み取り、海陸構造を取り入れた即時震源決定、これらの

情報に基づく地震活動と統計情報の可視化を進め、必要なパラメータ設定を行い情報

共有する仕組み作りを手掛けた。地震活動を定常的にモニタし、得られる震源情報お

よび地殻変動などの関連情報から地殻活動に関する情報を引き出すためには多様な

視点に基づく様々なデータを比較することが重要である。本業務ではそのためにはイ

ンタラクティブなシステムを構築し、様々な情報を自由な形で比較できるシステムの

基礎を完成させた。 

④本業務について過年度の平成 30 年度には、ⅰ）避難意図構造モデルの安定性を確

認する量的調査を高知市で実施、ⅱ）事業継続については製造業大手４社に対する面

接調査ならびに静岡県の沿岸部に立地する製造業事業所を対象とした量的調査を実施

した。令和元年度においては、ⅰ）昨年度までに実施してきた避難意図構造の詳細分

析を行うとともに、ⅱ）昨年度調査で重要性の明らかとなった地域の中小製造業事業

者への事業継続計画の支援策に関する聞き取り調査を実施した。さらに、地域の事業

所の業務継続の可否や住民の生命健康に大きく影響することから社会的重要性の高い、

ⅲ）医療福祉施設の事業継続に関する調査を、新たに実施した。 

 

4.2 サブテーマ２：巨大地震発生域調査観測研究 

4.2.1 巨大地震発生域調査観測研究（調査観測分野） 

(a)プレート・断層構造研究 

①南西諸島・奄美群島周辺での自然地震観測を実施し、自然地震の震源再決定や低周波

地震の震央決定を進めた。また南海トラフおよび南西諸島における既存の速度構造モ

デルや構造探査データを用いて、全域にわたる連続的なプレート形状モデルの構築、

フィリピン海プレート表面の面粗さの評価、熊野灘で反射振幅の抽出・マッピングを

行った。 

②四国東部における稠密地震観測点及び定常観測点データの解析により、深部低周波地

震の高精度検出を実施し、詳細な活動の特徴を把握した。また、観測記録に含まれる
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変換波の詳細解析に基づき、四国東部下に存在するフィリピン海プレート形状モデル

を構築するとともに、深部低周波地震（微動）活動との関係について議論した。 

 

(b) 海陸津波履歴研究  

① 日向灘海域から採取された海底堆積物コアの年代測定を行った結果、300〜400 年程

度のタービダイトの堆積間隔を得た。また、日向灘海域で広域に対比可能なタービダ

イトの存在を約 2000 年前、2600 年前、3200 年前、6300 年前に確認した。種子島東

方沖では 300 年程度のタービダイトの堆積間隔が得られた。 

②静岡県富士市の浮島ヶ原低地で採取された既存の柱状堆積物試料について、化石群集

の分析および放射性炭素年代測定を行った結果、少なくとも８回の沈水イベントが認

められ、最も新しいイベントは 1707 年宝永地震か 1498 年明応地震、２番目に新しい

イベントは 1498 年明応地震か 1361 年正平（康安）地震、３番目に新しいイベントは

1096 年永長地震か 887 年仁和地震に対応する値を示した。 

③三重県南伊勢町において、過去に発生した巨大津波による浸水の履歴を明らかにする

ため、沿岸湖沼において湖底の堆積物試料を採取した。採取した試料の CT 画像を取得

した結果、有機質泥層中に 20 層のイベント堆積物が認められた。放射性炭素同位体年

代測定を行った結果、この上位２層のイベントは 1854 年安政東海地震と 1707 年宝永

地震に伴った津波の痕跡である可能性が示された。 

④和歌山県串本町および那智勝浦町で津波堆積物を対象とした掘削調査を実施し、泥質

堆積物中に挟在する複数のイベント砂層を検出した。串本町の笠嶋遺跡では鬼界アカ

ホヤテフラ（7300 年前）より前に３層、後に９層、那智勝浦町の八尺鏡野湿地では７

層のイベント砂層をそれぞれ確認した。 

⑤日向灘周辺で過去に発生した巨大津波による浸水の履歴を明らかにするため、宮崎県

串間市の海岸付近の放棄水田においてハンディコアラーを用いた掘削調査を実施し

た。採取した柱状堆積物試料を肉眼観察した結果、数枚の明瞭なイベント層が認めら

れた。さらに採取した試料に放射性炭素年代測定を行った結果、そのうちの１つは約

4800 年～4200 年前に発生した津波によって形成されたものであることが明らかとな

った。 

 

(c) 広帯域地震活動研究 

①南海トラフ西端から南西諸島海溝北部における領域において、平成 30 年度に設置し

た長期観測型海底地震計を、海洋研究開発機構と連携して、回収した。また、これま

でに回収されたデータの整理を行うとともに、これまでに得られたデータを用いた解

析を実施し、とりまとめを行った。平成 31 年度は、トカラ列島北東沖において、2018

年度に設置した長期観測型海底地震計と圧力計付き広帯域海底地震計の回収作業を

行った。今年度回収した海底地震計からは、トカラ列島北東沖における初めての長期

連続観測による良好な波形データを取得することができた。観測期間中の３回の浅部

低周波微動活動について震源決定を行い、この領域における浅部低周波微動活動の分

布を初めて明らかにする事ができた。さらに、種子島沖で発生する超低周波地震は、

その震源深さから沈み込むフィリピン海プレートに関連する活動であることが示唆
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された。 

②ブイシステムで観測される海底水圧データには、大気の情報、海面高、海水の密度等

の変化が含まれる。これらの影響を正しく観測することが、海底水圧計による広帯域

観測には必要である。ブイには、GPS 精密単独測位データ、気圧計や風向・風速など

の気象データ、表面流速や流向の海洋データを同時に連続観測できるように各種セン

サーを設置されている。１年間の海域試験連続データ（平成 26 年 12 月９日～平成 27

年 12 月 20 日）から、得られている自然現象について検討した。その結果、2-32 分周

期を持つシグナルが検出され、気象・海象データ、測位データと相関がないことから、

近隣を流れる海底谷沿いのタービダイトの可能性があることがわかった。 

 

4.2.2 巨大地震発生域調査観測研究（シミュレーション分野） 

(d) データ活用予測研究 

①南海トラフ地震に関する複数の震源シナリオに基づいてプレート間固着の分布を作

成し、GNSSデータのブロック運動モデル解析から得られたプレート間固着分布との比

較を通して震源モデルの妥当性を評価した。また、測地データから力学的アプローチ

によりプレート間固着を推定する手法を開発し、東日本に適用した。測地データから

プレート境界の固着や応力蓄積を推定する上で重要な陸域における非弾性変形の影

響を定量的に推定する手法を開発し日本海東縁のひずみ集中帯に適用した。 

②東北地方の海陸地殻変動観測・地震データを用いて、2011年東北地方太平洋沖地震の

発生以前および以降に発生したプレート間固着強度の時空間ゆらぎの予測実験を実

施した。まず、日本海溝における東北沖地震直後における微動活動の周期性について

短周期海底地震計(S-OBS)を用いて明らかにした。具体的には低周波微動を検出する

アルゴリズムを開発しそれをS–OBS記録に適用した。その結果、東北沖地震直後でも微

動活動は発生しており、その震源は繰り返し地震発生域近傍であること、そして2016 

年の活動様式同様の周期性を有することが明らかになった。これは、こうした低周波

微動活動が背景の非地震性すべりのすべり速度を反映している可能性を示唆する結

果である。 

また、南海トラフ域およびトルコのアナトリア断層での巨大地震発生域近傍の繰り

返し地震を調査することで、大地震の破壊域の周辺に位置するという繰り返し地震共

通の特徴が明らかになった。また、南海トラフでは、本課題でこれまで明らかにした

東北沖地震前後と同様に、時間的・空間的な非地震性すべりの移動が明らかとなり、

大地震前期間のスロースリップの時空間変化について、新たな知見を得ることができ

た。 

③前年度までに開発したアンサンブルカルマンフィルター (EnKF)を用いた地殻変動デ

ータの逐次同化による、プレート境界すべりと摩擦パラメータの推定の妥当性や問題

点を洗い出し、改善に必要な知見を得るために、豊後水道長期的スロースリップイベ

ントについて、プレート境界すべりの推移予測の試行実験を行った。その結果、アン

サンブル平均だけを見て推移予測をするのではなく、各アンサンブルのばらつき具合

も見ることで、得られた結果の信頼性を判断する必要があることがわかった。 

④GNSS 等による地殻変動の連続時系列データから断層のすべりの時空間変化を推定す
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る手法である改良型のネットワークインバージョンフィルター（モンテカルロ混合カ

ルマンフィルタを、1997 年から 2017 年までの東海地方の GNSS 時系列データに適用

し、プレート境界で発生するスロースリップイベント(SSE)の時空間変化を推定した。

その結果、手法の優位性を活かして、浜名湖直下の２回の長期的 SSE と多数の小規模

な短期的 SSE が推定され、両者のすべりの時空間発展が推定できた。 

H30 年度に引き続き、豊後水道 L-SSE を対象に、EnKF による長期的スロースリップ

(L-SSE)断層領域での摩擦パラメータ推定とすべり発展予測の双子（数値）実験を行っ

た。R1 年度は、平面断層ではなく、実際の豊後水道に沈み込むフィリピン海プレート

の３次元曲面形状を取り入れた L-SSE 断層領域を設定した。デトレンドした GNSS 観

測データから推定された豊後水道 L-SSE 領域上でのすべり速度をデータに、摩擦パラ

メータ分布推定とすべりの発展予測を試みた。その結果、2010 年豊後水道 L-SSE を対

象とした実験において、L-SSE 領域における摩擦パラメータが収束し、円形パッチ内

ではすべり速度の解析値が安定して得られた。これは、実観測データに基づいた EnKF

解析において、L-SSE 領域の摩擦パラメータ及びすべり速度の時間発展の推定に成功

した、初めての成果と言える。更に L-SSE 発生期間中において、そのイベントの終息

時期の予測といった数か月程度の短期的な予測が可能であることが示された。 

 

(e) 震源モデル構築・シナリオ研究  

①震源シナリオ研究の高度化として、日本列島規模の大規模地殻モデルにおける弾性・

粘弾性応答の解析のための有限要素法コードの改良と、地殻構造・物性の曖昧さを考

慮可能な地殻変動解析手法の開発を行った。地殻構造・物性の曖昧さを考慮した巨大

地震発生前、発生時、及び発生後の地殻変動を解析できるように開発した。また、観

測データと粘弾性不均質構造での地殻変動シミュレーションとの融合をすすめるた

めのデータ同化アルゴリズムを導入した。 

②平成 30 年度までに構築した、任意の非線形粘弾性を扱いうる Barbot 法に H 行列法を

適用して高速化を図った非弾性変形計算手法を用いて、三次元非線形粘弾性媒質・不

均質粘性構造を仮定した場合の地震後粘弾性変形の時間発展計算の有効性を確認し

た。  

③南海トラフ地震の動的破壊伝播シミュレーションによる地震破壊可能性の評価を効

率的に行なうために、準静的テクトニックローディングのシミュレーションにより与

えられた初期条件から破壊開始の可否・地震の規模を推定する手法を開発した。事前

に推定した断層構成則から予測される Gc(臨界破壊エネルギー)と初期応力分布から

推定される準静的すべり量分布から予測される G(破壊エネルギー)を震源核生成領域

(nucleation zone)周辺において計算し、G-Gc の評価から、断層破壊が巨大地震へ成

長あるいは小地震で停止する過程を評価した。 

④大地震発生サイクルとゆっくりすべりの繰り返し間隔の変化との関連性について検

討するために、南海トラフ域において、地震発生サイクルシミュレーションを実施し

た。その結果、日向灘の地震が南海トラフ地震を誘発するかどうかは、南海トラフ地

震震源域とその周辺での固着状態に関係していることが確認できた。 

⑤南海トラフ巨大地震の地震動予測のために構築した不均質 SMGA 場の震源モデルの有
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効性を確認するために、2011 年東北地方太平洋沖地震の SMGA に適用して、震源域近

傍硬質地盤地点での波形合成を行ない、観測と整合することを確認した。また、熊野

海盆周辺に展開されている DONET1 の広帯域地震計連続記録を解析し、長周期地震動

の生成に関係する周期２～20 秒の Love 波群速度を推定し、群速度トモグラフィ及び

MCMC 法によるインバージョン解析により、熊野海盆周辺の付加体及び堆積盆地の三次

元 S 波速度構造を推定した。 

⑥ 南海トラフ巨大地震による長周期地震動のリアルタイム予測の実現に向けて、地震波

伝播シミュレーションと強震観測データの同化と予測手法の基礎開発を行った。想定

される南海トラフ地震の模擬強震観測波形を用いた数値実験により、関東平野に長周

期地震動の強い揺れが発生する数十秒前の予測可能性と、データ取得に応じた短い時

間での繰り返し予測の有効性を示した。 

⑦ 1854 年安政東海・南海地震の震源域の境界を確定させることを目的に、既刊地震史料

集の調査によって、史料に残された津波記録・地殻変動記録を精査した。さらに、1854

年の記録と比較するために、1944 年東南海地震・1946 年南海地震の津波記録・地殻変

動記録を調査した。東京大学地震火山史料連携研究機構による「日記史料有感地震デ

ータベース」を用いて、1854 年安政東海・南海地震前後の内陸地震活動の変化を示し

た。 

⑧ 安政東海地震と昭和東南海地震の波源の相補関係を明らかにするために、古文書をよ

り調査した地殻変動量分布と津波痕跡高の分布を説明する安政東海地震の波源を推定

した。また、北米西岸の潮位計に記録された遠地津波波形を基に 1854 年安政東海地震

の津波励起時刻を推定した。 
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environments 

Geophys. I. 

Int., 

https://doi.or

g/10.1093/gji/

ggaa028. 

2020 年 1 月

11 日 

門倉七海，佐

藤翔輔，今村

文彦 

仙台市震災復興メモリアル施設の利

用実態と利用評価に関する調査分析

－せんだい 3.11 メモリアル交流館と

震災遺構仙台市立荒浜小学校－ 

地域安全学会論

文集，No.35, 

pp. 191-198 

2019 年 11

月 

渡邉勇，佐藤

翔輔，今村文

彦 

東日本大震災の教訓浸透度の試行評

価 

和元年度土木学

会東北支部技術

研究発表会 

2020 年 3 月 

新家杏奈，佐

藤翔輔，今村

文彦 

思考・行動の変化に着目したインタ

ビュー調査による津波避難行動過程

の事例分析ー東日本大震災時の気仙

沼市波路上エリアを対象にしてー 

地域安全学会梗

概集，No. 45，

pp. 93-96 

2019 年 11

月 

池田真幸，佐

藤翔輔 

東日本大震災アーカイブの活用実態

と促進要因－岩手県・宮城県・ 福島

県 の実態調査－ 

日本災害情報学

会 第 21 回学会

大会予稿集，

pp. 80-81 

2019 年 10

月 

佐藤翔輔，今

村文彦 

学術論文にみる東日本大震災：関連

学会論文を対象にした比較分析 

地域安全学会東

日本大震災特別

論文集，No.8，

pp. 89-92 

2019 年 8 月 

Murao, H. and 

Nakai, K. 

Analysis of the influence of 

phreatic surface position on the 

deformation of fill slope by 

using 1G shaking table tests 

Proc. of 16th 

Asian Regional 

Conference on 

Soil Mechanics 

and 

Geotechnical 

Engineering 

(16ARC), SA03-

01-001. 

2019 年 10

月 

岩渕 風太, 姥

浦 道生 

住宅復興の方法及び場所に関する被

災者意向の推移 －大船渡市におけ

日本建築学会計

画系論文集，

2019 年 12

月 
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る東日本大震災被災者の住宅復興意

向の推移に関する研究 その 1 

2019 年 84 巻 

766 号 pp. 

2595-2604 

 

(b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

 なし 

 

(2) 地震・津波被害予測研究 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

福井優太、平井敬、

福和伸夫 

フーリエ振幅と群遅延時間に

よるグリーン関数の補間を用

いた効率的地震動評価手法 

日本建築学会大

会（北陸） 
2019 年 9 月 

中井健太郎、 野田

利弘、 黒口拳四郎 

L2 地震下で顕著になる河川堤

防直下の軟弱粘性土の揺すり

こみ沈下挙動 

第 74 回土木学会

年次学術講演

会、 III-50. 

2019 年 9 月 

天野靖大、護雅史、

飛田潤、福和伸夫 

地震観測・常時微動計測に基

づく杭基礎中層庁舎建物の振

動特性に関する分析 

日本建築学会大

会（北陸） 
2019 年 9 月 

国松行、飛田潤 

長期地震観測記録に基づく S

造中層建物の振動特性に関す

る分析 

日本建築学会大

会（北陸） 
2019 年 9 月 

浦谷裕明、家城篤、

坂上寛之、倉田和

己、都築充雄 

災害復旧に供する重要な道路

の選定手法の一提案 

－電力の早期復旧を事例に－ 

日本地震工学

会・大会 
2019 年 9 月 

北川夏樹、菅沼淳、

平田明寿 

被害予測ツールを活用した減

災対策の提言に関する一考察 

日本水道協会令

和元年度全国会

議（第 95 回総

会・水道研究発

表会）、函館市 

2019 年 11

月 6 日 

北川夏樹、平田明寿 

巨大地震発生時の「入浴支援

施設」における事業用水確保

の可能性 

第 10 回インフ

ラ・ライフライ

ン減災対策シン

ポジウム、鳥取

大学 

2020 年 1 月

8 日 

河合伸一、中村洋

光、藤原広行、清水

智、小丸安史、時実

良典、山崎雅人 

南海トラフの多様なシナリオ

地震による間接被害の試算 

日本地震工学

会・大会 
2019 年 9 月 

T. Okano, N. 

Hirayama, and M. 

Hayashi 

Development of Standard 

Fragility Curve of Water 

Pipe with Probabilistic 

Approach 

The 11th 

International 

Symposium on 

Water Supply 

Technology in 

Yokohama 2019 

2019 年 7 月 

宮内隼、太田智大、

平山修久 

セルオートマトン法を用いた

災害廃棄物の収集運搬モデル

の構築 

京都大学環境衛

生工学研究会第
2019 年 7 月 
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41 回シンポジウ

ム 

平山修久、太田智

大、永田尚人、葛畑

秀亮、吉識郷、福和

伸夫、河田惠昭 

巨大地図を用いた災害廃棄物

ワークショップ手法の検討 

第 30 回廃棄物資

源循環学会研究

発表会 

2019 年 9 月 

宮内隼、太田智大、

平山修久 

セルオートマトン法を用いた

災害廃棄物収集運搬モデルに

よる処理効率の検討 

第 30 回廃棄物資

源循環学会研究

発表会 

2019 年 9 月 

藤原広行、中村洋

光、河合伸一、森川

信之、前田宜浩、内

藤昌平、岩城麻子、

土肥裕史、先名重

樹、はお憲生、東宏

樹、内山庄一郎、大

角恒雄、平田賢治、

佐伯琢磨、清水智、

小丸安史、若浦雅

嗣、時実良典、菊地

ひめか、麻生未季、

早川讓、山﨑雅人 

南海トラフで発生する地震・

津波を対象とした広域リスク

評価手法の検討 

防災科学技術研

究所研究資料第

444 号 

2020 年 3 月 

 

 (b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

なし 

 

(3) 防災・減災対策研究 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等  

   なし 

(b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

  なし 

 

(4) 災害対応・復旧復興研究 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

曽我部 哲人,

牧 紀男, 

金 玟淑, 

新井 伸夫, 

馬場 俊孝 

都市自治体における災害対応の課題

の検討―愛知県碧南市を対象として

― 

地域安全学会梗

概集 No.45 

2019 年 11

月 
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加藤孝明 
地区防災計画づくりの経験の共有：

到達点と課題 

自治体危機管理

防災学会第 13

回研究大会，分

科会Ⅱ、 

2019 年 10

月 26 日 

金栽滸，江田敏

男，原田一平，

鮎川一史，向井

正大，加藤孝明 

自治体の避難計画支援に向けたマル

チエージェントモデルの水害避難シ

ミュレーション開発  

地域安全学会梗

概 集 NO.78 ，

pp.103－106 

2019 年 11

月 2 日 

J.H. KIM,T.S. 

EDA,I.P. 

HARADA, K.H. 

AYUKAWA, T.H. 

MUKAI, T.A. 

KATO 

DEVELOPMENT OF AGENT-BASED FLOOD 

EVACUATION SIMULATION FOR 

SUPPORTING LOCAL GOVERNMENT 

EVACUATION PLANNING 

USMCA2019, 

pp.113 

2019 年 12

月 10 日 

加藤孝明 洪水多発時代のまちづくり  

基調講演資料、

土木学会流域管

理と地域計画の

連携小委員会 

2019 年 12

月 11 日 

 

(b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

なし 

 

(5) 防災・災害情報発信研究 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

水井、李、池田 

平成 30 年大阪府北部の地震と台風 21

号被害での大阪府社会福祉協議会の災

害情報利用と連携・支援体制の事例 

日本災害情報学

会、第 12 回大

会 2019 

2019 年 10

月 

水井、李、池田 効果的な被災者支援を目指した災害情

報利活用と運用体制 

－平成 30 年 6 月大阪府北部の地震に

おける社会福祉協議会に対する事例－ 

防災科学技術研

究所主要災害調

査報告 54 

 

2019 年 12

月 

Y. Mizui,  

H. Fujiwara 

DEVELOPMENT AND UTILIZATION OF 

NANKAI TROUGH EARTHQUAKE DISASTER 

INFORMATION PLATFORM 

17th World 

Conference on 

Earthquake 

Engineering, 

17WCEE 

 

2019 年 11

月 15 日

ACCEPT  
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宇田川 真之、

三船 恒裕、磯

打 千雅子、定

池 祐季、黄 欣

悦、田中 淳 

平常時の津波避難行動意図の規定要因

と規範意識の影響～汎用的なフレーム

に基づく高知市の調査結果から～ 

地域安全学会

論文集、No36 

 

 

2020 年 3

月 3 日 

 

(b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

なし 

 

(6) プレート・断層構造研究 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

Yamamoto Y., 

Takahashi T., 

Ishihara Y., 

Obana K., 

Miura S., 

Kodaira, S., 

Kaneda, Y. 

Plate geometry model and seismicity 

in the northern Ryukyu subduction 

zone, Japan, deduced from 

amphibious seismic observations 

Earth and 

Planetary 

Science 

Letters 

2020 年 2

月 6 日 

Takahashi T., 

Nakanishi A., 

Kodaira S., 

Kaneda Y. 

Surface roughness of the Philippine 

Sea plate along seismic survey 

lines at Nankai subduction zone 

AGU Fall 

Meeting 2019 

2019 年 12

月 13 日 

仲西理子・高

橋努・山本揚

二朗・山下幹

也・勝山美奈

子・三浦誠

一・高橋成

実・鎌田弘

己・小平秀

一・金田義行 

Three-dimensional plate geometry 

model from the Nankai to the Ryukyu 

subduction zone 

日本地球惑星

科学連合

2019 年大会 

2019 年 5

月 29 日 

高橋努・仲西

理子・小平秀

一・金田義行 

Surface roughness of the Philippine 

Sea plate at Nankai subduction zone 

日本地球惑星

科学連合

2019 年大会 

2019 年 5

月 27 日 

山本揚二朗・高

橋努・石原靖・

尾鼻浩一郎・三

Subduction geometry and seismicity 

around northern Ryukyu subduction 

zone 

日本地球惑星

科学連合

2019 年大会 

2019 年 5

月 30 日 
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浦誠一・小平秀

一・金田義行 

汐見勝彦・武

田哲也・上野

友岳 

四国におけるモホ面の特徴と深部低周

波地震活動 

日本地震学会

2019 年度秋

季大会 

2019 年 9

月 17 日 

Shiomi, K., 

T. Takeda and 

T. Ueno 

Complex geometry of the Moho 

discontinuity and its relationship 

with low-frequency earthquake 

activity in Shikoku, southwest 

Japan 

Internationa

l Joint 

Workshop on 

Slow 

Earthquakes 

2019 

2019 年 9

月 21 日〜9

月 23 日 

Shiomi, K., 

T. Takeda and 

T. Ueno 

Relationship between the Complex 

Moho Geometries and Deep Low-

Frequency Earthquake Activity 

beneath Eastern Shikoku, Southwest 

Japan 

AGU Fall 

Meeting 2019 

2019 年 12

月 13 日 

  

(b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

  なし 

 

(7) 海陸津波履歴研究 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

嶋田侑眞・藤野

滋弘・澤井祐紀・

谷川晃一朗・松

本  弾 ・ 百 原 

新・齋藤めぐみ・

山田 昌樹・平山

恵理・鈴木貴大・

Catherine 

Chagu&eacute  

Geological record of prehistoric 

tsunamis in Mugi Town, facing the 

Nankai Trough, western Japan  

Progress in 

Earth and 

Planetary 

Science  

2019 年 4

月 

宍倉正展・前杢

英明・越後智

雄・行谷佑一・

石山達也・金城 

遼・井上直人 

奄美群島喜界島におけるサンゴマイク

ロアトールの分布と年代からみた過去

約 600 年の地殻上下変動 

日本地球惑星

科学連合 2019

年大会 

2019 年 5

月 20 日 
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並木 亮・安藤

亮輔・宍倉正展 

ボーリングコア解析と物理的断層モデ

ルに基づく富士川河口断層帯入山瀬断

層の位置と活動性推定 

日本地球惑星

科学連合 2019

年大会 

2019 年 5

月 29 日 

吉田沙樹・宍倉

正展・前杢英

明・藤野滋弘 

志摩半島志島低地で発見された天城カ

ワゴ平（Kg）テフラと津波履歴復元に

おける意義 

日本地球惑星

科学連合 2019

年大会 

2019 年 5

月 26 日 

澤井祐紀・百原 

新・松本 弾・

嶋田侑眞 

Coastal submergence events 

identified by fossil diatoms and 

plant macrofossils at Ukishima-ga-

hara adjacent to the Suruga Trough 

(eastern Nankai Trough), central 

Japan 

20th Congress 

of the INQUA 

2019 年 7

月 29 日 

嶋田侑眞・澤井

祐紀・松本 

弾・行谷佑一・

宍倉正展・藤野

滋弘 

Sandy event deposits identified at 

Kogare-ike, Minami-Ise Town, 

facing the Nankai Trough, central 

Japan  

20th Congress 

of the INQUA  

2019 年 7

月 29 日 

Ken Ikehara, 

Toshiya 

Kanamatsu, 

Taku Ajioka 

Radiocarbon evidence on surface 

sediment remobilization for 

turbidite deposition in forearc 

basin off Kyushu, wetern end of 

the Nankai Trough, Japan 

European 

Geoscience 

Union 2019 

General 

Assembly 

2019 年 4

月 10 日 

池原 研、金松

敏也、宇佐見和

子 

表層堆積物再懸濁：地震性タービダイ

トの一つの形成プロセス 

日本堆積学会

2019 年大阪大

会 

2019 年 4

月 20 日 

池原 研 

地震による海底の擾乱とイベント堆積

物の形成：海底堆積物を用いた地震履

歴の解明に適した場所はどこか？ 

日本地球惑星

科学連合 2019

年大会 

2019 年 5

月 26 日 

Ken Ikehara, 

Toshiya 

Kanamatsu, 

Tobias 

Schwestermann, 

Arata Kioka, 

Michael 

Strasser 

Is surface sediment remobilization 

more popular mechanism for 

generating earthquake-induced 

turbidity current? Evidence of 

radiocarbon dates from the 

westernmost Nankai Trough and 

Japan Trench 

Japan 

Geoscience 

Union 2019 

Meeting 

2019 年 5

月 27 日 

Arata Kioka, 

Tobias 

Schwestermann, 

Shallow-subsurface event 

stratigraphy along the hadal 

trench axis of the Japan Trench 

Japan 

Geoscience 

2019 年 5

月 27 日 



645 

 

Jasper 

Moernaut, Ken 

Ikehara, 

Toshiya 

Kanamatsu, 

Michael 

Strasser 

Union 2019 

Meeting 

Cecilia 

McHugh, 

Leonardo 

Seeber, Troy 

Rasbury, 

Michael 

Strasser, 

Toshiya 

Kanamatsu, Ken 

Ikehara, 

Kazuko Usami 

Mega-Quakes at subduction 

boundaries: Their isotopic 

signature in remobilized sediment 

20th Congress 

of the INQUA 

2019 年 7

月 29 日 

Leonard 

Seeber, 

Cecilia 

McHugh, Troy 

Rasbury, 

Michael 

Strasser, 

Toshiya 

Kanamatsu, Ken 

Ikehara 

Sedimentary signatures of the 

largest subduction earthquakes: 

Japan, Sumatra, and Lombok 

34th IAS 

meeting of 

sedimentology 

2019 年 9

月 11 日 

Ken Ikehara, 

Toshiya 

Kanamatsu, 

Arata Kioka, 

Tobias 

Schwestermann, 

Michael 

Strasser 

Effective carbon burials by event-

related sedimentary processes 

2019 Western 

Pacific 

Drilling 

Meeting 

2019 年 9

月 18 日 

Cecilia 

McHugh, 

Leonardo 

Extracting the sediment record of 

megathrust ruptures in the Japan 

Trench through scientific ocean 

Geological 

Society of 

America 2019 

2019 年 9

月 25 日 
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Seeber, Troy 

Rasbury, 

Michael 

Strasser, 

Toshiya 

Kanamatsu, Ken 

Ikehara, 

Kazuko Usami 

drilling meeting 

Tobias 

Schwestermann, 

Negar 

Haghipour, Ken 

Ikehara, 

Toshiya 

Kanamatsu, Ann 

P. McNichol, 

Tim I. 

Eglinton, 

Michael 

Strasser 

Constraining the provenance of 

event deposits in the hadal zone 

using organic carbon isotopic 

signatures 

American 

Geophysical 

Union 2019 

Fall Meeting 

2019 年 12

月 11 日 

Ken Ikehara, 

Toshiya 

Kanamatsu, 

Kazuko Usami 

Surface sediment remobilization: A 

suitable depositional process for 

turbidite paleoseismology 

American 

Geophysical 

Union 2019 

Fall Meeting 

2019 年 12

月 13 日 

Ken Ikehara 

Challenge for decording the 

offshore sediment records of large 

earthquake and tsunami around the 

Japanese island arc 

Extreme 

Events 

Archive in 

Geological 

Record 

Workshop 

2020 年 2

月 14 日 

Arata Kioka, 

Tobias 

Schwestermann, 

Jasper 

Moernaut, Ken 

Ikehara, 

Toshiya 

Kanamatsu, Tim 

I. Eglinton, 

Event stratigraphy in a hadal 

oceanic trench: The Japan Trench 

as sedimentary archive recording 

recurrent giant subduction zone 

earthquakes and their role in 

organic carbon export to the deep 

sea 

Frontiers in 

Earth Science 

2019 年 12

月 
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Michael 

Strasser 

 

 (b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定  

なし 

 

(8) 広帯域地震活動研究 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

利根川 貴志、山

下 裕亮、伊藤 

亜妃、篠原 雅

尚、末次 大輔、

高橋 努、石原 

靖、小平 秀一、

金田 義行 

Determination of sVLFE epicenters 

around the subducted Kyushu-Palau 

Ridge from coda interferometry 

日 本 地 球 惑

星 科 学 連 合

2019 年大会 

2019 年 5 月

29 日 

山下 裕亮・渡

邉 早姫・山田 

知朗・篠原 雅

尚・松島 健 

Spatiotemporal variation of 

released seismic energy from 

shallow low-frequency tremor in 

Hyuga-nada, revealed by ocean 

bottom seismological observation 

日本地球惑

星科学連合

2019 年大会 

2019 年 5 月

29 日 

山下裕亮・篠原

雅尚・杉岡裕

子・伊藤亜妃 

Shallow low-frequency tremor 

activity during 1st observation of 

“Science of slow earthquakes” 

スロー地震国

際合同研究集

会 2019 

2019 年 9 月

21 日 

末次大輔、塩原 

肇 
日本の広帯域海底地震学 地震２ 

2020 年 3 月

(印刷中) 

 

(b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

なし 

 

(9) データ活用予測研究 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

木村洋，伊藤武

男，田所敬一，

篠島僚平 

沈み込むプレート境界面における力

学的カップリングモデルの構築 

日本地球惑星

科学連合 2019

年大会、

SSS16-05、幕

張 

2019 年 5 月

26 日 
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木村，伊藤武

男，田所敬一，

篠島僚平 

陸上および海底地殻変動観測データ

から推定される千島～日本海溝沿い

のプレート間力学的固着分布 

日本測地学会

第 132 回講演

会、No. 54、

富山 

2019 年 10

月 31 日 

鷺谷威，Angela 

Meneses-

Gutierrez 

基線ひずみ変化率に基づく非弾性変

形の定量的推定 

日本測地学会

第 132 回講演

会、No. 70、

富山 

2019 年 10

月 31 日 

Takahashi, H., 

R. Hino, Y. 

Ohta, N. 

Uchida, S. 

Suzuki, M. 

Shinohara, and 

T. Matsuzawa 

Possible tectonic tremor 

activities near the VLFE 

epicenters in the Sanriku-Oki 

region in 2011 

日本地球惑星

連合大会 2019

年大会、

SCG48-P38、幕

張 

2019 年 5 

月 29 日 

Takahashi, H., 

R. Hino, Y. 

Ohta, N. 

Uchida, S. 

Suzuki, and M. 

Shinohara 

Attempt to detect LFTs by 

clustering of short-period ocean-

bottom seismometers 

スロー地震国

際合同研究集

会 2019、P3-

10、仙台 

2019 年 9 

月 21～23 

日 

高橋秀暢，日野

亮太，太田雄

策，内田直希，

鈴木秀市，篠原

雅尚 

 

短周期 OBS データのクラスタ解析に

よる低周波微動検出の試み 

日本地震学会

2019 年度秋季

大会、S22P-

04、京都 

2019 年 9

月 18 日 

Takahashi, H., 

R. Hino, Y. 

Ohta, N. 

Uchida, S. 

Suzuki, and M. 

Shinohara 

Clustering of records of short 

period ocean-bottom seismometers 

AGU 2019 Fall 

Meeting, 

T43G-0386, 

San Francisco 

2019 年 12 

月 12 日 

Uchida, N., D. 

Kalafat, A. 

Pinar, and Y. 

Yamamoto 

Repeating earthquakes and 

interplate coupling along the 

western part of the North 

Anatolian Fault 

Tectonophysic

s, 769, 

228185, 

doi:10.1016/j

.tecto.2019.2

28185 

2019 年 10

月 20 日 
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Uchida, N., R. 

Takagi, Y. 

Asano, and K. 

Obara 

Migration of shallow and deep 

slow earthquakes toward the 

locked segment of the Nankai 

megathrust 

Earth and 

Planetary 

Science 

Letters, 531, 

115986, 

doi:10.1016/j

.epsl.2019.11

5986 

2020 年 2 月

1 日 

Honsho, C., M. 

Kido, F. 

Tomita, and N. 

Uchida 

 

Offshore Postseismic Deformation 

of the 2011 Tohoku Earthquake 

Revisited: Application of an 

Improved GPS-Acoustic Positioning 

Method Considering Horizontal 

Gradient of Sound Speed Structure 

J. Geophys. 

Res., 124(6): 

5990-6009, 

doi:10.1029/2

018JB017135 

2019 年 5 月

9 日 

坂上啓，西村卓

也，福田淳一，

加藤照之 

GNSS データを用いた 1997-2017 年東

海地方スロースリップイベントの推

定 

日本地球惑星

科学連合 2019

年大会、 

SCG48-P11、幕

張 

2019 年 5 月

29 日 

藤田萌実，西村

卓也，平原和

朗，宮崎真一 

GNSS data assimilation for the 

Bungo channel Long-term SSEs 

using Ensemble Kalman Filter 

(EnKF) 

日本地球惑星

科学連合 2019

年大会、 

MGI30-P07、幕

張 

2019 年 5 月

29 日 

平原和朗 

EnKF estimation of frictional 

properties and slip evolution on 

a LSSE fault and the changing 

slip deficit rate on a megathrust 

fault 

日本地球惑星

科学連合 2019

年大会、

SCG48-37、幕

張 

2019 年 5 月

30 日 

Hirahara, K. 

EnKF estimation of frictional 

properties and slip evolution on 

LSSE faults and the megathrust 

slip deficit rate 

IUGG2019, 

IUGG19-3544, 

Montreal, 

Canada 

2019 年 7 月

14 日 

藤田萌実，西村

卓也，平原和

朗，兵藤守，宮

崎真一 

GNSS データを用いたアンサンブルカ

ルマンフィルタによる豊後水道長期

的 SSE のすべり発展推定に向けた数

値実験 

日本地震学会

2019 年秋季大

会、S08-01、

京都 

2019 年 9 月

17 日 
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坂上啓，西村卓

也，福田淳一，

加藤照之 

GNSS 連続観測に基づく 1997-2017 

年東海地方スロースリップイベント

の推定 

日本測地学会

第 132 回講演

会、No.48、富

山 

2019 年 10

月 30 日 

藤田萌実，西村

卓也，平原和

朗，兵藤守，宮

崎真一 

GNSS データを用いたアンサンブルカ

ルマンフィルタによる豊後水道長期

的 SSE のすべり発展推定に向けた数

値実験 

日本測地学会

第 132 回講演

会、No.51、富

山 

2019 年 10

月 30 日 

Hirahara, K., 

and K. 

Nishikiori 

Estimation of frictional 

properties and slip evolution on 

a long term slow slip event fault 

with the ensemble Kalman filter : 

numerical experiments 

Geophys. J. 

Int., 219, 

2074-2096, 

doi: 

10.1093/gji/g

gz415 

2019 年 9 月

17 日 

Sakaue, H., T. 

Nishimura, J. 

Fukuda, and T. 

Kato 

Spatiotemporal evolution of long- 

and short-term slow slip events 

in the Tokai region, central 

Japan, estimated from a very 

dense GNSS network during 2013-

2016 

J. Geophys. 

Res. Solid 

Earth, 124, 

13207–13226. 

doi:10.1029/2

019JB018650 

2019 年 11

月 21 日 

 

(b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

なし 

 

(10) 震源モデル構築・シナリオ研究 

(a) 成果の論文発表・口頭発表等 

著者 題名 発表先 発表年月日 

大谷真紀子 
EnKF に夜粘弾性変形及び粘性構造の

推定-数値実験 

日本地震学

会 2019 年度

秋季大会  

2019 年 9 月

16 日 

Oba, A., T. 

Furumura, and 

T. Maeda 

Early forecast of long-period 

ground motions for large 

earthquakes in the Nankai trough 

based on data assimilation of 

observed ground motions and wave 

propagation simulations 

AGU 2019 

Fall 

meeting 

2019 年 12

月 13 日 

Furumura. T., 

Maeda, T. and 

Oba, A 

Early forecast of long‐period 

ground motions via data 

assimilation of observed ground 

Geophysical 

Research 

Letters, 

2019 年 1 月

29 日 
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motions and wave propagation 

simulations 

https://doi

.org/10.102

9/2018GL081

163 

今井健太郎、蝦

名裕一、都司嘉

宣、岩瀬浩之、

堀高峰、高橋成

実、古村孝志 

1854 年安政東海地震の津波高分布に

関する再検討 

JpGU2019 大

会 

2019 年 5 月

29 日 

村上 颯太、山

口 拓真、市村 

強、藤田 航

平、

Maddegedara 

Lalith、堀 宗

朗 

高性能計算を活用したデータ同化によ

る火山における地殻変動解析 

第 65 回理論

応用力学講

演会・第 22

回土木学会

応用力学シ

ンポジウム 

2019 年 6 月 

楠本聡、今井健

太郎、大林涼

子、堀高峰、高

橋成実、谷岡勇

市郎 

遠地津波波形を用いた安政東海地震の

発震時刻の推定 

日本地震学

会 2019 年度

秋季大会 

2019 年 9 月

17 日 

今井健太郎、堀

高峰、高橋成

実、大林涼子、

楠本聡、古村孝

志 

安政元年（1854 年）東海地震の波源

再考 

日本地震学

会 2019 年度

秋季大会 

2019 年 9 月

18 日 

楠本聡、今井健

太郎、大林涼

子、堀高峰、高

橋成実、谷岡勇

市郎 

遠地津波波形を用いた安政東海地震の

発震時刻の推定 

日本地震学

会 2019 年度

秋季大会 

2019 年 9 月

17 日 

中田 令子、堀 

高峰、兵藤 守 

日向灘における大地震発生シナリオの

再検討 

日本地震学

会 2019 年度

秋季大会 

2019 年 9 月

18 日 

 

(b) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

 なし 
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6. むすび 

 令和元年度においては、７年計画の最終年として、地域連携減災研究（サブテーマ１）、

巨大地震発生域調査観測研究（調査観測分野 サブテーマ２－１）及び巨大地震発生域調

査観測研究（シミュレーション分野 サブテーマ２－２）の各テーマにおいて研究計画に

沿った研究を着実に進めてきた。 

これら成果は、地域研究会等の場を通じて自治体、地元ライフライン企業、地元大学、

経済界、地方支分部局等との連携を進めながら、各地域の特性等に照らした防災・減災対

策に資する還元を行った。また成果報告会を通じた啓発活動も実施し、成果の一般への啓

発を行った。 

 これら成果が南海トラフ地震の被害軽減や、今後の地震津波研究の進展に大きく貢献す

るものと期待する。  
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7.運営委員会 

 7.1  活動報告 

（１）第１回運営委員会 

日時：令和元年 10 月８日（火） 13：30～17：00 

場所：国立研究開発法人海洋研究開発機構 東京事務所 共用会議室 A・B 

（東京都千代田区内幸町２－２－２ 富国生命ビル 23 階） 

議題： 

 （１）プロジェクト全体概要  

 （２）各サブ課題より「プロジェクトの成果と最後のまとめ方」  

・調査観測研究分野 

・シミュレーション研究分野  

・地域連携減災研究分野 

（３）総合討論 

・プロジェクト成果のまとめ方 

・成果の活用 

・今後の課題 

・出席各委員からのプロジェクトや南海トラフ地震研究へのコメント  

（４）その他 

 

（２）第２回運営委員会（成果報告会） 

※成果報告会へ出席した委員からプロジェクトへの評価・コメントをいただくことを

運営委員会とした。 

日時：令和２年２月 17 日（月） 13:00～17:30 

場所：イイノカンファレンスセンター Room A 

（東京都千代田区内幸町 2-1-1 飯野ビルディング） 

議題： 

（１）開会挨拶 

文部科学省 研究開発局 地震・防災研究課長 工藤 雄之 

香川大学 四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構 副機構長、特任教授／ 

海洋研究開発機構 上席技術研究員 プロジェクト代表 金田 義行 

（２）プロジェクト成果 トピック紹介 

巨大地震発生域調査観測研究 

テーマ「地震像の把握と将来の予測に向けて」 

・古文書が語る津波波源の多様性 －安政東海と昭和東南海の関係－ 

 海洋研究開発機構 海域地震火山部門 技術研究員 今井 健太郎 

・地質痕跡が示す多様な地震履歴 

 産業技術総合研究所 地質調査総合センター 研究グループ長 宍倉 正展 

・3 次元地下構造モデルの構築 －調査観測データに基づいて－ 

 海洋研究開発機構 海域地震火山部門 技術研究員 仲西 理子 

・物理モデルを用いた推移予測手法開発－地殻変動データの同化に向けて－ 
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 海洋研究開発機構 海域地震火山部門 センター長 堀 高峰 

地域連携減災研究 

テーマ「被害軽減のため正確に被害予測し効果的な対策に繋げる」 

・地域の現状に即した具体的な被害様相の提示 

 －産業集積地にある愛知県碧南市を対象に－ 

名古屋大学 減災連携研究センター 教授 野田 利弘 

・災害レジリエンス向上のための情報共有技術 

防災科学技術研究所 マルチハザードリスク評価研究部門 部門長 藤原 広行 

（３） プロジェクト成果（各サブサブ課題）ポスター展示 

（４） パネル討論 

テーマ 「何が分かったか? そして減災への課題は?」 

進行 

香川大学 四国危機管理教育・研究・地域連携推進機構 副機構長、特任教授／ 

海洋研究開発機構 上席技術研究員 プロジェクト代表 金田 義行 

パネリスト 

名古屋大学 減災連携研究センター センター長、教授 福和 伸夫 

海洋研究開発機構 海域地震火山部門 部門長 小平 秀一 

東京大学 地震研究所 災害科学系研究部門 部門主任、教授 古村 孝志 

気象庁 地震火山部長 土井 恵治 

海外建設協会 研究理事／  

前内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当）佐谷 説子 

和歌山県 総務部 危機管理局長 酒井 清崇 

（５） 閉会挨拶 

南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト運営委員会 委員長／ 

九州大学大学院 理学研究院 教授 清水 洋 

 

 7.2  運営委員会構成員 

     （第２回運営委員会開催時）  

委員長  清水 洋  国立大学法人九州大学大学院理学研究院附属 

地震火山観測研究センター長 教授 

委 員  中島 正愛  株式会社小堀鐸二研究所 代表取締役社長 

委 員  林 正道  内閣府政策統括官（防災担当）付 

参事官（調査・企画担当） 

委 員  小谷 敦   総務省 消防庁 国民保護・防災部 防災課長 

委 員  山田 哲夫  愛知県 防災局長 

委 員  折野 好信  徳島県 危機管理部長 

委 員  青木 元   気象庁 地震火山部 管理課長 

委 員  矢来 博司   国土交通省 国土地理院 地理地殻活動研究センター 

地殻変動研究室長 

委 員  岩田 美幸 国土交通省 水管理・国土保全局 防災課長 



655 

 

委 員  藤田 雅之  国土交通省 海上保安庁 海洋情報部 技術・国際課長 

委 員  中川 和之  時事通信社 解説委員 

委 員  多治比 寛  人と防災未来センター 研究部長 

委 員  堀 宗朗   海洋研究開発機構 付加価値情報創生部門 部門長 

委 員  室伏きみ子  国立大学法人お茶の水女子大学 学長 

委 員  松澤 暢   国立大学法人東北大学大学院理学研究科理学部附属 

地震・噴火予知研究観測センター 教授 

 委 員  村田 昌彦  関西国際大学 

セーフティマネジメント教育研究センター長 教授 

   委 員 浅野 大介  経済産業省 商務情報政策局 サービス政策課長 

 

 


